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概  要 
 
１． 調査の目的および構成 
本調査「科学技術システムの課題に関する代表的研究者・有識者の意識定点調査（科学技術システム定
点調査）」および「科学技術分野の課題に関する第一線級研究者の意識定点調査（分野別定点調査）」（以
下「定点調査」）は、一定の回答者集団に回答者の主観を問う質問を定期的に行うことにより、第3期科学技
術基本計画（2006年4月～2011年3月）の期間における日本の科学技術の課題に関する状況の変化を時系
列で捉えることを目的とする。さらに、各研究分野の発展やイノベーション創出の過程等における顕在化し
ていない問題点の抽出も試みる。 
本調査の特徴は、 
① 調査の回答者には、継続して5年間、毎年一回、ほぼ同じ内容の設問に回答して貰うということ、  
さらに、 
② 2回目の調査からは、回答時に前回の回答者本人の回答内容を示して、各設問において、前回と異
なる回答をした設問には回答の変更理由を、前回と同じ回答であっても補足意見などがある場合に
は、それを回答用紙に記入して貰うということ、である。 
今回の調査（2006年調査）の結果は、今後の変化を知るための基準点である。 
 
分野別定点調査が対象とする科学技術分野は、第3期科学技術基本計画で設定された重点推進4分野で
あるライフサイエンス、情報通信、環境、ナノテクノロジー・材料分野と、推進4分野であるエネルギー、もの
づくり技術、社会基盤、フロンティア分野、の8分野である。 
 
調査票の設問は、以下の5つのパートに分かれており、総設問数は37問である。 
 
回答者は、「我が国の科学技術を担う各セクターにおいて第一線級の研究実績のある研究者等で、担当
する分野全般の状況を俯瞰できる人」を想定し、日本学術会議協力学術研究団体（学協会）の内、科学技術
に関連する学協会634団体から推薦して頂いた方達から、各分野約100名ずつを選択し、回答をお願いした。
また、経団連にも各分野10名程度の回答者の推薦をお願いした。 
今回の調査は、質問票調査方式、郵送法にて、2006年11月2日～12月28日に実施した。発送数は1,010
通、回収は850通（回収率84.2％）であった。 
・Part Ⅰ（12 問）：【研究開発人材】、【トップ研究者】、【若手人材】、【研究者の流動性】 
・Part Ⅱ（4 問） ：【研究開発資金】、【インフラおよび基盤整備】、【研究時間の確保】 
・Part Ⅲ（17 問）：【産学連携】、【研究開発上の隘路（あいろ）】、【特許】、【日本の科学および技術の水準】、 
【日本の産業の国際競争力】、【世界トップクラスの研究教育拠点】 
・Part Ⅳ（3 問） ：【戦略重点科学技術の現状】、【戦略重点科学技術の実現】 
・Part Ⅴ（1 問） ：【本調査全体に関するご意見】 
【定点調査の構成】 
「定点調査」は、①科学技術に関連するシステム全体の状況について問う「科学技術システム定点調
査」、②科学技術の分野別の状況について問う「分野別定点調査」の 2 つの調査から構成されてい
る。本調査は、②科学技術の分野別の状況についてお伺いする「分野別定点調査」である。 
 
 
 
①科学技術システム定点調査 
②分野別定点調査
定点調査 
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２． 回答者の属性 
分野別の回答者数では、ライフサイエンスは108名、情報通信は103名、環境は117名、ナノテクノロジー・
材料は112名、エネルギーは111名、ものづくり技術は101名、社会基盤112名、フロンティアは86名であっ
た。 
分野別の回答者の性別では、情報通信では女性は0%であり、女性の割合が相対的に多いライフサイエン
スおよび環境でも、女性の割合はそれぞれの回答者の10%以下であった。 
回答者の年齢別の分布では、50～59歳以下の回答者数が最多で、全ての分野で50%以上を占めた。39歳
以下の回答者はエネルギー(5%)以外では数%(1-3%)程度であった。 
回答者の所属機関では、大学と回答した人が多く、ライフサイエンスでは75%を示した。それ以外の分野
では、フロンティア(51%)以外では60%前後を示した。また、企業と回答した人は、エネルギー、情報通信、も
のづくり、ナノ・材料において、25％前後を示した。一方、ライフサイエンスでは8%程度であった。 
 
３． 調査結果のまとめ 
本調査結果から以下のことが示された。 
 
3-1. 人材 
(1) 全分野において人材の育成・確保が必要度でトップ、その中でも基礎研究段階の人材が必要とされる 
 分野発展に必要な取り組みとして、全ての分野において「人材の育成と確保」の必要度が最も高かった
（図表1）。大きく離れた次点として、資金の拡充や研究基盤の整備が選ばれている。次いで、産学官連携や
分野間の連携の強化が続く。＜問33＞ 
 また、求められる人材として最も回答が多かったのは、全分野共通で基礎研究段階の人材となった（図表
2）。次点は分野によって多少異なるが、応用あるいは実用化段階の研究人材、産学官連携関係の人材など
が続く。環境では、環境経済学などの重要性から、人文社会系人材を必要とする意見が一定量の割合を占
める。＜問1＞ 
 これらの結果から、分野の発展には人材の育成・確保が重要な課題であり、その中でも基礎研究人材が
最も重要であるという、全分野共通のメッセージが見てとれる。回答者母集団の約6割が大学所属であるた
め、必然的に基礎研究人材の必要度が高くなるという見方もできるが、一方で、企業に属する回答者からも、
基礎研究のできる人材の育成を望む声が自由記述回答には現れている。また、さらに自由記述からは、「基
礎と応用のギャップを埋める人材」、「全体を見通しながら基礎を担える人材」など、研究フェーズの枠にこ
だわらない人材の育成を望む記述も散見された。総合的には、基礎研究を軸とする（基礎の分かる）研究人
材の育成・確保が課題である。 
  
 
分野 
本分野発展に必要度の高い取り組み 
（必要度1位の回答割合の大きいもの） 
ライフ 人材(63%) 資金(15%) 基盤(9%) - 
情報通信 人材(63%) 資金(11%) 産学官(9%) - 
環境 人材(48%) 基盤(14%) 資金(13%) 分野(11%) 
ナノ・材料 人材(59%) 基盤(12%) 資金(11%) 分野(9%) 
エネルギー 人材(58%) 資金(10%) 基盤(9%) 産学官(8%)/規制緩和(8%)
ものづくり 人材(61%) 基盤(12%)/資金(12%) 分野(7%) - 
社会基盤 人材(60%) 基盤(13%) 資金(8%) 産学官(7%) 
フロンティア 人材(49%) 資金(27%) 基盤(11%) - 
図表1 分野発展に必要な取り組み 
・人材は「人材育成と確保」、産学官は「産学官の連携強化」、分野は「分野間の連携強化」、基盤は「研究開発基盤の整備」、資
金は「研究開発資金の拡充」、規制緩和は「関連する規制の緩和・廃止」。 
・上記以外の選択肢として、「国際展開の推進」、「関連する規制の強化・新設」がある。 
・6%以下の項目は省いた 
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分野 
必要度が高い人材 
（必要度1位の回答割合の大きいもの） 
ライフ 基礎(40%) 実用化(17%) 産学官(16%) - 
情報通信 基礎(43%) 産学官(18%) 実用化(17%)/応用(17%) - 
環境 基礎(40%) 応用(15%)/産学官(15%) 実用化(13%) 人文社会(11%) 
ナノ・材料 基礎(37%) 実用化(19%) 産学官(17%) 応用(14%) 
エネルギー 基礎(40%) 応用(27%) 実用化(14%) 産学官(11%) 
ものづくり 基礎(45%) 実用化(20%) 応用(13%)/産学官(13%) - 
社会基盤 基礎(45%) 産学官(20%) 応用(15%) 実用化(11%) 
フロンティア 基礎(31%) 実用化(28%) 応用(23%) - 
図表2 研究開発人材 
・基礎は「基礎研究段階の人材」、応用は「応用研究段階の人材」、実用化は「実用化研究段階の人材」、産学官は「産学官連携
を推進する人材（産学連携コーディネーターなど）」、人文社会は「人文社会学系を専門とする人材（制度問題、倫理問題な
ど）」。 
・上記以外の選択肢として、「知的財産の取得・管理・活用部門の人材」がある。 
・10%以下の項目は省いた 
 
(2) 分野間で大きな違いを示す研究開発の人材状況 
2001年頃と比較した、研究開発に関わる人材の状況を図表3に示す。この設問は分野間で大きな違いが
見られた。＜問2-問6＞ 
 
① 重点推進4分野と推進4分野の相違―推進４分野の研究人材は量・質ともに低下傾向が示される 
重点推進4分野と推進4分野でその傾向は分かれた。重点推進4分野の研究者数では、2001年頃と比較し
て、「変化なし」、あるいは「やや増加」（ナノ・材料、環境）という回答が示された。研究者の質においては、
情報通信では低下傾向を示したが、その他3分野では「変化なし」という回答が示された。それに対して、推
進4分野は、数・質共に低下したという回答が示された。トップ研究者数に関しては「変化なし」であったが、
それ以外の人材（後継者から若手まで）については、数・質ともに全て低下傾向が示された。これらの背景と
して、重点4分野を定めて重点化するという第2期基本計画の政策の効果が、表れていると考えることができ
る。第3期基本計画では、第2期基本計画の重点化政策は継続されているが、重点推進4分野と推進4分野
にある程度のバランスを考慮した重点化政策が打ち出されている。 
 
② 重点推進4分野間の相違―ナノ・材料および環境では研究者数の増加が、情報通信では研究者の質
の低下が示される 
重点推進4分野の中でも傾向は分かれている。ナノ・材料は研究者数の増加が顕著となった。環境にお
いても、ナノ・材料に次ぐ研究者数の増加が見られる。一方で、情報通信では人材の質の低下が示された。
ナノ・材料は、新しく確立された分野という見方ができるので、2001年に新しく分野としてスタートして以来、
研究者は増加傾向であると回答者が見ている可能性が考えられる。情報通信は、ここで示した人材の質の
低下だけではなく、基本特許シェアの減少や、国際競争力の低下（特に対アジア）などもあり、分野内の危
機感が現れている。 
 
③ 全分野において研究人材の質の向上が課題となる 
全ての分野、全ての段階（トップ研究者、後継者、若手）において、人材の質が向上したという見解は見ら
れなかった。2001年ごろと比較してほぼ同等という結果が、ナノ・材料や環境で見られる程度で、あとは全て
低下傾向を示している。 
 
 
 
研究者 技術者 トップ研究者 若手人材 
（研究者・技術者） 
 
 
分野 数 質 数 質 数 後継者
の育成
数 質 
ライフ 
    
 ×   
情報通信      ×   
環境      ×   
ナノ・材料      △   
エネルギー      ×   
ものづくり      ×   
社会基盤      ×   
フロンティア      ×   
  図表3 研究者・技術者・若手人材1
 
・数の状況：指数値「6.6以上」を「かなり増えている（ ）」、「5.6以上6.5以下」を「やや増えている（  ）」、「4.5以上5.5以下」を「変
化なし（ ）」、「3.5以上4.4以下」を「やや減っている（  ）」、「3.4以下」を「かなり減っている（  ）」 
・質の状況：指数値「6.6以上」を 「かなり高くなっている（  ）」、「5.6以上6.5以下」を「やや高くなっている（ ）」、「4.5以上5.5以
下」を「変化なし（ ）」、「3.5以上4.4以下」を「やや低くなっている（ ）」、「3.4以下」を「かなり低くなっている（ ）」 
・後継者の育成状況：指数値「6.6以上」を「かなり育っている（◎）」、「5.6以上6.5以下」を「やや育っている（○）」、「4.5以上5.5以
下」を「変化なし（△）」、「3.5以上4.4以下」を「あまり育っていない（×）」、「3.4以下」を「ほとんど育っていない（××）」 
  
 
 
(3) 全分野において異分野からの人材参入が求められる   
全分野において、異分野からの人材の参入が求められる結果となった。研究者数の増加傾向を示すナ
ノ・材料、環境を含む全ての分野において、異分野の研究者の参入に対する必要度は高く、また実際に参
入している度合いは低いという結果が出ている。分野の発展には異分野の人材が不可欠とする強い見解が
現れている。＜問10＞ 
 
(4) 若手人材育成に必要度が高い取り組みは、ポスドクや博士課程修了者の就職先の確保と博士課程在学
者の経済的支援である 
 若手人材育成に必要度が高い方策としては、全分野に共通して、ポスドクや博士課程修了者の就職先の
確保、あるいは博士課程在学者への経済的支援が上位を占めた（図表4）。これらの次に必要度が高い方
策として、海外での研究機会の促進、若手対象の競争的資金の拡充、産業界と大学との交流、若手の競争
的研究資金拡充が示された。自由記述には、理系の生涯賃金が文系に対し劣っていることを懸念する声や、
同じく生涯賃金において博士が修士よりも低くなっているなど、博士号取得者の処遇の低さに関する自由
記述が多くあった。また、就職先の確保という面では、特に地方の大学で（修了後の就職先の不安から）博
士課程への進学を勧められないという記述も見られた。＜問8＞ 
 
 
 
                                                  
1 指数値の解釈については本文24 ページ参照のこと 
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分野 
若手人材育成に必要度が高い方策 
（必要度1位の回答割合の大きいもの） 
ライフ ポスドク就職(33%) 博士援助(21%) 若手資金(15%) - 
情報通信 博士援助(23%) ポスドク就職(20%) 博士就職(14%) 若手処遇(12%) 
海外研究(12%) 
環境 ポスドク就職(35%) 博士就職(16%) 博士援助(12%) - 
ナノ・材料 ポスドク就職(29%) 博士就職(23%) 
博士援助(23%) 
- - 
エネルギー ポスドク就職(26%) 
 
博士就職(17%) 
博士援助(17%) 
産学交流(13%) - 
ものづくり 博士就職(22%) ポスドク就職(20%) 博士援助(17%) - 
社会基盤 ポスドク就職(32%) 博士就職(23%) 博士援助(12%) - 
フロンティア ポスドク就職(32%) 博士就職(21%) 博士援助(12%) - 
図表4 若手人材育成の方策 
・ポスドク就職は「ポストドクターに対する（アカデミックな研究職以外の進路も含めた）就職先の確保」、博士援助は「博士課程
（後期）在学者を対象とした経済的支援の拡充」、博士就職は「博士課程（後期）修了後の就職先の確保」、若手資金は「若手研
究者対象の競争的研究資金の拡充」、若手処遇は「評価に対応した若手の処遇」、産学交流は「大学側の働きかけによる産業
界との幅広い交流の促進」、海外研究は「海外の優れた研究機関での研究機会の促進」を意味する。 
・上記以外の選択肢として、「海外の優れた研究者との交流機会の促進」、「大学院段階における単位認定を前提とした長期の
企業インターンシップの構築の支援」がある。 
・11%以下の項目は省いた。 
 
 
 
3-2. 研究開発資金 
(1) 世界トップレベルの成果を生み出すために「研究者の自由な発想による公募型研究費」拡充が必要 
世界のトップレベルの成果を生み出すために拡充する必要がある研究開発資金は、「研究者の自由な発
想による公募型研究費（科研費など）」（以下「自由発想型研究費」）であることが、フロンティア以外の7分野
において示された（図表5）。必要とされる研究開発資金の内、自由発想型研究費を選んだ回答の割合が高
く（40%以上）、次との差が20ポイント以上あるのは、ライフサイエンスと情報通信であることが示された。 
「政府主導の国家プロジェクト資金（非公募型研究資金）」（以下「政府プロジェクト」）の必要性が他と比べ
て高いのは、フロンティアと社会基盤である。特にフロンティアでは、次の「基盤経費」と比較すると20ポイン
ト以上差があり、政府主導の国家プロジェクト資金の必要性の高さが明確になっている。一方、エネルギー
では、「政府プロジェクト」と「自由発想型研究費」が同程度に拡充する必要性が高く、ものづくりでは「基盤
経費」と「自由発想型研究費」が同程度であった。＜問13＞ 
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分野 
世界トップレベルの成果を生み出すために拡充する必要がある研究開発資金 
（必要度1位の回答割合の大きいもの） 
ライフ 自由発想(48%) 政府プロ(24%) 基盤経費(18%) 
情報通信 自由発想(42%) 政府プロ(22%) - 
環境 自由発想(36%) 政府プロ(28%) 基盤経費(23%) 
ナノ・材料 自由発想(42%) 基盤経費(28%) - 
エネルギー 政府プロ(32%) 自由発想(31%) 基盤経費(19%) 
ものづくり 基盤経費(27%) 自由発想(26%) 政府プロ(21%) 
社会基盤 政府プロ(40%) 自由発想(30%) 基盤経費(26%) 
フロンティア 政府プロ(45%) 基盤経費(23%) 自由発想(22%) 
図表5 世界トップレベルの成果を生み出すために拡充する必要がある研究開発資金 
・政府プロは「政府主導の国家プロジェクト資金（非公募型研究資金）」、自由発想は「研究者の自由な発想による公募型研究費
（科研費など）」、基盤経費は「基盤的経費による研究資金（運営費交付金など）」を意味する。 
・上記以外の選択肢として、「各省などによる公募型研究費」、「民間からの研究資金」がある。 
・17%以下の項目は省いた。 
 
 
(2) 政策課題対応型研究開発資金の選択と集中の度合いは、全分野を通じて比較的高い 
政策課題対応型研究開発資金に関する選択と集中の度合いについての回答は、重点推進分野に属す
るライフ、情報通信、ナノ・材料では、この資金の選択と集中の度合いがやや高く現れているが、推進分野
では全体的に中程度である。 
自由記述をみると、「一部の研究者に研究費が集中している」という指摘があり、また「選択と集中が過度
に進むことによって萌芽的研究や基礎研究が手薄になる」という懸念も示された。＜問14＞ 
 
(3) 大学や公的研究機関の研究成果が実用化されるまでにおける「制度上の障壁」や「制度の運用上の問
題点」は研究資金において多いことが示された 
「大学や公的研究機関の研究成果が実用化されるまで」において、我が国の制度上の障壁およびその運
用上の問題点を調査した。調査対象は、①研究費などの資金に関するもの（例えば、研究の発展段階に応
じ、持続性を保ちつつ資金支援をすることなど）、②研究人材に関するもの（例えば、国内の人材流動性、
海外から日本への人材流動性など）、③研究成果の実用化や普及に関するもの（例えば、知的財産関連の
制度、政府調達制度など）の3種類である。それぞれに対して「制度上の障壁」と「制度運用上の問題点」と
いう2つの観点から質問した。＜問20-22＞ 
その結果、全8分野で、①～③の全てに対し、「制度上の障壁」および「制度の運用上の問題点」がまだ
多く残っていることが指摘された。特に①の「研究資金」に関して最も多く、その次は②の「人材」であった。
分野別に見ると、ライフ、環境、フロンティアで、「制度上の障壁」および「制度の運用上の問題点」が、まだ
多く残っていることが認識された。 
これらの結果に関して、定点調査委員会の議論において、「現場の研究者や事務担当者などが、様々な
施策が実施されていることについてよく知らない場合がある」という事例が示され、施策の情報が現場に充
分に伝わっていないことも、問題であると指摘された。 
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3-3. 産学官連携 
(1) 第2期基本計画が目指した「産学官の有機的な連携を促進する」施策は一定の成果を出している 
本調査結果では、産学官連携の活発度は、昨年と比べて8分野全てにおいて上昇しているという回答が
示された。特に、情報通信、ナノ・材料で活発度が上がっていると評価された。＜問17＞ 
大学や公的研究機関の研究成果が実用化されるまでの期間は、8分野全てにおいて2001年頃と比べて
やや短くなったと評価されている。学官の成果を産で実用化するためには、それぞれの研究活動の目的や
現状の認識をすり合わせる十分なコミュニケーションが不可欠である。実用化までの期間がやや短くなった
のは、これらが改善されたとの見方もできる。＜問23＞ 
以上から、第２期科学技術基本計画が目指した、「セクター間にある見えない壁を取り除き、産学官の有
機的な連携を促進する」施策は、一定の成果を出しているとの見方ができる。 
なお、昨年と比較した産学連携に対する企業の満足度は、全ての分野でほとんど変化なしの結果となっ
た。組織的連携など本格的な産学官連携は最近3ないし4年の取り組みであり、産が満足できる本格的連携
については産学官で模索中ともいえる。自由記述の中にも、「産学官連携の取り組みは進み出したが、成果
を出せる仕組みを見出すのは今後の課題である」との主旨の記述が幾つかあった。＜問18＞ 
 
(2) 今後の産学官連携については基礎研究段階を重視すべきとする傾向が認められる 
産学官連携の研究段階を基礎・応用・実用化に分け、「本来中心であるべき段階」と「現在活発な段階」が
どれかを聞いた（図表6）。＜問19＞ 
8分野全体の傾向を見ると、産学官連携において「現在活発である段階」と「本来中心であるべき段階」が
概ね一致する分野と大きく異なる分野に分かれた。ほぼ一致しているのは、フロンティア、エネルギーの2分
野、概ね一致しているのは、ライフおよび社会基盤である。 
基礎研究段階について、「本来は現状よりより高い比率であるべき」とする考え方が特に強く出ているの
は、情報、環境、ものづくりである。逆に言えば、これらの分野では、現状では「実用化段階の研究の比率が
高すぎる」と考えられていると見ることができる。全8分野の傾向として、フロンティア以外の７分野で「今後は
基礎研究段階の産学官連携を強化すべき」とされていることが注目される。 
「現在活発である段階」と「本来中心であるべき段階」の差が顕著であったのは、ものづくりである。すなわ
ち、ものづくりの産学官連携は、「短期的成果を求めるような研究のみでなく、次の革新的技術のシー
ズを生み出すような基礎研究を重視すべきである」という考え方が示されている。 
多くの分野において、「本来中心であるべき段階」として応用研究段階を取り上げる意見は、「現在活発な
段階」として応用を取り上げる意見と同程度か多くなっている。しかし、ナノ・材料と環境の2分野においては、
応用研究段階を「本来中心であるべき」と考える回答がむしろ少ないという特徴がある。 
フロンティアは「現在活発な段階」と「本来中心であるべき段階」の回答がほぼ一致している。フロンティア
分野では個々のプロジェクトが大型で、長期的計画全体とともに細部の工程が明確に設計されることが多い。
そのため産学官連携も計画全体を踏まえて具体的に実施されているので、このような一致が認められると考
えられる。 
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図表6 産学官連携で現在活発な段階と本来中心であるべき段階 
・複数回答である。回答件数の割合(%)で示した。 
・▲は「現在活発な段階」と●は「本来中心であるべき段階」を示す。 
・表中の基礎は「基礎研究の段階」、応用は「応用研究の段階」、実用は「実用化研究の段階」。 
 
3-4. 日本の科学技術水準と産業の国際競争力 
(1)環境及びフロンティアを除く6分野で、欧米と比較した日本の科学水準は、5年後低下すると懸念される。 
現在の日本の科学水準は、ものづくり、ナノ・材料、社会基盤においては、対米・対欧ともにやや高いとす
る回答結果となっている。しかし、5年後では、環境とフロンティアにおいて対米・対欧で水準の上昇が示さ
れた以外、6分野で科学水準が相対的に低下するという回答結果が得られた。6分野ともに対米よりも対欧で
の低下が大きく、欧州の科学水準が今後高まると考えられていることが、図表7から見て取れる。 
特に、エネルギーの対欧での低下の割合が大きくなっており、自由記述でも「欧州の研究のペースが速
い」ことに対する危機感が現れている。但し、原子力、核融合など個々の領域では日本が高いレベルにある
ものも少なくなく、当該分野全般に亘って低下傾向にあると結論付けるのは短絡的である。この点は他の分
野でも同様であり、慎重に見極める必要がある。 
ナノ・材料も図表からは比較的優位にあることが見て取れるが、これについては分野として材料が一緒に
なっているためであって、ナノだけ見ると必ずしも優位にはないのではないかといった指摘が定点調査委
員会の中であった。 
その他の傾向として、対米でライフ、情報通信、フロンティアが特に低い水準に留まっていることが注目さ
れる。＜問26&問27＞ 
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図表7 科学の水準 
・矢印の起点が現在、終点が5年後を示す 
   ・10点満点の指数値の中間値5点を0として示す（0は同等） 
 
 
 (2) 技術水準は、対欧、対米ともに科学水準に比べて日本の水準が高いが、5年後にはフロンティアと環境
を除く分野で相対的水準は低下すると考えられている。 
日本の技術水準については、情報通信とフロンティア以外は欧米よりやや高い水準にあることが見て取
れるが、こちらも科学水準と同様、フロンティアと環境を除く6分野で5年後に日本の相対的な技術水準が低
下するとの結果が示された（図表8）。低下の程度も科学水準の場合より大きく、特にものづくりは、対米、対
欧ともに低下の程度が顕著である。 
情報通信では、自由記述において、「インターネットへの乗り遅れが大きい、ソフトウェアはほとんど米国
産」という意見が示されている。 
ナノ・材料、ものづくり、社会基盤については、科学水準、技術水準ともに同様なレベルにあるが、情報通
信、ライフ、環境、エネルギーについては、科学の水準に対して技術の水準が比較的高く評価されているこ
とが見て取れる。特にエネルギーでは、自由記述として「科学の水準よりも、現場の技術力は圧倒的に高
い」という意見があった。しかし、一方で、「現在の技術水準は、過去の遺産」（エネルギー）とする意見もあり、
5年の間で大きな変動は想定されないものの、長期的な変化には危機意識を持つ研究者・技術者が少なく
無いことが浮き彫りになっている。＜問27&問28＞ 
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                                        同等   ←   対アジア   →    高い 
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図表8 技術の水準 
・矢印の起点が現在、終点が5年後を示す 
    ・10点満点の指数値の中間値5点を0として示す（0は同等） 
 
(3) 現在の米国に対する日本の産業競争力は、ナノ・材料とものづくりで高いが、5年後の競争力低下の割
合が大きい 
ナノ・材料及びものづくりにおける特徴的な点として、5年後の産業競争力の低下の割合が他分野と比較
して大きいことが図表9から見て取れる。ナノ・材料の自由記述には、「若手研究者が育たないと、競争力は
間違いなく落ちる」、「団塊の世代が去って一時的にポテンシャルが低下」といった懸念を示すコメントが見
られた。 
ライフとフロンティアについては、他分野と比較して対米・対欧ともに低位に位置するとの回答が示されて
いる。自由記述において、ライフでは、「医療機器では日本の国際的競争力は依然として低い」といった意
見が見られた。フロンティアでは、「地盤沈下を起している、中韓の追い上げが急である、国家的取り組みと
テコ入れが必要」といった意見が見られた。＜問30&問31＞ 
                                     
                                        同等   ←   対アジア   →    高い 
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図表9 産業の国際競争力 
・矢印の起点が現在、終点が5年後を示す 
    ・10点満点の指数値の中間値5点を0として示す（0は同等） 
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(4) アジアのキャッチアップに対する危機感が増大している 
全ての分野で、アジアの台頭とキャッチアップの懸念を示すデータが示された。自由記述でも、「中国の
発展が著しく、アジアにおける優位もあと何年持つか（ライフ）」、「アジアのレベルが急速に接近（情報通
信）」、「中国の技術力が上がってくる（環境）」、「アジア諸国の猛追に対処する政策が乏しい（ナノ・材料）」、
「中国、インド、韓国の台頭が激しい（エネルギー）」、「コスト競争力を考慮すると中国・東南アジアの競争力
向上のスピードは早い（ものづくり）」、「中国、韓国、台湾が急速に力をつけている（ものづくり）」、「日本の
優位性は、5年はもつが10年後はわからない（ものづくり、社会基盤）」、「中国や韓国の追い上げが著しい
（フロンティア）」といった、アジアについて脅威、危機感を示すコメントが多数挙がっている。＜問26-31＞ 
 
 
3-5. 戦略重点科学技術 
(1) 重点推進４分野のすべてにおいて、研究の活発度が「かなり高い」と回答された戦略重点科学技術が、
1つ以上含まれているが、推進4分野ではエネルギー分野以外には含まれていないことが示された 
研究の活発度において、「かなり活発」とされた戦略重点科学技術は、以下の10の項目である。重点推進
4分野ではどの分野においても、1つ以上の「かなり活発な」戦略重点科学技術が含まれているが、推進4分
野ではエネルギー分野以外には含まれていないことが示された（図表10および図表11）。＜問34＞ 
 
ライフ : 「生命プログラム再現科学技術」 
情報通信 : 「ディスプレイ・ストレージ・超高速デバイスの技術」 
        「家庭や街で生活に役立つロボット中核技術」  
「生活支援するユビキタスネットワーク利用技術」 
環境 : 「スパコンを用いた気候変動予測の科学技術」 
ナノ・材料 : 「クリーンエネルギーコスト削減の革新的材料技術」  
「デバイス性能限界突破の先端的エレクトロニクス」 
エネルギー : 「石油を必要としない新世代自動車の革新的技術」 
「先端燃料電池システムと安全な革新的水素貯蔵・輸送技術」  
「太陽光発電の革新的高効率化・低コスト化技術」 
 
また、研究の活発度が高いと回答された戦略重点科学技術は、研究の水準もおおむね高い傾向がみら
れた。＜問36＞ 
 
今回の調査は第3期科学技術基本計画の初年度に実施されたので、戦略重点科学技術への資金重点配
分の効果はまだ無いと考えられ、第2期科学技術基本計画における重点分野（ライフ、情報通信、環境、ナ
ノ・材料）への資金投入が研究の活発度に影響したのではないかと考えられる。 
  
 
(2) 多くの戦略重点科学技術において人材育成の必要度が高い。この傾向は現状での研究の活発度がま
だ低いとされた戦略重点科学技術で顕著である。特に制度や人文・社会科学に関連する戦略重点科学技
術の研究の活発度や研究水準は低いと回答され、人材育成が必要とされた 
分野発展に「人材育成と確保」が必要であるという回答が多く示されたことは既に述べたが、戦略重点科
学技術の実現においても、必要度の高い取り組みとして「人材育成と確保」を挙げる回答者が多いことが示
された。＜問35＞ 
この傾向は、現状での研究の活発度がまだ低いとされた戦略重点科学技術で顕著である。特に制度や
人文・社会科学に関連する戦略重点科学技術の研究の活発度や研究水準は低いと回答され、人材育成が
必要とされた。例を挙げると、情報通信の「世界標準を目指すソフトウェア開発支援技術」、環境の「人文社
会科学と融合する環境研究人材育成」、ナノ・材料の「ナノテクの社会受容のための研究開発」である。 
一方、フロンティアの「外洋上プラットフォーム技術」では、研究の活発度は低いが、取り組みの必要性が
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高かった回答は「資金拡充」であり、「人材育成」はその次であった。また、ライフサイエンスの「生命プログラ
ム再現科学技術」では、研究の活発度が高いが、人材育成の必要度もやや高いことが示された。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 15 
  
 
分野・戦略重点科学技術 
日本の研
究水準 
研究の 
活発度 
我が国で必要な取り組み 
（必要度1位の回答割合の大きいもの） 
生命プログラム再現科学技術 ○ ◎ 人材(49%) 資金(22%) 
臨床研究・臨床への橋渡し研究 × △ 人材(36%) 規制緩和(21%) 
標的治療等の革新的がん医療技術 △ ○ 人材(34%) 分野（21%）, 産学官(16%) 
新興・再興感染症克服科学技術 △ △ 人材(38%) 国際(21%), 資金(15%) 
安全な食料の生産・供給科学技術 × × 人材(29%) 基盤(15%) 
生物機能活用の物質生産・環境改善科学技術 △ △ 人材(29%) 資金(19%), 分野(19%) 
 
世界最高水準のライフサイエンス基盤整備 × △ 人材(37%) 基盤(24%) 
世界最高水準の次世代スーパーコンピュータ ○ ○ 資金(29%) 人材(24%), 産学官(18%), 基盤(18%) 
次世代を担う高度IT 人材の育成 × × 人材(77%) - 
超微細化・低消費電力化及び設計・製造技術 ○ ○ 資金(31%) 人材(25%), 基盤(20%), 産学官(17%) 
ディスプレイ・ストレージ・超高速デバイスの技術 ◎ ◎ 資金(32%) 産学官(25%), 人材(20%), 基盤(15%) 
家庭や街で生活に役立つロボット中核技術 ◎ ◎ 資金(25%) 人材(22%), 分野(22%), 産学官(15%) 
世界標準を目指すソフトウェア開発支援技術 ×× × 人材(61%) - 
大量の情報、便利・快適な次世代ネットワーク ○ ○ 人材(24%) 基盤(23%), 産学官(18%) 
生活支援するユビキタスネットワーク利用技術 ○ ◎ 人材(26%) 分野(21%), 産学官(15%), 基盤(15%) 
コンテンツ創造及び情報活用技術 △ △ 人材(46%) 資金(15%) 
 
安全・安心な IT 社会実現のセキュリティ技術 △ △ 人材(46%) 基盤(15%) 
人工衛星からの地球温暖化の観測科学技術 △ ○ 人材(23%) 基盤(21%), 国際(21%), 資金(16%) 
スパコンを用いた気候変動予測の科学技術 ○ ◎ 基盤(28%) 人材(24%), 国際(24%) 
地球温暖化がもたらすリスク予測の科学技術 △ △ 人材(32%) 分野(19%) 
世界を先導する化学物質リスク評価管理技術 △ △ 人材(34%) 国際(24%) 
国際流通対応有用物質利用・有害物質管理技術 △ △ 人材(25%) 国際(23%), 産学官(15%) 
効率的にエネルギーを得るためのバイオマス利用技術 △ △ 資金(27%) 産学官(21%) 
健全な水循環を保ち自然と共生する社会の設計 △ △ 人材(37%) 資金(17%) 
多種多様な生物による生態系の保全・再生技術 △ △ 人材(37%) 資金(21%) 
化学物質リスク管理を社会に普及する技術 △ × 人材(63%) 分野(17%) 
３R に適した生産・消費システムの設計科学技術 △ △ 産学官(32%) 人材(25%) 
 
人文社会科学と融合する環境研究人材育成 ×× ×× 人材(56%) 分野(25%) 
クリーンエネルギーコスト削減の革新的材料技術 ◎ ◎ 人材(37%) 産学官(22%), 分野(15%) 
希少資源・不足資源代替材料革新技術 ○ △ 人材(47%) - 
生活の安全・安心を支える革新的ナノ・材料技術 ○ ○ 人材(45%) - 
イノベーション創出の中核となる革新的材料技術 ○ ○ 人材(47%) 資金(15%) 
デバイス性能限界突破の先端的エレクトロニクス ◎ ◎ 人材(31%) 産学官(23%), 資金(16%) 
超早期診断と低侵襲治療の先端的ナノバイオ ○ ○ 人材(45%) 分野(27%) 
ナノテクの社会受容のための研究開発 × × 人材(34%) 産学官(21%) 
イノベーション創出拠点のナノテク実用化研究 △ △ 人材(41%) 産学官(19%), 基盤(16%) 
ナノ最先端計測・加工技術 ○ ○ 人材(42%) 資金(19%), 分野(18%) 
 
 
 
X 線自由電子レーザー開発・共用 ○ ○ 人材(32%) 基盤(29%), 分野(18%) 
図表10 重点推進4分野の戦略重点科学技術の研究の水準・活発度・必要な取り組み 
・人材は「人材育成と確保」、産学官は「産学官の連携強化」、分野は「分野間の連携強化」、基盤は「研究開発基盤の整備」、資
金は「研究開発資金の拡充」、国際は「国際展開の推進」、規制緩和は「関連する規制の緩和・廃止」を意味する。 
・上記以外の選択肢に「関連する規制の強化・新設」がある。 
・14%以下の項目は省いた。 
・指数値「6.6以上」を「かなり水準が高い（◎）」、「5.6以上6.5以下」を「やや水準が高い（○）」、「4.5以上5.5以下」を「高くも低くも
ない（△）」、「3.5以上4.4以下」を「やや低い（×）」、「3.4以下」を「かなり低い（××）」 
・指数値「6.6以上」を「かなり活発（◎）」、「5.6以上6.5以下」を「やや活発（○）」、「4.5以上5.5以下」を「活発でも不活発でもない
（△）」、「3.5以上4.4以下」を「あまり活発ではない（×）」、「3.4以下」を「全然活発ではない（××）」 
・表中の戦略重点科学技術名は一部省略しているものを含む 
ナノ ・ 材料
 
環境
 
情報通信
 
ライフ
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分野・戦略重点科学技術 
日本の
研究水
準 
研究の
活発度
我が国で必要な取り組み 
（必要度1位の回答割合の大きいもの） 
省エネの街を実現する都市システム技術 △ △ 人材(24%), 
規制緩和
(24%) 
分野(18%), 産学官(16%) 
実効性のある省エネ生活を実現する先進的住宅・建築物関連技
術 
○ ○ 規制緩和
(26%) 
産学官(23%), 人材(17%),分野(15%) 
便利で豊かな省エネ社会を実現する先端高性能汎用デバイス
技術 
◎ ○ 人材(25%), 
産学官
(25%) 
資金(20%), 基盤(16%) 
省エネ工場実現の革新的素材製造プロセス技術 ◎ ○ 人材(25%) 資金(23%), 基盤(19%) 
石油を必要としない新世代自動車の革新的技術 ◎ ◎ 人材(21%), 
産学官
(21%), 資金
(21%) 
基盤(16%) 
石油に代わる自動車用新液体燃料(GTL)技術 ○ ○ 産学官
(34%) 
資金(22%), 人材(18%) 
先端燃料電池システムと安全な革新的水素貯蔵・輸送技術 ○ ◎ 資金(27%) 人材(24%) 
太陽光発電の革新的高効率化・低コスト化技術 ◎ ◎ 資金(22%) 基盤(19%), 国際(16%) 
電源や利用形態の制約を克服する高性能電力貯蔵技術 ○ ○ 人材(21%), 
基盤(21%), 
資金(21%)
産学官(16%) 
クリーン・高効率で世界をリードする石炭ガス化技術 ○ △ 資金(24%) 産学官(22%), 基盤(22%), 人材(17%) 
安全性・経済性に優れる次世代軽水炉の実用化技術 ○ △ 人材(32%) 産学官(21%), 資金(15%) 
高レベル放射性廃棄物等の処分実現に不可欠な地層処分技術 ○ △ 人材(30%) 産学官(21%), 規制緩和(19%), 基盤(17%) 
長期的なエネルギーの安定供給を確保する高速増殖炉(FBR)
サイクル技術 
◎ △ 人材(27%) 基盤(21%), 産学官(16%), 資金(16%), 国際
(16%) 
 
国際協力で拓く核融合エネルギー：ITER 計画 ◎ ○ 国際(46%) 人材(26%), 資金(15%) 
日本型ものづくり技術をさらに進化させる、科学に立脚したもの
づくり「可視化」技術 
○ △ 人材(56%) 資金(16%)  
資源・環境・人口制約を克服し、日本のフラッグシップとなる、も
のづくりのプロセスイノベーション 
○ △ 人材(55%) 資金(16%) 
減災を目指した国土の監視・管理技術 ◎ ○ 人材(44%) 資金(15%) 
現場活動を支援し人命救助や被害拡大を阻止する新技術 △ △ 人材(56%) 産学官(17%) 
少子高齢化社会に対応した社会資本・都市の再生技術 △ △ 人材(41%) 産学官(17%) 
 
新たな社会に適応する交通・輸送システム新技術 ○ △ 人材(31%) 基盤(17%), 資金(17%),産学官(16%) 
信頼性の高い宇宙輸送システム × △ 資金(32%) 人材(30%) 
衛星の高信頼性・高機能化技術 × △ 資金(35%) 人材(28%) 
次世代海洋探査技術 △ △ 人材(38%) 資金(28%) 
 
外洋上プラットフォーム技術 △ × 資金(37%) 人材(23%) 
図表11 推進4分野の戦略重点科学技術の研究の水準・活発度・必要な取り組み 
・人材は「人材育成と確保」、産学官は「産学官の連携強化」、分野は「分野間の連携強化」、基盤は「研究開発基盤の整備」、資
金は「研究開発資金の拡充」、国際は「国際展開の推進」、規制緩和は「関連する規制の緩和・廃止」を意味する。 
・上記以外の選択肢に「「関連する規制の強化・新設」がある。 
・14%以下の項目は省いた。 
・指数値「6.6以上」を「かなり水準が高い（◎）」、「5.6以上6.5以下」を「やや水準が高い（○）」、「4.5以上5.5以下」を「高くも低くも
ない（△）」、「3.5以上4.4以下」を「やや低い（×）」、「3.4以下」を「かなり低い（××）」 
・指数値「6.6以上」を「かなり活発（◎）」、「5.6以上6.5以下」を「やや活発（○）」、「4.5以上5.5以下」を「活発でも不活発でもない
（△）」、「3.5以上4.4以下」を「あまり活発ではない（×）」、「3.4以下」を「全然活発ではない（××）」 
・表中の戦略重点科学技術名は一部省略しているものを含む 
エ ネル ギー
 
もの づ くり
 
社会基盤
 
フ ロ ン ティ ア
 
  
 
 
 
 
本  編 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 （余白）
 
 17 
１．調査の目的と方法 
1.1. 調査の目的と構成 
(1)定点調査の目的 
本調査「科学技術システムの課題に関する代表的研究者・有識者の意識定点調査（科学技術システム定
点調査）」および「科学技術分野の課題に関する第一線級研究者の意識定点調査（分野別定点調査）」（以
下、定点調査）は、第3期科学技術基本計画（実施期間：2006年4月～2011年3月）の期間における科学技術
の課題に関する状況の変化を捉えることを目的としている。調査から得られた結果は、今後、当研究所で実
施していく個別の課題についての調査や統計的な調査と併せて、次期科学技術基本計画の策定などを検
討する際の基礎的な資料とする。 
z 本調査によって得られた主観的データは、統計調査等からの定量データに対する補完的な
データとして利用する。 
z 時系列を追うことで、第3期基本計画（2006年度－2010年度）の政策の効果を知り、第4期基本
計画（2011年度から）の策定を検討する際の基礎的なデータとしても利用できる。 
z 各研究分野の発展やイノベーション創出の過程等における隠れた問題点を抽出するためのス
クリーニングとしての効果も期待できる。 
 
図表1-1-1 本調査のねらい 
 
(2)定点調査の特徴 
定点調査は、今回の2006年度の第1回調査をゼロ点として、第3期科学技術基本計画実施期間中の5年間
に亘り実施する。 
回答者は原則、5年間固定し、第1回調査の回答者は、引き続き5年間調査に参加して頂き、毎年一回、ほ
ぼ同じ内容の設問に回答して頂く。さらに、2回目の調査からは、回答時に前回の回答者本人の回答内容を
示して、各設問において、前回と異なる回答をした設問には回答の変更理由を、前回と同じ回答であっても
補足意見などがある場合には、それを回答用紙に記入して頂く。 
 これにより、時系列での細かい変化を知ることが可能であると考えられる。また、本調査の結果のみから日
本の科学技術について評価を下すことはしない。本調査とその他の様々な定量的、定性的な調査を組み
合わせて、科学技術の評価はされるべきである。また、本調査の結果からさらに焦点を絞った調査の必要
性が生じれば、適宜、補完的な新しい調査の実施を検討するが、本調査の設計自体を大きく変えることはし
ない。 
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 (3) 定点調査の構成 
定点調査は、①科学技術に関連するシステム全体の状況について問う「科学技術システム定点調査」、
②科学技術の分野別の状況について問う「分野別定点調査」の2つの調査から構成される。本調査は、②科
学技術の分野別の状況について問う「分野別定点調査」である。 
分野別定点調査が対象とする科学技術分野は、第3期科学技術基本計画に設定された重点推進4分野で
あるライフサイエンス、情報通信、環境、ナノテクノロジー・材料分野と、推進４分野であるエネルギー、もの
づくり技術、社会基盤、フロンティア分野、の8分野である。 
 
 
 
 
 
図表1-1-2 定点調査の構成 
 
1.2. 調査の実施体制 
本調査の実施に当たって、調査全体を総括する定点調査委員会を設置した。委員会においては、調査
の設計（調査項目、回答候補者の選出など）および調査結果のとりまとめを検討した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図表1-1-3 定点調査委員会メンバーリスト 
 
1.3. 調査方法 
(1) 調査手法 
 個人の主観を問うアンケート調査である。回答者を定点とし、5年間継続して同一の設問について回答して
頂く。 
 
(2) 調査分野 
 調査対象分野は下記の8分野である。 
ライフサイエンス、情報通信、環境、ナノテクノロジー・材料、エネルギー、 
ものづくり技術、社会基盤、フロンティア 
①科学技術システム定点調査 
②分野別定点調査 
定点調査 
有本 建男 独立行政法人科学技術振興機構(JST) 社会技術研究開発センター長 
今成 真 三菱化学株式会社 顧問 
◎井村 裕夫 財団法人先端医療振興財団 理事長 
笠見 昭信 株式会社東芝 常任顧問 
茅 幸二 独立行政法人理化学研究所 中央研究所 所長 
岸 輝雄 独立行政法人物質・材料研究機構 理事長 
○後藤 晃 国立大学法人東京大学先端科学技術研究センター 教授 
榊 裕之 国立大学法人東京大学生産技術研究所 教授 
榊原 清則 学校法人慶應義塾大学総合政策学部 教授 
中馬 宏之 国立大学法人一橋大学イノベーション研究センター 教授 
橋本 和仁 国立大学法人東京大学先端科学技術研究センター 所長 
浜中 順一 石川島播磨重工業株式会社 顧問 
吉本 陽子 三菱UFJ リサーチ&コンサルティング株式会社 
経済・社会政策部主任研究員 
（◎委員長、○副委員長、五十音順）                               （2007 年2 月1 日現在） 
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(3) 回答者選出 
①回答候補者の選定の考え方 
 回答候補者の選定基準は以下の通りである。 
z 回答者は、「我が国の科学技術を担う各セクターにおいて第一線級の研究実績のある研究者
等で、担当する分野全般の状況を俯瞰できる人」を想定。 
 
  回答候補者の人数および属性について以下の点を考慮した。 
z 「ライフサイエンス」「情報通信」「環境」「ナノテクノロジー・材料」「エネルギー」「ものづくり技術」
「社会基盤」「フロンティア」の8分野に対応して、各分野100人程度が最終的な回答者となるよう
にやや多目に回答候補者を選定。 
z 第3期基本計画が、社会・国民に支持され、成果を還元する科学技術を目指していることから、
回答者候補の1/3程度は、成果の還元に関連の深い産業界から選ばれるよう考慮。 
z 重点8分野の全体で約800名となる分野別回答者の選定は、「日本学術会議協力学術研究団
体（以下学協会）」からの推薦を主体とする。学協会からの推薦に際しては、回答者候補の1/3
程度は産業界から選定いただくよう学協会に依頼。 
z また、分野によっては産業界会員が少ない学協会が多いことが考えられるため、産業界からの
回答者候補を確実に確保することを考え、別途、（社）日本経済団体連合会（以下日本経団連）
に、産業界枠として15名程度の回答者候補の推薦を依頼。 
z 実質回答数（調査票回収数）が、各分野で100名を下回らないように回答者候補および回答者
を多めに確保する。 
 
②回答者選定プロセス 
回答者選定までの過程は、推薦団体リストの作成、候補者の推挙、依頼・承諾、回答者名簿の確定、とい
う段階を経た（図表1-1-4）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図表1-1-4 回答者選定プロセス 
 
③学協会名リストの作成 
日本学術会議協力学術研究団体（学協会）1260団体の内、科学技術に関係があると考えられる学協会を
広く推薦依頼の対象とした。 
学協会の代表名、郵送先住所等の情報は、日本学術会議のホームページなどで公開されている電子情
回答者候補リスト
回答候補者への打診
回答者リスト （各分野100名程度を想定）
（各分野200名程度を想定）
日本経団連からの推薦
（各分野15名程度）
学協会からの推薦
（各学協会が関係する分野ごとに20名程度）
学協会リスト（日本学術会議協力学術研究
団体から科学技術関連の634団体を選定）
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報や学会年鑑から抽出・収集し、これらのリストを「学協会リスト」とし、調査対象団体とした（634団体の学協会
に依頼状を送付）。 
 
④学協会への回答候補者の推薦依頼 
z 学協会への回答候補者の推薦依頼は学協会の代表者宛とし、原則、学協会組織として、回答候補者
の推薦をして頂く（ただし、被推薦人などの個人情報は非公開、学協会推薦に煩雑な手続き等がか
かる場合は学協会の代表者の個人の見識により回答候補者を推薦しても可） 
z 推薦依頼の際には、まず、学協会が関係する分野を8分野から複数選択して貰い、それらの分野ごと
に10名程度（最大20名まで）の回答候補者を推薦して頂く 
z 学協会の代表者を回答候補者として推薦することは可（むしろ望ましい） 
z 適切な候補者が10名以下の場合は、そのままの人数を推薦して頂く（ただし、当該学協会以外に所
属する者を回答候補者として推薦しても可） 
z 所定の用紙に、「分野名」および「推薦する回答候補者の氏名」を記入して、返送して頂く 
 
⑤学協会分の「回答候補者名簿」の作成 
 推薦して頂いた回答候補者を分野ごとにリスト化し、複数の学協会から推薦された候補者は、推薦された
回数の多い順にリストの上位から並べた。 
 
⑥日本経団連による「回答候補者名簿（産業界推薦枠）」の作成 
産業界推薦枠（1分野15名程度）の回答候補者名簿の作成は日本経団連にお願いした。 
 
⑦回答者名簿の確定 
z 産業界推薦分および学協会分の回答候補者名簿の上位から、調査への協力依頼をする 
z 調査への協力を受諾した回答候補者を「回答者名簿」にリストアップし、全体の属性のバランスを確
認する 
z 調査票の回収率が100%を下回るリスクを加味し、最終的な回答者名簿は各分野100名より、2割～3割
程度多くする 
 
(4) 調査票 
①設問設計 
設問は、第3期科学技術基本計画で取り上げられている課題、および分野において科学技術を進展させ
るために重要であると考えられる課題などを基にして作成した。 
調査票の設問は、以下（図表1-1-5）のように5つのパートに分かれ、総設問数は37問である。また、Part I
から Part Ⅲは、8分野全てに同一な設問で構成され、この部分を「共通設問」と呼ぶ。Part Ⅳは、各分野の
戦略重点科学技術について問う設問から構成され、設問内容は共通であるが、設問票が分野ごとに異なる。
この部分を「戦略重点科学技術の設問」と呼ぶ。 
図表1-1-5 設問票の構成 
・Part Ⅰ（12 問）：【研究開発人材】、【研究者全体】、【技術者全体】、【トップ研究者】、【若手人材】、【研究者の流動
性】、【新興領域および融合領域】 
・Part Ⅱ（4 問） ：【研究開発資金】、【インフラおよび基盤整備】、【研究時間の確保】 
・Part Ⅲ（17 問）：【産学官連携】、【研究開発上の隘路（あいろ）】、【研究成果の実用化】、【特許】、【日本の科学お
よび技術の水準】、【日本の産業の国際競争力】、【世界トップクラスの研究教育拠点】 
・Part Ⅳ（3 問） ：【戦略重点科学技術の現状】、【戦略重点科学技術の実現】 
・Part Ⅴ（1 問） ：【本調査全体に関するご意見】 
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調査設計にあたっては、以下のようなプロセスを経た。まず、科学技術政策研究所で原案を作成し、文部
科学省内において意見照会を行い一次案のすり合わせを行った。その後、定点調査委員会において3回
程度検討を行うと共に、定点委員会の各メンバーと個別に意見交換するなどにより二次案を作成した。さら
に、総合科学技術会議の委員に調査票に対するご意見を伺い、個別に委員と意見交換して調査票の内容
を精査した。 
また、本調査の実行性を確認するために、小規模の回答者（各分野20名の合計160名）でのテストアンケ
ートを実施（2006年8月）し、その結果を基に設問内容等の修正を行った。 
 
②回答方法 
 設問は、6段階から最も相応しいと思われるものを選択する設問、選択肢に順位を付ける設問、選択肢か
ら該当するものを複数選択する設問、記述で回答する設問がある。 
 
不充分                                        充分 
    回答例： 
 
図表1-1-6 6段階による回答例 
 
(5) アンケート実施 
 時期：2006年11月2日～12月28日 
 発送：発送1,010通、回収850通（回収率84.2％） 
 
(6) 分析方法 
①有効回答について 
 以下のように、「設問ごとの有効回答」のみを集計して分析を実施した。従って、各設問で有効回答数は異
なる。 
z 設問ごとの無回答は、無効回答として集計から除く 
z 順位を問う設問において、順位を示していない回答は無効回答とする 
z 6段階で問う設問では、例えば3と4の中間に○をつけている場合は全て3と見なし、複数の数字に○
をつけている場合は一番左の回答を有効な回答とする（「左側」を採用する） 
z 一つの設問内に①、②の2つの小設問をもつ設問では、どちらか一方に回答があれば、有効回答と
し、母数に入れる 
z 戦略重点科学技術に関して問う設問では、回答者が「専門度なし」と答えた戦略重点科学技術の設
問についてのみ、無効回答とする 
 
②集計結果の図示 
設問には、主に、(a)選択肢の順位を問うもの、(b)6点尺度により程度を問うもの、の2種類がある。 
集計結果の図示の際には、(a) は、「1位と回答された全ての選択肢に対する各選択肢の回答の割合(%)
で表示」および「順位で重み付けした各選択肢の指数値の総和に対する各選択肢の回答の割合(%)で表示」
した。 (b)は、「-5 ～ +5点の指数で表示」または「0～10点の指数で表示」した。 
 
(a)選択肢の順位を問うもの 
選択肢の順位を問う設問は、例えば次に示す問1である。 
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 「２．調査結果」では、「１位」の欄に回答された選択肢の割合(%)を示すと共に、下記のように、各選択肢を
順位で重み付けし、その分布を表で示した。 
 
選択肢 { }icc = とすると具体的には =c ｛「1基礎研究の人材」,「2応用研究・・」, ・・・｝である。ある設問
において選択肢cに関する1位から3位までの得票数は、例えば次の表のようになる。（図表1-1-7） 
 
 １基礎研究 ２応用研究 ３実用化 ４知財 ５産学官 ６人文社会 
１位 43 15 18 9 17 5 
２位 11 30 18 24 17 7 
３位 15 14 24 17 24 13 
合計点 166 119 114 92 109 42 
図表1-1-7 
 
ここで、回答者 j が選んだ選択肢 iの合計点 ic は、順位（1位、2位、3位）にそれぞれ3、2、1倍の重み
をつけ、次の計算式により求める。 
∑
=
++= i
N
j
iiii jfjfjfc
1
321 )}()(2)(3{  
ただし、 iN は、選択肢 iに対する1分野内での有効回答総数とし、 )( jf
k
i を以下に定義する。 
{10)( =jf ki  （回答者 j が選択肢 iを k 位に選んだ場合は1、それ以外は0） 
さらに、この ic  が全体のなかで占める割合を ic
~
と表し、次の計算式により求める。 
∑
=
=
M
i
iii ccc
1
~
 
 
ただし、Ｍ は選択肢の総数である。 
 
 
「問1」の例で、6つの選択肢の占める割合を図示したものを次に示す(図表1-1-8)。 
問1．我が国において、本分野では、現在、どの人材が不足していますか。 
      必要度が高い順に項目を３つまで選び、その番号をご記入ください。 
＊ ここでの「人材」とは、大学、公的研究機関、産業界に属する人材を指す。 
1. 基礎研究段階の人材 
2. 応用研究段階の人材 
3. 実用化段階の人材 
4. 知的財産の取得・管理・活用部門の人材 
5. 産学官連携を推進する人材（産学官連携コーディネーターなど） 
6. 人文社会学系を専門とする人材（制度問題、倫理問題など） 
１位（   ）、２位（   ）、３位（   ） 
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図表1-1-8 
 
 (b)6点尺度により程度を問うもの 
回答者が6段階から最も相応しいと思われる値を選択する形式である（図表1-1-6）。例として問２を示す。 
 
 
問2の「①研究者の数の状況」において選択された値（１～６）の分布を示す(図表1-1-9)。 
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図表1-1-9 
 
これらの回答を-5点～+5点、または0から10点で指数化した。この指数化によって各設問において指数の
分布が示される。問２①の結果の指数の分布を百分率で表したもの（一部）を下記に示す（図表1-1-10）。 
 
減っている(-5) ⇔ 増えている(+5)  
-5 -3 -1 +1 +3 +5 
情報通信 1.0% 24.0% 19.0% 36.0% 20.0% 0.0% 
ナノ・材料 0.9% 9.0% 19.8% 31.5% 34.2% 4.5% 
ものづくり 5.9% 26.7% 37.6% 23.8% 4.0% 2.0% 
図表1-1-10 
 
問 2．我が国では、本分野の研究開発に従事する研究者の数や質の状況は、2001 年頃と比較してど
うですか。 
① 研究者の数の状況（減っている⇔増えている） 
② 研究者の質の状況（低くなっている⇔高くなっている） 
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この分布を折れ線グラフで表す（図表1-1-11）。 
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図表1-1-11 
 
さらに、この分布の平均値は、次の式で計算される。 
分野 iの平均値 ∑
=
= i
N
ji
i AjN
Q
1
1
,  5)1(2 −−= jaAj  または )1(2 −= jaAj  
iN ： 分野 i  における設問への有効回答総数 
ja ： 回答者 j の選択した６点尺度の値： ja { }6,,2,1 ⋅⋅⋅=  
上記の例で平均値 iQ を求めると、図表1-1-12となり、これを図示すると図表1-1-13になる。 
 
 平均値 
情報通信 0.0 
ナノ・材料 +1.05 
ものづくり -1.01 
図表1-1-12 
 
 
 
 
図表1-1-13 
 
例えば、ここで「ナノ・材料分野」は、平均値で＋１.05 （10点満点の指数では6.05）である。これを分布図
でみると、かなり右よりである。データの解釈に際してこうした指数で表現した場合にはデータの傾向に留
意した。 
 
③指数値の解釈について 
6点尺度で問う設問における回答の分布は、正規分布であると考えられた（図表1-1-14、図表1-1-15）の
で、6点尺度で問う全設問（設問数30）で得られた指数値について、その平均値と標準偏差を求めた。 
その結果、10点満点での指数値の平均値は5.07で標準偏差は1.47であった。このことから、「指数値5」は、
本調査において「回答者が全回答の平均であると考えている値」と言うことができる。また、平均値と標準偏
差（平均値±1σ）から、全回答の68%の回答が指数値3.6～6.5の範囲内に入ることが示された。 
したがって、本調査の指数値の解釈において、例えば＜減っている⇔増えている＞の状況を問う設問の
情報通信
ナノ・材料
ものづくり
-1.5             -1            -0.5                0                0.5               1              1.5
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場合は、平均値から±0.5の範囲である「4.5以上5.5以下」を「変化なし（△）」とした。それよりも高く、かつ全
回答の68%に入っている値である「5.6以上6.5以下」を「やや増えている（○）」とし、同様でより低い値である
「3.5以上4.4以下」を「やや減っている（×）」とした。さらに、全回答の68%に入らない指数値「6.6以上」を「か
なり増えている（◎）」、「3.4以下」を「かなり減っている（××）」として、結果の分析を行った。 
  しかし、本調査の目的は、個々の結果の経年変化や、分野間および戦略重点科学技術間の相対比較に
よる相違などを知ることであるので、結果の値を絶対評価として用いて何らかの解釈を下すことに関しては
慎重を帰すべきであると考えている。 
 
0
10
20
30
40
50
0 2 4 6 8 10
指数値
(
%
)
フロンティア
社会基盤
ものづくり
エネルギー
ナノ・材料
環境
情報
ライフ
 
図表1-1-14 指数値の分布（問2の①について） 
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図表1-1-15 指数値の分布（６点尺度で問う全設問について） 
 
④自由記述 
分野内または分野間で、文意が同じと考えられる自由記述は代表的なものを示し、文意が類似すると考
えられるものは、連結したり、ひとつにまとめたりして、設問ごとに下記に示した。しかし、設問12など分野内
の特徴を示すことが有用であると考えられる設問については、分野ごとの回答の網羅性を考慮して自由記
述の抽出を行った。 
 
⑤略名の表記 
 本文および図表において、分野名は以下のような略名表記も併用した。 
   ライフサイエンス分野 → ライフ     情報通信分野 → 情報通信、情報 
   環境分野 → 環境             ナノテクノロジー・材料分野 → ナノ・材料 
   エネルギー分野 → エネルギー     ものづくり技術分野 → ものづくり 
    社会基盤分野 → 社会基盤        フロンティア分野 → フロンティア 
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２． 調査結果 
2.1. 回答者の概況 
 本調査の回答者の属性等は以下の通りである。 
 
(1)回答者数 
 分野別の回答者数では、フロンティア分野が86名とやや少なかったが、他の7分野の回答者は100名を確
保することが出来た。 
86
112
101
111
112
117
103
108
0 20 40 60 80 100 120
フロンティア
社会基盤
ものづくり技術
エネルギー
ナノテクノロジー・材料
環境
情報通信
ライフサイエンス
（人数）
 
図表2-1-1 回答者数 
 
(2)性別 
 回答者の女性の割合は、ライフサイエンス分野と環境分野で他の分野よりもやや高かったが、それでも
10%以下であった。 
0% 20% 40% 60% 80% 100%
フロンティア
社会基盤
ものづくり技術
エネルギー
ナノテクノロジー・材料
環境
情報通信
ライフサイエンス
男 女  
図表2-1-2 回答者性別 
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 (3)年齢 
 全ての分野において、50～59歳以下の年齢層の回答者が最多で50%以上を占めた。情報通信分野では
46%であったが、ライフサイエンス分野では60%を超えた。 
0% 20% 40% 60% 80% 100%
フロンティア
社会基盤
ものづくり技術
エネルギー
ナノテクノロジー・材料
環境
情報通信
ライフサイエンス
39歳以下 40～49歳以下 50～59歳以下 60歳以上  
図表2-1-3 回答者年齢 
 
(4)所属機関 
 全ての分野において大学に所属している回答者の割合が高かったが、ライフサイエンス分野の回答者で
は特に大学の割合が高く、企業の割合が低かった。報通信分野やエネルギー分野では、企業の割合が
30％に近いことが示された。 
0% 20% 40% 60% 80% 100%
フロンティア
社会基盤
ものづくり技術
エネルギー
ナノテクノロジー・材料
環境
情報通信
ライフサイエンス
大学 公的研究機関 民間企業 その他  
図表2-1-4 回答者所属機関 
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 (5)業務内容 
 全ての分野において、「主に研究」および「研究とマネジメントが半々」の割合が高かった。 
0% 20% 40% 60% 80% 100%
フロンティア
社会基盤
ものづくり技術
エネルギー
ナノテクノロジー・材料
環境
情報通信
ライフサイエンス
主に研究 主にマネジメント 研究とマネジメントが半々 その他  
図表2-1-5 回答者業務内容 
 
(6)職業性格区分（複数回答：回答者数ではなく、全回答件数の割合） 
 全ての分野において、基礎研究と応用研究に従事している回答者の割合が高かったが、分野によって違
いがあった。ライフサイエンス、ナノ・材料、フロンティアでは基礎研究が多く、情報通信、ものづくり技術、社
会基盤は応用研究が多い。環境、エネルギーでは両者は同じ程度であった。 
0% 20% 40% 60% 80% 100%
フロンティア
社会基盤
ものづくり技術
エネルギー
ナノテクノロジー・材料
環境
情報通信
ライフサイエンス
基礎研究 応用研究 開発研究 その他  
図表2-1-6 回答者職業性格区分 
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 (7)職位 
 全ての分野において、「研究所長、大学の学部長、大学教授、部・室長・グループ長」クラスの回答者の割
合が高かった。 
0% 20% 40% 60% 80% 100%
フロンティア
社会基盤
ものづくり技術
エネルギー
ナノテクノロジー・材料
環境
情報通信
ライフサイエンス
学長クラス（学長、理事長、社長等）
所長・部室長クラス（研究所長、大学の学部長、部・室・グループ長、大学の教授等）
主任・研究員クラス（主任研究員、大学の助教授、研究チーム内のサブリーダー的存在、研究員、助手、講師等）
 
図表2-1-7 回答者職位 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2.2. 全分野共通設問（設問1～33）の結果 
以下、設問１から設問３３までの分析結果を示した。（分析方法は21ページを参照のこと） 
 
【研究開発人材】 
問1．我が国において、本分野では、現在、どの人材が不足していますか。必要度が高い順に項目を３つまで選
び、その番号をご記入ください。＊ここでの「人材」とは、大学、公的研究機関、産業界に属する人材を指
す。 
 
1. 基礎研究段階の人材 
2. 応用研究段階の人材 
3. 実用化段階の人材 
4. 知的財産の取得・管理・活用部門の人材 
5. 産学官連携を推進する人材（産学官連携コーディネーターなど） 
6. 人文社会学系を専門とする人材（制度問題、倫理問題など） 
１位（   ）、２位（   ）、３位（   ） 
 
0%
20%
40%
60%
80%
100%
ライ
フ
情報 環境 ナノ
・
材料
エ
ネル
ギー
も
のづ
くり
社会基盤フ
ロ
ンテ
ィ
ア
1基礎研究
2応用研究
3実用化
4知財
5産学官
6人文社会
 
図表2-2-1 「1位のみの回答の割合(%)」 
 
全分野に共通して、基礎研究段階の人材の必要度の高さが示された。次点は分野によって多少異なるが、
応用研究段階あるいは実用化段階の研究人材に対する必要度が高くなっている。 
その他、研究人材以外の項目について分野毎の特徴を見てみると、ライフでは知財に関する人材の必要
度が8分野の中で最も高かった。情報やナノ・材料、社会基盤では、産学官連携を推進する人材の必要度
が高い。環境では、人文社会学系人材を必要とする意見が一定量の割合を占める。 
他の分野と比較して、エネルギーでは応用研究段階、フロンティアでは実用化段階の人材が必要とされ
ている。ものづくりでは、基礎と実用化段階の人材の必要度が高く、応用段階の人材の必要度は低くなって
いる。 
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（自由記述より） 
・ 基礎研究に関わる人材が不足している。（ライフ、情報、ナノ・材料、エネルギー、ものづくり、社会基盤、
フロンティア） 
・ 基礎研究を実用化まで進める人材、基礎研究と応用研究のギャップを埋める人材が不足。（ライフ、環
境、ナノ・材料、ものづくり） 
・ システム工学的に全体を見通すことのできる実務体験を持つ人材が不足。システムから見た時の基礎
を担える人材が不足。（ナノ・材料、フロンティア） 
・ コーディネーターの実力が伴っていない。（ライフ、環境、ナノ・材料、エネルギー、ものづくり） 
・ 研究マネジメントや研究事務を専門的に行う職種が必要。（エネルギー、社会基盤） 
・ コーディネーター等の支援体制の整備が未だ不充分。（ライフ、環境） 
・ 知財にかかわる人材が圧倒的に不足している。（エネルギー、ものづくり） 
・ 自然科学を十分に理解する人文社会系の人材が必要。（ライフ、環境、エネルギー） 
・ 幅広い視点、大局的な観点から社会やシステムを論じられる人材が不足。（ライフ、エネルギー、フロン
ティア） 
・ 人文社会学と科学技術を統合できる人材。技術を理解している人文社会系人材。（ライフ、環境、エネ
ルギー、フロンティア） 
・ 研究成果を世の中のニーズに結びつける人材が不足。（環境、エネルギー） 
・ 大型プロジェクトのリーダーとなる人材が不足。（情報、エネルギー） 
・ 若手人材が不足してきている。（ライフ、ナノ・材料、エネルギー、ものづくり） 
 
 
（参考）順位で重み付けして集計したもの（21ページ参照） 
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6人文社会
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【研究者全体】 
 
          (スケール： - 5 減っている・低くなっている～ + 5 増えている・高くなっている) 
-1.5 -1 -0.5 0 0.5 1 1.5
研究者の数
研究者の質
ライフ
情報通信
環境
ナノ・材料
エネルギー
ものづくり
社会基盤
フロンティア
 
図表2-2-2 
 
ここは分野間で大きな違いが見られた。特に、重点推進4分野と推進4分野でその傾向は分かれている。
重点推進4分野の研究者数は、変化なし、あるいはやや増加（ナノ・材料、環境）傾向にある。研究者の質の
面では、情報通信では低下傾向となっているものの、その他3分野では変化がなかった。一方で、推進4分
野は、量・質共に低下したという見解で一致した。 
また、全分野共通して、人材の質が向上したという見解は見られなかった。2001年ごろと比較してほぼイ
ーブンという結果が、ナノ・材料や環境で見られる程度で、あとは全て低下傾向を示している。重点推進4分
野では、特に、情報通信の質の低下感が強く現れている。 
 
 
（自由記述より） 
・ 大きくは変化していない。（ライフ） 
・ 分野内の領域ごとに偏りがある。（ライフ） 
・ 産業界において研究者が減少。（情報、エネルギー、社会基盤、フロンティア） 
・ 民間分野の研究者は質・量ともに低下が著しい。（ものづくり） 
・ 質は向上の傾向にある。（環境、ナノ・材料、ものづくり） 
・ 研究者の質量ともに向上。（ナノ・材料、エネルギー） 
・ 研究者の数、質ともに低下。（ナノ・材料、エネルギー、ものづくり） 
・ ポストの減少で数も質も劣化。（環境） 
・ 博士号取得者は増えたが、その分、全体として質は低下。（ナノ・材料） 
・ 学生の質の低下。（ナノ・材料） 
・ 特定の分野に偏る傾向。（ナノ・材料） 
問2．我が国では、本分野の研究開発に従事する研究者の数や質の状況は、2001年頃と比較してどうですか。 
① 研究者の数の状況 （減っている⇔増えている） 
② 研究者の質の状況 （低くなっている⇔高くなっている） 
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・ 若手の質の低下を懸念。（ナノ・材料、エネルギー） 
・ 研究者が減っている。分野に偏り。（ものづくり） 
・ 30～40代の材料工学の人材が不足。（ものづくり、社会基盤） 
・ 大学院重点化により数は増えたが質は高くない。（社会基盤） 
・ 関連学会で会員数の減少がおこっている。（フロンティア） 
・ 団塊の世代の大量離職に備えて技術継承を図らねばならぬところ、予算が頭打ちであるために若い研
究者が入ってこない。（フロンティア） 
・ 応用や実用化研究に研究費が回り基礎研究が滞っている。基礎分野が危機的。（ナノ・材料） 
・ バイオ、ナノテクに人材が流れている。（エネルギー） 
 
 
（参考）6段階選択の回答結果 
①研究者の数（1減っている⇔6増えている） 
1
1
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0% 20% 40% 60% 80% 100%
フロンティア
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ものづくり
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環境
情報
ライフ
 
②研究者の質（1低くなっている⇔6高くなっている） 
1
1
1
1
1
1
1
1
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0% 20% 40% 60% 80% 100%
フロンティア
社会基盤
ものづくり
エネルギー
ナノ・材料
環境
情報
ライフ
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【技術者全体】 
 
 
 
 
 (スケール： - 5 減っている・低くなっている～ + 5 増えている・高くなっている) 
-1.5 -1 -0.5 0 0.5 1 1.5
技術者の数
技術者の質
ライフ
情報通信
環境
ナノ・材料
エネルギー
ものづくり
社会基盤
フロンティア
 
図表2-2-3 
 
各分野における技術者の数と質については、前設問（問2）の研究者の数・質の状況と類似した回答結果
が示された。主な傾向として、研究者の場合と比較して、回答結果が全体的にマイナス側へシフトしている。
例えば、研究者数で顕著な増加が示されたナノ・材料では、技術者数の増加の程度はそれ程大きく示され
なかった。研究者数ではわずかに増加を示したライフサイエンスでは、技術者数では逆に若干の減少とい
う回答結果を示している。研究者の質に関して、明確な低下を示していた情報通信では、技術者の質に対
しても同様に低下という回答結果を示した。 
研究者の数・質と同様に、技術者の数・質においても大きな減少傾向を示している推進4分野では、その
中でもフロンティアの技術者数の減少の度合いが大きくなっている。フロンティアでは、他の分野と比較して
分野の発展に対する技術者の影響力は大きいと推測されるため、この結果は今後の技術の発展において、
危惧されることになると考えられる。 
 
 
（自由記述より） 
・ リストラなどの影響で企業における技術者が大幅に減少しており、技術力も低下。（環境、ナノ・材料、エ
ネルギー、ものづくり、社会基盤、フロンティア） 
・ 企業において増える傾向にある。（情報） 
・ 産業界での減少が気にかかる。（情報） 
・ 競争的環境の広がりから、質も向上。（情報） 
・ 要求される技術レベルの高度化に伴い、質は相対的に低下しつつある。（情報） 
・ 原子力分野での技術者の数や質の低下が顕著。（エネルギー） 
・ デジタル化で本質を見極める技術者が減っている。本質的なものづくりの技術が伝承されていない。
（ものづくり） 
問3．我が国では、本分野の研究開発に従事する技術者の数や質の状況は、2001 年頃と比較してどうですか。
① 技術者の数の状況 （減っている⇔増えている） 
② 技術者の質の状況 （低くなっている⇔高くなっている） 
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（参考）6段階選択の回答結果 
①技術者の数（1減っている⇔6増えている） 
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②技術者の質（1低くなっている⇔6高くなっている） 
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【トップ研究者】 
 
 
 
 
 
問4．本分野を国際的にリードする優れた研究者（日本の組織に属する）の数はどうですか。 
  （減っている⇔増えている） 
＊「国際的にリードする優れた研究者」とは、質の高い論文を生産するなど、その分野の研究活動を牽引す
る者として国際的に認知されている研究者である。 
 
 
 
 
問5．本分野を国際的にリードしている優れた研究者（日本の組織に属する）の後継者はどうですか。 
    （育っていない⇔多数育っている） 
 (スケール： - 5 減っている・育っていない～ + 5 増えている・多数育っている) 
-2 -1.5 -1 -0.5 0 0.5 1
トップ研究者の数
トップ研究者の後継者
ライフ
情報通信
環境
ナノ・材料
エネルギー
ものづくり
社会基盤
フロンティア
 
図表2-2-4 
 
 国際的にリードする優れた研究者（トップ研究者）の増減の回答傾向は、問2の研究者の数の状況と類似し
ている。ライフサイエンスやナノ・材料ではトップ研究者数の増加傾向が示された。環境では、トップ研究者
数はわずかに増加を示した。推進4分野では、トップ研究者数の減少という回答結果が示された。 
また、問2の研究者数で「増減なし」を示した情報通信では、トップ研究者の数では明らかに減少という回
答を示した。これは、研究者数そのものは変わらないものの、トップ研究者は減少傾向にあるということを示
していると考えられる。 
  次にトップ研究者の後継者の育成状況では、一見して分かるように全分野において「あまり育っていな
い」という結果が示された。ナノ・材料以外の全ての分野、特に推進4分野で後継者育成に対するマイナス
感が強い。 
 
（問4の自由記述より） 
・ 随分増えてきたが、真に独創的な研究開発という視点からは未だ不十分。（ライフ） 
・ 論文引用回数などで、日本人の活躍が目立ってきている。積極的に成果を発表するようになってきて
いる。（ライフ、情報） 
・ ロボット分野では十分世界をリードしている。（情報） 
・ 40代以上の研究者は、かなり頑張っている。（環境） 
・ 団塊世代とそれに次ぐ世代は伸びている（層も厚い）。（ものづくり） 
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・ 国際化は進展、それに従い、リーダー的存在の研究者の数も増加。（ものづくり） 
・ 地震観測、劣化予測技術、新交通・輸送システムについては、世界的に見ても日本が高い技術を有し
ており、優れた研究者も多数存在する。（社会基盤） 
・ 半導体関連の論文の比率（日本／世界）は明らかに減っている。（情報） 
・ 論文数は少し増えていると思われるが、only-one の研究を行う研究者数が伸びていない。（情報） 
・ 国際的にリードすることのできる優れた研究者はあまり増えていない。（情報、ナノ・材料） 
・ 自由で独創的研究が確保できない現状では国際的にリードする研究者は育成できない。（環境） 
・ 国際的にリードする研究者を育成する環境にない。（環境、社会基盤） 
・ オリジナリティーのある優れた研究者が減っている。（エネルギー） 
・ 優秀な人材が埋もれている可能性が大である。研究経費をより多くの研究者に配分すべき。一部のエリ
ート集団養成に偏るのは、危険である。（ナノ・材料） 
 
（問5の自由記述より） 
・ 国際的にリードできる研究者を育てる環境、仕組みになっていない。（ライフ、環境、ナノ・材料、エネル
ギー、フロンティア） 
・ 大型プロジェクトによる研究は、必ずしも後継者を育てる機能を果たしていない。（ライフ） 
・ 恒常的な人員削減政策の中で、後継者の補充、育成がままならない。（環境） 
・ 本当に優秀な人材を育てる仕組みになっていない面が多々ある。（ナノ・材料） 
・ 研究者を育てる土壌が乏しい。（エネルギー） 
・ 大学での定員削減、企業での研究費削減の影響が大。（社会基盤） 
・ 大学での育成のシステムが崩れ、教える場がなくなっていることが大きい。（社会基盤） 
・ 後継のメカニズムが大学にもなくなっている。（フロンティア） 
・ 若い研究者が海外に出ている。海外に流出しないような施策が必要である。（ライフ、環境、ものづくり） 
・ 若手研究者を優遇・育てる環境が整いつつあり、後継者は確実に育っていると思われる。（情報） 
・ 裾野は広がっているが、後継者が多数育っているとは言い難い。（情報） 
・ 30代が不足。研究費などは、上の世代よりも恵まれていると思うが、育っていないと感じる。（環境） 
・ 潜在的後継者の中で、埋もれている人が何人かいる。（ものづくり） 
・ 後継者が能力を発揮できる「次のミッション」を国が熱心に支援していない。（フロンティア） 
 
（参考）6段階選択の回答結果 
①国際的にリードする優れた研究者の数           ②その後継者の育成状況 
 （1減っている⇔6増えている）               （1育っていない⇔6多数育っている）
1
1
1
1
1
1
1
1
2
2
2
2
2
2
2
2
3
3
3
3
3
3
3
3
4
4
4
4
4
4
4
4
5
5
5
5
5
5
5
5
6
6
6
6
6
6
6
6
0% 20% 40% 60% 80% 100%
フロンティア
社会基盤
ものづくり
エネルギー
ナノ・材料
環境
情報
ライフ
1
1
1
1
1
1
1
1
2
2
2
2
2
2
2
2
3
3
3
3
3
3
3
3
4
4
4
4
4
4
4
4
5
5
5
5
5
5
5
5
6
6
6
6
6
6
6
6
0% 20% 40% 60% 80% 100%
フロンティア
社会基盤
ものづくり
エネルギー
ナノ・材料
環境
情報
ライフ
 
 
 
 
 38 
【若手人材】 
 
 
 
 
 
 
 (スケール： - 5 減っている・低くなっている～ + 5 増えている・高くなっている)     
-1.5 -1 -0.5 0 0.5 1 1.5
2001年頃と比較・数
2001年頃と比較・質
ライフ
情報通信
環境
ナノ・材料
エネルギー
ものづくり
社会基盤
フロンティア
 
図表2-2-5 
 
若手の研究者・技術者の数や質に関しては、研究者の数・質の状況（問2）と類似した結果が見られた。ラ
イフサイエンス、環境、ナノ・材料では、若手研究者・技術者の数はやや増えていると回答されたが、質につ
いてはやや低下していることが示された。 
全分野において若手研究者・技術者の質の低下が示されたが、情報通信と推進4分野では低下の度合
いが顕著に示された。推進4分野の中でも、ものづくりでは若手研究者・技術者の数が顕著に減少している
という回答が示された。 
 
（自由記述より） 
・ 目先にこだわった研究を行う者が増えた。若手がチャレンジしにくい状況があるのではないか。（ライ
フ） 
・ 若手のポストの減少は深刻。多くが任期制で不安定。生活環境も良好でなく、必ずしも腰を据えて研究
できる状況にない。（ライフ、情報、環境） 
・ オリジナリティーをもった研究者・技術者は少なく、質も低下している。（情報、ナノ・材料、エネルギー） 
・ 高校、大学教育の質の低下。それに伴う学生の学力低下。（情報） 
・ 数は増えたが、研究の質は低下している。（情報、フロンティア） 
・ 衰退期を迎えている。（環境） 
・ 数・質ともに向上が見られるが、低いレベルの数も増えている。二極化を懸念。（環境） 
・ 平均としてのレベルの低下。（環境） 
・ 確実に増加傾向にある。ポスドクなど若手研究者が増えている。（ナノ・材料） 
・ 数は増えているが、ものごとを本質的に考えるという意味での質は低下。（ナノ・材料） 
問6．本分野において、研究開発に従事する我が国の若手研究者・技術者の数や質の状況は、2001年頃と比較
してどうですか。 
＊ここでの「若手」とは、年齢が 30 代半ば位までの研究者・技術者を指す。 
① 数の状況 （減っている⇔増えている） 
② 質の状況 （低くなっている⇔高くなっている） 
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・ 質の低下が著しい。（エネルギー、フロンティア） 
・ 特に原子力、重電分野の若手研究者・技術者の数や質の低下が顕著。（エネルギー） 
・ 30代は層が厚いが、40代が少ない。（ものづくり） 
・ 若者のものづくり離れは深刻。質はともかく、若手研究者は減っている。（ものづくり） 
・ 質はある程度高くなっているが、論文を作成する要のための基礎研究にシフトしがち。（ものづくり） 
 
 
（参考）6段階選択の回答結果 
①若手研究者・技術者の数（1減っている⇔6増えている） 
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②若手研究者・技術者の質（1低くなっている⇔6高くなっている） 
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        （スケール： 0 寄与していない～ 10 寄与している） 
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図表2-2-6 
 
 
若手人材に関する施策は開始されて2～3年しか経っていないので、まだ、現場において施策の効果が
出ていないと考えられる。回答結果からは、若手人材の育成に関する仕組みは充分ではない、あるいは、
まだ充分に機能していない、という認識があることが示された。また、推進4分野ではその傾向がやや強く示
された。 
今後、施策の効果が出るにしたがって、施策の寄与度の数値が上がっていくのではないかと考えられ
る。 
自由記述には、「ドクターおよびポストドクター後の就職先の確保が困難である」、「若手研究者の将来性
が保障されていないため、すぐに成果のあがる研究に偏り、独創的研究に従事することが困難な状況」など
の問題が示されている。 
 
 
 
 
（自由記述より） 
・ 数だけ増やしてドクターを作り、就職先がないのでポスドクを増やし…と後手後手である。質の向上に
つながっていないと感じる。（全分野共通） 
・ ポスドクまでのポジションは比較的富豊であるが、その先のポジションが少ないため、このままだと有能
な若手が、この分野に進まなくなる恐れがある。（全分野共通） 
・ リーダー格の研究者が自らの業績を稼ぐために若手を酷使していることがよく見うけられる。幅広い知
問7．本分野において、我が国の若手人材の育成に関する仕組みは、実際の育成に寄与していますか。 
     （寄与していない⇔寄与している） 
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識を持って長い目で育成できる研究環境に置かれている若者が少ない。（全分野共通） 
・ 若手研究者の将来性が保障されていないため、すぐに成果のあがる研究には従事できても、独創的研
究に従事することが困難な状況となっている。（全分野共通） 
・ 若手が使い捨てに近い状況で、持続的な勉強がしづらい。早くから高い成果が出るのが当然のような
制度設計は工学分野では必ずしも正しくない。（全分野共通） 
・ 地方大では教授のアイデアと基礎データで若手に若手枠で研究費を取って貰うことさえおこっている。
独創性は研究者の命であるので、人のアイデアで研究費を申請するなど、健全な科学のすすめ方で
はないと思う。（ライフ） 
・ 若手への研究費の重点的交付、海外への派遣枠の増大、ポスドクの増加等、現在はうまく機能している
が、一方で助手の定員数の減少など、今後、数年後に大きな問題を生じる。（情報） 
・ 以前ならば、とても合格できないような学生でも、容易に博士前期課程にも入学できる。推薦入試制度
によって、低レベルな学生でも非常に容易に旧帝大系の大学院にも進学している。ベースを拡げると
いう意味では良いと思われるが、人材育成とは逆方向に動いているように思われる。（ナノ・材料） 
・ 若手の人材育成をしたことへの評価が高くない。（エネルギー） 
 
 
（参考）6段階選択の回答結果（1寄与していない⇔6寄与している） 
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図表2-2-7 「1位のみの回答の割合(%)」 
 
 
若手人材育成に必要な方策としては、全分野に共通して、ポスドクや博士課程修了後の就職先の確保、
あるいは博士課程在学者への経済的支援が上位を占めた。これらの次に必要な方策として、海外での研究
機会の促進、若手対象の競争的資金の拡充、産業界との交流、インターン支援、評価に対応した処遇など
がある。前設問（問7）と総合して、若手研究者の安定した処遇や将来の保障の確保が、結果的には、研究
の長期的な発展や、独創性の向上につながると考える回答者が多くなっている。 
 
 
 
問8. 我が国において、現在、本分野の若手人材育成にどのような方策が必要ですか。 
必要度の高い順に項目を３つまで選び、その番号をご記入ください。 
 
1. ポストドクターに対する（アカデミックな研究職以外の進路も含めた）就職先の確保 
2. 海外の優れた研究機関での研究機会の促進 
3. 海外の優れた研究者との交流機会の促進 
4. 若手研究者対象の競争的研究資金の拡充 
5. 博士課程（後期）在学者を対象とした経済的支援の拡充 
6. 博士課程（後期）修了後の就職先の確保 
7. 大学院段階における単位認定を前提とした長期の企業インターンシップの構築の支援 
8. 大学側の働きかけによる産業界との幅広い交流の促進 
9. 評価に対応した若手の処遇 
 
１位（   ）、２位（   ）、３位（   ） 
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（自由記述より） 
・ とにかく就職先の確保と拡大が必須。これには、時間的余裕がない。（全分野共通） 
・ ドクターコース修了者に対する、社会での高い評価と処遇が必要。（全分野共通） 
・ 就職先の確保も重要だが、就職を目的とする様になると、自立した研究者としてのハードルが越えられ
ない様になるのではないか？（ライフ） 
・ 機会や金よりも motivation が大切。大学に学生の motivation を高める教官を集めるようにすべき。金や
条件では本当に志の高いものは動かない。金や条件のみを前面に出しすぎている。（ライフ、ナノ・材
料） 
・ 文系と理系の生涯賃金差が大きすぎる状況ではどんな育成策もあまり意味がない。（ライフ、情報、もの
づくり） 
・ 博士号を持っていても、企業で生かせる状況でなければ、地方大学では博士課程に進学をすすめら
れない。そのため、プロジェクト等の実施面で、大学にパワーが期待できなくなっている。（情報） 
・ 研究資金、経済的支援については進歩している。ポスドクの就職先は極めて少ない。若い人に希望を
与えられない。（情報） 
・ 会社に入ってくる若手のレベルが年々低下しているのを強く感じる。（ナノ・材料） 
・ 博士修了者に対する評価の社会的な確立が急務である。たとえば（金だけではないとは言え）現状、博
士課程修了者の生涯賃金が修士課程修了者より低い。（ナノ・材料） 
 
 
（参考）回答順位で重み付けして集計したもの（21ページ参照） 
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【研究者の流動性】 
 
 
 
 
問 9．本分野では、大学・公的研究機関・産業界の３つのセクター間における我が国の研究者の流動性は、2001
年頃と比較してどうですか。 
① 大学と公的研究機関の間の流動性、および、それぞれの内部での流動性 （低い⇔高い） 
② 大学・公的研究機関と産業界との間の流動性 （低い⇔高い） 
 
 (スケール： - 5 低い～ + 5 高い)  
-1.5 -1 -0.5 0 0.5 1 1.5
大学と公的研究機関の間およ
び内部での流動性
大学・公的研究機関と産業界
との間の流動性
ライフ
情報通信
環境
ナノ・材料
エネルギー
ものづくり
社会基盤
フロンティア
 
図表2-2-8 
 
 
大学と公的研究機関の間およびその内部での流動性については、2001年頃と比較してあまり変化は見ら
れない。その理由として、自由記述にあるように、各大学、公的研究機関共に若年層においてパーマネント
ではない、いわゆる任期付研究者が増えて流動化しているが、中核以上の研究者の流動性はほとんど変
わっていないためと考えられる。「大学間での教授の流動性はほとんどない」という指摘が象徴している。 
一方、公的部門と産業界との間の流動性に関しては、全分野において低下しているという回答が示され
た。この傾向は特に、フロンティアで顕著である。流動性の低さの主な原因として、産業界の回答者から、企
業は「外部に一度出ると年金、退職金等が不利になる」という指摘があり、流動化できる社会的システムが未
整備であることが原因の一つと考えられる。さらに、基礎研究をしっかりやるには１つの場所でじっくり取り組
むことが必要であり、流動性を高くすることはむしろ良くなく、落ちついて研究できる環境を整備すべきだと
する意見や、流動性は不安定状態を作りだしたデメリットの方が大きいのではないかと懸念する記述等に見
られるように、流動性の向上そのものを問題視する回答も多かった。 
 
（自由記述より） 
・ 大学における定員が、シーリング等により削減され、任期性の導入も、不安定感を増加させた印象が強
く、本来予定されたような人事の活性化には寄与していない。（全分野共通） 
・ 産業界から大学に移動する機会は多いが、大学から産業界に移動する機会はほとんど無い。（全分野
共通） 
・ 各大学とも若年のパーマネントでない研究者は増え、その意味では流動的。しかし中核以上は何も変
わっていない。（ライフ） 
・ 動くと年金、退職金、等が不利になる状況を抜本的に変えない限り、流動性は出て来ない。会社では外 
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部に一度出ると不利になるケースが多い。（ライフ、情報、環境） 
・ 流動性は任期切れによるネガティブなものが多く、むしろ問題ではないか。（ライフ） 
・ 任期付き採用が普及してきている。流動性を向上させるメリットより、不安定状態を作りだしたことのデメ
リットが大きいのではないかと懸念する。（社会基盤） 
・ 流動性を高くすることはむしろ良くないと考える。基礎研究をしっかりやるには、１つの場所でじっくりや
ることが必要。落ちついて研究できる環境を整備すべき。（環境、ナノ・材料、社会基盤） 
・ 大学が企業のリストラ先になっている。（エネルギー） 
・ 大学間での教授の流動性がほとんどない（教授←→教授間）。教授に昇任後、評価を受けないシステ
ムが悪い影響を及ぼしている。（ものづくり） 
 
 
（参考）6段階選択の回答結果 
①内部での流動性（1低い⇔6高い） 
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②産業界との流動性（1低い⇔6高い） 
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【研究者の流動性】 
 
 
 
 
 
 
 
 (スケール： - 5 低い～ + 5 高い) 
-2 -1.5 -1 -0.5 0 0.5 1 1.5 2
参入に対する必要度
参入の度合い
ライフ
情報通信
環境
ナノ・材料
エネルギー
ものづくり
社会基盤
フロンティア
 
図表2-2-9 
 
他分野からの参入に対する必要度は高いものの、実際の参入の度合いは非常に低くなった。この必要度
と実際の参入の度合いとのギャップは、全分野において非常に大きい。参入の必要度が高い理由としては、
全分野に共通して「異分野との融合により、新規性・独創性のある展開が期待されるので必要性は高い」と
述べる自由記述が多く見られた。一方で、「物理から生物の流れはあるが、その他からの流れも増えて欲し
い」など、特定の分野からの参入だけが目立つ傾向を指摘する声もあった。また、「必要なのは必ずしも移
動ではなく、異分野との交流である」といった、参入とは異なった視点からの記述も見られた。 
 
（自由記述より） 
・ 異分野との融合により、新規性・独創性のある展開が期待されるので必要性は高い。（全分野共通） 
・ 工学系の研究者が医学系に参入してきている。特にナビゲーション医療、ロボット医療の分野において
顕著。（ライフ） 
・ 物理→生物の流れがある。数学、コンピュータサイエンス、統計その他からの流れもふえてほしい。（ラ
イフ） 
・ セキュリティのような人文社会系の学問と連携しないとうまく発展できない技術分野が出て来ている。
（情報） 
・ 必要度は高いが、参入は少ない。つまり、活動分野を移すことをせずに、移動元で研究を行なっている。
このことは環境分野の性格をよく表している。（環境） 
・ 異業種交流などの機会は増えている様に思えるが、実際に参加するのは限られた同じ人ばかり。（環
境） 
・ エネルギー、原子力、環境技術は、実社会に組み入れられ、機能しなければ意味が無い。このために
問10．我が国において、現在、本分野への他分野からの研究者の参入に対する必要度、および、実際に参入し
ている度合いはどうですか。     
＊ここでの「参入」とは、移動元の分野に戻らずに、主たる活動分野を移すことを指す。 
① 本分野への他分野からの研究者の参入に対する必要度 （低い⇔高い） 
② 実際の研究者の参入の度合い （低い⇔高い） 
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は、多くの分野の人材による多面的アプローチが重要である。しかし、現実には既存分野、行政の縦割
が如実に現れている。（エネルギー） 
・ 参入度合いが低いため、優れた研究者ではないのに、本分野にいる経験だけで第一人者になってい
る者が増えている。（エネルギー） 
・ 他分野への流出の方が多いと思われる。（ものづくり） 
・ 必要なのは必ずしも移動ではなく、異分野との交流である。（社会基盤） 
・ 宇宙分野のニーズを他分野に正しく示せていないし、分野の魅力や、新規参入のインセンティヴを十
分与えていない。国内に健全な競争や能力主義の評価が浸透していないからだろう。（フロンティア） 
 
 
（参考）6段階選択の回答結果 
①必要度（1低い⇔6高い） 
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②実際の参入の度合い（1低い⇔6高い） 
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【研究者の流動性】 
 
 
 
 
 
 (スケール： - 5 低い～ + 5 高い)    
-2 -1.5 -1 -0.5 0 0.5 1 1.5 2
移動に対する必要度
移動している度合い
ライフ
情報通信
環境
ナノ・材料
エネルギー
ものづくり
社会基盤
フロンティア
 
図表2-2-10 
 
研究領域間（同一分野内）の移動に対する必要度は、いずれの分野においても高いが、実際の移動の度
合いは低くなった。必要性は高いとされながらも、実際に移動するまでには至っていないという結果は、問
10と類似していると考えられる。 
 
 
（自由記述より） 
・ 移動した際に、備品の移管（私立→国立の場合など、ほとんど不可能）をはじめ、研究室のセットアップ
に多大な労力が必要で、場合によっては、研究がかなり停滞する。（ライフ、エネルギー） 
・ 有能な若手ほど上の者から批判されて、研究を続けにくい素地が日本にはある。彼らを救うシステムが
必要。（ライフ） 
・ 我が国では狭い範囲での専門性を評価する傾向が強すぎて、手を広げることを好まない風潮が根強
い。（ナノ・材料） 
・ 業績評価が導入されたため、流動する研究者は激減した。（分野を変えると、業績を短期間であげるの
が難しい）（ナノ・材料） 
・ 建設分野は成熟しているといわれるが、他分野との境界領域は多い。新しい方向に向っている人や意
識をもっている人は多い。（社会基盤） 
・ 研究者の移動ではなく、同一研究者の研究対象とする研究領域の変化が大きいと思う。（社会基盤） 
・ 著しく重要にもかかわらず移動しない。実際に移動しやすいシステムになっていない。（フロンティア） 
 
 
 
問 11．我が国において、現在、本分野内の研究領域間の研究者の移動に対する必要度、および、実際に移動
している度合いはどうですか。 
① 研究者の移動に対する必要度 （低い⇔高い） 
② 実際に移動している度合い （低い⇔高い） 
 49 
（参考）6段階選択の回答結果 
①移動の必要度（1低い⇔6高い） 
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②移動している度合い（1低い⇔6高い） 
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【新興領域および融合領域】 
 
 
 
 
 新興領域や融合領域の具体例および問題点に関する記述を網羅的に抜き出して、分野ごとに以下に示し
た。 
 
①ライフサイエンス 
（新興領域および融合領域の例） 
・ 植物分野のバイオインフォマテックスは今後大きな研究分野になると思うが人材が流入してこない。 
・ ライフ分野における材料化学との融合や IT 技術との融合。 
・ 高齢化と福祉に関する多方面からの総合的研究。 
・ 高齢社会におけるユビキタス医療。 
・ 診断、治療分野における先端工学技術との融合領域。 
・ フリーラジカルバイオロジー（フリーラジカルによるタンパク質翻訳後修飾など）。 
・ 異分野融合型のトランスレーショナルリサーチ。 
・ 医療に対する評価技術。 
・ 生態学と生理学および分子生物学の融合。 
・ 画像技術の革新による生物機能（活性）を4次元的に再構築する技術。 
・ 心の障害の克服。感覚医学。 
・ 生物とマシンの橋渡しを行う研究（ブレインマシーンインターフェイス）。 
・ システム生物学。 
・ 医学、情報、ナノテク融合による新しい医療技術の開発。 
・ コンピュータを用いた生命・細胞現象の再構築、コンピュータを用いた脳神経活動の再構築。 
・ 超微小外科のヒトへの応用。 
・ 脂質生化学。 
 
（問題点の指摘） 
・ 実施機関、行政機関との連携が必要だが、現状は不充分。 
・ 研究資金の確保が困難なことが多い。 
・ 医工学融合領域の研究開発において、従来の医療機器、工学機器の規定に合わないところが多々あ
り、新しい開発および審査認定基準が必要。 
・ 新しい研究を臨床応用しようとするときの国の認可の遅れ。 
・ ベンチャー企業育成の土壌や社会基盤は、この10年かなり進歩したが、まだ不十分。 
・ 研究を萌芽・発展させるための領域間の交流システムがほとんどない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
問 12. 本分野における、新興領域や形成されつつある融合領域で、あなたが重要であると考え、あるいは注目
しているものをお書きください。 
また、これらの領域を今後発展させる上での問題があればお書きください。 
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②情報通信 
（新興領域および融合領域の例） 
・ IP ネットワーク、NGN（次世代ネットワーク）に関する領域。 
・ 放送通信融合。IPTV における新しいサービス。 
・ IT とロボット技術の融合とそれを使ったサービス分野への拡張。 
・ システムインテグレーション技術や標準化技術。 
・ プライバシー保護技術。 
・ 通信と制御の融合。 
・ 通信放送融合システム。 
・ バーチャルリアリティ（心理学、生理学、医学などの多くの分野横断型）。 
・ Human Adaptation Mechanics。 
・ 超微細化プロセス技術。人間とロボットのインタラクション技術。 
・ 人工知能、知識データベース。 
・ Web の情報爆発を扱うための自然言語処理技術。 
・ ウェブにおける情報検索と情報抽出と幅広い応用。ネットワークロボット、個人適応型情報格納・検索・
表示技術（ユニバーサルデザイン、アプライアンス含む）。 
・ 情報、通信とエンドユーザーとの接点。Web2.0。 
・ 地理や地物の変化をタイムリーにデジタル化する技術。 
・ ソフトウェアとハードウェアの融合領域（新プロセッサ、新OS への基盤）。 
・ ユビキタス技術の環境保全、医療との連携。 
・ 医療・福祉に役立つメカトロニクス技術。医工連携が必要。 
・ システム技術、システム設計学。 
・ 生命科学、人文、社会科学等も含めた計算機科学の進歩。 
・ サービスサイエンス。 
 
（問題点の指摘） 
・ 福祉工学または福祉情報工学の研究者・技術者数の不足、福祉対象者との連携の機会の不足、人権・
個人情報の取り扱いが問題。 
・ IT 分野とバイオ・医療分野の融合をコーディネイトできる両分野の中間的研究者の必要性がある。 
・ 農学、バイオ、医学系とは現在どんどん協力体制が組まれてきているが、プロジェクトを組む上での研
究者の知り合う機会や窓口が少ない。 
・ IT の実用技術としての生産機械のコントロール。従来はコントローラそのものが目立つものではないた
め、注目されず、人も金も投資されなかった。 
・ 光インターコネクション等、光技術の電子材器コンピュータへの応用分野。デバイス技術とシステムア
ーキテクチャーの融合が必要。 
・ 超高速ミリ波サブミリ無線技術。ITS-ICT 融合領域、テラヘルツ集積回路技術と通信技術の融合。研究
開発支援制度の絶対的不足、人材育成プログラムの必要性。 
・ 介護や安全安心といった日常生活でのサービスと伝送に基づく通信技術の融合。通信用端末の概念
を変える必要がある。 
・ 世界標準・オープンソースソフトウェア。クリエイティブ人材の育成が問題。 
・ デバイスアート。アーティストに研究費をつけるスキームがない。 
・ 情報系と医療系の融合。医療機関内および医療機関間、在宅医療支援が重要。 
・ 医療の情報と通信に関して、経済産業省と厚生労働省の方針が食い違っていると感じることがある。省
庁間連携を密にし、規制の緩和を望む。 
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③環境 
（新興領域および融合領域の例） 
・ 生物生産における、マクロ環境応答システムの解折。 
・ エネルギー、環境問題における社会科学的アプローチ。 
・ マイクロバブル、ナノバブル活用技術。 
・ 業種を横断した3R、有害物質規制、システム確立に向けた取組み。 
・ 共生生物や共生生態系について、化学的、工学的アプローチが重要。 
・ 全地球的環境データベースの構築－とくにセンサスや経済活動をふくむ人文・社会デジタルデータの
作成が必要。問題は、個人でできる課題ではないので、組織をいかに作るかが重要。 
・ 社会・生態系の脆弱性・回復性に着目した複雑系解折（多種分野の協力が必要だが、日本での縦割り
構造が障害）。 
・ バイオマスエネルギーの利用技術と地域におけるバイオマスエネルギー利用システムを構築するため
の関連技術。 
・ 環境を保全することが、経済的に有利に働くような経済を構築すること。そしてそれを経済発展の著し
い国へ有効に移植する方法の研究。 
・ 気候と環境の両方を視野に入れたモデリング地球観測とモデルの同時利用（特に衛星とネットワー
ク）。 
・ 環境リスク評価とリスクコミュニケーションの方法論の研究が必要。 
・ 複合暴露の影響評価とその方法論的基礎の構築が必要。 
・ 環境における微生物群集解析および機能性微生物の分離と利用。 
・ 単に数値計算に依らないリモートセンシング画像や、航空写真の判読による環境研究。航空写真計測
技術等、実務的に発展してきたものを学問体系にとりこむことが重要。 
・ バイオリファイナリー技術。 
・ 環境ナノテクノロジー。未知物質探索研究。 
・ GIS やリモートセンシング技術。 
・ 無線型環境センシング技術。 
・ 有効に利用されていないバイオマス、特に将来の食糧危機から、非食部（セルロースやリグニン）の有
効利用技術の開発が必要。 
・ 温暖化時の複合環境ストレスに対する生物反応の予測・評価。シナリオ解析によるシミュレーションだけ
では済まない大きな課題。 
 
（問題点の指摘） 
・ 要素技術、システム、経済、評価との融合が必要。 
・ 研究や情報のコーディネイトをする中核が必要。 
・ 地球システム科学全体を取り扱う学部・学科がないため、地球システムの統合的把握の能力を持つ若
手研究者が少ない。なかなか育たない。 
・ ヒトへの健康影響評価を行なえる研究者が少ない。環境中の暴露評価ばかりやっても、暴露による有害
性が明らかになっていない場合無意味。 
・ 土木工学と生態学との境界領域・生態学を学ぶ研究者に、土木工学の基礎を学ぶ機会が少ない。 
・ 体系だった環境教育を行なうことは、科学技術の発展のために重要であるが、現時点ではシステム上
においても、人材面でも非常に手薄。 
・ 充実した実験施設を用いて、実験による現象解明と、それに基づくモデル化を行う研究およびそれが
できる人材の育成を、推進すべき。 
・ トータルシステムと評価できるマネジャーの育成が重要。 
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④ナノテクノロジー・材料 
（新興領域および融合領域の例） 
・ 半導体とバイオ。半導体とエキゾチックマテリアル。 
・ ナノバイオテクノロジー工学と生物学の融合領域。 
・ ナノテクノロジーと社会科学の融合。 
・ 短パルス光加工分野 短パルス非線形光学顕微鏡分野。 
・ 摩擦撹拌を利用した新材料創製・新加工プロセス。問題は撹拌用ツール材料の開発。 
・ 材料創製と多領域特性 特性評価法の困難さが問題。 
・ 不均質性を考慮した材料科学トライボロジー。 
・ ナノサイエンスとナノテクノロジーの区別。日本での殆どの研究は、ナノサイエンスで、ナノテクノロジー
と呼べるものは少ない。 
・ ナノテクノロジーと、メガテクノロジーの融合が大切である。 
・ MEMS と表面自己組織化・ボトムアップ法との融合領域。 
・ 医療素材（ウィルス予防、除去）。 
・ オールカーボンデバイス・ポストシリコン半導体。 
・ ナノマテリアルの創製と極限ナノ計測の融合した研究領域。例えば、ナノグラフェンやナノチューブ等
のナノカーボンの創製と極限環境における高度なナノ計測。 
・ ソフトマターの非線形・非平衡ダイナミクスと構造・物性制御。 
・ 複合プローブによる多機能ナノメートルスケール非破壊分析・計測技術の開発。 
 
（問題点の指摘） 
・ 新興領域や融合領域について、明確に認識はないが、材料から考えると、福祉分野への材料の展開
はまだまだ進んでいないと思う。材料と福祉分野の「言葉」を相互に通訳できる研究者・技術者が必要
である。 
・ 医療新素材の認可までの費用大、効果発現までの時間が長いなどが、応用研究、商品開発のモチベ
ーションを下げる。事業研究として、素材メーカーは（多くの長い投資はできない）取り組みにくい。 
・ 超電導材料開発の研究人口の確保。燃料電池用電極材料開発の実践的人口の増大。 
・ 制御と回路（高分子化学と電気電子）両方の領域に詳しいπ型人材育成。 
・ いわゆるナノテクと従来からのマクロ的材料をつなぐ融合領域が欠落している。 
・ 機材、生物、化学といった異分野の知識を持ちつつ、新分野を開拓する事。こうした、講義がない上、
大学入学者の知的レベルの低下が問題である。 
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⑤エネルギ  ー
（新興領域および融合領域の例） 
・ レアメタルのリサイクルや有効利用を視野に入れた、デバイス、部品製造技術の開発。 
・ 中・低温域の廃熱エネルギーを有効利用する技術。 
・ 環境やナノ・材料などと融合させて考えることが重要。 
・ 石油代替エネルギーの中で、天然ガス利用による GTL 或は、燃料電池技術は、従来のエネルギー工
学だけではなく、電気化学や経済論のような分野を総括するような学問領域。 
・ バイオマス利用による、すべての石油製品代替化技術開発およびバイオマスからの水素生産など、新
燃料製造および流通技術開発。 
・ 熱電素子に関する研究。 
・ 社会・経済・人文学分野との融合によるエネルギー評価（環境・社会的生産性・経済性等）。 
・ 反応論について実験研究者と理論研究者の融合が必要。 
・ リチウムイオン(LIB)電池とキャパシタの融合領域。鉛電池代替品となる新電源を創る。 
・ ハードウェア技術に立脚したエネルギーシステム評価。 
・ シリコン・カーバイド等のワイドギャップ半導体を応用した高効率、高密度電力変換システムの実現。 
・ 太陽光、風力などのクリーンエネルギー、燃料、電池などの新エネルギーを統合的に制御して効率的
で CO2発生の少ないエネルギーシステムを構成する技術。 
・ 次世代半導体、新素材、電力変換技術、機構、熱処理などの分野が融合した超高性能電力変換システ
ム工学。 
・ 水素エネルギーなどによる脱石油エネルギー技術と、それを活用するデバイス・システム技術。 
・ 高性能電力貯蔵技術。 
・ ミクロスケールでのエネルギー制御技術。 
・ 世界的な高速増殖炉サイクルの実用化。普及を可能とするための、高性能新型燃料の開発。核拡散抵
抗性に優れた新型燃料サイクル技術の開発。 
・ 社会制度などをシステムと見なして、理工学的なセンスで設計することができるような技術に関する研
究分野。 
・ 安全性を向上させた原子力発電プラントの多目的（電気以外の熱プロセスなど）利用と、その社会的受
容性を融合させた研究。 
・ 地下エネルギー利用技術と環境対策技術（CO2地下貯留等）の融合。 
・ 「触媒｣関連の材料開発において、原子、電子レベルでの反応機構を議論するような領域の重点化が
必要。 
・ 電子線・放電の境界領域。 
・ 交通、物流領域とエネルギーの流通分野の融合。 
・ 核燃料（使用済を含む）の管理、管視技術の開発。 
 
（問題点の指摘） 
・ 自然冷媒ヒートポンプ技術・ホームネットワークを活用したエネルギーマネジメントシステム技術、研究
者・技術者の不足。 
・ 再生可能エネルギー、水素エネルギーを推進するためにも、地域連携との関り合いを支援する必要。 
・ 例えば解媒、新物質合成などを新エネルギーの導出に利用するなど、基礎化学の分野の成果をこの
分野にもっと導入する必要がある。 
・ エネルギーシステムと材料開発面での融合、協力態勢、不十分。 
・ 各発電ないしはエネルギー生産システムなど個々の領域で研究開発するだけでなく、経済性、環境影
響、資源問題などを横断的に見渡せる研究コーディネーターが必要。 
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⑥ものづくり技術 
（新興領域および融合領域の例） 
・ ナノ領域との融合による高付加価値ものつくり。 
・ マイクロ、ナノ技術と化学技術の融合領域。 
・ CAD、CAM、コントローラ、加工の融合技術。 
・ 産業用ロボットの安全・安心技術。 
・ ナノテクノロジーと機械工学の融合。 
・ 基礎科学分野における物理、化学、生物間の学際領域科学の体系化と発展。 
・ ものづくり固有技術＋情報通信技術＋情報科学の融合。 
・ バイオ分野との融合領域。特に細胞の機能解明や細胞間ネットワークを計測するための MEMS。 
・ バイオ関連デバイス（ex. Bio-MEMS）。 
・ 応用物理学分野と生産加工分野との融合。 
・ ものづくり基礎を充実させた上で、医工学分野、ライフサイエンス分野への展開。 
・ ナノテク技術を競争力ある産業創出に結びつけるナノものづくり、例えば超精密ナノインプリント等々。 
・ ものづくりとリサイクルの融合、例えばリサイクルと同時に高付加価材料を生み出すアップグレードリサ
イクル。 
・ 希少元素を用いずにプロセス技術による高性能材料の開発や自然界にある貝などの無機物と有機物
の複合材などをみならった高性能材料の開発。 
・ 環境、エネルギー、ものづくりの融合領域：社会の持続性的発展を正しく導く。 
・ ものづくり現場で使える迅速分析技術と、ＩＴ技術との融合。 
・ 化学、生物と装置開発との融合促進。 
・ ナノメートルサイズの材料構造の制御と超精密加工技術材料分野と加工分野の連携。 
・ 非溶融に基づく金属、セラミックス材料間の、界面、表面制御技術。 
・ 感性工学との融合。 
 
（問題点の指摘） 
・ 中長期視点での研究開発投資を増加させること。 
・ デバイス製造プロセスにおける高スループット、高精度な評価・解析を行なう計測技術、上記の技術開
発は巨額の資金が必要なため、国家プロジェクトの１件当たりの予算を増やす必要がある。 
・ マイクロ・ナノ技術と化学技術の融合領域・発展させる上での問題は、物理学的視点からマイクロ化学を
体系化していく人材の不足。 
・ ものづくり技術の「技能」の数値化・デジタル化・データベース化。中小企業の技能者と研究者の交流を
促進する必要がある。 
・ 遊撃的に研究を進めるための競争的でない資金。 
・ 分野の異なる複数の研究者が協力しあえる環境ならびに新しいことに積極的にチャレンジする・異分野
の人と積極的に交流するといった研究者自身の意識改革。 
・ 自動車、ロボット、宇宙開発ロケット、宇宙ステーションなど、知識技術集約型の技術融合領域における
若手人材育成、産学官連携。 
・ 実用領域研究に対する評価を上げること。 
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⑦社会基盤 
（新興領域および融合領域の例） 
・ 持続可能な都市・地域環境の形成及びそのためのランドスケープ等の自然的環境基盤の再生、マネジ
メントシステムの構築。 
・ 分散センシング。ロボット・流通・減災をテーマとした当該分野（センシング等）研究の活性化。 
・ 建設マネジメント分野(経済、経営) 建設計測分野(ナノ、MEMS、センサー、電子、IT)。 
・ リアルタイム災害情報システム、公的機関による高品質データの取得・公開、直下地震に対する防災対
策、分野間・組織間の有効な連携。 
・ 材料リサイクル、ゼロエミッション、マルチハザード。 
・ 情報システム、コンピュータサイエンスと都市計画立案や土木施工技術との融合。 
・ ユビキタス・コンピューティングと地理情報学の融合。 
・ 安全性評価（リスクマネジメント）を含めた交通システムの合理的な経済評価。 
・ 社会基盤の維持・改良・再生の技術と経済・法制度との融合。 
・ 環境・生態系研究との融合。 
・ 大深度地下の有効利用に関する領域。 
・ 形成されつつある融合領域として、「既存土木建設技術」と「ロボット工学」の融合領域。新興領域として、
災害救援時および減災対策時の２次災害低減技術の安全工学を基盤とした実践。 
・ 災害の軽減(減災）のための総合的なリスクマネジメント。総合防災 都市・地域の持続的なマネジメン
ト。 
・ 航空機、自動車、船舶等の自動航行システムの開発。 
・ GIS を活用した防災や都市基礎整備にも関する研究。 
・ 物流、ロジスティクスと不動産。 
・ 経済と環境の両方を循環型社会経済物流シミュレーションで検証・設計。 
・ 運用コスト低減のための技術。例えば、メンテナンス・フリー設計概念の創造など。 
・ 地震断層、埋設物、土砂災害、埋設施設の劣化などに対応するための高精度地下情報の収得技術。 
 
（問題点の指摘） 
・ 実用化の実積、大学の研究はニーズではなくシーズばかり、大学の研究の実用化は真の実用化となっ
ていない。商品化的な開発買売まで見通した実用化となっていない。 
・ 土砂災害の発生は地盤を構成している不飽和土の力学特性が変化することに基因している。不飽和土
の力学特性の計測技術の精度向上、不飽和土質力学の体系化が、今後必要である。 
・ 国際的貢献の視点を強力に打ち出す必要がある。地震、火山噴火、津波等の減災に関わるわが国の
科学技術は世界でも群を抜いているが、その発展途上国等への移転はまだ極めて不十分である。 
・ 都市基盤分野での空間情報技術の利用。都市基盤分野から、この融合領域への人材供給が少ない点
が問題。 
・ 基盤としての哲学（理念）、制度、技術、運用の枠組みといったものについて合意形成する場がない。 
・ 生存基盤科学(自然科学と社会科学の融合) 大学院生の教育が大学の付置研究所で実施できない。 
・ 競争的資金の審査法を、既存の利権から引きはなす努力が必要。 
・ ハードの技術開発だけでは、実際に社会に役立つ場合が少ない。それらをシステム化して、実用化す
るには、ソフトの分野の研究が必要。 
・ 劣化予測・安全評価（使用性を含め）、補修補強技術を総合的に早急に構築する必要がある。 
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⑧フロンティア 
（新興領域および融合領域の例） 
・ 小型衛星による分散システムを切口とした衛星システムの高機能化と高信頼性（大型衛星一辺倒から
のパラダイムシフト）。 
・ 月。惑星探査。宇宙ロボット。電気推進。 
・ 宇宙生産の基礎研究、宇宙エネルギーの利用研究。 
・ 宇宙防衛技術分野…産官学ともに防、民共通の基盤技術開発と応用技術への展開について協力して
推進することが課題。 
・ 地下生物圏領域、さらに関連領域を広げて発展する事を期待。 
・ 海洋を舞台とした産業（空間利用、エネルギー、食料、資源）の創出・育成。海洋の表層、海中、海底、
地下の観測と利用。洋上大規模水産食糧生産システム(食料危機対応)-海洋エネルギー利用システム
(エネルギー危機対応)。洋上風力発電。 
・ 深海底ライザー掘削による海底下長期地球物理観測（モニタリング）。 
・ 海域生態系の機能回復、海域の浄化・修復技術の開発。 
・ 大規模システムの計画、開発の方法論。プロジェクト、マネジメントなどに関する研究領域。（海洋） 
・ 生命科学と地球科学、惑星科学、天文学との融合で、総合科学として生命進化の本質を明らかにする。
古細菌などとの産業応用。 
・ コロイド科学、惑星科学、表面科学、微小重量利用 他分野との交流が重要。 
・ 宇宙工学と宇宙理論の融合領域（理学のセンスを有しつつ宇宙機のものづくりやフロンティア開発を実
践していく視点が必要）。 
・ 宇宙とロボットの融合。 
・ 従来のロケットエンジン技術と空気吸い込みエンジン技術の融合による新しいエンジン技術の確立。 
・ 化学、物理、生物の枠にとらわれない融合分野の創成が重要。 
・ 地質学・地球電磁気学・地震など広領域からの融合が極めて重要。 
・ スマート構造材料と制御系分野の融合。 
・ 新素材の海洋エンジニアリングへの応用。 
・ ＩＴ技術の深海探査技術への応用。 
 
（問題点の指摘） 
・ 所属する学会が異なっている。研究者集団の重なりが小さい。 
・ 21世紀は人・物の高速輸送では、航空と宇宙の区別は無意味となる。研究及び、行政で、この壁を除か
なければ、米国には大きく遅れをとる。 
・ 日本はフィールドでの探査発見活動が弱い。 
・ ｢海」というキーワードでの融合領域を考えているが、省庁の縦割り行政による障害（予算面、人的面）が
大きい。 
・ 質の落ちるプロジェクトに多くの予算が投入されている。（宇宙） 
・ 公的資金、人材投入不足。（宇宙） 
・ 無重力実験の場が余りにも少ないことが問題。 
・ 我が国の宇宙輸送系の関係者の関心がロケットエンジン技術に片寄っており、ひいては、人や資金な
どの資源の投入を妨げていることである。 
・ 深海底掘削の専門家の育成。 
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【研究開発資金】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                               
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図表2-2-11 「1位のみの回答の割合(%)」 
                    
 
世界トップレベルの成果を生み出すために拡充する必要がある研究開発資金は、「研究者の自由な発想
による公募型研究費（科研費など）」（以下、「自由発想型研究費」）であることが、フロンティア以外の7分野
において示された。必要とされる研究開発資金の内、自由発想型研究費の割合が40%を超えて1位であり、
かつ2位との差が20ポイント以上あるのは、ライフと情報通信である。その他の重点推進分野である環境、ナ
ノ・材料においても自由発想型は必要度が1位である。 
「政府主導の国家プロジェクト資金（非公募型研究資金）」（以下、「政府プロジェクト」）の必要性が他と比
べて高いのは、フロンティアと社会基盤である。特に、フロンティアでは、2位の「基盤経費」と比較すると20
ポイント以上差があり、政府主導の国家プロジェクト資金の必要性の高さが明確になっている。 
一方、必要とされる資金の順位が比較的拮抗している分野は、エネルギー、ものづくり、環境である。また、
全ての分野において、「各省などによる公募型研究費」、「民間からの研究資金」の必要性は低く、17%以下
に留まっている。   
  
 
問 13．我が国の大学や公的研究機関において、本分野を発展させ、世界トップレベルの成果を生み出すため
には、現在、どの研究開発資金を拡充する必要がありますか。 
必要度が高い順に項目を３つまで選び、その番号をご記入ください。 
 
1. 政府主導の国家プロジェクト資金（非公募型研究資金） 
2. 各省などによる公募型研究費 
3. 研究者の自由な発想による公募型研究費（科研費など） 
4. 基盤的経費による研究資金（運営費交付金など） 
5. 民間からの研究資金 
１位（   ）、２位（   ）、３位（   ） 
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（自由記述より） 
・ 独創的な基盤研究を展開させる必要がある。質を上げるためには創意性とやる気を引き出す事が重要
で、各研究者個人への研究資金交付は重要である。特に、広く研究者に渡る科研費などの拡充が非常
に重要である。（ライフ、情報、環境、ナノ・材料） 
・ 現状では国家プロジェクト的なものもほぼ競争的資金、短期目標設定型となっており、効率よく動かな
い。中長期的視野に立つ基礎的研究支援が必要。（ライフ、情報、ナノ・材料） 
・ 欧米に比し遅れているのは民間からの研究資金。国が直接研究費を大学に出すのではなく、国の方
針に沿ったテーマにおいて、民間からの研究資金を増やす施策が必要である。税制を改定して、研究
資金を提供した民間団体への税制優遇措置を検討し、研究費を出した企業へのメリット等民間からの
寄付をしやすくすることを充分考える必要がある。（ライフ、情報、ナノ・材料、ものづくり、社会基盤） 
・ 経常研究費や規模の小さい研究費を増額し、研究のすそ野を広げる格差是正が必要。一人の研究者
に多額の研究費を何件も交付するより、少額の研究費を博士課程院生も含めて広く配分することが必
要。（ライフ、ナノ・材料、エネルギー） 
・ 直接費だけでなく、テクニシャン、秘書等事務補佐、研究補佐が雇用できるような人件費の拡充。（ライ
フ、エネルギー、社会基盤） 
・ 研究者個人の自由な発想に基づく研究（公募型研究費）と、国家戦略に基づいた組織的研究（政府か
らトップダウン型研究費）の両立が望ましい。（情報、環境） 
・ 一定水準の資金の保証が望ましく自由度のある研究費が必要。（情報、ナノ・材料、エネルギー、もの
づくり、社会基盤） 
・ 競争的資金のみでなく、恒常的研究費の安定的確保など研究の継続を保証することが重要。（環境、
ナノ・材料、社会基盤、フロンティア） 
・ 基本的に長期を要する開発に、短期的資金では対応が困難である。目標の設定と成果は必要である
が、目先の成果にとらわれると20年～30年先の基盤技術となる基礎研究の実施が危うくなる。息の長い
研究（10～20年）が出来るような研究資金が必要である。（環境、エネルギー、ものづくり） 
・ 研究のフェーズによって予算が異なる。斬新なアイデアの検証などは運営費交付金で、ある程度方向
が定まったときには公募型（科研費）など、ほぼ基礎の確立した技術の展開や実用化を目指すには各
省の公募といった大型予算が有効になる。（ものづくり） 
・ 基盤的経費を長期的に保証した上で競争の成果を優遇してインセンティブを強化する。（社会基盤、フ
ロンティア） 
 
（参考）回答順位で重み付けして集計したもの（21ページ参照） 
0%
20%
40%
60%
80%
100%
ライ
フ
情報通信 環境 ナノ
・
材料
エ
ネル
ギー
も
のづ
くり
社会基盤 フ
ロ
ンテ
ィ
ア
1政府プロ
2公募
3自由発想
4基盤経費
5民間
 
 60 
【研究開発資金】 
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0
1
2
3
4
5
6
7
ライ
フ
情報通信 環境 ナ
ノ
・
材料
エ
ネル
ギー
も
のづ
くり
社会基盤 フ
ロ
ンテ
ィ
ア
選択と集中の度合い
 
図表2-2-12 
 
  
政策課題対応型研究開発資金に関する選択と集中の度合いについての回答では、目立って「低い」ある
いは「高い」という分野はなく、全体的に中程度である。重点推進分野に属するライフ、情報、ナノ・材料では、
この資金の選択と集中の度合いがやや高く示されているが、エネルギー、ものづくり、社会基盤、フロンティ
アの推進分野では、中程度である。 
自由記述をみると、「一部の研究者に研究費が集中している」という指摘があり、また「選択と集中が過度
に進むことによって萌芽的研究や基礎研究が手薄になる」という懸念も認められる。    
 
 
（自由記述より） 
・ 特定の所に過度に集中している。ネームバリューのある大学やいわゆる有名研究者への集中が目立
つ。（ライフ、情報、環境、ナノ・材料、エネルギー、ものづくり、フロンティア） 
・ 一部の研究者に期間内に使い切れない程の、多額の研究費が集中しているのは問題であり、無駄が
多い。費用対効果をきちんと評価、査定すべきである。（ライフ、環境、エネルギー、社会基盤、フロン
ティア） 
・ 基礎研究の推進において偏りを感じる。（ライフ、情報） 
・ 概ね適切に重点化されているが時に過度で偏った集中もみられる。バランスが重要。（ライフ、ナノ・材
問 14．我が国の第 3 期科学技術基本計画では、科学技術の戦略的重点化として、基礎研究の推進と政策課題
対応型研究開発の重点化が謳われています。 
本分野では、現在、政策課題対応型研究開発資金の選択と集中の度合いはどうですか。 
（低い⇔高い） 
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料、エネルギー） 
・ 重点化は必要かつ重要であるが、何が選択されて、どれ程の金額が投入されているのか選定の過程
が不透明。（ライフ、社会基盤） 
・ 科学技術は、社会との係わりが増々強くなっていることから、科学技術の政策と社会システムに関わる
政策の整合性に配慮した、総合政策の一環として選択、集中を行い、かつ結果についての評価は厳し
く問うべきである。（ライフ） 
・ 以前よりは、選択と集中の度合いは進んだが、未だ不十分。（情報、エネルギー） 
・ 重点化の目標、分野、集中はほぼ適当と思うが、地域の大学が選ばれにくく、参加しにくい状況がある。
（情報） 
・ 政策課題対応型は、もっと具体的で明確な研究項目の設定が必要（これが出来る仕組みの構築が必
須）。（環境、ナノ・材料、ものづくり） 
・ 中間評価をもっと有効活用して機動的な予算配分が必要。また、大型予算ばかりでなく、挑戦的テーマ
に向けた小型予算も用意した方がよい。（ナノ・材料） 
・ 選択と集中の度合いはいいとしても、選択の仕方に大きな問題がある。（エネルギー、ものづくり、社会
基盤） 
・ 成熟した研究に対し集中が過度になされるため萌芽的課題に対しては手薄。（ものづくり） 
・ 目の前の応用研究に集中しすぎている。基礎研究をしっかりやる若手研究者は少なくなるのではない
か。（社会基盤） 
 
 
（参考）6段階選択の回答結果（1低い⇔6高い） 
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【インフラおよび基盤整備】 
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図表2-2-13 「1位のみの回答の割合(%)」 
 
 全分野において、「大学や公的研究機関の大型研究施設・設備の整備と共用」の必要度が一番高いこと
が示された。分野ごとでは、フロンティアでは「世界に2、3しかない最先端の大型共用研究設備の整備」
を必要とする割合も高いことが示された。ライフサイエンスでは、「研究用材料の供給体制の整備」の
必要度も高く、ナノ・材料およびものづくりでは、「計測器の開発体制の整備」の必要度も高いことが
示された。「データベースの整備」については、環境、情報通信、社会基盤が他の分野よりも必要度が
高いことが示された。情報通信では、「その他」を選択した割合が他分野よりやや高く、自由記述には
「研究者のネットワーク」が挙げられていた。 
 
（自由記述より） 
・ インフラや施設等の基盤整備より人材育成が重要である。（ライフ、情報、環境、ナノ・材料、エネルギー、
社会基盤、フロンティア） 
・ 交付金の枯渇がある現状では、大学や公的研究機関の試験施設・設備の整備が急務であると同時に、
設備の共用をもっと進めるべきである。それらを長期的に維持する知識、技術レベルの高い人材をはり
問 15．本分野において、我が国が世界トップレベルの成果を生み出すためには、現在、どのようなインフラおよ
び基盤整備が必要ですか。 
必要度が高い順に項目を３つまで選び、その番号をご記入ください。 
＊研究全体（基礎研究および政策課題対応型研究開発の両方を含む）の状況についてお答えください。 
 
1. 世界に２、３しかない最先端の大型共用研究設備の整備 
2. 大学や公的研究機関の大型研究施設・設備の整備と共用 
3. 世界レベルの統合的なデータベースの整備 
4. 研究用材料（生物遺伝資源等）の供給体制の整備 
5. 国産の先端的な計測（分析）機器の開発体制の整備 
6. その他（右の括弧内にお書きください） （                 ） 
１位（   ）、２位（   ）、３位（   ） 
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つけることも重要である。それがないと、宝のもちぐされや、宝が埋もれかねない。（ライフ、情報、環境、
ものづくり、社会基盤、フロンティア） 
・ インフラとしての人的活用が必要。研究補助業務人員を増やし、研究能力のあるものが研究に割ける
時間を十分確保できるサポート体制が必要（ソフト・ハードとも）。研究を支援するテクニシャン等の制度
が我が国では不足している。（情報、環境、ナノ・材料、ものづくり） 
・ 大型研究施設・研究開発資金型プロジェクト・学会研究会を横断的に結合した研究開発プラットフォー
ムを作り、大学・国研・企業の研究者間の交流を活性化させるべき。今の学会には企業は来ない（大学
はニーズが分らなくなる）、企業の集まるコンベンションには大学は来ない（シーズは分らなくなる）。
（情報、ものづくり） 
・ フィールド研究をサポートする体制→野外で利用できる機器や通信手段、出先機関（観測所や大学演
習村など）の充実。現実は合理化により、研究フィールドへ出づらくなる傾向にあり、現実の生態系から
遊離したモデルやシミュレーションばかりが隆盛している。（環境） 
・ 数年で整備できる大型研究施設・設備の建設は重要だし、それなりには整備されている。しかし、現在
の問題は、これらの施設・設備を維持する費用、保守、運転をするための人件費が減額あるいは頭打
ちとなっていることである。あるいは、費用削減を理由に廃棄を迫られる雰囲気に包まれている。（エネ
ルギー、社会基盤、フロンティア） 
・ 国全体のインフラが最も必要。一部の突出成果は長期的刺激に結びつかない。若手育成のためにも
大学・全国研究所のイーブンな基盤整備が必要である。（エネルギー） 
・ 異分野の研究機関の施設・設備の共用化とデータベースの整備、共用化。（ものづくり、社会基盤） 
 
（「6．その他」の記述例） 
・ 研究支援体制の整備。分析機器を取り扱う支援技術職員等サポーティングスタッフの育成・拡充といっ
たサポートシステムの構築。（全分野共通） 
・ 研究者のネットワーク、ネット上での研究プロジェクト等。（情報、ナノ・材料、フロンティア） 
・ 研究者・技術者等人的交流（国際的／産学）が行える世界最高の研究交流センターなど研究拠点の整
備や機会の確保。（情報、エネルギー、ものづくり、フロンティア） 
・ 自由な、ゆとりのある研究が可能な研究所や研究スペース、研究環境。（環境、ナノ・材料、エネルギー、
社会基盤、フロンティア） 
・ 補助金で導入した設備・装置・施設の民間も含めた共同利用。（環境、エネルギー、ものづくり、社会基
盤） 
・ 自然観測等現地フィールド研究体制・実験施設の整備の充実と柔軟な利用。（環境、社会基盤） 
 
（参考）順位で重み付けして集計したもの（21ページ参照） 
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【研究時間の確保】 
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図表2-2-14 
 
 
研究時間について減少感が強いのは、ライフサイエンス、社会基盤、フロンティアであることが示された。
自由記述において、「法人化に伴い、大学の研究者は予算削減、事務職員や専門技術系職員等サポートス
タッフ削減により雑務が増え、研究時間が少なくなっている」など、大学法人化の影響を挙げる意見が目立
った。これについては更なる調査が必要であると考えられる。 
 
 
（自由記述より） 
・ 危機的状態。大学、公的研究所が法人化後、組織運営（マネージメント）、会議、研究評価、公募型競
争的資金等研究費獲得のための書類作成、報告書の作成、事務関係の業務、雑用など研究以外の仕
事にかかる時間が大幅に増加し、研究活動に集中できる時間が減り研究の中身はプアーとなっている。
（全分野共通） 
・ 法人化に伴い、大学の研究者は予算削減、事務職員や専門技術系職員等サポートスタッフ削減により
雑務が増え、研究時間が少なくなっている。（ライフ、情報、環境、ナノ・材料、社会基盤、ものづくり、フ
ロンティア） 
・ 法人化に伴い大学は「教育」に重点が置かれ、大学研究者の教育義務が増加し、研究時間を圧迫して
いる。研究者と教育者の役割分担をする必要を感じる。（ライフ、情報、ナノ・材料、エネルギー、ものづ
くり、社会基盤、フロンティア） 
・ 大学においては、教育等の時間が大きくなっており研究に使う時間が少なくなってきている。更に、大
問16．本分野では、我が国の研究者の研究時間は、2001 年頃と比較して、増えていますか、減っていますか。
＊研究全体（基礎研究および政策課題対応型研究開発の両方を含む）の状況についてお答えください 
（減っている⇔増えている） 
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きな問題は成果をあまりにも問い過ぎるため若手研究者とのディスカッションなど人間的交流のための
時間が少なくなっている。そのため次世代を担う人材の育成が出来なくなってきている。（ライフ、情報、
環境） 
・ 電子メール他、他とのコミュニケーションが増えている。（ライフ、情報、ナノ・材料） 
・ 雑務過多。評価したりされたりの作業量の多さのために研究時間は確実に減っている。（環境、ナノ・材
料、エネルギー、社会基盤） 
・ 私立大学教員の教育・学生対応の負担の増加や大学改革や大学運営等学務のために取られる時間が
増え、研究時間は大幅に削減されている。（ナノ・材料、ものづくり、フロンティア） 
・ 大学の教員の社会貢献や産学連携事業のために時間が割かれているため、研究時間は大幅に減っ
ている。研究に専念できる環境整備が必要。（ものづくり、社会基盤） 
・ 大学の法人化の負の面として、トップレベルの優れた研究者程多忙になり、実質的な研究時間の減少
を危惧している。（ものづくり、社会基盤） 
・ 外部資金導入のための実用研究などを実施するようになった事で、基礎研究をする時間がかなり減っ
ている。（ものづくり、フロンティア） 
・ 地方大学においては JABEE 対応、中期計画・中期目標をクリアーするために貴重な研究時間が使わ
れている。（社会基盤） 
・ 任期付研究者の場合、職探しなどにより研究に没頭できる時間は激減している。（フロンティア） 
 
 
（参考）6段階選択の回答結果（1減っている⇔6増えている） 
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【産学官連携】 
 
 
 
 (スケール： - 5 下がっている～ + 5上がっている) 
-1.5 -1 -0.5 0 0.5 1 1.5
産学官連携の活発度
ライフ
情報通信
環境
ナノ・材料
エネルギー
ものづくり
社会基盤
フロンティア
 
図表2-2-15 
 
 
産学連携の活発度は、昨年と比べて8分野全てにおいて上がっているという回答が示された。特に、情報
通信とナノ・材料で、活発度が上がっていると評価された。しかし、自由記述には問題を指摘する意見も多く
示された。 
 
 
（自由記述より） 
・ 表面上には活発なようにみえるが、具体的には横ばいではないか、教育者、研究者本来の使命は果
せているのか、日本発のオリジナルな展開は必ずしも多くなく、十分に機能しておらず、実際的な成果
は少ない。（ライフ、情報、環境、エネルギー、ものづくり、社会基盤、フロンティア） 
・ 活発にはなっているが、“産”のneedsと“学・官”のseedsが一致していない。産学官連携の数が形式的
に増えても、ニーズとシーズのバランスのとれた連携を実現するためには質の高いコーディネーター
が不可欠。（情報、エネルギー、ものづくり） 
・ 産学官連携の実態は、活発であるようには思えない。連携しても産側のメリットが少なく、企業は慎重。
（環境、ナノ・材料、エネルギー、ものづくり、社会基盤） 
・ 産学官連携の枠組などが整備され連携のための機会が増えており活発化させようという動きは感じる。
しかし、まだまだ認識に隔たりがあり十分に活用されておらず、思ったほどには交流がスムーズに行わ
れているようには思えない。お互いの状況を真に理解し合えていないことが原因と思われる。企業はも
っと大学や研究所を有効活用すべきである。（ナノ・材料、エネルギー、ものづくり、社会基盤） 
・ 好況を反映して、企業の余裕が連携に向いており、企業との交流・共同研究は大幅に増えている。（ナ
ノ・材料） 
・ 県や市の機関を通してのコーディネーターによる働きかけが活発化していると感じる。（エネルギー、も
のづくり） 
問17．本分野における我が国の産学官連携の活発度は、昨年と比較してどうですか。 
    （下がっている⇔上がっている） 
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・ 産業界と大学との連携は活発になっているが、外国の大学よりは日本国内の大学をもっと活用すべき
である。（エネルギー） 
・ 産学官が連携しやすい環境が整いつつある。（社会基盤） 
・ 産学官連携は継続して行われている。特に早期地震情報や地震観測技術などでは、大学の有識者と
連携が進んでいる。（社会基盤） 
 
 
（参考）6段階選択の回答結果（1下がっている⇔6上がっている） 
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【産学官連携】 
 
 
 
 
 (スケール： - 5 下がっている～ + 5上がっている) 
-1.5 -1 -0.5 0 0.5 1 1.5
産学官連携の企業の満足度
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フロンティア
 
図表2-2-16 
 
 
産学連携の企業の満足度は、ほとんど全ての分野において変化なしという結果が示された。ライフサイエ
ンスおよびフロンティアでは他分野と比べるとやや下がっているという傾向がみられるものの、その割合は
小さい。 
 自由記述には、「企業の満足度が上がっている」という意見がある一方で、「企業のニーズと研究フェーズ
が必ずしもマッチングしていない」などネガティブな意見が見られた。 
 
 
（自由記述より） 
・ 昨年と比較すると大きな差はないように思われるが、数年前と比べれば、学官と、企業との連携は、か
なり活発化している。（ライフ、情報、エネルギー） 
・ 企業からの要請が強力であり、その成果もそれなりにあがっており、企業の満足度が上がっている。（ラ
イフ、環境、ものづくり） 
・ 大学の知財制度が強化されたため、連携は行いやすくなった。（情報、ナノ・材料） 
・ 企業にメリットがある産学官連携プロジェクトが乏しい。（ライフ、情報、環境、ナノ・材料、エネルギー、
社会基盤、フロンティア） 
・ 産学官連携が声高に言われる割には企業のニーズと研究フェーズが必ずしもマッチングしているとは
言えない。（ライフ、エネルギー、フロンティア） 
・ 昨年と比して殆んど満足されておらず、あまり機能しているとは言えず、大学や公的研究機関の企業に
おける研究支援は不十分と考えられる。（情報、環境、ナノ・材料、エネルギー） 
・ 共同研究等のチャンスは、確かに増えてきていると思われるが、企業の規模によって、企業の満足度
問18. 本分野では、我が国の産学官連携における企業の満足度は、昨年と比較してどうですか。 
      （下がっている⇔上がっている） 
 69 
は大いに異なる。つまり、基礎分野の確立を目指す企業（大手企業に多い気がする）と実用化を早急に
目指す企業（中堅企業に多い気がする）があるので、判断が難しい。（情報、ナノ・材料、社会基盤） 
・ 企業の満足度の尺度は、その結果として事業化へ結びつくことであり、一年で極端にかわるものではな
い。その意味では、その評価は今後にゆだねられると考えられ、現在の施策に対する結論を出すには、
もう少し時間が必要。（情報） 
・ 企業の大学活用法がまだ手さぐりの段階にある企業が多い。大学と企業の研究スピードの違いが理解
できていない企業、あまりにも応用的な課題を大学に求める企業が多々みうけられる。（ナノ・材料） 
・ 連携は進んでいるが、実効ある成果があまり見られない。（エネルギー、ものづくり） 
・ 研究者の指向と企業のニーズのすり合せが若干ではあるが、出来つつあるように感じるが、十分とはい
えない。（ものづくり、社会基盤） 
・ 研究成果が利益に直接つながる要素が薄い領域であることから、長期的視点で研究を行っており、満
足度についても昨年と比べて大きな変化はない。（社会基盤） 
 
 
（参考）6段階選択の回答結果（1下がっている⇔6上がっている） 
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【産学官連携】 
 
 
 
 
 
 
 
問19. 本分野の我が国の産学官連携は、現在、下記のどの段階が活発ですか、また、本来であれば、下記のど
の段階が中心であるべきですか。該当する番号を選び、○をつけてください。（複数回答可） 
① 現在、活発な段階 
1．基礎研究の段階、２．応用研究の段階、３．実用化研究の段階 
② 本来、中心であるべき段階 
1. 基礎研究の段階、２．応用研究の段階、３．実用化研究の段階 
 
基礎研究、応用研究、実用化研究の各段階についての回答件数の割合(%)を示した（合計100%）。母数は
有効回答数とした。複数回答である。 
ライフ
0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
基礎 応用 実用
情報
基礎 応用 実用
環境
基礎 応用 実用
ナノ・材料
基礎 応用 実用
エネルギー
0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
基礎 応用 実用
ものづくり
基礎 応用 実用
社会基盤
基礎 応用 実用
フロンティア
基礎 応用 実用
　●　本来中心であるべき段階
　▲　現在活発な段階
 
図表2-2-17 
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8分野全体の傾向を見ると、「現在活発である段階」と「本来中心であるべき段階」が概ね一致する分野と
大きく異なる分野に分かれた。ほぼ一致しているのは、フロンティア、エネルギーの2分野、概ね一致してい
るのは、ライフおよび社会基盤である。 
フロンティア以外の7分野で、基礎研究段階において、「現在活発である段階」と「本来中心であるべき段
階」にギャップが見られ、回答者が、今後は基礎研究段階の産学官連携を強化すべきと考えていることが示
された。 
情報通信、ものづくりでは、「現在活発である段階」は、実用化研究段階であるとの回答が多かったのに
対して、「本来中心であるべき段階」では実用化研究段階を挙げる回答は少なく、基礎研究段階を「本来中
心であるべき段階」とする回答が多かった。 
多くの分野において、「本来中心であるべき段階」と「現在活発である段階」の両方に応用研究段階と回
答した割合は多い。一方、ナノ・材料と環境では、「本来中心であるべき段階」として応用研究段階を挙げた
回答の割合はむしろ少ないという特徴が示された。 
 
 
（自由記述より） 
・ 企業は短期的、実用的な成果を期待しすぎ、大学としては基礎応用研究をすべきである。（ライフ） 
・ 短期的な成果を求め過ぎず、基礎よりの取り組みも着実に行うべき。（情報） 
・ 研究成果が実用化に結びついていない。（情報） 
・ 産学連携は活発でなく、研究者の質を下げた。また、短期の開発研究に偏っている。（環境） 
・ 研究の分類が不明、産学の役割の違いはない、産学連携の必要性が分からない。（エネルギー） 
・ 産側が実用化できる成果を求めている。大学側に、産は基礎の深化を期待すべき。（ものづくり） 
・ 応用・実用レベルでの連携が重要だが、実用段階は官のコントロールになる。（社会基盤） 
・ 産学連携はあまり機能していない。あるいは、成果に結びついていない。（フロンティア） 
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【研究開発上の隘路（あいろ）】 
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図表2-2-18 
 
 
全分野で、研究資金の制度上の障壁および制度の運用上の問題点は非常に多いという回答が示された。
特に、ライフサイエンスでは、制度上の障壁および運用上の問題点が他分野と比較して顕著に多いという回
答が示された。  
また、ライフサイエンス、環境、フロンティアでは、制度上の障壁と運用上の問題点の多さの度合いはほ
ぼ同じであったが、その他の分野では、運用上の問題点の多さの度合いの方が大きいことが示された。こ
れは、分野によっては、制度は改善されていく方向にあるが、運用する側で制度改善を活かせていないと
いう可能性が示唆される。 
 
 
（自由記述より） 
・ 単年度会計をやめ、また研究費の継続性が必要。（ライフ） 
・ 研究費使用の柔軟性が必要（トナーなどの消耗品が買えない、光熱費を払いにくい等）。（情報） 
・ 研究費の支給時期が遅い。柔軟性がない。単年度会計が不便。（環境） 
・ 研究費使用の柔軟性がない。費目の存在が問題。（ナノ・材料） 
・ 行政の縦割りによる弊害。単年度会計であり、研究資金が使えるのが年度半ば。（エネルギー） 
問 20．我が国の大学や公的研究機関の研究成果が実用化されるまでにおいて、本分野の研究費などの資金に
関する我が国の制度上の障壁およびその運用上の問題点はどうですか。 
（例えば、研究の発展段階に応じ、継続性を保ちつつ資金支援をすること、研究費使用の柔軟性を確
保すること、必要に応じ年度を越えて研究費を使用できるようにすることなど、における障壁や問題点を
お考えください。） 
① 研究費などの資金に関する制度上の障壁 （障壁は多い⇔障壁は少ない） 
② 研究費などの資金に関する制度の運用上の問題点 （問題点は多い⇔問題点は少ない） 
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・ 単年度会計が障害となる。研究費使用の柔軟性がない。設備、機械メンテ費用の継続性が無い。（もの
づくり） 
・ 単年度会計が障害となる。実際に使えるのが数ヶ月。（社会基盤） 
・ 研究費の使用に関する制限が強い。（フロンティア） 
・ 箱をつくるにはお金が付くが、運用・活用には不十分。（フロンティア） 
・ 時代遅れ的なプラットフォームに継続性がありすぎるのではないか。（フロンティア） 
 
（参考）6段階選択の回答結果 
①制度上の障壁（1障壁は多い⇔6障壁は少ない） 
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②運用上の問題点（1問題点は多い⇔6問題点は少ない） 
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【研究開発上の隘路（あいろ）】 
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図表2-2-19 
 
研究人材の制度上の障壁および制度の運用上の問題点の多さについての分野ごとの結果は、問20の研
究資金に対する回答結果と類似していることが示された。ただし、研究資金に比べて、全体的に、プラス方
向にシフトしていた。   
 
 
（自由記述より） 
・ 教員の任期制の導入により、人材の流動化が進むと考えられているが、評価制度が十分確立、運用さ
れていない。実用化に向けての研究に対する評価は一般的に低い。（ライフ） 
・ 副業を認めない大学もあり、実用化の障害となっている。（情報） 
・ 実用化では人材もタイミングがずれると大変不利になる。3D-TEM の開発、ナノレオロジーマッピング
の開発でも必要な時期に人材が手配できず、不利になった。（ナノ・材料） 
・ 実用化開発まで、論文を書けない仕事になるが、それを評価するシステムになっていない。（ナノ・材
料） 
・ 研究成果の実用化まで携わることを希望した場合、人材の流動が容易でないように思える。（ものづく
問21. 我が国の大学や公的研究機関の研究成果が実用化されるまでにおいて、本分野の研究人材に関する我
が国の制度上の障壁およびその運用上の問題点はどうですか。 
（例えば、国内の人材流動性、海外から日本への人材流動性、分野間やセクター間の人材の流動性、
人材の流動性に関わる人事制度など、における障壁や問題点をお考えください。） 
① 研究人材に関する制度上の障壁 （障壁は多い⇔障壁は少ない） 
② 研究人材に関する制度の運用上の問題点 （問題点は多い⇔問題点は少ない） 
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り） 
 
（参考）6段階選択の回答結果 
①制度上の障壁（1障壁は多い⇔6障壁は少ない） 
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②運用上の問題点（1問題点は多い⇔6問題点は少ない） 
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【研究開発上の隘路（あいろ）】 
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図表2-2-20 
 
研究成果の実用化や普及に関する制度上の障壁および制度の運用上の問題点の多さについて、分野
ごとの結果は、問21の研究人材に対する回答結果と類似していることが示された。ただし、研究人材に比べ
て、全体的に、プラス方向にシフトしていた。  
 
（自由記述より） 
・ 例えば、遺伝子組換え作物に関していえば、十分な知識の普及を行なっているとはいいがたく、施設
整備等、不十分なところが多い。（ライフ） 
・ 治験と臨床研究。規則のゆるい東欧や中国に新薬の開発が流れ、日本は置いてけぼりになると思う。
（ライフ） 
・ 臨床試験の認可までの道筋は遠く、制度が完備しているとは言い難い。知財権に関する制度が機関で
バラバラである。（ライフ） 
・ 実用化の段階で共同研究となった場合には、知的所有権（特許など）の帰属の問題があるために、企
業側からの共同研究提案が躊躇されている。（情報） 
・ 現状は低いが、ソフトウェアなどオープンにしようとすると最近の独立法人化で芽生えた権利意識が障
害となり、かえって普及を阻んでいる。（情報） 
・ 知財制度の専門的支援体制が、まだ十分に整備されていない。（環境） 
・ 国の提案公募型プロジェクトで育成された、実用的研究成果物については、政府調達制度で買い上げ
るべきである。特に、プロトタイプ装置を買い上げてセンターへ集めておき、研究者に開示することは、
問 22. 我が国の大学や公的研究機関の研究成果が実用化されるまでにおいて、本分野の研究成果の実用化
や普及に関する我が国の制度上の障壁およびその運用上の問題点はどうですか。 
（例えば、知的財産関連の制度、政府調達制度、治験制度、各種安全規制に関する制度など、におけ
る障壁や問題点をお考えください。） 
① 研究成果の実用化や普及に関する制度上の障壁 （障壁は多い⇔障壁は少ない） 
② 研究成果の実用化や普及に関する制度の運用上の問題点 （問題点は多い⇔問題点は少ない） 
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実用化の促進上、不可欠と考える。（環境） 
・ 実用化に関連して、海外の企業などから引き合いが来た場合の対応、制度ができていない。（ナノ・材
料） 
・ 実用化まで5年～10年を要するが、それに耐える“体力”を支援する制度になっていない。（ナノ・材料） 
・ 研究機関の研究成果から企業等での実用化までには極めて多くの段階が存在するにも拘わらず、そ
の間をつなぐ制度及び組織が無い。また、実用化研究に対する財務支援も限定的で効果が少ない。例
えば米国では、企業と大学が協同で実用化機関を作る例があるが、日本の大学では制度上も実質上も
不可能に近い。（エネルギー） 
・ 原子力分野に限って言えば新技術をとりこむには規制が多すぎるため、その機会さえも限られている。
（エネルギー） 
・ 知財関連の依頼や承諾を得るための書類が回るのに、必要以上に時間がかかり機会を逸する。公的
機関の施設や設備利用の申請なども同様な点を感じる。（ものづくり） 
・ 全般的には、制度上の障壁やその運用上の問題点は、あまり感じないが、大型設備等に関わる政府調
達制度については、いたずらに時間を浪費するもので改善が望まれる。（ものづくり） 
・ 一般に航空法は原則禁止のような感があり、新技術のテストが容易でない。（社会基盤） 
・ 研究者自身の安全に対する制度的保障、意図せざる不幸な結果を招来した場合に対する、研究者の
保護についての制度が未確立。（社会基盤） 
・ 貿易管理法など米国の都合により、度々改正されることが多い。日本独自のしっかりした基本方針を立
てる必要がある。（フロンティア） 
・ 大学は法人化となって労働安全衛生法の制約を受けることになったため、非常に実験関係がやりにくく
なった。特に新しい研究ほどそうである。又、研究以外に多くの経費がかかり過ぎて研究費を圧迫して
いる。（フロンティア） 
 
（参考）6段階選択の回答結果 
①制度上の障壁（1障壁は多い⇔6障壁は少ない） 
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②運用上の問題点（1問題点は多い⇔6問題点は少ない） 
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【研究開発の実用化】 
 
 
 
 
 (スケール： - 5 短くなっている～ + 5長くなっている) 
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図表2-2-21 
 
 
5年前（2001年）と比較して、全分野において、大学や公的研究機関の成果が実用化されるまでの期間は
短くなっているという回答が示された。特に、情報通信、環境、ものづくりで実用化までの時間が顕著に短く
なっているという回答が示された。また、自由記述からも短期化の実感が示された。 
 
 
（自由記述より） 
・ 大学が実用化に近いところをやっている。（情報） 
・ 大学発ベンチャーが一般的となり、研究成果を実用化しやすくなった。（情報） 
・ 実用化という概念は比較的最近になってあらわれたもの。実用化された例を知らない。（環境） 
・ 短期に出る成果は既に実用化されたと思うので、より高度化、複雑化の要求がテーマや課題として高く
なっているので、長くなっている。（ナノ・材料） 
・ 短くなっていると感じるが、世界の動きと比べると遅い。（エネルギー） 
・ 産学連携が期間短縮の役に立っている。大学が実用面を重視するようになっている。（ものづくり） 
・ 実用化が求められている世相を反映。（社会基盤） 
・ 土木建築分野には「基準」という壁がある。（社会基盤） 
・ 大学の本来の役割が減り、実用化に近い研究が増えている。（フロンティア） 
・ 宇宙分野の予算が減り、科学衛星は年１回打ち上げを断念した。その結果、成果を出すまでの期間が
年単位で伸びてしまっている。（フロンティア） 
 
問 23．本分野において、我が国の大学や公的研究機関の研究成果が実用化されるまでの期間は、2001 年頃と
比較してどうですか。 （短くなっている⇔長くなっている） 
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（参考）6段階選択の回答結果（1短くなっている⇔6長くなっている） 
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【特許】 
 
 
 
 
 (スケール： - 5 減っている～ + 5 増えている) 
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図表2-2-22 
 
 
  5年前（2001年）と比較して、ほとんどの分野では、基本特許などの日本の取得シェアがあまり変わらない
か増えている傾向が見られたが、情報通信では逆に減っているという結果が示された。自由記述からは、増
えている実感を示す記述がある一方で、あまり変わらないという記述も全分野において見られた。 
  
 
 
（自由記述より） 
・ 増加しているが、未だ欧米には追いついていない。民間企業からの取得が多くなった。（ライフ） 
・ 基本特許をかける人間は限られているので、本状況を改善するためには、人材育成がもっとも重要。
（情報） 
・ 基礎研究に依存する部分が多く、基礎研究の人材不足により減少しているのではないか。（環境） 
・ 独立法人化などで基本特許の取得が進んでいる気がする。（環境） 
・ プロジェクト研究の増加により、周辺特許が増えている。（ナノ・材料） 
・ それまで特許化せず公表されていたものが、多数特許化されるようになった。（ナノ・材料） 
・ 特許件数は増えているが、基本特許といえるものはそう多くない。（ものづくり） 
・ 独創的研究がなされ、増えていると感じる。（ものづくり） 
・ 基礎科学的な領域の研究者の意識が高まったのでは。（社会基盤） 
・ 国が力を入れているため。（社会基盤） 
・ せいぜい現状維持。政策ミッション中心で新規技術の開発にまわすマンパワーと予算が不十分。（フロ
問24．本分野において、いわゆる『基本特許』のような重要特許における我が国の取得状況のシェアは、2001年
頃と比較してどうですか。 （減っている⇔増えている） 
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ンティア） 
・ あまり変化がない。（全分野共通） 
 
 
（参考）6段階選択の回答結果（1減っている⇔6増えている） 
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【特許】 
 
 
 
 
 
 
 (スケール： - 5 阻害～ + 5 促進) 
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図表2-2-23 
 
 
 情報通信、ものづくり以外の6分野では、特許制度は基礎研究の進展に対して阻害に作用し、応用研究や
実用化研究には促進に作用するという回答が示された。その中でも環境分野では、他の分野と比べて、特
許制度は基礎研究に対して阻害に作用するという回答が多かった。自由記述で、「環境分野においては、
特許の保護よりも広く活用させる方向で考えるべきである」と示され、これは回答結果を支持している。 
一方、ものづくりにおいては、特許は基礎研究においても応用研究や実用化においても、研究の進展の
阻害や促進のどちらにも作用しないという回答が示された。これは、ものづくりでは、研究の進展に関係なく
特許制度が当たり前であるという認識があるからだと考えられる。自由記述においても、「ものづくり分野で
は特許制度は重要である」という回答が示された。 
情報通信では、基礎研究には、特許制度は研究の進展に対し阻害にも促進にも作用しないが、応用研
究や実用化には研究の進展に対し促進に作用するという回答が、他分野と比べて一番多かった。しかし、
自由記述に、「ソフトウエア分野では、従来、特許よりフリーウェア、公開ソフトなど自由に流通させる文化が
あり特許重視はこのような文化を妨げる」という回答があった。 
 
 
（自由記述より） 
・ 特許申請により、研究成果の公表・開示等が制限されることもあるが、特に「基本特許」により重要な権
限を主張する場合には、長期的にはデメリットを超える利益が得られるので、最終的には研究開発の進
問 25．特許制度については、研究開発の進展に対し、阻害と促進の双方に作用するという議論があります。本
分野における我が国の特許制度の現状はどうですか。 
① 基礎研究において （どちらかと言えば研究開発の進展を阻害する⇔どちらかと言えば促進する） 
② 応用研究や実用化研究において （どちらかと言えば研究開発の進展を阻害する⇔どちらかと言えば促進
する） 
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展に繋がる。（ライフ） 
・ 基礎研究においては、特許制度を細かく運用・適用すると自由な議論を阻害することも考えられる。学
会等での発表の制限など。（ライフ、ナノ・材料、エネルギー） 
・ ソフトウエア分野では、従来、特許よりフリーウェア、公開ソフトなど自由に流通させる文化があった。特
許重視はこのような文化を妨げる。（情報） 
・ 特許の認可までに時間がかかり過ぎる。（ライフ、情報、環境、ナノ・材料、エネルギー、ものづくり） 
・ 環境分野においては、特許の保護よりも、広く活用させる方向で考えるべきである。（環境） 
・ 種々問題はあるものの、企業における研究開発の成果、新製品の生産販売に際して、特許制度は有用
かつ有効であり、ものづくりを主業務とする技術者にとって極めて重要である。（ものづくり） 
 
 
（参考）6段階選択の回答結果 
①基礎研究において（1どちらかと言えば進展を阻害する⇔6どちらかと言えば進展を促進する） 
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②応用研究や実用化研究において（1どちらかと言えば進展を阻害する⇔6どちらかと言えば進展を促進
する） 
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【日本の科学の水準】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＊図表中の矢印の起点が「現在」、終点が「5年後」を示す 
＊数字が大きい方が「水準が高い」ことを示す（低い 5 ～ -5 高い）、0は同等 
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   図表2-2-24                             図表2-2-25 
 
（問26および問27） 
 現在の日本の科学水準は、ものづくり、ナノ・材料、社会基盤分野においては、対米・対欧ともにやや高い
と回答された。環境分野は、対米・対欧にやや低く、ライフサイエンス分野は対米に低いが対欧はほぼ同程
度である。情報通信、フロンティア分野では、対米に低く、対欧にやや低い。しかし、5年後では、環境とフロ
ンティア分野において対米・対欧で水準の上昇が示された以外、6分野で科学水準が相対的に低下すると
いう回答が得られた。対アジアでは、現在の日本の科学水準は、全ての分野でかなり高いことが示されたが、
5年後には、その差が著しく縮まると、回答されている。 
 
（問26および問27の自由記述より） 
・ 中国、韓国の躍進が目覚しい。（全分野共通） 
・ アジアとの差が小さくなっている。（全分野共通） 
・ 分野内の研究領域で異なる。（ライフ、情報、フロンティア） 
・ 元々グローバルには米国が中心であり、基礎的な研究はボーダーレス化していると認識。その中で日
本の特色を出すという行動計画が必要。（ライフ） 
問26．本分野における我が国の現在の科学の水準は、以下の国等（欧州、アジアは最も進んでいる国）と比較し
てどうですか。 
① 米国と比較して、日本は？ （低い⇔高い） 
② 欧州と比較して、日本は？ （低い⇔高い） 
③ アジアと比較して、日本は？ （低い⇔高い） 
問27．本分野における我が国の5年後の科学の水準は、以下の国等（欧州、アジアは最も進んでいる国）と比較
してどうなると思いますか。 
① 米国と比較して、日本は？ （低い⇔高い） 
② 欧州と比較して、日本は？ （低い⇔高い） 
③ アジアと比較して、日本は？ （低い⇔高い） 
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・ 新しい動きに対応するのが遅い。複数の全く異なる規範を組み合わせて新しい概念をつくるような研究
では、ほとんど存在感はない。（ライフ） 
・ 中国の発展が著しく、アジアにおける優位性があと何年もつか。（ライフ） 
・ アジア諸国の猛追に対処する政策が乏しい。（ナノ・材料） 
・ 欧州が急速に研究の速度を速めている。（エネルギー） 
・ 日本は、原子力に関しては比較的に高いレベル。核融合に限れば世界のトップである。（エネルギー） 
・ 水準は高いと考えるが、ある課題が発生した場合の明確かつ具体的な目標設定とその解決への国レ
ベルでのスピードは欧米に劣っている。（社会基盤） 
・ 人材育成を積極的に行う必要がある。（ライフ、情報、環境、ナノ・材料） 
・ 5年後程度では状況は大きく変わらない。（ライフ、情報、ものづくり、社会基盤） 
・ 5年後、アジアでも中国、インドのレベルが高くなる。（情報、エネルギー、ものづくり、社会基盤） 
 
（参考）6段階選択の回答結果（1低い⇔6高い） 
①対米   （現在）                              （5年後） 
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②対欧   （現在）                              （5年後） 
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③対アジア  （現在）                            （5年後） 
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【日本の技術の水準】 
 
 
＜対米－対欧＞  
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  図表2-2-26                                図表2-2-27 
 
 
（問28および問29） 
 前問の問26および問27と比較すると、対米、対欧、対アジアで、全ての分野において、日本の現在の技術
水準は、科学水準よりも高い傾向が示された。図表2-2-26の第一象限に、科学水準では4分野であったが、
技術水準では6分野が入っている。 
5年後の技術水準は、フロンティアと環境を除く6分野で相対的に低下するという結果が示された。低下の
程度は、科学の水準よりも大きい。特に、ものづくりは、対米、対欧ともに低下の程度が顕著である。  
 
 
（問28および問29の自由記述より） 
・ 中国、韓国の成長が著しい。（ライフ、情報、ナノ・材料） 
・ 技術は高いが独創的な基盤研究の進展が不充分。（ライフ） 
・ インターネットへの乗り遅れが大きい。ソフトウェアはほとんど米国産。（情報） 
・ IT、特にソフトウェア開発技術に関しては、一部、韓国等に遅れをとっている。（情報） 
・ 個別技術は欧米と同等と想定されるが、大規模な提案型の技術となると劣位である。（環境） 
・ 中国の技術力が上がってくる。（環境） 
・ 科学の水準よりも、現場の技術力は圧倒的に高い。（エネルギー） 
問28．本分野における我が国の現在の技術の水準は、以下の国等（欧州、アジアは最も進んでいる国）と比較し
てどうですか。 
① 米国と比較して、日本は？  （低い⇔高い） 
② 欧州と比較して、日本は？  （低い⇔高い） 
③ アジアと比較して、日本は？  （低い⇔高い） 
問29．本分野における我が国の5年後の技術の水準は、以下の国等（欧州、アジアは最も進んでいる国）と比較
してどうなると思いますか。 
① 国と比較して、日本は？  （低い⇔高い） 
② 欧州と比較して、日本は？  （低い⇔高い） 
③ アジアと比較して、日本は？  （低い⇔高い） 
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・ 現在の水準は、過去の遺産であり、欧米とほぼ同レベルである。（エネルギー） 
・ 技術水準は高い。（ものづくり、社会基盤） 
・ 対アジアでは、5年位は日本の優位性を維持可能であるが、10年後はわからない。（ものづくり、社会基
盤） 
・ 個別技術において抜きん出ているものがある。（フロンティア） 
・ 5年でアジアとの差が小さくなる。（ライフ、情報、環境、ナノ・材料、エネルギー、ものづくり、フロンティ
ア） 
・ 5年程度ではあまり変わらない。（ライフ、環境、ものづくり、社会基盤） 
 
 
（参考）6段階選択の回答結果（1低い⇔6高い） 
①対米   （現在）                              （5年後） 
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②対欧   （現在）                              （5年後） 
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③対アジア  （現在）                            （5年後） 
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【日本の産業の国際競争力】 
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図表2-2-28                                   図表2-2-29                             
 
 
（問30および問31） 
 現在の米国に対する日本の産業競争力は、ナノ・材料とものづくりで高く、エネルギーではやや高く、環境
と社会基盤でほぼ同じであると回答された。情報では、対欧にほぼ同じで、対米に低く、ライフおよびフロン
ティアでは対米・対欧ともに低いことが回答から示された。5年後の産業競争力は、ものづくりとナノ・材料で
低下の程度が他の分野と比較して大きい。 
対アジアでは、全ての分野で現在の日本の産業競争力は、高いと回答されたが、5年後では、科学水準
や技術水準と同様に低下の程度が著しく、アジアとの差が小さくなると回答された。 
 
 
（問30および問31の自由記述より） 
・ 医療機器では、日本の国際競争力は依然として低い。（ライフ） 
・ ライフ分野に関しては産業そのものが日本の国力を引っ張ることになっていない。（ライフ） 
・ 欧米に比べて新薬の認可制度に問題があるために、生命科学産業の進展が阻害されている。（ライフ） 
・ 強い分野と弱い分野がはっきりと色分けされている。（情報通信、エネルギー） 
・ 中国はかなり実力をつけてきている。（環境、フロンティア） 
・ 一部国際競争力の高い産業もあるが、全体としてはあまり高くないと思う。（ナノ・材料） 
問 30．本分野における我が国の産業の現在の国際競争力は、以下の国等（欧州、アジアは最も進んでいる国）
と比較してどうですか。 
① 米国と比較して、日本は？  （低い⇔高い） 
② 欧州と比較して、日本は？  （低い⇔高い） 
③ アジアと比較して、日本は？  （低い⇔高い） 
問 31．本分野における我が国の産業の 5 年後の国際競争力は、以下の国等（欧州、アジアは最も進んでいる
国）と比較してどうなると思いますか。 
① 米国と比較して、日本は？  （低い⇔高い） 
② 欧州と比較して、日本は？  （低い⇔高い） 
③ アジアと比較して、日本は？  （低い⇔高い） 
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・ 若手研究者が育たないと競争力は間違いなく落ちる。（ナノ・材料） 
・ 団塊の世代が去って、一時的にポテンシャルが低下する。（ナノ・材料） 
・ 中国、インド、韓国の台頭が激しい。今のままでは凌駕される恐れがある。（エネルギー） 
・ 機能や独創性に優れるも価格競争で負ける分野も多い。（ものづくり） 
・ アジアに対し、価格競争力で厳しくなる。（ものづくり） 
・ 中国、韓国、台湾が急速に力をつけている。（ものづくり） 
・ コスト競争力を考慮すると、中国・東南アジアの競争力向上のスピードは速い。（ものづくり） 
・ 現在の国際競争力は、スペックの違い、高いコストなどのため低くなっている。（社会基盤） 
・ 次第に弱体化するだろう。中国とインド相手にどう対応するか。（フロンティア） 
・ 地盤沈下を起こしている。中国・韓国の追い上げが著しく、国家的な取り組みとテコ入れが必要。（フロ
ンティア） 
 
 
（参考）6段階選択の回答結果（1低い⇔6高い） 
①対米   （現在）                              （5年後） 
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②対欧   （現在）                              （5年後） 
1
1
1
1
1
1
1
1
2
2
2
2
2
2
2
2
3
3
3
3
3
3
3
3
4
4
4
4
4
4
4
4
5
5
5
5
5
5
5
5
6
6
6
6
6
6
6
6
0% 20% 40% 60% 80% 100%
フロンティア
社会基盤
ものづくり
エネルギー
ナノ・材料
環境
情報
ライフ
1
1
1
1
1
1
1
1
2
2
2
2
2
2
2
2
3
3
3
3
3
3
3
3
4
4
4
4
4
4
4
4
5
5
5
5
5
5
5
5
6
6
6
6
6
6
6
6
0% 20% 40% 60% 80% 100%
フロンティア
社会基盤
ものづくり
エネルギー
ナノ・材料
環境
情報
ライフ
 
③対アジア  （現在）                            （5年後） 
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【世界トップクラスの研究教育拠点】 
 
 
 
 
 
 
 本設問の回答において、分野横断的に共通した意見が多く示されたことから、分野ごとではなく、回答内
容ごとに意見をまとめて下記に示した。 
 
○拠点の在り方 
・ 極端な一極集中を避け、複数の研究拠点システム構成や研究者の流動性を向上させ、拠点の研究領
域の広さを確保する。（ライフ、情報、ものづくり） 
・ 中規模で良いのでいくつかの拠点の研究を支援し、その中から世界トップクラスの拠点が育つようにし
た方が良い。幅広いすそ野が必要。（ライフ、環境、社会基盤、フロンティア） 
 
○人材 
・ 組織にトップクラスのリーダー（責任者）を配置すること。（ライフ、環境、ものづくり） 
・ 若手人材の登用。（ライフ、情報、ナノ・材料、社会基盤） 
・ 拠点における若手人材の育成。（ライフ、情報、エネルギー） 
 
○研究支援体制 
・ 大学間の競争ではなく、うまく研究者を組み合わせる仕組みが必要である。研究のマネジメントの専門
家育成が重要である。（情報） 
・ 研究者が研究に専念できる体制の整備。（ライフ、情報、環境、ナノ・材料） 
・ 研究支援体制の中でも研究マネジメント部門の確立ができていない。（環境） 
・ 事務などの運営部門の質と効率を厳しく評価すべきである。（ライフ） 
・ 英語が話せる事務的サポート体制が必要。（ライフ） 
・ 技術サポート人材（米国のテクニシャンのような）の強化と地位の向上。（ナノ・材料、ものづくり） 
 
○流動性 
・ 産学官や分野間などの自由な交流の促進や障壁の軽減に繋がるような、既存組織の延長ではない、
新たな組織や仕組みを産学官で形成する必要がある。（ナノ・材料、エネルギー、ものづくり） 
・ 人材が点在しているので、人材の集中や人材のネットワークの強化が必要。（環境） 
・ 世界中からトップクラスの教官と学生を受け入れること、そのための仕組みが必要。（ライフ、情報、環境、
ナノ・材料、エネルギー） 
 
○研究資金 
・ 5年間の支援は短すぎる。最低10年間などの長期の継続支援が必要。（ライフ、情報、環境、ナノ・材
料） 
・ 研究費の増額と使用方法の自由度を上げること。（ライフ） 
・ 民間からの大きな資金導入のための税制の大幅な改革（米国並みの）が先決。（ライフ） 
・ 欧州の FP6ファンドのように日本外の組織と共同研究の枠組みをつくることに対してファンドをつけるこ
とが、世界のトップレベルの英知が集うメカニズムに有効。（情報） 
・ 継続的な人的雇用を保証する長期にわたる重点予算配分が必要。（環境） 
問 32．『世界に伍し、さらには世界の科学技術をリードする大学づくりを積極的に展開するため、世界トップクラ
スの研究教育拠点を目指す組織に対して、競争原理の下での重点投資を一層強力に推進する』、と第 3
期科学技術基本計画に謳われています。 
    本分野において、我が国で世界トップクラスの研究教育拠点を形成するために、何が問題ですか。また、
どうすべきと考えますか。 
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○戦略 
・ 拠点の明確なビジョンとワールドワイドでの頭脳の集積。（ナノ・材料） 
・ 他国の追随ではないユニークな戦略テーマ設定。（ものづくり） 
 
○問題点の指摘 
・ “研究教育”の視点があいまい。“研究”と“教育”に分けて考えるべきであるが、“研究”を重視すべき。
（ライフ） 
・ 教育と研究の分離（一部教育への参加は必要）。（情報） 
・ 研究拠点をつくるのか、教育拠点をつくるのか不明。両立は容易ではない。研究拠点を世界トップにす
ることに注力し、教育は大学との連携を目指すべき。（エネルギー） 
・ 長期的展望に乏しい。（ライフ） 
・ 国際協同研究における「雰囲気づくり」に日本が参加できていないのが問題。国際プロジェクトの事務
局を日本に設置するところから雰囲気づくりをする。（環境） 
・ 研究者は欧米に比べ、少ない。多くの人材を確保するための財政的裏づけがない。（ライフ） 
・ 環境問題を中心に教育研究を行っている学部等が少ない。（環境） 
・ 既に研究者の絶対数が減少しており、拠点の形成は困難と思われる。（エネルギー） 
・ 航空、宇宙分野においては、憲法、武器禁輸、三原則が問題。マーケットが小さいので優秀な人材が
集まらない。（フロンティア） 
・ 生活の全ての時間を研究に集中できない環境（移動時間や住環境）が問題。（ライフ） 
 
○分野別拠点 
・ 医用工学、生命工学を統括する組織をつくるべきである。医に従属するのではなくて、真に生命科学を
希求する組織づくりを目指して欲しい。（ライフ） 
・ 産業界ですぐに役立つ技術の開発。（情報） 
・ 情報分野はグローバルなオープン環境が必要。（情報） 
・ 東アジアを含めた高等教育機関の設立。（環境） 
・ 環境は産業と結びつけて考えるものであり、これを総合的に扱う研究教育が重要である。（環境） 
・ 市場分析、マーケティング能力を備えた公的研究機関を設立し、民間企業中心の運用を行う。（ナノ・材
料） 
・ エネルギーが基礎学問として認識されることが必要。現状ではテクノロジーとして扱われており、基礎
学問としての魅力に欠ける。（エネルギー） 
・ エネルギーの分野で世界をリードするためには、米国の DOE、さらにその下の NETL のような組織が
なければ無理。（エネルギー） 
・ 理系“ものづくり”に関する大学の基礎整備と学生数の拡大が長期計画として必要である。（ものづくり） 
・ 製造業に関して、科学技術としてそれほど評価していないことが問題。逆に中国は莫大な金と人を投入
している。（ものづくり） 
・ 交通輸送システムに関する世界的研究教育拠点。中国、ドイツ等で進められている。（社会基盤） 
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【分野の発展に向けた取り組み】 
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図表2-2-30 「1位のみの回答の割合(%)」 
 
全ての分野において、発展に必要な取り組みの1位は「人材育成と確保」であった。圧倒的な割合がこれ
を占めている。 
各分野の次点以降の特徴を以下に示す。 
環境とナノ・材料では、「人材育成」以外に「分野間連携強化」、「研究開発基盤」、「研究開発資金」の必要
度が高いという特徴が示された。 
ライフサイエンスとフロンティアでは、「産学官連携」の必要度が他分野と比較して低いが、「研究開発資
金」の必要度は高いという特徴が示された。ライフサイエンスでは、「規制緩和」の必要度も高い。 
情報通信では、「産学官連携」と「国際展開の推進」の必要度が高いという特徴が示された。 
エネルギー、ものづくり、社会基盤では、「産学官連携強化」、「研究開発基盤の整備」、「研究開発資金の
拡充」の必要度が他の分野と比べて高いという特徴が示された。エネルギーでは、「規制緩和」の必要度も
高いことが示された。 
 
問33．我が国において、本分野の発展に向けて、現在、必要な取り組みは何ですか。 
必要度が高い順に項目を３つまで選び、その番号をご記入ください。 
 
1. 人材育成と確保 
2. 産学官の連携強化 
3. 分野間の連携強化 
4. 研究開発基盤の整備 
5. 研究開発資金の拡充 
6. 国際展開の推進 
7. 関連する規制の緩和・廃止 
8. 関連する規制の強化・新設 
１位（   ）、２位（   ）、３位（   ） 
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（自由記述より） 
・ 若手人材育成が最重要課題である。（経済的支援、基盤の確保、拡充）（全分野） 
・ 異分野にまたがる知識を得られる大学教育、分野横断型の思考ができる人材の育成、異分野の人材結
集による人材育成。（ライフ、環境、ものづくり） 
・ 分野間や産学官の連携などの異分野交流を積極的に行うことにより、新しい技術・研究テーマを創出
する。（エネルギー） 
・ 研究の評価体制および評価基準の整備。（ライフ、ものづくり） 
・ 実験の安全管理や個人情報保護法およびその他の法律や規制が障害になっている（データの活用や
被験者実験、新しいアイデアの試み）。（ライフ、情報、環境） 
 
 
（参考）回答順位で重み付けして集計したもの（21ページ参照） 
0%
20%
40%
60%
80%
100%
ライ
フ
情報通信 環境 ナ
ノ
・
材料
エ
ネル
ギー
も
のづ
くり
社会基盤 フ
ロ
ンテ
ィ
ア
1人材
2産学官連携
3分野間連携　　
4研究開発基盤　
5研究開発資金
6国際展開
7規制緩和
8規制強化
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2.3. 各分野の戦略重点科学技術に関する設問（設問34～36）の結果 
 戦略重点科学技術に関する設問の回答結果の分析を分野ごとに示した。分析は、専門度「大」、「中」、
「小」と回答した回答者のデータのみを集計して実施し、専門度「なし」および専門度の記述がない回答者
のデータは集計から除いた。（分析方法は5ページを参照のこと） 
 
(1)ライフサイエンス分野 
①回答者の戦略重点科学技術の専門度 
 
図表2-3-1 
専門度（回答者の割合％）  
戦略重点科学技術 大 中 小 なし 
A01 生命プログラム再現科学技術 28 24 22 27 
A02 臨床研究・臨床への橋渡し研究 37 35 17 12 
A03 標的治療等の革新的がん医療技術 13 15 37 35 
A04 新興・再興感染症克服科学技術 12 16 33 40 
A05 国際競争力を向上させる安全な食料の生産・供給科学
技術 
7 12 27 55 
A06 生物機能活用による物質生産・環境改善科学技術 9 20 28 44 
A07 世界最高水準のライフサイエンス基盤整備 17 24 34 26 
＜専門度の目安＞ 
大 ：現在、関連した研究または業務に従事している等により、専門的知識を持っている 
中 ：過去に、関連した研究または業務に従事したことがある。あるいは、隣接分野の研究または業務に従事して
いる等により、専門的知識をある程度持っている 
小 ：関連した専門的な本や文献を読んだり、専門家の話を聞いたりしたことがある 
なし ：専門的知識はない 
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②戦略重点科学技術の現状 
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図表2-3-2 
 
  現在、活発度が高いと回答されたのは、「生命プログラム再現科学技術(A01)」と次いで「標的治療等の革
新的がん医療技術(A03)」であることが示された。「安全な食料の生産・供給科学技術(A05)」の活発度は、や
や低いことが示された。その他の戦略重点科学技術の活発度は高くも低くもないと回答された。 
  
（自由記述より） 
・ TR（トランスレーショナルリサーチ）の展開が不充分であり具体的な実用化例が多くない。 
・ 臨床応用の展開には数々の難点（新しい創造的医療法についての度々の倫理委員会、資金の支援な
し）が進歩を妨げている。 
・ 活発だが横に広がっているばかりのものも多い(A01)。橋渡し研究をサポートする研究助成が乏しい
(A02)。活発だが、真に革新的なものは乏しく、息の長いサポート体制がない(A03)。 
・ 新興・再興感染症克服技術についての研究者の育成が出来ていない（発展途上国との共同研究など
が軽視されている、研究資金の多くが先端的な免疫学等の分野に流れている）。 
 
（参考）6段階選択の回答結果（1あまり活発ではない⇔6かなり活発である） 
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問34．下記の戦略重点科学技術の実現につながるような研究は、現在、我が国では活発ですか。 
  ＊ここでの「活発」とは、該当する戦略重点科学技術に関連する研究において、研究者数、学会等の発表
件数、研究費の額などの増加が目立つことを意味する。 
  （あまり活発ではない⇔かなり活発である） 
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③戦略重点科学技術の実現に向けての取り組み 
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図表2-3-3 「1位のみの回答の割合(%)」 
 
  全ての戦略重点科学技術において、「人材育成と確保」が、現在必要度が一番高い取り組みであること
が示された。 
  「生命プログラム再現科学技術(A01)」では、「人材育成」以外に、「研究開発資金」の必要度が高く、「臨床
研究・臨床への橋渡し研究(A02)」では、「規制緩和」の必要度が高いことが示された。また、「新興・再興感
染症克服科学技術(A04)」では、「国際展開の推進」の必要度が高いことが示された。「革新的がん医療技術
(A03)」と「食料の生産・供給科学技術(A05)」では、「産学官連携」と「研究開発資金」の必要度が高いという特
徴が示された。「物質生産・供給科学技術(A06)」では、「分野間連携」、「研究開発資金」の必要度が高いこと
が示された。 
  人材育成について施策を実施するためには、どのような人材に対してどの程度の必要性があり、それら
の人材を産学官のどこのセクターで育成すべきかについて、追加の調査をする必要があると考えられる。 
 
 
 
問 35．戦略重点科学技術の実現に向けて、現在、我が国で必要な取り組みは何ですか。戦略重点科学技術
ごとに、必要度が高い順に項目を３つまで選び、その番号をご記入ください。 
1. 人材育成と確保 
2. 産学官の連携強化  
3. 分野間の連携強化 
4. 研究開発基盤の整備  
5. 研究開発資金の拡充  
6. 国際展開の推進  
7. 関連する規制の緩和・廃止  
8. 関連する規制の強化・新設  
 １位（  ）、2 位（  ）、3 位（  ） 
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（自由記述より） 
・ 基盤整備の研究機器の開発が著しく立ち遅れていることが、研究が高いレベルになることを妨げてい
る。 
・ 産学連携の強化・実質化や人材育成等は、全てに共通した重要な課題である。 
・ アジア・アフリカ諸国での教育・科学の発展をリードするような人材の育成と指導が必要である。 
・ 基礎研究のみに重きがおかれているので、開発資金への適正な配分が必要。臨床研究に対して充分
な配分が必要。 
 
 
 
（参考）回答順位で重み付けして集計したもの（21ページ参照） 
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（参考） 
 
 
 
戦略重点科学技術 
A01 生命プログラム再現科学技術 
A02 臨床研究・臨床への橋渡し研究 
A03 標的治療等の革新的がん医療技術 
A04 新興・再興感染症克服科学技術 
A05 国際競争力を向上させる安全な食料の生産・供給科学技術 
A06 生物機能活用による物質生産・環境改善科学技術 
A07 世界最高水準のライフサイエンス基盤整備 
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④戦略重点科学に関連する日本の研究水準 
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図表2-3-4 
 
 
「生命プログラム再現科学技術(A01)」に関連する日本の研究水準は、世界のトップ国と比較してやや高
いと回答された。これ以外の戦略重点科学技術は、ほぼ同じか、やや低いという回答が示された。その中で
も、「臨床研究・臨床への橋渡し研究(A02)」に関連する研究水準は、他の戦略重点科学技術と比べて低く、
自由記述においても、「特にトランスレーショナルリサーチが遅れている」と指摘された。 
問34の研究の活発度の結果と組み合わせて比較すると、活発度が高く水準も高いのが「生命プログラム
再現科学技術(A01)」であり、活発度がやや高く水準はやや低いのが「革新的がん医療技術(A03)」、活発度
も水準も中間が「新興・再興感染症克服科学技術(A04)」と「物質生産・環境改善科学技術(A06)」、活発度が
中間で水準が低いのが「臨床研究・臨床への橋渡し研究(A02)」および「世界最高水準のライフサイエンス基
盤整備(A07)」活発度がやや低く、水準も低いのが「食料の生産・供給科学技術(A05)」であることが示され
た。 
 
 
（自由記述より） 
・ 特に TR（トランスレーショナルリサーチ）が立ち遅れている。 
・ A01は活発に取り組まれているが、生物の理解や医療には還元できていない。 
 
 
 
 
 
 
問36．下記の戦略重点科学技術において、これらに関連する日本の研究の水準は、世界のトップ国と比較し
てどうですか。（低い⇔高い） 
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（参考）6段階選択の結果（1低い⇔6高い） 
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（参考） 
 
 
 
戦略重点科学技術 
A01 生命プログラム再現科学技術 
A02 臨床研究・臨床への橋渡し研究 
A03 標的治療等の革新的がん医療技術 
A04 新興・再興感染症克服科学技術 
A05 国際競争力を向上させる安全な食料の生産・供給科学技術 
A06 生物機能活用による物質生産・環境改善科学技術 
A07 世界最高水準のライフサイエンス基盤整備 
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(2)情報通信分野 
①回答者の戦略重点科学技術の専門度 
 
図表2-3-5 
専門度（回答者の割合％）  
戦略重点科学技術 大 中 小 なし 
B01 科学技術を牽引する世界最高水準の次世代スーパーコ
ンピュータ 
9 15 43 33 
B02 次世代を担う高度IT 人材の育成 21 34 38 7 
B03 次世代半導体の国際競争を勝ち抜く超微細化・低消費
電力化及び設計・製造技術 
13 10 35 42 
B04 世界トップを走り続けるためのディスプレイ・ストレージ・
超高速デバイスの中核技術 
10 14 39 38 
B05 世界に先駆けた家庭や街で生活に役立つロボット中核
技術 
17 20 34 30 
B06 世界標準を目指すソフトウェアの開発支援技術 11 27 41 22 
B07 大量の情報を瞬時に伝え誰もが便利・快適に利用できる
次世代ネットワーク技術 
19 23 43 16 
B08 人の能力を補い生活を支援するユビキタスネットワーク
利用技術 
24 34 31 11 
B09 世界と感動を共有するコンテンツ創造及び情報活用技術 18 25 28 30 
B10 世界一安全・安心な IT 社会を実現するセキュリティ技術 11 31 42 16 
＜専門度の目安＞ 
大 ：現在、関連した研究または業務に従事している等により、専門的知識を持っている 
中 ：過去に、関連した研究または業務に従事したことがある。あるいは、隣接分野の研究または業務に従事して
いる等により、専門的知識をある程度持っている 
小 ：関連した専門的な本や文献を読んだり、専門家の話を聞いたりしたことがある 
なし ：専門的知識はない 
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②戦略重点科学技術の現状 
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図表2-3-6 
 
戦略重点科学技術に選択されたものののなかで、「ディスプレイ・ストレージ・超高速デバイス(B04)」、「ロ
ボット中核技術(B05)」、「ユビキタスネットワーク利用技術(B08)」の順で活発度が高い。これらはハードウエ
ア技術であり、逆に活発度が低いとされているものは、「ソフトウエア開発支援技術(B06)」、「ＩＴ人材育成
(B02)」であることが示された。 
 
（自由記述より） 
・ 潜在能力は高いものの、開発資金不足、判断力不足により、閉塞感が蓄積し、研究および開発が停滞
している側面がある。 
・ 基本的にドメスティックなため世界標準に乗れないのが問題。 
 
（参考）6段階選択の結果（1あまり活発ではない⇔6かなり活発である） 
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問34．下記の戦略重点科学技術の実現につながるような研究は、現在、我が国では活発ですか。 
 ＊ここでの「活発」とは、該当する戦略重点科学技術に関連する研究において、研究者数、学会等の発表
件数、研究費の額などの増加が目立つことを意味する。 
  （あまり活発ではない⇔かなり活発である） 
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③戦略重点科学技術の実現に向けての取り組み 
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B01 B02 B03 B04 B05 B06 B07 B08 B09 B10
1人材
2産学官連携
3分野間連携
4研究開発基盤
5研究開発資金
6国際展開
7規制緩和
8規制強化
 
図表2-3-7 「1位のみの回答の割合(%)」 
 
問34の活発度の高い3つの領域をみると、「ディスプレイ・ストレージ・超高速デバイス(B04)」では、「研究
開発資金の拡充」と「産学官連携強化」の必要度が高く、「ロボット中核技術(B05)」では「研究開発資金の拡
充」と「分野間連携強化」、「ユビキタスネットワーク利用技術(B08)」では「人材育成と確保」と「分野間の連携
強化」の必要度が高く示された。 
 
 
（自由記述より） 
・ 連携施策群以上の実効ある連携。 
・ 高い社会意識をもった人材が必要。 
・ ハードウェアでは圧倒的に研究開発資金（特に国から）が不足している。ソフトウェアについては、人材
育成と確保が最も大きな課題。 
 
 
 
問 35．戦略重点科学技術の実現に向けて、現在、我が国で必要な取り組みは何ですか。戦略重点科学技術
ごとに、必要度が高い順に項目を３つまで選び、その番号をご記入ください。 
1. 人材育成と確保 
2. 産学官の連携強化  
3. 分野間の連携強化 
4. 研究開発基盤の整備  
5. 研究開発資金の拡充  
6. 国際展開の推進  
7. 関連する規制の緩和・廃止  
8. 関連する規制の強化・新設  
１位（  ）、2 位（  ）、3 位（  ） 
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（参考）回答順位で重み付けして集計したもの（21ページ参照） 
0%
20%
40%
60%
80%
100%
B01 B02 B03 B04 B05 B06 B07 B08 B09 B10
1人材育成と確保
2産学官の連携強化
3分野間の連携強化
4研究開発基盤の整備
5研究開発資金の拡充
6国際展開の推進
7関連する規制の緩和・廃止
8関連する規制の強化・新設
 
 
（参考） 
 
 
  
戦略重点科学技術 
B01 科学技術を牽引する世界最高水準の次世代スーパーコンピュータ 
B02 次世代を担う高度 IT 人材の育成 
B03 次世代半導体の国際競争を勝ち抜く超微細化・低消費電力化及び設計・製造技術 
B04 世界トップを走り続けるためのディスプレイ・ストレージ・超高速デバイスの中核技術 
B05 世界に先駆けた家庭や街で生活に役立つロボット中核技術 
B06 世界標準を目指すソフトウェアの開発支援技術 
B07 大量の情報を瞬時に伝え誰もが便利・快適に利用できる次世代ネットワーク技術 
B08 人の能力を補い生活を支援するユビキタスネットワーク利用技術 
B09 世界と感動を共有するコンテンツ創造及び情報活用技術 
B10 世界一安全・安心な IT 社会を実現するセキュリティ技術 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 104 
④戦略重点科学に関連する日本の研究水準 
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図表2-3-8 
 
戦略重点科学技術に関連する日本の研究水準は、問34において高い「研究の活発度」を示した「ディス
プレイ・ストレージ・超高速デバイス(B04)」、「ロボット中核技術(B05)」が、世界のトップ国と比較して、同様に
高いという結果を示した。また、「次世代スーパーコンピュータ(B01)」の日本の研究水準も高いことを示し
た。 
 
 
（自由記述より） 
・ 研究の水準が高い分野でも、デモや実用化へのチャレンジで出遅れがちである。 
・ 民間だけに頼る内容と支援する内容の整理が必要である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
問36．下記の戦略重点科学技術において、これらに関連する日本の研究の水準は、世界のトップ国と比較し
てどうですか。（低い⇔高い） 
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（参考）6段階選択の結果（1低い⇔6高い） 
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（参考） 
 
 
  
戦略重点科学技術 
B01 科学技術を牽引する世界最高水準の次世代スーパーコンピュータ 
B02 次世代を担う高度 IT 人材の育成 
B03 次世代半導体の国際競争を勝ち抜く超微細化・低消費電力化及び設計・製造技術 
B04 世界トップを走り続けるためのディスプレイ・ストレージ・超高速デバイスの中核技術 
B05 世界に先駆けた家庭や街で生活に役立つロボット中核技術 
B06 世界標準を目指すソフトウェアの開発支援技術 
B07 大量の情報を瞬時に伝え誰もが便利・快適に利用できる次世代ネットワーク技術 
B08 人の能力を補い生活を支援するユビキタスネットワーク利用技術 
B09 世界と感動を共有するコンテンツ創造及び情報活用技術 
B10 世界一安全・安心な IT 社会を実現するセキュリティ技術 
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 (3)環境分野 
①回答者の戦略重点科学技術の専門度 
 
図表2-3-9 
専門度（回答者の割合％）  
戦略重点科学技術 大 中 小 なし 
C01 人工衛星から二酸化炭素など地球温暖化と関係する情
報を一気に観測する科学技術 
5 15 32 48 
C02 ポスト京都議定書に向けスーパーコンピュータを用いて
21世紀の気候変動を正確に予測する科学技術 
5 12 37 46 
C03 地球温暖化がもたらすリスクを今のうちに予測し脱温暖
化社会の設計を可能とする科学技術 
10 20 38 32 
C04 新規の物質への対応と国際貢献により世界を先導する
化学物質のリスク評価管理技術 
9 17 30 44 
C05 廃棄物資源の国際流通に対応する有用物質利用と有害
物質管理技術 
8 19 30 44 
C06 効率的にエネルギーを得るための地域に即したバイオ
マス利用技術 
12 21 30 37 
C07 健全な水循環を保ち自然と共生する社会の実現シナリ
オを設計する科学技術 
17 27 37 19 
C08 多種多様な生物からなる生態系を正確にとらえその保
全・再生を実現する科学技術 
17 22 24 37 
C09 人文社会科学的アプローチにより化学物質リスク管理を
社会に的確に普及する科学技術 
3 12 30 56 
C10 製品のライフサイクル全般を的確に評価し３Ｒに適した生
産・消費システムを設計する科学技術 
14 16 21 50 
C11 人文社会科学と融合する環境研究のための人材育成 
 
12 18 36 33 
＜専門度の目安＞ 
大 ：現在、関連した研究または業務に従事している等により、専門的知識を持っている 
中 ：過去に、関連した研究または業務に従事したことがある。あるいは、隣接分野の研究または業務に従事して
いる等により、専門的知識をある程度持っている 
小 ：関連した専門的な本や文献を読んだり、専門家の話を聞いたりしたことがある 
なし ：専門的知識はない 
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②戦略重点科学技術の現状 
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図表2-3-10 
 
環境分野は戦略重点科学技術が11項目ある。その中で「気候変動予測科学技術（C02）」の研究が最も活
発であり、次いで「地球温暖化情報観測科学技術（C01）」であることが示された。しかし、「人文社会科学と
融合する環境研究人材育成（C11）」、「化学物質リスク管理（C09）」の実現につながる研究は、活発度は低
いという回答が示された。 
 
（自由記述より） 
・ 人間を中心に見据えた環境研究が必要。 
・ 研究者だけでなく、国民全体と共感できる研究テーマの選定とパートナーシップが必要。 
 
（参考）6段階選択の結果（1あまり活発ではない⇔6かなり活発である） 
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問34．下記の戦略重点科学技術の実現につながるような研究は、現在、我が国では活発ですか。 
 ＊ここでの「活発」とは、該当する戦略重点科学技術に関連する研究において、研究者数、学会等の発表
件数、研究費の額などの増加が目立つことを意味する。 
   （あまり活発ではない⇔かなり活発である） 
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③戦略重点科学技術の実現に向けての取り組み 
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4研究開発基盤
5研究開発資金
6国際展開
7規制緩和
8規制強化
 
図表2-3-11 「1位のみの回答の割合(%)」 
 
戦略重点科学技術の実現に向けて必要な取り組みに関して、前出の問34で活発度が高かった「気候変
動予測科学技術（C02）」や「地球温暖化情報観測科学技術（C01）」については、「人材育成と確保」や「研究
開発基盤の整備」の必要度が高いと回答した割合が高くなっている。一方の活発ではないとされている「人
文社会科学と融合する環境研究人材育成（C11）」や「化学物質リスク管理科学技術（C09）」に関しては、「人
材育成と確保」のほかに「分野間の連携強化」を必要とする回答が、他の戦略重点科学技術と比較して突出
している。 
 さらに、前出の問34で比較的活発度が高かった「効率的にエネルギーを得るための地域に即したバイオ
マス利用技術（C06）」では、「人材育成と確保」よりはむしろ「産学官の連携強化」や「研究開発資金の拡充」
の必要度が高いことが示された。特に他の戦略重点科学技術と比較して、「関連する規制の緩和・廃止」の
必要度が高いことも特徴的である。 
 
 
 
問 35．戦略重点科学技術の実現に向けて、現在、我が国で必要な取り組みは何ですか。戦略重点科学技術
ごとに、必要度が高い順に項目を３つまで選び、その番号をご記入ください。 
1. 人材育成と確保 
2. 産学官の連携強化  
3. 分野間の連携強化 
4. 研究開発基盤の整備  
5. 研究開発資金の拡充  
6. 国際展開の推進  
7. 関連する規制の緩和・廃止  
8. 関連する規制の強化・新設  
１位（  ）、2 位（  ）、3 位（  ） 
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（自由記述より） 
・ 国際間の情報交換をスムーズにできるような外交政策が必要。 
・ 今後の展開は、人材の確保、基盤整備、国際協力につきる。 
 
 
 
（参考）回答順位で重み付けしてしたもの（21ページ参照） 
0%
20%
40%
60%
80%
100%
C01 C02 C03 C04 C05 C06 C07 C08 C09 C10 C11
1人材育成と確保
2産学官の連携強化
3分野間の連携強化
4研究開発基盤の整備
5研究開発資金の拡充
6国際展開の推進
7関連する規制の緩和・廃止
8関連する規制の強化・新設
 
 
 
（参考） 
戦略重点科学技術 
C01 人工衛星から二酸化炭素など地球温暖化と関係する情報を一気に観測する科学技術 
C02 ポスト京都議定書に向けスーパーコンピュータを用いて 21 世紀の気候変動を正確に予測する科学技術
C03 地球温暖化がもたらすリスクを今のうちに予測し脱温暖化社会の設計を可能とする科学技術 
C04 新規の物質への対応と国際貢献により世界を先導する化学物質のリスク評価管理技術 
C05 廃棄物資源の国際流通に対応する有用物質利用と有害物質管理技術 
C06 効率的にエネルギーを得るための地域に即したバイオマス利用技術 
C07 健全な水循環を保ち自然と共生する社会の実現シナリオを設計する科学技術 
C08 多種多様な生物からなる生態系を正確にとらえその保全・再生を実現する科学技術 
C09 人文社会科学的アプローチにより化学物質リスク管理を社会に的確に普及する科学技術 
C10 製品のライフサイクル全般を的確に評価し３Ｒに適した生産・消費システムを設計する科学技術 
C11 人文社会科学と融合する環境研究のための人材育成 
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④戦略重点科学に関連する日本の研究水準 
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図表2-3-12 
 
日本の研究水準については、前出の問34と同様、「気候変動予測科学技術（C02）」に関する研究は、世
界のトップ国と比較しても高いという回答が示された。一方、世界のトップ国と比較して日本の研究水準は低
いと考えられているのは、「人文社会科学と融合する環境研究人材育成（C11）」や「化学物質リスク管理科学
技術（C09）」であり、いずれも前出の問34と同様の傾向を示した。 
 
 
（自由記述より） 
・ 研究をさらに発展させ、総合化して社会に定着可能な技術を作り出していくかが問題。 
・ リサイクル技術のように、技術的に高いが社会体制の問題でそれを充分に生かしきれていない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
問36．下記の戦略重点科学技術において、これらに関連する日本の研究の水準は、世界のトップ国と比較し
てどうですか。（低い⇔高い） 
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（参考）6段階選択の結果（1低い⇔6高い） 
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（参考） 
戦略重点科学技術 
C01 人工衛星から二酸化炭素など地球温暖化と関係する情報を一気に観測する科学技術 
C02 ポスト京都議定書に向けスーパーコンピュータを用いて 21 世紀の気候変動を正確に予測する科学技術
C03 地球温暖化がもたらすリスクを今のうちに予測し脱温暖化社会の設計を可能とする科学技術 
C04 新規の物質への対応と国際貢献により世界を先導する化学物質のリスク評価管理技術 
C05 廃棄物資源の国際流通に対応する有用物質利用と有害物質管理技術 
C06 効率的にエネルギーを得るための地域に即したバイオマス利用技術 
C07 健全な水循環を保ち自然と共生する社会の実現シナリオを設計する科学技術 
C08 多種多様な生物からなる生態系を正確にとらえその保全・再生を実現する科学技術 
C09 人文社会科学的アプローチにより化学物質リスク管理を社会に的確に普及する科学技術 
C10 製品のライフサイクル全般を的確に評価し３Ｒに適した生産・消費システムを設計する科学技術 
C11 人文社会科学と融合する環境研究のための人材育成 
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(4)ナノテクノロジー・材料分野 
①回答者の戦略重点科学技術の専門度 
 
図表2-3-13 
専門度（回答者の割合％）  
戦略重点科学技術 大 中 小 なし 
D01 クリーンなエネルギーの飛躍的なコスト削減を可能とす
る革新的材料技術 
16 27 38 20 
D02 資源問題解決の決定打となる希少資源・不足資源代替
材料革新技術 
9 28 35 28 
D03 生活の安全・安心を支える革新的ナノテクノロジー・材料
技術 
43 30 17 9 
D04 イノベーション創出の中核となる革新的材料技術 38 36 20 6 
D05 デバイスの性能の限界を突破する先端的エレクトロニク
ス 
11 26 36 28 
D06 超早期診断と低侵襲治療の実現と一体化を目指す先端
的ナノバイオ・医療技術 
9 11 28 52 
D07 ナノテクノロジーの社会受容のための研究開発 6 26 37 32 
D08 イノベーション創出拠点におけるナノテクノロジー実用化
の先導革新研究開発 
13 35 38 15 
D09 ナノ領域最先端計測・加工技術 26 24 33 17 
D10 Ｘ線自由電子レーザーの開発・共用 5 4 27 65 
＜専門度の目安＞ 
大 ：現在、関連した研究または業務に従事している等により、専門的知識を持っている 
中 ：過去に、関連した研究または業務に従事したことがある。あるいは、隣接分野の研究または業務に従事して
いる等により、専門的知識をある程度持っている 
小 ：関連した専門的な本や文献を読んだり、専門家の話を聞いたりしたことがある 
なし ：専門的知識はない 
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②戦略重点科学技術の現状 
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図表2-3-14 
 
本分野の10の戦略重点科学技術の中で、日本が活発に研究を行っているのは、高いものから順に「先端
的エレクトロニクス（D05）」、「クリーンエネルギー材料技術（D01）」、「計測・加工技術（D09）」であった。逆に
最も活発でないのは、「社会受容のための研究（D07）」で、次いで「希少資源・不足資源代替技術（D02）」で
あることが示された。 
 
（自由記述より） 
・ 活発であるが成果に乏しい。 
・ X 線自由電子レーザーの将来性が明確ではない（何のために必要なのか、どのような基礎科学への貢
献、産業応用が見込まれるのかなど）。開発人材の不足、技術的問題の先進国と共同での解決の必要
性など。 
 
（参考）（1あまり活発ではない⇔6かなり活発である） 
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問34．下記の戦略重点科学技術の実現につながるような研究は、現在、我が国では活発ですか。 
 ＊ここでの「活発」とは、該当する戦略重点科学技術に関連する研究において、研究者数、学会等の発表
件数、研究費の額などの増加が目立つことを意味する。 
  （あまり活発ではない⇔かなり活発である） 
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③戦略重点科学技術の実現に向けての取り組み 
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20%
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80%
100%
D1 D2 D3 D4 D5 D6 D7 D8 D9 D10
1人材
2産学官連携
3分野間連携
4研究開発基盤
5研究開発資金
6国際展開
7規制緩和
8規制強化
 
図表2-3-15 「1位のみの回答の割合(%)」 
 
 
10の戦略重点科学技術の実現に向けて、全ての項目において人材の育成と確保が第一位となった。前
設問（問34）において最も活発度が高いとされた「先端的エレクトロニクス（D05）」では、人材育成と並んで産
学官連携強化の必要性が強く出ている。同様に活発度の高かった「クリーンエネルギー材料技術（D01）」も、
産学官連携の必要性が現れている。分野間の連携強化という観点では、「ナノバイオ・医療技術（D06）」に
対して高い必要度が示されている。 
 最も活発度の低かった「社会受容のための研究（D07）」は、人材育成や産学官連携の必要性に加えて、
国際展開の推進や規制の強化・緩和といった項目が他と比較して高くなっている。また、活発度が二番目に
低かった「希少資源・不足資源代替技術（D02）」では、際立った特徴は出ていない。 
 
 
 
 
問 35．戦略重点科学技術の実現に向けて、現在、我が国で必要な取り組みは何ですか。戦略重点科学技術
ごとに、必要度が高い順に項目を３つまで選び、その番号をご記入ください。 
1. 人材育成と確保 
2. 産学官の連携強化  
3. 分野間の連携強化 
4. 研究開発基盤の整備  
5. 研究開発資金の拡充  
6. 国際展開の推進  
7. 関連する規制の緩和・廃止  
8. 関連する規制の強化・新設  
１位（  ）、2 位（  ）、3 位（  ） 
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（自由記述より） 
・ ナノテクノロジーで何が成果で、何が無意味であったか分析・反省する組織が必要。 
・ 何が重要課題であるのか充分に検討する必要があり、「産学官の連携」は必要不可欠である。 
・ 人材、資金、規制緩和が重要である。 
 
 
 
（参考）回答順位で重み付けして集計したもの（21ページ参照） 
0%
20%
40%
60%
80%
100%
D01 D02 D03 D04 D05 D06 D07 D08 D09 D10
1人材育成と確保
2産学官の連携強化
3分野間の連携強化
4研究開発基盤の整備
5研究開発資金の拡充
6国際展開の推進
7関連する規制の緩和・廃止
8関連する規制の強化・新設
 
 
 
（参考） 
戦略重点科学技術 
D01 クリーンなエネルギーの飛躍的なコスト削減を可能とする革新的材料技術 
D02 資源問題解決の決定打となる希少資源・不足資源代替材料革新技術 
D03 生活の安全・安心を支える革新的ナノテクノロジー・材料技術 
D04 イノベーション創出の中核となる革新的材料技術 
D05 デバイスの性能の限界を突破する先端的エレクトロニクス 
D06 超早期診断と低侵襲治療の実現と一体化を目指す先端的ナノバイオ・医療技術 
D07 ナノテクノロジーの社会受容のための研究開発 
D08 イノベーション創出拠点におけるナノテクノロジー実用化の先導革新研究開発 
D09 ナノ領域最先端計測・加工技術 
D10 Ｘ線自由電子レーザーの開発・共用 
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④戦略重点科学に関連する日本の研究水準 
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図表2-3-16 
 
 
本分野の10の戦略重点科学技術の中で、世界トップ国と比較した日本の研究水準は、高いものから順に
「先端的エレクトロニクス（D05）」、「クリーンエネルギー材料技術（D01）」、「計測・加工技術（D09）」であり、
問34における研究の活発度と同様な結果が示された。 
 
 
 
（自由記述より） 
・ 相対的には高い水準にあると思うが、将来には不安がある。 
・ 連携を深めるために、産業界からの要請・意見を研究者に公開すべきである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
問36．下記の戦略重点科学技術において、これらに関連する日本の研究の水準は、世界のトップ国と比較し
てどうですか。（低い⇔高い） 
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（参考）6段階選択の結果（1低い⇔6高い） 
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（参考） 
戦略重点科学技術 
D01 クリーンなエネルギーの飛躍的なコスト削減を可能とする革新的材料技術 
D02 資源問題解決の決定打となる希少資源・不足資源代替材料革新技術 
D03 生活の安全・安心を支える革新的ナノテクノロジー・材料技術 
D04 イノベーション創出の中核となる革新的材料技術 
D05 デバイスの性能の限界を突破する先端的エレクトロニクス 
D06 超早期診断と低侵襲治療の実現と一体化を目指す先端的ナノバイオ・医療技術 
D07 ナノテクノロジーの社会受容のための研究開発 
D08 イノベーション創出拠点におけるナノテクノロジー実用化の先導革新研究開発 
D09 ナノ領域最先端計測・加工技術 
D10 Ｘ線自由電子レーザーの開発・共用 
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(5)エネルギー分野 
①回答者の戦略重点科学技術の専門度 
 
図表2-3-17 
専門度（回答者の割合％）  
戦略重点科学技術 大 中 小 なし 
E01 エネルギーの面的利用で飛躍的な省エネの街を実現す
る都市システム技術 
5 19 33 42 
E02 実効性のある省エネ生活を実現する先進的住宅・建築物
関連技術 
7 16 31 46 
E03 便利で豊かな省エネ社会を実現する先端高性能汎用デ
バイス技術 
7 18 33 42 
E04 究極の省エネ工場を実現する革新的素材製造プロセス
技術 
8 23 27 42 
E05 石油を必要としない新世代自動車の革新的中核技  
   術 
11 26 34 30 
E06 石油に代わる自動車用新液体燃料(GTL)の最先端製造
技術 
13 10 26 51 
E07先端燃料電池システムと安全な革新的水素貯蔵・輸送技
術 
20 28 26 26 
E08 太陽光発電を世界に普及するための革新的高効率化・
低コスト化技術 
7 23 37 33 
E09 電源や利用形態の制約を克服する高性能電力貯蔵技術 9 20 30 41 
E10 クリーン・高効率で世界をリードする石炭ガス化技術 9 11 35 46 
E11 安全性・経済性に優れ世界に普及する次世代軽水炉の
実用化技術 
7 14 25 54 
E12 高レベル放射性廃棄物等の処分実現に不可欠な地層処
分技術 
6 13 28 53 
E13 長期的なエネルギーの安定供給を確保する高速増殖炉
(FBR)サイクル技術 
9 12 25 54 
E14 国際協力で拓く核融合エネルギー：ITER 計画 6 9 27 58 
＜専門度の目安＞ 
大 ：現在、関連した研究または業務に従事している等により、専門的知識を持っている 
中 ：過去に、関連した研究または業務に従事したことがある。あるいは、隣接分野の研究または業務に従事して
いる等により、専門的知識をある程度持っている 
小 ：関連した専門的な本や文献を読んだり、専門家の話を聞いたりしたことがある 
なし ：専門的知識はない 
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②戦略重点科学技術の現状 
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図表2-3-18 
 
「省エネ実現都市システム技術(E01)」～「革新的素材製造プロセス技術(E04)」までは省エネに関する技
術、「石油を必要としない新世代自動車(E05)」～「太陽光発電普及のための革新的高効率化・低コスト化
(E08)」までは新エネに関する技術と考えられる。 
研究の活発度では、新エネの方が省エネに比べて高いことが示された。「軽水炉(E11)」～「ITER 計画
(E14)」までの原子力関係は、新エネおよび省エネに比べて、活発度は低いという結果が示された。 
 
（自由記述より） 
・ これらの革新的技術は、法規制と深く関連しており、税以外での法規制と技術開発との関連をシミュレ
ーションする必要がある。 
・ 要素技術研究は活発だが、システム化、総合化が不充分。技術マネジメントはさらに不充分。総合的社
会システムについて社会全体を一貫して考える部門がない。 
 
（参考）6段階選択の結果（1あまり活発ではない⇔6かなり活発である） 
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問34．下記の戦略重点科学技術の実現につながるような研究は、現在、我が国では活発ですか。 
 ＊ここでの「活発」とは、該当する戦略重点科学技術に関連する研究において、研究者数、学会等
の発表件数、研究費の額などの増加が目立つことを意味する。 
   （あまり活発ではない⇔かなり活発である） 
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③戦略重点科学技術の実現に向けての取り組み 
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1人材
2産学官連携
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4研究開発基盤
5研究開発資金
6国際展開
7規制緩和
8規制強化
 
図表2-3-19 「1位のみの回答の割合(%)」 
 
 
「省エネ実現都市システム技術(E01)」～「革新的素材製造プロセス技術(E04)」の省エネ全てにおいて「産
学官の連携強化」の必要度が高く示されている。この内、原データ（参考図参照）で必要度の１位に回答し
た割合で目立つのは、「関連する規制の緩和・廃止」であり、「省エネ実現都市システム技術(E01)」と「先進
的住宅・建築物関連技術(E02)」で最も多くなっている。 
「石油を必要としない新世代自動車(E05)」～「太陽光発電普及のための革新的高効率化・低コスト化
(E08)」の新エネでは、「産学連携」と「研究開発資金の拡充」の割合が多いことが示された。 
「軽水炉(E11)」～「高速増殖炉サイクル技術(E13)」までは原子力であり、「人材育成と確保」の割合が多い
ことが示された。 
 
 
（自由記述より） 
・ 人材育成は、共通の課題である。 
・ 国や自治体レベルでの総合的エネルギー有効利用システムの最適化政策の立案と実行という「官のリ
問 35．戦略重点科学技術の実現に向けて、現在、我が国で必要な取り組みは何ですか。戦略重点科学技術
ごとに、必要度が高い順に項目を３つまで選び、その番号をご記入ください。 
1. 人材育成と確保 
2. 産学官の連携強化  
3. 分野間の連携強化 
4. 研究開発基盤の整備  
5. 研究開発資金の拡充  
6. 国際展開の推進  
7. 関連する規制の緩和・廃止  
8. 関連する規制の強化・新設  
１位（  ）、2 位（  ）、3 位（  ） 
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ーダーシップ」や、民間の差別化技術の社会的にみたエネルギー有効利用への貢献度の可視化とそ
の改善という「民の競争進捗の可視化」も重要である。 
 
 
（参考）回答順位で重み付けして集計したもの（21ページ参照） 
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E01 E02 E03 E04 E05 E06 E07 E08 E09 E10 E11 E12 E13 E14
1人材育成と確保
2産学官の連携強化
3分野間の連携強化
4研究開発基盤の整備
5研究開発資金の拡充
6国際展開の推進
7関連する規制の緩和・廃止
8関連する規制の強化・新設
 
 
 
（参考） 
戦略重点科学技術 
E01 エネルギーの面的利用で飛躍的な省エネの街を実現する都市システム技術 
E02 実効性のある省エネ生活を実現する先進的住宅・建築物関連技術 
E03 便利で豊かな省エネ社会を実現する先端高性能汎用デバイス技術 
E04 究極の省エネ工場を実現する革新的素材製造プロセス技術 
E05 石油を必要としない新世代自動車の革新的中核技術 
E06 石油に代わる自動車用新液体燃料(GTL)の最先端製造技術 
E07 先端燃料電池システムと安全な革新的水素貯蔵・輸送技術 
E08 太陽光発電を世界に普及するための革新的高効率化・低コスト化技術 
E09 電源や利用形態の制約を克服する高性能電力貯蔵技術 
E10 クリーン・高効率で世界をリードする石炭ガス化技術 
E11 安全性・経済性に優れ世界に普及する次世代軽水炉の実用化技術 
E12 高レベル放射性廃棄物等の処分実現に不可欠な地層処分技術 
E13 長期的なエネルギーの安定供給を確保する高速増殖炉(FBR)サイクル技術 
E14 国際協力で拓く核融合エネルギー：ITER 計画 
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④戦略重点科学に関連する日本の研究水準 
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図表2-3-20 
 
 
総じて、日本の研究水準は高いという回答が示された。最も研究水準が高いと回答されたのは、「太陽光
発電普及のための革新的高効率化・低コスト化(E08)」、次いで「石油を必要としない新世代自動車(E05)」で
あった。 
「軽水炉(E11)」～「高速増殖炉サイクル技術(E13)」までの原子力関係は、問34では省エネや新エネに比
べて研究の活発度は高くなかったが、日本の研究水準は高いという回答が示された。 
 
 
（自由記述より） 
・ 研究水準の高さが研究の段階、質と対応しないので、それぞれが基礎、応用、実用化のどの段階にあ
るのかを明確にしてから回答するのが妥当。 
・ 個々の技術レベルより、それを集大成した社会システムに関して縦割り行政ゆえに、非常に効率が悪
い。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
問 36．下記の戦略重点科学技術において、これらに関連する日本の研究の水準は、世界のトップ国と比
較してどうですか。（低い⇔高い） 
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（参考）6段階選択の結果（1低い⇔6高い） 
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
3
3
3
3
3
3
3
3
3
3
3
3
3
3
4
4
4
4
4
4
4
4
4
4
4
4
4
4
5
5
5
5
5
5
5
5
5
5
5
5
5
5
6
6
6
6
6
6
6
6
6
6
6
6
6
6
0% 20% 40% 60% 80% 100%
E14
E13
E12
E11
E10
E9
E8
E7
E6
E5
E4
E3
E2
E1
 
 
（参考） 
戦略重点科学技術 
E01 エネルギーの面的利用で飛躍的な省エネの街を実現する都市システム技術 
E02 実効性のある省エネ生活を実現する先進的住宅・建築物関連技術 
E03 便利で豊かな省エネ社会を実現する先端高性能汎用デバイス技術 
E04 究極の省エネ工場を実現する革新的素材製造プロセス技術 
E05 石油を必要としない新世代自動車の革新的中核技術 
E06 石油に代わる自動車用新液体燃料(GTL)の最先端製造技術 
E07 先端燃料電池システムと安全な革新的水素貯蔵・輸送技術 
E08 太陽光発電を世界に普及するための革新的高効率化・低コスト化技術 
E09 電源や利用形態の制約を克服する高性能電力貯蔵技術 
E10 クリーン・高効率で世界をリードする石炭ガス化技術 
E11 安全性・経済性に優れ世界に普及する次世代軽水炉の実用化技術 
E12 高レベル放射性廃棄物等の処分実現に不可欠な地層処分技術 
E13 長期的なエネルギーの安定供給を確保する高速増殖炉(FBR)サイクル技術 
E14 国際協力で拓く核融合エネルギー：ITER 計画 
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(6)ものづくり技術分野 
①回答者の戦略重点科学技術の専門度 
 
図表2-3-21 
専門度（回答者の割合％）  
戦略重点科学技術 大 中 小 なし 
F01 日本型ものづくり技術をさらに進化させる、科学に立脚し
たものづくり「可視化」技術 
44 30 16 10 
F02 資源・環境・人口制約を克服し、日本のフラッグシップと
なる、ものづくりのプロセスイノベーション 
27 31 29 14 
＜専門度の目安＞ 
大 ：現在、関連した研究または業務に従事している等により、専門的知識を持っている 
中 ：過去に、関連した研究または業務に従事したことがある。あるいは、隣接分野の研究または業務に従事して
いる等により、専門的知識をある程度持っている 
小 ：関連した専門的な本や文献を読んだり、専門家の話を聞いたりしたことがある 
なし ：専門的知識はない 
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②戦略重点科学技術の現状 
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図表2-3-22 
 
｢可視化技術(F01)｣および｢プロセスイノベーション(F02)｣の2つの戦略重点科学技術で、回答の傾向に差
はなく、研究はやや活発であるという回答が示された。これらは従来から産学双方で重要な課題として取り
組まれていることを考えると、「活発であるとの回答が少ない」という見方もできる。 
 
（自由記述より） 
・ F01の精密加工技術は盛んだが、データベース、シミュレーションは活発ではない。F02の超精密加工
技術は大変活発。産業用ロボット技術は飽和状態。 
・ プロセスイノベーションについての中国の力の入れ方はすごい。 
・ 知識・経験集約型の産業基礎技術に集約すべきである。 
 
（参考）6段階選択の結果（1あまり活発ではない⇔6かなり活発である） 
1
1
2
2
3
3
4
4
5
5
6
6
0% 20% 40% 60% 80% 100%
F02
F01
 
問34．下記の戦略重点科学技術の実現につながるような研究は、現在、我が国では活発ですか。 
 ＊ここでの「活発」とは、該当する戦略重点科学技術に関連する研究において、研究者数、学会等の
発表件数、研究費の額などの増加が目立つことを意味する。 
   （あまり活発ではない⇔かなり活発である） 
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③戦略重点科学技術の実現に向けての取り組み 
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4研究開発基盤
5研究開発資金
6国際展開
7規制緩和
8規制強化
 
図表2-3-23 「1位のみの回答の割合(%)」 
 
 
戦略重点科学技術の実現のために現在必要な取り組みとして、「人材育成と確保」が40%近くの割合を占
め、他を引き離して最も必要度が高くなっている。次いで必要度の割合が多いのは、「研究開発資金の拡
充」や「産学連携の必要度」であることが示された。 
 
 
 
（自由記述より） 
・ 異分野の人材集結により、人材育成が図られる。 
・ 高付加価値材料を生み出す製造技術や加工技術では、益々、異なる分野の人的交流が必要である。 
・ まずは人材。規制を廃して、良い意味での「日本株式会社」の再構築を目指すことが重要と思われる。 
・ 資金がベースと考える。 
 
 
 
 
問 35．戦略重点科学技術の実現に向けて、現在、我が国で必要な取り組みは何ですか。戦略重点科学技
術ごとに、必要度が高い順に項目を３つまで選び、その番号をご記入ください。 
1. 人材育成と確保 
2. 産学官の連携強化  
3. 分野間の連携強化 
4. 研究開発基盤の整備  
5. 研究開発資金の拡充  
6. 国際展開の推進  
7. 関連する規制の緩和・廃止  
8. 関連する規制の強化・新設  
１位（  ）、2 位（  ）、3 位（  ） 
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（参考）回答順位で重み付けして集計したもの（21ページ参照） 
0%
20%
40%
60%
80%
100%
F01 F02
1人材育成と確保
2産学官の連携強化
3分野間の連携強化
4研究開発基盤の整備
5研究開発資金の拡充
6国際展開の推進
7関連する規制の緩和・廃止
8関連する規制の強化・新設
 
 
（参考） 
戦略重点科学技術 
F01 日本型ものづくり技術をさらに進化させる、科学に立脚したものづくり「可視化」技術 
F02 資源・環境・人口制約を克服し、日本のフラッグシップとなる、ものづくりのプロセスイノベーション
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④戦略重点科学に関連する日本の研究水準 
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図表2-3-24 
 
 
世界のトップ国と比較した「可視化技術(F01)」、「プロセスイノベーション(F02)」の日本の研究水準は、や
や高い程度であることが示された。原データ（参考図参照）を見ても、6段階の5, 6の回答は F01「可視化技
術(F01)」、「プロセスイノベーション(F02)」共に、25%程度である。「可視化技術(F01)」において重要な計測シ
ステムは欧米の研究成果を活用している場合が多いこと、「プロセスイノベーション(F02)」の種が欧米から創
られたケースが多いことなど、欧米の水準が高い技術が本分野に多数含まれているために、平均化すると
日本の研究水準はあまり高く示されなかったと考えられる。   
 
 
 
（自由記述より） 
・ ものづくりの現場におけるノウハウ、BLACK BOX の定式化などの技術は世界トップクラスである。一方、
省資源、環境汚染、産業廃棄物問題は大企業中心に世界水準に達しているが、全体を通したプロセス
改善への試みは遅れている。 
・ 日本がどのような国を目指すのかビジョンが必要。 
・ ものづくりの現場の声を吸い上げるシステム構築が必要。 
・ 個々に強い技術もあるが、異分野間での連携が研究分野ではうまくいっていない。産業界でのものづ
くりの強さは、横の連携の強さである。 
・ 研究が実用化に結びつかない。 
 
 
 
問36．下記の戦略重点科学技術において、これらに関連する日本の研究の水準は、世界のトップ国と比較し
てどうですか。（低い⇔高い） 
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（参考）6段階選択の結果（1低い⇔6高い） 
1
1
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4
5
5
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6
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（参考） 
戦略重点科学技術 
F01 日本型ものづくり技術をさらに進化させる、科学に立脚したものづくり「可視化」技術 
F02 資源・環境・人口制約を克服し、日本のフラッグシップとなる、ものづくりのプロセスイノベーション
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(7)社会基盤分野 
①回答者の戦略重点科学技術の専門度 
 
図表2-3-25 
専門度（回答者の割合％）  
戦略重点科学技術 大 中 小 なし 
G01 減災を目指した国土の監視・管理技術 36 28 22 14 
G02 現場活動を支援し人命救助や被害拡大を阻止する新技
術 
6 27 38 30 
G03 大更新時代・少子高齢化社会に対応した社会資本・都市
の再生技術 
14 21 32 32 
G04 新たな社会に適応する交通・輸送システム新技術 18 22 25.0 35 
＜専門度の目安＞ 
大 ：現在、関連した研究または業務に従事している等により、専門的知識を持っている 
中 ：過去に、関連した研究または業務に従事したことがある。あるいは、隣接分野の研究または業務に従事して
いる等により、専門的知識をある程度持っている 
小 ：関連した専門的な本や文献を読んだり、専門家の話を聞いたりしたことがある 
なし ：専門的知識はない 
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②戦略重点科学技術の現状 
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図表2-3-26 
 
従来から大規模な公共投資が行われてきた「国土の監視・管理技術(G01)」や民を含めて継続的な整備
が行われてきた「交通・輸送システム新技術(G04)」の研究は活発であることが示された。一方、今後整備が
進めるであろう「人命救助や被害拡大阻止技術(G02)」、「社会資本・都市再生技術(G03)」は、活発とも活発
でないとも言えないという回答が示された。 
 
（自由記述より） 
・ G03は社会科学の分野との連携強化が重要である。 
・ G04では交通システムの速さや性能をうたっているが、事故を生じないシステムを設計することが世界
に役立つシステムの開発である。速度を制限した交通システムの開発は、人命優先システムとして世界
に先んじる。 
 
（参考）6段階選択の結果（1あまり活発ではない⇔6かなり活発である） 
1
1
1
1
2
2
2
2
3
3
3
3
4
4
4
4
5
5
5
5
6
6
6
6
0% 20% 40% 60% 80% 100%
G04
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G02
G01
 
問34．下記の戦略重点科学技術の実現につながるような研究は、現在、我が国では活発ですか。 
 ＊ここでの「活発」とは、該当する戦略重点科学技術に関連する研究において、研究者数、学会等の発表
件数、研究費の額などの増加が目立つことを意味する。 
  （あまり活発ではない⇔かなり活発である） 
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③戦略重点科学技術の実現に向けての取り組み 
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7規制緩和
8規制強化
 
図表2-3-27 「1位のみの回答の割合(%)」 
 
 
4つの戦略重点科学技術全てにおいて、「人材育成と確保」の必要度が最も高いことが示された。また、
「国土の監視・管理技術(G01)」および「交通・輸送システム新技術(G04)」では、人材に次いで「研究開発資
金の拡充」の必要度が高いことが示された。 
 
（自由記述より） 
・ 経済的な規制は、緩和・廃止が必要で、自由競争を可能な限り入れることが良い。しかし、環境や都市
計画、国土管理などには規制の強化が必要なものが多い。法律系がしっかりしていないために、研究
の実用化などにうまくいかない面がみられる。 
・ 新規性のある開発に資金が重点されてきた結果、現状基盤を維持する十分な技術者が不足し、かつ大
学での教育も欠落してきている。 
・ 特に長期的視点からみた人材育成が重要であり、そのためにも産学官の連携強化による研究の活性
化と研究員が研究活動を効率的に実施するための資金拡充が必要である。 
問 35．戦略重点科学技術の実現に向けて、現在、我が国で必要な取り組みは何ですか。戦略重点科学技術
ごとに、必要度が高い順に項目を３つまで選び、その番号をご記入ください。 
1. 人材育成と確保 
2. 産学官の連携強化  
3. 分野間の連携強化 
4. 研究開発基盤の整備  
5. 研究開発資金の拡充  
6. 国際展開の推進  
7. 関連する規制の緩和・廃止  
8. 関連する規制の強化・新設  
１位（  ）、2 位（  ）、3 位（  ） 
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（参考）回答順位で重み付けして集計したもの（21ページ参照） 
0%
20%
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80%
100%
G01 G02 G03 G04
1人材育成と確保
2産学官の連携強化
3分野間の連携強化
4研究開発基盤の整備
5研究開発資金の拡充
6国際展開の推進
7関連する規制の緩和・廃止
8関連する規制の強化・新設
 
 
 
（参考） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
戦略重点科学技術 
G01 減災を目指した国土の監視・管理技術 
G02 現場活動を支援し人命救助や被害拡大を阻止する新技術 
G03 大更新時代・少子高齢化社会に対応した社会資本・都市の再生技術 
G04 新たな社会に適応する交通・輸送システム新技術 
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④戦略重点科学に関連する日本の研究水準 
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図表2-3-28 
 
 
「国土の監視・管理システムに関する技術(G01)」の世界のトップ国と比較した日本の研究水準は、高いこ
とが示された。「交通・輸送(G04)」や「人命救助や被害拡大阻止技術(G02)」はやや高いことが示された。 
 
 
（自由記述より） 
・ 研究が実用化に結びつかないことが欠点。 
・ 世界に比べて劣っていると思わないが、逆に世界トップを走っているとも思えない。 
・ 本分野における日本の研究の水準は、特に地震観測関係など世界的に見て高いものが多い。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
問 36．下記の戦略重点科学技術において、これらに関連する日本の研究の水準は、世界のトップ国と比
較してどうですか。（低い⇔高い） 
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（参考）6段階選択の結果（1低い⇔6高い） 
1
1
1
1
2
2
2
2
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3
3
3
4
4
4
4
5
5
5
5
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6
6
6
0% 20% 40% 60% 80% 100%
G04
G03
G02
G01
 
 
 
（参考） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
戦略重点科学技術 
G01 減災を目指した国土の監視・管理技術 
G02 現場活動を支援し人命救助や被害拡大を阻止する新技術 
G03 大更新時代・少子高齢化社会に対応した社会資本・都市の再生技術 
G04 新たな社会に適応する交通・輸送システム新技術 
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 (8)フロンティア分野 
①回答者の戦略重点科学技術の専門度 
 
図表2-3-29 
専門度（回答者の割合％）  
戦略重点科学技術 大 中 小 なし 
H01 信頼性の高い宇宙輸送システム 14 31 19 36 
H02 衛星の高信頼性・高機能化技術 20 23 31 27 
H03 海洋地球観測探査システム（うち、次世代海洋探査技
術） 
11 27 26 36 
H04 外洋上プラットフォーム技術 10 10 27 54 
＜専門度の目安＞ 
大 ：現在、関連した研究または業務に従事している等により、専門的知識を持っている 
中 ：過去に、関連した研究または業務に従事したことがある。あるいは、隣接分野の研究または業務に従事して
いる等により、専門的知識をある程度持っている 
小 ：関連した専門的な本や文献を読んだり、専門家の話を聞いたりしたことがある 
なし ：専門的知識はない 
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②戦略重点科学技術の現状 
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図表2-3-30 
 
「外洋上プラットフォーム技術(H04)」に対する活発度が他と比較して低レベルになっているが、これは、
他の戦略重点科学技術が既に実証や実験の段階にあるのに対し、H04が第3期科学技術基本計画中の要
素技術の確立を目指しているなど、研究の段階の違いによるところが大きいものと分析できる。H01および
H02は、「より多くの大学が自由に参入できるような環境整備と予算支援制度を充実させる必要がある」という
意見があり、今後の研究環境の整備によって活発化を図る余地があることが伺える。ロケットについては、
「学会等で発表できないことも多い」という意見があり、今後、安全保障に対する宇宙開発の役割の拡大が
見込まれる中、機密部分を保持しつつ、いかにオープンな研究環境を維持発展させるかが課題になる。 
 
（自由記述より） 
・ H04が活発でない原因は、産業ニーズと無関係に進められているからではないか。 
・ H01は旧来技術で公共事業を行うためのものと思われる。なぜ日本は文字通りのフロンティアとしての
宇宙工学を重点課題にしないのか。 
・ H01、H02はより多くの大学が自由に参入できるような環境整備と予算支援制度を充実させることが必要
と考える。 
・ H01、H02は学会等で公表できないことも多いため、本当に機密を要することを除いてもっとオープン
にしていく方が発展につながる。 
 
（参考）6段階選択の結果（1あまり活発ではない⇔6かなり活発である） 
1
1
1
1
2
2
2
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3
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問34．下記の戦略重点科学技術の実現につながるような研究は、現在、我が国では活発ですか。 
 ＊ここでの「活発」とは、該当する戦略重点科学技術に関連する研究において、研究者数、学会等の発表
件数、研究費の額などの増加が目立つことを意味する。 
   （あまり活発ではない⇔かなり活発である） 
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③戦略重点科学技術の実現に向けての取り組み 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
0%
20%
40%
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80%
100%
H01 H02 H03 H04
1人材
2産学官連携
3分野間連携
4研究開発基盤
5研究開発資金
6国際展開
7規制緩和
8規制強化
 
図表2-3-31 「1位のみの回答の割合(%)」 
 
 
戦略重点科学技術の実現のために現在必要な取り組みとして、「研究開発資金の拡充」に加えて、「人材
育成と確保」の必要度が高いことが示された。特に、「海洋地球観測探査システム(H03)」において、「人材育
成と確保」の必要度が他の重点科学技術と比較して最も大きな割合であることが示された。 
 
 
（自由記述より） 
・ 人材の活用とコミュニケーションが最重要である。 
・ H03, H04は既に異業種との連携に実績がある。H01は新しい技術を生まない H-IIA, B, ISS をやり続け
る限り暗い。目標の設定が必要。H02は深宇宙を目指せば、さらに伸びる。 
 
 
 
 
問 35．戦略重点科学技術の実現に向けて、現在、我が国で必要な取り組みは何ですか。戦略重点科学技術
ごとに、必要度が高い順に項目を３つまで選び、その番号をご記入ください。 
1. 人材育成と確保 
2. 産学官の連携強化  
3. 分野間の連携強化 
4. 研究開発基盤の整備  
5. 研究開発資金の拡充  
6. 国際展開の推進  
7. 関連する規制の緩和・廃止  
8. 関連する規制の強化・新設  
１位（  ）、2 位（  ）、3 位（  ） 
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（参考）回答順位で重み付けして集計したもの（21ページ参照） 
0%
20%
40%
60%
80%
100%
H01 H02 H03 H04
1人材育成と確保
2産学官の連携強化
3分野間の連携強化
4研究開発基盤の整備
5研究開発資金の拡充
6国際展開の推進
7関連する規制の緩和・廃止
8関連する規制の強化・新設
 
 
（参考） 
戦略重点科学技術 
H01 信頼性の高い宇宙輸送システム 
H02 衛星の高信頼性・高機能化技術 
H03 海洋地球観測探査システム（うち、次世代海洋探査技術） 
H04 外洋上プラットフォーム技術 
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④戦略重点科学に関連する日本の研究水準 
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図表2-3-32 
 
 
「海洋地球観測探査システム(H03)」の日本の研究水準が世界トップ国に比較してやや高いという結果が
示された。 
一方、「宇宙輸送システム(H01)」の研究水準はやや低いという回答が示された。これは、無人ロケット開
発においては世界トップの水準に追いついたものの、信頼性やコストの面で課題を有し、また有人宇宙輸
送をリードする米国やロシアに加え、中国が自国ロケットによる世界３番目の有人打ち上げ国となったことも
あり、我が国の宇宙輸送技術の存在感が低下傾向にあることが背景にあると考察できる。 
 
 
（自由記述より） 
・ 一部は世界最先端であるが、全体的には研究者の量は極めて少なく、質を維持向上する仕組みが不
充分である。 
・ 日本は研究でとまることが多いが、世界のトップ国は研究を実用化に結びつけ、実用化の中で進化さ
せ、さらなる競争力強化につなげている。 
・ H01と H02のトップ国は米国。米国と比較するより、欧州で連合している ESA、国策として強力に進めて
いる中国と比較しどう対処していくかが重要。 
・ 海洋地球観測探査システムは「ちきゅう」の建造もあり、世界のトップレベルにある。ただし、システムを
運用する多くの優れた人材の育成が緊急の課題である。 
 
 
 
問36．下記の戦略重点科学技術において、これらに関連する日本の研究の水準は、世界のトップ国と比較し
てどうですか。（低い⇔高い） 
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（参考）6段階選択の結果（1低い⇔6高い） 
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（参考） 
戦略重点科学技術 
H01 信頼性の高い宇宙輸送システム 
H02 衛星の高信頼性・高機能化技術 
H03 海洋地球観測探査システム（うち、次世代海洋探査技術） 
H04 外洋上プラットフォーム技術 
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2.4. 本調査全体に関するご意見 
 
 
 
代表的なご意見等を下記に示した。 
 
（調査方法について） 
・ アンケートはｗｅｂで回答できるようにしてもらいたい。 
 
（回答方法について） 
・ 1～6段階の選択となっているが、その基準があいまいで、記入に迷う。もう少し基準を明示していただ
きたい。 
・ 評価で“低くも高くもない”の中間を設定すべき。3と4がどのような意味として、とらえられるか不明。5階
段でいいのでは？ 
・ 適切に判断出来ない問には、○でなく△をつけることにするなどの工夫が必要だと思う。 
 
（設問について） 
・ 研究と開発、科学と技術の言葉の定義があいまいで、設問に答えにくい場合があった。 
・ 基礎的な研究を重点的に行なっている研究者にとって本アンケートの“技術”という言葉に戸惑いを感
じた。 
・ 「科学」、「技術」、「研究」という用語の定義がよく分からないと思いました。今回は、自分の感覚的な区
別で、回答しました。 
・ 質問が重複している様に感じます。設問の並べ方で解消するかもしれませんが。 
 
（調査についての感想） 
・ 全体の調査ボリュームが多過ぎる。 
・ 分野内でも非専門があり、答えにくいところがある。 
・ それぞれの分野別に国内と国外を比較しての代表的な研究事例の提示と簡潔なレビューがアンケート
の際の参考資料として必要ではないか。 
・ 先ず信頼するに足る基本情報を提示し、それについて回答させるような方式でなければ、有益なアン
ケート結果は得られないと思う。 
・ 分野が多岐に渡るため、個別議論は良いが、全体を総括して評価するのは難点あり。 
・ 調査結果をどのように具体化するかが問題であると思います。 
・ この種の調査では、スイスの IMD（戦略研究所）アメリカの Battele や SRI が定評ありますのでレポートを
参考にしてみて下さい。 
 
（調査結果への要望） 
・ 現在、大学の助手相当の研究者がポストの削減、任期制の導入などにより急速に空洞化している。行
政レベルでの対応も必要と考えられ、このような調査が反映されることを希望している。 
・ 本調査結果を具体的にどのように生かそうと考えられているのか知りたい。たとえば問３６で、その分野
の日本の水準が低いと判断された場合、今後その分野を強化するのか？あるいはその分野はあきらめ
て強い分野をさらに強化するのか？、等。 
・ 質問内容は概ね適切だが、そもそもの重点科学技術課題がどういう経緯で選抜されたのかもっと背景
情報がわかれば、より適正な回答ができたかも知れない。また各分野の回答人数、立場などの統計も
問37．本調査全体に関して、もしあれば、ご意見をご自由にお書きください。 
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明示した集計を行い、次回の重点テーマを決める際の参考にしてほしい。 
・ アンケート結果を科学技術政策に反映して頂けるように強く希望する。 
 
（今後の調査への要望） 
・ 次回は、現場技術者の声を聞いてみてはどうか。また、地味な分野に目を向けたらどうか。 
・ アンケートだけでは不十分。適当な時点でディスカッションの場を設けるべき。（分野共通と分野別の2
通り必要かもしれない） 
・ 良く考えられている調査項目だとの印象である。ただし、具体的政策の実行に直接かかわるものも多く
（例えば問35）、選択肢にないものをどのようにとり出すか。あるいは議論の必要のものなど、時間がか
かりそうなものをどのようにひき出すかの工夫が必要だと思う。 
・ この設問で問題点がどの程度クリアに把握できるのだろうか？解析は大変であるが、マークシート的な
調査ではなく、それぞれの分野で感じている問題点をダイレクトに書かせるようなスタイルの方が問題
点の核心に迫れると思う。 
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2.5. まとめ 
2.5.1. 8分野比較 
 
○人材 
(1) 全分野において人材の育成・確保が必要度でトップ、その中でも基礎研究段階の人材が必要とされる 
 分野発展に必要な取り組みとして、全ての分野において「人材の育成と確保」の必要度が最も高かった
（図表2-5-1）。大きく離れた次点として、資金の拡充や研究基盤の整備が選ばれている。次いで、産学官連
携や分野間の連携の強化が続く。 
 また、求められる人材として最も回答が多かったのは、全分野共通で基礎研究段階の人材となった（図表
2-5-2）。次点は分野によって多少異なるが、応用あるいは実用化段階の研究人材、産学官連携関係の人
材などが続く。環境では、環境経済学などの重要性から、人文社会系人材を必要とする意見が一定量の割
合を占める。 
 これらの結果から、分野の発展には人材の育成・確保が重要な課題であり、その中でも基礎研究人材が
最も重要であるという、全分野共通のメッセージが見てとれる。回答者母集団の約6割が大学所属であるた
め、必然的に基礎研究人材の必要度が高くなるという見方もできるが、一方で、企業に属する回答者からも、
基礎研究のできる人材の育成を望む声が自由記述回答には現れている。また、さらに自由記述からは、「基
礎と応用のギャップを埋める人材」、「全体を見通しながら基礎を担える人材」など、研究フェーズの枠にこ
だわらない人材の育成を望む記述も散見された。総合的には、基礎研究を軸とする（基礎の分かる）研究人
材の育成・確保が当面の課題と言えるだろう。 
  
 
分野 
本分野発展に必要度の高い取り組み 
（必要度1位の回答割合の大きいもの） 
ライフ 人材(63%) 資金(15%) 基盤(9%) - 
情報通信 人材(63%) 資金(11%) 産学官(9%) - 
環境 人材(48%) 基盤(14%) 資金(13%) 分野(11%) 
ナノ・材料 人材(59%) 基盤(12%) 資金(11%) 分野(9%) 
エネルギー 人材(58%) 資金(10%) 基盤(9%) 産学官(8%)/規制緩和(8%)
ものづくり 人材(61%) 基盤(12%)/資金(12%) 分野(7%) - 
社会基盤 人材(60%) 基盤(13%) 資金(8%) 産学官(7%) 
フロンティア 人材(49%) 資金(27%) 基盤(11%) - 
図表2-5-1 分野発展に必要な取り組み 
・人材は「人材育成と確保」、産学官は「産学官の連携強化」、分野は「分野間の連携強化」、基盤は「研究開発基盤の整備」、資
金は「研究開発資金の拡充」、規制緩和は「関連する規制の緩和・廃止」。 
・上記以外の選択肢として、「国際展開の推進」、「関連する規制の強化・新設」がある。 
・6%以下の項目は省いた 
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分野 
必要度が高い人材 
（必要度1位の回答割合の大きいもの） 
ライフ 基礎(40%) 実用化(17%) 産学官(16%) - 
情報通信 基礎(43%) 産学官(18%) 実用化(17%)/応用(17%) - 
環境 基礎(40%) 応用(15%)/産学官(15%) 実用化(13%) 人文社会(11%) 
ナノ・材料 基礎(37%) 実用化(19%) 産学官(17%) 応用(14%) 
エネルギー 基礎(40%) 応用(27%) 実用化(14%) 産学官(11%) 
ものづくり 基礎(45%) 実用化(20%) 応用(13%)/産学官(13%) - 
社会基盤 基礎(45%) 産学官(20%) 応用(15%) 実用化(11%) 
フロンティア 基礎(31%) 実用化(28%) 応用(23%) - 
図表2-5-2 研究開発人材 
・基礎は「基礎研究段階の人材」、応用は「応用研究段階の人材」、実用化は「実用化研究段階の人材」、産学官は「産学官連携
を推進する人材（産学連携コーディネーターなど）」、人文社会は「人文社会学系を専門とする人材（制度問題、倫理問題な
ど）」。 
・上記以外の選択肢として、「知的財産の取得・管理・活用部門の人材」がある。 
・10%以下の項目は省いた 
 
(2) 分野間で大きな違いを示す研究開発の人材状況 
2001年頃と比較した、研究開発に関わる人材の状況を図表2-5-3に示す。この設問は分野間で大きな違
いが見られた。 
 
① 重点推進4分野と推進4分野の相違―推進４分野の研究人材は量・質ともに低下傾向が示される 
重点推進4分野と推進4分野でその傾向は分かれている。重点推進4分野の研究者数は、「変化なし」、あ
るいは「やや増加」（ナノ・材料、環境）という回答が示された。研究者の質においては、情報通信で低下傾
向を示したが、その他の3分野では「変化なし」という回答が示された。それに対して、推進4分野は、数・質
共に低下したという回答が示された。トップ研究者数に関しては「変化なし」であったが、それ以外の人材
（後継者から若手まで）については、数・質ともに全て低下傾向が示された。これらの背景として、重点4分野
を定めて重点化するという第2期基本計画の政策の効果が、研究者の数・質の向上に影響を与えたと考える
ことができる。第3期基本計画では、第2期基本計画の重点化政策は継続されているが、重点推進4分野と推
進4分野にある程度のバランスを考慮した重点化政策が打ち出されている。 
 
② 重点推進4分野間の相違―ナノ・材料および環境では研究者数の増加が、情報通信では研究者の質
の低下が示される 
重点推進4分野の中でも傾向は分かれている。ナノ・材料は研究者数の増加が顕著となった。環境にお
いても、ナノ・材料に次ぐ研究者数の増加が見られる。一方で、情報通信では人材の質の低下が示された。
ナノ・材料は、新しく確立された分野という見方ができるので、2001年に新しく分野としてスタートして以来、
研究者は増加傾向であると回答者が見ている可能性が考えられる。情報通信は、ここで示した人材の質の
低下だけではなく、基本特許シェアの減少や、国際競争力の低下（特に対アジア）などもあり、分野内の危
機感が現れている。 
 
③ 全分野において研究人材の質の向上が課題となる 
全ての分野、全ての段階（トップ研究者、後継者、若手）において、人材の質が向上したという見解は見ら
れなかった。2001年ごろと比較してほぼ同等という結果が、ナノ・材料や環境で見られる程度で、あとは全て
低下傾向を示している。 
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研究者 技術者 トップ研究者 若手人材 
（研究者・技術者） 
 
 
分野 数 質 数 質 数 後継者
の育成
数 質 
ライフ 
    
 ×  
情報通信      ×   
環境      ×  
ナノ・材料      △  
エネルギー      ×   
ものづくり      ×   
社会基盤      ×   
フロンティア      ×   
  図表2-5-3 研究者・技術者・若手人材 
 
・数の状況：指数値「6.6以上」を「かなり増えている（ ）」、「5.6以上6.5以下」を「やや増えている（  ）」、「4.5以上5.5以下」を「変
化なし（ ）」、「3.5以上4.4以下」を「やや減っている（  ）」、「3.4以下」を「かなり減っている（  ）」 
・質の状況：指数値「6.6以上」を 「かなり高くなっている（  ）」、「5.6以上6.5以下」を「やや高くなっている（ ）」、「4.5以上5.5以
下」を「変化なし（ ）」、「3.5以上4.4以下」を「やや低くなっている（ ）」、「3.4以下」を「かなり低くなっている（ ）」 
・後継者の育成状況：指数値「6.6以上」を「かなり育っている（◎）」、「5.6以上6.5以下」を「やや育っている（○）」、「4.5以上5.5以
下」を「変化なし（△）」、「3.5以上4.4以下」を「あまり育っていない（×）」、「3.4以下」を「ほとんど育っていない（××）」 
  
 
 
(3) 全分野において異分野からの人材参入が求められる   
全分野において、異分野からの人材の参入が求められる結果となった。研究者数の増加傾向を示すナ
ノ・材料、環境を含む全ての分野において、異分野の研究者の参入に対する必要度は高く、また実際に参
入している度合いは低いという結果が出ている。分野の発展には異分野の人材が不可欠とする強い見解が
現れている。 
 
(4) 若手人材育成に必要度が高い取り組みは、ポスドクや博士課程修了者の就職先の確保と博士課程在学
者の経済的支援である 
 若手人材育成に必要度が高い方策としては、全分野に共通して、ポスドクや博士課程修了者の就職先の
確保、あるいは博士課程在学者への経済的支援が上位を占めた（図表2-5-4）。これらの次に必要度が高
い方策として、海外での研究機会の促進、若手対象の競争的資金の拡充、産業界と大学との交流、若手の
競争的研究資金拡充が示された。自由記述には、理系の生涯賃金が文系に対し劣っていることを懸念する
声や、同じく生涯賃金において博士が修士よりも低くなっているなど、博士号取得者の処遇の低さに関する
自由記述が多くあった。また、就職先の確保という面では、特に地方の大学で（修了後の就職先の不安か
ら）博士課程への進学を勧められないという記述も見られた。 
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分野 
若手人材育成に必要度が高い方策 
（必要度1位の回答割合の大きいもの） 
ライフ ポスドク就職(33%) 博士援助(21%) 若手資金(15%) - 
情報通信 博士援助(23%) ポスドク就職(20%) 博士就職(14%) 若手処遇(12%) 
海外研究(12%) 
環境 ポスドク就職(35%) 博士就職(16%) 博士援助(12%) - 
ナノ・材料 ポスドク就職(29%) 博士就職(23%) 
博士援助(23%) 
- - 
エネルギー ポスドク就職(26%) 
 
博士就職(17%) 
博士援助(17%) 
産学交流(13%) - 
ものづくり 博士就職(22%) ポスドク就職(20%) 博士援助(17%) - 
社会基盤 ポスドク就職(32%) 博士就職(23%) 博士援助(12%) - 
フロンティア ポスドク就職(32%) 博士就職(21%) 博士援助(12%) - 
図表2-5-4 若手人材育成の方策 
・ポスドク就職は「ポストドクターに対する（アカデミックな研究職以外の進路も含めた）就職先の確保」、博士援助は「博士課程
（後期）在学者を対象とした経済的支援の拡充」、博士就職は「博士課程（後期）修了後の就職先の確保」、若手資金は「若手研
究者対象の競争的研究資金の拡充」、若手処遇は「評価に対応した若手の処遇」、産学交流は「大学側の働きかけによる産業
界との幅広い交流の促進」、海外研究は「海外の優れた研究機関での研究機会の促進」を意味する。 
・上記以外の選択肢として、「海外の優れた研究者との交流機会の促進」、「大学院段階における単位認定を前提とした長期の
企業インターンシップの構築の支援」がある。 
・11%以下の項目は省いた。 
 
 
○研究開発資金 
(1) 世界トップレベルの成果を生み出すために「研究者の自由な発想による公募型研究費」拡充が必要 
世界のトップレベルの成果を生み出すために拡充する必要がある研究開発資金は、「研究者の自由な発
想による公募型研究費（科研費など）」（以下「自由発想型研究費」）であることが、フロンティア以外の7分野
において示された（図表2-5-5）。必要とされる研究開発資金のうち、自由発想型研究費を選んだ回答の割
合が40%を超え、次との差が20ポイント以上あるのは、ライフと情報通信であることが示された。 
「政府主導の国家プロジェクト資金（非公募型研究資金）」（以下「政府プロジェクト」）の必要性が他と比べ
て高いとされているのは、フロンティアと社会基盤である。特にフロンティアでは、次に割合が高い「基盤経
費」と比較すると20ポイント以上の差があり、政府主導の国家プロジェクト資金の必要性の高さが明確になっ
ている。一方、エネルギーでは、「政府プロジェクト」と「自由発想型研究費」が同程度に拡充する必要性が
高く、ものづくりでは「基盤経費」と「自由発想型研究費」が同程度であった。 
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分野 
世界トップレベルの成果を生み出すために拡充する必要がある研究開発資金 
（必要度1位の回答割合の大きいもの） 
ライフ 自由発想(48%) 政府プロ(24%) 基盤経費(18%) 
情報通信 自由発想(42%) 政府プロ(22%) - 
環境 自由発想(36%) 政府プロ(28%) 基盤経費(23%) 
ナノ・材料 自由発想(42%) 基盤経費(28%) - 
エネルギー 政府プロ(32%) 自由発想(31%) 基盤経費(19%) 
ものづくり 基盤経費(27%) 自由発想(26%) 政府プロ(21%) 
社会基盤 政府プロ(40%) 自由発想(30%) 基盤経費(26%) 
フロンティア 政府プロ(45%) 基盤経費(23%) 自由発想(22%) 
図表2-5-5 世界トップレベルの成果を生み出すために拡充する必要がある研究開発資金 
・政府プロは「政府主導の国家プロジェクト資金（非公募型研究資金）」、自由発想は「研究者の自由な発想による公募型研究費
（科研費など）」、基盤経費は「基盤的経費による研究資金（運営費交付金など）」を意味する。 
・上記以外の選択肢として、「各省などによる公募型研究費」、「民間からの研究資金」がある。 
・17%以下の項目は省いた。 
 
(2) 政策課題対応型研究開発資金の選択と集中の度合いは、全分野を通じて比較的高い 
政策課題対応型研究開発資金に関する選択と集中の度合いについての回答は、重点推進分野に属す
るライフ、情報通信、ナノ・材料では、この資金の選択と集中の度合いがやや高く現れているが、推進分野
では全体的に中程度である。 
自由記述をみると、「一部の研究者に研究費が集中している」という指摘があり、また「選択と集中が過度
に進むことによって萌芽的研究や基礎研究が手薄になる」という懸念も示された。 
 
(3) 大学や公的研究機関の研究成果が実用化されるまでにおける「制度上の障壁」や「制度の運用上の問
題点」は研究資金において多いことが示された 
「大学や公的研究機関の研究成果が実用化されるまで」において、我が国の制度上の障壁およびその運
用上の問題点を調査した。調査対象は、①研究費などの資金に関するもの（例えば、研究の発展段階に応
じ、持続性を保ちつつ資金支援をすることなど）、②研究人材に関するもの（例えば、国内の人材流動性、
海外から日本への人材流動性など）、③研究成果の実用化や普及に関するもの（例えば、知的財産関連の
制度、政府調達制度など）の3種類である。それぞれに対して「制度上の障壁」と「制度運用上の問題点」と
いう2つの観点から質問した。 
その結果、全8分野で、①～③の全てに対し、「制度上の障壁」および「制度の運用上の問題点」がまだ
多く残っていることが指摘された。特に①の「研究資金」に関して最も多く、その次は②の「人材」であった。
分野別に見ると、ライフ、環境、フロンティアで、「制度上の障壁」および「制度の運用上の問題点」が、まだ
多く残っていることが認識された。 
これらの結果に関して、定点調査委員会の議論において、「現場の研究者や事務担当者などが、様々な
施策が実施されていることについてよく知らない場合がある」という事例が示され、施策の情報が現場に充
分に伝わっていないことも、問題であると指摘された。 
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○産学官連携 
(1) 第2期基本計画が目指した「産学官の有機的な連携を促進する」施策は一定の成果を出している 
本調査結果では、産学官連携の活発度は、昨年と比べて8分野全てにおいて上昇しているという回答が
示された。特に、情報通信、ナノ・材料で活発度が上がっていると評価された。 
大学や公的研究機関の研究成果が実用化されるまでの期間は、8分野全てにおいて2001年頃と比べて
やや短くなったと評価されている。学官の成果を産で実用化するためには、それぞれの研究活動の目的や
現状の認識をすり合わせる十分なコミュニケーションが不可欠である。実用化までの期間がやや短くなった
のは、これらが改善されたとの見方もできる。 
以上から、第２期科学技術基本計画が目指した、「セクター間にある見えない壁を取り除き、産学官の有
機的な連携を促進する」施策は、一定の成果を出しているとの見方ができる。 
なお、昨年と比較した産学連携に対する企業の満足度は、全ての分野でほとんど変化なしの結果となっ
た。組織的連携など本格的な産学官連携は最近3ないし4年の取り組みであり、産が満足できる本格的連携
については産学官で模索中ともいえる。自由記述の中にも、「産学官連携の取り組みは進み出したが、成果
を出せる仕組みを見出すのは今後の課題である」との主旨の記述が幾つかあった。 
 
(2) 今後の産学官連携については基礎研究段階を重視すべきとする傾向が認められる 
産学官連携の研究段階を基礎・応用・実用化に分け、「本来中心であるべき段階」と「現在活発な段階」が
どれかを聞いた（図表2-5-6）。 
8分野全体の傾向を見ると、産学官連携において「現在活発である段階」と「本来中心であるべき段階」が
概ね一致する分野と大きく異なる分野に分かれた。ほぼ一致しているのは、フロンティア、エネルギーの2分
野、概ね一致しているのは、ライフおよび社会基盤である。 
基礎研究段階について、「本来は現状よりより高い比率であるべき」とする考え方が特に強く出ているの
は、情報、環境、ものづくりである。逆に言えば、これらの分野では、現状では「実用化段階の研究の比率が
高すぎる」と考えられていると見ることができる。全8分野の傾向として、フロンティア以外の７分野で「今後は
基礎研究段階の産学官連携を強化すべき」とされていることが注目される。 
「現在活発である段階」と「本来中心であるべき段階」の差が顕著であったのは、ものづくりであることが示
された。ものづくりの産学官連携は、「短期的成果を求めるような研究のみでなく、次の革新的技術の
シーズを生み出すような基礎研究を重視すべきである」という考え方が示されている。 
多くの分野において、「本来中心であるべき段階」として応用研究段階を取り上げる意見は、「現在活発な
段階」として応用を取り上げる意見と同程度か多くなっている。しかし、ナノ・材料と環境の2分野においては、
応用研究段階を「本来中心であるべき」と考える回答がむしろ少ないという特徴がある。 
フロンティアは「現在活発な段階」と「本来中心であるべき段階」の回答がほぼ一致している。フロンティア
分野では個々のプロジェクトが大型で、長期的計画全体とともに細部の工程が明確に設計されることが多い。
そのため産学官連携も計画全体を踏まえて具体的に実施されているので、このような一致が認められると考
えられる。 
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ライフ
0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
基礎 応用 実用
情報
基礎 応用 実用
環境
基礎 応用 実用
ナノ・材料
基礎 応用 実用
エネルギー
0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
基礎 応用 実用
ものづくり
基礎 応用 実用
社会基盤
基礎 応用 実用
フロンティア
基礎 応用 実用
　●　本来中心であるべき段階
　▲　現在活発な段階
 
図表2-5-6 産学官連携で現在活発な段階と本来中心であるべき段階 
・複数回答である。回答件数の割合(%)で示した。 
・▲は「現在活発な段階」と●は「本来中心であるべき段階」を示す。 
・表中の基礎は「基礎研究の段階」、応用は「応用研究の段階」、実用は「実用化研究の段階」。 
 
 
○日本の科学技術水準と産業の国際競争力 
 (1)環境及びフロンティアを除く6分野で、欧米と比較した日本の科学水準は、5年後低下すると懸念される。 
現在の日本の科学水準は、ものづくり、ナノ・材料、社会基盤においては、対米・対欧ともにやや高いとす
る回答結果となっている。しかし、5年後では、環境とフロンティアにおいて対米・対欧で水準の上昇が示さ
れた以外、6分野で科学水準が相対的に低下するという回答結果が得られた。6分野ともに対米よりも対欧で
の低下が大きく、欧州の科学水準が今後高まると考えられていることが、図表2-5-7から見て取れる。 
特に、エネルギーの対欧での低下の割合が大きくなっており、自由記述でも「欧州の研究のペースが速
い」ことに対する危機感が現れている。但し、原子力、核融合など個々の領域では日本が高いレベルにある
ものも少なくなく、当該分野全般に亘って低下傾向にあると結論付けるのは短絡的である。この点は他の分
野でも同様であり、慎重に見極める必要がある。 
ナノ・材料も図表からは比較的優位にあることが見て取れるが、これについては分野として材料が一緒に
なっているためであって、ナノだけ見ると必ずしも優位にはないのではないかといった指摘が定点調査委
員会の中であった。 
その他の傾向として、対米でライフ、情報通信、フロンティアが特に低い水準に留まっていることが注目さ
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れる。 
 
                                       
同等   ←   対アジア   →    高い 
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エネルギー
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フロンティア
 
                           
 
 
 
図表2-5-7 科学の水準 
・矢印の起点が現在、終点が5年後を示す 
   ・10点満点の指数値の中間値5点を0として示す（0は同等） 
 
 
 (2) 技術水準は、対欧、対米ともに科学水準に比べて日本の水準が高いが、5年後にはフロンティアと環境
を除く分野で相対的水準は低下すると考えられている。 
日本の技術水準については、情報通信とフロンティア以外は欧米よりやや高い水準にあることが見て取
れるが、こちらも科学水準と同様、フロンティアと環境を除く6分野で5年後に日本の相対的な技術水準が低
下するとの結果が示された（図表2-5-8）。低下の程度も科学水準の場合より大きく、特にものづくりは、対米、
対欧ともに低下の程度が顕著である。 
情報通信では、自由記述において、「インターネットへの乗り遅れが大きい、ソフトウェアはほとんど米国
産」という意見が示されている。 
ナノ・材料、ものづくり、社会基盤については、科学水準、技術水準ともに同様なレベルにあるが、情報通
信、ライフ、環境、エネルギーについては、科学の水準に対して技術の水準が比較的高く評価されているこ
とが見て取れる。特にエネルギーでは、自由記述として「科学の水準よりも、現場の技術力は圧倒的に高
い」という意見があった。しかし、一方で、「現在の技術水準は、過去の遺産」（エネルギー）とする意見もあり、
5年の間で大きな変動は想定されないものの、長期的な変化には危機意識を持つ研究者・技術者が少なく
無いことが浮き彫りになっている。 
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図表2-5-8 技術の水準 
・矢印の起点が現在、終点が5年後を示す 
    ・10点満点の指数値の中間値5点を0として示す（0は同等） 
 
(3) 現在の米国に対する日本の産業競争力は、ナノ・材料とものづくりで高いが、5年後の競争力低下の割
合が大きい 
ナノ・材料及びものづくりにおける特徴的な点として、5年後の産業競争力の低下の割合が他分野と比較
して大きいことが図表9から見て取れる。ナノ・材料の自由記述には、「若手研究者が育たないと、競争力は
間違いなく落ちる」、「団塊の世代が去って一時的にポテンシャルが低下」といった懸念を示すコメントが見
られた。 
ライフとフロンティアについては、他分野と比較して対米・対欧ともに低位に位置するとの回答が示されて
いる。自由記述において、ライフでは、「医療機器では日本の国際的競争力は依然として低い」といった意
見が見られた。フロンティアでは、「地盤沈下を起している、中韓の追い上げが急である、国家的取り組みと
テコ入れが必要」といった意見が見られた。 
                                     
                                       同等   ←   対アジア   →    高い 
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図表2-5-9 産業の国際競争力 
・矢印の起点が現在、終点が5年後を示す 
    ・10点満点の指数値の中間値5点を0として示す（0は同等） 
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(4) アジアのキャッチアップに対する危機感が増大している 
全ての分野で、アジアの台頭とキャッチアップの懸念を示すデータが示された。自由記述でも、「中国の
発展が著しく、アジアにおける優位もあと何年持つか（ライフ）」、「アジアのレベルが急速に接近（情報通
信）」、「中国の技術力が上がってくる（環境）」、「アジア諸国の猛追に対処する政策が乏しい（ナノ・材料）」、
「中国、インド、韓国の台頭が激しい（エネルギー）」、「コスト競争力を考慮すると中国・東南アジアの競争力
向上のスピードは早い（ものづくり）」、「中国、韓国、台湾が急速に力をつけている（ものづくり）」、「日本の
優位性は、5年はもつが10年後はわからない（ものづくり、社会基盤）」、「中国や韓国の追い上げが著しい
（フロンティア）」といった、アジアについて脅威、危機感を示すコメントが多数挙がっている。 
 
 
○戦略重点科学技術 
(1) 重点推進４分野のすべてにおいて、研究の活発度が「かなり高い」と回答された戦略重点科学技術が、
1つ以上含まれているが、推進4分野ではエネルギー分野以外には含まれていないことが示された 
研究の活発度において、「かなり活発」とされた戦略重点科学技術は、以下の10の項目である。重点推進
4分野ではどの分野においても、1つ以上の「かなり活発な」戦略重点科学技術が含まれているが、推進4分
野ではエネルギー分野以外には含まれていないことが示された（図表2-5-10および図表2-5-11）。 
 
ライフ : 「生命プログラム再現科学技術」 
情報通信 : 「ディスプレイ・ストレージ・超高速デバイスの技術」 
        「家庭や街で生活に役立つロボット中核技術」  
「生活支援するユビキタスネットワーク利用技術」 
環境 : 「スパコンを用いた気候変動予測の科学技術」 
ナノ・材料 : 「クリーンエネルギーコスト削減の革新的材料技術」  
「デバイス性能限界突破の先端的エレクトロニクス」 
エネルギー : 「石油を必要としない新世代自動車の革新的技術」 
「先端燃料電池システムと安全な革新的水素貯蔵・輸送技術」  
「太陽光発電の革新的高効率化・低コスト化技術」 
 
また、研究の活発度が高いと回答された戦略重点科学技術は、研究の水準もおおむね高い傾向がみら
れた。 
 
今回の調査は第3期科学技術基本計画の初年度に実施されたので、戦略重点科学技術への資金重点配
分の効果はまだ無いと考えられ、第2期科学技術基本計画における重点分野（ライフ、情報通信、環境、ナ
ノ・材料）への資金投入が研究の活発度に影響したのではないかと考えられる。 
  
 
(2) 多くの戦略重点科学技術において人材育成の必要度が高い。この傾向は現状での研究の活発度がま
だ低いとされた戦略重点科学技術で顕著である。特に制度や人文・社会科学に関連する戦略重点科学技
術の研究の活発度や研究水準は低いと回答され、人材育成が必要とされた 
分野発展に「人材育成と確保」が必要であるという回答が多く示されたことは既に述べたが、戦略重点科
学技術の実現においても、必要度の高い取り組みとして「人材育成と確保」を挙げる回答者が多いことが示
された。 
この傾向は、現状での研究の活発度がまだ低いとされた戦略重点科学技術で顕著である。特に制度や
人文・社会科学に関連する戦略重点科学技術の研究の活発度や研究水準は低いと回答され、人材育成が
必要とされた。例を挙げると、情報通信の「世界標準を目指すソフトウェア開発支援技術」、環境の「人文社
会科学と融合する環境研究人材育成」、ナノ・材料の「ナノテクの社会受容のための研究開発」である。 
一方、フロンティアの「外洋上プラットフォーム技術」では、研究の活発度は低いが、取り組みの必要性が
 154 
高かった回答は「資金拡充」であり、「人材育成」はその次であった。また、ライフサイエンスの「生命プログラ
ム再現科学技術」では、研究の活発度が高いが、人材育成の必要度もやや高いことが示された。 
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分野・戦略重点科学技術 
日本の研
究水準 
研究の 
活発度 
我が国で必要な取り組み 
（必要度1位の回答割合の大きいもの） 
生命プログラム再現科学技術 ○ ◎ 人材(49%) 資金(22%) 
臨床研究・臨床への橋渡し研究 × △ 人材(36%) 規制緩和(21%) 
標的治療等の革新的がん医療技術 △ ○ 人材(34%) 分野（21%）, 産学官(16%) 
新興・再興感染症克服科学技術 △ △ 人材(38%) 国際(21%), 資金(15%) 
安全な食料の生産・供給科学技術 × × 人材(29%) 基盤(15%) 
生物機能活用の物質生産・環境改善科学技術 △ △ 人材(29%) 資金(19%), 分野(19%) 
 
世界最高水準のライフサイエンス基盤整備 × △ 人材(37%) 基盤(24%) 
世界最高水準の次世代スーパーコンピュータ ○ ○ 資金(29%) 人材(24%), 産学官(18%), 基盤(18%) 
次世代を担う高度IT 人材の育成 × × 人材(77%) - 
超微細化・低消費電力化及び設計・製造技術 ○ ○ 資金(31%) 人材(25%), 基盤(20%), 産学官(17%) 
ディスプレイ・ストレージ・超高速デバイスの技術 ◎ ◎ 資金(32%) 産学官(25%), 人材(20%), 基盤(15%) 
家庭や街で生活に役立つロボット中核技術 ◎ ◎ 資金(25%) 人材(22%), 分野(22%), 産学官(15%) 
世界標準を目指すソフトウェア開発支援技術 ×× × 人材(61%) - 
大量の情報、便利・快適な次世代ネットワーク ○ ○ 人材(24%) 基盤(23%), 産学官(18%) 
生活支援するユビキタスネットワーク利用技術 ○ ◎ 人材(26%) 分野(21%), 産学官(15%), 基盤(15%) 
コンテンツ創造及び情報活用技術 △ △ 人材(46%) 資金(15%) 
 
安全・安心な IT 社会実現のセキュリティ技術 △ △ 人材(46%) 基盤(15%) 
人工衛星からの地球温暖化の観測科学技術 △ ○ 人材(23%) 基盤(21%), 国際(21%), 資金(16%) 
スパコンを用いた気候変動予測の科学技術 ○ ◎ 基盤(28%) 人材(24%), 国際(24%) 
地球温暖化がもたらすリスク予測の科学技術 △ △ 人材(32%) 分野(19%) 
世界を先導する化学物質リスク評価管理技術 △ △ 人材(34%) 国際(24%) 
国際流通対応有用物質利用・有害物質管理技術 △ △ 人材(25%) 国際(23%), 産学官(15%) 
効率的にエネルギーを得るためのバイオマス利用技術 △ △ 資金(27%) 産学官(21%) 
健全な水循環を保ち自然と共生する社会の設計 △ △ 人材(37%) 資金(17%) 
多種多様な生物による生態系の保全・再生技術 △ △ 人材(37%) 資金(21%) 
化学物質リスク管理を社会に普及する技術 △ × 人材(63%) 分野(17%) 
３R に適した生産・消費システムの設計科学技術 △ △ 産学官(32%) 人材(25%) 
 
人文社会科学と融合する環境研究人材育成 ×× ×× 人材(56%) 分野(25%) 
クリーンエネルギーコスト削減の革新的材料技術 ◎ ◎ 人材(37%) 産学官(22%), 分野(15%) 
希少資源・不足資源代替材料革新技術 ○ △ 人材(47%) - 
生活の安全・安心を支える革新的ナノ・材料技術 ○ ○ 人材(45%) - 
イノベーション創出の中核となる革新的材料技術 ○ ○ 人材(47%) 資金(15%) 
デバイス性能限界突破の先端的エレクトロニクス ◎ ◎ 人材(31%) 産学官(23%), 資金(16%) 
超早期診断と低侵襲治療の先端的ナノバイオ ○ ○ 人材(45%) 分野(27%) 
ナノテクの社会受容のための研究開発 × × 人材(34%) 産学官(21%) 
イノベーション創出拠点のナノテク実用化研究 △ △ 人材(41%) 産学官(19%), 基盤(16%) 
ナノ最先端計測・加工技術 ○ ○ 人材(42%) 資金(19%), 分野(18%) 
 
 
 
X 線自由電子レーザー開発・共用 ○ ○ 人材(32%) 基盤(29%), 分野(18%) 
図表2-5-10 重点推進4分野の戦略重点科学技術の研究の水準・活発度・必要な取り組み 
・人材は「人材育成と確保」、産学官は「産学官の連携強化」、分野は「分野間の連携強化」、基盤は「研究開発基盤の整備」、資
金は「研究開発資金の拡充」、国際は「国際展開の推進」、規制緩和は「関連する規制の緩和・廃止」を意味する。 
・上記以外の選択肢に「関連する規制の強化・新設」がある。 
・14%以下の項目は省いた。 
・指数値「6.6以上」を「かなり水準が高い（◎）」、「5.6以上6.5以下」を「やや水準が高い（○）」、「4.5以上5.5以下」を「高くも低くも
ない（△）」、「3.5以上4.4以下」を「やや低い（×）」、「3.4以下」を「かなり低い（××）」 
・指数値「6.6以上」を「かなり活発（◎）」、「5.6以上6.5以下」を「やや活発（○）」、「4.5以上5.5以下」を「活発でも不活発でもない
（△）」、「3.5以上4.4以下」を「あまり活発ではない（×）」、「3.4以下」を「全然活発ではない（××）」 
・表中の戦略重点科学技術名は一部省略しているものを含む 
ナノ ・ 材料
 
環境
 
情報通信
 
ライフ
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分野・戦略重点科学技術 
日本の
研究水
準 
研究の
活発度
我が国で必要な取り組み 
（必要度1位の回答割合の大きいもの） 
省エネの街を実現する都市システム技術 △ △ 人材(24%), 
規制緩和
(24%) 
分野(18%), 産学官(16%) 
実効性のある省エネ生活を実現する先進的住宅・建築物関連技
術 
○ ○ 規制緩和
(26%) 
産学官(23%), 人材(17%),分野(15%) 
便利で豊かな省エネ社会を実現する先端高性能汎用デバイス
技術 
◎ ○ 人材(25%), 
産学官
(25%) 
資金(20%), 基盤(16%) 
省エネ工場実現の革新的素材製造プロセス技術 ◎ ○ 人材(25%) 資金(23%), 基盤(19%) 
石油を必要としない新世代自動車の革新的技術 ◎ ◎ 人材(21%), 
産学官
(21%), 資金
(21%) 
基盤(16%) 
石油に代わる自動車用新液体燃料(GTL)技術 ○ ○ 産学官
(34%) 
資金(22%), 人材(18%) 
先端燃料電池システムと安全な革新的水素貯蔵・輸送技術 ○ ◎ 資金(27%) 人材(24%) 
太陽光発電の革新的高効率化・低コスト化技術 ◎ ◎ 資金(22%) 基盤(19%), 国際(16%) 
電源や利用形態の制約を克服する高性能電力貯蔵技術 ○ ○ 人材(21%), 
基盤(21%), 
資金(21%)
産学官(16%) 
クリーン・高効率で世界をリードする石炭ガス化技術 ○ △ 資金(24%) 産学官(22%), 基盤(22%), 人材(17%) 
安全性・経済性に優れる次世代軽水炉の実用化技術 ○ △ 人材(32%) 産学官(21%), 資金(15%) 
高レベル放射性廃棄物等の処分実現に不可欠な地層処分技術 ○ △ 人材(30%) 産学官(21%), 規制緩和(19%), 基盤(17%) 
長期的なエネルギーの安定供給を確保する高速増殖炉(FBR)
サイクル技術 
◎ △ 人材(27%) 基盤(21%), 産学官(16%), 資金(16%), 国際
(16%) 
 
国際協力で拓く核融合エネルギー：ITER 計画 ◎ ○ 国際(46%) 人材(26%), 資金(15%) 
日本型ものづくり技術をさらに進化させる、科学に立脚したもの
づくり「可視化」技術 
○ △ 人材(56%) 資金(16%)  
資源・環境・人口制約を克服し、日本のフラッグシップとなる、も
のづくりのプロセスイノベーション 
○ △ 人材(55%) 資金(16%) 
減災を目指した国土の監視・管理技術 ◎ ○ 人材(44%) 資金(15%) 
現場活動を支援し人命救助や被害拡大を阻止する新技術 △ △ 人材(56%) 産学官(17%) 
少子高齢化社会に対応した社会資本・都市の再生技術 △ △ 人材(41%) 産学官(17%) 
 
新たな社会に適応する交通・輸送システム新技術 ○ △ 人材(31%) 基盤(17%), 資金(17%),産学官(16%) 
信頼性の高い宇宙輸送システム × △ 資金(32%) 人材(30%) 
衛星の高信頼性・高機能化技術 × △ 資金(35%) 人材(28%) 
次世代海洋探査技術 △ △ 人材(38%) 資金(28%) 
 
外洋上プラットフォーム技術 △ × 資金(37%) 人材(23%) 
図表2-5-11 推進4分野の戦略重点科学技術の研究の水準・活発度・必要な取り組み 
・人材は「人材育成と確保」、産学官は「産学官の連携強化」、分野は「分野間の連携強化」、基盤は「研究開発基盤の整備」、資
金は「研究開発資金の拡充」、国際は「国際展開の推進」、規制緩和は「関連する規制の緩和・廃止」を意味する。 
・上記以外の選択肢に「「関連する規制の強化・新設」がある。 
・14%以下の項目は省いた。 
・指数値「6.6以上」を「かなり水準が高い（◎）」、「5.6以上6.5以下」を「やや水準が高い（○）」、「4.5以上5.5以下」を「高くも低くも
ない（△）」、「3.5以上4.4以下」を「やや低い（×）」、「3.4以下」を「かなり低い（××）」 
・指数値「6.6以上」を「かなり活発（◎）」、「5.6以上6.5以下」を「やや活発（○）」、「4.5以上5.5以下」を「活発でも不活発でもない
（△）」、「3.5以上4.4以下」を「あまり活発ではない（×）」、「3.4以下」を「全然活発ではない（××）」 
・表中の戦略重点科学技術名は一部省略しているものを含む 
エ ネル ギー
 
もの づ くり
 
社会基盤
 
フ ロ ン ティ ア
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2.5.2. 分野ごとの特徴 
① ライフサイエンス 
（人材） 
 5年前と比較したライフサイエンス分野の研究開発人材において、他分野のような研究者の数および質の
増減などの大きな変化は見られなかった。 一方、国際的にリードする優れた研究者の数は増加傾向にあ
ることが示された。しかし、その後継者となる研究人材はあまり育っていないと指摘された。 
若手人材育成は、他分野と同様にライフサイエンス分野においても重要であり、育成の方策として、「ポス
トドクターに対する就職先の確保」、「博士課程在学者を対象とした経済的支援の拡充」、「若手研究者対象
の競争的研究資金の拡充」の必要度が高い。特に、「若手研究者対象の競争的研究資金」の必要度は他分
野よりも大きいことが示された。 
若手人材育成は、研究者の入り口である大学院生から、出口であるポストドクター後の就職や若手研究
者としてのキャリアパスを経て中堅の研究者になるまでなど、様々な段階に応じた対策が必要である。また、
異なる研究領域（基礎生物学研究と臨床研究など）では、必要な人材は異なると考えられるので、人材育成
の方策のためには更なる詳細な調査が必要である。 
 
（設備・資金） 
 分野としての大きな特徴は見られなかった。自由記述に、「インフラや施設等の基盤整備より人材育成が
重要である」という意見がライフサイエンス分野とともに多くの分野において示された。 
  
（研究成果等の活用） 
 ライフサイエンス分野の産学官連携の活発度はやや増しているが、企業の満足度は昨年と比較して低下
していることが示され、これは自由記述に示されているように「企業にメリットがある産学官連携が少ない」、
「企業ニーズと研究フェーズが合わない」ことが理由であると考えられる。 
 大学や公的研究機関における研究費などの資金、研究人材、研究成果の実用化や普及において、他分
野と比較してライフサイエンス分野は制度上の障壁およびその運用上の問題点が多く存在することが示さ
れた。自由記述においても、これらを補完する意見が出され、制度としては治験や臨床研究において問題
があるという指摘があった。 
 
（研究開発水準の国際比較） 
 ライフサイエンス分野における現在の日本の科学水準は、対米は低く、対欧はほぼ同じ、対アジアは優位
であり、技術水準は、対米はやや優位、対欧は優位、対アジアはかなり優位、産業水準は、対米と対欧で低
く、対アジアは優位であることが示された。しかし、5年後にはほとんど全てにおいて競争力が低下し、特に、
対アジアの科学、技術、産業の優位性はかなり低下し、日本とアジアとの差が小さくなると考えられた。中国、
韓国、インドの追い上げがあると考えられている。 
従って、今後のライフサイエンス分野の日本の国際競争力の維持および向上のための新しい施策が急
務であると考えられる。 
 
（戦略的重点科学技術） 
７つ全ての戦略重点科学技術において、「人材育成」は現在、必要度が一番高い取り組みであること
が示された。戦略重点科学技術に関する日本の研究水準では、「臨床研究・臨床への橋渡し研究」に関
連する日本の研究水準が、他の戦略重点科学技術と比べて低く、研究の活発度は中程度であることが
示された。本戦略重点科学技術の実現のために必要度の高い取り組みとして、「人材育成」以外に「規
制緩和」が示され、トランスレーショナルリサーチの実現のためには、これらの方策が必要であると
考えられる。 
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② 情報通信 
（人材） 
情報通信分野における研究開発に関する施策では、特に人材育成が重要な課題であるとすることの示
唆が随所に見られた。この分野は特に他と比較して特にソフトウェアなどで我が国の水準が低位であるとさ
れており、人材の育成は重要である。 
この点に関して、自由記述の中からは、研究人材の質と量に関しては、向上しているという意見と低下し
ているという意見と両方が見られる。向上の理由としては、若手に対する研究人材育成に関する施策が功を
奏しているという見方がある。 
その一方で、特に産業界における情報通信分野の研究人材の数の減少に対する懸念の声があった。い
づれにしても、若手人材の育成が重要である。そのための施策としては、博士課程進学者、修了者の処遇
がもっとも重要な課題と位置づけられている。 
 
（設備・資金） 
研究設備、資金の観点では、特に目立った特長は見受けられない。研究人材、技術者の育成が分野全
体に渡って求められているが、特にそれもソフトウェアの開発能力という観点で最も重要とされている。 
 
（研究成果等） 
特許政策に関しては情報通信分野の研究成果は、特許化による権利保護とその活用という施策では効
果的でないという側面があるということが自由記述の中で幾つか指摘されている。また、ソフトウェアの分野
は、オープン化に関連する考え方に基づいた施策が必要であるとの指摘があり、情報分野に特徴的な視点
である。 
総じて、我が国のソフトウェアの研究・開発力は弱いと認識されており、現状を払拭する方策が求められ
ている。現在研究成果の重点が産業への応用の出口にその重きが置かれているが、基礎研究サイドの一
層の充実が必要とされている。 
 
（研究開発水準の国際比較） 
情報通信分野の対米国・欧州・アジアに対しての水準は、研究・技術・産業の各観点で、他分野との相対
関係において最も低い。特に、今後のアジアの台頭に際して、5年間程度の将来を予測すると最も競争力
の低下が懸念される。 
 
（戦略的重点科学技術） 
「人材育成」と「研究開発費の拡充」が必要度の高い取り組みの1位として挙げられた。「世界標準を目指
すソフトウェアの開発支援技術」は、他の戦略重点科学技術と比べて研究の活発度や研究水準が低いこと
が示され、この技術の実現に必要度が高い取り組みは、「人材育成」以外には「分野連携」と「国際展開」で
あることが示された。従って、本戦略重点技術の今後の発展のために、このような観点の施策を取り入れる
ことを検討すべきである。 
 
③ 環境 
（人材） 
 環境分野では、不足している人材に関して他の分野に比べて「人文社会学系を専門とする人材」とする回
答が最も高く、自由記述にもその点があげられているのが特徴的である。 
 本分野に従事する研究者および技術者は、2001年頃と比較して、共に数は増えているが質については横
ばいとなっている。一方、国際的にリードする優れた研究者の数は若干増える傾向にあるが後継者は育っ
ておらず、海外への流出を懸念する自由記述がある。若手研究者・技術者自体、数は増えているものの質
は逆に低下傾向となっている。この分野での層の薄さを示す結果となっている。特に、若手人材育成に必
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要な方策として「ポストドクターに対する就職先の確保」が最も必要とされ、次いで「博士課程修了後の就職
先の確保」となっており、就職先の確保が、研究、交流の機会や資金、支援よりも高くなっている。 
 研究者の流動性に関しては、他分野からの参入や研究領域間の移動に対する必要度は、共に全分野の
中で最も高いが、実際の流動の度合いは非常に低くなっており、その関連からか組織内外の流動性も低く
なっている。 
 
（設備・資金） 
 環境分野で、世界トップレベルの成果を生み出すために拡充する必要がある研究開発資金は、「研究者
の自由な発想による公募型研究費」が最も多く、次いで「基盤的経費による研究資金」、「政府主導の国家プ
ロジェクト資金」となっている。最も少ないのは「民間からの研究資金」で、全分野の中でも低くなっている。
同時に、必要なインフラおよび基盤整備は、「大学や公的研究機関の大型研究施設・設備の整備と共用」が
最も高く、次いで「世界レベルの統合的なデータベースの整備」となっている。特に、データベースの整備
の必要性は、全分野の中で最も高くなっている。この分野では、地球シミュレータや人工衛星等に代表され
るような、政府主導の国家プロジェクトを研究開発資金とした、最先端の大型研究設備が必要とされている
傾向が見られる。また、「その他」として、研究支援体制の整備や人的基盤整備、研究環境といったソフト面
での整備の必要性を回答する記述が多くなっている。 
 
（研究成果等） 
 環境分野での産学官連携の活発度は、上昇傾向にあるが、実際の企業の満足度は、横ばいである。 
 産官学連携において、現在、最も活発な研究段階は、「実用化研究」（48％）とする回答者が最も多く重点
推進4分野の中でも最も多い。僅差で「応用研究」（45％）が続いている。一方、本来中心であるべき研究段
階は、「基礎研究」と「応用研究」が共に38％で、「実用化研究」（37％）も僅差で続いており、回答者の意見
が3つにほぼ均等に分かれ、他の分野にはない傾向となっている。そのため、「応用研究」が最も中心であ
るべきとする他の分野に比べて値は低くなっている。 
 一方、研究成果が実用化されるまでの制度上の障壁およびその運用上の問題点については、ライフ分野
に次いで、「研究費などの資金」、「研究人材」、「研究成果の実用化や普及」いずれにおいても障壁は多く、
問題点が多いことが示された。また、特許制度に関して、基本特許における取得状況のシェアは、2001年頃
と比較して増加傾向にあるが、現状は、基礎研究の進展に対して「どちらかと言えば阻害する」傾向にあり、
全分野の中で最もその傾向を示している。 
 
（研究開発の水準の国際比較） 
 環境分野において他の分野と比較して、他国に対する科学、技術の水準および産業の国際競争力は、国
ごとに異なる傾向を示している。現在の科学の水準は、米国、欧州と比較していずれも低いが、5年後は米
国、欧州を追随するレベルにまで上昇している。技術の水準は、米国、欧州と比較していずれも高く、5年後
も今の水準を維持しているとされている。産業の国際競争力は、米国とは同レベルにあり欧州に対してはや
や優位で、5年後は、対米ではやや強まり、対欧は若干弱まる傾向にあるものの国際競争力はほぼ互角と
見ている。一方、アジアに対しては、科学、技術、産業全てで現在優位であり、5年後も優位ではあるがいず
れも優位性は下降傾向となっている。 
 
（戦略重点科学技術） 
 「ポスト京都議定書に向け気候変動を正確に予測する科学技術」以外の戦略重点科学技術は、研究の活
発度および研究水準において中程度かそれ以下であることが示された。技術の実現に必要度の高い取り
組みとしては、「人材育成と確保」が挙げられ、「国際展開」や「分野連携」も必要度が高いことが示された。 
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④ ナノテクノロジー・材料 
（人材） 
本分野に従事する研究者および技術者に関する回答結果は、他分野と比較し興味深いものとなった。ま
ず、2001年ごろと比較した研究者の数について、増えていると答えた回答者（4～6を選択）は70％と、全体
平均の51％を大きく上回り、8分野の中で最も高くなった。研究者の質についても、高くなっていると答えた
回答者（4～6を選択）は57％と8分野中最高値であるものの、この二つの値の差、つまり数と質の開きが最大
であるのも同分野であった。すなわち、数は増えているものの質はまだまだ、といった見解が強く、質につ
いては低下を懸念する声も自由記述には見られた。国際的にリードする優れた研究者やその後継者、さら
に若手研究者の数も同様に8分野の中で最も高くなっている。 
人材の流動性について、実際に他分野から参入、あるいは分野内で移動している度合いは8分野の中で
最も高くなっている。若手育成と合わせてこの事も同分野の研究者数の増加に寄与している可能性が高い。
ただし、流動性はこれで十分とする見方は少なく、流動の必要度は実際の度合いに比べて依然高い。 
 
（設備・資金） 
大学や公的研究機関が世界トップレベルの成果を生み出すために拡充する必要がある研究開発資金は、
自由な発想による公募型研究費が最も高く、次いで基盤的経費による研究費となった。 
また、政策課題対応型研究開発資金の選択と集中の度合いは高い（4～6を選択）とする回答者は67％と、
全体平均の55％を大きく上回った。これらは、一部の自由記述でも見られる通り、資金の過度な集中は避け
るべきと考える研究者の多い同分野の特徴を現している。 
研究者の研究時間は、約3分の2が2001年ごろと比較して減っていると回答しているが、逆に増えていると
答えた回答者も3分の1近くいることから、年齢や研究領域、地位などによる研究者層によって傾向が見られ
るのかどうか、更なる分析が必要と考えられる。ある特定の研究者層に大きな負担がかかっているという可
能性も考えられる。 
 
（研究成果等） 
 現在、産官学連携における最も活発な研究段階は応用研究とする回答者が最も多い（58％）。これは8分
野の中では最高値となっており、逆に多くの分野が最も活発と回答した実用化研究の段階は、20％と全体
平均と比較して20ポイントも低くなっている。一方、本来中心であるべき研究段階はというと基礎研究が最高
値で50％となった。これも8分野間では抜き出た値で、かつ基礎研究段階が一位となったのは同分野だけ
であった。これらの結果の解釈は難しいが、その他の7分野は、「現在＝実用化研究、本来あるべき＝応用
研究」といった傾向があるのに対し、同分野は更に一段階基礎研究寄りの傾向にある（現在＝応用、本来＝
基礎）。産官学連携は応用・実用化研究に引っ張られる傾向にあるが、同分野においては、まだまだ基礎研
究を強化する必要があると多くの回答者は感じている可能性がある。 
 特許制度では、基礎研究の進展に対しては「どちらかと言えば阻害する」とした回答者（1～3を選択）が
56％と、わずかに「どちらかと言えば促進する」とした回答者を上回った。逆に、応用研究や実用化研究に
対しては、促進組が55％とやや阻害組を上回る結果となった。 
 
（研究開発の水準の国際比較） 
我が国のナノ・材料分野は、現在および5年後ともに、米・欧・アジア全てに対して、「高い」が「低い」を上
回っているという回答が示された。これは科学、技術、産業全てで同じであった。しかし、現在の水準と比較
して5年後の水準は、いずれもその優位性を減少させるという結果が強く示された。 
  
（戦略重点科学技術） 
 「ナノテクノロジーの社会受容のための研究開発」および「資源問題解決となる希少資源・不足資源代替材
料革新技術」以外の戦略重点科学技術では、研究の活発度および研究水準は、中程度からそれ以上であ
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ることが示された。また、戦略重点科学技術の実現に最も必要度の高い取り組みは、「人材育成」が挙げら
れ、さらに「産学連携」も必要度が高いことが示された。 
 
⑤ エネルギー 
（人材） 
 エネルギー分野に従事する研究者および技術者は、2001年頃と比較して数、質いずれも低下している。
また、国際的にリードする優れた研究者の数も減っており、後継者は全分野の中でも特に低く、育っていな
い状況である。若手研究者・技術者自体、数も質も低下しており、自由記述では、特に原子力関係を指摘し
ている意見がある。さらに、若手人材の育成に関する仕組みが全分野の中で最も寄与していないという低
い結果となっている。若手人材育成に必要な方策としては「ポストドクターに対する就職先の確保」が最も多
く、次いで「博士課程修了後の就職先の確保」となっており、就職先の確保が、研究、交流の機会や資金、
支援よりも高くなっている。 
 研究者の流動性に関しては、組織内の流動は横ばいであるが、産業界との流動性は低くなっており、また、
他分野からの参入や研究領域間の移動に対する必要度はいずれも高いが、実際の流動の度合いは低く、
特に他分野からの参入は落差が大きい。 
 
（設備・資金） 
 エネルギー分野で世界トップレベルの成果を生み出すために拡充する必要がある研究開発資金は、「研
究者の自由な発想による公募型研究費」が最も多く、次いで「政府主導の国家プロジェクト資金」となってい
る。必要なインフラおよび基盤整備は、「大学や公的研究機関の大型研究施設・設備の整備と共用」が最も
高く全分野の中でも最も高くなっている。次いで「世界に2, 3しかない最先端の大型共用研究設備の整備」
と続いている。この分野では、大型研究設備が必要とされている傾向が見られる。また、「その他」として、研
究支援体制の整備や人的基盤整備、研究環境といったソフト面での整備の必要性を回答する記述が多い。 
 
（研究成果等） 
 エネルギー分野での産学官連携の活発度は、上昇傾向にあり、推進4分野の中でも高くなっているが、実
際の企業の満足度は、下がっており、逆の傾向を示している。 
 産官学連携において、現在、最も活発な研究段階は、「応用研究」（50％）とする回答者が過半数に達して
おり、推進4分野の中では最も多くなっている。一方、本来中心であるべき研究段階も「応用研究」（51％）と
なっており、現実と理想が一致している。 
 一方、研究成果が実用化されるまでの制度上の障壁およびその運用上の問題点については、「研究費な
どの資金」、「研究人材」、「研究成果の実用化や普及」いずれにおいても障壁は多く、問題点も多いことが
示されたが、推進4分野の中では最も少ない結果となっている。 
 
（研究開発の水準の国際比較） 
 エネルギー分野において他国に対する現在の科学、技術の水準および産業の国際競争力は、全て優位
に位置付けられており、特に技術の水準はアジアに対してかなり水をあけている。5年後優位性は保ってい
るものの、いずれも下降傾向となっている。中でも科学の水準は、米国には同レベルまで、欧州にもやや優
位程度まで下降すると見られている。 
 
（戦略重点科学技術） 
 エネルギー分野の戦略重点科学技術の中で「石油を必要としない新世代自動車の革新的中核技術」の実
現につながる研究が、現在最も活発に行われていると考えられている。逆に、「エネルギーの面的利用で省
エネの街を実現する都市システム技術」や「安全性・経済性に優れた次世代軽水炉の実用化技術」の実現
につながる研究は、活発ではないと考えられている。世界のトップ国と比較した場合、全て高い傾向にある
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と見ており、中でも「太陽光発電を普及するための革新的高効率化・低コスト化技術」や「石油を必要としな
い新世代自動車の革新的中核技術」に関する研究水準は世界でも抜きんでていると評価している。さらに、
実現に向けて最も必要な取り組みは、「人材育成と確保」とする回答が大部分である中で、むしろ「産学官の
連携強化」や「研究開発資金の拡充」の必要度が高くなっている。 
 
⑥ ものづくり技術 
（人材） 
研究者および技術者共に2001年ごろと比較して、人数は減っており、質も低下している。研究者の数と質
では、8分野の中でその傾向がもっとも現れている。若手研究者・技術者の数では他の7分野と比較して減
少の変化が強く出ている。質も低下しているとの回答が多い。数・質とも低下しているとの回答が多い若手
の人材育成では、ポスドクに対する就職先の確保、博士課程在学者を対象とした経済的支援の拡充、博士
課程終了後の就職先の確保の必要度が高いとの結果である。就職先と経済支援の方策が望まれている。
国際的にリードする優れた研究者も減っており、とくに後継者が育っていない。後継者が育っていないとの
回答は、6段階の1, 2で41%に達する。後継者不足であれば、将来さらに国際的にリードする研究者は減る
可能性があり、対策が必要である。 
 
（設備・資金） 
大学や公的研究機関が世界トップレベルの成果を生むために拡充する必要がある研究開発資金として、
「研究者の自由な発想による公募型研究」という回答が多く、「民間からの研究資金」の回答は最も少ないと
いう結果が示された。これは、企業との産学連携において、企業資金では実用化研究に偏り、また短期的な
研究成果の実用化を求められることが多いからであると考えられる。また、本分野では、経産省などによる
公募型研究費による実用化研究も活発に行われているが、イノベーションの種を創る自由な発想に使える
研究費の増額を望んでいる。 
インフラおよび基盤整備の必要度では、大学等の大型設備・施設の整備が最も高く、先端的な計測機器
の開発体制の整備が次に高い。設計技術と一体となったものづくり計測技術の重要性が高まっているのと
符合する。 
 
（研究成果等） 
 産学連携では、現在最も活発なのは実用化段階（49%）との回答は、大方の当事者の実感である。一方、
本来中心であるべき段階では、実用化段階との回答は20%にすぎず基礎39%、応用55%に比べて少ない。も
のづくり技術分野では産学連携も短期的成果が求められる傾向があるため、現実には実用化レベルの産
学連携となっているが、本来的には、企業も持続的成長のため、次のシーズの開発を産学連携で行いたい
と考えていると予測でき、その結果が現れている。 
 
（研究開発の水準の国際比較） 
本分野は他の7分野と比べて、対欧・米と比較して、現在の科学の水準・現在の技術の水準・産業の国際
競争力全て、もっとも優位に位置づけられる。対アジアとの比較では研究、技術、産業の競争力全て高いが、
他の7分野と比べて特に高くはない。5年後に関しては、対アジアにおいて他の分野を下回るほど多きく低
下する傾向が研究・技術・国際競争力全てで出ており、特に国際競争力の低下は著しく、8分野での国際競
争力が低いほうから3番目に位置している。一方、対欧米に関しては、国際競争力は8分野の中で、5年後も
もっとも優位である。アジアの製造拠点化が急速に進んでおり、国際競争力が低下するとの見方はできる。
5年後も対アジアとの科学や技術の水準は低下するものの対欧米との水準と比較して高く、日本の優位は変
わらないと考えられるが、低下傾向が続かないように本分野の科学と技術の一層の強化が必要である。 
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（戦略重点科学技術） 
日本型ものづくり技術をさらに進化させる、科学に立脚した「ものづくり可視化技術｣、資源・環境・人口制
約を克服し、日本のフラッグシップとなる、ものづくりの「プロセスイノベーション」は従来から産学双方で重
要な課題として取り組まれているが、わずかに活発であるとの結果であった。 
戦略重点科学技術の実現へ向けて、現在わが国で必要な取り組みは、「人材育成と確保」が40%近くで他
を引き離してもっとも必要度が高くなっている。2番目に割合が多い「研究開発資金の拡充」や「産学連携」
の必要度の倍となっており、「人材の育成と確保」の必要度はきわめて高いと考えられる。これらは日本の製
造業を支える重要な技術であり、人材面での取り組み強化が必要である。 
本分野の日本の研究開発水準は国際比較で高いことが示されたが、戦略重点科学技術の日本の研究水
準は、世界のトップ国と比べて特に高いという結果は示されなかった。「ものづくり可視化技術｣において重
要な計測システムが欧米の研究成果を活用している場合が多いこと、「プロセスイノベーション」の種が欧米
から創られたケースが多いことなど、個別には欧米の研究水準が高い事例が多いことが、本結果に現れた
と考えられる。 
 
⑦ 社会基盤 
（人材） 
 研究人材に関する傾向について「社会基盤」分野は他の推進4分野とともに総じて類似の特徴を持つ。ま
ず、世界的にリードする研究者の後継者には不足感がある。若手研究者に関しても同様で、その育成策に
ついては、ライフサイエンス以外はどの分野にも類似の傾向があり、本分野に特徴的な状況があるわけで
はない。人材の流動化に関する設問に関しては、総じて、多分野から参入の度合いは低い。 
 
（設備・資金） 
研究時間が最も減少していると捉えられているのが本分野であるが、この原因が何に起因するのか調査
が必要であろう。これ以外に、多分野と比較して、人材に関する施策、研究資金・設備に関する施策におい
て、分野固有の目立った課題があるわけではない。 
 
（研究成果等） 
 産学官連携に関しては、本来活発であるべき段階と実際に活発であるべき段階は概ね一致している。類
似の傾向を示すのはエネルギーとフロンティアである。 
 
（研究開発水準の国際比較） 
社会基盤分野は、研究・技術・産業の観点で「ものづくり分野」に次いで現状で最も競争力があると考えら
れている分野である。今後５年程度の間に予想されるアジア諸国の台頭によって他の分野と同様その相対
的な地位は低下すると考えられる。特に産業競争力に目をむけると対米国、対欧州に関してその競争力を
ある程度維持できると考えられる。しかし、高コスト体質に関して警告を発する自由記述が散見され、アジア
諸国の追随に対してフロントランナーとして抜本的な対策を講じる必要性が浮き彫りと成っている。 
対欧州に関する研究水準の低下がやや大きいように見受けられる。また、アジアの台頭に対して、産業
競争力などの低下の度合いは低く抑えられている。 
 
（戦略的重点科学技術） 
戦略重点科学技術は、4課題設定されている。研究上の蓄積があり「減災を目指した国土の監視・管理技
術」に関しては、現在の日本の研究水準は非常に高い。また、「少子高齢化社会に対応した社会資本都市
の再生」については、現在の研究水準は、中間値以下である。この分野の研究推進には特に人材の育成が
重要である。 
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⑧ フロンティア 
（人材） 
 本分野の研究開発に従事する人材は、2001年頃と比較して、数、質ともにやや低下しているとの認識
を示す回答が多くなっている。特に技術者の数については、全分野中で最も顕著な傾向が見られる。
また、不足している人材としては、応用研究段階および実用化段階の人材が他分野と比較して高くなっ
ているが、他の全ての分野で最も必要とされた基礎研究段階の人材についても実用化段階の人材と同
レベルとなっている。 
さらに、国際的にリードする優れた研究者数や後継者については、後継者が減っているとする度合
いが全分野中最大となっている。自由回答でもそのようなリーダーを育成する環境やしくみになってい
ない点が指摘されている。若手研究者・技術者については、数は増加しているとする意見も見られるが、
質がともなっていないとする傾向が見られ、自由回答でも質の低下を指摘する声が上がっている。その
他、研究者の流動性については、他分野と比較して、産業界との流動性に乏しい傾向が見られる。 
 
（設備・資金） 
 資金面では、政府主導の国家プロジェクト資金の拡充を必要とする意見が多く、宇宙開発や海洋開発
など国の方針に依存する分野的特徴を現すものとなっている。設備面でも、大型研究施設・設備の共
用や世界に2, 3しかない最先端の大型共用研究設備の整備を求める回答が多く、インフラ整備に全分
野で最もその傾向が強い。 
 
（研究成果等） 
 産学官連携については、本分野が本来中心であるべき段階として実用化研究の段階と答えた意見が
47％と全分野の中でも最も高くなっている。現在最も活発な段階としても、実用化の段階と回答した人
が最大の43％となっており、両段階が一致傾向を示している。しかしながら、研究成果の実用化に向け
た資金の制度上、運用上の障壁が大きいと考えている傾向も見られ、必ずしも研究成果が結果に結び
つきやすい環境になっているとは言えないものと考えられる。 
 
（研究開発水準の国際比較） 
 本分野の現在の研究開発水準は、科学、技術ともに対米で特に低く、5年後には若干上昇するものの
その差はまだ大きいと認識されている。対アジアでは、現在は科学、技術ともに優位な状況にあるもの
の、5年後には急激に追い上げられるとの認識を示す回答が多く見られる。特に、中国や韓国が急追し
ていることに対する危機感が自由回答にも現れている。 
 
（戦略重点科学技術）                                                                                    
 4つの戦略重点科学技術の中では、「海洋地球観測探査システム（うち、次世代海洋探査技術）」の
実現につながる研究が活発とする回答がもっとも多く、次いで「衛星の高信頼性・高機能化技術」、「信
頼性の高い宇宙輸送システム」、「外洋上プラットフォーム技術」の順であった。「海洋地球観測探査シ
ステム」については、海洋地球観測探査システム「ちきゅう」の完成により大きく飛躍したとする自
由回答に代表されるように、世界のトップ国と比較して最も高いスコアとなっている。しかし、同時
に、その実現に向けて人材育成と確保が必要と回答した割合も最も多くなっており、今後の発展に向
けてこの点が鍵であると言える。 
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分野別推進戦略について
1．趣旨
　　第3期科学技術基本言十両の下、「明目への投資」である政府研究開発投資の効果を最大
　限に発揮するためには、基礎研究の着実な推進とともに、政策課題対応型研究開発の戦略
　的重点化が必要。
　　重点推進4分野（ライフサイエンス、情報通信、環境、ナノテクノロジ川材料）及び
　推進4分野（エネルギ』、ものづくり技術、杜会基盤、フロンティア）の各8分野におい
　て、今後の投資の選択と集中及び成果実現に向けた推進方策を総合科学技術会議がとりま
　とめた。
2．概要
（1）重要な研究開発課題（273課題）
今後5年間に政府棚又リ組むぺき重要な課題を、将来波及予測、国際競争、政策目標
への貢献、官民の役割分担など総合的な視点から抽出。各課題毎に研究開発目標及ぴ成
果目標を政府の責任部署とともに明記
（2）’’戦略重点科学技術（62科学技術）
・　前記重要課題の中から、急速に高まる杜会・国民の二一ズに迅速に対応すべきもの、
国際競争を勝ち抜くために不可欠なもの、国主導で取り組む大規模プロジェクト
　（国家基幹技術）で今後5年聞集中投資すべき科学技術を選定。
（臭体例）
○ライフサイエンス分野　1研究成果を創薬や新規医療技術に実用化する橘渡し研究など
α静量通信分野　　　　1I　T産業の国際的な競争優位を勝ち取る科学技術など
○環境分野　　　　　　1我が国が環境分野において国際リーダーシヅプをとるための
　　　　　　　　　　　科学技術など
○ナノテクノロヅー・材料分野：ナノ領域での飛躍的な進歩や革新的材料で限界を突破し、
　　　　　　　　　　　杜会・産業の要請に応える研究など
○エネルギー分野　　　1運輸部門の石油依存を脱却する科学技桁など
○ものづくり技術分野　　＝日本独自のものづくりの強みをさらに強化する技術など
○社会基盤分野　　　　1減災を重視し被害を大幅に減らす技術など
○フロンティア分野　　　：信頼性の高い宇宙輸送システムなど
　・選定された戦略重一1気科学技術は、重点推進4分野において1澱コ20％、推進4分野
　　では約1き％となった。
出典：総合科学技術会議ホームページ  
（注〕戦賂重点科学技術のうち、人蜆模プロジェクトで集中投資が必要なr国家基幹技術」には、
　次世代ス」パ］コンピュータ、宇宙輸送システム、海洋地球観測探査システム、高速増殖炉
　サイクル技術、X線白由電子レ』ザーが該当。
（3）研究開発の推進方策
　各分野において研究開発及び成果の杜会還元を円滑に進めるための方策、例えばライ
フサイエ：ノス分野では治験を含む臨床研究の体制整備、情報通信分野では次代を担う
先導的1丁人材の育成を稚進すること等を明訊
（4）留意点
　戦略重点科学技術は特に集申的に予算を伸ぱすべきものとして選定するものであり、
それ以外の科学技術予算についても、精査して資源配分を行う対象であることに変わり
ない。総含科学技締会議は予算の優搬贋位付け等において適切に判断していく。また、
この分野別推進戦路の運用に当たっては、科学技術の発展など将来の情勢の変化にも柔
軟に勅応する。
出典：総合科学技術会議ホームページ  
科学技術の状況1＝係る総合的意識露蚕（定点調査〕
一ライフサイニ［ンス分野購査票＿
r．ご回答にあたっての留意点
u〕　特に断りがない蝪合は、ライプサイエンヌー咀・企’におけるll■」の■’についてお答えください。
｛呈〕　戦I行重’工科・嵜ヰ黄拓〒≡こ含まれる研究、内琳IこつL、て1士、珂■j表をご参珊くださ㌧、
｛O〕ご回搭の鰍＝は、下記の佛の」；うに該当する　号を」っ避ぴ、Oをっ1ヨ’てください。
｛4〕　記述や番号の選択を求める識Il，Hこ閲し1（は、示された蜴＾にご記入ください、
｛5〕貞■1’記述には宇；甜　は　りま世ん皿
陣翻1
不充分 充分
2　調査票返信の締切り
舗切り＝平1目年11皇7圓　O目印宥勃，
送付先＝財11］冊1人未来］二学研究所
　　　　　　　〒1ヨE1壇47ヨ　東〕三冒冊舌1＝束1主＝深」112一日一一　1一訂1岡相韮ビ’レ4唾彗
　　　　　　　Iw！o日・‘里｛5－lo拮，
　　　　　　申■司坦止〃〕i厘i菩用」寸筒甘斗企受1匝」Lfム㌔、〕をご申’川くださL、血
3　お問い合わせ先
○調査粟ω返僧iこついてのお間い合わ廿
　　則1ヨ1法人　米来・工苛棚究所　掴．当㈱川、宮本〕
　　飽話O垣・朋蝸一m5｛代表〕．F㎜O百・5蜥・10舵．E・m刮i1幽
○ホ謂祐の内容につい’（の拍1咄い合わ・吐：
　文離科学萄　科学技肺政撫研究所　分野別調．査迦当‘伊牒、光盛，地’．谷、企閉〕
　電諦oヨ舶巴10拮o畳，FAxoo冊皿茗ヨo刮o，1－I刊曲刊幽皿
本調査のご同答内容に鵬L’〔、
捕名榊≡
碓認させでいただく場合がございますので、ご辿諦先轄のご記
榊舳1　　　　　　　　　　　　　　　牲　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　男卍11・女惟　　　　　　　　　　　　　　　　　　　別
　　1．呈9曲≡以’’ド　　　　2．＝ヨo弍謹～日4歳　　＝｛．昌5曲≡～呂o‘顎
　　’．40歳～』4言珪　　月．45歳～49曲≡　日．吊O…量～54…珪
　　1．55歳～50歳　　呂、円O正註～眉4撫　　コ．旧5歳以．■一
入をお願いし韮す咀
＊［
職位
幟’当する番号を1っ連んで
○印を付けてください〕
1．．．i≡に研究　里、二1三i＝マネジメント　呈，研究と守ネジルトが
半々　　’．そのヰ山｛　　　　　　　　　　　　　　　〕
一m甜1アドレス’ま、こ而屈の芽咀織のも田〕でなくても結柚廿で『’。
A01牛命プログラム再現絆砕技術
＾02臨床研究・臨床＾の橘渡し研究
＾o田標的沽瞭等の堪新的がん医撫技術
＾〇一新興・再興戚染症克服稗学技術
＾o嗜国際競作カを向上させ」る安余左食料口〕生産・供綿科学捜術
＾㏄生物機能活用に」；る物質生曲・環暁政辞科学批術
＾O守■ll：界最高水搾のライフサイエンス甚盤盟≡備
く1＃門度の旧安）
犬　　現在、関連した研究また’：正奨壇≡に従事Lている等により、曹■■■I的知識を捕りている
I11　過士に、閑連した研究または業務1こ従市L’た＝とが肪る。あるいは、隣嵯分野の研’兜または葉務に批二乖Lている等＝によO、専1■≡」帖知’識些ある程度持oている
小　　関辿した専r－I抽右本や文■賦を読んだり、亜．門家の話を■珊いたりしたことがある
埴L　＝専1■■」耐ヨ知詩曲はない
○　　人＝苦 の■切は’’’請査以外へ伽≡川流川韓は勿， ’’密を厳守L外部に公衰されることは坊りません．
○本調査終了彼に、調査結果の細皆謀を作成し公1珊いたします血その1蹄に、蘭査幽⊥粗署
　　名役職名〕を」覧にし袖皆書に記’’さ・吐てい’ただきま1’。｛rご適耕先等」にて、…印の付いている項□で『’。〕
○なお、ご1団、内病を出　。つきで公」封することはヨ’しま廿ん
　アンケート調査＾ご協カいた’だい’た」コ’で，ご希望σ〕」∫には、調査結果の報皆苦の概聖を増送りい’たします。ご珊望仰拍’無につきまLて、下”〕欄にO印
をご記入下さい。
本分野1こおける我が国の人材についてお答えください血
一研究1珊描人材1
i咄1　我が国において、本分里王では、型並、どの人胡が芥皿Lていま→』か
　　　必要遮雌で避ぴ、その播号をご記入ください皿
ヰここでのF人材」とは、大学、公的研究機1蝿、崩莱鼎に属する人材を喘す白
i位｛　　　〕、　2位　＝
帥1記述’禰＝もしあれは、
〕、纈位｛　　〕
ご意見をご［■」1にお．：誼きください。
‘研究者金休1
1冊2栽が国では　本分瑚の研究1趾畷に従岨寸る艶は、蛆どうですか。
①研・究帝の数の状棚
　　　　　　　減つている　　　　　　　　　　　　　　　　　岬えている
研・究＃の暫の状況
　　　　砥くなoて一、る ‘窩く杜oて一、る
向Il1記述禰：もLあれぱ、ご；舐見をご白■，Iにお謂きください皿
I技術者全．体】
1剖ヨ我が囮では、本分野の胡究1捌捌・独』1する技曲搬は、幽エどう一〇すか皿
①　披術者の数の状況
　　　　　　　漉つている　　　　　　　　　　　　　　　　　　岬えている
批府者の質の状祝
　　　　但！く’工oτ1｝、る 一商くなって一、る
向巾記述欄＝｛、Lおれ’ま、ご意貝一をご由■前’こお杳きくださ山、。
1トップ研究堵’］
1剖4　オ＝壬｝町を恒幽，まどうで1㌃カ］。
　　申　［四際的にリード→1る擾れた研究省」jとは、質仰高い論文を小帷するたど、その分野の研究濡囲］を牽ヨ1｛1る者とLて国1票的．こ認缶1され
　　　ている研究者である皿
　　　　　　疵つている　　　　　　　　　　　　　　　　　　　岬えている
［山記述禰：もLあれぱ、ご意兄をご白山にお無きください。
一トヅプ研’究考」1
冊岳・木分岬を掴憧雌 ‘1．’i木の組織に屈する〕の撞稚者はどうですか。
育〔二⊥コ’る
向一1記述禰＝もしおれぱ、ご意見、をご白■」．■にお詩きください。
■恭手人材1
冊田　木分野において、研究咄琵に従事する疵が固の雌どうですか。
　　由ここでのI瑞〒」とは、幽の捌究堵・技術者を指す。
①　数の状況
　　　　　　　減oている　　　　　　　　　　　　　　　噌えている
②　質の状況’
低くなoている 高くなoで一、る
帥・1記述禰1もしあれぱ、ご；苗兄をご膚山にお書きください凸
螂．≒苧人材1
1制7　木分野に抽いて、我が国の控壬幽は、突牒の育成に瑞与していま寸か血
　　　　　　寄’j・し’〔いない　　　　　　　　　　　　　　　　嵜．1ゴ・しτいる
白■11記述梯＝もLあれは、ご意見をご白■3iにお神きください。
一若手人材’】
1咄田．我が回において、聖庇、木分野の著干人材育成にどの上うな方策が必蛭ですか。
　　必一要I虹の高L，1胴’こ項日をヨつまで避ぴ、　その番岩’をご言凸入くださL、．
ポヌトドククL一に対するけカデミソクな研究職以外の避路も含めた〕就職先の確保
湖外の儘れた研’究腱1蝸での研究機会の促描1
湖外の優れた研究者との変流幟会の促雌
若．千研究者劃’袈の競争的研究實倫の拡充
博十課程．｛後期〕在叩堵」を対壊とLた経済帖支援の肱允
1曲止課融｛後期〕修了撞の就職先の礁保
大常院段階にお1寸る単位詔定を前搬とLた長蝸の企業インク］ンシップの擶築の支援
大学側の勘きか1寸に一1る曲業界との輻広い変流の促雌
評一価に対応した若手の処≡岨
1’立　｛　　　　〕、　2イ立　｛
白由言己述柵：もLあれは、
〕、3位｛　　〕
ご意見をご白血にお杳きください。
一研・究者の流醐性】
咄畠、本分野では、大川・公的研究機弼 ・塵罪界の纈つのセクター引にお1寸る・比が．匡の研究’．’の流軸刊は、雌鞍してどうですか。
①大竿と公的研究機囎の悶の澁動刊1、お」二帆それぞれの内剖での流酬11≡
砥い
1　　　　2　　　　3
　　　　　　　　　高い
4　　　　5　　　　6
②　大学・公的研究噺蛆と睦紫鼎との冊の流醐刊1
低い 高い
白山記述欄＝もLあれば、ご意見をごhI山にお耕きください。
■研究柑の流砒肚1
冊10．我が旧において．里！在　醐土らの研究幽生、および、奥幌1こ婁入している股＾いはどうですか．
ヰこ二での「参入」とは、穆動元の分野に戻らずに、主たる活動分野を移す二とを指す血
①木分野＾の他分町からの研究者の参入に対寸る必要雌
低い
1　　　　2　　　　ヨ
　　　　　　　　　高い
4　　　　5　　　　0
②突嚥の研究者の参人の雄合い
砥い
1　　　　望　　　　3
　　　　　　　　　高い
一　　　　5　　　　喧
10
■≡」山記述欄＝もLあれぱ、ご意児をごチi1．■Hこお菩きください。
一剛π・究者の流動胆1】
1剖11我が国において、理在、幽、お」：び、塞睦蛆はどうですか血
⑰　研究者の勘動1こ対オる必塑皿
低い 高い
②　塞暁に移動している座合い
低い
1　　　　2
　　　　　　　　　　　　　高い
3　　　　4　　　　5　　　　拮
h‘11記述禰1もLあれぱ、ご意見をご白血にお書きください出
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【新興領堪お』：ぴ融合領」蜘
■咄12．木分野における、新　　’」虫や形成されっっある融合領岐で、あ班たが重理であると堵’え、あるいは注日しているもσ〕を坦蕃きく’ださい回
　　　また、これらの価域をA’雅皿…さ世る⊥での冊’朋オ；あれ’まオヨ書きくださし、。
睡固　本分野における我が国の研究環境にっいてお答えください岨
I研究閉発賢金】
1阯1齪　我が四の幽劃窺において、本分町を雅雌さ吐、世幽披果を生み州すためには、現在、との研究1期推資企を
　　　雌塾がありま寸か。
必更唾雌避び、その辞呂をご記入ください
??、
?．?
1位｛　　　〕、2位〔 〕、o位1　　〕
1…
日山記述欄＝もしあれほ、ご意兄をご1〒i山にお杳きください．
【研究開楽賀創
1瑚14、我が掴の第三期科学肢術独本吊1・画では、科学技術の職略的掘点化として、独礎研究の椎避と政策駅煙対応哩研究1用発の重点化が調われ
　　　ています呵
　　　木分野ては、現在、政策融魍剥応型柵究1咄雅賀金の幽はとうで寸か．
低い 高い
由曲記述欄＝もしあれぼ、ご意見をご白由にお苫きください。
1莚
【インフラお．kび坦盤壁燗】
1咄1百．木分里fにおいて、批が岡が’肚界トップレベルの」1史果を小み川すためには、現在、
雌選ぴ、　その番母をご記入くださし、。
申研究企ホ　基礎研兜および匝＾’≡朋封応型．研究州’ の両．ムを含む〕の状一
どの．止うなインフラお．止び拠推整揃が必硬ですか咀
1こつL、てお答えく’ださ』、
1位…　　　〕、2位‘　　　〕、竃位｛　　　〕
○巾記述牌：もLあれぱ、ご意児．をご白巾1こお杳きください。
一研究叶1冊の確保］
1冊10　木分野では　我が国の固鮒は2001年頃と比較Lて、噌えてい主すか、漉っていますか由
串研究企体‘独碓研究およぴ政無酬固対応型研究閉雅の両方を含む
減o1〔いる
伽’況についてお搭え　ださい
湘えている
1｛
［山記述禰：もLあれぼ、 ご意’見をご向山にお＃きください｛製因など〕．
本分野における我が国の研究成果の活用およぴイノベーションについてお答えください。
■鹿学官辿挽】
1咄17　木分財における我が国の雄幽は、雌すか、
下がつている ．トがつている
向山記迷桶＝もLあれぱ、ご意’虹をご■自山にお書きく’ださい．
【産学伯’辿慌】
冊1呂、本分野では、我が厩1のj甫1学宮辿協こおi寸る企業の満足疵は．
下がoている
　　　1　　1　！
■昨’1≡と比岐Lてとうですか。
　　　　　　　　　　　　．．トがつている
3　　　　4　　　　5　　1　岨
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日山記述禰＝もしあれぱ、 ご意二見をご向山にお書きください．
【睦学官辿挽1
間1蓼　本分珂の我が耐仰岬摘学辿岳吾は理‘l　1」記のどの段1咄が冊描で→■かまた脳豊で『か。
　　　　言衷当する番号を超ぴ、Oをっ1’†でください。傭数1団替’’可〕
（D　理在、活瑞な股喘
1、」山礎研・扶の段賭
2．応川研究の段階
3、塞用化研究の段1暗
②　木来、 ll1心であるべき段鵬
工、雌礎研究の股階
里．応用研究の段階
ヨ．実舳ヒ研究の段暗
白曲記述欄＝もLあれは、ご意見をご白曲にお苗きください自
1f
1研究冊擁上の隆蹄｛あいろ〕】
冊里o我が圃刮大苧申公耐研究　拙の研究成果が突川ヒされ老までにおいて、本分弼の盟雌直我が国抑冊痩トの隅硅お止
　　　ぴその　用上の1副．’．点はどうですか。
　　　　｛例えぱ、研究の捷」j芒段陥に応じ、榊続性を保ちつつ資金支援をするこ上、研究費使用の柔軟牲を確保すること、必要1こ応じ年度を越
　　　えて研究・費を仕用できる』：うにすることなど、に拍ける曄畦’や咄」固点をお考えくださいJ
①　研究班などの實制こ1費する制」吏上の昧壁
陣雌は歩い 障岨…は少ない
②研究挽などの費金に岨する制庇の遡川上のll1腿’点
間獺点は多い 珊題点は少拙い
L＿L…」L」・　・上ユ」
チ川1記述欄＝もしあれ1ま　雌董などをお．時きください皿
1一
【研究淵莞．1一の酷．路肪いろ〕】
1用里1我が回の蝿において木分町の班幽に関する我が国の幽運　　　雌はどう’oすか皿
　　　　‘例えぱ、国内の人材流助性、湖外から1．1本＾の人材流動性．、分野冊やセククー1制の人材の流動性≡、人材の流動性≡に咀わる人朝1訓度な
　　　ど、における曄唖≡や捌固点を一君堵■えください。〕
①　研究人材に1蝿する制腹上の陣壁
陣嚥は多い 蹄雌は少ない
②　研究人材に関する制座凹連川．．1＝仰1岬獺点
1剖題点は多い 冊盟点は少ない
向■」1記述欄＝もLあれぱ　幽壷珪などをお1I芋きください。
1邊
一研究1拙発」二の暁蹄（曲いろ〕l
1岨里里我が国の大触において、木分頸の研究戒果の実刷ヒや普及に1蝪る我が屈の制皿トの蹄
　　　雌およぴその趣用上の蝸1固’点はどうですか由
　　　　〔伊」え’士、加1＾切甘届正1捌連の冊」’畦、政峠苛調達1制岨、治験‘刷哩、各樋安全曲＾冊Hこ咀→一る’1刮三畦出ど、iこお’寸る1曄壁峠コ■剖晒’岨をお堵・えく・ださ，㌔〕
①研究」出果の実柵化や普及に間する制庇．トの蹄畦
障睦は劣い
　　1　1　皇
　　　　　　　　　　　障壁は少ない
ヨ　　　　4　　　　5　’　6
②　研究成果の突川化や普及に1鮒’る制庇の避皿1上の1冊題点
間題点は多い 間魍点は少ない
白1■1記述禰＝もLあれぱ、雌垂などを増苦きください山
1目
一研究成果の共川化】
1咄朋、木分野において、我が1珂の大’虫や公的研・究艘1封の研究疵果が突刑化されるまでの■岨間は，艘OO1什軸と比較Lてどうですか。
短くなつてL、る ユ舌く壮って山、る
もしあれば、 ご；竜j一をご向1■1’こおi峠きくださ！、。
1特許】
1剖刎、本分町に塙いて、いわゆる』幽は、雌と比較してどうですか．
瞳つている
　　1　　1　2
　　　　　　　　　　　　岬えている
コ　　　　ー　　　　5　　　　拮
白I1・1記述帽1もLあれぱ、ご意見をご向山にお’苫きください。
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【特許1
1咄舶　特許制虹については、研究捌推の辿展に対し、肚幽壷がありま→。幽　　　嚇1士どうで→1カ、自
①基礎研究において
　　　　　どちらかと着’えぼ　　　　　　　　　　　　　　　どちらかと君’えぼ
　　　　　研究1珊控の遮腰を　　　　　　　　　　　　　　研究1珊描の泄展を
　　　　　　　岨害寸る　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　促雌する
②応川研究や実刑化研究において
　　　　　どちら地、と言’え1迂
　　　　　研究閉提の碓鵬を
　　　　　　　阻審十る
　　　　　　　　　1　＝2　I3　　　　　　　　　　　1　　　　　1
　　どちらカ、と’書’え1ま
　　研究珊雅の雌一雌を
　　　伽避す石
5　1　曲
白血記述禰＝もLあれぱ、ご意見をご白巾にお書きください。
呈1
【口木の科学の水町嘔1
1咄蝸、木分野における我が国の艶1オ、以下の岡等
①来国と比較Lで、1．1本は？
　　　　　　　　低い
　　　　　　　　　1　1　2　1　3　1　－　1　5
　1挟州、アジアは最も辿んでいる1祠〕と比較してどうですか。
　高い
！o
②　欺州と比赦Lて、1ヨ本は？
　　　　　　　　低い
　　　　　　　　　1　，　里
　　　　　　　　　　　　　　高い
ヨ　　　　4　　　　5　　　　直
アジアと比鞍Lて、1．1木は？
　　　　　　低い 高い
向由卍述榊＝もLあれぱ、 こ■：駈見をこ’向由’こお｛芋きく’ださL、。
蜆
■｝1木の科学の水珂一1】
1咄27　本分睡における我が国の幽は
①米国と比較Lて、1］本は？
　　　　　　　　砥い
以下の国等‘欺州、アジアは最も辿んでいる同〕と比鞍Lてどうなると．思いますか．
高い
融州と此軸Lて、1］本は？
　　　　　　砥い 高い
⑭　　アジアと比較して、I．1木は？
　　　　　　　　砥い
　　　　　　　　　1　1　2　　　　茗
　　　　　　　　　高い
｛　　　　5　　　　6
○向記述欄＝もLあれば、ご意見をご白｛にお書きください白
王o
“］木の技術の水側
11，1朋本分洲二おける我が国の岨雌は、以1の岡等
①米国と比肢Lて、1＝1本は？
　　　　　　　　砥い
欧州、アジアは最も避ん1竈いる掴〕と比較してどうですか．
高い
1執州と比赦Lて、1．1本は？
　　　　　　砥い 高い
③　アジアと比較Lて、1＝1木は？
　　　　　　　　低い
　　　　　　　　　1　1　2　　畠
　　　　　　　　　高い
4　　　　5　　　　6
白由記述禰＝もLあれぱ、 こ’：睡見をこ“白■3．1＋こお書きくゴピさt、。
別
一1’1水の技術の水搾1
1咄珊、木分野における我が国口〕幽挫は、以下の国等O卿→
①来国と此較Lて、n本は？
　　　　　　　　砥い　　　　　　　　　　　　　　高い
、アジアは昆も辿んでいる国〕と比鞍してどうなると思いますか。
②猷州と比較Lて、1－1本は？
　　　　　　　　砥い
　　　　　　　　　1　　　　2 ヨ　　　　4
　　　　高い
5　　　　6
③　アジアと比較して、11木は？
　　　　　　　　砥い
　　　　　　　　　1　’　里　　　　畠
　　　　高い
5　　　　6
向由記述欄＝もLあれぱ、 こ’尭三見をこ“白‘＾’こお菩きく’ださL、。
…岳
■1］本の噸業の祠際競争カ］
1制且o．本分盟にお吋る我が国の鯉は、
①　米国と比較Lで、1－1本は？
　　　　　　　　砥い
　　　　　　　　　1　1　2　1　雪　1　4　1
以’ljの1面等㈱＝州、アジアは最も辿んでいる1副と比較してどうですか。
　　　　高い
5　　　　0
峨州と比較Lて、
　　　　　　砥い
l11木は？
高い
③　アジアと比較して、lr1本は？
　　　　　　　　低い
　　　　　　　　　一　・　1
　　　　高い
5　　　　0
向由記述禰＝もLあれは、 ご意蛆をご自■拍にお等きく’ださい。
眈
【11ホの雄業の国1捺破争川
1崎31　木分町における我が嗣の皿幽は
　　　　すか。
以下の国等｛一虫州、アジアは品’も辿んでいる国〕と比較Lでどうなると蝦い韮
①　米国と比較Lて＝、1＝1本は？
低い 高い
②猷州と比較Lて、旧木は？
低い 商い
③　プジアと比赦して、ll1本は？
砥い 高い
白■由言一述襯　1もしあれぼ、 ご意呈tをご市由Iこお苫きくださ山、。
呈一
11肚界トップクラスの研究教育拠則
1刮肥『肚界に伍し、さらには1世界の科学技術をリードする大芋づくりを積幅1杓に獺岨■掃るため、肚鼎トップクラスの研究教昔拠点をl1喘す
　　　細織に対Lて　競・j・原理の’での煎’1．；投豊を一．拙カに推辿・する』、と第三畑科学股術典本計i岬に1掴われています皿
　　　本分野におい1亡、我が国で刊堺トップクラヌの研究聖　拠1｛を形成司1るため．＝　何が1出題で→1か由また、幽皿
‘本分野の琉」j’圭に拘けた1政o細み1
冊朋．栽が国において、■」｛野の境．膿に向けて、現挫、岨J哩た取り組みは何ですか、
必亜’一1が高い■’に噸口を纈つまで避ぴ、　その冊号をご記入ください由
1拉1 〕、空仙1〔 〕、3位　‘　　　〕
珊
日山記述欄＝もLあれは、 ご；直’二／をこ11…1山■こお碁きくソごさL㌔
匡憂困　本分野の戦略重点科準技術についてお答えください。
申ご回答の陳には、別紙の「各分野の股脇重点科学技術とその内容」をご参照ください由
【戦略重点科学技術の現状1
冊ヨ4　下拙の職脇亜11工科一辛披術の実酬こつながるような醐究は，理拍　雌」宜か咀
　　＊ここ’oのF活発」とは、骸肖する職略亜点科学技術に側速する研究に増いて、研究者数、学会等の発表昨数、研究批の甑右どの坤」」11が
　　　纈立つことを＝亜喋する皿
①＾m止命プロクラム両現科学拙術
　あまり活雅では允い　　　　　　　　　　　　　　　　　　　かなり活碓で庄』る
②　AO邊臨昧研究・臨昧への桶漉L研究
　あ圭り訂舌圭畦1口’土ない カ・なり苛舌…畦で由』る
③　＾m標的治激等の革新的がん医掠披術
　あまo活発ではない 　　かなり芋舌蜀≡である
5　！　喧
蝸
④＾o’新興・’■1］＝興感染症克服科学技術
　あまo渦発ではない カ、なり古託｛垂である
⑤＾o皿国際競φカを向上さ世る安全な・食料の生曲
　あま岨括」発ではない
　　　　　　　112！3！4
供結科学披術
　　　か允り弼雅である
　5　1　6
⑥AO拮’．三物機端柵’川こ」二る物質伽硅・環境政持科1＝｝搬術
　あま州舌推ではない オ、なo荊’苛芒て三ある
⑦　＾071肚界最癌水搾のライフサイエンス挑盤鞘備
あまo活雅では壮い
　　　　　　1　1皇
　　　　　　　　　一
帥1記述禰1もLあれぱ．
一3　！4　　5　　　　　一
ご；苗見をご自111に」高＝・曹きくテビさい
カ、な切括’｛硅である
！田
o．o
一職略亜点科学披術の共唖1
1冊冊、軸略描点科学技術の喪現1二舳’1て、現在、我が国で必哩＝な腋り細みは何ですか血
　　　　職■1許重点科字披術ごとに、雌避び、その砥呂をこ記入ください血
鹿止
新設
①　＾01止命プログラム再現科伊技術
　I位‘　　　〕、2位｛　　　〕、ヨ位｛　　　〕
②　＾O里臨床研究・臨床＾の描渡L研究
　1位　〔　　　　〕、2’立　｛　　　　〕、ヨ位　（　　　　〕
③　A朋標的治癖韓一の革新的がん嵯抹技術
　1位｛　　　〕、2砒｛　　　〕、割位‘　　　〕
④　＾o’新興　1町興感染雌克服壇・学肢僻
　1位＝　　　〕、里4立｛　　　〕、割位‘　　　〕
⑥　＾肪国1罪披争」」を1拘．．トさ世る安全杜食料の牛商・供給周・学技衙
　1イ立　｛　　　　〕、里イ立　｛　　　　〕、錺イ立　‘　　　　〕
⑥AO冊小物機能抽’用に」：る物価止産・蝿」暁改菩科学技術
　1｛立　（　　　〕、里位｛　　　〕、ヨ位　｛　　　〕
⑦　＾07肚鼎最商水準のライフサイエンス基絆整備
　1位　＝　　　〕、室位　｛　　　〕、詔位　j　　　〕
ヨ1
r1山記述欄＝もLあれぱ．ご意’苫1をご目阯11こ‡；菩きくださL、。
【■’1本の研・究水準】
1咄冊　1記の職略1重肯科学披衙に曲いて、これらに閲連する』一雌は、
①　＾O1佐命プ□グラムi1哩科学股術
　　　　　　　低い 高い
幽どうですか、
②　A02臨床研究・臨床への橋漉L研究
　　　　　　　岨．い
　　　　　　　　1　　　　2　　　　0　　　　4
⑲　＾03標咄糊嘘等ω革漸的がん医琉技術
　　　　　　　低い
　　　　　　　　112　1；4
④　＾o’漸興・刊・興感染症克11胆科学肢術
　　　　　　　低い
　　　　　　　　1　12　1ヨ　　4
　　　　高い
5　　　　喧
　　　　高い
5　　　　喧
　　　　高い
5　　　　個
＾05国1織珪争カを1’i1」＝さ廿る安企．な食料の生産・供給料学披術
　　　　低い　　　　　　　　　　　　　　　　　　高い
莚…
⑥＾o日仕物機能活’1」に一亡る物砥仕産・膿境故善科学披術
　　　　　砥い 商い
高い
⑦　A07■肚琳最高永坤のライフサイエンス基盤確O
　　　　　低い
　　　　　　1！2　13　14
もしあれは、こ憶見をこ．olllにお菩きく’ださい、白山言己述偶
匝憂國　本調査全体に関して、もしあれぱ、ご意見をご白曲にお書きください．
1咄帥．
舶
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■■■■■■　　　　 1■■』　　　　　　 1』…止■■■■■■■1■■■』■』皿　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　二皿」■L■■■■■　　　　　　　 11■■I』』止」■」■■■■■■■■…』皿」■■■■■■■■■1■o』■■皿皿』皿　 u■■■■■■■■■　 ■　 1一■皿一　 皿u」■■■■■　 ■■1■　　 ■■■■』皿u　 皿止■■」　■■■■■
  
 
 
 
 
 
（余白）
 
蹄廠　各分野の戦酪重点科学技術とその内容
分野 記号 戦略重点科学技術 具体餉な内容や含まれる技術など（分野別推進戦略より〕 キーワード
・酬＾、解析困鞘なタ，パク質、瀧鎖．代謝物質などの生命構成体の構ヨ告・槻
能解柵＝よる、生命のシステムの要素の相互関候を解明する研究
酬＾．タシパク
＾01 生命プログラム再現科学技術 1麗や免疫機構などの生体の高次調節機構のシステムを理解する研究
置．糖鎖、代謝、
・以上を踏まえ．細胞などの生命機能単位を、lTを駆使Lてパーチャル1＝、ま
生命システム、
たは部分榿能を賦験管内で，システムとして再構築L理解する研究 脳、免疫捜構
・早期1＝実用化を狙うことができる研究成果，革新的睦断・胎庶法や、蹄外国
で一恕的1＝使用する＝とがで吉る我が国では朱承盟ω医薬品等Φ使用1＝つな 疾患診断珪．創
がる4需撞L研究・囲葦床研究I治験 薬、再生医療，
＾o望 臨床研究・臨東へω橋疲L研究 ・臨康珊究，橋綾し研究の支援体制整備 治験、トランスレ
・臨康研究推進i＝資する人材養成・礎俣｛疫学、生物統計1＝専門性を有する人 ’ショナル■」サー
材を含む〕 チ
＾ライフサイェシ ・創薬プロセスの効率化など成果の実用化を促進する研究開艶
ス ・がん予肪に資する、がんの超早期発見技術などの研究
＾03 標的治癖等の革新的がん医癖技術 ・がん患者の生活Φ質1＝配慮Lた低侵襲治療や操餉治擦などの治療技衛ω
研究
がん
・がんω生存率を向上させる標準的治療蛙の研究
・病源体や発症捜序の解明などの基礎研究
＾04 新輿・再興憩染症克服科学技術 ・識が国及ぴアジア地域1＝とOてリスクω高い、新興・再興感染症、動物由来
感染症の予肪・診断・治療の研究
感築症
・識が国及ぴ7ジア地域ω拠点の充実及ぴ人材養戒
国際競争カを向上させる安全な食料の
・ゲノム科学創丁等の先端技術を活用した、高品質な食料を低コスト・省カ的 食料・食品、フー
＾o茗
生産・供給科学技術
に安定」て生産・供給する技術の開瑞 ド子エーンのリス
・食晶供給行裡｛フードチエーシ〕全般における1」スク分柵＝資する研究開発 ク分析
生物機能活用1＝よる物質生産・環境改 ・微生物や動植物の機構の解明等を通じ、生物機能の括用1＝よる産業や 生物機能の活
＾o個
善科学技術 医療1＝有用な物質生産や環境保全・蒲化に資する技輌を開毘」．実用化する 用，物質生産．
硯究開鍵を強化する 環境保全・浄化
＾ライフサイェシ ・研究開発の動向や■〃一スの質と量の科学的評価を踏まえた、生物適伝費
ス 胴等の傑全・確保
世界最高水準のライ〕サイエシス基盤整 ・国膿的擾位蛙が寓いデ■タペースや．国膿脇カ等の観点から裁が国で整備 生物資源，デ■
＾01
備 Lておくぺきデータペースを対象とした、警積された生命蜻報守一タΦ剰活用
タベース、計測・
に必須である統合的なデ■タベース整備1＝向けた研究開発 分析技術
・計測・分析技術、機器開龍の基盤となる、lTやナノテクノロジーとの融台領域
日oi
科学技術を牽引する担界最高水準の次 ・科学技術を軍引する世界最高水曄の次世代スーパーコンピュ■タω開琵 次世代ス■パ■世代ス■パ’コシピユ■タ コンピユータ
回o1 次世代を担う高度π人材の育成 ・高度1丁社会に対応」た理輪と実践カを兼ね偽え。先見性と独自縦とを併せ
持っ高度1丁人材の育成
・OMOS－L割用超微細化プロセス技術
・現状の技術飽和を克服する飛躍的な設計・開発支躍技術（単律子パイスから
OMOS－LSl、超微
次胆代半導体の国際競争を脇ち抜く超
L割、モジュールまで〕
綱化プロセス披
目oo 撒紬化・低消費電カ化及ぴ設計・製造技
・知的財産権あるいは股盲十リソ山ス有効活用・再利用のためのプラリトフ非一 術，単体デパイ
術
日摘報通憶 ムつくリ
スエ割、モジユ…
・低消費電カ化技術｛デパイスからシステムまで〕 ル
哨捜ディスプレイを含む次世代ティスプレイ技術
・新情報蓄積技術｛高性能不揮発メ壬■」と先端ストレージ技術〕
世界トップを走り続けるためのディスプレ ・非シ■」コンデパイス
右機デイスプレ
日04 イーストレージ・超高速ヂパイスの中核技 ・将葉デパイス｛先端光テバイス、ポストシ1」コシ、MEMS応用、甜東塾子回路
イ．先端光ヂパイ
術 など超伝奪子パイス、センサー等〕 ス、趨伝導デパ
・通信一ネットローク用デパイス
イス
・低消費電カ化技術げパイスからシステムまで〕
・家庭や御で生1刮；役立っロポット
世捌＝先駆けた家底や街で生活1：役立 ・RTシステム統合連携技術
ロポツト、R1’シス
日05
っロポット中櫨技術 ・RTモジュール高度化技術
テム、円丁壬ジュ
・人間とロポリトωイシタラクション技術 一ル
世暴標準を目指すソフトウェアの開発支
・商信頼・高安金・セキュアな組込みソフトウェア設計開発技術 組込みリフトウェ
日oo
援技術
’課麗解決カや国際競争カの高いサーピス提供を司能とする次世代のオープ 7設計、オープシ
ンアーキテクチャ及ぴその闘発基盤の整備 ア’キ〒クチ巾
・利用者ω要求に対Lてタイナ皇ツク1＝最適な環境を提蝶できるネットワーク
・超高画像コシテ：’ツ配信が乗軟にできる高速・大容量・低消費電カネットワー
高逮・大容量・低
大量Φ備報を囲時1；伝え離毛邪便瑞・快ク
消費電カネットワ
日o一
適1＝利用できる次世代ネットワーク技術 ・ワイヤレスネリトワーク1＝よるユピキタスモピリティ 一久ユピキタス
・利用者の要求に応じたデペンダブルなセキュアネリトワーク
モピ■」テイ、セキ
日情報通帽 ユアネットワーク
人の能カを補い生活を皮援するユピキタ
・ユビキタス創遣的生活支躍基盤伯律移動支援システムを含む〕
・実世界状況盟識技術
ユピキタス、実世
日o咀
スネットワーク利用技術
・ユピキタス・セキュリティ基盤 界状況露識技術
・映像・音声等のコンテンツの制作・流通のための最先端披術
世界と感動を共有するコシ〒ンツ創造及 ・ク1」エイティブ人材の育成
日09
ぴ情報活用披術 ・感動を共有するインフラの充実 コン予ンツ
・情報の量大集積化とその活用
世界一安全・安心なlT社会を実現するセ
一剰用者の要求1二応じたデペシダプルなセキュアネットワーク
・輻広い剰用者が使いやすい情報通信ネットワーク
情報セキュー」ティ
日10
キュ■」〒イ披術
・情報セキュ1」ティ技術の高度化
技術
人工衛星から＝酸化炭素など地球温躍
○環境
化と関係する情報を一気1；観測する科O01
学技術
1衛星1＝よる掃室効果ガスと地塒表層環境の観測 地璃観謝
○環境
oo呈
o03
oo｛
O05
ooヨ
oo一
ooo
ooo
010
011
ポスト京者咀睡彗定毛量．二向1＋スー’｛一コンピ
ユ1タを用いて呈1世紀の気候蛮動を正
確1二予瀞する科寧技術
地球温隈化が七たらすリスクを今のうち
1；予測L脱温暖化社会の設計を司能と
する科学技術
新規の物質への対応と團際貢献によリ
世界を先導する化学物質のリスク評価
管理技術
鹿棄物資源の国際流通1二対応する有用
物質利用と有害物質管理技術
効率的1＝エネルギーを得るための地域
1＝囲Lたパイオマス利用技術
健全なホ循環を操ち自然と共生する社
会の実現シナリオを設計する科学技術
多種多様な生物からなる生態系を正確
1＝とらえそω保全・再生を実現する科学
技術
人文社会科学的アプローチ1：よリ化学物
質■」スク管理を社会1二的確1：普及する科
学技術
製品のライフサイクル全般を的確1；評価
L竃Rl＝適Lた生産・消盟システムを設計
する科学技術
人文社会稗学と融合する環境研究のた
めの入材育成
・気候モデルを用いた里1世紀ω気候変動予禰
・気候変動リスウの予測・管理と脱温暖化社会設計
・国際間協カの粋組1二対応する1」スク評価管瑠
・新規の物質・技榊＝対する予見的リスク評魎管理
’国瞭駅対応の有用物質利用・有害物質管理技術
・草木質系パイオマスエネルギー利用技術
・持続可龍型地域バイオマス耕用システム技術
・地域・地域規摸の流域圏観灘と環境情報基盤
・自然共生型流域圏・都市実現社会シナ1」オの設計
・マルチスケ■ルでの生物多様性槻測・解析・評価
・広域生態系櫨台1＝おける生態系サーピス管理技術
・1」スク管理1；関わる人文社会科学
・朋実践のためωシス干ム分析・評価・設計技術
・人文祉会科学と融合する環境研究のための人耕育成
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ク■j一シなエネルギーの飛躍的なニスト
削減を可能とする革新的材料技術
資源問題解決の決定打となる希少寛源・
不足資源代善材料革新技術
生活の安全・安心を支える葦新的ナノ子
クノロジー・材料技術
イノベーション創出の中核となる革新的
材料技踊
チパイスの性能の限罫を突融する先端
的エレクトロニクス
超畢期診断と抵侵襲胎癖ω実現と■鉢
化を目指す先端的ナノパイオ．医療技術
ナノテクノロジーの社会受容のための研
究開発
イノベーション創出拠点1＝おけるナノテク
ノロジー実用化の先導革新研究開発
・石抽資源1＝替わるク■」一ンなエネルギーの利用を現実的1＝司能にし、普及さ
せる。当面は。撚料電池、太陽電池を重点的に材料技術1＝よってプレークスル
ーを起＝す
・不足資源の代替材料技術
・大震災1＝耐えうる建築物のための嵩強度鋼等の革新的構造耕料．突発的な
テロ、災害や事故から身体等の安全を確保する赫料技術やそれらの検査・…平
価・利用技術
・食品分野では、国産農産物を用いたナノ粒子加工技術Φ開発や、盆品のナ
ノ粒子の捜能解明のためのナノ品質計翻技術の開発1＝よリ、安全で高品質な
食品素材を開発する
・ナノスケー几構追同士を接台する界面や竈面の崎性1機能の制御と、スケー
ルアップのためωプロセス技術など
・現状技術ω延長ではない、子パイスの電カ消費量1集揃度・逮産や櫨能など
の性能の限界突破
・生体の輔追と捜能をナノレペルで解明・制御すること1＝よリ、超早期診断と低
侵襲治癖ω実現
・技術が社会に与える影響やナノ物質が入体や璃境1＝与える影響等を事前1＝
蹄価L．信頼牲の高いデータを得る
・ナノテクノロジーの標準化等の国蹄協調
・研究成果1＝J：る駐作拠点や共同研究セシターなどの拠点整備
・我が国の物哩．化牢、材親などの強みをさら1二伸はす
石抽資親代替。
撚料電1也、太腸
電池
詣少資源・不足
資源の代替材料
技衛
高強度鋼、革新
的構造材料、ナ
ノ粒子加工技術
‘食品〕、ナノ晶
質計禰技術
界面・表面ω特
性・幟能．プ日セ
ス技術
テバイス
ナノパイオ、低握
襲描癖
人体・環境影響、
標準化
イノベーシヨン
槻点、施策・共同
セシター
ナノメートルスケ
○ナノ・材料
oo坦 ナノ領域最先端計測・加工技術 ・ナノメートルスケールω分解能を持つ分析・物惟計剰技術の開鑑や施工技術 一ル。分桁・物惟
計盟1腋術
010X練自由電子し一サーの開発・共用 ・放射光とレ、ザーω特徴を併せ持っ光とLて、従来の手法では実現不司能 x線自由電子レ
な分析を可能にする技術 一ザー
エネルギ’の面的利用で飛躍的な省工 ・都市部におけるエネルギー弄1」用効璃を高め．未判用エネルギーを経済曲1＝
都市システム、工
E01
ネの街を実現する都市システム技術 右勃活用するシステム技術を開発・実証する ネルギーマネジ
メント
・省エネ性能の高い機器・住宅・建築物の闇発昔及に加え、硅宅・建築物・街
実効牲のある省エネ生括差実現する先 睡のライフサイクル腱設から通用を経て解体まで〕にわたる環境性能評価手 環境性能評価手
E0，
進的住宅・建築物関連技術 法及び、簡易で信頼肚の高く擶々な既存住宅・建築物Φ闘熱性能…平価技術を 法．断熱性能評
開発する 価技術
… o
便弄1」で豊かな省エネ社会を実現する先
・民生、運輸、産業の全部門ω省エネを夫きく進展させることが期待できる牢
Eエネルギー E03 導体等デパイスの高効率化、高樹能化．高集積化、システム化、大容最化等 先塒高性能半導
瑞高世能汎用ヂバイヌ技術 1；係る研究開発を行う 体デパイス
究極ω省エネエ場を雲現する革新的素
・エネルギー原単位を半滅するような大幅な省工未効果が見込まれる技術や、
EO’ 工場での未弄■」用低温排熱を大量かつ経済的1二有効活用できる技術といoた 省エネ型素材製
樹製造プロセス技術 革新的な省エネ型素材製造プロセス技術の研究踊発を行う 造プロセス技術
・電気自動車向け電カ貯瀞装置の飛躍餉な億頼牲向上・低コスト化技術、燃
布油を必要としない新世代自動車ω葦E05 料電池自動車向け撚料電池ω抜本的低コスト化と耐久性・効率の抜本的改 電気自動車．水
新的中核技術 善、安全・簡硬・効率的かつ低コストな水素貯描技術の確立1二向1寸た研究開 素貯蔵技術
発・実証を行う
・運輸部門1二おける短期的な石油依存度低滅のキーテクノロジーとして、天撚
石油1；代わる自動車用新液体燃料
E0ヨ
ガスを原料とし自勧車用撚料として利用司能な描体撚料を経済的に生産する
他LT〕の最先端製造披術 CTL製造技術の研究開発を行う OTL製造技術
EO一
先端撚料電池システムと安全な革新的水素貯蔵・輸送技術
・撚料電池の抜本的低コスト化、撚料電池の融久性・劫串酬虫本的改善、安全・簡便・勃率的かつ低コストな水素貯幟1翰送技術の確立。及ぴ定置用撚料電池システムの初期市場の立ち上げに向けた研究開舘・実証を行う
厘エネルギー
????、?????????????????????
EOヨ
太腸光墨電を世界1＝普及するためω革新釣窩効率化・低コスト化技術 ・系銃電カと競争カを宥L国瞭展開可能な飛躍的窩勅率化・低コスト化を目指し、革新的な太隅光窮電技術の研究開捌＝取り組む
太陽光発電技術
EO茗
電源や利用形態の制約を克服する高憧能電カ貯蔵技術
・従来の電カ供給システムを嗣新L電気の利用形態を抜本的1＝変えることが可能な、飛躍的1＝性能が向上」た蓄電技術を、最新ω超電導技術やナノテクノロジ’などを駆使Lて開鶉する ?????????
日o
ク■」一ツ・高鋤轟で世界を1」一ドする石炭ガス化技術 ・石炭から効率的かつ経済的に含成ガスを製造する石炭ガス化技術1；ついて研究開発を行う
石炭ガス化技術
E11
安全性・経済脚；優れ世界1＝普及する次世代軽水炉の実用化技術
・空030年潮後から始まる国内の代替炉建設需要創二らみ、メーカー主導で世界市場も視野1二入れっっ、官民一体となって、世界最高水準ω安全性．経済牲等を備えた次世代軽水炉技術の研究闘発を行う
????????
E1，
高レベル放射性廃棄物等の処分実現1：不可欠な地層処分技術
・高レベル放躬憧廃棄物の処分事業と固が行う安全規制の岡面を支える技術を知識基盤とLて整備していくため、地層処分按術の帽頼の向上や安全評価手法の高痩化等1＝向叶た基盤的な研究開発を推進する ????????
E13
長期的なエネルギーの虫定供給を確保する高速増殖炉｛冊R〕サイクル技術 高逮増殖炉サイクル技術
E14
???????ー、?????????????、?????
Fものづくリ
○社会基盤
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目本型毛のづくり技術をさら1＝進化させ
る．科学一＝立脚Lた七〇）づくリ「司視化」
技術
資源・蝿境・人口制絢を克服L、日本のフ
ラッグシップとなる、七のづくリのプロセス
イノペーショシ
滅災を目指」た国土ω監視・管理技術
現場活動を支援」人命救助巾被害拡大
を咀止する新技術
夫更新時代・抄子高齢化社会に対応L
た社会童本・都市の再生技術
新たな社剣＝適応する交通・輸避システ
ム新技術
・革新的ものづくリ技術の基盤となる先端計捌分析技術や、そω技術1＝基づく
捜器の開発
・M日MS等の精密加工技術の開発
・実作業に係る知識を構遣化」たヂータペース．ものづくり現場と親和性の高
い高度シ量ユレーショシ按術等、毛のづくリ切最適化を支暖するツールの開発
・OAD等ω既存ヂジタルエンジニァ1ルグシステムと連携Lて新たな価値を創
造する知識マネージメントシステムの開発
・超フレキシプルディスプレイ部材や超ハイプ1」ツト部材の製造技術．ガラス材
料の高機能化のためω超精密加工技術等の新たな高付加価値樹料を生み出
す製造技術や加工技術
・人口滅少社会に適応する産業用ロボット技術
・有害物質を排出しない材料の製造技術
・高機能高精度地震観測技術
・災害監視衛星利用技術
・勅果早期発現減災技術
・国土燥全総合管理技術
1社会科学融合減災技術
1災害現場赦捜カ増強技術
・摘審危険物現場検知技術
・社会肪犯カ増強技術
・社会資本管理革新新技術
・都市環境再生按衛
・交通・輸送安全新技術
・新需璽対応献空機国産技術
先端計測分析技
術，MEMS、精
密加工技術．o＾
o、知識マネージ
メントシステム
超ハイプ1」リト部
材、超精密加工
技術、産業用ロ
ボリト技術
地震観謝技術、
準天頂高精鹿瀞
位実験技術
代替輸送支援シ
ステム、探知技
術、捜査支援、
鑑定
劣化予捌技術．
安全度評価技術
避路交通安全対
策技術、全捜イ
ンテグレーシヨシ
技術
・H一皿＾ロケットの開発・製作．打ち上げ
H－1l＾ロケツト、
信頼性の高い串宙輸送システム ．H■I■目ロケット｛H－ll＾ロケット能カ向上型〕
HH1日ロケリト、
HO　l
・字宙ステ■ション補給捜〔HTV〕
宇宙ステーション
補蛤捜
・蝿害対策・危捜管理のための衛星基盤技術
・リモートセンシング技術｛ハイパースペクトラルセ，サ技術〕
衛星基盤技術、
Hフロンテイア H0王 衛星の高信頼性1高捜能化技術 ・信頼惟向上ヴpグうム｛衛星関連〕 リモートセンシシ
・宇宙環境信頼性実証プログラム帽ERVIS〕
グ技術
海津地球観測探査システム｛うち、次世
HO‘
・rちき巾う』による世界最高の探海底ライザー掘削披術の開発 深海底ライザ’
代満洋探査技術〕 ・次世代型深海探査技術の開発 繍1舷術
外痒上プラットフオ’ム技術 ・津上プラットフォームの研究開発
津上プうツトフォH04
一ム
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所属 氏名（敬称略）
1 　(独)農業・食品産業技術総合機構 村上　ゆり子　
1 (独)農業・食品産業技術総合機構 柴田　道夫　
1 北海道大学大学院水産科学研究院 嵯峨　直恆　
1 東京農工大学大学院 小畑　秀文　
1 新潟大学大学院歯学総合研究科 前田　健康　
1 　松本歯科大学大学院歯学独立研究科 増田　裕次　
1 　鶴見大学歯学部 口腔病理学講座 斉藤　一郎　
1 　東京薬科大学薬学部分析化学教室 楠　文代　
1 　創価大学工学部生命情報工学科 久保　いずみ　
1 　東北大学大学院環境科学研究科 末永　智一　
1 　大阪大学大学院医学系研究科 春名　正光　
1 新潟大学歯学部　口腔生命福祉学科 山崎　和久　
1 奥本　裕　
1 国立遺伝学研究所系統生物研究センター 城石　俊彦　
1 清水　英佑　
1 　東京農工大学大学院 西河　淳　
1 名古屋大学大学院 藤本　豊士　
1 大阪市立大学大学院医学研究科 木山　博資　
1 豊橋飼料(株) 中川　二郎　
1 農業生物資源研究所 内藤　充　
1 　九州大学医学部　眼科学教室 石橋　達朗　
1 名古屋大学大学院工学研究科 田中　英一　
1 東北大学大学院工学研究科 山ロ　隆美　
1 　大阪市立大学第二外科 大杉　治司　
1 　東京大学医学部　心臓外科 高本　眞一　
1 　和歌山県立医科大学皮膚科 古川　福実　
1 東京女子医科大学大学院医学研究科 扇内　秀樹　
1 　国立感染症研究所　感染症情報センター 岡部　信彦　
1 熊本大学大学院 赤池　孝章　
1 徳島大学大学院 太田　房雄　
1 大阪府立大学大学院生命環境科学研究科 小崎　俊司　
1 広島大学大学院医歯薬学総合研究科 菅井　基行　
1 　農業環境技術研究所 興語　靖洋　
1 　三重大学医学部　産科婦人科学教室 佐川　典正　
1 京都大学大学院医学研究科 伊藤　壽一　
1 　金沢医科大学耳鼻咽喉科教室 友田　幸一　
1 　愛知学院大学　歯学部歯周病科 野口　俊英　
1 九州大学大学院歯学研究院 前田　勝正　
1 北海道大学大学院獣医学研究科 梅村　孝司　
1 東京大学大学院農学生命科学研究科 西原　真杉　
1 　宮崎大学農学部獣医学科　家畜生理学講座 村上　昇　
1 熊本大学医学部 遠藤　文夫　
1 　東京女子医科大学心臓病センター 黒澤　博身　
1 　岡山大学医学部小児科 田中　弘之　
1 　星薬科大学　薬品分析化学教室 中澤　裕之　
1 　東京都健康安全研究センター 井部　明広　
1 　東京大学大学院理学系研究科　生物科学専攻 寺島　一郎　
1 京都大学大学院生命科学研究科 佐藤　文彦　
1 大阪大学大学院医学系研究科 遠山　正彌　
1 大阪大学医学部保健学科 別府　慎太郎　
1 　鹿児島大学大学院循環器呼吸器代謝内科学 鄭　忠和　
1 　山口大学大学院医学研究科器官病態内科学 松崎　益徳　
1 深井　朋樹　
1 　自然科学研究機構　生理学研究所 池中　一裕　
1 東京大学大学院医学系研究科 五十嵐　隆　
1 　筑波大学基礎医学系 長田　道夫　
1 中央農業総合研究センター 浅井　元朗　
1 　高知大学医学部免疫学教室 宇高　恵子　
1 群馬大学大学院医学系研究科 高田　邦昭　
1 京都府立医科大学大学院医学研究科 河田　光博　
1 宮崎大学医学部 菅沼　龍夫　
1 (独)医薬基盤研究所 水沢　博　
1 　大阪大学蛋白質研究所 阿久津　秀雄　
1 　大阪大学大学院理学研究科 倉光　成紀　
1 　広島大学　生物生産学部 谷口　幸三　
1 　東京農業大学　農学部　畜産学科 半澤　惠　
1 　社会保険中央総合病院 万代　恭嗣　
1 　兵庫医科大学循環器内科 増山　理　
1 　国立遺伝学研究所　集団遺伝研究部門 斎藤　成也　
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1 　日本医科大学医学部生理学第二講座 丸　栄一　
1 　岡山大学大学院医歯薬学総合研究科 大塚　頌子　
1 　東京女子医科大学医学部小児科 大澤　真木子　
1 広島大学大学院医歯薬学総合研究科 頼岡　徳在　
1 　名古屋大学生物機能開発利用研究センター 北島　健　
1 東北大学大学院医学系研究科 伊藤　貞嘉　
1 　九州大学大学院医学研究院循環器内科学 江頭　健輔　
1 　大阪大学微生物病研究所　分子原虫学分野 堀井　俊宏　
1 　東京大学医科学研究所 岩本　愛吉　
1 　岡山大学医学部神経内科 阿部　康二　
1 　東海大学医学部付属八王子病院 北川　泰久　
1 　島根大学医学部附属病院 小林　祥泰　
1 　京都大学大学院医学研究科　脳神経外科学 橋本　信夫　
1 　島根大学医学部　解剖学講座発生生物学　 大谷　浩　
1 　明治乳業(株)　研究本部 桑田　有　
1 　東京医科大学外科学第一講座 加藤　治文　
1 　国立がんセンター中央病院　内科 國頭　英夫　
1 東北大学大学院医学系研究科 西條　康夫　
1 国立感染症研究所 森　亨　
1 　岩手医科大学医学部泌尿器科学講座 藤岡　知昭　
1 　産業医科大学医学部　泌尿器科学 松本　哲朗　
1 宮崎大学医学部 林　哲也　
1 　東京大学大学院薬学系研究科 一條　秀憲　
1 　早稲田大学理工学術院 胡桃坂　仁志　
1 　奈良県立医科大学　医学部 大西　武雄　
1 　熊本機能病院 中島　英親　
1 　北海道大学大学院医学研究科　整形外科 三浪　明男　
1 　東京大学医学部附属病院形成外科 光嶋　勲　
1 伊藤　幸成　
1 　東北大学大学院農学研究科 宮澤　陽夫　
1 　鳥取大学医学部整形外科科学教室 豊島　良太　
1 　三菱化学株式会社 永美　容一　
1 　塩野義製薬(株)　医薬研究開発本部 坂田　恒昭　
1 味の素(株) 幸田　徹　
1 東レ(株) 長瀬　公一　
1 (株)東芝　研究開発センター 石森　義雄　
1 高尾　正敏　
1 (医)医真会八尾総合病院 西村　健司　
1 九州大学　医学部　保健学科 杜下　淳次　
1 松下電器産業(株) 安本　吉雄　
1 日立製作所　中央研究所 中屋　雄一郎　
1 東京大学大学院工学系研究科 鳥海　明　
1 　(株)半導体先端テクノロジーズ 渡辺　久恒　
1 　大阪大学　極限量子科学研究センター 高井　幹夫　
1 (株)東芝研究開発センター 松日楽　信人　
1 村上　弘記　
1 東北大学大学院工学研究科 小菅　一弘　
1 (独)産業技術総合研究所　 神徳　徹雄　
1 　九州大学大学院　システム情報科学研究院 倉爪　亮　
1 東京大学大学院　情報理工学系研究科　 原　辰次　
1 東京大学大学院　情報理工学系研究科 舘　暲　
1 　東京電機大学理工学部情報システム工学科 古田　勝久　
1 　北海道工業大学工学部電気電子工学科 土谷　武士　
1 　大阪大学大学院工学研究科 高橋　亮一　
1 池原　悟　
1 横浜国立大学　大学院　環境情報研究院 森　辰則　
1 横浜国立大学大学院　環境情報学府 田村　直良　
1 　龍谷大学理工学部数理情報学科 馬　青　
1 ＮＴＴコミュニケーション科学基礎研究所 中岩　浩巳　
1 　慶応大学環境情報学部 石崎　俊　
1 　関西学院大学理工学部情報科学科 北村　泰彦　
1 　和歌山大学システム工学部デザイン情報学科 鰺坂　恒夫　
1 早稲田大学理工学術院 村岡　洋一　
1 日本電気(株) 中田　登志之　
1 宮部　博史　
1 東京大学大学院情報理工学系研究科 坂井　修一　
1 埼玉大学大学院理工学研究科 大沢　裕　
1 　大妻女子大学社会情報学部社会情報学科　 東明　佐久良　
1 　新潟大学工学部情報工学科 牧野　秀夫　
1 大阪大学基礎工学研究科システム科学専攻 新井　健生　
1 豊橋技術科学大学工学部 石田　誠　
＊掲載は順不同  
ラ
イ
フ
情
報
通
信
環
境
ナ
ノ
テ
ク
・
材
料
エ
ネ
ル
ギ
も
の
づ
く
り
社
会
基
盤
フ
ロ
ン
テ
ィ
ア
所属 氏名（敬称略）
1 　松下電器産業(株)ロボット開発室 本田　幸夫　
1 　香川大学工学部知能機械システム工学科 秦　清治　
1 　(株)明電舎 恩田　寿和　
1 　東京理科大学　工学部第二部　電気工学科 谷内　利明　
1 　神奈川県産業技術センター　機械制御技術部 宮澤　以鋼　
1 東京電機大学大学院理工学研究科 荒木　純道　
1 大阪大学大学院工学研究科 栖原　敏明　
1 河合　滋　
1 　神戸大学工学部電気電子工学科 和田　修　
1 独立行政法人情報通信研究機構 松島　裕一　
1 東北大学電気通信研究所１号館 尾辻　泰一　
1 東京工業大学　大岡山キャンパス 松澤　昭　
1 三好　元介　
1 奈良先端科学技術大学院大学情報科学研究科 木戸出　正継　
1 　ＮＴＴサイバーコミュニケーション総合研究所 荒川　賢一　
1 榎木　孝知　
1 浅見　徹　
1 　ＮＥＣシステムプラットフォーム研究所 岩田　淳　
1 ＮＴＴ　コミュニケーション科学基礎研究所 前田　英作　
1 ＮＴＴコミュニケーション科学基礎研究所 守谷　健弘　
1 東京工業大学　大学院理工学研究科 中川　茂樹　
1 　早稲田大学　理工学術院 藤江　正克　
1 岡山大学大学院　自然科学研究科 則次　俊郎　
1 大阪大学産業科学研究所 菅沼　克明　
1 長南　征二　
1 　関西大学工学部機械工学科 多川　則男　
1 ＵＢＬオフィス 三枝　省三　
1 　東北大学大学院工学研究科 杉本　諭　
1 大阪大学大学院工学研究科 中谷　亮一　
1 物材機構センサ材料センター 小出　康夫　
1 　大分大学医学部医学科第一外科 北野　正剛　
1 東海大学医学部医学科 峯　徹哉　
1 大阪市立大学大学院理学研究科 升本　眞二　
1 広島大学大学院理学研究科 松本　眞　
1 　北海道大学大学院理学研究院・理学部 山口　佳三　
1 　名古屋大学大学院工学研究科 園山　正史　
1 北海道大学大学院生命科学院 出村　誠　
1 名古屋大学大学院理学研究科 倭　剛久　
1 　関西大学　総合情報学部 林　勲　
1 　筑波大学　システム情報工学研究科 鬼沢　武久　
1 首都大学東京　システムデザイン学部 高間　康史　
1 新宿ｴｽﾃｯｸ情報ﾋﾞﾙ 16階 石井　義興　
1 　静岡大学情報学部情報科学科 石川　博　
1 佐藤　哲司　
1 東京工業大学　学術国際情報センター 横田　治夫　
1 　東京工業大学　精密工学研究所　R2-13 佐藤　誠　
1 　松下電工(株) 野村　淳二　
1 筑波大学大学院システム情報工学研究科 岩田　洋夫　
1 竹村　治雄　
1 北里大学医療衛生学部医療工学科 梅田　徳男　
1 岡崎　宣夫　
1  北海道大学医学部　保健学科 小笠原　克彦　
1 　岡崎市民病院　情報管理室 奥田　保男　
1 　広島大学病院　診療支援部放射線部門 隅田　博臣　
1 遠山　坦彦　
1 　熊本大学医学部附属病院 橋田　昌弘　
1 　埼玉医科大学総合医療センター 松田　恵雄　
1 名古屋大学大学院工学研究科 金田　行雄　
1 三菱電機　情報技術総合研究所 千葉　勇　
1 　富士通研究所　 津田　俊隆　
1 　(株)東芝　研究開発センター 尾高　敏則　
1 みずほ情報総研(株) 大谷　泰昭　
1 シャープ(株) 上田　徹　
1 　(株)ＫＤＤＩ研究所 平田　康夫　
1 　三菱電機(株) 久間　和生　
1 三井住友海上駿河台別館ビル3階 中瀬　真　
1 独立行政法人　理化学研究所 姫野　龍太郎　
1 　北海道大学大学院　情報科学研究科 田中　譲　
1 東京工業大学　大学院総合理工学研究科 石原　宏　
1 　岡山県立大学情報工学部情報通信学科 横田　一正　
1 　東京電気大学未来科学部情報メディア学科 戸辺　義人　
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1 　独立行政法人農業・食品産業技術総合機構　 樫村　芳記　
1 筑波大学大学院生命環境科学研究科 弦間　洋　
1 高知大学大学院黒潮圏海洋科学研究科 高橋　正征　
1 東京大学大学院工学系研究科 藤田　豊久　
1 荒川　和明　
1 　産業技術総合研究所環境管理技術研究部門 田中　幹也　
1 　早稲田大学理工学部建築学科 田辺　新一　
1   長谷工コーポレーション 木村　洋　
1 山海　敏弘　
1 　(株)神戸製鋼所　真岡製造所 谷川　正樹　
1 お茶の水女子大学　 増田　優　
1 　奈良女子大学大学院　人間文化研究科 矢野　重信　
1 名古屋工業大学大学院 湯地　昭夫　
1 秋田大学 大蔵　隆彦　
1 独立行政法人　森林総合研究所 阿部　恭久　
1 東京大学大学院新領域創成科学科 福田　健二　
1 　東京農工大学農学部　附属ＦＳセンター 渡辺　直明　
1 　独立行政法人水産総合研究センター本部 中田　薫　
1 　(独)水産総合研究センター 稲掛　伝三　
1 　(株)ゼニライトブイ 木谷　浩三　
1 　東京大学海洋研究所　生物資源部門 安田　一郎　
1 広島大学大学院生物圏科学研究科 山本　民次　
1 　三重大学大学院工学研究科 石原　篤　
1 　北九州市立大学国際環境工学部 浅岡　佐知夫　
1 　ユニチカ(株) 村瀬　茂満　
1 　埼玉大学大学院理工学研究科 坂本　和彦　
1 　紀本電子工業(株) 紀本　岳志　
1 (独)国立環境研究所　 笹野　泰弘　
1 　日本大学文理学部地理学科 野上　道男　
1 　筑波大学生命環境科学研究科 村上　祐司　
1 横浜国立大学大学院 伊藤　公紀　
1 　山形大学　農学部　生物環境学科 高橋　教夫　
1 国土交通省　国土技術政策総合研究所 古川　恵太　
1 鳥取大学医学部　医学科社会医学講座 岸本　拓治　
1 京都大学　大学院医学研究科 小泉　昭夫　
1 近藤　雅雄　
1 和歌山県立医科大学　医学部 竹下　達也　
1 名古屋大学大学院医学研究科 那須　民江　
1 (独)海洋研究開発機構 河宮　未知生　
1 東北大学大学院理学研究科 川村　宏　
1 東京大学海洋研究所 蒲生　俊敬　
1 　(独)水産総合研究センター 斉藤　宏明　
1 　九州大学応用力学研究所 松野　健　
1 　(独)海洋研究開発機構 渡邊　修一　
1 (独)産業技術総合研究所 大屋　正明　
1 　新日本製鐵(株)　技術総括部 近藤　博俊　
1 　神奈川工科大学　工学部 伊藤　定祐　
1 東京大学気候システム研究センター 中島　映至　
1 　気象庁　気象研究所　 柴田　清孝　
1 北海道大学大学院工学研究科 井口　学　
1 (独)物質・材料研究機構　材料ラボ 原田　幸明　
1 　放射線医学総合研究所放射線安全センター 米原　英典　
1 名古屋大学大学院工学研究科 山澤　弘実　
1 東北大学大学院医学系研究科 佐藤　洋　
1 秋田大学医学部 村田　勝敬　
1 　旭川医科大学 吉田　貴彦　
1 　東京農工大学農学部 平沢　正　
1 　筑波大学生命環境科学研究科 磯田　博子　
1 奈良先端科学技術大学院大学 小泉　望　
1 仁多見　俊夫　
1 　北海道大学北方生物圏フィールド科学センター 冨士田　裕子　
1 　(株)地域環境計画北海道支社 浜田　拓　
1 　独立行政法人 国立環境研究所 伊藤　昭彦　
1 　産業技術総合研究所　環境管理技術研究部門 三枝　信子　
1 　(株)里と水辺研究所 浅見　佳世　
1 　広島大学大学院生物圏科学研究科 中坪　孝之　
1 　大阪市立工業研究所 長谷川　喜一　
1 東京工業大学精密工学研究所 佐藤　千明　
1 大阪大学大学院工学研究科 宇山　浩　
1 名古屋工業大学 高橋　実　
1 横浜国立大学大学院工学研究院 角　洋一　
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1 　立教大学　観光学部　観光学科 岩田　修二　
1 辻　誠一郎　
1 　奈良教育大学教育学部 長友　恒人　
1 　信州大学工学部社会開発工学科 藤縄　克之　
1 　東北大学大学院農学研究科附属 中井　裕　
1 九州大学大学院　 酒井　治孝　
1 　京都造形芸術大学　芸術学部　全学教育 原田　憲一　
1 九州大学大学院工学研究院 糸井　龍一　
1 　ジオシステム(株) 高杉　真司　
1 　名古屋大学　大学院環境学研究科 鈴木　康弘　
1 　北海道教育大学旭川校 氷見山　幸夫　
1 東京大学大学院 足立　芳寛　
1 京都大学大学院工学研究科 小森　悟　
1 (財)地球環境産業技術研究機構 湯川　英明　
1 首都大学東京理学研究科化学専攻 伊永　隆史　
1 　京都工芸繊維大学環境科学センター 山田　悦　
1 分子科学研究所 横山　利彦　
1 　高エネルギー加速器研究機構 野村　昌治　
1 　(独)国立病院機構　福岡東医療センター 熊谷　孝三　
1 諸澄　邦彦　
1 新田　義孝　
1 　北見工業大学工学部化学システム工学科 鈴木　勉　
1 北九州市立大学国際環境工学部 吉塚　和治　
1 井村　久則　
1 滋賀県琵琶湖・環境科学研究センター 熊谷　道夫　
1 　京都大学大学院人間・環境学研究科　　 杉山　雅人　
1 　産業技術総合研究所　地質情報研究部門　 山室　真澄　
1 　人間文化研究機構総合地球環境学研究所 吉岡　崇仁　
1 九州大学大学院総合理工学研究院　 松永　信博　
1 　秋田県立大学　生物資源科学部 松本　聰　
1 　ＪＦＥ環境ソリューションズ(株) 有田　耕二　
1 　持続可能な社会をつくる元気ネット 崎田　裕子　
1 　中央大学理工学部　電気電子情報工学科 稲葉　次紀　
1 　滋賀県立大学環境科学部環境計画学科 仁連　孝昭　
1 　大成建設(株)　技術センター 深尾　仁　　
1 　鹿島建設(株)　環境本部 芋生　誠　
1 新日本製鐵(株) 実原　幾雄　
1 　日本電気(株)　基礎・環境研究所 位地　正年　
1 波々伯部　自克　
1 　三菱重工業(株)　技術本部　技術企画部 古屋　孝明　
1 玉山　昌顕　
1 石戸谷　博範　
1 　札幌医科大学　医学部　衛生学講座 小林　宣道　
1 九州大学大学院理学研究院 赤木　右　
1 グランシティ中目黒 鶴田　治雄　
1 電力中央研究所　環境科学研究所 河野　吉久　
1 　松下電器産業(株) 飯島　賢二　
1 冨田　佳宏　
1 大阪大学大学院工学研究科 中山　喜萬　
1 立命館大学理工学部 名西　憓之　
1 大阪大学　大学院　工学研究科　 伊東　一良　
1 　東京大学大学院工学系研究科 鷲津　正夫　
1 　一関工業高等専門学校　物質化学工学科 佐野　茂　
1 川井　隆夫　
1 　京都大学大学院工学研究科　材料化学専攻 大塚　浩二　
1 東北大学大学院工学研究科マテリアル開発系 粉川　博之　
1 　関西大学工学部　先端マテリアル工学科 池田　勝彦　
1 　財団法人　応用科学研究所 長村　光造　
1 　(財)ひょうご科学技術協会 椿野　晴繁　
1 兵庫県立大学大学院工学研究科 山本　厚之　
1 大阪大学　大学院工学研究科 宇都宮　裕　
1 　富山大学　理工学研究部 池野　進　
1 　富山大学大学院理工学研究部 松田　健二　
1 福井　清　
1 附田　之欣　
1 　住友軽金属工業(株)　研究開発センター 吉田　英雄　
1 西　敏夫　
1 中央大学理工学部 芳賀　正明　
1 筑波大学数理物質科学研究科 大塩　寛紀　
1 　九州大学大学院理学研究科　化学研究科 北川　宏　
1 北海道大学大学院工学研究科 恒川　昌美　
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1 東京大学大学院工学系研究科　 山口　周　
1 　東北大学多元物質科学研究所 平藤　哲司　
1 朝倉　清高　
1 東京大学工学系研究科応用化学専攻 水野　哲孝　
1 埼玉大学　教育学部 土肥　俊郎　
1 　東京工学大学大学院　理工学研究科 鞠谷　雄士　
1 　帝人ファイバー(株)　繊維技術開発部 神山　三枝　
1 　大阪電気通信大学工学部　応用化学科 川口　雅之　
1 松下電器産業(株) 内田　誠　
1 山梨大学大学院医学工学総合研究部 内田　裕之　
1 独立行政法人産業技術総合研究所 横川　晴美　
1 豊橋技術科学大学　工学部　 井上　光輝　
1 　(財)国際超電導産業技術研究センター 田中　靖三　
1 独立行政法人物質・材料研究機構 宮澤　薫一　
1 九州大学大学院　システム情報科学研究院 浅野　種正　
1 　電気通信大学・電子工学科 木村　忠正　
1 ＮＴＴ物性科学基礎研究所 鳥光　慶一　
1 電気通信大学　知能機械工学科 三浦　博己　
1 大阪大学接合科学研究所 西川　宏　
1 　東京工業大学大学院理工学研究科 岸本　喜久雄　
1 東北大学　大学院工学研究科　 坂　真澄　
1 京都大学大学院　工学研究科 北村　隆行　
1 　静岡大学工学部機械工学科 束郷　敬一郎　
1 東京大学大学院新領域創成科学研究科 武田　展雄　
1 湯浅　栄二　
1 　三協立山アルミ(株) 沖　善成　
1 九州大学大学院工学研究院 三浦　秀士　
1 東北大学多元物質科学研究所 貝沼　亮介　
1 東京大学大学院工学系研究科　 榎　学　
1 東京工業大学　大学院総合理工学研究科 加藤　雅治　
1 名古屋工業大学大学院工学研究科 土井　稔　
1 京都大学大学院工学研究科 田中　功　
1 愛媛大学大学院理工学研究科 仲井　清眞　
1 (独)物質・材料研究機構 藤田　大介　
1 (財)ファインセラミックスセンター 平山　司　
1 九州大学　大学院理学研究院 上原　誠一郎　
1 　長岡技術科学大学工学部　物質・材料系 五十嵐　善信　
1 京都大学大学院工学研究科 長谷川　博一　
1 　横浜ゴム(株)　研究本部 川面　哲司　
1 神戸大学工学部応用化学科 西野　孝　
1 東京工業大学大学院　理工学研究科 扇澤　敏明　
1 日本ゼオン(株)　総合開発センター 相村　義昭　
1 兵庫県立大学　大学院　工学研究科 岸　肇　
1 積水化学工業(株) 中壽賀　章　
1 関西大学工学部応用化学科 越智　光一　
1 神戸大学大学院自然科学研究科 大久保　政芳　
1 　松下電工(株)　先行技術開発研究所 余田　浩好　
1 　大阪府立産業技術総合研究所 木本　正樹　
1 　岡山大学大学院医歯薬学研究科 鈴木　一臣　
1 北海道大学　大学院工学研究科 吉川　信一　
1 独立行政法人物質・材料研究機構 長井　寿　
1 　(株)日本製鋼所　室蘭製作所 石黒　徹　
1 東京工業大学　大学院理工学研究科 水流　徹　
1 東北大学金属材料研究所　 新家　光雄　
1 国立大学法人千葉大学　工学部 藤波　眞紀　
1 京都大学　大学院工学研究科　材料工学専攻 河合　潤　
1 渡會　仁　
1 東京理科大学　理学部　応用化学科 中井　泉　
1 東京大学　物性研究所 柿崎　明人　
1 藤森　淳　
1 お茶の水女子大学　人間文化研究科 浜谷　望　
1 兵庫県立大学　大学院　物質理学研究科 篭島　靖　
1 金沢大学大学院医学系研究科 小野口　昌久　
1 　滋賀医科大学医学部附属病院 木田　哲生　
1 　東芝メディカルシステムズ(株) 本村　信篤　
1 京都大学医学部附属病院 吉村　長久　
1 国立成育医療センター 東　範行　
1 　慶應義塾大学　理工学部　矢上キャンパス 朝倉　浩一　
1 名古屋大学大学院工学研究科　 関　隆広　
1 　(財)高輝度光科学研究センター 梅咲　則正　
1 　(株)栗田製作所 西村　芳実　
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1 住友金属工業 小川　和博　
1 大阪大学大学院工学研究科 西本　和俊　
1 　新日本製鐵(株)　鉄鋼研究所 石川　忠　
1 新日本製鐵(株)　鉄鋼研究所　　 井上　裕滋　
1 赤尾　勝　
1 (株)ルネサステクノロジー　北伊丹事業所 中屋　雅夫
1 　住友化学(株)　技術・経営企画室 佐々木　万治　
1 キヤノン(株) 平井　裕　
1 日本ガイシ(株) 阪井　博明　
1 新日本製鐵(株) 潮田　浩作　
1 　三菱マテリアル(株)　総合研究所　 西山　昭雄　
1 　日本原子力研究開発機構 小川　徹　
1 東京大学大学院工学系研究科 相田　卓三　
1 熊本大学大学院自然科学研究科 高島　和希　
1 北海道大学 黒川　一哉　
1 　東洋紡績(株)　総合研究所 大田　康雄　
1 松下電器産業(株) 児玉　久　
1 日本原子力研究開発機構 加藤　義章　
1 東海大学　工学部 内田　裕久　
1 東海大学　教養学部 内田　晴久　
1 　王子製紙(株)　製紙技術研究所 岡田　比斗志　
1 　東京ガス株式会社　エネルギー企画部 市川　徹　
1 北海道立北方建築総合研究所　環境科学部 鈴木　大陸　
1 　昭和電工(株)　アルミニウム事業部門 金山　孝範　
1 　(株)山武　研究開発本部 三枝　隆晴　
1 　山梨大学クリーンエネルギー研究センター 渡辺　政廣　
1 神奈川大学理学部(湘南ひらつかキャンパス) 森　和亮　
1 　京都大学大学院工学研究科 北川　進　
1 　自然科学研究機構分子化学研究所 田中　晃二　
1 　北海道大学大学院工学研究科 鈴木　亮輔　
1 室蘭工業大学工学部 平井　伸治　
1 　東京大学　生産技術研究所 岡部　徹　
1 京都大学大学院工学研究科 邑瀬　邦明　
1 東京理科大学理工学部 堂脇　清志　
1 九州大学大学院　工学研究院 石原　達己　
1 東京理科大学理学部 工藤　昭彦　
1 千葉大学工学部 佐藤　智司　
1 関西大学工学部 三宅　孝典　
1 　コスモ石油(株)　中央研究所 藤川　貴志　
1 　コスモ石油(株)　中央研究所 湯本　貢　
1 　筑波大学数理物質科学研究科 冨重　圭一　
1 東北大学多元物質科学研究所 村松　淳司　
1 　早稲田大学理工学術院 松方　正彦　
1 沼津工業高等専門学校 蓮実　文彦　
1 京都大学大学院工学研究科 江口　浩一　
1 信州大学繊維学部　機能高分子学科 小山　俊樹　
1 　九州工業大学大学院生命体工学研究科 塚本　寛　
1 稲垣　守人　
1 笠原　三紀夫　
1 東野　達　
1 　東京電力(株)　環境部 影山　嘉宏　
1 　(財)電力中央研究所　 秋田　調　
1 (株)三菱化学科学技術研究センター 宇恵　誠　
1 東京大学先端科学技術研究センター 瀬川　浩司　
1 信州大学繊維学部 高須　芳雄　
1 岐阜大学大学院工学研究科 箕浦　秀樹　
1 山口大学工学部 森田　昌行　
1 芳尾　真幸　
1 名古屋大学大学院工学研究科 鈴置　保雄　
1 京都大学大学院工学研究科　電気工学専攻 舟木　剛　
1 東京電力(株)　技術開発研究所 奥野　晃康　
1 東京工芸大学工学部 松井　幹彦　
1 　ＮＴＴファシリティーズ　 山下　隆司　
1 首都大学東京大学院　理工学研究科 清水　敏久　
1 　(株)東芝マイクロエレクトロニクスセンター 小倉　常雄　
1 　束京大学 西尾　茂文　
1 東京工業大学　大学院理工学研究科 岡崎　健　
1 　(株)クリーンコールパワー研究所 金子　祥三　
1 東京電力(株)　技術開発本部技術開発研究所 森　治嗣　
1 井上　惠太　
1 群馬大学工学部機械システムエ学科 新井　雅隆　
＊掲載は順不同  
ラ
イ
フ
情
報
通
信
環
境
ナ
ノ
テ
ク
・
材
料
エ
ネ
ル
ギ
も
の
づ
く
り
社
会
基
盤
フ
ロ
ン
テ
ィ
ア
所属 氏名（敬称略）
1 北見工業大学工学部 青木　清　
1 　(独)物質・材料研究機構 熊倉　浩明　
1 産業技術総合研究所 秋葉　悦男　
1 名古屋大学エコトピア科学研究所 有田　裕二　
1 　日本原子力研究開発機構 藤田　雄二　
1 　(財)電力中央研究所　 西村　友宏　
1 京都大学大学院工学研究科 功刀　資彰　
1 　(財)電力中央研究所　原子力技術研究所 横尾　健　
1 名古屋大学大学院工学研究科 山本　章夫　
1 東京大学大学院工学系研究科 古田　一雄　
1 東北大学大学院工学研究科 高橋　信　
1 岡山大学大学院自然科学研究科 五福　明夫　
1 田原　義壽　
1 日本原子力研究開発機構 石川　眞　
1 　(財)電力中央研究所　原子力技術研究所 植田　伸幸　
1 東京大学大学院工学系研究科１２号館内 寺井　隆幸　
1 インテーク久里浜202 谷川　文章　
1 京都大学大学院理学研究科 竹村　恵二　
1 日本大学文理学部　 高橋　正樹　
1 　東北大学大学院環境科学研究科 新妻　弘明　
1 　三菱マテリアル(株) 有木　和春　
1 九州大学大学院工学研究院 江原　幸雄　
1 　(財)電力中央研究所 海江田　秀志　
1 　地熱技術開発(株) 中田　晴弥　
1 　日本重化学工業(株)　盛岡事務所 花野　峰行　
1 大阪大学　大学院工学研究科 碓井　建夫　
1 北海道大学大学院工学研究科 近久　武美　
1 　ＮＥＤＯ　省エネルギー技術開発部 小熊　正人　
1 東北大学大学院工学研究科 青木　秀之　
1 山形大学　工学部　機械システム工学科 奥山　正明　
1 谷口　功　
1 日本原子力研究開発機構 水木　純一郎　
1 (独)日本原子力研究開発機構 小嶋　拓治　
1 　(株)ＮＨＶコーポレーション 坂本　修　
1 北海道大学大学院工学研究科 住吉　孝　
1 辻　正治　
1 　日本原子力研究開発機構 永石　隆二　
1 鷲尾　方一　
1 　(財)地球環境戦略研究機関 長山　浩章　
1 　神戸大学 西田　修身　
1 　神戸大学　海事科学部 福田　勝哉　
1 石田　紀久　
1 早稲田大学　理工学術院 勝田　正文　
1 　京都大学　エネルギー理工学研究所 小西　哲之　
1 　(株)東芝 尾崎　章　
1 　筑波大学大学院数理物質科学研究科 今井　剛　
1 井岡　茂　
1 東北大学　大学院工学研究科 笹尾　真実子　
1 　光産業創成大学院大学 北川　米喜　
1 青山学院大学理工学部 林　光一　
1 　大阪大学接合科学研究所 小林　明　
1 　三菱電機　先端技術総合研究所 吉安　一　
1 東京ガス(株) 根田　徳大
1 川崎重工業(株) 牧村　実　
1 新日本製鐵(株) 殿村　重彰　
1 　石川島播磨重工業(株) 安藤　栄　
1 松下電器産業(株) 丹野　益男　
1 望戸　實　
1 東京大学大学院工学系研究科 石原　直　
1 産業技術総合研究所 一村　信吾　
1 (株)日立ハイテクノロジーズ　 柿林　博司　
1 　(株)日立製作所　機械研究所 三宅　亮　
1 名古屋大学大学院工学研究科 石川　孝司　
1 　三洋電機(株)ヒューマンエコロジー研究所 角谷　和重　
1 　先端技術総合研究所メカトロニクス技術部 岩崎　隆至　
1 分子科学研究所 魚住　泰広　
1 東京工業大学資源化学研究所　無機資源部門 山本　隆一　
1 大阪市立大学　大学院理学研究科 中沢　浩　
1 金沢大学大学院自然科学研究科 磯邉　清　
1 　奈良女子大学　理学部　化学科 棚瀬　知明　
1 　日立化成工業(株)　事業戦略室 林田　茂　
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1 名古屋工業大学大学院工学研究科　 増田　秀樹　
1 横浜国立大学教育人間科学部　 新井　実　
1 　神戸大学工学部機械工学科 白瀬　敬一　
1 　上智大学理工学部機械工学科 藤井　進　
1 河西　敏雄　
1 斎藤　勝政　
1 　東京大学　先端科学技術研究センター 鈴木　宏正　
1 信州大学繊維学部感性工学科 高寺　政行　
1 　荏原製作所　ライフサイエンス事業部 加藤　弘之　
1 　(独)産業技術総合研究所 矢野　智昭　
1 　富士電機システムズ(株)　川崎工場 村岡　政義　
1 明治大学理工学部　電気電子工学科　 久保田　寿夫　
1 職業能力開発総合大学校　 荒　隆裕　
1 　香川大学工学部知能機械システム工学科 橋口　原　
1 　早稲田大学大学院　理工学部 庄子　習一　
1 立命館大学理工学部 木股　雅章　
1 曽根　秀昭　
1 　北見工業大学　工学部　 田牧　純一　
1 富山大学工学部機械知能システム学科 森田　昇　
1 　大阪大学大学院工学研究科　機械工学専攻 榎本　俊之　
1 　埼玉大学　大学院理工学研究科 池野　順一　
1 東北大学大学院工学研究科 厨川　常元　
1 　茨城大学工学部知能システム工学科 周　立波　
1 　岡山大学　工学部　機械工学科 塚本　真也　
1 　ものつくり大学製造技能工芸学科 東江　真一　
1 　滋賀県立大学　工学部　 中川　平三郎　
1 　東京電機大学　機械工学科 松村　隆　
1 西脇　信彦　
1 東京農工大学　大学院共生科学技術研究院 堤　正臣　
1 　東洋大学工学部機械工学科 神田　雄一　
1 大阪大学大学院工学研究科　 荒井　栄司　
1 　武蔵工業大学工学部機械工学科　 高木　研一　
1 京都大学　大学院エネルギー科学研究科 馬渕　守　
1 大阪大学　産業科学研究所 中嶋　英雄　
1 独立行政法人物質・材料研究機構　 向井　敏司　
1 　新日本製鐵(株)　先端技術研究所　 杉山　昌章　
1 東京大学　大学院工学系研究科 村上　存　
1 　九州大学大学院　芸術工学研究院 竹之内　和樹　
1 　三井造船(株)　千葉事業所 長谷井　誠　
1 寺尾　弘志　
1 吉川　孝男　
1 　三菱重工業(株) 柳沢　順三　
1 井上　義行　
1 東海大学工学部精密工学科 吉田　一也　
1 東京農工大学大学院　共生科学技術研究院 桑原　利彦　
1 　三菱電機(株)　デザイン研究所 野本　弘平　
1 独立行政法人物質・材料研究機構 大澤　嘉昭　
1 　長崎大学工学部材料工学科　 香川　明男　
1 豊橋技術科学大学工学部　 寺嶋　一彦　
1 　千葉工業大学　工学部　 鑓田　征雄　
1 　新日本製鐵(株)技術開発本部 松宮　徹　
1 　新日本製鐵(株)　技術開発本部フェロー 橋本　操　
1 名古屋工業大学大学院工学研究科 大谷　肇　
1 独立行政法人産業技術総合研究所 田尾　博明　
1 宮原　恒晃　
1 　高輝度光科学研究センター　加速器部門 熊谷　教孝　
1 (独)理化学研究所　播磨研究所 石川　哲也　
1 　高輝度光科学研究センター　加速器部門 大熊　春夫　
1 理化学研究所 田中　均　
1 　広島国際大学保健医療学部　 石田　隆行　
1 　山口大学医学部附属病院　放射線部 上田　克彦　
1 　広島国際大学保健医療学部　 川下　郁生　
1 　福井県立病院　放射線室 西出　裕子　
1 　京都大学　大学院薬学研究科　 竹本　佳司　
1 九州大学薬学研究院　創薬科学部門 佐々木　茂貴　
1 信州大学工学部　機械システム工学科　 清水　保雄　
1 　豊田工業大学工学部先端工学基礎学科 恒川　好樹　
1 　トーカロ(株)　溶射技術開発研究所 原田　良夫　
1 近畿大学理工学部 沖　幸男　
1 納富　啓　
1 金沢大学大学院自然科学研究科 上田　隆司　
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1 兵庫県立大学大学院工学研究科 内田　仁　
1 大阪大学　大学院工学研究科 平田　好則　
1 豊橋技術科学大学　工学部　 福本　昌宏　
1 産業技術総合研究所　 小川　洋司　
1 協和発酵工業(株) 穴澤　秀治　
1 三菱電機　先端技術総合研究所 藤田　正弘　
1 　石川島播磨重工業(株) 宮原　薫　
1 新日本製鐵(株) 吉江　淳彦　
1 　(株)日立製作所 生産技術研究所 尾形　潔　
1 　芝浦工業大学　工学部　電気工学科 水川　真　
1 　信州大学大学院総合工学系研究科 上條　正義　
1 横浜国立大学大学院工学研究院　 高木　純一郎　
1 新潟大学大学院自然科学研究科　 岩部　洋育　
1 大阪大学　大学院工学研究科 竹内　芳美　
1 小倉　敏裕　
1 千葉大学大学院　自然科学研究科 柳井　重人　
1 東北大学大学院　情報科学研究科 田所　諭　
1 総務省　消防庁　消防大学校 天野　久徳　
1 龍岡　文夫　
1 大西　有三　
1 鹿児島大学　工学部　海洋土木工学科 北村　良介　
1 大町　達夫　
1 　東京大学　生産技術研究所　 古関　潤一　
1 九州大学大学院　工学研究院 江崎　哲郎　
1 大場　亨　
1 　(株)パスコ 坂下　裕明　
1 玉川　英則　
1 大阪工業大学　工学部 吉川　眞　
1 太田　守重　
1 落合　司郎　
1 　神戸大学　工学部　情報知能工学科 貝原　俊也　
1 　慶應義塾大学　環境情報学部 厳　網林　
1 　東海旅客鉄道(株)　総合技術本部 北野　淳一　
1 大崎　博之　
1 　JR東日本大宮新幹線電力技術センター 林屋　均　
1 近藤　圭一郎　
1 横浜国立大学大学院　環境情報研究院 山田　均　
1 高田　知典　
1 北海道大学大学院　工学研究科 清水　康行　
1 　港湾空港技術研究所　ＬＣＭ研究センター 横田　弘　
1 東京大学　工学部　社会基盤学科 佐藤　慎司　
1 　早稲田大学理工学部 小泉　淳　
1 　昭和大学　医学部　衛生学教室 中館　俊夫　
1 東京大学　地震研究所 森田　裕一　
1 　東京農工大学　工学府　 永井　正夫　
1 長岡技術科学大学専門職大学院 阿部　雅二朗　
1 　新潟大学　工学部　機械システム工学科 谷藤　克也　
1 (独)労働安全衛生総合研究所 前田　豊　
1 　警察庁　科学警察研究所　法科学研修所 小島　幸夫　
1 東京工業大学大学院　理工学研究科 鈴木　正昭　
1 工藤　信之　
1 東京工業大学大学院　総合理学研究科 熊井　真次　
1 長岡技術科学大学 鎌土　重晴　
1 九州大学大学院　工学研究院 古君　修　
1 　(独)物質・材料研究機構 津崎　兼彰　
1 東京海洋大学　海洋工学部 小林　弘明　
1 　(独)原子力安全基盤機構 大竹　政和　
1 　山形大学　理学部　地球環境学科 長谷見　晶子　
1 　東京電力(株)　技術開発研究所　 植竹　富一　
1 　気象庁地震火山部火山課 青木　元　
1 東京大学　地震研究所 加藤　尚之　
1 京都大学大学院　理学研究科 久家　慶子　
1 日本大学生産工学部建築工学科 工藤　一嘉　
1 京都大学　防災研究所 橋本　学　
1 九州大学大学院　理学研究院 松本　聡　
1 東京大学　地震研究所 綿田　辰吾　
1 京都大学　防災研究所 岡田　憲夫　
1 東北大学大学院　工学研究科 今村　文彦　
1 京都大学　防災研究所 岩田　知孝　
1 京都大学防災研究所 河田　恵昭　
1 京都大学　防災研究所　社会防災研究部門 寶　馨　
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1 京都大学　防災研究所 中川　一　
1 公立はこだて未来大学 長野　章　
1 　(株)アッシュクリート 鈴木　達雄　
1 福井県立大学　生物資源学部 大竹　臣哉　
1 　日本大学　理工学部　海洋建築工学科 川西　利昌　
1 平山　次清　
1 大阪大学大学院　工学研究科 梅田　直哉　
1 大阪大学大学院　工学研究科 戸田　保幸　
1 九州大学　応用力学研究所　基礎力学部門 柏木　正　
1 　(株)三井造船昭島研究所　技術統括部 石井　規夫　
1 　石川島播磨重工業(株) 伊藤　章雄　
1 　三菱重工業(株)　長崎研究所 星野　徹二　
1 豊貞　雅宏　
1 　石川島播磨重工業(株)　技術開発本部 阪野　賢治　
1 　山形大学　理学部　地球環境学科 陶野　郁雄　
1 京都大学　防災研究所　地盤災害研究部門　 千木良　雅弘　
1 　山口大学　理学部　応用地球科学分野 金折　裕司　
1 戸所　隆　
1 小澤　一郎　
1 東京海洋大学　海洋工学部 苦瀬　博仁　
1 文化ファッション大学院大学 鈴木　邦成　
1 矢野　祐児　
1 　大阪府立泉州救命救急センター　放射線科 坂下　惠治　
1 　札幌医科大学附属病院　放射線部 平野　透　
1 角田　晋也　
1 東京大学大学院　工学系研究科 李家　賢一　
1 東北大学　流体科学研究所 大林　茂　
1 　宇宙航空研究開発機構 吉田　憲司　
1 大阪大学　接合科学研究所 金　裕哲　
1 　川崎重工業 長谷川　壽男　
1 法政大学大学院　工学研究科 森　猛　
1 名古屋大学大学院　工学研究科 田川　哲哉　
1 　(独)森林総合研究所 松浦　純生　
1 桧垣　大助　
1 　(独)農業・食品産業技術総合研究機構 中里　裕臣　
1 　奥山ボーリング(株) 阿部　真郎　
1 (独)消防研究センター 新井場　公徳　
1 　琉球大学農学部　土地環境保全学 宜保　清一　
1 東北大学　東北アジア研究センター 佐藤　源之　
1 関西大学工学部都市環境工学科 楠見　晴重　
1 　農業・食品産業技術総合研究機構 竹内　睦雄　
1 北海道大学大学院工学研究科 金子　勝比古　
1 　北海道大学大学院理学研究院 茂木　透　
1 岸田　潔　
1 　土木研究所　つくば中央研究所 脇坂　安彦　
1 　国際航業(株)　技術センター 中筋　章人　
1 (独)土木研究所 佐々木　靖人　
1 三菱電機　先端技術総合研究所 田中　健一　
1 大成建設(株) 松岡　康訓　　
1 　鹿島建設(株) 信田　佳延　
1 新日本製鐵(株) 宇野　暢芳　
1 日本通運(株) 澤田　敦　
1 　東京電力(株) 後藤　清　
1 　(社)日本航空宇宙工業会 宮部　俊一　
1 東京大学　工学部　都市工学科 岡部　篤行　
1 　全日本空輸(株)　整備本部　技術部 犬飼　賢一　
1 岡山理科大学工学部機械システム工学科 金枝　敏明　
1 宇宙航空研究開発機構　宇宙科学研究本部 佐藤　英一　
1 　三菱電機(株)　先端技術総合研究所 吉河　章二　
1 　東京大学大学院理学系研究科　化学専攻 西原　寛　
1 北海道大学　触媒化学研究センター 高橋　保　
1 大阪大学大学院工学研究科 福住　俊一　
1 　東海大学　海洋学部　海洋資源学科 益山　忠　
1 　(独)産業技術総合研究所 山崎　哲生　
1 中川　潤洋　
1 広島大学大学院生物圏科学研究科 長沼　毅　
1 宇宙航空研究開発機構　宇宙科学研究本部 山下　雅道　
1 　東京大学　地震研究所　地球計測部門 古屋　正人　
1 　(独)産業技術総合研究所　地質情報研究部門 中野　司　
1 東京工業大学大学院理工学研究科 丸山　茂徳　
1 横浜国立大学大学院環境情報研究院 有馬　眞　
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1 　金沢大学理学部地球学教室 荒井　章司　
1 　新潟大学　理学部　地質科学科 宮下　純夫　
1 松崎　雄嗣　
1 八坂　哲雄　
1 伊藤　献一　
1 狼　嘉彰　
1 冨田　信之　
1 大阪府立大学大学院工学研究科 大久保　博志　
1 (独)宇宙航空研究開発機構 小松　敬治　
1 清水建設(株)　技術研究所 吉田　哲二　
1 電気通信大学　電気通信学部 木田　隆　
1 東北大学多元物質科学研究所 一色　実　
1 　熊本大学大学院自然科学研究科 河村　能人　
1 　東京海洋大学海洋工学部海事システム工学科 安田　明生　
1 国立大学法人　東京海洋大学 庄司　邦昭　
1 　(独)産業技術総合研究所 古宇田　亮一　
1 　高知女子大学　生活科学部　環境理学科 大村　誠　
1 東京大学大学院工学系研究科 鈴木　英之　
1 　横浜国立大学大学院工学研究院 荒井　誠　
1 (独)海上技術安全研究所 田村　兼吉　
1 東京大学生産技術研究所　Ｄ棟東２階 木下　健　
1 　東京大学大学院新領域創成科学研究科 影本　浩　
1 東京大学大学院新領域創成科学研究科 大和　裕幸　
1 　三菱重工業(株)長崎造船所 石丸　純史郎　
1 大阪市立大学大学院理学研究科 三田村　宗樹　
1 　(独)海洋研究開発機構 徐　垣　
1 (独)産業技術総合研究所　 浦井　稔　
1 京都大学化学研究所 宗林　由樹　
1 宇宙航空研究開発機構　宇宙科学研究本部 藤井　孝藏　
1 北海道大学　低温科学研究所 香内　晃　
1 神戸大学大学院自然科学研究科 中村　昭子　
1 宇宙航空研究開発機構　宇宙科学研究本部 矢野　創　
1 自然科学研究機構　国立天文台 渡部　潤一　
1 宇宙航空研究開発機構　総合技術研究本部 北村　正治　
1 　(独)海洋研究開発機構 木下　肇　
1 (独)海洋研究開発機構 中埜　岩男　
1 　海上保安庁　海洋情報部 西澤　あずさ　
1 東京大学地震研究所 篠原　雅尚　
1 (独)海洋研究開発機構 倉本　真一　
1 東京大学地震研究所 金沢　敏彦　
1 宇宙航空研究開発機構　宇宙科学研究本部 稲富　裕光　
1 北海道大学大学院工学研究科 藤田　修
1 お茶の水女子大学 最上　善広
1 宇宙航空研究開発機構　総合技術研究本部 大西　充
1 東京工業大学大学院総合理工学研究科 石川　正道
1 九州大学大学院工学研究院 大田　治彦
1 首都大学東京大学院システムデザイン研究科 日比谷　孟俊
1 北海道大学低温科学研究所 古川　義純
1 東北大学大学院理学研究科　地学専攻 塚本　勝男　
1 　石川島播磨重工業(株)　航空宇宙事業本部 川崎　和憲　
1 三菱電機　先端技術総合研究所 古藤　悟　
1 黒田　正信　
1 　(株)アイ・エイチ・アイ・エアロスペース 木内　重基　
1 　(社)海洋産業研究会 中原　裕幸　
1 　日本水産(株) 国際漁業推進室 原田　厚　
1 　(社)日本経済団体連合会　産業第二本部 続橋　聡　
1 　新衛星ビジネス(株) 松岡　繁　
1 　(株)ＭＴＩ 上江洲　由亘　
1 東京大学大学院工学系研究科 青山　和浩　
1 　(独)産業技術総合研究所 池原　研　
1 麻生　茂　
1 　(株)島津製作所　航空機器事業部 若狭　一夫　
1 　上智大学　理工学部　機械工学科 末益　博志　
1 航空宇宙研究開発機構 井之口　浜木　
1 石川島播磨重工業(株) 船渡川　治　
1 富士重工業(株) 平本　隆　
1 航空宇宙研究開発機構 河野　功　
1 航空宇宙研究開発機構 目黒　在　
1 航空宇宙研究開発機構 若松　義男　
1 　日本大学　理工学部　航空宇宙工学科 出井　裕　
1 　佐賀大学　海洋エネルギー研究センター 永田　修一　
＊掲載は順不同  
調査担当 （2007 年 7 月 1 日現在） 
 本調査の運営および実施については、文部科学省科学技術政策研究所と財団法人未来工学
研究所が担当した。 
 
文部科学省科学技術政策研究所 
（全体統括） 
桑原 輝隆        科学技術動向研究センター長 
（調査運営・取りまとめ・報告書作成等）   
伊藤 裕子（主担当）  科学技術動向研究センター主任研究官 
金間 大介        科学技術動向研究センター研究員 
塩谷 景一        科学技術動向研究センター特別研究員 
藤井 章博        科学技術動向研究センター主任研究官 
光盛 史郎        科学技術動向研究センター上席研究官 
  山本 桂香        科学技術動向研究センター上席研究官（2007 年 3 月 31 日まで） 
（報告書図表等作成） 
藤井 章博        科学技術動向研究センター主任研究官（再掲）   
伊藤 裕子        科学技術動向研究センター主任研究官（再掲） 
（調査補助） 
   秋山 紀代美       科学技術動向研究センター事務補助員（2006 年 8 月 31 日まで） 
梅澤 真理奈       科学技術動向研究センター事務補助員 
 
財団法人未来工学研究所 
菊田 隆          主席研究員 
富本 孝司        研究員（2006 年 12 月 28 日まで） 
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科学技術分野の課題に関する第一線級研究者の意識定点調査 
（分野別定点調査 2006） 
2007 年 10 月 
 
 
 
本レポートに関するお問い合わせ先 
 
文部科学省科学技術政策研究所 
科学技術動向研究センター 
 
〒100-0005 東京都千代田区丸の内二丁目 5 番地 1 号 文部科学省ビル 5 階 
TEL 03-3581-0605 
FAX 03-3503-3996 
 
））
問2. 我が国では、本分野の研究開発に従事する研究者の数や質の状況は、2001年頃と比較してどうですか。①研究者の数の状況
ライフサイエンス分野 情報通信分野 環境分野 ナノテクノロジー・材料分野
属性 6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6
性別 男性 4 13 20 40 18 2 97 1 24 18 36 20 0 99 2 10 22 49 18 7 108 1 10 22 34 38 5 110
女性 1 0 2 3 0 1 7 0 0 0 0 0 0 0 1 0 3 2 3 0 9 0 0 0 1 0 0 1
年齢 39歳未満 0 0 0 1 1 0 2 0 0 1 1 1 0 3 0 0 0 1 1 0 2 0 0 0 1 0 0 1
40～49歳 2 2 5 6 7 1 23 1 11 5 14 7 0 38 1 1 9 15 6 1 33 0 3 9 12 12 1 37
50～59歳 3 7 16 28 8 2 64 0 10 9 19 8 0 46 2 8 15 22 13 4 64 1 4 12 18 21 4 60
60歳以上 0 4 1 8 2 0 15 0 3 3 2 4 0 12 0 1 1 12 1 1 16 0 3 1 3 5 0 12
所属機関 大学 4 11 14 34 12 3 78 0 11 14 26 14 0 65 1 4 14 31 15 3 68 0 5 11 20 31 5 72
公的研究機関 1 1 6 5 2 0 15 0 2 0 1 2 0 5 2 3 5 9 4 3 26 0 1 2 5 3 0 11
民間企業 0 0 2 3 3 0 8 1 10 3 8 3 0 25 0 2 4 8 1 1 16 1 4 8 10 3 0 26
その他 0 1 0 1 1 0 3 0 1 1 0 1 0 3 0 1 1 3 1 0 6 0 0 1 0 1 0 2
業務内容 主に研究 2 4 6 10 4 1 27 0 4 10 18 9 0 41 0 5 10 17 11 3 46 0 5 6 14 19 3 47
主にマネージメント 1 1 5 5 5 0 17 0 8 4 7 2 0 21 1 2 2 10 2 0 17 0 1 5 3 3 0 12
研究とマネージメントが半々 0 7 6 18 4 2 37 1 8 2 8 5 0 24 2 3 11 9 6 2 33 1 3 7 15 10 1 37
その他 2 1 5 10 4 0 22 0 4 2 2 4 0 12 0 0 2 15 2 2 21 0 1 4 3 6 1 15
職業性格区分 基礎研究 2 5 11 25 11 1 55 0 8 8 8 8 0 32 1 4 14 23 9 3 54 0 4 16 15 29 4 68
応用研究 3 7 11 18 6 2 47 1 10 10 21 12 0 54 1 6 10 25 10 2 54 0 4 8 21 16 4 53
開発研究 0 2 2 6 4 2 16 0 7 2 9 6 0 24 0 3 7 12 6 2 30 1 4 6 15 8 0 34
その他 0 2 2 7 1 0 12 0 3 1 3 2 0 9 1 0 2 5 1 0 9 0 0 0 2 2 0 4
職位 学長等クラス（理事長、社長等 0 0 0 2 1 0 3 0 1 0 1 1 0 3 0 0 1 0 1 1 3 0 0 0 0 0 1 1
所長・部室長クラス（教授等） 5 11 19 37 12 3 87 1 21 13 29 15 0 79 3 8 21 46 15 6 99 1 9 17 28 31 3 89
主任・研究員クラス（助教授等 0 1 3 4 4 0 12 0 2 5 5 4 0 16 0 2 3 5 5 0 15 0 1 5 6 7 1 20
 全有効回答者（属性無回答を含む） 5 13 22 43 18 3 104 1 24 18 36 20 0 99 3 10 25 51 21 7 117 1 10 22 35 38 5 111
注：職位の区分は以下の通りである。「学長クラス」は学長、理事長、社長等。「所長・部室長クラス」は研究所長、大学の学部長、部・
室・グループ長、大学の教授等。「主任・研究員クラス」は主任研究員、大学の助教授、研究チーム内のサブリーダー的存在、研究
））
問2. 我が国では、本分野の研究開発に従事する研究者の数や質の状況は、2001年頃と比較してどうですか。①研究者の数の状況
エネルギー分野 ものづくり技術分野 社会基盤分野 フロンティア分野
属性 6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6
性別 男性 2 29 33 27 17 0 108 6 27 37 24 4 2 100 2 28 37 29 11 1 108 7 19 19 27 10 1 83
女性 0 1 0 0 0 0 1 0 0 1 0 0 0 1 0 0 1 1 0 0 2 0 0 0 2 0 0 2
年齢 39歳未満 0 2 2 0 1 0 5 0 0 1 0 0 0 1 0 0 1 1 1 0 3 1 0 0 1 0 0 2
40～49歳 2 12 10 5 4 0 33 3 10 15 7 0 0 35 1 7 10 13 7 0 38 2 6 3 10 2 0 23
50～59歳 0 10 18 17 9 0 54 2 13 17 13 3 2 50 1 15 21 11 3 1 52 4 11 12 15 5 0 47
60歳以上 0 5 3 5 2 0 15 1 4 4 4 1 0 14 0 6 6 5 0 0 17 0 2 4 3 3 1 13
所属機関 大学 2 18 17 13 14 0 64 4 19 23 15 3 1 65 1 19 26 16 7 1 70 2 12 11 14 4 0 43
公的研究機関 0 5 5 1 0 0 11 0 4 4 2 0 1 11 1 4 5 3 0 0 13 3 6 2 9 3 0 23
民間企業 0 6 10 11 3 0 30 2 4 10 7 1 0 24 0 4 7 8 3 0 22 1 1 4 5 2 1 14
その他 0 1 1 2 0 0 4 0 0 1 0 0 0 1 0 1 0 2 1 0 4 1 0 2 1 0 0 4
業務内容 主に研究 1 6 8 11 9 0 35 3 9 15 8 2 2 39 0 13 14 10 4 1 42 3 10 12 12 5 0 42
主にマネージメント 0 8 8 8 1 0 25 1 4 3 5 1 0 14 0 4 6 5 1 0 16 2 1 4 6 1 0 14
研究とマネージメントが半々 1 13 12 7 6 0 39 1 11 13 5 0 0 30 2 7 10 12 4 0 35 1 8 4 5 4 1 23
その他 0 3 5 1 1 0 10 1 3 7 6 1 0 18 0 4 8 3 2 0 17 1 0 0 6 0 0 7
職業性格区分 基礎研究 0 10 18 12 9 0 49 3 12 16 8 1 1 41 0 14 18 10 4 1 47 0 10 10 18 4 0 42
応用研究 1 13 16 10 9 0 49 2 18 19 15 2 1 57 2 16 26 19 3 1 67 3 9 4 8 3 0 27
開発研究 1 14 14 10 4 0 43 2 16 16 4 2 0 40 0 9 9 8 5 0 31 4 4 8 10 5 1 32
その他 0 2 3 2 2 0 9 1 1 3 3 0 0 8 0 2 5 3 1 0 11 1 2 0 3 1 0 7
職位 学長等クラス（理事長、社長等 0 1 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 1 0 0 1 1 0 0 2 0 0 2 0 0 0 2
所長・部室長クラス（教授等） 2 22 24 23 14 0 85 4 24 31 22 4 1 86 2 24 29 20 6 1 82 5 16 16 20 8 0 65
主任・研究員クラス（助教授等 0 7 9 4 3 0 23 0 3 5 2 0 1 11 0 3 8 8 5 0 24 2 3 2 9 2 1 19
 全有効回答者（属性無回答を含む） 2 30 33 27 17 0 109 6 27 38 24 4 2 101 2 28 38 30 11 1 110 7 19 19 29 10 1 85
注：職位の区分は以下の通りである。「学長クラス」は学長、理事長、社長等。「所長・部室長クラス」は研究所長、大学の学部長、部・
室・グループ長、大学の教授等。「主任・研究員クラス」は主任研究員、大学の助教授、研究チーム内のサブリーダー的存在、研究
））
問2. 我が国では、本分野の研究開発に従事する研究者の数や質の状況は、2001年頃と比較してどうですか。②研究者の質の状況
ライフサイエンス分野 情報通信分野 環境分野 ナノテクノロジー・材料分野
属性 6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6
性別 男性 4 16 21 40 14 1 96 2 25 38 25 9 0 99 3 14 32 48 9 2 108 2 14 31 50 11 2 110
女性 1 0 2 3 1 0 7 0 0 0 0 0 0 0 1 0 2 3 3 0 9 0 0 0 1 0 0 1
年齢 39歳未満 0 0 0 1 1 0 2 0 0 1 1 1 0 3 0 0 2 0 0 0 2 0 0 0 1 0 0 1
40～49歳 2 4 4 11 2 0 23 0 6 17 12 3 0 38 1 3 11 13 5 0 33 1 6 10 16 3 1 37
50～59歳 3 10 15 25 9 1 63 1 17 14 10 4 0 46 2 9 17 30 5 1 64 1 5 16 29 8 1 60
60歳以上 0 2 4 6 3 0 15 1 2 6 2 1 0 12 1 2 4 8 0 1 16 0 3 4 5 0 0 12
所属機関 大学 5 13 18 28 12 1 77 0 15 27 17 6 0 65 3 5 18 34 6 2 68 1 7 16 39 7 2 72
公的研究機関 0 2 3 8 2 0 15 0 2 1 1 1 0 5 1 5 8 9 3 0 26 0 2 4 4 1 0 11
民間企業 0 1 2 5 0 0 8 2 7 9 5 2 0 25 0 4 4 6 2 0 16 1 5 10 7 3 0 26
その他 0 0 0 2 1 0 3 0 1 0 2 0 0 3 0 0 3 2 1 0 6 0 0 1 1 0 0 2
業務内容 主に研究 1 3 5 14 4 0 27 0 8 18 11 4 0 41 3 8 13 18 3 1 46 0 9 9 22 6 1 47
主にマネージメント 1 4 3 9 0 0 17 2 6 6 5 2 0 21 0 3 3 9 2 0 17 0 2 4 3 3 0 12
研究とマネージメントが半々 1 8 10 9 8 0 36 0 8 10 3 3 0 24 1 3 15 10 4 0 33 2 3 11 19 2 0 37
その他 2 1 5 11 2 1 22 0 3 3 6 0 0 12 0 0 3 14 3 1 21 0 0 7 7 0 1 15
職業性格区分 基礎研究 1 7 13 27 5 1 54 1 5 12 12 2 0 32 3 5 17 23 5 1 54 0 8 17 31 10 2 68
応用研究 4 9 10 19 5 0 47 2 12 25 10 5 0 54 0 6 14 28 5 1 54 1 5 14 26 6 1 53
開発研究 0 3 4 6 3 0 16 1 8 7 3 5 0 24 1 8 6 12 3 0 30 1 5 12 15 1 0 34
その他 0 3 3 3 3 0 12 0 3 2 3 1 0 9 0 0 3 5 1 0 9 0 0 1 3 0 0 4
職位 学長等クラス（理事長、社長等 0 0 1 1 1 0 3 1 0 0 1 1 0 3 0 0 2 0 1 0 3 0 0 0 0 1 0 1
所長・部室長クラス（教授等） 5 16 20 31 13 1 86 1 24 30 17 7 0 79 3 13 27 44 10 2 99 2 10 24 43 8 2 89
主任・研究員クラス（助教授等 0 0 2 9 1 0 12 0 1 7 7 1 0 16 1 1 5 7 1 0 15 0 4 6 8 2 0 20
 全有効回答者（属性無回答を含む） 5 16 23 43 15 1 103 2 25 38 25 9 0 99 4 14 34 51 12 2 117 2 14 31 51 11 2 111
注：職位の区分は以下の通りである。「学長クラス」は学長、理事長、社長等。「所長・部室長クラス」は研究所長、大学の学部長、部・
室・グループ長、大学の教授等。「主任・研究員クラス」は主任研究員、大学の助教授、研究チーム内のサブリーダー的存在、研究
））
問2. 我が国では、本分野の研究開発に従事する研究者の数や質の状況は、2001年頃と比較してどうですか。②研究者の質の状況
エネルギー分野 ものづくり技術分野 社会基盤分野 フロンティア分野
属性 6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6
性別 男性 1 27 37 36 7 0 108 5 25 36 29 5 0 100 2 27 48 23 6 2 108 6 16 26 29 4 1 82
女性 0 1 0 0 0 0 1 0 0 0 1 0 0 1 0 0 2 0 0 0 2 0 0 1 0 1 0 2
年齢 39歳未満 1 2 1 1 0 0 5 0 0 1 0 0 0 1 0 1 2 0 0 0 3 0 1 0 1 0 0 2
40～49歳 0 12 11 9 1 0 33 3 12 10 9 1 0 35 1 6 17 9 4 1 38 2 4 10 5 2 0 23
50～59歳 0 11 19 19 5 0 54 2 9 19 16 4 0 50 1 12 25 13 0 1 52 3 11 11 18 3 0 46
60歳以上 0 2 6 6 1 0 15 0 4 6 4 0 0 14 0 8 6 1 2 0 17 1 0 6 5 0 1 13
所属機関 大学 0 18 22 19 5 0 64 4 15 22 20 4 0 65 1 21 30 13 3 2 70 3 7 17 14 2 0 43
公的研究機関 1 3 5 2 0 0 11 0 4 4 3 0 0 11 1 2 8 2 0 0 13 2 6 6 5 3 0 22
民間企業 0 6 8 14 2 0 30 1 6 10 6 1 0 24 0 3 10 8 1 0 22 1 3 1 9 0 0 14
その他 0 1 2 1 0 0 4 0 0 0 1 0 0 1 0 1 1 0 2 0 4 0 0 3 1 0 0 4
業務内容 主に研究 0 11 8 11 5 0 35 3 7 17 10 2 0 39 0 13 17 9 1 2 42 3 6 16 14 2 0 41
主にマネージメント 0 7 10 7 1 0 25 1 2 6 4 1 0 14 0 2 10 4 0 0 16 1 2 3 7 0 1 14
研究とマネージメントが半々 1 8 14 15 1 0 39 0 13 10 6 1 0 30 2 6 15 8 4 0 35 2 8 6 5 2 0 23
その他 0 2 5 3 0 0 10 1 3 3 10 1 0 18 0 6 8 2 1 0 17 0 0 3 3 1 0 7
職業性格区分 基礎研究 1 9 18 18 3 0 49 3 11 11 13 3 0 41 0 17 17 10 1 2 47 2 6 18 12 3 0 41
応用研究 0 13 15 17 4 0 49 2 13 22 18 2 0 57 2 13 31 18 2 1 67 3 8 5 8 3 0 27
開発研究 1 8 17 15 2 0 43 1 15 13 8 3 0 40 0 6 12 11 2 0 31 3 7 10 10 1 1 32
その他 0 4 3 2 0 0 9 1 1 3 3 0 0 8 0 3 7 0 1 0 11 0 1 1 5 0 0 7
職位 学長等クラス（理事長、社長等 0 0 1 0 0 0 1 0 1 0 0 0 0 1 0 0 1 1 0 0 2 0 0 1 1 0 0 2
所長・部室長クラス（教授等） 0 23 25 30 7 0 85 4 21 31 26 4 0 86 2 20 35 19 5 1 82 5 13 21 20 4 1 64
主任・研究員クラス（助教授等 1 5 11 6 0 0 23 0 3 4 3 1 0 11 0 6 13 3 1 1 24 1 3 6 8 1 0 19
 全有効回答者（属性無回答を含む） 1 28 37 36 7 0 109 5 25 36 30 5 0 101 2 27 50 23 6 2 110 6 16 27 29 5 1 84
注：職位の区分は以下の通りである。「学長クラス」は学長、理事長、社長等。「所長・部室長クラス」は研究所長、大学の学部長、部・
室・グループ長、大学の教授等。「主任・研究員クラス」は主任研究員、大学の助教授、研究チーム内のサブリーダー的存在、研究
））
問3. 我が国では、本分野の研究開発に従事する技術者の数や質の状況は、2001年頃と比較してどうですか。①技術者の数の状況
ライフサイエンス分野 情報通信分野 環境分野 ナノテクノロジー・材料分野
属性 6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6
性別 男性 3 14 29 41 7 0 94 1 15 29 35 17 2 99 0 8 28 47 17 4 104 2 14 26 43 22 3 110
女性 1 2 1 2 0 1 7 0 0 0 0 0 0 0 0 2 3 2 2 0 9 0 0 0 1 0 0 1
年齢 39歳未満 0 0 1 1 0 0 2 0 0 1 2 0 0 3 0 0 0 2 0 0 2 0 0 0 1 0 0 1
40～49歳 1 2 8 8 2 1 22 1 4 11 16 6 0 38 0 5 11 10 6 0 32 0 5 10 18 4 0 37
50～59歳 2 12 15 28 5 0 62 0 7 14 15 9 1 46 0 5 18 27 7 4 61 1 7 13 21 15 3 60
60歳以上 1 2 6 6 0 0 15 0 4 3 2 2 1 12 0 0 2 9 5 0 16 1 2 2 4 3 0 12
所属機関 大学 3 11 22 33 6 1 76 0 8 23 21 12 1 65 0 3 17 30 14 1 65 0 8 18 25 19 2 72
公的研究機関 1 4 5 3 1 0 14 0 2 0 1 2 0 5 0 5 7 9 2 2 25 1 2 0 7 1 0 11
民間企業 0 0 3 5 0 0 8 1 4 6 11 2 1 25 0 1 5 6 3 1 16 1 4 7 11 2 1 26
その他 0 1 0 2 0 0 3 0 1 0 1 1 0 3 0 0 2 4 0 0 6 0 0 1 1 0 0 2
業務内容 主に研究 2 2 11 7 3 0 25 0 4 12 17 7 1 41 0 4 13 19 6 1 43 0 5 12 17 12 1 47
主にマネージメント 1 3 4 8 1 0 17 0 3 6 10 1 1 21 0 1 4 9 2 0 16 0 3 3 4 1 1 12
研究とマネージメントが半々 0 4 11 18 2 1 36 1 6 6 6 5 0 24 0 5 11 9 5 3 33 2 4 8 15 7 1 37
その他 1 7 4 9 1 0 22 0 2 5 1 4 0 12 0 0 3 12 6 0 21 0 2 3 8 2 0 15
職業性格区分 基礎研究 2 9 13 23 5 1 53 0 1 10 12 8 1 32 0 4 13 22 10 2 51 0 9 15 25 17 2 68
応用研究 2 7 14 19 4 1 47 1 9 14 19 11 0 54 0 4 13 26 9 1 53 1 6 10 25 9 2 53
開発研究 0 2 7 4 2 1 16 0 2 11 5 5 1 24 0 5 9 11 3 1 29 1 3 9 15 6 0 34
その他 0 2 3 6 0 0 11 0 3 2 2 2 0 9 0 1 2 5 1 0 9 0 0 0 3 1 0 4
職位 学長等クラス（理事長、社長等 0 0 1 2 0 0 3 0 1 0 1 0 1 3 0 0 1 1 0 1 3 0 0 0 0 0 1 1
所長・部室長クラス（教授等） 4 14 25 34 6 1 84 1 12 23 26 16 1 79 0 8 24 43 18 2 95 2 11 22 32 20 2 89
主任・研究員クラス（助教授等 0 1 4 6 1 0 12 0 2 6 7 1 0 16 0 2 6 5 1 1 15 0 3 4 11 2 0 20
 全有効回答者（属性無回答を含む） 4 16 30 43 7 1 101 1 15 29 35 17 2 99 0 10 31 49 19 4 113 2 14 26 44 22 3 111
注：職位の区分は以下の通りである。「学長クラス」は学長、理事長、社長等。「所長・部室長クラス」は研究所長、大学の学部長、部・
室・グループ長、大学の教授等。「主任・研究員クラス」は主任研究員、大学の助教授、研究チーム内のサブリーダー的存在、研究
））
問3. 我が国では、本分野の研究開発に従事する技術者の数や質の状況は、2001年頃と比較してどうですか。①技術者の数の状況
エネルギー分野 ものづくり技術分野 社会基盤分野 フロンティア分野
属性 6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6
性別 男性 2 28 40 27 9 1 107 4 25 38 27 6 0 100 4 29 41 30 6 0 110 6 26 28 19 2 1 82
女性 0 1 0 0 0 0 1 0 0 0 1 0 0 1 0 2 0 0 0 0 2 0 0 1 1 0 0 2
年齢 39歳未満 1 1 1 2 0 0 5 0 1 0 0 0 0 1 0 0 2 1 0 0 3 0 1 0 1 0 0 2
40～49歳 1 16 9 5 1 1 33 2 9 12 11 1 0 35 2 12 8 12 4 0 38 2 5 8 8 0 0 23
50～59歳 0 8 24 15 6 0 53 2 12 21 11 4 0 50 2 14 24 13 1 0 54 4 16 15 8 2 1 46
60歳以上 0 3 6 4 2 0 15 0 3 4 6 1 0 14 0 5 7 4 1 0 17 0 4 6 3 0 0 13
所属機関 大学 1 15 22 18 6 1 63 3 11 28 19 4 0 65 2 22 27 16 4 0 71 1 15 12 13 1 1 43
公的研究機関 1 5 5 0 0 0 11 0 4 3 2 2 0 11 1 5 3 4 0 0 13 2 9 6 4 1 0 22
民間企業 0 8 10 9 3 0 30 1 10 7 6 0 0 24 1 4 10 7 1 0 23 2 1 8 3 0 0 14
その他 0 1 3 0 0 0 4 0 0 0 1 0 0 1 0 0 1 2 1 0 4 1 1 2 0 0 0 4
業務内容 主に研究 0 6 12 12 4 1 35 2 7 16 10 4 0 39 0 14 18 8 3 0 43 2 15 14 9 1 1 42
主にマネージメント 0 7 11 4 3 0 25 1 4 4 5 0 0 14 1 4 6 6 0 0 17 1 2 8 3 0 0 14
研究とマネージメントが半々 2 13 12 10 2 0 39 0 12 10 7 1 0 30 3 8 10 12 2 0 35 2 9 7 3 1 0 22
その他 0 3 5 1 0 0 9 1 2 8 6 1 0 18 0 5 7 4 1 0 17 1 0 1 5 0 0 7
職業性格区分 基礎研究 1 11 15 16 6 0 49 2 9 14 14 2 0 41 1 18 18 9 2 0 48 0 11 15 12 2 1 41
応用研究 1 13 17 13 4 1 49 1 12 27 14 3 0 57 2 21 23 19 2 0 67 2 13 4 6 1 1 27
開発研究 1 14 15 10 3 0 43 1 15 17 6 1 0 40 0 8 14 7 2 0 31 3 9 14 5 1 0 32
その他 0 2 5 1 0 0 8 1 1 2 4 0 0 8 1 2 2 6 1 0 12 1 2 2 2 0 0 7
職位 学長等クラス（理事長、社長等 0 1 0 0 0 0 1 0 1 0 0 0 0 1 1 0 0 1 0 0 2 0 0 2 0 0 0 2
所長・部室長クラス（教授等） 1 22 31 20 9 1 84 3 21 35 22 5 0 86 3 25 31 21 4 0 84 6 20 22 13 2 1 64
主任・研究員クラス（助教授等 1 6 9 7 0 0 23 0 3 2 5 1 0 11 0 6 8 8 2 0 24 0 6 6 7 0 0 19
 全有効回答者（属性無回答を含む） 2 29 40 27 9 1 108 4 25 38 28 6 0 101 4 31 41 30 6 0 112 6 26 29 20 2 1 84
注：職位の区分は以下の通りである。「学長クラス」は学長、理事長、社長等。「所長・部室長クラス」は研究所長、大学の学部長、部・
室・グループ長、大学の教授等。「主任・研究員クラス」は主任研究員、大学の助教授、研究チーム内のサブリーダー的存在、研究
））
問3. 我が国では、本分野の研究開発に従事する技術者の数や質の状況は、2001年頃と比較してどうですか。②技術者の質の状況
ライフサイエンス分野 情報通信分野 環境分野 ナノテクノロジー・材料分野
属性 6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6
性別 男性 1 15 27 41 10 0 94 3 30 31 27 8 0 99 3 8 35 48 9 1 104 3 16 28 54 8 1 110
女性 1 2 2 1 1 0 7 0 0 0 0 0 0 0 0 2 2 4 1 0 9 0 0 0 1 0 0 1
年齢 39歳未満 0 0 1 1 0 0 2 0 1 0 2 0 0 3 0 0 0 2 0 0 2 0 0 0 1 0 0 1
40～49歳 0 3 8 8 3 0 22 0 7 16 11 4 0 38 1 3 15 12 1 0 32 1 7 10 18 1 0 37
50～59歳 2 10 16 27 7 0 62 3 16 12 12 3 0 46 2 6 20 27 5 1 61 2 7 12 31 7 1 60
60歳以上 0 4 4 6 1 0 15 0 6 3 2 1 0 12 0 1 2 9 4 0 16 0 2 5 5 0 0 12
所属機関 大学 2 13 20 31 10 0 76 2 17 22 21 3 0 65 2 3 19 33 7 1 65 2 8 15 40 6 1 72
公的研究機関 0 2 5 7 0 0 14 0 3 0 0 2 0 5 1 5 7 10 2 0 25 1 2 4 4 0 0 11
民間企業 0 2 3 3 0 0 8 1 9 8 5 2 0 25 0 1 9 5 1 0 16 0 6 9 9 2 0 26
その他 0 0 1 1 1 0 3 0 1 0 1 1 0 3 0 0 2 4 0 0 6 0 0 0 2 0 0 2
業務内容 主に研究 0 3 9 10 3 0 25 2 10 13 14 2 0 41 2 4 16 18 2 1 43 1 7 9 26 4 0 47
主にマネージメント 1 4 6 6 0 0 17 1 8 6 5 1 0 21 0 2 4 10 0 0 16 1 3 2 4 2 0 12
研究とマネージメントが半々 0 7 6 18 5 0 36 0 9 7 4 4 0 24 1 4 12 12 4 0 33 1 4 14 16 1 1 37
その他 1 3 8 7 3 0 22 0 3 4 4 1 0 12 0 0 5 12 4 0 21 0 2 3 9 1 0 15
職業性格区分 基礎研究 0 9 16 22 6 0 53 0 5 11 13 3 0 32 2 4 15 25 5 0 51 2 7 16 36 6 1 68
応用研究 2 9 12 20 4 0 47 1 18 18 13 4 0 54 1 4 14 29 4 1 53 2 5 12 30 3 1 53
開発研究 0 5 5 3 3 0 16 1 10 6 4 3 0 24 1 6 11 10 1 0 29 0 7 11 15 1 0 34
その他 0 2 3 4 2 0 11 1 2 2 3 1 0 9 0 1 2 5 1 0 9 0 1 0 3 0 0 4
職位 学長等クラス（理事長、社長等 0 1 0 2 0 0 3 0 1 0 1 1 0 3 0 0 2 1 0 0 3 0 0 0 0 0 1 1
所長・部室長クラス（教授等） 2 15 24 33 10 0 84 3 26 26 18 6 0 79 3 9 30 43 9 1 95 3 12 22 45 7 0 89
主任・研究員クラス（助教授等 0 1 4 6 1 0 12 0 3 4 8 1 0 16 0 1 5 8 1 0 15 0 4 6 9 1 0 20
 全有効回答者（属性無回答を含む） 2 17 29 42 11 0 101 3 30 31 27 8 0 99 3 10 37 52 10 1 113 3 16 28 55 8 1 111
注：職位の区分は以下の通りである。「学長クラス」は学長、理事長、社長等。「所長・部室長クラス」は研究所長、大学の学部長、部・
室・グループ長、大学の教授等。「主任・研究員クラス」は主任研究員、大学の助教授、研究チーム内のサブリーダー的存在、研究
））
問3. 我が国では、本分野の研究開発に従事する技術者の数や質の状況は、2001年頃と比較してどうですか。②技術者の質の状況
エネルギー分野 ものづくり技術分野 社会基盤分野 フロンティア分野
属性 6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6
性別 男性 2 29 42 24 10 0 107 7 21 45 26 1 0 100 4 29 43 29 5 0 110 3 26 27 20 5 0 81
女性 0 1 0 0 0 0 1 0 0 0 1 0 0 1 0 0 1 0 0 0 1 0 0 1 1 0 0 2
年齢 39歳未満 1 1 2 1 0 0 5 0 1 0 0 0 0 1 0 0 2 1 0 0 3 0 1 0 0 0 0 1
40～49歳 1 11 13 5 3 0 33 2 7 15 11 0 0 35 2 9 12 11 4 0 38 0 8 8 5 2 0 23
50～59歳 0 14 20 15 4 0 53 4 9 24 12 1 0 50 2 14 24 12 1 0 53 3 13 16 11 3 0 46
60歳以上 0 3 7 2 3 0 15 1 4 6 3 0 0 14 0 6 6 5 0 0 17 0 4 4 5 0 0 13
所属機関 大学 0 16 25 14 8 0 63 4 11 31 18 1 0 65 2 23 26 16 3 0 70 2 15 12 11 2 0 42
公的研究機関 1 5 5 0 0 0 11 0 4 3 4 0 0 11 1 2 7 3 0 0 13 0 9 8 4 1 0 22
民間企業 1 7 10 10 2 0 30 3 6 11 4 0 0 24 1 4 10 6 2 0 23 1 1 5 5 2 0 14
その他 0 2 2 0 0 0 4 0 0 0 1 0 0 1 0 0 0 4 0 0 4 0 1 2 1 0 0 4
業務内容 主に研究 0 9 11 10 5 0 35 2 7 18 12 0 0 39 1 12 20 8 2 0 43 2 14 14 9 2 0 41
主にマネージメント 1 9 8 5 2 0 25 1 2 8 3 0 0 14 1 4 7 4 1 0 17 1 1 8 3 1 0 14
研究とマネージメントが半々 1 10 19 7 2 0 39 3 10 9 7 1 0 30 2 8 12 11 2 0 35 0 11 5 5 1 0 22
その他 0 2 4 2 1 0 9 1 2 10 5 0 0 18 0 5 5 6 0 0 16 0 0 2 4 1 0 7
職業性格区分 基礎研究 1 10 18 14 6 0 49 3 6 18 13 1 0 41 1 19 18 8 1 0 47 1 13 13 11 2 0 40
応用研究 0 16 17 10 6 0 49 2 12 29 13 1 0 57 2 18 24 19 3 0 66 2 11 7 3 3 0 26
開発研究 1 10 20 9 3 0 43 3 10 17 9 1 0 40 0 8 14 6 3 0 31 2 9 12 6 2 0 31
その他 1 2 4 1 0 0 8 1 1 3 3 0 0 8 1 2 3 6 0 0 12 0 1 3 3 0 0 7
職位 学長等クラス（理事長、社長等 0 0 1 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 1 1 0 0 1 0 0 2 0 0 1 1 0 0 2
所長・部室長クラス（教授等） 1 26 29 19 9 0 84 4 20 41 20 1 0 86 2 25 33 18 5 0 83 3 21 21 15 4 0 64
主任・研究員クラス（助教授等 1 4 12 5 1 0 23 1 1 3 6 0 0 11 1 4 10 9 0 0 24 0 5 7 5 1 0 18
 全有効回答者（属性無回答を含む） 2 30 42 24 10 0 108 7 21 45 27 1 0 101 4 29 44 29 5 0 111 3 26 28 21 5 0 83
注：職位の区分は以下の通りである。「学長クラス」は学長、理事長、社長等。「所長・部室長クラス」は研究所長、大学の学部長、部・
室・グループ長、大学の教授等。「主任・研究員クラス」は主任研究員、大学の助教授、研究チーム内のサブリーダー的存在、研究
））
問4. 本分野を国際的にリードする優れた研究者（日本の組織に属する）の数はどうですか。
ライフサイエンス分野 情報通信分野 環境分野 ナノテクノロジー・材料分野
属性 6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6
性別 男性 3 6 25 41 20 3 98 1 24 30 34 9 1 99 1 11 32 51 10 2 107 1 6 24 50 26 3 110
女性 0 2 1 2 2 0 7 0 0 0 0 0 0 0 0 3 0 6 0 0 9 0 0 0 1 0 0 1
年齢 39歳未満 0 0 0 1 1 0 2 0 0 1 2 0 0 3 0 1 0 1 0 0 2 0 0 0 1 0 0 1
40～49歳 1 1 6 10 4 1 23 1 9 13 11 4 0 38 0 4 8 19 2 0 33 0 1 10 18 7 1 37
50～59歳 2 7 12 25 17 2 65 0 11 12 18 4 1 46 0 9 20 31 3 0 63 1 4 13 27 13 2 60
60歳以上 0 0 8 7 0 0 15 0 4 4 3 1 0 12 1 0 3 6 5 1 16 0 1 1 5 5 0 12
所属機関 大学 3 7 17 33 16 3 79 0 17 19 22 6 1 65 1 6 15 39 6 1 68 1 1 11 37 19 3 72
公的研究機関 0 1 4 5 5 0 15 0 3 1 0 1 0 5 0 4 7 11 3 1 26 0 1 3 6 1 0 11
民間企業 0 0 4 3 1 0 8 1 4 8 10 2 0 25 0 2 9 5 0 0 16 0 4 10 6 6 0 26
その他 0 0 1 2 0 0 3 0 0 2 1 0 0 3 0 1 1 2 1 0 5 0 0 0 2 0 0 2
業務内容 主に研究 1 0 3 13 9 1 27 0 8 12 15 6 0 41 1 6 15 21 3 0 46 0 1 5 25 13 3 47
主にマネージメント 1 2 5 8 1 0 17 0 4 7 9 1 0 21 0 2 7 5 3 0 17 0 2 4 3 3 0 12
研究とマネージメントが半々 1 1 11 15 8 1 37 1 8 5 7 2 1 24 0 5 6 20 1 0 32 1 3 12 14 7 0 37
その他 0 5 6 7 4 1 23 0 4 6 2 0 0 12 0 1 4 11 3 2 21 0 0 3 9 3 0 15
職業性格区分 基礎研究 1 2 13 25 13 2 56 0 9 10 11 2 0 32 0 7 12 27 6 1 53 1 1 10 34 20 2 68
応用研究 2 5 13 18 9 0 47 1 12 19 18 3 1 54 0 4 16 27 7 0 54 0 3 8 27 13 2 53
開発研究 0 0 6 6 4 0 16 0 8 4 7 4 1 24 1 4 10 12 2 1 30 0 4 11 12 7 0 34
その他 0 2 3 6 0 1 12 0 3 2 3 1 0 9 0 2 2 4 1 0 9 0 0 1 2 1 0 4
職位 学長等クラス（理事長、社長等 0 0 2 1 0 0 3 0 0 2 1 0 0 3 0 1 2 0 0 0 3 0 0 0 1 0 0 1
所長・部室長クラス（教授等） 3 8 18 37 20 2 88 1 21 21 27 8 1 79 1 10 28 48 9 2 98 1 5 18 39 24 2 89
主任・研究員クラス（助教授等 0 0 5 4 2 1 12 0 3 7 5 1 0 16 0 3 2 9 1 0 15 0 1 5 11 2 1 20
 全有効回答者（属性無回答を含む） 3 8 26 43 22 3 105 1 24 30 34 9 1 99 1 14 32 57 10 2 116 1 6 24 51 26 3 111
注：職位の区分は以下の通りである。「学長クラス」は学長、理事長、社長等。「所長・部室長クラス」は研究所長、大学の学部長、部・
室・グループ長、大学の教授等。「主任・研究員クラス」は主任研究員、大学の助教授、研究チーム内のサブリーダー的存在、研究
））
問4. 本分野を国際的にリードする優れた研究者（日本の組織に属する）の数はどうですか。
エネルギー分野 ものづくり技術分野 社会基盤分野 フロンティア分野
属性 6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6
性別 男性 3 22 37 36 9 0 107 2 17 36 33 12 0 100 2 13 45 38 10 1 109 1 19 26 24 10 1 81
女性 0 1 0 0 0 0 1 0 0 0 1 0 0 1 0 0 1 1 0 0 2 0 0 1 1 0 0 2
年齢 39歳未満 0 2 2 1 0 0 5 0 1 0 0 0 0 1 0 0 3 0 0 0 3 0 0 0 1 1 0 2
40～49歳 1 10 9 8 5 0 33 0 10 11 12 2 0 35 1 5 8 19 5 0 38 1 3 11 5 3 0 23
50～59歳 2 7 21 20 3 0 53 1 3 20 19 7 0 50 0 5 31 13 3 1 53 0 12 14 13 5 1 45
60歳以上 0 4 4 6 1 0 15 1 3 4 3 3 0 14 1 3 4 7 2 0 17 0 4 2 6 1 0 13
所属機関 大学 1 13 19 24 7 0 64 2 11 20 22 10 0 65 2 7 24 30 7 1 71 0 9 15 16 1 1 42
公的研究機関 0 2 8 1 0 0 11 0 2 5 4 0 0 11 0 4 7 2 0 0 13 1 5 6 5 6 0 23
民間企業 1 8 9 9 2 0 29 0 4 11 7 2 0 24 0 2 14 4 2 0 22 0 3 4 4 2 0 13
その他 1 0 1 2 0 0 4 0 0 0 1 0 0 1 0 0 1 2 1 0 4 0 2 2 0 0 0 4
業務内容 主に研究 0 4 11 13 7 0 35 1 8 11 14 5 0 39 2 6 15 15 4 1 43 1 9 10 16 5 1 42
主にマネージメント 2 8 9 5 0 0 24 0 4 5 4 1 0 14 0 2 11 3 0 0 16 0 4 3 4 2 0 13
研究とマネージメントが半々 1 8 14 14 2 0 39 1 3 14 8 4 0 30 0 4 12 13 6 0 35 0 6 11 3 3 0 23
その他 0 3 3 4 0 0 10 0 2 6 8 2 0 18 0 1 8 8 0 0 17 0 0 4 2 0 0 6
職業性格区分 基礎研究 0 8 20 20 2 0 50 1 7 14 11 8 0 41 1 3 19 22 3 0 48 1 7 13 15 4 1 41
応用研究 1 5 19 19 5 0 49 1 10 18 24 4 0 57 0 10 25 26 5 1 67 0 7 9 7 4 0 27
開発研究 1 10 14 16 2 0 43 2 3 18 12 5 0 40 1 2 14 11 3 0 31 0 8 12 7 5 0 32
その他 1 2 3 0 1 0 7 0 3 4 1 0 0 8 0 2 5 4 0 0 11 0 2 3 1 0 0 6
職位 学長等クラス（理事長、社長等 0 1 0 0 0 0 1 0 0 1 0 0 0 1 0 0 1 0 1 0 2 0 1 0 1 0 0 2
所長・部室長クラス（教授等） 2 18 29 30 6 0 85 2 15 31 27 11 0 86 1 11 33 29 8 1 83 0 15 22 19 6 1 63
主任・研究員クラス（助教授等 1 4 8 6 3 0 22 0 1 3 6 1 0 11 1 2 10 10 1 0 24 1 3 6 5 4 0 19
 全有効回答者（属性無回答を含む） 3 23 37 36 9 0 108 2 17 36 34 12 0 101 2 13 46 39 10 1 111 1 19 27 25 10 1 83
注：職位の区分は以下の通りである。「学長クラス」は学長、理事長、社長等。「所長・部室長クラス」は研究所長、大学の学部長、部・
室・グループ長、大学の教授等。「主任・研究員クラス」は主任研究員、大学の助教授、研究チーム内のサブリーダー的存在、研究
））
問5. 本分野を国際的にリードする優れた研究者（日本の組織に属する）の後継者はどうですか。
ライフサイエンス分野 情報通信分野 環境分野 ナノテクノロジー・材料分野
属性 6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6
性別 男性 3 24 33 22 15 1 98 2 39 23 28 7 0 99 5 25 40 32 4 1 107 2 18 34 40 14 0 108
女性 0 4 1 2 0 0 7 0 0 0 0 0 0 0 0 3 4 2 0 0 9 0 0 0 0 1 0 1
年齢 39歳未満 0 0 1 1 0 0 2 0 0 1 2 0 0 3 0 1 0 1 0 0 2 0 0 1 0 0 0 1
40～49歳 1 8 5 7 2 0 23 1 11 12 13 1 0 38 0 7 15 10 0 1 33 1 5 14 11 6 0 37
50～59歳 2 16 20 13 13 1 65 1 21 8 12 4 0 46 4 17 23 15 4 0 63 1 11 16 25 5 0 58
60歳以上 0 4 8 3 0 0 15 0 7 2 1 2 0 12 1 3 5 7 0 0 16 0 2 3 4 3 0 12
所属機関 大学 2 21 26 16 13 1 79 1 26 15 18 5 0 65 3 14 25 23 2 1 68 2 7 21 29 12 0 71
公的研究機関 1 6 3 4 1 0 15 1 2 1 1 0 0 5 1 8 10 5 2 0 26 0 1 5 4 1 0 11
民間企業 0 1 3 3 1 0 8 0 8 7 8 2 0 25 1 3 8 4 0 0 16 0 10 7 6 2 0 25
その他 0 0 2 1 0 0 3 0 3 0 0 0 0 3 0 2 1 2 0 0 5 0 0 1 1 0 0 2
業務内容 主に研究 0 9 7 6 4 1 27 0 14 11 12 4 0 41 3 15 16 10 1 1 46 1 7 12 16 11 0 47
主にマネージメント 2 3 7 4 1 0 17 0 9 4 6 2 0 21 0 3 9 5 0 0 17 0 4 2 5 0 0 11
研究とマネージメントが半々 0 9 14 9 5 0 37 1 9 6 7 1 0 24 2 8 10 10 2 0 32 1 6 16 9 4 0 36
その他 1 7 6 4 5 0 23 1 7 2 2 0 0 12 0 2 9 9 1 0 21 0 1 4 10 0 0 15
職業性格区分 基礎研究 0 17 21 9 8 1 56 0 11 8 12 1 0 32 0 16 16 16 4 1 53 2 7 16 29 12 0 66
応用研究 3 13 11 12 8 0 47 2 21 14 12 5 0 54 2 14 22 14 1 1 54 0 7 18 19 7 0 51
開発研究 0 3 7 5 1 0 16 1 10 5 6 2 0 24 3 6 12 8 1 0 30 0 10 12 10 2 0 34
その他 0 3 5 4 0 0 12 0 6 1 2 0 0 9 0 2 4 3 0 0 9 0 0 2 2 0 0 4
職位 学長等クラス（理事長、社長等 0 1 0 2 0 0 3 0 0 1 1 1 0 3 1 1 1 0 0 0 3 0 0 0 0 0 0 0
所長・部室長クラス（教授等） 3 25 30 16 13 1 88 1 35 17 20 6 0 79 4 23 37 30 3 1 98 2 15 25 34 12 0 88
主任・研究員クラス（助教授等 0 2 3 5 2 0 12 1 4 5 6 0 0 16 0 4 6 4 1 0 15 0 3 8 6 3 0 20
 全有効回答者（属性無回答を含む） 3 28 34 24 15 1 105 2 39 23 28 7 0 99 5 28 44 34 4 1 116 2 18 34 40 15 0 109
注：職位の区分は以下の通りである。「学長クラス」は学長、理事長、社長等。「所長・部室長クラス」は研究所長、大学の学部長、部・
室・グループ長、大学の教授等。「主任・研究員クラス」は主任研究員、大学の助教授、研究チーム内のサブリーダー的存在、研究
））
問5. 本分野を国際的にリードする優れた研究者（日本の組織に属する）の後継者はどうですか。
エネルギー分野 ものづくり技術分野 社会基盤分野 フロンティア分野
属性 6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6
性別 男性 5 42 36 21 3 0 107 8 33 34 20 5 0 100 4 41 41 16 7 0 109 8 30 28 8 6 1 81
女性 0 1 0 0 0 0 1 0 0 0 1 0 0 1 0 2 0 0 0 0 2 0 0 1 1 0 0 2
年齢 39歳未満 0 1 3 1 0 0 5 0 1 0 0 0 0 1 0 2 0 0 1 0 3 0 0 1 0 1 0 2
40～49歳 3 13 9 6 2 0 33 2 13 11 7 2 0 35 1 10 18 6 3 0 38 2 6 10 3 2 0 23
50～59歳 2 22 20 8 1 0 53 3 16 20 9 2 0 50 3 22 19 7 2 0 53 6 19 12 5 3 0 45
60歳以上 0 6 3 6 0 0 15 3 3 3 4 1 0 14 0 9 4 3 1 0 17 0 5 6 1 0 1 13
所属機関 大学 5 22 22 14 1 0 64 6 22 21 12 4 0 65 4 24 28 11 4 0 71 5 15 19 1 2 0 42
公的研究機関 0 9 2 0 0 0 11 1 4 4 2 0 0 11 0 7 4 1 1 0 13 2 9 4 4 4 0 23
民間企業 0 10 11 6 2 0 29 1 7 9 6 1 0 24 0 12 7 1 2 0 22 1 4 4 4 0 0 13
その他 0 2 1 1 0 0 4 0 0 0 1 0 0 1 0 0 1 3 0 0 4 0 2 2 0 0 0 4
業務内容 主に研究 3 10 14 6 2 0 35 2 13 17 5 2 0 39 2 15 18 4 4 0 43 6 16 13 3 4 0 42
主にマネージメント 0 14 7 3 0 0 24 0 5 6 3 0 0 14 0 8 6 1 1 0 16 0 5 3 4 0 1 13
研究とマネージメントが半々 2 16 10 10 1 0 39 4 10 7 7 2 0 30 2 13 11 7 2 0 35 2 9 9 1 2 0 23
その他 0 3 5 2 0 0 10 2 5 4 6 1 0 18 0 7 6 4 0 0 17 0 0 5 1 0 0 6
職業性格区分 基礎研究 2 17 18 13 0 0 50 6 11 12 9 3 0 41 3 20 19 3 3 0 48 3 15 16 3 4 0 41
応用研究 3 13 22 9 2 0 49 3 20 21 10 3 0 57 2 23 26 11 5 0 67 5 10 7 3 2 0 27
開発研究 1 20 12 9 1 0 43 2 13 14 9 2 0 40 0 12 14 3 2 0 31 2 11 12 4 2 1 32
その他 0 3 4 0 0 0 7 0 3 4 1 0 0 8 0 5 5 1 0 0 11 0 2 4 0 0 0 6
職位 学長等クラス（理事長、社長等 0 1 0 0 0 0 1 0 1 0 0 0 0 1 0 2 0 0 0 0 2 0 1 0 1 0 0 2
所長・部室長クラス（教授等） 4 35 27 18 1 0 85 8 29 28 16 5 0 86 3 33 28 14 5 0 83 5 25 23 5 4 1 63
主任・研究員クラス（助教授等 1 7 9 3 2 0 22 0 2 5 4 0 0 11 1 7 12 2 2 0 24 3 4 7 3 2 0 19
 全有効回答者（属性無回答を含む） 5 43 36 21 3 0 108 8 33 34 21 5 0 101 4 43 41 16 7 0 111 8 30 29 9 6 1 83
注：職位の区分は以下の通りである。「学長クラス」は学長、理事長、社長等。「所長・部室長クラス」は研究所長、大学の学部長、部・
室・グループ長、大学の教授等。「主任・研究員クラス」は主任研究員、大学の助教授、研究チーム内のサブリーダー的存在、研究
））
問6. 本分野において、研究開発に従事する我が国の若手研究者・技術者の数や質の状況は、2001年頃と比較してどうですか。①数の状況
ライフサイエンス分野 情報通信分野 環境分野 ナノテクノロジー・材料分野
属性 6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6
性別 男性 6 12 24 36 16 4 98 4 15 29 36 13 4 101 2 15 31 36 19 4 107 2 12 30 35 26 5 110
女性 0 1 1 1 3 1 7 0 0 0 0 0 0 0 1 2 0 5 0 1 9 0 0 0 1 0 0 1
年齢 39歳未満 0 0 0 1 1 0 2 0 0 1 0 2 0 3 0 0 1 0 1 0 2 0 0 0 0 1 0 1
40～49歳 2 2 3 9 4 3 23 3 4 12 16 2 1 38 1 5 8 11 6 2 33 0 4 10 15 7 1 37
50～59歳 4 8 16 22 13 2 65 1 7 13 18 6 2 47 2 9 18 22 9 3 63 2 6 17 17 16 2 60
60歳以上 0 3 6 5 1 0 15 0 4 3 2 3 1 13 0 3 4 6 3 0 16 0 2 3 4 1 2 12
所属機関 大学 4 13 16 28 13 5 79 1 9 21 23 10 3 67 0 10 20 24 11 3 68 1 6 17 19 24 5 72
公的研究機関 2 0 4 6 3 0 15 1 1 0 2 1 0 5 2 5 6 5 6 2 26 0 0 4 7 0 0 11
民間企業 0 0 3 3 2 0 8 2 4 7 10 1 1 25 1 2 2 10 1 0 16 1 6 8 9 2 0 26
その他 0 0 2 0 1 0 3 0 1 1 0 1 0 3 0 0 2 2 1 0 5 0 0 1 1 0 0 2
業務内容 主に研究 2 3 2 12 6 2 27 1 5 13 12 10 1 42 1 5 17 13 7 3 46 0 4 10 15 14 4 47
主にマネージメント 2 0 6 4 5 0 17 1 4 9 6 0 1 21 0 2 3 8 4 0 17 0 3 5 3 1 0 12
研究とマネージメントが半々 1 7 9 13 6 1 37 2 4 3 12 2 1 24 2 7 6 8 7 2 32 2 3 14 12 5 1 37
その他 1 3 7 8 2 2 23 0 2 4 5 1 1 13 0 3 5 12 1 0 21 0 2 1 6 6 0 15
職業性格区分 基礎研究 2 6 11 19 14 4 56 1 7 8 13 3 1 33 1 10 12 18 10 2 53 0 5 17 22 20 4 68
応用研究 2 7 13 15 9 1 47 2 9 14 19 10 1 55 1 9 17 17 6 4 54 1 3 14 19 13 3 53
開発研究 1 1 5 6 1 2 16 0 4 10 6 1 3 24 1 4 11 11 3 0 30 1 5 8 15 5 0 34
その他 2 1 3 5 1 0 12 0 1 3 4 0 1 9 0 2 1 5 1 0 9 0 0 1 2 1 0 4
職位 学長等クラス（理事長、社長等 0 0 2 1 0 0 3 0 0 1 1 0 1 3 1 0 0 1 1 0 3 0 0 0 0 1 0 1
所長・部室長クラス（教授等） 6 13 19 29 17 4 88 4 14 22 28 10 3 81 1 16 26 35 16 4 98 2 11 25 28 18 5 89
主任・研究員クラス（助教授等 0 0 3 7 1 1 12 0 1 6 6 3 0 16 1 1 5 5 2 1 15 0 1 5 8 6 0 20
 全有効回答者（属性無回答を含む） 6 13 25 37 19 5 105 4 15 29 36 13 4 101 3 17 31 41 19 5 116 2 12 30 36 26 5 111
注：職位の区分は以下の通りである。「学長クラス」は学長、理事長、社長等。「所長・部室長クラス」は研究所長、大学の学部長、部・
室・グループ長、大学の教授等。「主任・研究員クラス」は主任研究員、大学の助教授、研究チーム内のサブリーダー的存在、研究
））
問6. 本分野において、研究開発に従事する我が国の若手研究者・技術者の数や質の状況は、2001年頃と比較してどうですか。①数の状況
エネルギー分野 ものづくり技術分野 社会基盤分野 フロンティア分野
属性 6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6
性別 男性 5 33 38 22 10 0 108 8 39 31 16 6 0 100 6 28 37 25 13 1 110 6 16 26 29 4 1 82
女性 0 1 0 0 0 0 1 0 0 0 1 0 0 1 0 0 1 1 0 0 2 0 0 1 0 1 0 2
年齢 39歳未満 0 1 2 1 1 0 5 0 0 1 0 0 0 1 0 0 1 2 0 0 3 0 1 0 1 0 0 2
40～49歳 4 11 13 3 3 0 34 2 15 8 8 2 0 35 1 6 15 11 5 0 38 2 4 10 5 2 0 23
50～59歳 1 17 18 15 2 0 53 4 20 17 6 3 0 50 5 15 19 8 7 0 54 3 11 11 18 3 0 46
60歳以上 0 4 5 3 3 0 15 2 4 4 3 1 0 14 0 7 3 5 1 1 17 1 0 6 5 0 1 13
所属機関 大学 5 16 20 13 10 0 64 6 24 18 11 6 0 65 3 17 25 15 10 1 71 3 7 17 14 2 0 43
公的研究機関 0 4 6 1 0 0 11 0 7 3 1 0 0 11 1 5 3 4 0 0 13 2 6 6 5 3 0 22
民間企業 0 12 10 8 0 0 30 2 8 10 4 0 0 24 2 5 9 6 1 0 23 1 3 1 9 0 0 14
その他 0 2 2 0 0 0 4 0 0 0 1 0 0 1 0 1 1 1 1 0 4 0 0 3 1 0 0 4
業務内容 主に研究 2 6 13 10 4 0 35 1 19 8 8 3 0 39 0 10 15 9 9 0 43 3 6 16 14 2 0 41
主にマネージメント 0 14 7 4 0 0 25 1 5 5 3 0 0 14 2 3 7 5 0 0 17 1 2 3 7 0 1 14
研究とマネージメントが半々 2 11 15 5 6 0 39 4 12 10 4 0 0 30 3 11 8 9 3 1 35 2 8 6 5 2 0 23
その他 1 3 3 3 0 0 10 2 3 8 2 3 0 18 1 4 8 3 1 0 17 0 0 3 3 1 0 7
職業性格区分 基礎研究 1 9 20 13 7 0 50 4 17 11 5 4 0 41 3 12 15 12 6 0 48 2 6 18 12 3 0 41
応用研究 4 11 16 13 5 0 49 5 22 16 11 3 0 57 5 18 20 17 6 1 67 3 8 5 8 3 0 27
開発研究 1 19 13 8 2 0 43 5 19 12 3 1 0 40 2 10 10 7 2 0 31 3 7 10 10 1 1 32
その他 0 3 3 1 1 0 8 0 2 4 2 0 0 8 1 1 8 1 1 0 12 0 1 1 5 0 0 7
職位 学長等クラス（理事長、社長等 0 1 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 1 1 1 0 0 0 0 2 0 0 1 1 0 0 2
所長・部室長クラス（教授等） 5 26 30 17 7 0 85 7 35 25 14 5 0 86 5 23 26 21 8 1 84 5 13 21 20 4 1 64
主任・研究員クラス（助教授等 0 7 8 5 3 0 23 0 3 5 2 1 0 11 0 3 11 5 5 0 24 1 3 6 8 1 0 19
 全有効回答者（属性無回答を含む） 5 34 38 22 10 0 109 8 39 31 17 6 0 101 6 28 38 26 13 1 112 6 16 27 29 5 1 84
注：職位の区分は以下の通りである。「学長クラス」は学長、理事長、社長等。「所長・部室長クラス」は研究所長、大学の学部長、部・
室・グループ長、大学の教授等。「主任・研究員クラス」は主任研究員、大学の助教授、研究チーム内のサブリーダー的存在、研究
））
問6. 本分野において、研究開発に従事する我が国の若手研究者・技術者の数や質の状況は、2001年頃と比較してどうですか。②質の状況
ライフサイエンス分野 情報通信分野 環境分野 ナノテクノロジー・材料分野
属性 6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6
性別 男性 5 15 28 35 15 0 98 3 28 45 18 6 1 101 3 17 37 37 12 1 107 1 20 37 37 14 0 109
女性 0 2 3 1 1 0 7 0 0 0 0 0 0 0 0 2 3 3 1 0 9 0 0 0 1 0 0 1
年齢 39歳未満 0 0 0 1 1 0 2 0 0 1 2 0 0 3 0 0 1 1 0 0 2 0 0 0 1 0 0 1
40～49歳 2 4 3 12 2 0 23 1 8 21 5 2 1 38 0 4 15 10 3 1 33 0 10 11 14 2 0 37
50～59歳 2 12 20 20 11 0 65 2 13 20 9 3 0 47 3 10 19 23 8 0 63 1 7 22 20 9 0 59
60歳以上 1 1 8 3 2 0 15 0 7 3 2 1 0 13 0 5 5 4 2 0 16 0 3 4 3 2 0 12
所属機関 大学 5 11 26 25 12 0 79 1 16 34 12 3 1 67 2 11 26 22 6 1 68 1 10 20 29 11 0 71
公的研究機関 0 5 2 6 2 0 15 0 3 0 2 0 0 5 0 6 5 9 6 0 26 0 1 4 5 1 0 11
民間企業 0 1 2 4 1 0 8 2 8 10 2 3 0 25 1 1 7 6 1 0 16 0 9 12 3 2 0 26
その他 0 0 1 1 1 0 3 0 1 1 1 0 0 3 0 1 1 3 0 0 5 0 0 1 1 0 0 2
業務内容 主に研究 2 2 7 9 7 0 27 1 9 21 7 3 1 42 1 10 15 13 6 1 46 0 7 8 22 9 0 46
主にマネージメント 1 3 6 6 1 0 17 2 7 9 1 2 0 21 0 2 5 8 2 0 17 0 5 3 2 2 0 12
研究とマネージメントが半々 1 8 12 11 5 0 37 0 10 8 5 1 0 24 2 6 10 9 5 0 32 1 6 21 6 3 0 37
その他 1 4 6 9 3 0 23 0 2 7 4 0 0 13 0 1 10 10 0 0 21 0 2 5 8 0 0 15
職業性格区分 基礎研究 2 9 18 20 7 0 56 2 6 15 7 2 1 33 2 11 13 19 7 1 53 0 10 17 30 10 0 67
応用研究 3 10 14 14 6 0 47 1 16 24 11 3 0 55 0 12 18 18 5 1 54 1 7 15 23 6 0 52
開発研究 0 2 4 7 3 0 16 2 7 9 4 2 0 24 1 7 12 9 1 0 30 0 7 17 7 3 0 34
その他 0 2 3 5 2 0 12 0 3 4 2 0 0 9 0 1 4 4 0 0 9 0 1 2 1 0 0 4
職位 学長等クラス（理事長、社長等 0 1 0 2 0 0 3 0 1 1 0 1 0 3 1 0 0 1 1 0 3 0 0 0 1 0 0 1
所長・部室長クラス（教授等） 5 15 29 25 14 0 88 3 25 33 14 5 1 81 2 17 34 35 9 1 98 1 16 27 31 13 0 88
主任・研究員クラス（助教授等 0 1 1 9 1 0 12 0 2 11 3 0 0 16 0 2 6 4 3 0 15 0 3 10 6 1 0 20
 全有効回答者（属性無回答を含む） 5 17 31 36 16 0 105 3 28 45 18 6 1 101 3 19 40 40 13 1 116 1 20 37 38 14 0 110
注：職位の区分は以下の通りである。「学長クラス」は学長、理事長、社長等。「所長・部室長クラス」は研究所長、大学の学部長、部・
室・グループ長、大学の教授等。「主任・研究員クラス」は主任研究員、大学の助教授、研究チーム内のサブリーダー的存在、研究
））
問6. 本分野において、研究開発に従事する我が国の若手研究者・技術者の数や質の状況は、2001年頃と比較してどうですか。②質の状況
エネルギー分野 ものづくり技術分野 社会基盤分野 フロンティア分野
属性 6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6
性別 男性 6 33 32 33 3 0 107 3 33 37 24 3 0 100 3 32 40 30 5 0 110 3 26 28 19 5 1 82
女性 0 1 0 0 0 0 1 0 0 0 1 0 0 1 0 0 2 0 0 0 2 0 0 0 2 0 0 2
年齢 39歳未満 1 1 0 2 1 0 5 0 0 1 0 0 0 1 0 1 2 0 0 0 3 0 0 0 2 0 0 2
40～49歳 3 14 7 9 1 0 34 0 12 12 9 2 0 35 2 10 12 12 2 0 38 1 6 9 6 1 0 23
50～59歳 2 15 18 17 0 0 52 3 14 20 12 1 0 50 1 13 23 15 2 0 54 2 17 14 10 3 0 46
60歳以上 0 3 7 4 1 0 15 0 7 4 3 0 0 14 0 8 5 3 1 0 17 0 3 5 3 1 1 13
所属機関 大学 5 17 19 20 3 0 64 3 18 22 19 3 0 65 2 25 25 14 5 0 71 2 13 15 9 4 0 43
公的研究機関 1 4 4 2 0 0 11 0 6 2 3 0 0 11 1 2 5 5 0 0 13 1 8 8 4 1 0 22
民間企業 0 11 8 10 0 0 29 0 9 13 2 0 0 24 0 4 11 8 0 0 23 0 4 3 7 0 0 14
その他 0 2 1 1 0 0 4 0 0 0 1 0 0 1 0 1 1 2 0 0 4 0 1 2 1 0 0 4
業務内容 主に研究 4 8 11 9 2 0 34 1 12 14 12 0 0 39 0 15 14 10 4 0 43 2 13 15 9 2 0 41
主にマネージメント 0 14 6 5 0 0 25 0 4 8 2 0 0 14 0 3 9 5 0 0 17 0 2 5 6 0 1 14
研究とマネージメントが半々 2 8 13 15 1 0 39 2 13 10 4 1 0 30 3 9 11 11 1 0 35 1 11 7 3 1 0 23
その他 0 4 2 4 0 0 10 0 4 5 7 2 0 18 0 5 8 4 0 0 17 0 0 2 3 2 0 7
職業性格区分 基礎研究 4 8 17 19 2 0 50 1 14 12 13 1 0 41 2 18 16 10 2 0 48 2 12 16 9 3 0 42
応用研究 3 14 12 18 2 0 49 3 13 23 15 3 0 57 2 19 24 18 4 0 67 1 12 7 5 2 0 27
開発研究 1 16 14 10 1 0 42 2 16 14 7 1 0 40 0 10 9 12 0 0 31 0 9 11 9 1 1 31
その他 0 4 1 3 0 0 8 0 2 5 1 0 0 8 0 3 6 3 0 0 12 0 1 2 4 0 0 7
職位 学長等クラス（理事長、社長等 0 1 0 0 0 0 1 0 1 0 0 0 0 1 0 1 0 1 0 0 2 0 0 1 1 0 0 2
所長・部室長クラス（教授等） 5 28 24 25 2 0 84 3 30 32 19 2 0 86 3 20 33 24 4 0 84 2 22 22 12 5 1 64
主任・研究員クラス（助教授等 1 5 8 8 1 0 23 0 1 4 5 1 0 11 0 10 9 4 1 0 24 1 4 6 8 0 0 19
 全有効回答者（属性無回答を含む） 6 34 32 33 3 0 108 3 33 37 25 3 0 101 3 32 42 30 5 0 112 3 26 28 21 5 1 84
注：職位の区分は以下の通りである。「学長クラス」は学長、理事長、社長等。「所長・部室長クラス」は研究所長、大学の学部長、部・
室・グループ長、大学の教授等。「主任・研究員クラス」は主任研究員、大学の助教授、研究チーム内のサブリーダー的存在、研究
））
問7. 本分野において、我が国の若手人材の育成に関する仕組みは、実際の育成に寄与していますか。
ライフサイエンス分野 情報通信分野 環境分野 ナノテクノロジー・材料分野
属性 6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6
性別 男性 7 34 33 14 7 1 96 6 36 32 19 6 1 100 7 33 38 20 6 1 105 4 34 37 29 6 0 110
女性 1 2 2 1 1 0 7 0 0 0 0 0 0 0 2 3 2 2 0 0 9 0 0 0 1 0 0 1
年齢 39歳未満 0 1 0 0 1 0 2 0 1 0 1 1 0 3 0 0 0 1 1 0 2 0 0 1 0 0 0 1
40～49歳 3 6 8 5 1 0 23 3 14 14 4 3 0 38 4 9 14 5 0 1 33 1 13 12 7 4 0 37
50～59歳 2 26 20 9 5 1 63 3 15 17 9 1 1 46 3 20 22 14 3 0 62 3 17 17 21 2 0 60
60歳以上 3 3 7 1 1 0 15 0 6 1 5 1 0 13 2 7 4 1 1 0 15 0 4 7 1 0 0 12
所属機関 大学 6 25 24 13 8 1 77 4 23 18 17 3 1 66 5 25 22 11 3 1 67 1 15 28 23 5 0 72
公的研究機関 1 9 4 1 0 0 15 1 2 1 0 1 0 5 3 7 7 7 2 0 26 1 5 2 3 0 0 11
民間企業 0 1 6 1 0 0 8 1 10 10 2 2 0 25 1 3 8 2 1 0 15 2 14 5 4 1 0 26
その他 1 1 1 0 0 0 3 0 0 3 0 0 0 3 0 0 3 2 0 0 5 0 0 2 0 0 0 2
業務内容 主に研究 2 13 6 2 4 0 27 3 13 9 12 4 0 41 5 15 15 8 2 1 46 1 9 16 16 5 0 47
主にマネージメント 1 7 7 2 0 0 17 1 10 8 2 0 0 21 1 4 7 2 2 0 16 1 5 3 2 1 0 12
研究とマネージメントが半々 2 11 14 6 2 0 35 1 8 9 3 2 1 24 2 12 11 6 1 0 32 2 18 10 7 0 0 37
その他 3 5 8 5 1 1 23 1 4 6 2 0 0 13 1 5 7 6 1 0 20 0 2 8 5 0 0 15
職業性格区分 基礎研究 5 20 18 9 2 1 55 2 13 6 9 3 0 33 4 20 17 9 3 0 53 2 13 25 23 5 0 68
応用研究 2 17 16 8 3 0 46 5 18 18 11 2 0 54 3 21 16 11 2 0 53 1 20 20 8 4 0 53
開発研究 1 2 9 2 2 0 16 2 8 9 3 1 1 24 4 8 11 5 1 1 30 3 15 9 6 1 0 34
その他 1 4 5 1 0 0 11 1 2 5 0 0 1 9 1 1 5 1 0 0 8 0 1 2 1 0 0 4
職位 学長等クラス（理事長、社長等 0 0 1 1 1 0 3 0 2 0 1 0 0 3 1 0 1 1 0 0 3 0 1 0 0 0 0 1
所長・部室長クラス（教授等） 7 33 29 12 4 1 86 5 25 28 17 4 1 80 6 32 33 18 6 1 96 2 26 30 27 4 0 89
主任・研究員クラス（助教授等 0 3 4 2 3 0 12 1 8 4 1 2 0 16 2 4 6 3 0 0 15 2 7 6 3 2 0 20
 全有効回答者（属性無回答を含む） 8 36 35 15 8 1 103 6 36 32 19 6 1 100 9 36 40 22 6 1 114 4 34 37 30 6 0 111
注：職位の区分は以下の通りである。「学長クラス」は学長、理事長、社長等。「所長・部室長クラス」は研究所長、大学の学部長、部・
室・グループ長、大学の教授等。「主任・研究員クラス」は主任研究員、大学の助教授、研究チーム内のサブリーダー的存在、研究
））
問7. 本分野において、我が国の若手人材の育成に関する仕組みは、実際の育成に寄与していますか。
エネルギー分野 ものづくり技術分野 社会基盤分野 フロンティア分野
属性 6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6
性別 男性 16 38 27 19 5 1 106 10 35 36 17 2 0 100 6 50 33 12 8 0 109 10 28 23 16 3 0 80
女性 0 1 0 0 0 0 1 0 0 1 0 0 0 1 0 2 0 0 0 0 2 0 0 0 2 0 0 2
年齢 39歳未満 2 0 3 0 0 0 5 0 0 1 0 0 0 1 0 2 1 0 0 0 3 1 0 1 0 0 0 2
40～49歳 8 12 6 4 3 0 33 8 13 9 5 0 0 35 2 13 13 6 4 0 38 2 11 4 5 1 0 23
50～59歳 6 22 14 10 0 1 53 1 19 22 7 1 0 50 1 31 16 4 1 0 53 6 14 14 9 2 0 45
60歳以上 0 4 4 4 2 0 14 1 3 4 5 1 0 14 3 6 3 2 3 0 17 1 3 4 4 0 0 12
所属機関 大学 11 17 19 12 4 1 64 7 23 19 14 2 0 65 5 33 21 7 5 0 71 7 16 7 10 2 0 42
公的研究機関 2 7 1 1 0 0 11 2 3 6 0 0 0 11 1 7 3 2 0 0 13 3 8 6 4 0 0 21
民間企業 2 13 7 5 1 0 28 1 9 11 3 0 0 24 0 12 8 2 0 0 22 0 3 7 3 1 0 14
その他 1 2 0 1 0 0 4 0 0 1 0 0 0 1 0 0 1 1 2 0 4 0 1 3 0 0 0 4
業務内容 主に研究 7 8 12 7 1 0 35 4 13 14 8 0 0 39 3 19 13 5 3 0 43 7 16 6 8 3 0 40
主にマネージメント 3 14 3 3 0 0 23 1 6 5 2 0 0 14 0 7 7 2 0 0 16 1 2 7 4 0 0 14
研究とマネージメントが半々 4 16 8 7 3 0 38 4 10 12 3 1 0 30 1 19 9 4 2 0 35 2 9 9 2 0 0 22
その他 2 1 4 2 1 1 11 1 6 6 4 1 0 18 2 7 4 1 3 0 17 0 1 2 4 0 0 7
職業性格区分 基礎研究 6 14 15 10 4 1 50 5 17 10 8 1 0 41 5 23 13 5 2 0 48 5 13 10 11 2 0 41
応用研究 8 14 13 11 1 1 48 8 19 19 10 1 0 57 3 29 23 7 5 0 67 4 12 3 6 1 0 26
開発研究 5 20 8 6 2 1 42 3 14 15 7 1 0 40 3 13 7 4 3 0 30 2 8 13 6 2 0 31
その他 3 4 1 0 0 0 8 0 3 5 0 0 0 8 0 5 4 1 2 0 12 2 3 2 0 0 0 7
職位 学長等クラス（理事長、社長等 0 1 0 0 0 0 1 0 0 0 1 0 0 1 0 2 0 0 0 0 2 0 0 2 0 0 0 2
所長・部室長クラス（教授等） 11 32 20 17 4 0 84 8 27 33 16 2 0 86 5 42 22 10 5 0 84 8 19 18 15 2 0 62
主任・研究員クラス（助教授等 5 6 7 2 1 1 22 2 7 2 0 0 0 11 1 8 10 2 3 0 24 2 9 4 3 1 0 19
 全有効回答者（属性無回答を含む） 16 39 27 19 5 1 107 10 35 37 17 2 0 101 6 52 33 12 8 0 111 10 28 23 18 3 0 82
注：職位の区分は以下の通りである。「学長クラス」は学長、理事長、社長等。「所長・部室長クラス」は研究所長、大学の学部長、部・
室・グループ長、大学の教授等。「主任・研究員クラス」は主任研究員、大学の助教授、研究チーム内のサブリーダー的存在、研究
））
問9. 本分野では、大学・公的研究機関・産業界の３つのセクター間における我が国の研究者の流動性は、2001年頃と比較してどうですか。①大学と公的研究機関の間の流動性、およびそれぞれ内部での流動性
ライフサイエンス分野 情報通信分野 環境分野 ナノテクノロジー・材料分野
属性 6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6
性別 男性 2 22 19 45 10 0 98 3 11 27 43 16 1 101 4 15 31 43 13 1 107 4 21 25 34 23 2 109
女性 0 0 3 2 2 0 7 0 0 0 0 0 0 0 1 2 1 4 1 0 9 0 0 0 1 0 0 1
年齢 39歳未満 0 0 0 0 2 0 2 0 0 1 1 1 0 3 0 0 0 2 0 0 2 0 1 0 0 0 0 1
40～49歳 1 7 5 8 2 0 23 1 2 4 27 4 0 38 1 5 8 15 3 1 33 2 5 5 14 8 2 36
50～59歳 1 10 14 33 7 0 65 2 4 19 12 9 1 47 4 11 18 22 8 0 63 2 11 15 18 14 0 60
60歳以上 0 5 3 6 1 0 15 0 5 3 3 2 0 13 0 1 5 7 3 0 16 0 4 5 2 1 0 12
所属機関 大学 2 17 15 36 9 0 79 1 8 18 26 13 1 67 4 10 18 30 5 1 68 2 16 13 23 16 2 72
公的研究機関 0 3 5 5 2 0 15 1 1 1 2 0 0 5 1 5 6 9 5 0 26 1 0 4 3 3 0 11
民間企業 0 1 2 4 1 0 8 1 2 6 13 2 0 24 0 2 4 7 3 0 16 1 5 7 8 4 0 25
その他 0 1 0 2 0 0 3 0 0 2 1 1 0 4 0 0 3 1 1 0 5 0 0 1 1 0 0 2
業務内容 主に研究 0 8 3 9 7 0 27 0 6 10 19 7 0 42 4 9 15 15 2 1 46 2 11 9 10 13 2 47
主にマネージメント 0 3 5 8 1 0 17 1 3 6 9 1 0 20 0 3 3 9 2 0 17 0 2 3 6 1 0 12
研究とマネージメントが半々 1 4 10 21 1 0 37 1 1 7 11 3 1 24 1 4 5 15 7 0 32 1 7 9 12 7 0 36
その他 1 7 4 8 3 0 23 1 1 4 3 5 0 14 0 1 9 8 3 0 21 1 1 4 7 2 0 15
職業性格区分 基礎研究 1 12 14 20 9 0 56 0 3 10 15 4 1 33 4 7 15 23 3 1 53 2 14 13 24 14 1 68
応用研究 1 7 13 24 2 0 47 2 8 14 23 6 1 54 3 8 18 19 6 0 54 2 10 12 15 13 1 53
開発研究 0 3 5 7 1 0 16 2 3 6 9 3 1 24 0 3 10 13 4 0 30 2 5 8 12 6 0 33
その他 0 2 1 8 1 0 12 0 0 2 3 4 1 10 0 1 4 3 1 0 9 1 0 0 3 0 0 4
職位 学長等クラス（理事長、社長等 0 0 1 2 0 0 3 0 1 0 1 0 0 2 0 0 1 1 1 0 3 0 0 0 0 1 0 1
所長・部室長クラス（教授等） 2 19 20 37 10 0 88 2 10 23 32 13 1 81 5 14 29 38 12 0 98 2 17 20 28 19 2 88
主任・研究員クラス（助教授等 0 2 1 7 2 0 12 1 0 4 9 3 0 17 0 3 2 8 1 1 15 1 4 5 7 3 0 20
 全有効回答者（属性無回答を含む） 2 22 22 47 12 0 105 3 11 27 43 16 1 101 5 17 32 47 14 1 116 4 21 25 35 23 2 110
注：職位の区分は以下の通りである。「学長クラス」は学長、理事長、社長等。「所長・部室長クラス」は研究所長、大学の学部長、部・
室・グループ長、大学の教授等。「主任・研究員クラス」は主任研究員、大学の助教授、研究チーム内のサブリーダー的存在、研究
））
問9. 本分野では、大学・公的研究機関・産業界の３つのセクター間における我が国の研究者の流動性は、2001年頃と比較してどうですか。①大学と公的研究機関の間の流動性、およびそれぞれ内部での流動性
エネルギー分野 ものづくり技術分野 社会基盤分野 フロンティア分野
属性 6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6
性別 男性 5 13 29 43 17 1 108 4 18 26 40 11 0 99 6 15 27 41 18 1 108 6 17 17 30 11 0 81
女性 0 0 1 0 0 0 1 0 0 0 0 1 0 1 0 0 1 1 0 0 2 0 1 0 1 0 0 2
年齢 39歳未満 0 1 0 2 2 0 5 0 1 0 0 0 0 1 0 1 1 0 1 0 3 0 2 0 0 0 0 2
40～49歳 2 0 10 13 7 1 33 0 5 11 13 5 0 34 0 6 8 15 9 0 38 2 3 5 9 4 0 23
50～59歳 3 9 16 21 5 0 54 4 9 13 18 6 0 50 5 6 11 25 5 0 52 4 11 7 17 6 0 45
60歳以上 0 3 4 6 2 0 15 0 3 2 8 1 0 14 1 2 8 2 3 1 17 0 2 5 5 1 0 13
所属機関 大学 4 10 14 22 14 1 65 4 14 18 21 8 0 65 4 10 22 25 9 1 71 3 14 7 13 5 0 42
公的研究機関 0 0 6 5 0 0 11 0 2 1 6 2 0 11 0 4 1 5 3 0 13 3 2 4 12 1 0 22
民間企業 1 3 8 15 2 0 29 0 2 7 13 1 0 23 2 0 5 11 3 0 21 0 1 3 5 5 0 14
その他 0 0 2 1 1 0 4 0 0 0 0 1 0 1 0 1 0 1 2 0 4 0 1 3 0 0 0 4
業務内容 主に研究 1 7 7 10 9 1 35 2 7 12 14 4 0 39 2 6 14 14 6 1 43 3 11 5 17 4 0 40
主にマネージメント 0 3 9 11 2 0 25 0 0 5 6 2 0 13 2 1 3 7 2 0 15 0 0 4 7 3 0 14
研究とマネージメントが半々 3 2 11 17 5 0 38 2 6 6 15 1 0 30 0 6 7 14 8 0 35 3 4 6 7 3 0 23
その他 1 1 3 5 1 0 11 0 5 3 5 5 0 18 2 2 4 7 2 0 17 0 3 2 1 1 0 7
職業性格区分 基礎研究 2 8 11 20 8 1 50 2 8 9 17 5 0 41 3 7 11 16 11 0 48 5 12 5 16 3 0 41
応用研究 2 7 12 22 5 1 49 4 11 13 23 6 0 57 4 11 15 26 11 0 67 2 7 4 11 2 0 26
開発研究 2 2 15 19 4 0 42 2 9 11 15 3 0 40 3 5 5 8 8 1 30 2 4 7 13 5 0 31
その他 0 0 3 4 2 0 9 0 0 2 4 1 0 7 1 1 3 4 2 0 11 0 2 2 1 2 0 7
職位 学長等クラス（理事長、社長等 0 0 1 0 0 0 1 0 0 0 1 0 0 1 0 0 0 1 1 0 2 0 0 1 1 0 0 2
所長・部室長クラス（教授等） 5 12 22 35 10 1 85 4 17 25 33 7 0 86 6 12 22 32 10 1 83 5 13 11 25 9 0 63
主任・研究員クラス（助教授等 0 1 7 8 7 0 23 0 1 0 6 4 0 11 0 3 6 8 7 0 24 1 5 5 6 2 0 19
 全有効回答者（属性無回答を含む） 5 13 30 43 17 1 109 4 18 26 40 12 0 100 6 15 28 42 18 1 110 6 18 17 31 11 0 83
注：職位の区分は以下の通りである。「学長クラス」は学長、理事長、社長等。「所長・部室長クラス」は研究所長、大学の学部長、部・
室・グループ長、大学の教授等。「主任・研究員クラス」は主任研究員、大学の助教授、研究チーム内のサブリーダー的存在、研究
））
問9. 本分野では、大学・公的研究機関・産業界の３つのセクター間における我が国の研究者の流動性は、2001年頃と比較してどうですか。②大学・公的研究機関と産業界との流動性
ライフサイエンス分野 情報通信分野 環境分野 ナノテクノロジー・材料分野
属性 6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6
性別 男性 10 26 22 32 8 0 98 11 16 25 39 11 0 102 6 25 39 30 5 2 107 6 25 32 36 11 0 110
女性 1 1 2 1 2 0 7 0 0 0 0 0 0 0 1 2 3 3 0 0 9 0 1 0 0 0 0 1
年齢 39歳未満 0 0 1 0 1 0 2 0 0 1 1 1 0 3 0 1 1 0 0 0 2 0 1 0 0 0 0 1
40～49歳 4 9 3 6 1 0 23 4 3 6 23 2 0 38 2 10 10 8 2 1 33 2 10 7 14 4 0 37
50～59歳 6 13 18 22 6 0 65 5 8 15 13 6 0 47 5 14 25 16 3 0 63 3 12 20 18 7 0 60
60歳以上 1 5 2 5 2 0 15 2 5 3 2 2 0 14 0 2 5 8 0 1 16 1 3 5 3 0 0 12
所属機関 大学 9 17 19 25 9 0 79 4 10 17 29 7 0 67 4 13 25 22 2 2 68 2 16 23 25 6 0 72
公的研究機関 2 6 3 4 0 0 15 1 2 1 1 0 0 5 1 9 10 6 0 0 26 3 2 3 3 0 0 11
民間企業 0 3 2 2 1 0 8 6 3 5 8 3 0 25 1 5 5 3 2 0 16 1 8 4 8 5 0 26
その他 0 1 0 2 0 0 3 0 0 2 1 1 0 4 0 0 2 2 1 0 5 0 0 2 0 0 0 2
業務内容 主に研究 4 8 5 7 3 0 27 3 8 11 16 4 0 42 4 15 16 9 0 2 46 2 11 15 15 4 0 47
主にマネージメント 1 5 4 6 1 0 17 4 5 2 8 2 0 21 0 5 7 4 1 0 17 1 1 2 5 3 0 12
研究とマネージメントが半々 4 8 11 11 3 0 37 2 1 7 11 3 0 24 2 6 9 13 2 0 32 3 12 9 11 2 0 37
その他 2 6 4 8 3 0 23 2 1 5 4 2 0 14 1 1 10 7 2 0 21 0 2 6 5 2 0 15
職業性格区分 基礎研究 6 16 12 15 7 0 56 4 4 10 12 3 0 33 5 10 21 15 1 1 53 4 13 20 26 5 0 68
応用研究 5 11 10 18 3 0 47 6 10 11 23 5 0 55 5 15 18 14 2 0 54 4 12 18 13 6 0 53
開発研究 3 5 3 4 1 0 16 5 2 6 9 2 0 24 1 8 11 8 1 1 30 4 7 7 11 5 0 34
その他 1 1 3 6 1 0 12 1 1 4 2 2 0 10 0 0 5 3 1 0 9 1 1 1 0 1 0 4
職位 学長等クラス（理事長、社長等 0 1 0 2 0 0 3 2 0 1 0 0 0 3 0 0 1 1 1 0 3 0 0 1 0 0 0 1
所長・部室長クラス（教授等） 10 23 21 26 8 0 88 8 14 18 33 8 0 81 7 21 38 29 2 1 98 4 17 26 32 10 0 89
主任・研究員クラス（助教授等 1 2 3 4 2 0 12 1 1 6 6 3 0 17 0 6 3 3 2 1 15 2 8 5 4 1 0 20
 全有効回答者（属性無回答を含む） 11 27 24 33 10 0 105 11 16 25 39 11 0 102 7 27 42 33 5 2 116 6 26 32 36 11 0 111
注：職位の区分は以下の通りである。「学長クラス」は学長、理事長、社長等。「所長・部室長クラス」は研究所長、大学の学部長、部・
室・グループ長、大学の教授等。「主任・研究員クラス」は主任研究員、大学の助教授、研究チーム内のサブリーダー的存在、研究
））
問9. 本分野では、大学・公的研究機関・産業界の３つのセクター間における我が国の研究者の流動性は、2001年頃と比較してどうですか。②大学・公的研究機関と産業界との流動性
エネルギー分野 ものづくり技術分野 社会基盤分野 フロンティア分野
属性 6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6
性別 男性 7 22 34 36 10 0 109 11 19 29 27 12 1 99 8 16 36 38 10 2 110 9 21 23 25 3 0 81
女性 0 0 1 0 0 0 1 0 0 0 0 1 0 1 0 1 0 0 0 0 1 0 0 2 0 0 0 2
年齢 39歳未満 0 1 2 0 2 0 5 0 1 0 0 0 0 1 0 1 0 1 1 0 3 1 1 0 0 0 0 2
40～49歳 3 8 8 11 4 0 34 2 5 13 8 6 0 34 2 8 10 13 5 0 38 1 6 8 6 2 0 23
50～59歳 4 9 20 19 2 0 54 9 10 11 14 6 0 50 5 4 19 21 3 1 53 7 12 11 14 1 0 45
60歳以上 0 4 5 5 1 0 15 0 3 5 4 1 1 14 1 4 7 3 1 1 17 0 2 6 5 0 0 13
所属機関 大学 4 17 17 19 8 0 65 5 12 20 18 10 0 65 5 11 24 22 6 2 70 5 14 10 13 0 0 42
公的研究機関 0 1 6 4 0 0 11 2 3 1 5 0 0 11 0 4 4 4 1 0 13 3 3 8 7 1 0 22
民間企業 3 3 10 12 2 0 30 4 4 8 4 2 1 23 3 2 8 9 1 0 23 1 2 4 5 2 0 14
その他 0 1 2 1 0 0 4 0 0 0 0 1 0 1 0 0 0 3 1 0 4 0 2 2 0 0 0 4
業務内容 主に研究 2 10 11 8 4 0 35 4 9 9 12 5 0 39 1 9 17 10 4 2 43 4 12 12 11 1 0 40
主にマネージメント 0 6 9 9 1 0 25 2 3 5 1 2 0 13 3 2 6 5 1 0 17 2 0 7 4 1 0 14
研究とマネージメントが半々 4 5 11 14 5 0 39 5 2 9 11 2 1 30 2 4 9 15 5 0 35 3 7 3 9 1 0 23
その他 1 1 4 5 0 0 11 0 5 6 3 4 0 18 2 2 4 8 0 0 16 0 2 3 2 0 0 7
職業性格区分 基礎研究 4 12 13 16 5 0 50 5 7 11 14 4 0 41 4 10 14 12 7 0 47 5 12 12 12 0 0 41
応用研究 5 8 16 16 4 0 49 7 9 14 19 8 0 57 4 9 23 22 7 1 66 4 7 4 11 0 0 26
開発研究 2 6 20 11 4 0 43 7 7 8 13 4 1 40 4 9 8 7 2 1 31 4 6 9 10 2 0 31
その他 0 1 3 3 2 0 9 0 1 3 1 2 0 7 1 1 3 7 0 0 12 1 2 3 0 1 0 7
職位 学長等クラス（理事長、社長等 0 0 1 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 1 0 1 0 1 0 0 2 0 0 1 1 0 0 2
所長・部室長クラス（教授等） 7 17 26 32 4 0 86 11 16 28 24 7 0 86 7 11 30 26 7 2 83 8 14 16 24 1 0 63
主任・研究員クラス（助教授等 0 5 8 4 6 0 23 0 3 0 3 5 0 11 0 5 6 10 3 0 24 1 7 8 1 2 0 19
 全有効回答者（属性無回答を含む） 7 22 35 36 10 0 110 11 19 29 27 13 1 100 8 17 36 38 10 2 111 9 21 25 25 3 0 83
注：職位の区分は以下の通りである。「学長クラス」は学長、理事長、社長等。「所長・部室長クラス」は研究所長、大学の学部長、部・
室・グループ長、大学の教授等。「主任・研究員クラス」は主任研究員、大学の助教授、研究チーム内のサブリーダー的存在、研究
））
問10. 我が国において、現在、本分野への他分野からの研究者の参入に対する必要度、および実際に参入している度合いはどうですか。①本分野への他分野からの研究者の参入に対する必要度
ライフサイエンス分野 情報通信分野 環境分野 ナノテクノロジー・材料分野
属性 6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6
性別 男性 1 14 14 11 33 24 97 0 7 14 37 34 9 101 1 10 5 25 44 21 106 0 4 20 35 35 16 110
女性 0 0 1 1 4 1 7 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 3 3 1 9 0 0 0 0 0 1 1
年齢 39歳未満 0 0 0 0 0 2 2 0 0 1 1 1 0 3 0 0 0 0 2 0 2 0 0 0 1 0 0 1
40～49歳 0 3 3 2 8 7 23 0 3 4 17 12 2 38 1 3 3 11 11 4 33 0 2 7 11 14 3 37
50～59歳 1 7 12 9 23 12 64 0 2 7 12 20 6 47 0 5 2 16 24 15 62 0 2 11 18 17 12 60
60歳以上 0 4 0 1 6 4 15 0 2 2 7 1 1 13 0 3 1 1 9 2 16 0 0 2 5 3 2 12
所属機関 大学 1 11 13 11 22 20 78 0 5 10 26 21 5 67 1 5 6 17 25 14 68 0 2 13 21 25 11 72
公的研究機関 0 2 2 1 7 3 15 0 0 0 0 4 1 5 0 2 0 7 10 7 26 0 1 2 5 1 2 11
民間企業 0 0 0 0 6 2 8 0 2 4 9 8 2 25 0 3 0 3 8 1 15 0 1 5 8 8 4 26
その他 0 1 0 0 2 0 3 0 0 0 2 0 1 3 0 1 0 1 3 0 5 0 0 0 1 1 0 2
業務内容 主に研究 1 4 5 2 8 7 27 0 4 5 16 14 3 42 1 3 1 9 17 15 46 0 2 7 16 14 8 47
主にマネージメント 0 1 2 0 11 3 17 0 2 3 7 7 2 21 0 2 0 5 9 0 16 0 0 3 3 6 0 12
研究とマネージメントが半々 0 4 5 8 10 9 36 0 1 3 9 8 3 24 0 3 4 9 11 5 32 0 2 7 12 9 7 37
その他 0 5 3 2 7 6 23 0 0 3 5 4 1 13 0 3 1 5 10 2 21 0 0 3 4 6 2 15
職業性格区分 基礎研究 1 7 6 5 19 18 56 0 2 8 15 7 1 33 1 3 3 11 22 13 53 0 1 11 21 24 11 68
応用研究 0 7 8 7 14 11 47 0 3 7 22 17 6 55 0 4 3 14 23 10 54 0 3 12 11 17 10 53
開発研究 0 3 1 3 5 4 16 0 3 3 4 12 2 24 0 2 2 7 14 5 30 0 1 5 15 6 7 34
その他 0 1 2 0 7 1 11 0 0 2 3 2 2 9 0 2 0 3 4 0 9 0 0 0 1 3 0 4
職位 学長等クラス（理事長、社長等 0 0 0 0 2 1 3 0 1 0 1 0 1 3 0 1 0 0 1 1 3 0 0 0 0 0 1 1
所長・部室長クラス（教授等） 1 10 14 11 33 18 87 0 6 12 30 26 7 81 0 10 6 23 38 20 97 0 1 18 28 26 16 89
主任・研究員クラス（助教授等 0 3 1 1 1 6 12 0 0 2 6 7 1 16 1 0 0 5 8 1 15 0 3 2 7 8 0 20
 全有効回答者（属性無回答を含む） 1 14 15 12 37 25 104 0 7 14 37 34 9 101 1 11 6 28 47 22 115 0 4 20 35 35 17 111
注：職位の区分は以下の通りである。「学長クラス」は学長、理事長、社長等。「所長・部室長クラス」は研究所長、大学の学部長、部・
室・グループ長、大学の教授等。「主任・研究員クラス」は主任研究員、大学の助教授、研究チーム内のサブリーダー的存在、研究
））
問10. 我が国において、現在、本分野への他分野からの研究者の参入に対する必要度、および実際に参入している度合いはどうですか。①本分野への他分野からの研究者の参入に対する必要度
エネルギー分野 ものづくり技術分野 社会基盤分野 フロンティア分野
属性 6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6
性別 男性 1 5 17 17 57 12 109 3 9 16 23 42 7 100 5 11 11 33 38 11 109 0 9 3 25 34 12 83
女性 0 0 0 0 1 0 1 0 0 0 1 0 0 1 0 0 0 2 0 0 2 0 0 0 0 2 0 2
年齢 39歳未満 0 0 0 0 3 2 5 0 1 0 0 0 0 1 0 1 0 0 0 2 3 0 0 0 0 1 1 2
40～49歳 0 1 6 6 19 2 34 1 0 5 12 16 1 35 3 3 4 17 8 3 38 0 4 0 6 13 0 23
50～59歳 1 4 8 6 28 7 54 1 5 10 10 19 5 50 2 5 5 13 25 3 53 0 4 2 14 17 10 47
60歳以上 0 0 3 4 7 1 15 1 3 1 1 7 1 14 0 2 2 5 5 3 17 0 1 1 5 5 1 13
所属機関 大学 1 2 12 8 35 7 65 1 9 11 16 24 4 65 1 7 8 25 24 6 71 0 3 2 12 21 5 43
公的研究機関 0 0 2 3 5 1 11 0 0 1 4 5 1 11 2 2 3 2 3 1 13 0 2 1 6 9 5 23
民間企業 0 3 3 4 16 4 30 2 0 4 3 13 2 24 2 2 0 5 9 4 22 0 2 0 5 6 1 14
その他 0 0 0 2 2 0 4 0 0 0 1 0 0 1 0 0 0 2 2 0 4 0 2 0 2 0 0 4
業務内容 主に研究 0 1 8 5 14 7 35 1 4 7 11 14 2 39 2 5 4 11 16 5 43 0 3 3 12 18 6 42
主にマネージメント 0 3 3 5 13 1 25 1 0 3 2 7 1 14 2 1 2 5 4 2 16 0 2 0 6 4 2 14
研究とマネージメントが半々 1 1 4 7 22 4 39 1 1 4 5 15 4 30 1 3 5 12 10 4 35 0 2 0 7 10 4 23
その他 0 0 2 0 9 0 11 0 4 2 6 6 0 18 0 2 0 7 8 0 17 0 2 0 1 4 0 7
職業性格区分 基礎研究 1 1 10 10 26 2 50 1 3 6 8 18 5 41 3 6 4 17 15 3 48 0 1 2 13 19 7 42
応用研究 1 2 6 4 27 9 49 1 6 9 15 24 2 57 3 6 10 21 21 6 67 0 4 1 7 11 4 27
開発研究 1 3 5 6 26 2 43 2 3 2 12 16 5 40 2 3 1 11 8 5 30 0 3 2 10 12 5 32
その他 0 0 2 2 4 1 9 1 0 3 1 3 0 8 1 1 1 3 5 1 12 0 3 0 2 1 1 7
職位 学長等クラス（理事長、社長等 0 0 1 0 0 0 1 0 0 0 0 1 0 1 0 0 0 1 0 1 2 0 0 0 1 1 0 2
所長・部室長クラス（教授等） 1 5 12 14 44 10 86 2 7 16 18 36 7 86 3 8 11 24 30 8 84 0 5 3 22 25 10 65
主任・研究員クラス（助教授等 0 0 4 3 14 2 23 0 2 0 4 5 0 11 2 3 0 9 8 2 24 0 4 0 3 10 2 19
 全有効回答者（属性無回答を含む） 1 5 17 17 58 12 110 3 9 16 24 42 7 101 5 11 11 35 38 11 111 0 9 3 25 36 12 85
注：職位の区分は以下の通りである。「学長クラス」は学長、理事長、社長等。「所長・部室長クラス」は研究所長、大学の学部長、部・
室・グループ長、大学の教授等。「主任・研究員クラス」は主任研究員、大学の助教授、研究チーム内のサブリーダー的存在、研究
））
問10. 我が国において、現在、本分野への他分野からの研究者の参入に対する必要度、および実際に参入している度合いはどうですか。②実際の研究者の参入の度合い
ライフサイエンス分野 情報通信分野 環境分野 ナノテクノロジー・材料分野
属性 6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6
性別 男性 8 33 31 16 9 0 97 4 42 31 22 2 0 101 6 29 41 27 2 2 107 4 22 42 34 8 0 110
女性 0 3 1 2 1 0 7 0 0 0 0 0 0 0 1 1 4 3 0 0 9 0 1 0 0 0 0 1
年齢 39歳未満 1 0 0 1 0 0 2 0 1 1 1 0 0 3 0 0 1 1 0 0 2 0 0 1 0 0 0 1
40～49歳 3 7 6 4 3 0 23 0 18 10 8 2 0 38 2 9 13 9 0 0 33 1 8 12 13 3 0 37
50～59歳 3 23 21 11 6 0 64 2 16 18 11 0 0 47 5 15 24 15 2 2 63 3 13 20 20 4 0 60
60歳以上 1 6 5 2 1 0 15 2 7 2 2 0 0 13 0 6 5 5 0 0 16 0 2 9 1 0 0 12
所属機関 大学 6 28 24 11 9 0 78 2 25 22 17 1 0 67 5 14 27 20 1 1 68 2 10 29 23 8 0 72
公的研究機関 2 5 4 4 0 0 15 0 4 0 1 0 0 5 2 10 8 5 1 0 26 0 4 4 3 0 0 11
民間企業 0 2 3 2 1 0 8 2 12 7 4 0 0 25 0 4 7 4 0 1 16 2 9 7 8 0 0 26
その他 0 1 1 1 0 0 3 0 1 2 0 0 0 3 0 1 3 1 0 0 5 0 0 2 0 0 0 2
業務内容 主に研究 7 9 5 5 1 0 27 1 15 14 12 0 0 42 5 13 17 9 1 1 46 2 7 20 15 3 0 47
主にマネージメント 1 4 6 5 1 0 17 2 10 6 3 0 0 21 0 5 8 4 0 0 17 1 5 2 4 0 0 12
研究とマネージメントが半々 0 12 14 5 5 0 36 1 8 7 7 1 0 24 1 10 12 8 0 1 32 1 8 14 11 3 0 37
その他 0 11 7 2 3 0 23 0 9 4 0 0 0 13 1 2 8 9 1 0 21 0 3 6 4 2 0 15
職業性格区分 基礎研究 6 21 15 7 7 0 56 1 14 10 8 0 0 33 4 13 22 14 0 0 53 1 11 26 23 7 0 68
応用研究 2 18 16 7 4 0 47 3 25 15 11 1 0 55 4 14 22 11 2 1 54 2 12 17 17 5 0 53
開発研究 0 5 5 4 2 0 16 1 9 9 5 0 0 24 1 9 13 6 0 1 30 2 9 13 8 2 0 34
その他 0 2 5 2 2 0 11 0 2 5 2 0 0 9 0 4 3 2 0 0 9 0 1 2 1 0 0 4
職位 学長等クラス（理事長、社長等 0 1 0 2 0 0 3 1 2 0 0 0 0 3 0 1 1 0 0 1 3 0 0 0 0 1 0 1
所長・部室長クラス（教授等） 7 30 30 13 7 0 87 3 34 25 19 0 0 81 6 26 39 24 2 1 98 3 20 35 26 5 0 89
主任・研究員クラス（助教授等 1 4 2 2 3 0 12 0 6 6 3 1 0 16 1 3 5 6 0 0 15 1 2 7 8 2 0 20
 全有効回答者（属性無回答を含む） 8 36 32 18 10 0 104 4 42 31 22 2 0 101 7 30 45 30 2 2 116 4 23 42 34 8 0 111
注：職位の区分は以下の通りである。「学長クラス」は学長、理事長、社長等。「所長・部室長クラス」は研究所長、大学の学部長、部・
室・グループ長、大学の教授等。「主任・研究員クラス」は主任研究員、大学の助教授、研究チーム内のサブリーダー的存在、研究
））
問10. 我が国において、現在、本分野への他分野からの研究者の参入に対する必要度、および実際に参入している度合いはどうですか。②実際の研究者の参入の度合い
エネルギー分野 ものづくり技術分野 社会基盤分野 フロンティア分野
属性 6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6
性別 男性 7 47 36 14 3 0 107 7 37 42 12 2 0 100 18 41 30 14 5 1 109 7 34 23 19 0 0 83
女性 0 0 1 0 0 0 1 0 0 1 0 0 0 1 0 0 2 0 0 0 2 0 0 1 1 0 0 2
年齢 39歳未満 1 1 0 2 1 0 5 0 0 1 0 0 0 1 0 2 0 0 0 1 3 1 1 0 0 0 0 2
40～49歳 2 16 9 5 1 0 33 2 12 14 7 0 0 35 7 9 10 11 1 0 38 1 8 6 8 0 0 23
50～59歳 4 24 19 5 1 0 53 4 19 22 4 1 0 50 9 22 17 2 3 0 53 5 20 12 10 0 0 47
60歳以上 0 5 8 2 0 0 15 1 6 5 1 1 0 14 2 8 5 1 1 0 17 0 5 6 2 0 0 13
所属機関 大学 3 28 21 9 2 0 63 3 23 31 6 2 0 65 9 29 20 10 3 0 71 3 15 13 12 0 0 43
公的研究機関 1 7 3 0 0 0 11 0 5 4 2 0 0 11 4 2 4 0 2 1 13 3 9 6 5 0 0 23
民間企業 3 10 12 4 1 0 30 4 9 7 4 0 0 24 5 9 7 1 0 0 22 1 6 4 3 0 0 14
その他 0 2 1 1 0 0 4 0 0 1 0 0 0 1 0 1 1 2 0 0 4 0 4 0 0 0 0 4
業務内容 主に研究 1 19 10 3 2 0 35 2 15 17 4 1 0 39 7 11 14 7 3 1 43 3 15 13 11 0 0 42
主にマネージメント 1 12 9 2 1 0 25 1 6 4 3 0 0 14 5 3 6 1 1 0 16 0 6 7 1 0 0 14
研究とマネージメントが半々 5 14 13 7 0 0 39 3 10 14 3 0 0 30 5 15 9 5 1 0 35 4 10 3 6 0 0 23
その他 0 2 5 2 0 0 9 1 6 8 2 1 0 18 1 12 3 1 0 0 17 0 3 2 2 0 0 7
職業性格区分 基礎研究 2 21 16 9 0 0 48 1 19 17 3 1 0 41 8 20 14 3 2 1 48 3 13 15 11 0 0 42
応用研究 4 22 12 7 3 0 48 3 20 27 6 1 0 57 10 22 21 8 5 1 67 5 11 5 6 0 0 27
開発研究 4 19 14 5 1 0 43 4 16 12 7 1 0 40 4 13 10 3 0 0 30 4 11 10 7 0 0 32
その他 0 4 5 0 0 0 9 1 2 4 1 0 0 8 3 7 0 2 0 0 12 0 6 1 0 0 0 7
職位 学長等クラス（理事長、社長等 0 0 1 0 0 0 1 0 1 0 0 0 0 1 1 1 0 0 0 0 2 0 1 1 0 0 0 2
所長・部室長クラス（教授等） 6 39 28 10 1 0 84 6 33 35 10 2 0 86 14 31 27 7 5 0 84 4 25 22 14 0 0 65
主任・研究員クラス（助教授等 1 8 8 4 2 0 23 0 3 6 2 0 0 11 3 8 5 7 0 1 24 3 8 2 6 0 0 19
 全有効回答者（属性無回答を含む） 7 47 37 14 3 0 108 7 37 43 12 2 0 101 18 41 32 14 5 1 111 7 34 24 20 0 0 85
注：職位の区分は以下の通りである。「学長クラス」は学長、理事長、社長等。「所長・部室長クラス」は研究所長、大学の学部長、部・
室・グループ長、大学の教授等。「主任・研究員クラス」は主任研究員、大学の助教授、研究チーム内のサブリーダー的存在、研究
））
問11. 我が国において、現在、本分野内の研究領域間の研究者の移動に対する必要度、および実際に移動している度合いはどうですか。①研究者の移動に対する必要度
ライフサイエンス分野 情報通信分野 環境分野 ナノテクノロジー・材料分野
属性 6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6
性別 男性 2 8 11 27 32 17 97 0 2 13 34 46 5 100 3 4 8 35 36 20 106 0 8 9 48 37 8 110
女性 0 1 1 2 3 0 7 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 5 1 1 9 0 0 0 0 0 1 1
年齢 39歳未満 0 1 0 0 0 1 2 0 0 1 1 1 0 3 0 0 1 0 0 1 2 0 0 0 1 0 0 1
40～49歳 0 0 4 6 8 4 22 0 1 3 11 22 1 38 1 0 4 15 8 5 33 0 3 3 17 12 2 37
50～59歳 1 5 6 20 23 10 65 0 0 7 18 18 4 47 2 4 5 19 19 13 62 0 5 6 24 19 6 60
60歳以上 1 3 2 3 4 2 15 0 1 2 4 5 0 12 0 0 0 6 9 1 16 0 0 0 6 5 1 12
所属機関 大学 1 8 11 22 24 13 79 0 2 10 26 26 3 67 1 2 5 26 22 12 68 0 4 4 37 21 6 72
公的研究機関 0 1 1 4 6 3 15 0 0 1 1 3 0 5 1 1 2 9 6 7 26 0 1 1 1 7 1 11
民間企業 0 0 0 3 4 1 8 0 0 2 5 15 2 24 1 0 3 3 7 1 15 0 3 4 9 8 2 26
その他 1 0 0 0 1 0 2 0 0 0 2 1 0 3 0 1 0 2 1 1 5 0 0 0 1 1 0 2
業務内容 主に研究 1 3 2 8 6 7 27 0 2 5 18 17 0 42 1 0 4 12 14 15 46 0 3 2 25 11 6 47
主にマネージメント 0 1 1 3 8 3 16 0 0 1 7 11 1 20 0 0 3 6 6 1 16 0 1 0 3 8 0 12
研究とマネージメントが半々 0 2 5 14 14 2 37 0 0 6 4 11 3 24 2 3 3 11 10 3 32 0 3 6 13 13 2 37
その他 1 3 4 4 6 5 23 0 0 1 5 6 1 13 0 1 0 11 7 2 21 0 1 1 7 5 1 15
職業性格区分 基礎研究 1 4 8 14 18 11 56 0 2 4 15 11 1 33 2 2 2 17 18 12 53 0 3 4 30 24 7 68
応用研究 0 5 6 17 14 5 47 0 0 6 16 30 2 54 0 1 5 18 18 12 54 0 5 5 23 17 3 53
開発研究 1 2 1 5 6 1 16 0 0 3 7 10 4 24 1 0 3 10 10 6 30 0 5 5 11 9 4 34
その他 0 2 1 2 5 1 11 0 0 2 4 2 1 9 0 1 1 4 3 0 9 0 0 1 1 2 0 4
職位 学長等クラス（理事長、社長等 0 0 0 1 2 0 3 0 0 1 0 1 0 2 1 0 0 1 1 0 3 0 0 0 0 1 0 1
所長・部室長クラス（教授等） 1 8 10 25 31 13 88 0 2 9 28 37 5 81 1 4 8 33 34 17 97 0 4 8 38 30 9 89
主任・研究員クラス（助教授等 0 1 2 3 2 4 12 0 0 3 6 7 0 16 1 0 2 6 2 4 15 0 4 1 10 5 0 20
 全有効回答者（属性無回答を含む） 2 9 12 29 35 17 104 0 2 13 34 46 5 100 3 4 10 40 37 21 115 0 8 9 48 37 9 111
注：職位の区分は以下の通りである。「学長クラス」は学長、理事長、社長等。「所長・部室長クラス」は研究所長、大学の学部長、部・
室・グループ長、大学の教授等。「主任・研究員クラス」は主任研究員、大学の助教授、研究チーム内のサブリーダー的存在、研究
））
問11. 我が国において、現在、本分野内の研究領域間の研究者の移動に対する必要度、および実際に移動している度合いはどうですか。①研究者の移動に対する必要度
エネルギー分野 ものづくり技術分野 社会基盤分野 フロンティア分野
属性 6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6
性別 男性 0 7 21 29 42 8 107 0 4 13 35 42 5 99 4 12 13 42 32 6 109 0 12 14 21 28 8 83
女性 0 0 0 1 0 0 1 0 0 0 1 0 0 1 0 0 0 1 0 0 1 0 0 0 1 1 0 2
年齢 39歳未満 0 0 0 0 3 2 5 0 0 0 0 1 0 1 1 1 0 0 1 0 3 0 0 0 0 1 1 2
40～49歳 0 2 8 8 13 2 33 0 1 6 15 12 0 34 3 2 4 19 7 3 38 0 7 5 4 7 0 23
50～59歳 0 4 9 16 21 3 53 0 3 5 17 21 4 50 0 8 7 20 16 1 52 0 4 6 13 19 5 47
60歳以上 0 1 3 5 5 1 15 0 0 2 3 8 1 14 0 1 2 4 8 2 17 0 1 3 5 2 2 13
所属機関 大学 0 4 11 20 22 7 64 0 3 12 19 28 3 65 2 6 10 25 22 5 70 0 4 5 11 19 4 43
公的研究機関 0 0 3 4 4 0 11 0 1 0 7 3 0 11 2 2 1 5 2 1 13 0 3 6 4 7 3 23
民間企業 0 2 6 6 14 1 29 0 0 1 9 11 2 23 0 4 1 10 7 0 22 0 3 3 5 3 0 14
その他 0 1 1 0 2 0 4 0 0 0 1 0 0 1 0 0 1 2 1 0 4 0 2 0 2 0 0 4
業務内容 主に研究 0 2 7 9 13 4 35 0 3 5 14 16 1 39 3 5 5 11 16 3 43 0 4 6 9 20 3 42
主にマネージメント 0 2 7 5 9 1 24 0 0 1 6 5 1 13 0 4 1 7 4 0 16 0 3 3 4 3 1 14
研究とマネージメントが半々 0 3 6 14 13 3 39 0 0 3 10 14 3 30 1 1 6 17 8 2 35 0 3 5 6 5 4 23
その他 0 0 1 2 7 0 10 0 1 4 6 7 0 18 0 2 1 8 4 1 16 0 2 0 3 2 0 7
職業性格区分 基礎研究 0 3 9 18 16 3 49 0 4 6 12 18 1 41 2 4 5 18 16 2 47 0 2 7 10 19 4 42
応用研究 0 4 6 12 22 4 48 0 0 9 24 23 1 57 3 7 9 25 17 5 66 0 5 5 6 8 3 27
開発研究 0 3 8 10 20 2 43 0 1 2 14 18 5 40 1 1 2 15 10 1 30 0 4 6 9 8 5 32
その他 0 0 3 0 4 1 8 0 0 1 4 2 0 7 0 3 1 3 4 1 12 0 2 1 2 2 0 7
職位 学長等クラス（理事長、社長等 0 0 1 0 0 0 1 0 0 0 1 0 0 1 0 0 0 0 2 0 2 0 0 1 1 0 0 2
所長・部室長クラス（教授等） 0 7 14 25 33 6 85 0 2 12 31 36 5 86 1 9 11 32 24 6 83 0 8 8 19 23 7 65
主任・研究員クラス（助教授等 0 0 6 5 9 2 22 0 2 1 3 5 0 11 3 3 1 11 6 0 24 0 4 5 2 7 1 19
 全有効回答者（属性無回答を含む） 0 7 21 30 42 8 108 0 4 13 36 42 5 100 4 12 13 43 32 6 110 0 12 14 22 29 8 85
注：職位の区分は以下の通りである。「学長クラス」は学長、理事長、社長等。「所長・部室長クラス」は研究所長、大学の学部長、部・
室・グループ長、大学の教授等。「主任・研究員クラス」は主任研究員、大学の助教授、研究チーム内のサブリーダー的存在、研究
））
問11. 我が国において、現在、本分野内の研究領域間の研究者の移動に対する必要度、および実際に移動している度合いはどうですか。②実際に移動している度合い
ライフサイエンス分野 情報通信分野 環境分野 ナノテクノロジー・材料分野
属性 6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6
性別 男性 6 34 36 20 0 1 97 1 32 37 27 3 0 100 6 35 42 21 2 1 107 2 35 36 32 5 0 110
女性 0 4 2 1 0 0 7 0 0 0 0 0 0 0 2 1 4 1 1 0 9 0 1 0 0 0 0 1
年齢 39歳未満 0 2 0 0 0 0 2 0 1 1 1 0 0 3 0 1 1 0 0 0 2 0 0 0 1 0 0 1
40～49歳 4 4 11 2 0 1 22 0 7 16 14 1 0 38 2 12 9 9 1 0 33 0 9 14 10 4 0 37
50～59歳 1 26 22 16 0 0 65 1 18 16 10 2 0 47 6 17 28 9 2 1 63 2 20 17 20 1 0 60
60歳以上 1 6 5 3 0 0 15 0 6 4 2 0 0 12 0 6 6 4 0 0 16 0 7 5 0 0 0 12
所属機関 大学 4 30 28 16 0 1 79 0 20 25 20 2 0 67 3 21 26 16 1 1 68 1 19 24 24 4 0 72
公的研究機関 1 5 6 3 0 0 15 0 3 0 2 0 0 5 4 9 9 3 1 0 26 0 5 3 2 1 0 11
民間企業 0 3 3 2 0 0 8 1 6 11 5 1 0 24 1 3 9 2 1 0 16 1 10 9 6 0 0 26
その他 1 0 1 0 0 0 2 0 2 1 0 0 0 3 0 2 2 1 0 0 5 0 2 0 0 0 0 2
業務内容 主に研究 4 11 7 5 0 0 27 0 12 16 13 1 0 42 5 16 17 6 1 1 46 1 9 19 15 3 0 47
主にマネージメント 1 5 6 4 0 0 16 1 8 7 4 0 0 20 0 6 9 2 0 0 17 1 6 2 3 0 0 12
研究とマネージメントが半々 0 12 17 8 0 0 37 0 5 11 6 2 0 24 3 10 10 8 1 0 32 0 15 11 10 1 0 37
その他 1 10 8 3 0 1 23 0 6 3 4 0 0 13 0 4 10 6 1 0 21 0 6 4 4 1 0 15
職業性格区分 基礎研究 4 20 22 9 0 1 56 0 8 15 9 1 0 33 3 17 20 11 2 0 53 1 17 20 26 4 0 68
応用研究 1 18 20 8 0 0 47 0 16 20 16 2 0 54 4 18 21 9 1 1 54 1 19 19 11 3 0 53
開発研究 1 6 6 3 0 0 16 1 9 5 8 1 0 24 4 8 16 2 0 0 30 1 11 15 6 1 0 34
その他 0 3 5 3 0 0 11 0 2 3 4 0 0 9 0 4 3 2 0 0 9 0 2 1 1 0 0 4
職位 学長等クラス（理事長、社長等 0 1 0 2 0 0 3 0 2 0 0 0 0 2 1 0 2 0 0 0 3 0 0 0 1 0 0 1
所長・部室長クラス（教授等） 5 32 32 18 0 1 88 1 25 30 22 3 0 81 5 35 38 16 3 1 98 2 28 29 27 3 0 89
主任・研究員クラス（助教授等 0 5 6 1 0 0 12 0 4 7 5 0 0 16 2 1 6 6 0 0 15 0 7 7 4 2 0 20
 全有効回答者（属性無回答を含む） 6 38 38 21 0 1 104 1 32 37 27 3 0 100 8 36 46 22 3 1 116 2 36 36 32 5 0 111
注：職位の区分は以下の通りである。「学長クラス」は学長、理事長、社長等。「所長・部室長クラス」は研究所長、大学の学部長、部・
室・グループ長、大学の教授等。「主任・研究員クラス」は主任研究員、大学の助教授、研究チーム内のサブリーダー的存在、研究
））
問11. 我が国において、現在、本分野内の研究領域間の研究者の移動に対する必要度、および実際に移動している度合いはどうですか。②実際に移動している度合い
エネルギー分野 ものづくり技術分野 社会基盤分野 フロンティア分野
属性 6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6
性別 男性 7 35 46 14 4 0 106 3 36 45 11 4 0 99 9 45 35 18 2 0 109 7 32 33 9 2 0 83
女性 1 0 0 0 0 0 1 0 0 1 0 0 0 1 0 0 1 0 0 0 1 0 1 0 1 0 0 2
年齢 39歳未満 0 0 1 3 1 0 5 0 0 1 0 0 0 1 1 0 0 2 0 0 3 1 1 0 0 0 0 2
40～49歳 3 8 14 5 2 0 32 0 11 18 4 1 0 34 6 9 13 9 1 0 38 0 12 6 4 1 0 23
50～59歳 4 19 25 4 1 0 53 2 18 22 5 3 0 50 2 26 18 5 1 0 52 6 17 17 6 1 0 47
60歳以上 1 8 5 1 0 0 15 1 6 5 2 0 0 14 0 10 5 2 0 0 17 0 3 10 0 0 0 13
所属機関 大学 4 18 27 11 3 0 63 2 25 29 7 2 0 65 5 29 23 11 2 0 70 4 15 17 6 1 0 43
公的研究機関 1 6 4 0 0 0 11 0 5 5 0 1 0 11 4 5 3 1 0 0 13 2 10 7 3 1 0 23
民間企業 2 10 14 2 1 0 29 1 6 11 4 1 0 23 0 10 9 3 0 0 22 1 5 7 1 0 0 14
その他 1 1 1 1 0 0 4 0 0 1 0 0 0 1 0 1 0 3 0 0 4 0 3 1 0 0 0 4
業務内容 主に研究 1 9 19 3 3 0 35 1 12 20 5 1 0 39 5 16 14 7 1 0 43 4 16 14 6 2 0 42
主にマネージメント 2 8 12 1 1 0 24 0 2 7 3 1 0 13 0 10 4 2 0 0 16 1 6 7 0 0 0 14
研究とマネージメントが半々 4 16 11 8 0 0 39 1 15 12 1 1 0 30 4 8 15 7 1 0 35 2 7 10 4 0 0 23
その他 1 2 4 2 0 0 9 1 7 7 2 1 0 18 0 11 3 2 0 0 16 0 4 3 0 0 0 7
職業性格区分 基礎研究 1 16 21 9 1 0 48 0 20 15 4 2 0 41 4 23 11 8 1 0 47 4 16 14 6 2 0 42
応用研究 5 14 18 7 4 0 48 1 19 28 6 3 0 57 6 26 19 13 2 0 66 3 12 8 4 0 0 27
開発研究 3 19 17 3 1 0 43 2 16 15 5 2 0 40 1 13 11 5 0 0 30 4 10 14 4 0 0 32
その他 1 2 5 0 0 0 8 0 0 5 2 0 0 7 0 8 2 2 0 0 12 0 3 4 0 0 0 7
職位 学長等クラス（理事長、社長等 0 0 1 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 1 0 1 1 0 0 0 2 0 0 2 0 0 0 2
所長・部室長クラス（教授等） 7 32 33 10 2 0 84 2 32 39 10 3 0 86 5 40 26 10 2 0 83 6 23 26 8 2 0 65
主任・研究員クラス（助教授等 1 3 12 4 2 0 22 0 4 5 1 1 0 11 4 4 8 8 0 0 24 1 10 6 2 0 0 19
 全有効回答者（属性無回答を含む） 8 35 46 14 4 0 107 3 36 46 11 4 0 100 9 45 36 18 2 0 110 7 33 33 10 2 0 85
注：職位の区分は以下の通りである。「学長クラス」は学長、理事長、社長等。「所長・部室長クラス」は研究所長、大学の学部長、部・
室・グループ長、大学の教授等。「主任・研究員クラス」は主任研究員、大学の助教授、研究チーム内のサブリーダー的存在、研究
））
問14. 我が国の第三期科学技術基本計画では、科学技術の戦略的重点化として、基礎研究の推進と政策課題対応型研究開発の重点化が謳われています。本分野では、現在、政策課題対応型研究開発資金の選択と集中
ライフサイエンス分野 情報通信分野 環境分野 ナノテクノロジー・材料分野
属性 6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6
性別 男性 4 13 20 25 22 11 95 2 13 22 27 31 2 97 5 19 24 26 27 3 104 1 6 28 32 32 10 109
女性 0 0 2 1 3 1 7 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 2 3 0 8 0 0 0 0 1 0 1
年齢 39歳未満 0 0 0 2 0 0 2 0 0 1 1 1 0 3 0 0 0 1 1 0 2 0 0 1 0 0 0 1
40～49歳 1 3 5 5 4 4 22 1 6 9 10 11 0 37 1 5 3 11 11 1 32 0 4 5 9 15 4 37
50～59歳 2 8 12 14 19 8 63 0 5 9 12 18 2 46 3 6 22 14 14 2 61 1 2 20 16 15 5 59
60歳以上 1 2 5 5 2 0 15 1 2 3 4 1 0 11 1 8 1 2 3 0 15 0 0 2 6 3 1 12
所属機関 大学 3 10 16 18 20 11 78 1 8 13 17 23 2 64 1 10 11 21 18 2 63 1 1 18 20 22 9 71
公的研究機関 0 1 4 5 3 1 14 0 1 0 2 2 0 5 2 2 7 6 9 0 26 0 0 1 4 5 1 11
民間企業 0 1 2 3 2 0 8 1 4 8 6 5 0 24 2 5 5 1 2 1 16 0 5 8 7 6 0 26
その他 1 1 0 0 0 0 2 0 0 1 1 1 0 3 0 1 4 0 1 0 6 0 0 1 1 0 0 2
業務内容 主に研究 1 4 5 8 5 4 27 1 6 8 11 13 1 40 4 5 10 12 12 2 45 0 1 11 14 13 7 46
主にマネージメント 0 2 3 7 3 0 15 0 4 7 4 5 0 20 0 5 3 5 4 0 17 0 1 3 6 2 0 12
研究とマネージメントが半々 1 5 8 9 10 3 36 1 2 3 8 9 1 24 1 5 8 10 7 1 32 0 4 10 8 13 2 37
その他 2 2 6 1 7 5 23 0 1 4 3 4 0 12 0 4 6 1 7 0 18 1 0 4 4 5 1 15
職業性格区分 基礎研究 2 5 11 13 15 10 56 1 5 6 7 10 2 31 1 6 10 16 18 1 52 1 2 14 20 22 8 67
応用研究 1 6 11 14 12 2 46 1 7 14 17 12 1 52 2 7 14 15 12 1 51 0 1 12 15 20 4 52
開発研究 1 1 4 2 6 1 15 0 3 4 7 8 1 23 2 8 10 5 3 1 29 0 4 10 12 8 0 34
その他 1 2 3 2 1 1 10 0 0 2 2 4 1 9 0 3 4 0 2 0 9 0 0 0 2 2 0 4
職位 学長等クラス（理事長、社長等 0 0 1 1 1 0 3 0 1 0 1 0 0 2 0 0 2 0 0 1 3 0 0 0 0 1 0 1
所長・部室長クラス（教授等） 3 12 16 21 23 11 86 2 11 18 19 26 2 78 5 18 22 23 26 1 95 1 5 24 27 24 7 88
主任・研究員クラス（助教授等 0 1 5 4 1 1 12 0 1 4 6 5 0 16 0 1 3 5 4 1 14 0 1 4 4 8 3 20
 全有効回答者（属性無回答を含む） 4 13 22 26 25 12 102 2 13 22 27 31 2 97 5 19 27 28 30 3 112 1 6 28 32 33 10 110
注：職位の区分は以下の通りである。「学長クラス」は学長、理事長、社長等。「所長・部室長クラス」は研究所長、大学の学部長、部・
室・グループ長、大学の教授等。「主任・研究員クラス」は主任研究員、大学の助教授、研究チーム内のサブリーダー的存在、研究
問14. 我が国の第三期科学技術基本計画では、科学技術の戦略的重点化として、基礎研究の推進と政策課題対応型研究開発の重点化が謳われています。本分野では、現在、政策課題対応型研究開発資金の選択と集中
1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6
性別 男性 4 15 24 32 26 3 104 3 22 24 21 21 5 96 1 22 32 26 20 4 105 2 12 22 23 16 6 81
女性 0 0 0 0 1 0 1 0 0 1 0 0 0 1 0 0 0 0 1 0 1 0 0 0 2 0 0 2
年齢 39歳未満 1 0 1 2 0 0 4 0 1 0 0 0 0 1 0 0 1 1 0 1 3 0 0 0 1 0 1 2
40～49歳 3 5 9 8 8 0 33 1 5 9 7 10 1 33 1 5 6 12 11 3 38 0 3 4 10 5 1 23
50～59歳 0 9 8 19 12 3 51 1 14 11 10 10 2 48 0 13 17 11 8 0 49 2 6 15 10 9 3 45
60歳以上 0 1 6 3 5 0 15 1 2 5 3 1 2 14 0 4 8 2 2 0 16 0 3 3 4 2 1 13
所属機関 大学 2 7 12 19 20 3 63 3 13 15 15 13 4 63 0 13 21 15 16 3 68 2 7 7 16 8 3 43
公的研究機関 2 1 2 3 3 0 11 0 3 3 1 3 1 11 1 3 5 2 1 1 13 0 3 5 5 5 3 21
民間企業 0 7 8 8 4 0 27 0 6 6 5 5 0 22 0 6 6 6 2 0 20 0 2 8 1 3 0 14
その他 0 0 2 2 0 0 4 0 0 1 0 0 0 1 0 0 0 2 2 0 4 0 0 2 2 0 0 4
業務内容 主に研究 2 1 6 14 9 3 35 3 8 12 7 7 2 39 0 6 15 7 12 2 42 2 5 6 16 10 2 41
主にマネージメント 1 6 7 7 2 0 23 0 2 4 2 4 0 12 0 4 5 6 0 0 15 0 1 8 3 2 0 14
研究とマネージメントが半々 1 7 9 8 13 0 38 0 8 3 9 7 2 29 1 8 7 11 6 2 35 0 5 6 3 4 4 22
その他 0 1 2 3 3 0 9 0 4 6 3 3 1 17 0 4 5 2 3 0 14 0 1 3 3 0 0 7
職業性格区分 基礎研究 1 7 11 12 15 2 48 1 11 5 10 10 3 40 0 8 11 9 14 3 45 1 5 6 15 10 5 42
応用研究 1 6 9 16 13 1 46 2 12 15 13 10 3 55 1 14 19 18 13 1 66 1 6 4 8 4 2 25
開発研究 4 8 9 11 9 0 41 1 9 14 6 8 1 39 0 7 11 6 4 1 29 0 5 11 8 5 3 32
その他 0 1 4 2 1 0 8 0 1 2 2 1 0 6 0 3 4 2 1 0 10 0 1 4 1 1 0 7
職位 学長等クラス（理事長、社長等） 0 0 1 0 0 0 1 0 1 0 0 0 0 1 0 0 2 0 0 0 2 0 0 2 0 0 0 2
所長・部室長クラス（教授等） 2 14 15 27 22 2 82 3 18 21 19 20 3 84 1 20 26 17 13 3 80 2 11 18 14 14 5 64
主任・研究員クラス（助教授等） 2 1 8 5 5 1 22 0 3 2 2 1 2 10 0 2 3 9 8 1 23 0 1 3 11 2 1 18
4 15 24 32 27 3 105 3 22 25 21 21 5 97 1 22 32 26 21 4 106 2 12 22 25 16 6 83
社会基盤分野
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
フロンティア分野
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
注：職位の区分は以下の通りである。「学長クラス」は学長、理事長、社長等。「所長・部室長クラス」は研究所長、大学の学部長、部・
室・グループ長、大学の教授等。「主任・研究員クラス」は主任研究員、大学の助教授、研究チーム内のサブリーダー的存在、研究
エネルギー分野 ものづくり技術分野
 全有効回答者（属性無回答を含む）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
合計
（人）
6点尺度回答者数（人）属性
））
問16. 本分野では、我が国の研究者の研究時間は、2001年頃と比較して、増えていますか、減っていますか。
ライフサイエンス分野 情報通信分野 環境分野 ナノテクノロジー・材料分野
属性 6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6
性別 男性 10 44 24 15 2 0 95 16 29 27 19 7 3 101 18 26 30 16 14 3 107 11 40 23 15 16 3 108
女性 2 3 1 1 0 0 7 0 0 0 0 0 0 0 2 3 2 1 0 1 9 0 0 0 0 1 0 1
年齢 39歳未満 0 0 0 2 0 0 2 0 0 2 0 1 0 3 0 0 1 0 1 0 2 0 1 0 0 0 0 1
40～49歳 6 6 10 1 0 0 23 6 16 7 8 1 0 38 7 9 10 4 2 1 33 4 11 7 7 6 1 36
50～59歳 6 34 11 9 2 0 62 8 10 14 9 4 2 47 11 13 17 11 8 3 63 7 25 11 4 10 2 59
60歳以上 0 7 4 4 0 0 15 2 3 4 2 1 1 13 2 6 3 2 3 0 16 0 3 4 4 1 0 12
所属機関 大学 9 39 16 11 1 0 76 14 18 17 11 4 3 67 16 18 16 9 7 2 68 8 32 11 9 8 3 71
公的研究機関 3 5 2 4 1 0 15 0 3 1 1 0 0 5 2 7 9 2 4 1 25 3 3 2 1 1 0 10
民間企業 0 2 5 1 0 0 8 2 8 8 4 3 0 25 2 3 5 4 2 0 16 0 5 8 5 8 0 26
その他 0 1 2 0 0 0 3 0 0 1 2 0 0 3 0 1 1 2 1 1 6 0 0 2 0 0 0 2
業務内容 主に研究 3 12 7 4 1 0 27 8 12 11 5 4 2 42 12 12 15 2 3 1 45 7 15 6 8 7 2 45
主にマネージメント 2 5 8 2 0 0 17 1 6 8 3 3 0 21 0 5 3 6 3 0 17 1 3 4 0 4 0 12
研究とマネージメントが半々 4 20 3 8 1 0 36 5 7 5 7 0 0 24 5 6 9 5 6 2 33 2 15 9 5 6 0 37
その他 3 9 7 2 0 0 21 2 4 3 3 0 1 13 3 6 5 4 2 1 21 1 7 4 2 0 1 15
職業性格区分 基礎研究 9 25 15 6 1 0 56 7 14 7 5 0 0 33 10 14 15 9 4 2 54 8 27 13 5 10 3 66
応用研究 5 24 7 9 1 0 46 6 16 13 11 7 2 55 8 15 14 7 7 2 53 7 21 8 9 6 0 51
開発研究 1 8 6 1 0 0 16 7 4 8 2 1 2 24 5 10 9 3 3 0 30 3 8 9 9 4 0 33
その他 0 5 3 2 0 0 10 3 2 2 2 0 0 9 1 1 3 2 1 1 9 1 1 2 0 0 0 4
職位 学長等クラス（理事長、社長等 0 2 1 0 0 0 3 1 1 1 0 0 0 3 1 0 0 0 1 1 3 0 1 0 0 0 0 1
所長・部室長クラス（教授等） 11 41 19 13 2 0 86 15 22 21 14 6 3 81 18 25 24 17 11 3 98 9 31 18 11 16 3 88
主任・研究員クラス（助教授等 1 3 4 3 0 0 11 0 6 5 4 1 0 16 1 4 8 0 2 0 15 2 8 4 4 1 0 19
 全有効回答者（属性無回答を含む） 12 47 25 16 2 0 102 16 29 27 19 7 3 101 20 29 32 17 14 4 116 11 40 23 15 17 3 109
注：職位の区分は以下の通りである。「学長クラス」は学長、理事長、社長等。「所長・部室長クラス」は研究所長、大学の学部長、部・
室・グループ長、大学の教授等。「主任・研究員クラス」は主任研究員、大学の助教授、研究チーム内のサブリーダー的存在、研究
））
問16. 本分野では、我が国の研究者の研究時間は、2001年頃と比較して、増えていますか、減っていますか。
エネルギー分野 ものづくり技術分野 社会基盤分野 フロンティア分野
属性 6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6
性別 男性 18 27 27 26 9 1 108 15 35 26 16 6 1 99 21 46 22 14 4 1 108 17 34 17 13 2 0 83
女性 1 0 0 0 0 0 1 0 0 0 1 0 0 1 2 0 0 0 0 0 2 0 0 0 2 0 0 2
年齢 39歳未満 2 2 0 1 0 0 5 0 1 0 0 0 0 1 2 1 0 0 0 0 3 1 1 0 0 0 0 2
40～49歳 5 8 12 6 2 0 33 6 14 7 6 2 0 35 9 11 9 7 2 0 38 4 6 8 4 1 0 23
50～59歳 11 13 11 14 5 0 54 7 16 13 9 3 1 49 8 25 12 6 1 0 52 10 22 6 8 1 0 47
60歳以上 0 4 4 4 2 1 15 2 4 5 2 1 0 14 4 9 1 1 1 1 17 2 5 3 3 0 0 13
所属機関 大学 18 21 15 8 2 1 65 13 26 16 6 4 0 65 17 35 9 7 2 1 71 9 21 7 5 1 0 43
公的研究機関 1 1 3 5 1 0 11 0 4 4 2 1 0 11 5 4 2 2 0 0 13 8 8 5 2 0 0 23
民間企業 0 5 7 11 6 0 29 2 5 6 8 1 1 23 1 5 10 4 1 0 21 0 4 3 6 1 0 14
その他 0 0 2 2 0 0 4 0 0 0 1 0 0 1 0 2 1 0 1 0 4 0 1 2 1 0 0 4
業務内容 主に研究 8 12 9 5 1 0 35 9 15 8 4 3 0 39 13 20 6 4 0 0 43 11 16 9 5 1 0 42
主にマネージメント 1 2 8 11 2 0 24 0 0 4 7 1 1 13 1 5 5 3 1 0 15 1 4 4 4 1 0 14
研究とマネージメントが半々 6 8 9 9 6 1 39 3 14 7 5 1 0 30 4 15 9 6 0 1 35 5 12 2 4 0 0 23
その他 4 5 1 1 0 0 11 3 6 7 1 1 0 18 5 6 2 1 3 0 17 0 3 2 2 0 0 7
職業性格区分 基礎研究 12 15 9 9 4 1 50 8 15 12 4 2 0 41 12 25 5 3 3 0 48 12 14 10 5 1 0 42
応用研究 5 19 10 12 2 1 49 8 23 15 7 3 0 56 15 27 15 6 3 1 67 7 14 3 2 1 0 27
開発研究 6 9 10 10 7 1 43 4 16 10 7 2 1 40 4 11 7 6 2 0 30 7 11 6 8 0 0 32
その他 1 0 3 4 0 0 8 0 0 3 5 0 0 8 1 6 2 2 0 0 11 1 3 1 2 0 0 7
職位 学長等クラス（理事長、社長等 0 1 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 1 0 1 1 0 0 0 2 0 0 1 1 0 0 2
所長・部室長クラス（教授等） 16 18 20 22 9 1 86 11 31 23 15 4 1 85 19 36 14 10 3 1 83 15 27 12 10 1 0 65
主任・研究員クラス（助教授等 3 8 7 4 0 0 22 3 4 2 0 2 0 11 4 9 7 3 1 0 24 2 8 4 4 1 0 19
 全有効回答者（属性無回答を含む） 19 27 27 26 9 1 109 15 35 26 17 6 1 100 23 46 22 14 4 1 110 17 34 17 15 2 0 85
注：職位の区分は以下の通りである。「学長クラス」は学長、理事長、社長等。「所長・部室長クラス」は研究所長、大学の学部長、部・
室・グループ長、大学の教授等。「主任・研究員クラス」は主任研究員、大学の助教授、研究チーム内のサブリーダー的存在、研究
））
問17. 本分野における我が国の産学連携の活発度は、昨年と比較してどうですか。
ライフサイエンス分野 情報通信分野 環境分野 ナノテクノロジー・材料分野
属性 6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6
性別 男性 1 5 24 50 14 0 94 0 3 19 54 21 3 100 1 4 27 56 17 1 106 0 2 21 59 26 2 110
女性 0 0 2 5 0 0 7 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 6 2 0 9 0 0 0 0 1 0 1
年齢 39歳未満 0 0 2 0 0 0 2 0 0 1 1 1 0 3 0 0 1 1 0 0 2 0 0 1 0 0 0 1
40～49歳 0 2 6 11 4 0 23 0 1 7 23 5 2 38 0 0 9 15 7 1 32 0 0 5 20 10 2 37
50～59歳 1 2 12 38 8 0 61 0 1 8 25 12 1 47 1 4 13 37 8 0 63 0 1 11 32 16 0 60
60歳以上 0 1 6 6 2 0 15 0 1 3 5 3 0 12 0 0 5 7 4 0 16 0 1 4 6 1 0 12
所属機関 大学 1 4 19 37 14 0 75 0 3 15 36 12 1 67 1 1 12 37 15 1 67 0 1 14 40 15 2 72
公的研究機関 0 1 2 12 0 0 15 0 0 0 5 0 0 5 0 1 7 16 1 0 25 0 1 1 7 2 0 11
民間企業 0 0 3 5 0 0 8 0 0 3 11 8 2 24 0 2 6 6 2 0 16 0 0 5 11 10 0 26
その他 0 0 2 1 0 0 3 0 0 1 1 1 0 3 0 0 2 3 1 0 6 0 0 1 1 0 0 2
業務内容 主に研究 1 3 7 14 2 0 27 0 1 8 27 6 0 42 1 2 14 23 3 1 44 0 1 6 26 12 2 47
主にマネージメント 0 0 3 14 0 0 17 0 0 1 13 5 1 20 0 2 3 11 1 0 17 0 0 2 5 5 0 12
研究とマネージメントが半々 0 1 11 17 7 0 36 0 2 5 8 7 2 24 0 0 8 14 11 0 33 0 1 10 19 7 0 37
その他 0 1 5 10 4 0 20 0 0 5 5 3 0 13 0 0 3 14 4 0 21 0 0 3 9 3 0 15
職業性格区分 基礎研究 1 2 15 30 7 0 55 0 2 6 17 8 0 33 0 1 13 31 7 1 53 0 2 14 33 17 2 68
応用研究 0 2 9 30 5 0 46 0 1 11 29 11 2 54 1 2 16 25 9 0 53 0 2 9 29 12 1 53
開発研究 0 0 6 8 2 0 16 0 1 6 12 4 1 24 0 3 7 14 6 0 30 0 1 7 17 9 0 34
その他 0 1 3 4 2 0 10 0 1 1 5 2 0 9 0 0 3 5 1 0 9 0 0 1 2 1 0 4
職位 学長等クラス（理事長、社長等 0 0 0 2 1 0 3 0 0 1 0 1 0 2 0 0 1 1 1 0 3 0 0 0 0 1 0 1
所長・部室長クラス（教授等） 1 4 22 48 10 0 85 0 3 14 43 19 2 81 1 3 23 55 15 0 97 0 1 16 51 20 1 89
主任・研究員クラス（助教授等 0 1 3 4 3 0 11 0 0 4 10 1 1 16 0 1 4 6 3 1 15 0 1 5 7 6 1 20
 全有効回答者（属性無回答を含む） 1 5 26 55 14 0 101 0 3 19 54 21 3 100 1 4 28 62 19 1 115 0 2 21 59 27 2 111
注：職位の区分は以下の通りである。「学長クラス」は学長、理事長、社長等。「所長・部室長クラス」は研究所長、大学の学部長、部・
室・グループ長、大学の教授等。「主任・研究員クラス」は主任研究員、大学の助教授、研究チーム内のサブリーダー的存在、研究
））
問17. 本分野における我が国の産学連携の活発度は、昨年と比較してどうですか。
エネルギー分野 ものづくり技術分野 社会基盤分野 フロンティア分野
属性 6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6
性別 男性 1 2 32 48 23 2 108 0 5 25 50 17 3 100 0 2 34 59 12 1 108 2 5 25 36 10 2 80
女性 0 1 0 0 0 0 1 0 0 0 1 0 0 1 0 0 0 2 0 0 2 0 0 1 1 0 0 2
年齢 39歳未満 0 1 1 3 0 0 5 0 0 0 1 0 0 1 0 0 1 0 1 1 3 0 0 0 0 2 0 2
40～49歳 0 0 9 14 8 2 33 0 2 13 14 4 2 35 0 1 11 20 6 0 38 1 1 7 12 1 0 22
50～59歳 1 2 17 23 11 0 54 0 1 9 29 11 0 50 0 1 16 32 4 0 53 1 4 14 20 5 2 46
60歳以上 0 0 5 6 4 0 15 0 2 3 6 2 1 14 0 0 6 9 1 0 16 0 0 5 5 2 0 12
所属機関 大学 1 3 15 27 16 2 64 0 4 13 32 14 2 65 0 1 25 36 8 0 70 2 3 14 14 7 1 41
公的研究機関 0 0 5 5 1 0 11 0 0 4 6 1 0 11 0 0 1 10 1 1 13 0 1 7 12 1 1 22
民間企業 0 0 12 14 4 0 30 0 1 8 12 2 1 24 0 1 5 14 2 0 22 0 1 2 9 2 0 14
その他 0 0 0 2 2 0 4 0 0 0 1 0 0 1 0 0 3 1 0 0 4 0 0 3 1 0 0 4
業務内容 主に研究 0 1 9 16 7 2 35 0 2 8 18 9 2 39 0 0 15 21 5 1 42 1 3 15 14 5 2 40
主にマネージメント 0 0 8 11 6 0 25 0 0 5 8 1 0 14 0 1 4 10 1 0 16 0 0 2 11 1 0 14
研究とマネージメントが半々 1 0 13 19 6 0 39 0 2 8 16 3 1 30 0 1 6 23 5 0 35 1 2 6 11 2 0 22
その他 0 2 2 2 4 0 10 0 1 4 9 4 0 18 0 0 9 7 1 0 17 0 0 3 2 2 0 7
職業性格区分 基礎研究 0 1 13 24 11 0 49 0 2 8 21 9 1 41 0 0 19 23 4 1 47 1 1 13 19 4 2 40
応用研究 1 2 11 20 14 1 49 0 0 12 33 10 2 57 0 1 17 37 10 1 66 1 3 7 10 4 1 26
開発研究 0 1 15 19 6 2 43 0 3 13 18 4 2 40 0 0 9 17 4 0 30 0 4 8 17 3 0 32
その他 0 0 3 5 1 0 9 0 0 3 5 0 0 8 0 1 4 7 0 0 12 0 0 2 4 1 0 7
職位 学長等クラス（理事長、社長等 0 0 1 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 1 0 0 1 1 0 0 2 0 0 1 1 0 0 2
所長・部室長クラス（教授等） 1 2 26 38 17 1 85 0 5 21 45 14 1 86 0 2 25 48 8 0 83 1 4 19 31 6 2 63
主任・研究員クラス（助教授等 0 1 5 10 6 1 23 0 0 2 5 3 1 11 0 0 7 12 4 1 24 1 1 6 6 4 0 18
 全有効回答者（属性無回答を含む） 1 3 32 48 23 2 109 0 5 25 51 17 3 101 0 2 34 61 12 1 110 2 5 26 37 10 2 82
注：職位の区分は以下の通りである。「学長クラス」は学長、理事長、社長等。「所長・部室長クラス」は研究所長、大学の学部長、部・
室・グループ長、大学の教授等。「主任・研究員クラス」は主任研究員、大学の助教授、研究チーム内のサブリーダー的存在、研究
））
問18. 本分野では、我が国の産学連携における企業の満足度は、昨年と比較してどうですか。
ライフサイエンス分野 情報通信分野 環境分野 ナノテクノロジー・材料分野
属性 6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6
性別 男性 3 7 37 32 2 0 81 0 3 42 48 5 0 98 1 4 42 42 6 0 95 1 6 41 50 9 1 108
女性 0 0 4 2 0 0 6 0 0 0 0 0 0 0 0 1 3 4 0 0 8 0 0 1 0 0 0 1
年齢 39歳未満 0 0 2 0 0 0 2 0 0 2 1 0 0 3 0 0 2 0 0 0 2 0 0 1 0 0 0 1
40～49歳 0 2 7 11 0 0 20 0 2 18 16 1 0 37 0 2 14 13 1 0 30 1 1 16 13 4 1 36
50～59歳 2 3 28 19 1 0 53 0 1 14 27 3 0 45 1 2 23 28 3 0 57 0 4 20 30 5 0 59
60歳以上 1 2 4 4 1 0 12 0 0 8 4 1 0 13 0 1 6 4 1 0 12 0 1 5 6 0 0 12
所属機関 大学 3 4 30 28 2 0 67 0 3 28 29 4 0 64 0 4 17 33 4 0 58 0 1 31 32 5 1 70
公的研究機関 0 1 6 3 0 0 10 0 0 2 3 0 0 5 0 1 12 7 2 0 22 0 1 2 7 1 0 11
民間企業 0 1 4 3 0 0 8 0 0 11 13 1 0 25 1 0 11 4 0 0 16 1 3 9 10 3 0 26
その他 0 1 1 0 0 0 2 0 0 1 2 0 0 3 0 0 4 2 0 0 6 0 1 0 1 0 0 2
業務内容 主に研究 2 2 12 6 0 0 22 0 3 19 17 2 0 41 0 4 16 19 0 0 39 0 1 17 20 6 1 45
主にマネージメント 0 0 8 6 0 0 14 0 0 8 12 1 0 21 1 0 9 5 1 0 16 0 2 1 7 2 0 12
研究とマネージメントが半々 0 4 12 14 1 0 31 0 0 10 11 2 0 23 0 1 13 12 4 0 30 1 3 19 14 0 0 37
その他 1 1 9 8 0 0 19 0 0 5 7 0 0 12 0 0 7 10 1 0 18 0 0 5 9 1 0 15
職業性格区分 基礎研究 2 3 23 19 0 0 47 0 1 14 16 1 0 32 0 3 16 25 1 0 45 0 2 24 32 7 1 66
応用研究 0 4 21 16 1 0 42 0 3 25 23 2 0 53 0 3 23 18 4 0 48 0 4 18 25 3 1 51
開発研究 0 3 6 5 1 0 15 0 0 7 13 2 0 22 0 2 16 8 2 0 28 1 2 12 18 1 0 34
その他 1 0 3 3 0 0 7 0 0 3 5 0 0 8 0 0 5 3 0 0 8 0 1 0 3 0 0 4
職位 学長等クラス（理事長、社長等 0 1 0 1 1 0 3 0 0 1 1 1 0 3 0 0 1 2 0 0 3 0 0 0 1 0 0 1
所長・部室長クラス（教授等） 3 4 34 30 1 0 72 0 2 32 42 3 0 79 1 3 40 39 5 0 88 0 5 31 45 7 0 88
主任・研究員クラス（助教授等 0 1 7 3 0 0 11 0 1 9 4 1 0 15 0 2 4 5 1 0 12 1 1 11 3 2 1 19
 全有効回答者（属性無回答を含む） 3 7 41 34 2 0 87 0 3 42 48 5 0 98 1 5 45 46 6 0 103 1 6 42 50 9 1 109
注：職位の区分は以下の通りである。「学長クラス」は学長、理事長、社長等。「所長・部室長クラス」は研究所長、大学の学部長、部・
室・グループ長、大学の教授等。「主任・研究員クラス」は主任研究員、大学の助教授、研究チーム内のサブリーダー的存在、研究
））
問18. 本分野では、我が国の産学連携における企業の満足度は、昨年と比較してどうですか。
エネルギー分野 ものづくり技術分野 社会基盤分野 フロンティア分野
属性 6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6
性別 男性 3 13 35 41 12 0 104 1 9 32 44 7 2 95 3 4 46 45 5 0 103 2 12 36 24 2 0 76
女性 0 1 0 0 0 0 1 0 0 0 1 0 0 1 0 0 0 1 0 0 1 0 0 0 1 0 0 1
年齢 39歳未満 1 1 0 2 1 0 5 0 0 1 0 0 0 1 0 0 1 2 0 0 3 0 0 1 0 0 0 1
40～49歳 1 4 10 13 5 0 33 0 5 13 12 1 1 32 2 0 15 17 4 0 38 2 3 5 10 0 0 20
50～59歳 1 8 16 22 4 0 51 1 3 12 26 6 0 48 1 4 22 21 1 0 49 0 9 22 11 2 0 44
60歳以上 0 1 8 4 1 0 14 0 1 6 6 0 1 14 0 0 8 6 0 0 14 0 0 8 4 0 0 12
所属機関 大学 2 8 21 19 10 0 60 0 5 19 29 7 1 61 2 1 32 25 5 0 65 1 7 19 10 1 0 38
公的研究機関 0 1 3 6 1 0 11 0 0 4 6 0 0 10 1 0 4 7 0 0 12 1 4 6 8 1 0 20
民間企業 0 5 10 14 1 0 30 1 4 9 9 0 1 24 0 2 9 11 0 0 22 0 1 8 5 0 0 14
その他 1 0 1 2 0 0 4 0 0 0 1 0 0 1 0 1 1 2 0 0 4 0 0 3 1 0 0 4
業務内容 主に研究 1 4 12 10 6 0 33 0 0 13 19 4 1 37 1 2 20 17 2 0 42 0 9 16 11 2 0 38
主にマネージメント 1 2 8 13 1 0 25 0 0 7 7 0 0 14 0 1 7 7 0 0 15 0 1 6 7 0 0 14
研究とマネージメントが半々 1 6 12 15 4 0 38 1 8 7 10 1 1 28 2 0 12 16 3 0 33 2 2 10 6 0 0 20
その他 0 2 3 3 1 0 9 0 1 5 9 2 0 17 0 1 7 6 0 0 14 0 0 4 2 0 0 6
職業性格区分 基礎研究 0 6 17 17 5 0 45 0 5 10 19 3 0 37 0 1 26 15 1 0 43 0 6 14 14 1 0 35
応用研究 2 8 15 15 7 0 47 0 2 17 30 5 1 55 3 2 22 29 4 0 60 1 6 9 8 1 0 25
開発研究 0 6 16 16 4 0 42 1 5 13 14 3 2 38 0 0 15 13 0 0 28 1 6 13 11 0 0 31
その他 1 1 3 3 1 0 9 0 0 4 3 0 0 7 0 1 5 5 0 0 11 0 1 5 1 0 0 7
職位 学長等クラス（理事長、社長等 0 0 1 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 1 0 0 2 0 0 0 2 0 0 2 0 0 0 2
所長・部室長クラス（教授等） 1 11 28 32 9 0 81 1 9 28 37 6 1 82 3 3 35 32 4 0 77 0 10 29 19 2 0 60
主任・研究員クラス（助教授等 2 3 6 9 3 0 23 0 0 2 7 1 0 10 0 1 9 13 1 0 24 2 2 5 7 0 0 16
 全有効回答者（属性無回答を含む） 3 14 35 41 12 0 105 1 9 32 45 7 2 96 3 4 46 46 5 0 104 2 12 36 25 2 0 77
注：職位の区分は以下の通りである。「学長クラス」は学長、理事長、社長等。「所長・部室長クラス」は研究所長、大学の学部長、部・
室・グループ長、大学の教授等。「主任・研究員クラス」は主任研究員、大学の助教授、研究チーム内のサブリーダー的存在、研究
））
問20. 我が国の大学や公的研究機関の研究成果が実用化されるまでにおいて、本分野の研究費などの資金に関する我が国の制度上の障壁およびその運用上の問題点はどうですか。①研究費などの資金に関する制度上
ライフサイエンス分野 情報通信分野 環境分野 ナノテクノロジー・材料分野
属性 6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6
性別 男性 32 46 11 3 4 0 96 20 42 18 15 3 0 98 24 55 21 4 3 0 107 21 44 23 13 7 1 109
女性 4 2 0 0 1 0 7 0 0 0 0 0 0 0 3 4 1 1 0 0 9 0 0 0 0 0 1 1
年齢 39歳未満 1 1 0 0 0 0 2 0 2 0 1 0 0 3 1 1 0 0 0 0 2 0 0 1 0 0 0 1
40～49歳 6 11 3 1 2 0 23 7 16 9 3 1 0 36 9 16 4 3 1 0 33 9 11 7 5 4 1 37
50～59歳 25 30 6 2 2 0 65 8 18 9 9 2 0 46 12 34 15 1 1 0 63 10 28 11 6 3 1 59
60歳以上 4 6 2 0 1 0 13 5 6 0 2 0 0 13 5 6 3 1 1 0 16 2 5 4 1 0 0 12
所属機関 大学 29 34 7 3 5 0 78 15 27 11 11 2 0 66 18 30 15 3 2 0 68 16 26 17 9 4 0 72
公的研究機関 5 8 1 0 0 0 14 1 2 1 1 0 0 5 7 17 1 0 1 0 26 4 5 0 1 0 1 11
民間企業 0 6 2 0 0 0 8 4 11 5 2 1 0 23 1 7 5 2 0 0 15 1 12 5 3 3 1 25
その他 2 0 1 0 0 0 3 0 1 1 1 0 0 3 1 4 1 0 0 0 6 0 1 1 0 0 0 2
業務内容 主に研究 9 13 1 1 3 0 27 10 14 7 7 2 0 40 17 15 8 4 2 0 46 8 20 12 4 2 1 47
主にマネージメント 3 10 4 0 0 0 17 3 11 4 2 0 0 20 3 8 5 0 0 0 16 0 5 3 3 1 0 12
研究とマネージメントが半々 13 16 3 1 2 0 35 5 9 5 5 0 0 24 4 24 5 0 0 0 33 9 15 4 4 3 1 36
その他 11 8 3 1 0 0 23 2 7 2 1 1 0 13 3 12 4 1 1 0 21 4 4 4 2 1 0 15
職業性格区分 基礎研究 19 26 6 2 3 0 56 7 10 7 6 1 0 31 15 26 10 2 1 0 54 15 21 15 10 5 1 67
応用研究 17 19 5 2 3 0 46 14 22 8 8 2 0 54 13 29 8 2 2 0 54 14 23 10 3 2 1 53
開発研究 3 11 2 0 0 0 16 5 10 6 3 0 0 24 7 17 4 2 0 0 30 5 15 6 3 2 2 33
その他 6 3 2 0 0 0 11 0 6 2 1 0 0 9 2 3 4 0 0 0 9 1 0 2 1 0 0 4
職位 学長等クラス（理事長、社長等 0 3 0 0 0 0 3 2 1 0 0 0 0 3 1 1 1 0 0 0 3 0 0 0 0 1 0 1
所長・部室長クラス（教授等） 30 41 8 2 5 0 86 15 32 17 12 3 0 79 23 51 17 5 2 0 98 13 39 19 12 3 2 88
主任・研究員クラス（助教授等 5 4 2 1 0 0 12 3 8 1 3 0 0 15 3 7 4 0 1 0 15 8 5 3 1 3 0 20
 全有効回答者（属性無回答を含む） 36 48 11 3 5 0 103 20 42 18 15 3 0 98 27 59 22 5 3 0 116 21 44 23 13 7 2 110
注：職位の区分は以下の通りである。「学長クラス」は学長、理事長、社長等。「所長・部室長クラス」は研究所長、大学の学部長、部・
室・グループ長、大学の教授等。「主任・研究員クラス」は主任研究員、大学の助教授、研究チーム内のサブリーダー的存在、研究
問20. 我が国の大学や公的研究機関の研究成果が実用化されるまでにおいて、本分野の研究費などの資金に関する我が国の制度上の障壁およびその運用上の問題点はどうですか。①研究費などの資金に関する制度上
1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6
性別 男性 21 41 25 9 9 1 106 14 41 25 11 5 0 96 10 53 31 8 5 1 108 20 35 20 2 3 0 80
女性 0 1 0 0 0 0 1 0 0 1 0 0 0 1 0 0 1 0 0 0 1 2 0 0 0 0 0 2
年齢 39歳未満 2 2 0 0 0 1 5 1 0 0 0 0 0 1 0 2 0 1 0 0 3 1 0 0 0 0 0 1
40～49歳 7 11 8 2 5 0 33 5 14 7 4 3 0 33 5 16 12 3 1 1 38 6 12 5 0 0 0 23
50～59歳 12 24 12 4 2 0 54 6 25 12 4 1 0 48 4 29 16 1 1 0 51 14 18 11 2 1 0 46
60歳以上 0 4 4 3 2 0 13 2 2 6 3 1 0 14 1 6 4 3 3 0 17 1 5 4 0 2 0 12
所属機関 大学 17 22 12 7 5 1 64 10 24 17 9 3 0 63 9 29 20 6 5 1 70 12 17 10 0 2 0 41
公的研究機関 0 6 4 0 1 0 11 1 6 2 1 1 0 11 1 7 5 0 0 0 13 10 8 3 1 0 0 22
民間企業 3 11 9 2 3 0 28 3 11 6 1 1 0 22 0 15 5 1 0 0 21 0 7 6 0 1 0 14
その他 1 3 0 0 0 0 4 0 0 1 0 0 0 1 0 2 1 1 0 0 4 0 2 1 1 0 0 4
業務内容 主に研究 8 11 8 4 2 1 34 7 14 10 5 2 0 38 5 22 9 4 3 0 43 15 15 8 1 1 0 40
主にマネージメント 1 11 5 3 4 0 24 0 7 3 1 1 0 12 1 9 5 0 0 0 15 0 8 6 0 0 0 14
研究とマネージメントが半々 8 17 10 0 3 0 38 4 15 9 1 0 0 29 3 11 15 4 1 1 35 6 9 4 1 2 0 22
その他 4 3 2 2 0 0 11 3 5 4 4 2 0 18 1 11 3 0 1 0 16 1 4 2 0 0 0 7
職業性格区分 基礎研究 13 18 9 4 6 0 50 7 13 8 8 4 0 40 7 22 12 3 3 0 47 15 12 10 1 1 0 39
応用研究 13 16 11 5 2 1 48 7 25 15 7 1 0 55 4 34 21 4 2 1 66 9 12 5 0 0 0 26
開発研究 6 18 10 3 5 0 42 3 22 9 4 2 0 40 1 18 7 1 3 0 30 8 11 9 1 2 0 31
その他 1 4 1 0 2 0 8 0 2 3 1 0 0 6 0 7 3 0 1 0 11 0 5 2 0 0 0 7
職位 学長等クラス（理事長、社長等） 0 0 0 1 0 0 1 0 1 0 0 0 0 1 0 1 1 0 0 0 2 0 1 1 0 0 0 2
所長・部室長クラス（教授等） 14 36 21 7 6 0 84 11 36 22 10 4 0 83 9 40 23 5 4 1 82 15 27 16 2 3 0 63
主任・研究員クラス（助教授等） 7 6 4 1 3 1 22 3 3 3 1 1 0 11 1 11 8 3 1 0 24 7 8 3 0 0 0 18
21 42 25 9 9 1 107 14 41 26 11 5 0 97 10 53 32 8 5 1 109 22 35 20 2 3 0 82
社会基盤分野
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
フロンティア分野
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
注：職位の区分は以下の通りである。「学長クラス」は学長、理事長、社長等。「所長・部室長クラス」は研究所長、大学の学部長、部・
室・グループ長、大学の教授等。「主任・研究員クラス」は主任研究員、大学の助教授、研究チーム内のサブリーダー的存在、研究
エネルギー分野 ものづくり技術分野
 全有効回答者（属性無回答を含む）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
合計
（人）
6点尺度回答者数（人）属性
））
問20. 我が国の大学や公的研究機関の研究成果が実用化されるまでにおいて、本分野の研究費などの資金に関する我が国の制度上の障壁およびその運用上の問題点はどうですか。②研究費などの資金に関する制度の
ライフサイエンス分野 情報通信分野 環境分野 ナノテクノロジー・材料分野
属性 6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6
性別 男性 36 41 11 3 5 0 96 23 46 21 8 0 0 98 29 50 19 5 4 1 108 21 54 18 11 4 1 109
女性 4 2 1 0 0 0 7 0 0 0 0 0 0 0 3 4 1 1 0 0 9 0 0 0 0 0 1 1
年齢 39歳未満 1 0 1 0 0 0 2 0 3 0 0 0 0 3 1 1 0 0 0 0 2 0 0 1 0 0 0 1
40～49歳 6 11 3 1 2 0 23 8 15 11 2 0 0 36 11 11 7 3 1 0 33 6 18 6 3 3 1 37
50～59歳 30 25 6 2 2 0 65 9 23 9 5 0 0 46 14 37 11 0 1 1 64 13 29 9 6 1 1 59
60歳以上 3 7 2 0 1 0 13 6 5 1 1 0 0 13 6 3 2 3 2 0 16 2 7 1 2 0 0 12
所属機関 大学 30 33 7 3 5 0 78 18 30 13 5 0 0 66 22 27 11 5 2 1 68 17 33 12 7 3 0 72
公的研究機関 6 6 2 0 0 0 14 2 3 0 0 0 0 5 7 13 4 0 2 0 26 4 5 0 1 0 1 11
民間企業 2 3 3 0 0 0 8 3 12 6 2 0 0 23 1 9 5 1 0 0 16 0 15 5 3 1 1 25
その他 2 1 0 0 0 0 3 0 1 1 1 0 0 3 2 4 0 0 0 0 6 0 1 1 0 0 0 2
業務内容 主に研究 10 11 2 1 3 0 27 10 18 9 3 0 0 40 17 13 10 3 2 1 46 8 25 6 5 2 1 47
主にマネージメント 4 8 5 0 0 0 17 3 11 4 2 0 0 20 2 11 3 0 1 0 17 0 7 2 3 0 0 12
研究とマネージメントが半々 14 17 2 0 2 0 35 7 12 4 1 0 0 24 6 22 3 2 0 0 33 9 17 5 3 1 1 36
その他 12 6 3 2 0 0 23 3 5 3 2 0 0 13 7 8 4 1 1 0 21 4 5 5 0 1 0 15
職業性格区分 基礎研究 20 25 6 1 4 0 56 8 13 7 3 0 0 31 17 24 10 2 1 0 54 15 29 11 7 4 1 67
応用研究 19 17 5 2 3 0 46 15 26 9 3 0 0 53 16 23 8 3 3 1 54 14 28 6 4 0 1 53
開発研究 4 8 4 0 0 0 16 7 11 3 3 0 0 24 9 15 4 2 0 0 30 4 19 4 3 1 2 33
その他 6 2 3 0 0 0 11 3 3 2 1 0 0 9 3 3 3 0 0 0 9 1 1 2 0 0 0 4
職位 学長等クラス（理事長、社長等 0 3 0 0 0 0 3 2 1 0 0 0 0 3 1 1 1 0 0 0 3 0 0 0 1 0 0 1
所長・部室長クラス（教授等） 34 37 8 2 5 0 86 17 37 18 7 0 0 79 27 48 16 4 3 1 99 16 46 13 9 2 2 88
主任・研究員クラス（助教授等 5 2 4 1 0 0 12 4 8 2 1 0 0 15 4 5 3 2 1 0 15 5 8 4 1 2 0 20
 全有効回答者（属性無回答を含む） 40 43 12 3 5 0 103 23 46 21 8 0 0 98 32 54 20 6 4 1 117 21 54 18 11 4 2 110
注：職位の区分は以下の通りである。「学長クラス」は学長、理事長、社長等。「所長・部室長クラス」は研究所長、大学の学部長、部・
室・グループ長、大学の教授等。「主任・研究員クラス」は主任研究員、大学の助教授、研究チーム内のサブリーダー的存在、研究
問20. 我が国の大学や公的研究機関の研究成果が実用化されるまでにおいて、本分野の研究費などの資金に関する我が国の制度上の障壁およびその運用上の問題点はどうですか。②研究費などの資金に関する制度の
1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6
性別 男性 25 45 20 12 4 0 106 16 46 25 6 3 0 96 14 63 21 7 3 0 108 21 33 21 3 2 0 80
女性 0 1 0 0 0 0 1 0 0 1 0 0 0 1 0 0 1 0 0 0 1 2 0 0 0 0 0 2
年齢 39歳未満 3 2 0 0 0 0 5 0 1 0 0 0 0 1 1 1 1 0 0 0 3 1 0 0 0 0 0 1
40～49歳 8 14 7 2 2 0 33 6 18 8 1 1 0 34 7 20 7 3 1 0 38 6 13 4 0 0 0 23
50～59歳 13 23 11 5 2 0 54 8 25 10 3 1 0 47 6 32 11 2 0 0 51 15 16 11 2 2 0 46
60歳以上 1 5 2 5 0 0 13 2 2 7 2 1 0 14 0 10 3 2 2 0 17 1 4 6 1 0 0 12
所属機関 大学 22 24 7 9 2 0 64 12 29 15 5 2 0 63 8 41 13 6 2 0 70 14 14 11 2 0 0 41
公的研究機関 0 6 4 0 1 0 11 1 6 4 0 0 0 11 4 7 2 0 0 0 13 9 10 3 0 0 0 22
民間企業 3 13 8 3 1 0 28 3 11 6 1 1 0 22 2 13 6 0 0 0 21 0 6 6 0 2 0 14
その他 0 3 1 0 0 0 4 0 0 1 0 0 0 1 0 1 1 1 1 0 4 0 2 1 1 0 0 4
業務内容 主に研究 11 14 5 3 1 0 34 9 13 13 2 1 0 38 6 27 5 4 1 0 43 17 13 10 0 0 0 40
主にマネージメント 1 10 6 5 2 0 24 0 6 5 0 1 0 12 4 6 5 0 0 0 15 0 8 5 0 1 0 14
研究とマネージメントが半々 8 20 8 1 1 0 38 5 19 4 1 0 0 29 4 19 10 2 0 0 35 5 9 4 3 1 0 22
その他 5 2 1 3 0 0 11 2 8 4 3 1 0 18 0 11 2 1 2 0 16 1 4 2 0 0 0 7
職業性格区分 基礎研究 16 17 8 7 2 0 50 9 15 11 4 2 0 41 7 28 6 5 1 0 47 16 12 11 0 0 0 39
応用研究 13 23 6 5 1 0 48 8 30 14 2 1 0 55 8 41 14 2 1 0 66 8 12 4 1 1 0 26
開発研究 5 19 12 4 2 0 42 5 23 9 2 1 0 40 2 18 7 1 2 0 30 7 11 10 2 1 0 31
その他 2 3 0 1 2 0 8 0 1 5 0 0 0 6 1 5 3 0 2 0 11 0 5 2 0 0 0 7
職位 学長等クラス（理事長、社長等） 0 0 0 1 0 0 1 0 1 0 0 0 0 1 0 1 1 0 0 0 2 0 1 1 0 0 0 2
所長・部室長クラス（教授等） 17 39 16 10 2 0 84 14 38 22 6 3 0 83 11 48 16 5 2 0 82 16 26 16 3 2 0 63
主任・研究員クラス（助教授等） 8 7 4 1 2 0 22 2 6 3 0 0 0 11 3 13 5 2 1 0 24 7 7 4 0 0 0 18
25 46 20 12 4 0 107 16 46 26 6 3 0 97 14 63 22 7 3 0 109 23 33 21 3 2 0 82
注：職位の区分は以下の通りである。「学長クラス」は学長、理事長、社長等。「所長・部室長クラス」は研究所長、大学の学部長、部・
室・グループ長、大学の教授等。「主任・研究員クラス」は主任研究員、大学の助教授、研究チーム内のサブリーダー的存在、研究
エネルギー分野 ものづくり技術分野
 全有効回答者（属性無回答を含む）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
合計
（人）
6点尺度回答者数（人）属性
社会基盤分野
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
フロンティア分野
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
））
問21. 我が国の大学や公的研究機関の研究成果が実用化されるまでにおいて、本分野の研究人材に関する我が国の制度上の障壁およびその運用上の問題点はどうですか。①研究人材に関する制度上の障壁
ライフサイエンス分野 情報通信分野 環境分野 ナノテクノロジー・材料分野
属性 6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6
性別 男性 22 33 23 8 6 0 92 5 32 38 15 8 1 99 10 47 33 13 2 1 106 11 46 32 13 6 0 108
女性 3 2 0 0 1 0 6 0 0 0 0 0 0 0 1 3 5 0 0 0 9 0 0 0 0 0 1 1
年齢 39歳未満 1 0 0 0 1 0 2 0 0 1 1 1 0 3 0 1 0 1 0 0 2 0 0 1 0 0 0 1
40～49歳 7 6 4 3 2 0 22 1 13 15 6 2 0 37 3 15 9 4 0 1 32 3 12 14 4 3 1 37
50～59歳 15 24 15 4 4 0 62 3 15 18 5 4 1 46 7 24 24 6 2 0 63 7 29 14 6 2 0 58
60歳以上 2 5 4 1 0 0 12 1 4 4 3 1 0 13 1 9 4 2 0 0 16 1 5 3 2 1 0 12
所属機関 大学 19 26 17 7 6 0 75 4 17 27 11 7 1 67 7 29 21 8 1 1 67 8 33 21 4 6 0 72
公的研究機関 4 4 3 0 1 0 12 0 3 2 0 0 0 5 3 13 7 3 0 0 26 3 5 2 1 0 0 11
民間企業 1 3 3 1 0 0 8 1 11 6 4 1 0 23 1 5 7 2 0 0 15 0 8 8 7 0 1 24
その他 1 2 0 0 0 0 3 0 0 3 0 0 0 3 0 2 3 0 1 0 6 0 0 1 1 0 0 2
業務内容 主に研究 10 5 4 1 5 0 25 1 10 15 9 6 1 42 3 21 14 5 1 1 45 4 21 14 4 4 0 47
主にマネージメント 3 7 6 1 0 0 17 1 10 5 2 1 0 19 1 4 5 6 0 0 16 1 2 4 4 0 0 11
研究とマネージメントが半々 5 14 8 4 1 0 32 1 9 10 3 1 0 24 6 11 14 1 1 0 33 4 19 9 3 0 1 36
その他 7 8 5 2 1 0 23 2 2 8 1 0 0 13 1 14 5 1 0 0 21 2 4 5 2 2 0 15
職業性格区分 基礎研究 16 17 11 5 4 0 53 2 10 16 3 2 0 33 1 31 16 4 0 1 53 10 27 19 6 4 0 66
応用研究 8 18 11 5 2 0 44 1 17 19 11 5 1 54 5 27 12 7 2 1 54 6 26 12 5 3 0 52
開発研究 4 4 4 3 1 0 16 2 6 11 3 1 0 23 4 11 10 5 0 0 30 1 12 12 6 1 1 33
その他 3 5 2 0 0 0 10 2 3 3 0 1 0 9 2 3 4 0 0 0 9 0 1 3 0 0 0 4
職位 学長等クラス（理事長、社長等 0 3 0 0 0 0 3 1 1 0 1 0 0 3 1 0 2 0 0 0 3 0 1 0 0 0 0 1
所長・部室長クラス（教授等） 21 28 20 6 6 0 81 4 26 31 10 7 1 79 10 44 27 13 2 1 97 8 38 26 11 3 1 87
主任・研究員クラス（助教授等 3 3 3 2 1 0 12 0 4 7 4 1 0 16 0 6 9 0 0 0 15 3 7 5 2 3 0 20
 全有効回答者（属性無回答を含む） 25 35 23 8 7 0 98 5 32 38 15 8 1 99 11 50 38 13 2 1 115 11 46 32 13 6 1 109
注：職位の区分は以下の通りである。「学長クラス」は学長、理事長、社長等。「所長・部室長クラス」は研究所長、大学の学部長、部・
室・グループ長、大学の教授等。「主任・研究員クラス」は主任研究員、大学の助教授、研究チーム内のサブリーダー的存在、研究
））
問21. 我が国の大学や公的研究機関の研究成果が実用化されるまでにおいて、本分野の研究人材に関する我が国の制度上の障壁およびその運用上の問題点はどうですか。①研究人材に関する制度上の障壁
エネルギー分野 ものづくり技術分野 社会基盤分野 フロンティア分野
属性 6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6
性別 男性 11 34 34 18 10 1 108 4 44 24 17 7 1 97 6 48 27 21 4 1 107 8 30 26 11 4 0 79
女性 0 1 0 0 0 0 1 0 0 1 0 0 0 1 0 1 0 0 0 0 1 1 1 0 0 0 0 2
年齢 39歳未満 0 2 1 1 1 0 5 0 1 0 0 0 0 1 0 2 0 0 0 1 3 1 0 1 0 0 0 2
40～49歳 4 8 12 6 3 0 33 3 15 10 4 1 0 33 2 13 9 10 3 0 37 3 6 10 3 1 0 23
50～59歳 6 21 14 7 5 1 54 1 22 10 9 6 1 49 3 26 17 5 0 0 51 5 19 13 7 0 0 44
60歳以上 1 4 5 4 1 0 15 0 6 4 4 0 0 14 1 8 1 6 1 0 17 0 6 2 1 3 0 12
所属機関 大学 10 22 16 11 6 0 65 3 26 19 11 4 0 63 6 32 16 12 3 0 69 5 16 15 4 1 0 41
公的研究機関 0 5 5 1 0 0 11 0 3 3 2 2 1 11 0 6 4 2 1 0 13 4 10 5 2 0 0 21
民間企業 0 7 12 6 3 1 29 1 15 2 4 1 0 23 0 10 6 4 0 1 21 0 3 4 5 2 0 14
その他 1 1 1 0 1 0 4 0 0 1 0 0 0 1 0 1 1 2 0 0 4 0 2 2 0 0 0 4
業務内容 主に研究 6 8 13 5 3 0 35 3 12 10 8 4 1 38 4 24 5 7 2 0 42 5 13 15 5 2 0 40
主にマネージメント 1 7 8 4 3 1 24 0 8 2 2 1 0 13 0 6 4 5 0 0 15 0 5 4 4 1 0 14
研究とマネージメントが半々 1 17 12 7 2 0 39 1 15 6 6 1 0 29 2 11 14 6 1 1 35 3 10 5 2 1 0 21
その他 3 3 1 2 2 0 11 0 9 7 1 1 0 18 0 8 4 3 1 0 16 1 4 2 0 0 0 7
職業性格区分 基礎研究 6 13 15 10 6 0 50 3 14 10 10 3 0 40 6 19 10 10 1 0 46 6 9 17 5 1 0 38
応用研究 4 19 14 8 4 0 49 0 28 15 7 5 1 56 2 32 19 10 3 0 66 4 12 8 1 0 0 25
開発研究 3 12 13 10 4 1 43 1 17 12 8 2 0 40 0 12 9 6 2 1 30 4 11 7 5 3 0 30
その他 1 3 2 0 2 0 8 0 2 2 2 0 0 6 0 6 2 3 0 0 11 0 5 1 1 0 0 7
職位 学長等クラス（理事長、社長等 0 0 1 0 0 0 1 0 0 0 1 0 0 1 0 1 0 1 0 0 2 0 0 0 2 0 0 2
所長・部室長クラス（教授等） 9 30 25 15 6 1 86 4 40 18 15 7 0 84 5 37 22 13 4 0 81 5 26 20 8 2 0 61
主任・研究員クラス（助教授等 2 5 8 3 4 0 22 0 3 6 1 0 1 11 1 10 5 7 0 1 24 4 6 6 1 2 0 19
 全有効回答者（属性無回答を含む） 11 35 34 18 10 1 109 4 44 25 17 7 1 98 6 49 27 21 4 1 108 9 31 26 11 4 0 81
注：職位の区分は以下の通りである。「学長クラス」は学長、理事長、社長等。「所長・部室長クラス」は研究所長、大学の学部長、部・
室・グループ長、大学の教授等。「主任・研究員クラス」は主任研究員、大学の助教授、研究チーム内のサブリーダー的存在、研究
））
問21. 我が国の大学や公的研究機関の研究成果が実用化されるまでにおいて、本分野の研究人材に関する我が国の制度上の障壁およびその運用上の問題点はどうですか。②研究人材に関する制度の運用上の問題点
ライフサイエンス分野 情報通信分野 環境分野 ナノテクノロジー・材料分野
属性 6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6
性別 男性 25 30 23 8 6 0 92 5 36 38 14 6 0 99 10 54 26 15 0 1 106 12 45 26 19 6 0 108
女性 3 2 0 0 1 0 6 0 0 0 0 0 0 0 1 2 4 1 1 0 9 0 0 0 0 0 1 1
年齢 39歳未満 1 0 0 0 1 0 2 0 0 1 1 1 0 3 1 1 0 0 0 0 2 0 0 1 0 0 0 1
40～49歳 8 5 3 4 2 0 22 1 13 17 4 2 0 37 2 17 7 5 1 1 33 3 11 11 8 3 1 37
50～59歳 17 22 16 3 4 0 62 3 18 16 7 2 0 46 7 26 22 7 0 0 62 8 27 14 7 2 0 58
60歳以上 2 5 4 1 0 0 12 1 5 4 2 1 0 13 1 10 1 4 0 0 16 1 7 0 3 1 0 12
所属機関 大学 21 24 18 6 6 0 75 4 19 26 12 6 0 67 6 32 18 9 1 1 67 9 33 17 7 6 0 72
公的研究機関 5 3 3 0 1 0 12 0 3 2 0 0 0 5 4 13 6 3 0 0 26 3 4 1 3 0 0 11
民間企業 1 3 2 2 0 0 8 1 13 7 2 0 0 23 1 6 4 4 0 0 15 0 7 8 8 0 1 24
その他 1 2 0 0 0 0 3 0 0 3 0 0 0 3 0 4 2 0 0 0 6 0 1 0 1 0 0 2
業務内容 主に研究 10 4 5 1 5 0 25 2 12 13 10 5 0 42 3 22 14 6 0 1 46 4 22 12 5 4 0 47
主にマネージメント 4 6 5 2 0 0 17 1 11 6 1 0 0 19 2 4 3 7 0 0 16 1 3 3 4 0 0 11
研究とマネージメントが半々 7 13 7 4 1 0 32 0 11 10 2 1 0 24 5 16 10 1 1 0 33 5 17 6 7 0 1 36
その他 7 8 6 1 1 0 23 2 1 9 1 0 0 13 1 14 3 2 0 0 20 2 3 5 3 2 0 15
職業性格区分 基礎研究 17 18 9 5 4 0 53 2 12 14 3 2 0 33 1 32 14 5 0 1 53 10 28 16 8 4 0 66
応用研究 11 15 11 5 2 0 44 2 20 18 9 5 0 54 6 28 9 8 1 1 53 7 25 9 8 3 0 52
開発研究 4 4 3 4 1 0 16 1 7 12 3 0 0 23 3 15 9 3 0 0 30 1 10 11 9 1 1 33
その他 3 4 3 0 0 0 10 1 3 4 1 0 0 9 2 4 2 1 0 0 9 0 1 1 2 0 0 4
職位 学長等クラス（理事長、社長等 0 3 0 0 0 0 3 1 1 1 0 0 0 3 1 0 2 0 0 0 3 0 1 0 0 0 0 1
所長・部室長クラス（教授等） 24 24 21 6 6 0 81 4 30 28 12 5 0 79 10 48 23 15 0 1 97 9 38 22 14 3 1 87
主任・研究員クラス（助教授等 3 4 2 2 1 0 12 0 4 9 2 1 0 16 0 8 5 1 1 0 15 3 6 4 4 3 0 20
 全有効回答者（属性無回答を含む） 28 32 23 8 7 0 98 5 36 38 14 6 0 99 11 56 30 16 1 1 115 12 45 26 19 6 1 109
注：職位の区分は以下の通りである。「学長クラス」は学長、理事長、社長等。「所長・部室長クラス」は研究所長、大学の学部長、部・
室・グループ長、大学の教授等。「主任・研究員クラス」は主任研究員、大学の助教授、研究チーム内のサブリーダー的存在、研究
））
問21. 我が国の大学や公的研究機関の研究成果が実用化されるまでにおいて、本分野の研究人材に関する我が国の制度上の障壁およびその運用上の問題点はどうですか。②研究人材に関する制度の運用上の問題点
エネルギー分野 ものづくり技術分野 社会基盤分野 フロンティア分野
属性 6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6
性別 男性 11 33 41 15 6 1 107 4 48 23 17 4 1 97 4 52 29 18 3 1 107 8 34 22 12 3 0 79
女性 0 1 0 0 0 0 1 0 0 1 0 0 0 1 0 0 1 0 0 0 1 1 1 0 0 0 0 2
年齢 39歳未満 1 1 2 0 1 0 5 0 1 0 0 0 0 1 0 2 0 0 0 1 3 1 1 0 0 0 0 2
40～49歳 5 6 14 6 2 0 33 3 14 10 6 0 0 33 1 16 10 8 2 0 37 3 9 7 3 1 0 23
50～59歳 5 22 17 6 2 1 53 1 25 12 6 4 1 49 3 25 18 5 0 0 51 5 20 12 7 0 0 44
60歳以上 0 4 7 3 1 0 15 0 8 1 5 0 0 14 0 9 2 5 1 0 17 0 5 3 2 2 0 12
所属機関 大学 10 20 21 10 3 0 64 4 30 13 13 3 0 63 4 31 20 12 2 0 69 5 18 12 5 1 0 41
公的研究機関 0 4 7 0 0 0 11 0 4 5 1 0 1 11 0 8 4 0 1 0 13 4 11 4 2 0 0 21
民間企業 0 9 12 5 2 1 29 0 14 5 3 1 0 23 0 12 5 3 0 1 21 0 4 4 5 1 0 14
その他 1 1 1 0 1 0 4 0 0 1 0 0 0 1 0 1 0 3 0 0 4 0 2 2 0 0 0 4
業務内容 主に研究 5 10 14 4 2 0 35 4 16 7 8 2 1 38 2 26 5 7 2 0 42 5 17 10 6 2 0 40
主にマネージメント 1 7 9 3 3 1 24 0 8 3 1 1 0 13 0 7 5 3 0 0 15 0 5 4 4 1 0 14
研究とマネージメントが半々 2 14 16 7 0 0 39 0 16 7 6 0 0 29 2 13 14 5 0 1 35 3 9 7 2 0 0 21
その他 3 3 2 1 1 0 10 0 8 7 2 1 0 18 0 6 6 3 1 0 16 1 5 1 0 0 0 7
職業性格区分 基礎研究 6 12 19 9 3 0 49 3 18 8 10 1 0 40 4 21 11 9 1 0 46 6 13 12 6 1 0 38
応用研究 4 19 17 6 2 0 48 1 30 13 8 3 1 56 2 34 17 11 2 0 66 4 14 6 1 0 0 25
開発研究 4 13 14 9 2 1 43 0 17 12 10 1 0 40 0 15 7 5 2 1 30 4 12 6 6 2 0 30
その他 1 2 3 0 2 0 8 0 2 3 1 0 0 6 0 6 3 2 0 0 11 0 5 2 0 0 0 7
職位 学長等クラス（理事長、社長等 0 0 1 0 0 0 1 0 0 0 1 0 0 1 0 1 1 0 0 0 2 0 0 0 2 0 0 2
所長・部室長クラス（教授等） 8 30 31 12 3 1 85 3 45 19 13 4 0 84 4 40 22 12 3 0 81 5 29 17 8 2 0 61
主任・研究員クラス（助教授等 3 4 9 3 3 0 22 1 2 4 3 0 1 11 0 10 7 6 0 1 24 4 7 5 2 1 0 19
 全有効回答者（属性無回答を含む） 11 34 41 15 6 1 108 4 48 24 17 4 1 98 4 52 30 18 3 1 108 9 35 22 12 3 0 81
注：職位の区分は以下の通りである。「学長クラス」は学長、理事長、社長等。「所長・部室長クラス」は研究所長、大学の学部長、部・
室・グループ長、大学の教授等。「主任・研究員クラス」は主任研究員、大学の助教授、研究チーム内のサブリーダー的存在、研究
））
問22. 我が国の大学や公的研究機関の研究成果が実用化されるまでにおいて、本分野の研究成果の実用化や普及に関する我が国の制度上の障壁およびその運用上の問題点はどうですか。①研究成果や実用化の普及
ライフサイエンス分野 情報通信分野 環境分野 ナノテクノロジー・材料分野
属性 6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6
性別 男性 15 33 29 10 3 0 90 7 32 29 17 13 1 99 9 32 35 20 3 2 101 6 39 38 21 5 0 109
女性 3 3 0 0 0 0 6 0 0 0 0 0 0 0 1 3 2 2 0 0 8 0 0 0 0 0 1 1
年齢 39歳未満 0 1 0 0 0 0 1 0 0 2 1 0 0 3 0 0 0 2 0 0 2 0 0 0 0 1 0 1
40～49歳 2 10 6 1 2 0 21 2 11 11 6 7 0 37 2 8 12 6 1 2 31 1 12 13 6 4 1 37
50～59歳 14 19 19 8 1 0 61 4 17 12 7 5 1 46 6 21 19 12 1 0 59 5 22 22 10 0 0 59
60歳以上 2 6 4 1 0 0 13 1 4 4 3 1 0 13 2 6 4 2 1 0 15 0 5 3 4 0 0 12
所属機関 大学 15 25 23 8 3 0 74 5 20 19 14 8 1 67 7 16 23 15 0 2 63 5 26 26 11 4 0 72
公的研究機関 2 4 3 2 0 0 11 0 1 1 1 2 0 5 1 7 10 4 2 0 24 1 3 4 2 1 0 11
民間企業 0 6 2 0 0 0 8 2 10 6 2 3 0 23 2 7 3 2 1 0 15 0 10 8 6 0 1 25
その他 1 1 1 0 0 0 3 0 1 2 0 0 0 3 0 5 1 0 0 0 6 0 0 0 2 0 0 2
業務内容 主に研究 7 9 6 0 1 0 23 2 15 9 12 3 1 42 3 13 14 10 0 2 42 4 14 18 8 3 0 47
主にマネージメント 0 11 4 2 0 0 17 2 7 5 2 3 0 19 1 5 5 3 1 0 15 0 4 2 6 0 0 12
研究とマネージメントが半々 5 11 10 5 1 0 32 0 6 11 1 6 0 24 4 8 12 7 2 0 33 2 13 14 5 1 1 36
その他 6 5 8 3 1 0 23 3 4 3 2 1 0 13 2 9 6 2 0 0 19 0 8 4 2 1 0 15
職業性格区分 基礎研究 8 20 18 3 2 0 51 2 11 11 7 2 0 33 2 14 17 13 1 2 49 5 18 24 16 4 0 67
応用研究 7 19 11 7 1 0 45 3 17 14 9 10 1 54 6 20 12 12 1 1 52 5 21 18 6 3 0 53
開発研究 3 7 2 3 1 0 16 2 8 8 5 0 0 23 4 10 9 5 1 0 29 2 15 12 2 1 1 33
その他 3 4 2 1 0 0 10 1 5 3 0 0 0 9 1 5 3 0 0 0 9 0 1 0 3 0 0 4
職位 学長等クラス（理事長、社長等 0 2 1 0 0 0 3 0 1 1 0 1 0 3 1 1 0 0 1 0 3 0 0 1 0 0 0 1
所長・部室長クラス（教授等） 16 27 25 10 2 0 80 7 27 18 15 11 1 79 8 32 31 18 2 1 92 3 34 30 19 1 1 88
主任・研究員クラス（助教授等 1 6 3 0 1 0 11 0 4 9 2 1 0 16 1 2 6 4 0 1 14 3 4 7 2 4 0 20
 全有効回答者（属性無回答を含む） 18 36 29 10 3 0 96 7 32 29 17 13 1 99 10 35 37 22 3 2 109 6 39 38 21 5 1 110
注：職位の区分は以下の通りである。「学長クラス」は学長、理事長、社長等。「所長・部室長クラス」は研究所長、大学の学部長、部・
室・グループ長、大学の教授等。「主任・研究員クラス」は主任研究員、大学の助教授、研究チーム内のサブリーダー的存在、研究
問22. 我が国の大学や公的研究機関の研究成果が実用化されるまでにおいて、本分野の研究成果の実用化や普及に関する我が国の制度上の障壁およびその運用上の問題点はどうですか。①研究成果や実用化の普及
1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6
性別 男性 5 23 40 26 11 1 106 5 30 27 22 11 2 97 2 35 41 20 7 3 108 6 27 25 18 4 0 80
女性 0 1 0 0 0 0 1 0 0 0 1 0 0 1 0 0 0 1 0 0 1 0 1 0 0 0 0 1
年齢 39歳未満 0 0 2 2 1 0 5 0 1 0 0 0 0 1 1 1 0 0 0 1 3 0 1 0 1 0 0 2
40～49歳 3 5 14 8 3 0 33 2 13 4 10 4 1 34 0 9 14 8 5 2 38 1 8 8 3 2 0 22
50～59歳 2 16 18 12 4 1 53 2 15 15 9 6 1 48 1 21 21 7 1 0 51 5 17 12 10 1 0 45
60歳以上 0 2 5 4 3 0 14 1 1 7 4 1 0 14 0 4 6 6 1 0 17 0 2 5 4 1 0 12
所属機関 大学 4 10 24 18 7 1 64 2 20 15 17 8 1 63 0 24 24 17 4 0 69 5 7 16 11 2 0 41
公的研究機関 0 3 5 2 1 0 11 0 0 6 2 2 1 11 1 3 5 1 2 1 13 1 12 4 3 1 0 21
民間企業 1 10 9 6 2 0 28 3 10 6 3 1 0 23 1 7 10 3 0 1 22 0 7 3 4 0 0 14
その他 0 1 2 0 1 0 4 0 0 0 1 0 0 1 0 1 2 0 0 1 4 0 2 2 0 0 0 4
業務内容 主に研究 2 3 14 9 4 1 33 1 10 10 11 4 2 38 1 16 14 8 4 0 43 5 8 16 10 2 0 41
主にマネージメント 1 6 6 6 5 0 24 1 5 4 2 1 0 13 1 5 7 3 0 0 16 0 7 3 3 1 0 14
研究とマネージメントが半々 1 13 15 9 1 0 39 3 9 10 4 3 0 29 0 10 14 6 2 2 34 1 12 4 4 0 0 21
その他 1 2 5 2 1 0 11 0 6 3 6 3 0 18 0 4 6 4 1 1 16 0 2 2 1 1 0 6
職業性格区分 基礎研究 2 8 24 13 3 0 50 2 12 9 10 6 1 40 1 14 15 14 3 0 47 5 7 17 8 2 0 39
応用研究 2 16 15 9 5 1 48 3 16 19 14 3 2 57 1 24 25 10 4 1 65 4 8 5 9 0 0 26
開発研究 2 13 16 7 4 0 42 4 11 14 8 3 0 40 1 9 8 7 4 1 30 2 13 7 8 2 0 32
その他 0 1 2 3 2 0 8 0 1 2 2 1 0 6 0 4 5 2 0 1 12 0 6 1 0 0 0 7
職位 学長等クラス（理事長、社長等） 0 0 0 0 1 0 1 1 0 0 0 0 0 1 0 1 1 0 0 0 2 0 0 1 1 0 0 2
所長・部室長クラス（教授等） 4 21 30 20 8 1 84 4 26 24 19 10 1 84 1 27 33 16 4 1 82 5 22 18 14 3 0 62
主任・研究員クラス（助教授等） 1 3 10 6 2 0 22 0 3 3 3 1 1 11 1 6 7 5 3 2 24 1 7 6 3 1 0 18
5 24 40 26 11 1 107 5 30 27 23 11 2 98 2 35 41 21 7 3 109 6 28 25 18 4 0 81
6点尺度回答者数（人）属性
注：職位の区分は以下の通りである。「学長クラス」は学長、理事長、社長等。「所長・部室長クラス」は研究所長、大学の学部長、部・
室・グループ長、大学の教授等。「主任・研究員クラス」は主任研究員、大学の助教授、研究チーム内のサブリーダー的存在、研究
エネルギー分野 ものづくり技術分野
 全有効回答者（属性無回答を含む）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
合計
（人）
フロンティア分野
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
社会基盤分野
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
））
問22. 我が国の大学や公的研究機関の研究成果が実用化されるまでにおいて、本分野の研究成果の実用化や普及に関する我が国の制度上の障壁およびその運用上の問題点はどうですか。②研究成果や実用化の普及
ライフサイエンス分野 情報通信分野 環境分野 ナノテクノロジー・材料分野
属性 6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6
性別 男性 15 29 33 9 4 0 90 7 29 31 18 14 0 99 13 32 36 17 2 2 102 5 33 44 20 6 0 108
女性 3 3 0 0 0 0 6 0 0 0 0 0 0 0 1 2 2 2 1 0 8 0 0 0 0 0 1 1
年齢 39歳未満 0 1 0 0 0 0 1 0 0 2 1 0 0 3 1 0 1 0 0 0 2 0 0 0 0 1 0 1
40～49歳 3 7 8 1 2 0 21 1 7 14 7 8 0 37 2 8 10 7 2 2 31 1 8 17 6 4 1 37
50～59歳 13 18 21 7 2 0 61 5 17 12 7 5 0 46 8 19 21 10 1 0 59 4 20 25 10 0 0 59
60歳以上 2 6 4 1 0 0 13 1 5 3 3 1 0 13 3 7 4 2 0 0 16 0 5 2 3 1 0 11
所属機関 大学 15 22 25 8 4 0 74 5 20 21 13 8 0 67 9 17 22 14 0 2 64 4 23 31 10 4 0 72
公的研究機関 2 3 5 1 0 0 11 0 1 1 1 2 0 5 4 5 12 2 1 0 24 1 2 4 2 1 0 10
民間企業 0 6 2 0 0 0 8 2 7 6 4 4 0 23 1 7 3 2 2 0 15 0 8 9 7 0 1 25
その他 1 1 1 0 0 0 3 0 1 2 0 0 0 3 0 5 1 0 0 0 6 0 0 0 1 1 0 2
業務内容 主に研究 6 8 8 0 1 0 23 2 14 12 11 3 0 42 5 13 14 9 0 2 43 3 13 19 9 3 0 47
主にマネージメント 1 11 4 1 0 0 17 2 6 7 2 2 0 19 1 6 6 2 0 0 15 0 4 2 6 0 0 12
研究とマネージメントが半々 5 9 12 5 1 0 32 0 5 8 3 8 0 24 6 6 13 6 2 0 33 2 9 17 5 1 1 35
その他 6 4 8 3 2 0 23 3 4 3 2 1 0 13 2 9 5 2 1 0 19 0 7 6 0 2 0 15
職業性格区分 基礎研究 7 17 21 3 3 0 51 2 10 11 8 2 0 33 3 14 19 10 1 2 49 4 18 26 15 4 0 67
応用研究 8 17 12 7 1 0 45 3 17 15 9 10 0 54 8 18 15 9 1 1 52 4 20 19 5 4 0 52
開発研究 3 8 2 2 1 0 16 2 6 9 5 1 0 23 5 11 8 5 1 0 30 2 11 15 3 1 1 33
その他 3 4 3 0 0 0 10 1 4 4 0 0 0 9 1 5 3 0 0 0 9 0 0 2 2 0 0 4
職位 学長等クラス（理事長、社長等 0 2 1 0 0 0 3 0 1 1 0 1 0 3 1 1 0 0 1 0 3 0 0 1 0 0 0 1
所長・部室長クラス（教授等） 16 24 28 9 3 0 80 7 25 20 16 11 0 79 12 31 32 15 2 1 93 3 29 34 18 2 1 87
主任・研究員クラス（助教授等 1 5 4 0 1 0 11 0 3 9 2 2 0 16 1 2 6 4 0 1 14 2 4 8 2 4 0 20
 全有効回答者（属性無回答を含む） 18 32 33 9 4 0 96 7 29 31 18 14 0 99 14 34 38 19 3 2 110 5 33 44 20 6 1 109
注：職位の区分は以下の通りである。「学長クラス」は学長、理事長、社長等。「所長・部室長クラス」は研究所長、大学の学部長、部・
室・グループ長、大学の教授等。「主任・研究員クラス」は主任研究員、大学の助教授、研究チーム内のサブリーダー的存在、研究
問22. 我が国の大学や公的研究機関の研究成果が実用化されるまでにおいて、本分野の研究成果の実用化や普及に関する我が国の制度上の障壁およびその運用上の問題点はどうですか。②研究成果や実用化の普及
1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6
性別 男性 6 22 41 28 6 1 104 1 33 31 18 11 2 96 1 34 39 24 7 3 108 7 23 26 21 3 0 80
女性 0 1 0 0 0 0 1 0 0 0 1 0 0 1 0 0 0 1 0 0 1 0 0 1 0 0 0 1
年齢 39歳未満 0 0 3 1 1 0 5 0 0 1 0 0 0 1 1 1 0 0 0 1 3 0 1 0 1 0 0 2
40～49歳 4 6 12 9 2 0 33 0 13 6 9 4 1 33 0 9 12 10 5 2 38 2 6 10 2 2 0 22
50～59歳 2 15 20 12 2 1 52 1 16 19 5 6 1 48 0 20 23 7 1 0 51 5 14 12 14 0 0 45
60歳以上 0 1 5 6 1 0 13 0 3 5 5 1 0 14 0 4 4 8 1 0 17 0 2 5 4 1 0 12
所属機関 大学 4 9 25 20 3 1 62 1 20 19 13 9 1 63 0 23 22 19 5 0 69 5 6 15 14 1 0 41
公的研究機関 0 3 6 2 0 0 11 0 2 6 1 1 1 11 1 2 5 2 2 1 13 2 10 6 2 1 0 21
民間企業 1 11 8 6 2 0 28 0 11 6 4 1 0 22 0 8 11 2 0 1 22 0 5 4 5 0 0 14
その他 1 0 2 0 1 0 4 0 0 0 1 0 0 1 0 1 1 1 0 1 4 0 2 2 0 0 0 4
業務内容 主に研究 2 3 14 10 3 1 33 1 13 10 9 3 2 38 1 15 13 9 5 0 43 5 8 15 11 2 0 41
主にマネージメント 1 7 6 7 3 0 24 0 6 4 2 1 0 13 0 6 7 3 0 0 16 0 5 5 3 1 0 14
研究とマネージメントが半々 2 11 16 9 0 0 38 0 10 12 3 3 0 28 0 9 14 8 1 2 34 2 9 5 5 0 0 21
その他 1 2 5 2 0 0 10 0 4 5 5 4 0 18 0 4 5 5 1 1 16 0 2 2 2 0 0 6
職業性格区分 基礎研究 2 8 25 13 1 0 49 1 12 12 8 5 1 39 1 14 15 14 3 0 47 5 7 16 10 1 0 39
応用研究 3 13 16 11 2 1 46 1 19 20 11 4 2 57 1 21 25 12 5 1 65 4 7 5 10 0 0 26
開発研究 2 14 16 7 3 0 42 0 14 16 7 3 0 40 0 9 8 9 3 1 30 3 12 5 10 2 0 32
その他 1 0 2 3 2 0 8 0 1 2 2 1 0 6 0 5 3 3 0 1 12 0 5 2 0 0 0 7
職位 学長等クラス（理事長、社長等） 0 0 0 1 0 0 1 0 0 0 1 0 0 1 0 1 1 0 0 0 2 0 0 1 1 0 0 2
所長・部室長クラス（教授等） 4 21 30 22 4 1 82 1 31 27 14 9 1 83 0 27 31 18 5 1 82 5 18 20 17 2 0 62
主任・研究員クラス（助教授等） 2 2 11 5 2 0 22 0 1 4 3 2 1 11 1 5 7 7 2 2 24 2 6 6 3 1 0 18
6 23 41 28 6 1 105 1 33 31 19 11 2 97 1 34 39 25 7 3 109 7 23 27 21 3 0 81
社会基盤分野
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
フロンティア分野
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
注：職位の区分は以下の通りである。「学長クラス」は学長、理事長、社長等。「所長・部室長クラス」は研究所長、大学の学部長、部・
室・グループ長、大学の教授等。「主任・研究員クラス」は主任研究員、大学の助教授、研究チーム内のサブリーダー的存在、研究
エネルギー分野 ものづくり技術分野
 全有効回答者（属性無回答を含む）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
合計
（人）
6点尺度回答者数（人）属性
））
問23. 本分野において、我が国の大学や公的研究機関の研究成果が実用化されるまでの期間は、2001年頃と比較してどうですか。
ライフサイエンス分野 情報通信分野 環境分野 ナノテクノロジー・材料分野
属性 6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6
性別 男性 1 18 45 21 2 2 89 2 18 53 25 1 0 99 1 16 65 16 4 1 103 0 16 67 20 4 0 107
女性 0 0 3 2 1 0 6 0 0 0 0 0 0 0 0 2 5 1 0 0 8 0 0 0 0 0 1 1
年齢 39歳未満 0 0 1 0 1 0 2 0 0 2 1 0 0 3 0 0 1 1 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0
40～49歳 0 6 12 3 0 0 21 1 6 26 4 0 0 37 0 4 22 5 0 0 31 0 2 28 5 1 1 37
50～59歳 1 10 31 14 2 2 60 1 10 19 15 1 0 46 0 11 37 10 3 0 61 0 10 35 12 1 0 58
60歳以上 0 2 4 6 0 0 12 0 2 6 5 0 0 13 1 2 9 1 1 1 15 0 3 4 3 2 0 12
所属機関 大学 1 16 36 18 3 2 76 1 11 35 19 1 0 67 0 8 46 8 2 1 65 0 11 45 12 3 0 71
公的研究機関 0 2 6 0 0 0 8 0 1 2 1 0 0 4 1 5 11 6 1 0 24 0 1 8 2 0 0 11
民間企業 0 0 4 4 0 0 8 1 5 14 4 0 0 24 0 4 8 2 1 0 15 0 3 14 5 1 1 24
その他 0 0 2 1 0 0 3 0 1 1 1 0 0 3 0 1 4 1 0 0 6 0 1 0 1 0 0 2
業務内容 主に研究 0 5 15 0 2 1 23 1 5 22 12 1 0 41 0 3 30 8 3 0 44 0 5 29 10 2 0 46
主にマネージメント 0 1 7 5 1 0 14 0 5 10 5 0 0 20 1 2 9 2 1 0 15 0 1 8 2 0 0 11
研究とマネージメントが半々 1 4 19 10 0 0 34 1 5 13 5 0 0 24 0 9 18 6 0 0 33 0 8 19 6 2 1 36
その他 0 8 6 8 0 1 23 0 3 7 3 0 0 13 0 4 13 1 0 1 19 0 2 11 2 0 0 15
職業性格区分 基礎研究 0 13 23 14 0 1 51 0 3 21 7 1 0 32 0 7 34 8 1 1 51 0 9 44 10 2 0 65
応用研究 1 7 24 9 2 0 43 2 13 25 15 0 0 55 1 7 34 8 2 0 52 0 9 29 11 2 0 51
開発研究 0 0 8 6 1 0 15 0 6 12 6 0 0 24 0 5 21 4 0 0 30 0 4 20 7 1 1 33
その他 0 1 5 3 0 1 10 0 3 2 4 0 0 9 0 1 6 1 1 0 9 0 1 2 1 0 0 4
職位 学長等クラス（理事長、社長等 0 0 2 1 0 0 3 0 1 1 1 0 0 3 0 1 2 0 0 0 3 0 1 0 0 0 0 1
所長・部室長クラス（教授等） 1 16 39 18 2 2 78 2 13 43 21 1 0 80 1 16 59 14 3 1 94 0 13 52 17 4 1 87
主任・研究員クラス（助教授等 0 2 6 3 1 0 12 0 4 8 3 0 0 15 0 1 9 3 1 0 14 0 2 14 3 0 0 19
 全有効回答者（属性無回答を含む） 1 18 48 23 3 2 95 2 18 53 25 1 0 99 1 18 70 17 4 1 111 0 16 67 20 4 1 108
注：職位の区分は以下の通りである。「学長クラス」は学長、理事長、社長等。「所長・部室長クラス」は研究所長、大学の学部長、部・
室・グループ長、大学の教授等。「主任・研究員クラス」は主任研究員、大学の助教授、研究チーム内のサブリーダー的存在、研究
））
問23. 本分野において、我が国の大学や公的研究機関の研究成果が実用化されるまでの期間は、2001年頃と比較してどうですか。
エネルギー分野 ものづくり技術分野 社会基盤分野 フロンティア分野
属性 6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6
性別 男性 1 11 66 21 2 1 102 2 9 68 12 3 0 94 0 17 66 19 3 1 106 2 10 46 13 4 2 77
女性 0 0 1 0 0 0 1 0 0 1 0 0 0 1 0 0 1 0 0 0 1 0 0 1 1 0 0 2
年齢 39歳未満 0 0 2 3 0 0 5 0 0 1 0 0 0 1 0 3 0 0 0 0 3 0 0 0 0 0 1 1
40～49歳 1 5 22 2 0 0 30 0 3 26 3 0 0 32 0 2 28 6 2 0 38 0 2 16 4 1 0 23
50～59歳 0 3 34 11 2 1 51 2 4 31 8 2 0 47 0 9 28 12 1 0 50 2 5 25 7 3 1 43
60歳以上 0 3 8 4 0 0 15 0 2 10 1 1 0 14 0 3 11 1 0 1 16 0 3 6 3 0 0 12
所属機関 大学 1 7 39 11 0 1 59 1 6 46 6 2 0 61 0 8 45 12 2 1 68 2 2 25 7 2 1 39
公的研究機関 0 2 4 5 0 0 11 1 2 6 1 0 0 10 0 6 6 1 0 0 13 0 3 13 4 0 1 21
民間企業 0 2 20 5 2 0 29 0 1 16 5 1 0 23 0 2 12 6 1 0 21 0 4 7 1 2 0 14
その他 0 0 4 0 0 0 4 0 0 1 0 0 0 1 0 1 3 0 0 0 4 0 0 2 2 0 0 4
業務内容 主に研究 1 5 18 8 1 1 34 1 1 28 6 1 0 37 0 8 26 7 1 1 43 2 4 25 5 1 1 38
主にマネージメント 0 3 16 5 0 0 24 0 1 8 3 1 0 13 0 2 10 3 1 0 16 0 2 7 3 2 0 14
研究とマネージメントが半々 0 2 26 8 1 0 37 1 5 18 2 1 0 27 0 4 22 6 1 0 33 0 4 11 4 1 1 21
その他 0 1 7 0 0 0 8 0 2 15 1 0 0 18 0 3 9 3 0 0 15 0 0 5 2 0 0 7
職業性格区分 基礎研究 0 6 30 9 0 1 46 0 3 29 3 2 0 37 0 7 33 5 1 0 46 2 2 21 10 1 1 37
応用研究 0 4 32 11 0 0 47 2 5 36 10 2 0 55 0 12 40 11 1 0 64 1 2 19 1 1 1 25
開発研究 1 3 25 12 2 0 43 1 3 28 5 2 0 39 0 5 20 4 0 1 30 0 7 16 5 1 2 31
その他 0 0 6 0 0 0 6 0 0 4 2 0 0 6 0 2 6 3 1 0 12 0 1 4 1 1 0 7
職位 学長等クラス（理事長、社長等 0 0 1 0 0 0 1 0 0 1 0 0 0 1 0 0 1 1 0 0 2 0 0 2 0 0 0 2
所長・部室長クラス（教授等） 1 7 54 17 2 1 82 1 9 58 10 3 0 81 0 11 53 13 2 1 80 2 6 36 12 3 1 60
主任・研究員クラス（助教授等 0 4 12 4 0 0 20 1 0 8 2 0 0 11 0 6 12 5 1 0 24 0 4 10 2 1 1 18
 全有効回答者（属性無回答を含む） 1 11 67 21 2 1 103 2 9 69 12 3 0 95 0 17 67 19 3 1 107 2 10 47 14 4 2 79
注：職位の区分は以下の通りである。「学長クラス」は学長、理事長、社長等。「所長・部室長クラス」は研究所長、大学の学部長、部・
室・グループ長、大学の教授等。「主任・研究員クラス」は主任研究員、大学の助教授、研究チーム内のサブリーダー的存在、研究
））
問24. 本分野において、いわゆる『基本特許』のような重要特許における我が国の取得状況のシェアは、2001年頃と比較してどうですか。
ライフサイエンス分野 情報通信分野 環境分野 ナノテクノロジー・材料分野
属性 6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6
性別 男性 0 6 24 39 12 0 81 0 18 44 29 3 0 94 0 7 34 41 10 1 93 0 5 39 48 11 0 103
女性 0 0 2 3 0 0 5 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 4 1 0 7 0 0 0 0 1 0 1
年齢 39歳未満 0 0 0 1 0 0 1 0 0 1 2 0 0 3 0 0 2 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0
40～49歳 0 2 5 10 4 0 21 0 5 20 11 0 0 36 0 1 10 12 3 1 27 0 2 12 16 5 0 35
50～59歳 0 4 18 25 7 0 54 0 10 17 12 3 0 42 0 2 21 27 5 0 55 0 3 20 28 5 0 56
60歳以上 0 0 3 6 1 0 10 0 3 6 4 0 0 13 0 4 2 5 3 0 14 0 0 7 3 2 0 12
所属機関 大学 0 3 19 34 12 0 68 0 10 27 22 2 0 61 0 6 18 26 7 1 58 0 4 22 35 6 0 67
公的研究機関 0 1 4 3 0 0 8 0 1 2 1 0 0 4 0 0 11 8 2 0 21 0 0 3 5 2 0 10
民間企業 0 1 3 4 0 0 8 0 7 12 5 1 0 25 0 1 5 7 1 0 14 0 1 13 8 3 0 25
その他 0 1 0 1 0 0 2 0 0 2 1 0 0 3 0 0 2 3 1 0 6 0 0 1 0 1 0 2
業務内容 主に研究 0 1 7 10 3 0 21 0 8 14 14 2 0 38 0 5 15 14 4 1 39 0 2 14 24 3 0 43
主にマネージメント 0 1 6 6 0 0 13 0 6 10 3 1 0 20 0 0 7 7 1 0 15 0 0 4 6 1 0 11
研究とマネージメントが半々 0 3 7 16 5 0 31 0 3 13 7 0 0 23 0 2 9 16 3 0 30 0 3 18 9 5 0 35
その他 0 1 6 10 3 0 20 0 1 6 5 0 0 12 0 0 5 8 3 0 16 0 0 3 9 3 0 15
職業性格区分 基礎研究 0 2 17 20 8 0 47 0 6 15 10 0 0 31 0 3 15 20 3 1 42 0 2 15 37 8 0 62
応用研究 0 2 17 18 3 0 40 0 10 23 17 1 0 51 0 4 18 21 7 0 50 0 4 15 22 8 0 49
開発研究 0 2 4 8 1 0 15 0 6 12 2 3 0 23 0 3 13 12 1 0 29 0 1 16 13 3 0 33
その他 0 2 0 5 0 0 7 0 1 5 2 0 0 8 0 0 2 4 2 0 8 0 0 1 2 1 0 4
職位 学長等クラス（理事長、社長等 0 0 1 1 1 0 3 0 1 1 1 0 0 3 0 0 2 1 0 0 3 0 0 0 1 0 0 1
所長・部室長クラス（教授等） 0 6 22 35 9 0 72 0 16 34 22 3 0 75 0 7 28 39 10 0 84 0 4 32 39 9 0 84
主任・研究員クラス（助教授等 0 0 3 5 2 0 10 0 1 8 6 0 0 15 0 0 6 5 1 1 13 0 1 7 7 3 0 18
 全有効回答者（属性無回答を含む） 0 6 26 42 12 0 86 0 18 44 29 3 0 94 0 7 36 45 11 1 100 0 5 39 48 12 0 104
注：職位の区分は以下の通りである。「学長クラス」は学長、理事長、社長等。「所長・部室長クラス」は研究所長、大学の学部長、部・
室・グループ長、大学の教授等。「主任・研究員クラス」は主任研究員、大学の助教授、研究チーム内のサブリーダー的存在、研究
））
問24. 本分野において、いわゆる『基本特許』のような重要特許における我が国の取得状況のシェアは、2001年頃と比較してどうですか。
エネルギー分野 ものづくり技術分野 社会基盤分野 フロンティア分野
属性 6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6
性別 男性 0 7 40 42 10 1 100 0 7 35 38 11 0 91 0 7 39 45 3 0 94 2 7 30 28 4 0 71
女性 0 0 0 0 1 0 1 0 0 1 0 0 0 1 0 0 0 1 0 0 1 0 0 0 1 0 0 1
年齢 39歳未満 0 0 1 4 0 0 5 0 0 1 0 0 0 1 0 0 1 2 0 0 3 0 0 1 1 0 0 2
40～49歳 0 0 13 12 4 1 30 0 0 16 10 4 0 30 0 0 13 21 1 0 35 0 4 5 10 0 0 19
50～59歳 0 7 21 17 4 0 49 0 6 15 21 4 0 46 0 3 21 17 1 0 42 2 3 17 15 3 0 40
60歳以上 0 0 4 8 3 0 15 0 1 4 6 3 0 14 0 4 4 6 1 0 15 0 0 7 3 1 0 11
所属機関 大学 0 5 13 31 8 1 58 0 4 23 22 10 0 59 0 4 25 27 2 0 58 0 6 14 13 3 0 36
公的研究機関 0 0 8 2 0 0 10 0 2 2 6 0 0 10 0 0 4 7 1 0 12 0 1 9 8 1 0 19
民間企業 0 2 17 7 3 0 29 0 1 10 10 1 0 22 0 2 10 8 0 0 20 2 0 6 6 0 0 14
その他 0 0 2 2 0 0 4 0 0 1 0 0 0 1 0 1 0 3 0 0 4 0 0 1 2 0 0 3
業務内容 主に研究 0 4 9 12 5 1 31 0 3 14 15 5 0 37 0 3 13 24 0 0 40 0 5 8 21 2 0 36
主にマネージメント 0 0 14 8 2 0 24 0 2 5 5 0 0 12 0 1 6 7 0 0 14 1 0 6 6 0 0 13
研究とマネージメントが半々 0 3 15 16 3 0 37 0 1 8 12 5 0 26 0 0 15 12 2 0 29 1 1 12 3 1 0 18
その他 0 0 2 6 1 0 9 0 1 9 6 1 0 17 0 3 5 3 1 0 12 0 1 4 0 1 0 6
職業性格区分 基礎研究 0 4 11 27 4 0 46 0 2 12 16 5 0 35 0 4 15 19 2 0 40 0 3 11 16 3 0 33
応用研究 0 4 14 23 5 0 46 0 3 20 22 7 0 52 0 2 20 30 3 0 55 0 4 10 10 1 0 25
開発研究 0 3 24 12 3 1 43 0 3 18 15 3 0 39 0 3 9 14 3 0 29 2 2 9 15 1 0 29
その他 0 0 3 2 1 0 6 0 0 4 2 0 0 6 0 1 5 4 0 0 10 0 0 6 0 1 0 7
職位 学長等クラス（理事長、社長等 0 0 0 1 0 0 1 0 0 0 0 1 0 1 0 0 2 0 0 0 2 0 0 1 1 0 0 2
所長・部室長クラス（教授等） 0 7 30 32 10 1 80 0 6 29 35 8 0 78 0 5 30 32 3 0 70 2 3 24 23 3 0 55
主任・研究員クラス（助教授等 0 0 10 9 1 0 20 0 1 5 3 2 0 11 0 2 6 14 0 0 22 0 4 5 6 1 0 16
 全有効回答者（属性無回答を含む） 0 7 40 42 11 1 101 0 7 36 38 11 0 92 0 7 39 46 3 0 95 2 7 30 29 4 0 72
注：職位の区分は以下の通りである。「学長クラス」は学長、理事長、社長等。「所長・部室長クラス」は研究所長、大学の学部長、部・
室・グループ長、大学の教授等。「主任・研究員クラス」は主任研究員、大学の助教授、研究チーム内のサブリーダー的存在、研究
））
問25. 特許制度については、研究開発の進展に対し、阻害と促進の双方に作用するという議論があります。本分野における我が国の特許制度の現状はどうですか。①基礎研究において
ライフサイエンス分野 情報通信分野 環境分野 ナノテクノロジー・材料分野
属性 6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6
性別 男性 4 12 39 27 10 1 93 3 17 26 38 14 3 101 7 18 44 25 6 0 100 4 24 35 33 10 2 108
女性 0 1 1 3 0 1 6 0 0 0 0 0 0 0 1 1 3 2 0 0 7 0 0 0 0 0 1 1
年齢 39歳未満 0 0 1 1 0 0 2 0 0 3 0 0 0 3 0 0 0 2 0 0 2 0 0 1 0 0 0 1
40～49歳 2 0 8 9 3 1 23 1 8 7 14 5 3 38 3 3 15 7 2 0 30 2 11 11 9 1 2 36
50～59歳 1 13 23 17 6 1 61 1 6 13 18 9 0 47 2 10 30 13 2 0 57 2 12 17 18 9 1 59
60歳以上 1 0 8 3 1 0 13 1 3 3 6 0 0 13 3 6 2 4 1 0 16 0 1 6 5 0 0 12
所属機関 大学 2 12 32 19 7 2 74 2 12 19 27 6 1 67 5 13 27 13 3 0 61 3 15 23 23 5 1 70
公的研究機関 2 1 5 4 2 0 14 0 1 0 2 1 1 5 2 4 10 6 1 0 23 1 2 4 2 1 1 11
民間企業 0 0 2 5 1 0 8 1 4 5 7 7 1 25 1 1 6 7 1 0 16 0 7 7 7 4 1 26
その他 0 0 1 2 0 0 3 0 0 2 1 0 0 3 0 0 4 1 1 0 6 0 0 1 1 0 0 2
業務内容 主に研究 2 2 11 8 3 1 27 1 10 10 16 4 1 42 4 9 19 8 2 0 42 3 8 13 17 2 2 45
主にマネージメント 0 1 6 7 3 0 17 1 3 5 7 5 0 21 0 1 7 8 0 0 16 0 3 5 3 1 0 12
研究とマネージメントが半々 1 7 13 10 1 1 33 0 2 9 7 4 2 24 2 6 15 7 1 0 31 1 11 8 10 6 1 37
その他 1 3 10 4 3 0 21 1 2 2 7 1 0 13 2 3 6 4 3 0 18 0 2 9 3 1 0 15
職業性格区分 基礎研究 4 9 23 11 6 2 55 2 6 10 13 2 0 33 2 11 19 12 2 0 46 4 13 22 20 5 2 66
応用研究 0 6 19 16 3 1 45 1 10 16 19 6 3 55 4 12 22 10 3 0 51 2 11 16 16 6 1 52
開発研究 0 1 6 4 4 1 16 3 1 6 8 6 0 24 4 5 8 11 2 0 30 1 8 10 9 3 2 33
その他 0 1 4 3 1 0 9 0 2 3 2 2 0 9 1 1 4 2 1 0 9 0 1 3 0 0 0 4
職位 学長等クラス（理事長、社長等 0 0 1 2 0 0 3 1 2 0 0 0 0 3 1 0 1 1 0 0 3 0 1 0 0 0 0 1
所長・部室長クラス（教授等） 3 13 34 23 8 2 83 2 8 19 37 13 2 81 6 17 41 21 6 0 91 3 18 27 29 9 1 87
主任・研究員クラス（助教授等 1 0 4 4 2 0 11 0 7 7 0 1 1 16 1 2 5 5 0 0 13 1 5 7 4 1 2 20
 全有効回答者（属性無回答を含む） 4 13 40 30 10 2 99 3 17 26 38 14 3 101 8 19 47 27 6 0 107 4 24 35 33 10 3 109
注：職位の区分は以下の通りである。「学長クラス」は学長、理事長、社長等。「所長・部室長クラス」は研究所長、大学の学部長、部・
室・グループ長、大学の教授等。「主任・研究員クラス」は主任研究員、大学の助教授、研究チーム内のサブリーダー的存在、研究
））
問25. 特許制度については、研究開発の進展に対し、阻害と促進の双方に作用するという議論があります。本分野における我が国の特許制度の現状はどうですか。①基礎研究において
エネルギー分野 ものづくり技術分野 社会基盤分野 フロンティア分野
属性 6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6
性別 男性 6 14 33 40 13 0 106 2 14 35 25 17 3 96 3 12 42 32 12 0 101 2 13 27 27 6 1 76
女性 0 0 0 1 0 0 1 0 0 1 0 0 0 1 0 0 0 1 0 0 1 0 0 1 0 0 0 1
年齢 39歳未満 2 0 2 0 1 0 5 0 1 0 0 0 0 1 1 0 1 0 1 0 3 0 1 0 1 0 0 2
40～49歳 1 4 10 13 4 0 32 0 4 13 10 6 0 33 2 5 12 12 5 0 36 0 4 9 8 0 0 21
50～59歳 3 5 19 19 7 0 53 2 7 19 13 5 2 48 0 5 23 13 6 0 47 2 6 15 15 4 0 42
60歳以上 0 5 1 8 1 0 15 0 1 4 2 6 1 14 0 2 6 8 0 0 16 0 2 4 3 2 1 12
所属機関 大学 5 9 16 25 8 0 63 1 11 23 15 11 1 62 1 11 28 20 3 0 63 2 7 13 13 1 1 37
公的研究機関 1 0 7 3 0 0 11 1 2 5 3 0 0 11 2 1 4 3 3 0 13 0 4 9 7 1 0 21
民間企業 0 5 10 9 5 0 29 0 1 7 7 6 2 23 0 0 7 9 5 0 21 0 1 4 6 3 0 14
その他 0 0 0 4 0 0 4 0 0 1 0 0 0 1 0 0 2 1 1 0 4 0 1 2 1 0 0 4
業務内容 主に研究 4 4 8 13 5 0 34 1 8 14 7 8 0 38 2 7 15 15 3 0 42 2 10 14 11 0 1 38
主にマネージメント 0 2 7 13 2 0 24 0 0 5 4 2 2 13 0 0 6 6 3 0 15 0 2 4 4 4 0 14
研究とマネージメントが半々 2 6 14 12 5 0 39 1 3 9 10 5 0 28 1 3 16 6 4 0 30 0 0 6 12 2 0 20
その他 0 2 4 3 1 0 10 0 3 8 4 2 1 18 0 2 5 6 2 0 15 0 1 4 1 0 0 6
職業性格区分 基礎研究 1 7 16 19 6 0 49 2 7 15 10 5 0 39 2 9 17 13 2 0 43 2 9 11 12 0 1 35
応用研究 5 8 15 13 7 0 48 2 6 24 15 7 1 55 2 6 23 20 9 0 60 2 4 10 8 2 0 26
開発研究 2 6 13 17 5 0 43 1 4 13 10 9 2 39 0 3 11 12 4 0 30 1 4 10 14 3 0 32
その他 0 0 2 4 1 0 7 0 0 3 2 1 0 6 0 0 4 4 3 0 11 0 1 3 1 2 0 7
職位 学長等クラス（理事長、社長等 0 0 0 1 0 0 1 0 0 0 0 1 0 1 0 0 1 1 0 0 2 0 1 0 1 0 0 2
所長・部室長クラス（教授等） 4 9 27 35 10 0 85 2 13 30 21 14 3 83 0 10 31 26 9 0 76 2 7 21 22 5 1 58
主任・研究員クラス（助教授等 2 5 6 5 3 0 21 0 1 5 3 2 0 11 3 2 10 5 3 0 23 0 5 7 5 1 0 18
 全有効回答者（属性無回答を含む） 6 14 33 41 13 0 107 2 14 36 25 17 3 97 3 12 42 33 12 0 102 2 13 28 27 6 1 77
注：職位の区分は以下の通りである。「学長クラス」は学長、理事長、社長等。「所長・部室長クラス」は研究所長、大学の学部長、部・
室・グループ長、大学の教授等。「主任・研究員クラス」は主任研究員、大学の助教授、研究チーム内のサブリーダー的存在、研究
））
問25. 特許制度については、研究開発の進展に対し、阻害と促進の双方に作用するという議論があります。本分野における我が国の特許制度の現状はどうですか。②応用研究や実用化研究において
ライフサイエンス分野 情報通信分野 環境分野 ナノテクノロジー・材料分野
属性 6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6
性別 男性 3 9 30 31 16 4 93 3 12 20 37 23 6 101 3 12 32 27 26 1 101 2 19 25 33 25 4 108
女性 0 0 0 2 3 1 6 0 0 0 0 0 0 0 0 1 2 3 1 0 7 1 0 0 0 0 0 1
年齢 39歳未満 0 0 0 1 1 0 2 0 0 2 0 1 0 3 0 0 0 1 1 0 2 0 0 0 1 0 0 1
40～49歳 2 2 6 6 3 4 23 0 1 6 19 9 3 38 1 4 9 11 5 0 30 2 7 9 10 6 2 36
50～59歳 1 7 19 20 13 1 61 1 8 10 13 12 3 47 1 5 22 15 14 1 58 1 8 12 19 17 2 59
60歳以上 0 0 5 6 2 0 13 2 3 2 5 1 0 13 1 4 3 3 5 0 16 0 4 4 2 2 0 12
所属機関 大学 2 9 22 25 12 4 74 1 10 14 25 12 5 67 1 7 19 19 16 0 62 1 10 15 25 17 2 70
公的研究機関 1 0 6 3 4 0 14 0 0 1 0 4 0 5 1 4 5 6 7 0 23 1 2 2 2 2 2 11
民間企業 0 0 1 3 3 1 8 2 2 3 10 7 1 25 1 2 6 4 3 0 16 1 7 7 5 6 0 26
その他 0 0 1 2 0 0 3 0 0 2 1 0 0 3 0 0 4 1 0 1 6 0 0 1 1 0 0 2
業務内容 主に研究 1 2 7 6 9 2 27 0 5 8 17 9 3 42 1 5 14 9 12 1 42 2 5 10 15 10 3 45
主にマネージメント 0 0 6 6 4 1 17 2 2 4 7 6 0 21 0 2 6 4 4 0 16 0 0 4 4 3 1 12
研究とマネージメントが半々 1 6 11 12 2 1 33 1 3 5 7 6 2 24 1 4 9 12 5 0 31 1 11 7 9 9 0 37
その他 1 1 6 8 4 1 21 0 2 3 5 2 1 13 1 2 5 5 6 0 19 0 3 4 5 3 0 15
職業性格区分 基礎研究 2 5 13 19 12 4 55 0 4 7 15 5 2 33 1 4 15 16 10 0 46 2 9 12 22 17 4 66
応用研究 0 4 19 12 9 1 45 2 8 13 19 10 3 55 2 6 15 11 17 1 52 1 9 10 16 13 3 52
開発研究 0 0 6 5 3 2 16 2 2 5 5 8 2 24 3 6 4 9 8 0 30 2 10 8 8 4 1 33
その他 1 1 3 4 0 0 9 0 1 3 1 2 2 9 0 1 4 2 2 0 9 0 1 0 1 2 0 4
職位 学長等クラス（理事長、社長等 0 0 0 3 0 0 3 2 1 0 0 0 0 3 1 0 0 2 0 0 3 0 0 0 0 1 0 1
所長・部室長クラス（教授等） 2 9 25 27 16 4 83 1 10 16 30 18 6 81 2 12 32 22 23 1 92 3 15 21 27 20 1 87
主任・研究員クラス（助教授等 1 0 4 2 3 1 11 0 1 4 6 5 0 16 0 1 2 6 4 0 13 0 4 4 6 3 3 20
 全有効回答者（属性無回答を含む） 3 9 30 33 19 5 99 3 12 20 37 23 6 101 3 13 34 30 27 1 108 3 19 25 33 25 4 109
注：職位の区分は以下の通りである。「学長クラス」は学長、理事長、社長等。「所長・部室長クラス」は研究所長、大学の学部長、部・
室・グループ長、大学の教授等。「主任・研究員クラス」は主任研究員、大学の助教授、研究チーム内のサブリーダー的存在、研究
））
問25. 特許制度については、研究開発の進展に対し、阻害と促進の双方に作用するという議論があります。本分野における我が国の特許制度の現状はどうですか。②応用研究や実用化研究において
エネルギー分野 ものづくり技術分野 社会基盤分野 フロンティア分野
属性 6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6
性別 男性 2 12 35 30 24 2 105 1 24 21 27 20 3 96 1 11 29 42 17 1 101 1 10 22 29 12 2 76
女性 0 0 0 0 1 0 1 0 0 1 0 0 0 1 0 0 0 1 0 0 1 0 0 1 0 0 0 1
年齢 39歳未満 1 0 2 0 2 0 5 0 1 0 0 0 0 1 0 1 0 1 1 0 3 0 0 0 0 2 0 2
40～49歳 0 4 12 8 7 0 31 0 9 8 11 5 0 33 1 4 7 18 6 0 36 0 2 5 11 3 0 21
50～59歳 1 6 17 16 11 2 53 1 10 11 14 10 2 48 0 5 18 15 9 0 47 1 7 13 16 4 1 42
60歳以上 0 2 4 6 3 0 15 0 3 3 2 5 1 14 0 1 4 9 1 1 16 0 1 5 2 3 1 12
所属機関 大学 2 9 14 24 12 1 62 1 19 10 15 16 1 62 1 7 19 30 5 1 63 1 5 8 16 6 1 37
公的研究機関 0 1 5 0 5 0 11 0 2 4 5 0 0 11 0 1 4 4 4 0 13 0 4 8 5 3 1 21
民間企業 0 2 12 6 8 1 29 0 3 7 7 4 2 23 0 2 5 7 7 0 21 0 0 5 7 2 0 14
その他 0 0 4 0 0 0 4 0 0 1 0 0 0 1 0 1 1 1 1 0 4 0 1 2 1 0 0 4
業務内容 主に研究 1 6 9 12 6 0 34 1 8 9 11 9 0 38 1 6 9 22 4 0 42 1 7 10 14 5 1 38
主にマネージメント 0 1 9 4 8 2 24 0 0 4 6 1 2 13 0 1 3 7 4 0 15 0 1 5 5 3 0 14
研究とマネージメントが半々 1 3 13 12 9 0 38 0 13 7 4 4 0 28 0 3 13 8 5 1 30 0 1 6 8 4 1 20
その他 0 2 4 2 2 0 10 0 3 2 6 6 1 18 0 1 4 6 4 0 15 0 1 3 2 0 0 6
職業性格区分 基礎研究 1 6 15 17 8 1 48 1 12 5 12 9 0 39 1 5 10 21 6 0 43 1 5 9 12 6 2 35
応用研究 2 7 17 10 11 0 47 1 13 13 15 12 1 55 0 6 18 25 10 1 60 1 5 8 8 3 1 26
開発研究 1 4 17 8 12 1 43 0 9 11 10 7 2 39 0 1 8 14 7 0 30 1 3 12 9 6 1 32
その他 0 0 3 2 2 0 7 0 0 2 4 0 0 6 0 1 3 5 2 0 11 0 1 3 2 1 0 7
職位 学長等クラス（理事長、社長等 0 0 0 1 0 0 1 0 0 1 0 0 0 1 0 0 0 1 1 0 2 0 0 0 1 1 0 2
所長・部室長クラス（教授等） 1 9 27 26 20 2 85 1 22 18 21 18 3 83 0 8 25 30 12 1 76 1 8 19 20 8 2 58
主任・研究員クラス（助教授等 1 3 8 3 5 0 20 0 2 1 6 2 0 11 1 3 4 11 4 0 23 0 2 5 8 3 0 18
 全有効回答者（属性無回答を含む） 2 12 35 30 25 2 106 1 24 22 27 20 3 97 1 11 29 43 17 1 102 1 10 23 29 12 2 77
注：職位の区分は以下の通りである。「学長クラス」は学長、理事長、社長等。「所長・部室長クラス」は研究所長、大学の学部長、部・
室・グループ長、大学の教授等。「主任・研究員クラス」は主任研究員、大学の助教授、研究チーム内のサブリーダー的存在、研究
））
問26. 本分野における我が国の現在の科学の水準は、以下の国等（欧州、アジアは最も進んでいる国）と比較してどうですか。①米国と比較して、日本は？
ライフサイエンス分野 情報通信分野 環境分野 ナノテクノロジー・材料分野
属性 6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6
性別 男性 3 34 35 17 6 1 96 5 34 45 12 4 0 100 4 18 43 29 8 6 108 1 8 39 41 18 3 110
女性 1 4 1 1 0 0 7 0 0 0 0 0 0 0 0 0 7 0 2 0 9 0 0 0 1 0 0 1
年齢 39歳未満 0 0 0 2 0 0 2 0 0 1 1 1 0 3 0 1 0 1 0 0 2 0 0 1 0 0 0 1
40～49歳 2 10 8 1 2 0 23 2 14 18 3 1 0 38 0 3 16 9 2 3 33 0 2 12 15 6 2 37
50～59歳 2 22 25 11 3 1 64 1 18 20 6 2 0 47 3 11 29 14 5 2 64 1 5 21 22 10 1 60
60歳以上 0 6 3 4 1 0 14 2 2 6 2 0 0 12 1 3 4 5 3 0 16 0 1 5 4 2 0 12
所属機関 大学 4 26 26 17 4 1 78 3 21 31 8 3 0 66 3 13 28 17 4 3 68 0 4 25 29 12 2 72
公的研究機関 0 6 7 1 0 0 14 1 0 3 1 0 0 5 1 1 13 6 2 3 26 1 1 3 4 1 1 11
民間企業 0 6 1 0 1 0 8 1 11 10 2 1 0 25 0 1 8 3 4 0 16 0 3 10 8 5 0 26
その他 0 0 2 0 1 0 3 0 2 1 0 0 0 3 0 3 1 2 0 0 6 0 0 1 1 0 0 2
業務内容 主に研究 2 10 7 6 2 0 27 3 9 21 6 3 0 42 2 6 22 11 2 3 46 1 2 21 13 7 3 47
主にマネージメント 0 8 5 2 1 0 16 0 9 10 2 0 0 21 0 0 8 6 3 0 17 0 2 2 6 2 0 12
研究とマネージメントが半々 1 11 18 5 1 0 36 2 10 9 2 1 0 24 1 6 13 9 2 2 33 0 4 12 14 7 0 37
その他 1 9 5 5 2 1 23 0 6 5 1 0 0 12 1 6 7 3 3 1 21 0 0 4 9 2 0 15
職業性格区分 基礎研究 3 24 16 11 2 0 56 1 10 14 6 2 0 33 2 11 25 12 2 2 54 1 3 22 29 10 3 68
応用研究 2 19 16 10 0 0 47 5 16 28 4 1 0 54 1 5 23 18 5 2 54 1 4 23 18 5 2 53
開発研究 0 4 6 3 2 0 15 0 12 9 2 1 0 24 0 3 14 6 4 3 30 1 4 12 10 6 1 34
その他 0 1 5 1 2 1 10 0 7 2 0 0 0 9 1 3 3 1 1 0 9 0 0 0 4 0 0 4
職位 学長等クラス（理事長、社長等 0 1 1 1 0 0 3 0 1 2 0 0 0 3 0 1 2 0 0 0 3 0 0 0 1 0 0 1
所長・部室長クラス（教授等） 4 31 33 14 3 1 86 4 29 35 9 3 0 80 4 14 38 28 10 5 99 0 8 31 34 14 2 89
主任・研究員クラス（助教授等 0 6 1 3 2 0 12 1 4 8 2 1 0 16 0 3 10 1 0 1 15 1 0 8 6 4 1 20
 全有効回答者（属性無回答を含む） 4 38 36 18 6 1 103 5 34 45 12 4 0 100 4 18 50 29 10 6 117 1 8 39 42 18 3 111
注：職位の区分は以下の通りである。「学長クラス」は学長、理事長、社長等。「所長・部室長クラス」は研究所長、大学の学部長、部・
室・グループ長、大学の教授等。「主任・研究員クラス」は主任研究員、大学の助教授、研究チーム内のサブリーダー的存在、研究
））
問26. 本分野における我が国の現在の科学の水準は、以下の国等（欧州、アジアは最も進んでいる国）と比較してどうですか。①米国と比較して、日本は？
エネルギー分野 ものづくり技術分野 社会基盤分野 フロンティア分野
属性 6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6
性別 男性 0 14 38 36 18 3 109 1 6 33 31 21 7 99 0 17 30 38 19 5 109 6 31 28 12 4 1 82
女性 0 0 0 0 1 0 1 0 1 0 0 0 0 1 0 0 0 1 0 0 1 0 1 1 0 0 0 2
年齢 39歳未満 0 1 2 1 1 0 5 0 0 0 1 0 0 1 0 1 1 0 1 0 3 0 1 0 0 1 0 2
40～49歳 0 4 9 12 9 0 34 1 3 9 10 7 5 35 0 5 10 16 6 1 38 1 12 7 2 1 0 23
50～59歳 0 8 19 19 6 2 54 0 3 21 13 11 2 50 0 10 15 18 7 2 52 3 15 18 9 0 1 46
60歳以上 0 1 7 3 3 1 15 0 1 3 6 3 0 13 0 1 4 5 5 2 17 2 4 4 1 2 0 13
所属機関 大学 0 6 23 18 15 3 65 1 5 15 20 19 4 64 0 4 19 29 13 5 70 1 13 16 9 2 1 42
公的研究機関 0 1 3 6 1 0 11 0 1 4 4 0 2 11 0 4 4 2 3 0 13 2 10 8 2 1 0 23
民間企業 0 6 11 11 2 0 30 0 0 14 7 2 1 24 0 8 6 6 2 0 22 1 8 4 1 0 0 14
その他 0 1 1 1 1 0 4 0 1 0 0 0 0 1 0 1 0 2 1 0 4 2 1 1 0 0 0 4
業務内容 主に研究 0 3 11 10 9 2 35 0 1 7 15 10 5 38 0 7 11 15 8 2 43 2 15 12 10 1 1 41
主にマネージメント 0 5 9 8 3 0 25 0 0 10 2 1 1 14 0 5 5 5 1 0 16 1 8 4 0 1 0 14
研究とマネージメントが半々 0 6 12 14 6 1 39 1 3 12 7 6 1 30 0 2 9 14 7 3 35 3 8 8 2 2 0 23
その他 0 0 6 4 1 0 11 0 3 4 7 4 0 18 0 3 5 5 3 0 16 0 2 5 0 0 0 7
職業性格区分 基礎研究 0 6 18 15 9 2 50 0 3 11 12 12 2 40 0 4 12 18 11 2 47 2 12 18 7 1 1 41
応用研究 0 8 17 15 8 1 49 1 1 18 20 12 5 57 0 7 16 28 10 5 66 1 11 10 4 0 0 26
開発研究 0 10 13 17 3 0 43 0 2 15 13 6 4 40 0 4 8 10 8 0 30 3 12 10 4 3 0 32
その他 0 1 3 4 1 0 9 0 1 5 0 2 0 8 0 5 3 4 0 0 12 0 6 1 0 0 0 7
職位 学長等クラス（理事長、社長等 0 1 0 0 0 0 1 0 0 0 1 0 0 1 0 1 1 0 0 0 2 0 1 1 0 0 0 2
所長・部室長クラス（教授等） 0 10 34 25 14 3 86 1 6 29 25 18 6 85 0 9 23 30 16 5 83 5 23 22 10 3 1 64
主任・研究員クラス（助教授等 0 3 4 11 5 0 23 0 0 4 4 2 1 11 0 7 5 9 3 0 24 1 9 6 2 1 0 19
 全有効回答者（属性無回答を含む） 0 14 38 36 19 3 110 1 7 33 31 21 7 100 0 17 30 39 19 5 110 6 32 29 12 4 1 84
注：職位の区分は以下の通りである。「学長クラス」は学長、理事長、社長等。「所長・部室長クラス」は研究所長、大学の学部長、部・
室・グループ長、大学の教授等。「主任・研究員クラス」は主任研究員、大学の助教授、研究チーム内のサブリーダー的存在、研究
））
問26. 本分野における我が国の現在の科学の水準は、以下の国等（欧州、アジアは最も進んでいる国）と比較してどうですか。②欧州と比較して、日本は？
ライフサイエンス分野 情報通信分野 環境分野 ナノテクノロジー・材料分野
属性 6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6
性別 男性 2 13 30 40 9 2 96 2 20 32 37 8 1 100 2 24 38 31 7 5 107 0 7 27 45 28 3 110
女性 1 2 2 1 0 1 7 0 0 0 0 0 0 0 1 1 4 1 2 0 9 0 0 0 1 0 0 1
年齢 39歳未満 0 0 0 0 1 1 2 0 0 1 1 1 0 3 0 1 0 1 0 0 2 0 0 0 1 0 0 1
40～49歳 1 2 11 6 2 1 23 0 7 13 15 3 0 38 1 4 14 9 3 2 33 0 2 5 17 11 2 37
50～59歳 2 9 18 29 5 1 64 0 11 16 16 3 1 47 1 15 22 21 2 2 63 0 4 18 21 16 1 60
60歳以上 0 4 3 6 1 0 14 2 2 2 5 1 0 12 1 5 5 1 4 0 16 0 1 4 6 1 0 12
所属機関 大学 3 10 20 34 8 3 78 2 13 17 28 5 1 66 1 17 24 18 5 2 67 0 5 19 30 16 2 72
公的研究機関 0 2 8 4 0 0 14 0 1 1 2 1 0 5 1 2 9 9 2 3 26 0 0 2 6 2 1 11
民間企業 0 3 3 2 0 0 8 0 6 11 6 2 0 25 1 2 9 2 2 0 16 0 2 6 8 10 0 26
その他 0 0 1 1 1 0 3 0 0 3 0 0 0 3 0 4 0 2 0 0 6 0 0 0 2 0 0 2
業務内容 主に研究 2 3 7 10 3 2 27 1 9 8 18 5 1 42 1 10 14 15 2 3 45 0 3 13 19 10 2 47
主にマネージメント 0 4 8 4 0 0 16 0 2 11 7 1 0 21 0 2 9 5 1 0 17 0 1 2 5 4 0 12
研究とマネージメントが半々 0 5 9 19 3 0 36 1 7 8 6 2 0 24 1 6 13 9 3 1 33 0 3 10 13 11 0 37
その他 1 3 7 8 3 1 23 0 2 5 5 0 0 12 1 7 6 3 3 1 21 0 0 2 9 3 1 15
職業性格区分 基礎研究 2 9 18 21 6 0 56 1 5 7 16 3 1 33 1 15 13 19 3 2 53 0 2 17 28 18 3 68
応用研究 1 8 15 21 1 1 47 2 12 17 21 2 0 54 0 9 20 18 5 2 54 0 5 13 24 8 3 53
開発研究 0 2 4 7 1 1 15 0 6 9 6 3 0 24 1 2 14 9 2 2 30 0 3 8 14 8 1 34
その他 0 1 3 3 2 1 10 0 1 6 2 0 0 9 1 4 3 0 1 0 9 0 0 0 4 0 0 4
職位 学長等クラス（理事長、社長等 0 1 1 1 0 0 3 0 1 2 0 0 0 3 1 1 1 0 0 0 3 0 0 0 1 0 0 1
所長・部室長クラス（教授等） 3 14 24 38 6 1 86 2 16 24 30 7 1 80 1 21 34 29 9 4 98 0 7 24 35 22 1 89
主任・研究員クラス（助教授等 0 0 6 2 2 2 12 0 3 6 6 1 0 16 1 3 7 3 0 1 15 0 0 3 9 6 2 20
 全有効回答者（属性無回答を含む） 3 15 32 41 9 3 103 2 20 32 37 8 1 100 3 25 42 32 9 5 116 0 7 27 46 28 3 111
注：職位の区分は以下の通りである。「学長クラス」は学長、理事長、社長等。「所長・部室長クラス」は研究所長、大学の学部長、部・
室・グループ長、大学の教授等。「主任・研究員クラス」は主任研究員、大学の助教授、研究チーム内のサブリーダー的存在、研究
））
問26. 本分野における我が国の現在の科学の水準は、以下の国等（欧州、アジアは最も進んでいる国）と比較してどうですか。②欧州と比較して、日本は？
エネルギー分野 ものづくり技術分野 社会基盤分野 フロンティア分野
属性 6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6
性別 男性 0 9 33 42 22 3 109 1 5 27 38 23 5 99 0 9 33 41 18 8 109 2 19 30 24 5 2 82
女性 0 0 0 1 0 0 1 0 0 1 0 0 0 1 0 0 0 1 0 0 1 0 0 1 1 0 0 2
年齢 39歳未満 0 1 1 1 2 0 5 0 0 0 0 1 0 1 0 0 0 2 1 0 3 0 1 0 0 0 1 2
40～49歳 0 4 7 16 7 0 34 1 3 6 16 6 3 35 0 2 11 17 6 2 38 0 8 11 3 1 0 23
50～59歳 0 4 19 21 8 2 54 0 2 17 17 12 2 50 0 5 19 18 7 3 52 2 6 17 18 2 1 46
60歳以上 0 0 5 4 5 1 15 0 0 4 5 4 0 13 0 2 3 5 4 3 17 0 4 3 4 2 0 13
所属機関 大学 0 3 20 25 14 3 65 1 2 14 24 20 3 64 0 4 18 26 14 8 70 1 10 11 16 3 1 42
公的研究機関 0 1 4 5 1 0 11 0 1 4 4 0 2 11 0 2 5 4 2 0 13 0 4 13 4 1 1 23
民間企業 0 4 7 12 7 0 30 0 2 9 10 3 0 24 0 3 9 9 1 0 22 1 3 5 5 0 0 14
その他 0 1 2 1 0 0 4 0 0 1 0 0 0 1 0 0 1 2 1 0 4 0 2 2 0 0 0 4
業務内容 主に研究 0 3 10 14 7 1 35 0 1 10 9 15 3 38 0 4 11 16 8 4 43 1 8 13 15 3 1 41
主にマネージメント 0 2 8 9 6 0 25 0 0 6 6 2 0 14 0 1 8 6 1 0 16 0 3 6 4 1 0 14
研究とマネージメントが半々 0 4 10 15 9 1 39 1 4 7 14 3 1 30 0 1 9 15 7 3 35 1 7 9 4 1 1 23
その他 0 0 5 5 0 1 11 0 0 5 9 3 1 18 0 3 5 5 2 1 16 0 2 3 2 0 0 7
職業性格区分 基礎研究 0 4 16 19 9 2 50 0 2 11 15 9 3 40 0 4 11 17 12 3 47 1 10 15 11 3 1 41
応用研究 0 5 16 19 9 0 49 0 3 15 22 15 2 57 0 4 16 29 9 8 66 0 7 10 9 0 0 26
開発研究 0 6 10 20 7 0 43 1 1 10 19 7 2 40 0 3 5 16 5 1 30 1 7 11 10 2 1 32
その他 0 1 2 3 2 1 9 0 0 4 2 2 0 8 0 3 5 4 0 0 12 0 2 4 1 0 0 7
職位 学長等クラス（理事長、社長等 0 0 1 0 0 0 1 0 0 0 1 0 0 1 0 0 1 1 0 0 2 0 0 2 0 0 0 2
所長・部室長クラス（教授等） 0 5 29 32 17 3 86 1 4 25 32 20 3 85 0 6 25 29 15 8 83 2 13 23 20 5 1 64
主任・研究員クラス（助教授等 0 4 3 11 5 0 23 0 1 2 4 2 2 11 0 3 6 12 3 0 24 0 7 6 5 0 1 19
 全有効回答者（属性無回答を含む） 0 9 33 43 22 3 110 1 5 28 38 23 5 100 0 9 33 42 18 8 110 2 19 31 25 5 2 84
注：職位の区分は以下の通りである。「学長クラス」は学長、理事長、社長等。「所長・部室長クラス」は研究所長、大学の学部長、部・
室・グループ長、大学の教授等。「主任・研究員クラス」は主任研究員、大学の助教授、研究チーム内のサブリーダー的存在、研究
））
問26. 本分野における我が国の現在の科学の水準は、以下の国等（欧州、アジアは最も進んでいる国）と比較してどうですか。③アジアと比較して、日本は？
ライフサイエンス分野 情報通信分野 環境分野 ナノテクノロジー・材料分野
属性 6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6
性別 男性 0 0 5 19 33 38 95 1 2 15 33 31 18 100 0 0 5 21 47 35 108 0 0 2 14 53 41 110
女性 0 0 2 1 2 2 7 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 6 2 9 0 0 0 0 0 1 1
年齢 39歳未満 0 0 0 0 1 1 2 0 0 0 1 2 0 3 0 0 0 0 2 0 2 0 0 0 0 1 0 1
40～49歳 0 0 0 8 5 10 23 0 2 5 12 13 6 38 0 0 0 7 16 10 33 0 0 0 2 18 17 37
50～59歳 0 0 4 10 24 25 63 0 0 9 15 14 9 47 0 0 3 13 27 21 64 0 0 2 10 25 23 60
60歳以上 0 0 3 2 5 4 14 1 0 1 5 2 3 12 0 0 2 2 7 5 16 0 0 0 2 8 2 12
所属機関 大学 0 0 4 11 24 38 77 1 1 8 21 23 12 66 0 0 3 12 36 17 68 0 0 1 8 35 28 72
公的研究機関 0 0 2 4 7 1 14 0 0 0 2 0 3 5 0 0 0 2 11 13 26 0 0 0 3 4 4 11
民間企業 0 0 1 3 4 0 8 0 0 6 8 8 3 25 0 0 2 4 4 6 16 0 0 1 3 13 9 26
その他 0 0 0 2 0 1 3 0 1 1 1 0 0 3 0 0 0 3 2 1 6 0 0 0 0 1 1 2
業務内容 主に研究 0 0 1 5 8 13 27 1 0 4 11 16 10 42 0 0 1 7 20 18 46 0 0 0 7 22 18 47
主にマネージメント 0 0 2 5 8 1 16 0 1 4 5 7 4 21 0 0 1 3 8 5 17 0 0 1 3 3 5 12
研究とマネージメントが半々 0 0 3 5 11 16 35 0 0 5 11 4 4 24 0 0 2 6 16 9 33 0 0 1 2 22 12 37
その他 0 0 1 5 7 10 23 0 1 2 5 4 0 12 0 0 1 6 9 5 21 0 0 0 2 6 7 15
職業性格区分 基礎研究 0 0 3 9 19 24 55 0 1 4 8 12 8 33 0 0 1 10 28 15 54 0 0 1 8 29 30 68
応用研究 0 0 6 9 16 15 46 1 1 7 21 17 7 54 0 0 1 8 25 20 54 0 0 2 6 25 20 53
開発研究 0 0 1 4 6 4 15 0 1 5 6 6 6 24 0 0 1 7 12 10 30 0 0 0 4 20 10 34
その他 0 0 0 3 3 4 10 0 1 3 3 2 0 9 0 0 1 4 3 1 9 0 0 0 0 1 3 4
職位 学長等クラス（理事長、社長等 0 0 1 0 2 0 3 0 0 0 2 1 0 3 0 0 1 1 1 0 3 0 0 0 0 0 1 1
所長・部室長クラス（教授等） 0 0 6 13 31 35 85 1 1 13 22 25 18 80 0 0 4 18 43 34 99 0 0 2 12 45 30 89
主任・研究員クラス（助教授等 0 0 0 6 2 4 12 0 1 2 8 5 0 16 0 0 0 3 9 3 15 0 0 0 2 8 10 20
 全有効回答者（属性無回答を含む） 0 0 7 20 35 40 102 1 2 15 33 31 18 100 0 0 5 22 53 37 117 0 0 2 14 53 42 111
注：職位の区分は以下の通りである。「学長クラス」は学長、理事長、社長等。「所長・部室長クラス」は研究所長、大学の学部長、部・
室・グループ長、大学の教授等。「主任・研究員クラス」は主任研究員、大学の助教授、研究チーム内のサブリーダー的存在、研究
））
問26. 本分野における我が国の現在の科学の水準は、以下の国等（欧州、アジアは最も進んでいる国）と比較してどうですか。③アジアと比較して、日本は？
エネルギー分野 ものづくり技術分野 社会基盤分野 フロンティア分野
属性 6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6
性別 男性 0 2 5 17 41 44 109 0 1 1 17 45 35 99 0 1 3 17 46 42 109 0 4 1 21 37 19 82
女性 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0 1 0 0 1 0 0 0 0 1 0 1 0 0 0 0 1 1 2
年齢 39歳未満 0 0 1 1 1 2 5 0 0 0 0 1 0 1 0 0 0 0 2 1 3 0 0 0 1 0 1 2
40～49歳 0 0 2 3 14 15 34 0 1 1 5 17 11 35 0 0 1 10 18 9 38 0 1 0 6 14 2 23
50～59歳 0 2 2 9 18 23 54 0 0 0 12 19 19 50 0 1 1 4 23 23 52 0 3 0 10 21 12 46
60歳以上 0 0 0 3 8 4 15 0 0 0 1 7 5 13 0 0 1 3 4 9 17 0 0 1 4 3 5 13
所属機関 大学 0 2 1 8 21 33 65 0 1 1 7 30 25 64 0 0 1 9 35 25 70 0 2 1 7 20 12 42
公的研究機関 0 0 1 2 5 3 11 0 0 0 2 5 4 11 0 0 0 3 3 7 13 0 1 0 5 12 5 23
民間企業 0 0 2 6 13 9 30 0 0 0 8 10 6 24 0 1 1 4 8 8 22 0 1 0 7 4 2 14
その他 0 0 1 1 2 0 4 0 0 0 1 0 0 1 0 0 0 1 1 2 4 0 0 0 2 2 0 4
業務内容 主に研究 0 1 1 3 12 18 35 0 0 0 5 16 17 38 0 0 0 7 24 12 43 0 2 0 6 21 12 41
主にマネージメント 0 0 2 5 10 8 25 0 0 0 7 3 4 14 0 1 1 2 5 7 16 0 0 0 6 6 2 14
研究とマネージメントが半々 0 1 2 5 16 15 39 0 1 0 2 16 11 30 0 0 1 3 13 18 35 0 2 0 8 9 4 23
その他 0 0 0 4 3 4 11 0 0 1 4 10 3 18 0 0 1 5 5 5 16 0 0 1 1 3 2 7
職業性格区分 基礎研究 0 2 1 9 16 22 50 0 0 1 6 19 14 40 0 0 1 5 22 19 47 0 2 0 5 24 10 41
応用研究 0 1 4 7 16 21 49 0 1 1 8 27 20 57 0 0 0 7 32 27 66 0 1 1 5 15 4 26
開発研究 0 1 2 7 17 16 43 0 0 1 5 18 16 40 0 0 2 3 12 13 30 0 1 1 10 13 7 32
その他 0 0 1 1 3 4 9 0 0 0 4 3 1 8 0 1 1 5 3 2 12 0 0 0 3 3 1 7
職位 学長等クラス（理事長、社長等 0 0 0 1 0 0 1 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 1 1 2 0 0 0 1 1 0 2
所長・部室長クラス（教授等） 0 2 2 14 32 36 86 0 1 1 15 37 31 85 0 1 2 10 33 37 83 0 3 1 15 31 14 64
主任・研究員クラス（助教授等 0 0 3 2 9 9 23 0 0 0 1 7 3 11 0 0 1 6 13 4 24 0 1 0 5 7 6 19
 全有効回答者（属性無回答を含む） 0 2 5 17 41 45 110 0 1 1 18 45 35 100 0 1 3 17 47 42 110 0 4 1 21 38 20 84
注：職位の区分は以下の通りである。「学長クラス」は学長、理事長、社長等。「所長・部室長クラス」は研究所長、大学の学部長、部・
室・グループ長、大学の教授等。「主任・研究員クラス」は主任研究員、大学の助教授、研究チーム内のサブリーダー的存在、研究
））
問27. 本分野における我が国の5年後の科学の水準は、以下の国等（欧州、アジアは最も進んでいる国）と比較してどうですか。①米国と比較して、日本は？
ライフサイエンス分野 情報通信分野 環境分野 ナノテクノロジー・材料分野
属性 6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6
性別 男性 7 29 38 15 5 2 96 7 31 41 17 4 0 100 1 21 30 43 8 5 108 1 11 36 44 13 4 109
女性 1 3 2 0 1 0 7 0 0 0 0 0 0 0 0 1 4 2 2 0 9 0 0 0 0 0 1 1
年齢 39歳未満 0 0 0 1 1 0 2 0 0 0 3 0 0 3 0 1 0 1 0 0 2 0 0 1 0 0 0 1
40～49歳 2 9 8 2 2 0 23 2 14 14 7 1 0 38 0 3 12 14 1 3 33 0 4 8 17 4 4 37
50～59歳 4 20 27 9 2 2 64 3 12 25 4 3 0 47 1 12 21 22 7 1 64 1 6 23 21 7 1 59
60歳以上 2 3 5 3 1 0 14 2 5 2 3 0 0 12 0 6 1 7 2 0 16 0 1 3 6 2 0 12
所属機関 大学 7 24 26 13 6 2 78 6 18 26 12 4 0 66 1 17 19 23 5 3 68 0 6 22 32 8 3 71
公的研究機関 0 7 7 0 0 0 14 0 2 0 3 0 0 5 0 2 9 12 1 2 26 1 1 3 3 2 1 11
民間企業 1 1 5 1 0 0 8 1 10 12 2 0 0 25 0 1 4 7 4 0 16 0 4 10 8 3 1 26
その他 0 0 2 1 0 0 3 0 1 2 0 0 0 3 0 2 1 3 0 0 6 0 0 1 1 0 0 2
業務内容 主に研究 3 7 11 2 4 0 27 4 8 18 9 3 0 42 0 8 17 17 1 3 46 1 6 12 19 5 3 46
主にマネージメント 0 6 9 1 0 0 16 0 7 12 2 0 0 21 0 0 5 8 4 0 17 0 2 3 6 1 0 12
研究とマネージメントが半々 2 12 15 6 0 1 36 2 10 7 4 1 0 24 1 8 7 13 3 1 33 0 3 16 11 5 2 37
その他 3 7 5 5 2 1 23 1 6 3 2 0 0 12 0 6 5 7 2 1 21 0 0 5 8 2 0 15
職業性格区分 基礎研究 6 17 22 8 3 0 56 3 8 12 8 2 0 33 0 12 18 18 5 1 54 1 4 22 28 8 4 67
応用研究 5 17 18 6 1 0 47 5 17 23 8 1 0 54 1 7 17 25 2 2 54 1 5 20 21 4 2 53
開発研究 1 1 8 4 1 0 15 2 7 11 2 2 0 24 0 4 11 10 2 3 30 1 5 13 9 4 2 34
その他 0 3 3 1 1 2 10 1 5 2 1 0 0 9 0 3 0 5 1 0 9 0 0 0 4 0 0 4
職位 学長等クラス（理事長、社長等 1 0 1 1 0 0 3 0 2 1 0 0 0 3 0 1 0 2 0 0 3 0 0 0 1 0 0 1
所長・部室長クラス（教授等） 7 28 35 11 3 2 86 7 23 34 12 4 0 80 1 18 27 39 10 4 99 0 10 29 35 10 4 88
主任・研究員クラス（助教授等 0 4 3 2 3 0 12 0 6 5 5 0 0 16 0 3 7 4 0 1 15 1 1 7 7 3 1 20
 全有効回答者（属性無回答を含む） 8 32 40 15 6 2 103 7 31 41 17 4 0 100 1 22 34 45 10 5 117 1 11 36 44 13 5 110
注：職位の区分は以下の通りである。「学長クラス」は学長、理事長、社長等。「所長・部室長クラス」は研究所長、大学の学部長、部・
室・グループ長、大学の教授等。「主任・研究員クラス」は主任研究員、大学の助教授、研究チーム内のサブリーダー的存在、研究
））
問27. 本分野における我が国の5年後の科学の水準は、以下の国等（欧州、アジアは最も進んでいる国）と比較してどうですか。①米国と比較して、日本は？
エネルギー分野 ものづくり技術分野 社会基盤分野 フロンティア分野
属性 6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6
性別 男性 0 17 42 31 14 5 109 2 5 35 37 12 8 99 0 16 31 40 18 4 109 8 27 24 20 2 1 82
女性 0 0 0 1 0 0 1 0 1 0 0 0 0 1 0 0 1 1 0 0 2 0 0 1 1 0 0 2
年齢 39歳未満 0 1 2 1 1 0 5 0 0 0 0 1 0 1 0 1 0 1 1 0 3 0 0 0 2 0 0 2
40～49歳 0 4 14 10 6 0 34 1 2 13 12 2 5 35 0 6 9 18 4 1 38 3 7 7 6 0 0 23
50～59歳 0 11 18 17 5 3 54 1 2 18 19 7 3 50 0 7 18 17 9 2 53 4 17 13 11 1 0 46
60歳以上 0 1 6 4 2 2 15 0 2 4 5 2 0 13 0 2 5 5 4 1 17 1 3 5 2 1 1 13
所属機関 大学 0 6 24 20 11 4 65 2 4 18 25 10 5 64 0 6 23 27 12 3 71 3 13 16 8 2 0 42
公的研究機関 0 2 6 2 1 0 11 0 1 4 4 0 2 11 0 4 3 3 3 0 13 3 5 5 10 0 0 23
民間企業 0 8 11 8 2 1 30 0 0 13 8 2 1 24 0 5 6 8 2 1 22 1 6 4 3 0 0 14
その他 0 1 1 2 0 0 4 0 1 0 0 0 0 1 0 1 0 2 1 0 4 1 3 0 0 0 0 4
業務内容 主に研究 0 4 13 9 6 3 35 1 1 11 15 5 5 38 0 7 13 15 7 1 43 4 11 12 13 1 0 41
主にマネージメント 0 6 9 7 2 1 25 0 0 9 4 0 1 14 0 4 3 7 1 1 16 0 7 3 3 0 1 14
研究とマネージメントが半々 0 7 16 9 6 1 39 1 2 10 12 3 2 30 0 2 9 14 8 2 35 4 6 6 6 1 0 23
その他 0 0 4 7 0 0 11 0 3 5 6 4 0 18 0 3 7 5 2 0 17 0 3 4 0 0 0 7
職業性格区分 基礎研究 0 6 20 13 7 4 50 1 2 11 18 5 3 40 0 5 13 18 10 2 48 3 9 17 11 1 0 41
応用研究 0 10 15 15 7 2 49 1 1 21 22 7 5 57 0 7 17 28 11 4 67 3 8 7 8 0 0 26
開発研究 0 10 19 13 1 0 43 0 2 14 17 4 3 40 0 5 7 10 7 1 30 3 11 6 10 1 1 32
その他 0 1 4 3 1 0 9 0 1 5 2 0 0 8 0 3 3 6 0 0 12 0 6 1 0 0 0 7
職位 学長等クラス（理事長、社長等 0 0 1 0 0 0 1 0 0 0 0 1 0 1 0 1 1 0 0 0 2 0 0 2 0 0 0 2
所長・部室長クラス（教授等） 0 14 33 24 10 5 86 2 5 32 30 9 7 85 0 10 23 31 16 4 84 6 21 19 15 2 1 64
主任・研究員クラス（助教授等 0 3 8 8 4 0 23 0 0 3 5 2 1 11 0 5 7 10 2 0 24 2 6 4 7 0 0 19
 全有効回答者（属性無回答を含む） 0 17 42 32 14 5 110 2 6 35 37 12 8 100 0 16 32 41 18 4 111 8 27 25 21 2 1 84
注：職位の区分は以下の通りである。「学長クラス」は学長、理事長、社長等。「所長・部室長クラス」は研究所長、大学の学部長、部・
室・グループ長、大学の教授等。「主任・研究員クラス」は主任研究員、大学の助教授、研究チーム内のサブリーダー的存在、研究
））
問27. 本分野における我が国の5年後の科学の水準は、以下の国等（欧州、アジアは最も進んでいる国）と比較してどうですか。②欧州と比較して、日本は？
ライフサイエンス分野 情報通信分野 環境分野 ナノテクノロジー・材料分野
属性 6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6
性別 男性 3 17 35 31 8 2 96 3 22 32 34 7 2 100 3 19 35 34 11 5 107 0 7 33 47 17 5 109
女性 1 1 3 0 1 1 7 0 0 0 0 0 0 0 1 1 2 3 2 0 9 0 0 0 0 0 1 1
年齢 39歳未満 0 0 0 1 0 1 2 0 0 1 2 0 0 3 0 1 0 1 0 0 2 0 0 0 0 1 0 1
40～49歳 1 4 7 9 1 1 23 1 7 14 14 1 1 38 1 4 10 14 2 2 33 0 3 6 19 4 5 37
50～59歳 2 12 26 16 7 1 64 0 11 15 16 4 1 47 2 10 24 17 8 2 63 0 2 22 24 10 1 59
60歳以上 1 2 5 5 1 0 14 2 4 2 2 2 0 12 1 5 3 4 3 0 16 0 2 4 4 2 0 12
所属機関 大学 4 9 29 24 9 3 78 3 15 18 23 5 2 66 2 14 20 23 6 2 67 0 5 23 27 13 3 71
公的研究機関 0 6 5 3 0 0 14 0 1 1 1 2 0 5 1 2 9 8 3 3 26 0 0 3 7 0 1 11
民間企業 0 3 2 3 0 0 8 0 6 9 10 0 0 25 1 2 5 4 4 0 16 0 2 7 11 4 2 26
その他 0 0 2 1 0 0 3 0 0 3 0 0 0 3 0 2 2 2 0 0 6 0 0 0 2 0 0 2
業務内容 主に研究 3 2 8 9 3 2 27 1 11 10 14 4 2 42 2 8 15 14 2 4 45 0 5 12 17 8 4 46
主にマネージメント 0 5 8 3 0 0 16 0 2 9 9 1 0 21 0 2 5 5 5 0 17 0 0 3 8 1 0 12
研究とマネージメントが半々 0 7 13 12 3 1 36 1 8 7 6 2 0 24 2 5 10 12 4 0 33 0 2 15 13 5 2 37
その他 1 4 9 6 3 0 23 1 1 5 5 0 0 12 0 5 7 6 2 1 21 0 0 3 9 3 0 15
職業性格区分 基礎研究 3 8 24 17 4 0 56 2 6 5 17 1 2 33 2 11 12 21 5 2 53 0 2 23 26 12 4 67
応用研究 2 10 18 13 3 1 47 3 11 19 17 4 0 54 0 10 19 18 5 2 54 0 4 15 25 7 2 53
開発研究 0 2 6 5 1 1 15 1 6 6 8 3 0 24 2 1 13 10 2 2 30 0 3 11 13 4 3 34
その他 0 2 3 2 2 1 10 0 2 5 2 0 0 9 0 3 1 4 1 0 9 0 0 0 4 0 0 4
職位 学長等クラス（理事長、社長等 0 1 0 2 0 0 3 0 1 2 0 0 0 3 1 0 1 1 0 0 3 0 0 0 1 0 0 1
所長・部室長クラス（教授等） 4 16 33 24 8 1 86 3 18 20 30 7 2 80 2 17 33 29 13 4 98 0 6 30 35 13 4 88
主任・研究員クラス（助教授等 0 1 4 4 1 2 12 0 3 9 4 0 0 16 1 3 3 7 0 1 15 0 1 3 10 4 2 20
 全有効回答者（属性無回答を含む） 4 18 38 31 9 3 103 3 22 32 34 7 2 100 4 20 37 37 13 5 116 0 7 33 47 17 6 110
注：職位の区分は以下の通りである。「学長クラス」は学長、理事長、社長等。「所長・部室長クラス」は研究所長、大学の学部長、部・
室・グループ長、大学の教授等。「主任・研究員クラス」は主任研究員、大学の助教授、研究チーム内のサブリーダー的存在、研究
））
問27. 本分野における我が国の5年後の科学の水準は、以下の国等（欧州、アジアは最も進んでいる国）と比較してどうですか。②欧州と比較して、日本は？
エネルギー分野 ものづくり技術分野 社会基盤分野 フロンティア分野
属性 6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6
性別 男性 1 14 39 35 15 5 109 2 4 34 40 12 7 99 1 13 30 46 13 6 109 4 17 25 30 5 1 82
女性 0 0 1 0 0 0 1 0 0 0 1 0 0 1 0 0 1 1 0 0 2 0 0 1 1 0 0 2
年齢 39歳未満 0 1 1 1 2 0 5 0 0 0 0 1 0 1 0 0 0 2 1 0 3 0 0 0 2 0 0 2
40～49歳 1 4 12 10 5 2 34 2 0 12 16 2 3 35 1 3 10 19 3 2 38 2 5 7 9 0 0 23
50～59歳 0 8 21 19 4 2 54 0 1 18 20 8 3 50 0 8 16 20 7 2 53 2 9 16 16 3 0 46
60歳以上 0 1 5 4 4 1 15 0 3 3 5 1 1 13 0 2 5 6 2 2 17 0 3 3 4 2 1 13
所属機関 大学 0 8 23 19 12 3 65 2 4 16 28 10 4 64 1 6 22 29 7 6 71 3 8 16 13 2 0 42
公的研究機関 0 2 7 1 1 0 11 0 0 6 3 0 2 11 0 4 3 4 2 0 13 0 5 4 12 2 0 23
民間企業 1 3 9 13 2 2 30 0 0 12 9 2 1 24 0 2 6 12 2 0 22 1 2 5 5 1 0 14
その他 0 1 1 2 0 0 4 0 0 0 1 0 0 1 0 1 0 2 1 0 4 0 2 1 1 0 0 4
業務内容 主に研究 0 7 11 10 5 2 35 0 2 12 14 6 4 38 1 5 10 19 5 3 43 2 7 13 17 2 0 41
主にマネージメント 1 2 7 10 3 2 25 0 0 6 6 2 0 14 0 2 4 8 2 0 16 0 3 4 5 1 1 14
研究とマネージメントが半々 0 5 16 11 7 0 39 2 1 10 14 1 2 30 0 2 11 15 5 2 35 2 6 5 8 2 0 23
その他 0 0 6 4 0 1 11 0 1 6 7 3 1 18 0 4 6 5 1 1 17 0 1 4 2 0 0 7
職業性格区分 基礎研究 0 6 18 16 8 2 50 0 2 11 20 4 3 40 1 5 12 19 9 2 48 2 6 13 18 2 0 41
応用研究 0 10 13 18 8 0 49 1 1 21 23 8 3 57 0 7 18 29 7 6 67 2 6 7 10 1 0 26
開発研究 1 5 16 16 4 1 43 1 1 13 19 3 3 40 0 2 7 15 5 1 30 1 6 8 13 3 1 32
その他 0 1 3 2 1 2 9 0 0 4 4 0 0 8 0 2 4 6 0 0 12 0 2 3 2 0 0 7
職位 学長等クラス（理事長、社長等 0 0 0 1 0 0 1 0 0 0 0 0 1 1 0 0 1 1 0 0 2 0 0 1 1 0 0 2
所長・部室長クラス（教授等） 1 10 34 27 9 5 86 2 4 30 35 10 4 85 0 10 24 33 11 6 84 3 12 20 24 4 1 64
主任・研究員クラス（助教授等 0 4 6 7 6 0 23 0 0 4 3 2 2 11 1 3 5 13 2 0 24 1 5 5 7 1 0 19
 全有効回答者（属性無回答を含む） 1 14 40 35 15 5 110 2 4 34 41 12 7 100 1 13 31 47 13 6 111 4 17 26 31 5 1 84
注：職位の区分は以下の通りである。「学長クラス」は学長、理事長、社長等。「所長・部室長クラス」は研究所長、大学の学部長、部・
室・グループ長、大学の教授等。「主任・研究員クラス」は主任研究員、大学の助教授、研究チーム内のサブリーダー的存在、研究
））
問27. 本分野における我が国の5年後の科学の水準は、以下の国等（欧州、アジアは最も進んでいる国）と比較してどうですか。③アジアと比較して、日本は？
ライフサイエンス分野 情報通信分野 環境分野 ナノテクノロジー・材料分野
属性 6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6
性別 男性 0 5 17 34 28 12 96 3 9 29 36 12 11 100 0 4 17 31 34 22 108 0 3 10 49 39 7 108
女性 1 1 0 2 2 1 7 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 1 5 1 9 0 0 0 0 0 1 1
年齢 39歳未満 0 0 0 1 0 1 2 0 0 0 2 1 0 3 0 0 0 2 0 0 2 0 0 0 1 0 0 1
40～49歳 0 2 5 6 6 4 23 2 3 13 13 4 3 38 0 2 5 9 12 5 33 0 0 1 18 14 3 36
50～59歳 1 3 9 26 20 5 64 0 3 14 18 7 5 47 0 1 10 19 23 11 64 0 2 8 24 22 3 59
60歳以上 0 1 3 3 4 3 14 1 3 2 3 0 3 12 0 1 4 2 3 6 16 0 1 0 6 3 2 12
所属機関 大学 1 3 9 28 25 12 78 3 4 18 22 10 9 66 0 3 11 18 23 13 68 0 2 7 29 27 5 70
公的研究機関 0 2 4 5 3 0 14 0 0 2 1 0 2 5 0 0 3 8 8 7 26 0 0 0 9 1 1 11
民間企業 0 1 2 3 2 0 8 0 4 6 13 2 0 25 0 1 3 4 5 3 16 0 1 3 11 9 2 26
その他 0 0 2 0 0 1 3 0 1 2 0 0 0 3 0 0 1 2 3 0 6 0 0 0 0 2 0 2
業務内容 主に研究 0 2 3 8 8 6 27 2 2 9 16 6 7 42 0 2 7 14 11 12 46 0 1 3 19 16 6 45
主にマネージメント 0 2 5 7 2 0 16 0 3 3 13 1 1 21 0 0 3 5 6 3 17 0 0 1 5 6 0 12
研究とマネージメントが半々 0 2 5 12 13 4 36 0 3 11 5 2 3 24 0 2 5 9 12 5 33 0 2 4 18 11 2 37
その他 1 0 4 9 6 3 23 1 1 5 2 3 0 12 0 0 4 4 10 3 21 0 0 2 7 6 0 15
職業性格区分 基礎研究 0 3 9 21 17 6 56 2 2 7 13 6 3 33 0 1 6 19 17 11 54 0 0 6 30 25 5 66
応用研究 1 5 9 15 13 4 47 3 4 18 18 5 6 54 0 1 9 16 17 11 54 0 1 4 23 21 3 52
開発研究 0 1 1 5 5 3 15 1 1 8 9 2 3 24 0 2 6 5 11 6 30 0 2 5 13 11 3 34
その他 0 0 3 3 3 1 10 0 2 4 2 1 0 9 0 0 2 2 4 1 9 0 0 0 1 3 0 4
職位 学長等クラス（理事長、社長等 0 1 0 1 1 0 3 0 1 0 2 0 0 3 0 1 0 0 2 0 3 0 0 0 1 0 0 1
所長・部室長クラス（教授等） 1 4 13 31 27 10 86 2 6 23 28 10 11 80 0 3 16 27 30 23 99 0 3 9 35 34 7 88
主任・研究員クラス（助教授等 0 1 3 4 2 2 12 1 2 5 6 2 0 16 0 0 3 5 7 0 15 0 0 1 13 4 1 19
 全有効回答者（属性無回答を含む） 1 6 17 36 30 13 103 3 9 29 36 12 11 100 0 4 19 32 39 23 117 0 3 10 49 39 8 109
注：職位の区分は以下の通りである。「学長クラス」は学長、理事長、社長等。「所長・部室長クラス」は研究所長、大学の学部長、部・
室・グループ長、大学の教授等。「主任・研究員クラス」は主任研究員、大学の助教授、研究チーム内のサブリーダー的存在、研究
））
問27. 本分野における我が国の5年後の科学の水準は、以下の国等（欧州、アジアは最も進んでいる国）と比較してどうですか。③アジアと比較して、日本は？
エネルギー分野 ものづくり技術分野 社会基盤分野 フロンティア分野
属性 6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6
性別 男性 1 4 13 41 32 18 109 1 4 14 46 25 9 99 0 3 9 39 34 23 108 1 2 16 28 23 12 82
女性 0 0 0 1 0 0 1 0 0 0 1 0 0 1 0 0 1 0 1 0 2 0 0 0 2 0 0 2
年齢 39歳未満 0 0 2 1 1 1 5 0 0 0 1 0 0 1 0 0 0 2 1 0 3 0 0 0 2 0 0 2
40～49歳 0 2 6 12 11 3 34 1 2 3 14 11 4 35 0 1 5 17 9 6 38 0 1 3 12 5 2 23
50～59歳 1 1 4 23 15 10 54 0 1 7 27 10 5 50 0 1 3 17 20 11 52 1 1 10 13 13 8 46
60歳以上 0 0 1 6 4 4 15 0 1 3 5 4 0 13 0 1 2 3 5 6 17 0 0 3 3 5 2 13
所属機関 大学 1 1 6 24 18 15 65 1 4 9 30 16 4 64 0 1 7 24 21 17 70 1 1 6 17 13 4 42
公的研究機関 0 1 2 4 3 1 11 0 0 3 4 2 2 11 0 1 1 3 7 1 13 0 1 6 5 5 6 23
民間企業 0 1 5 12 10 2 30 0 0 2 12 7 3 24 0 1 1 10 6 4 22 0 0 4 5 4 1 14
その他 0 1 0 2 1 0 4 0 0 0 1 0 0 1 0 0 1 1 1 1 4 0 0 0 3 1 0 4
業務内容 主に研究 0 1 5 13 9 7 35 1 0 2 20 10 5 38 0 1 5 14 14 9 43 1 2 3 13 15 7 41
主にマネージメント 0 2 3 11 7 2 25 0 0 3 6 3 2 14 0 1 1 4 6 4 16 0 0 4 6 1 3 14
研究とマネージメントが半々 1 1 4 11 16 6 39 0 3 4 12 9 2 30 0 0 2 16 12 5 35 0 0 8 7 6 2 23
その他 0 0 1 7 0 3 11 0 1 5 9 3 0 18 0 1 2 5 3 5 16 0 0 1 4 2 0 7
職業性格区分 基礎研究 1 1 6 16 14 12 50 1 3 5 19 10 2 40 0 1 6 14 13 14 48 1 2 3 14 14 7 41
応用研究 1 1 8 18 11 10 49 0 3 6 33 10 5 57 0 1 4 23 23 15 66 0 1 7 11 4 3 26
開発研究 1 0 6 14 19 3 43 0 2 5 16 14 3 40 0 1 2 12 7 8 30 0 1 9 10 7 5 32
その他 0 2 1 4 0 2 9 0 0 2 3 3 0 8 0 1 2 6 2 1 12 0 0 2 2 3 0 7
職位 学長等クラス（理事長、社長等 0 0 0 0 1 0 1 0 0 0 0 1 0 1 0 0 0 2 0 0 2 0 0 1 0 0 1 2
所長・部室長クラス（教授等） 1 3 8 35 22 17 86 1 4 12 39 21 8 85 0 3 5 27 26 22 83 1 1 12 22 19 9 64
主任・研究員クラス（助教授等 0 1 5 7 9 1 23 0 0 2 5 3 1 11 0 0 5 9 9 1 24 0 1 3 8 5 2 19
 全有効回答者（属性無回答を含む） 1 4 13 42 32 18 110 1 4 14 47 25 9 100 0 3 10 39 35 23 110 1 2 16 30 23 12 84
注：職位の区分は以下の通りである。「学長クラス」は学長、理事長、社長等。「所長・部室長クラス」は研究所長、大学の学部長、部・
室・グループ長、大学の教授等。「主任・研究員クラス」は主任研究員、大学の助教授、研究チーム内のサブリーダー的存在、研究
））
問28. 本分野における我が国の現在の技術の水準は、以下の国等（欧州、アジアは最も進んでいる国）と比較してどうですか。①米国と比較して、日本は？
ライフサイエンス分野 情報通信分野 環境分野 ナノテクノロジー・材料分野
属性 6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6
性別 男性 1 10 27 40 16 2 96 2 15 41 28 13 2 101 0 7 28 38 25 7 105 1 3 26 34 40 5 109
女性 0 2 1 2 2 0 7 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 5 2 0 9 0 0 0 0 0 1 1
年齢 39歳未満 0 0 0 0 2 0 2 0 0 0 2 1 0 3 0 0 2 0 0 0 2 0 0 0 1 0 0 1
40～49歳 0 2 9 5 5 1 22 1 7 15 11 3 1 38 0 0 10 13 8 1 32 0 0 6 11 16 4 37
50～59歳 1 6 15 32 10 1 65 0 6 23 10 7 1 47 0 4 16 23 16 3 62 1 3 14 19 20 2 59
60歳以上 0 4 4 5 1 0 14 1 2 3 5 2 0 13 0 3 2 6 3 2 16 0 0 6 2 4 0 12
所属機関 大学 1 9 20 32 14 2 78 2 8 26 21 8 2 67 0 4 18 26 16 3 67 0 3 16 26 23 3 71
公的研究機関 0 2 5 5 2 0 14 0 0 2 2 1 0 5 0 1 6 11 3 3 24 1 0 2 3 5 0 11
民間企業 0 1 3 3 1 0 8 0 7 10 4 4 0 25 0 0 6 4 5 1 16 0 0 7 4 12 3 26
その他 0 0 0 2 1 0 3 0 0 3 0 0 0 3 0 2 0 1 3 0 6 0 0 1 1 0 0 2
業務内容 主に研究 1 2 10 7 5 1 26 1 5 20 9 5 2 42 0 1 12 16 11 4 44 1 1 14 14 12 4 46
主にマネージメント 0 2 6 7 2 0 17 0 5 10 4 2 0 21 0 0 7 2 7 0 16 0 0 2 2 8 0 12
研究とマネージメントが半々 0 6 7 13 9 1 36 1 3 5 10 5 0 24 0 2 7 19 4 1 33 0 2 7 12 14 2 37
その他 0 2 5 14 2 0 23 0 2 6 4 1 0 13 0 4 4 6 5 2 21 0 0 3 6 6 0 15
職業性格区分 基礎研究 1 6 15 24 8 1 55 1 4 15 9 4 0 33 0 5 14 22 10 2 53 1 2 12 27 22 3 67
応用研究 0 8 13 16 9 1 47 2 5 23 19 5 1 55 0 2 17 18 11 4 52 1 2 13 17 19 1 53
開発研究 0 0 7 5 4 0 16 0 6 10 2 5 1 24 0 1 7 12 7 3 30 1 1 9 6 13 4 34
その他 0 2 2 6 1 0 11 0 2 5 1 1 0 9 0 2 1 3 2 1 9 0 0 2 0 2 0 4
職位 学長等クラス（理事長、社長等 0 0 1 2 0 0 3 0 0 2 0 1 0 3 0 0 2 0 1 0 3 0 0 0 1 0 0 1
所長・部室長クラス（教授等） 1 11 24 34 14 2 86 2 14 34 19 10 2 81 0 7 24 34 24 7 96 0 3 20 29 32 4 88
主任・研究員クラス（助教授等 0 1 3 5 3 0 12 0 1 5 8 2 0 16 0 0 4 9 2 0 15 1 0 6 4 7 2 20
 全有効回答者（属性無回答を含む） 1 12 28 42 18 2 103 2 15 41 28 13 2 101 0 7 30 43 27 7 114 1 3 26 34 40 6 110
注：職位の区分は以下の通りである。「学長クラス」は学長、理事長、社長等。「所長・部室長クラス」は研究所長、大学の学部長、部・
室・グループ長、大学の教授等。「主任・研究員クラス」は主任研究員、大学の助教授、研究チーム内のサブリーダー的存在、研究
））
問28. 本分野における我が国の現在の技術の水準は、以下の国等（欧州、アジアは最も進んでいる国）と比較してどうですか。①米国と比較して、日本は？
エネルギー分野 ものづくり技術分野 社会基盤分野 フロンティア分野
属性 6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6
性別 男性 0 5 19 42 34 7 107 2 3 9 42 27 17 100 2 7 18 37 34 11 109 4 30 19 20 5 0 78
女性 0 0 0 0 1 0 1 0 0 0 1 0 0 1 0 0 0 1 0 0 1 0 0 1 0 0 0 1
年齢 39歳未満 0 0 1 1 3 0 5 0 0 0 1 0 0 1 1 0 0 0 1 1 3 0 2 0 0 0 0 2
40～49歳 0 2 7 9 13 2 33 1 1 2 14 8 9 35 1 1 8 16 9 3 38 0 10 8 3 1 0 22
50～59歳 0 2 9 27 12 4 54 0 2 6 21 14 7 50 0 6 6 19 15 6 52 2 13 12 14 3 0 44
60歳以上 0 1 2 4 6 1 14 1 0 1 6 5 1 14 0 0 4 3 9 1 17 2 5 0 3 1 0 11
所属機関 大学 0 1 12 19 24 7 63 2 2 3 24 22 12 65 0 1 13 22 25 9 70 2 12 8 15 2 0 39
公的研究機関 0 1 2 7 1 0 11 0 1 2 5 1 2 11 2 1 1 4 4 1 13 1 8 8 2 2 0 21
民間企業 0 2 5 14 9 0 30 0 0 4 13 4 3 24 0 5 3 10 3 1 22 0 8 3 3 0 0 14
その他 0 1 0 2 1 0 4 0 0 0 1 0 0 1 0 0 1 2 1 0 4 1 2 1 0 0 0 4
業務内容 主に研究 0 1 9 10 12 2 34 0 1 2 17 11 8 39 2 2 7 14 13 5 43 2 14 8 13 3 0 40
主にマネージメント 0 2 2 14 7 0 25 0 0 4 6 1 3 14 0 3 3 8 2 0 16 0 7 4 1 1 0 13
研究とマネージメントが半々 0 2 7 12 13 4 38 2 1 2 10 10 5 30 0 2 4 10 15 4 35 2 7 7 5 1 0 22
その他 0 0 1 6 3 1 11 0 1 1 10 5 1 18 0 0 4 6 4 2 16 0 3 1 1 0 0 5
職業性格区分 基礎研究 0 2 9 16 18 4 49 1 1 4 17 10 8 41 1 1 8 16 16 5 47 2 12 10 12 2 0 38
応用研究 0 2 10 21 11 4 48 1 1 5 25 16 9 57 2 2 7 24 22 9 66 2 10 8 5 1 0 26
開発研究 0 4 8 16 14 0 42 0 1 4 18 10 7 40 0 1 6 10 8 5 30 1 16 9 4 2 0 32
その他 0 1 0 4 2 1 8 0 0 2 3 1 2 8 0 3 2 4 3 0 12 0 4 0 1 0 0 5
職位 学長等クラス（理事長、社長等 0 0 1 0 0 0 1 0 0 0 0 1 0 1 0 1 0 0 1 0 2 0 1 1 0 0 0 2
所長・部室長クラス（教授等） 0 3 15 35 26 6 85 2 3 8 36 24 13 86 1 4 13 30 26 9 83 4 21 13 17 5 0 60
主任・研究員クラス（助教授等 0 2 3 7 9 1 22 0 0 1 5 2 3 11 1 2 5 8 6 2 24 0 9 6 3 0 0 18
 全有効回答者（属性無回答を含む） 0 5 19 42 35 7 108 2 3 9 43 27 17 101 2 7 18 38 34 11 110 4 30 20 20 5 0 79
注：職位の区分は以下の通りである。「学長クラス」は学長、理事長、社長等。「所長・部室長クラス」は研究所長、大学の学部長、部・
室・グループ長、大学の教授等。「主任・研究員クラス」は主任研究員、大学の助教授、研究チーム内のサブリーダー的存在、研究
））
問28. 本分野における我が国の現在の技術の水準は、以下の国等（欧州、アジアは最も進んでいる国）と比較してどうですか。②欧州と比較して、日本は？
ライフサイエンス分野 情報通信分野 環境分野 ナノテクノロジー・材料分野
属性 6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6
性別 男性 1 6 17 48 20 4 96 0 9 18 49 21 4 101 0 9 22 47 20 7 105 0 2 13 43 43 8 109
女性 0 1 1 3 2 0 7 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 3 3 0 9 0 0 0 0 0 1 1
年齢 39歳未満 0 0 0 1 1 0 2 0 0 0 2 1 0 3 0 0 2 0 0 0 2 0 0 0 0 1 0 1
40～49歳 0 0 5 10 6 1 22 0 4 7 19 6 2 38 0 0 7 16 8 1 32 0 0 4 9 18 6 37
50～59歳 1 5 7 35 14 3 65 0 3 11 23 8 2 47 0 6 12 29 12 3 62 0 2 7 27 20 3 59
60歳以上 0 2 6 5 1 0 14 0 2 0 5 6 0 13 0 3 4 4 3 2 16 0 0 2 6 4 0 12
所属機関 大学 1 4 13 38 18 4 78 0 5 12 32 15 3 67 0 6 14 30 14 3 67 0 2 10 29 25 5 71
公的研究機関 0 3 1 8 2 0 14 0 0 0 2 2 1 5 0 0 5 12 4 3 24 0 0 0 6 3 2 11
民間企業 0 0 4 3 1 0 8 0 4 5 12 4 0 25 0 1 5 5 4 1 16 0 0 3 6 15 2 26
その他 0 0 0 2 1 0 3 0 0 1 2 0 0 3 0 2 1 2 1 0 6 0 0 0 2 0 0 2
業務内容 主に研究 1 1 6 11 6 1 26 0 2 8 21 9 2 42 0 2 8 21 9 4 44 0 0 9 18 15 4 46
主にマネージメント 0 2 4 9 1 1 17 0 2 4 10 5 0 21 0 1 4 4 7 0 16 0 0 1 3 8 0 12
研究とマネージメントが半々 0 2 6 16 10 2 36 0 3 4 11 4 2 24 0 2 7 18 5 1 33 0 2 2 15 14 4 37
その他 0 2 2 14 5 0 23 0 2 2 6 3 0 13 0 4 6 7 2 2 21 0 0 1 7 6 1 15
職業性格区分 基礎研究 1 3 10 29 9 3 55 0 2 6 15 9 1 33 0 6 7 27 11 2 53 0 1 6 30 23 7 67
応用研究 0 5 8 22 9 3 47 0 5 7 32 9 2 55 0 3 16 20 9 4 52 0 1 8 24 15 5 53
開発研究 0 1 3 7 5 0 16 0 2 8 8 4 2 24 0 1 6 15 5 3 30 0 0 4 11 15 4 34
その他 0 2 2 6 1 0 11 0 1 3 3 2 0 9 0 2 2 3 1 1 9 0 0 0 1 3 0 4
職位 学長等クラス（理事長、社長等 0 0 1 2 0 0 3 0 0 0 2 1 0 3 0 0 3 0 0 0 3 0 0 0 1 0 0 1
所長・部室長クラス（教授等） 1 7 16 40 18 4 86 0 7 14 38 18 4 81 0 9 18 43 19 7 96 0 2 10 36 34 6 88
主任・研究員クラス（助教授等 0 0 1 8 3 0 12 0 2 4 8 2 0 16 0 0 4 7 4 0 15 0 0 3 6 8 3 20
 全有効回答者（属性無回答を含む） 1 7 18 51 22 4 103 0 9 18 49 21 4 101 0 9 25 50 23 7 114 0 2 13 43 43 9 110
注：職位の区分は以下の通りである。「学長クラス」は学長、理事長、社長等。「所長・部室長クラス」は研究所長、大学の学部長、部・
室・グループ長、大学の教授等。「主任・研究員クラス」は主任研究員、大学の助教授、研究チーム内のサブリーダー的存在、研究
））
問28. 本分野における我が国の現在の技術の水準は、以下の国等（欧州、アジアは最も進んでいる国）と比較してどうですか。②欧州と比較して、日本は？
エネルギー分野 ものづくり技術分野 社会基盤分野 フロンティア分野
属性 6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6
性別 男性 0 6 14 46 34 7 107 1 2 11 45 28 13 100 0 6 14 45 34 10 109 0 15 33 22 8 0 78
女性 0 0 0 0 1 0 1 0 0 0 0 1 0 1 0 0 0 1 0 0 1 0 0 1 0 0 0 1
年齢 39歳未満 0 0 1 2 1 1 5 0 0 0 0 1 0 1 0 0 0 2 1 0 3 0 1 1 0 0 0 2
40～49歳 0 4 4 10 12 3 33 1 1 1 19 6 7 35 0 2 5 18 10 3 38 0 3 15 3 1 0 22
50～59歳 0 2 6 29 14 3 54 0 1 7 20 17 5 50 0 4 5 23 16 4 52 0 6 16 17 5 0 44
60歳以上 0 0 2 5 7 0 14 0 0 2 6 5 1 14 0 0 4 3 7 3 17 0 5 2 2 2 0 11
所属機関 大学 0 1 8 26 23 5 63 1 1 3 28 22 10 65 0 2 9 25 24 10 70 0 10 10 14 5 0 39
公的研究機関 0 1 3 6 0 1 11 0 0 3 6 1 1 11 0 1 3 5 4 0 13 0 1 14 4 2 0 21
民間企業 0 3 2 13 11 1 30 0 1 5 11 5 2 24 0 3 2 13 4 0 22 0 2 8 3 1 0 14
その他 0 1 1 1 1 0 4 0 0 0 0 1 0 1 0 0 0 3 1 0 4 0 2 2 0 0 0 4
業務内容 主に研究 0 2 6 12 13 1 34 0 1 1 19 12 6 39 0 3 6 16 14 4 43 0 7 15 12 6 0 40
主にマネージメント 0 2 2 13 7 1 25 0 0 4 6 2 2 14 0 1 3 9 3 0 16 0 2 6 5 0 0 13
研究とマネージメントが半々 0 2 4 15 13 4 38 1 1 4 11 9 4 30 0 2 3 13 13 4 35 0 5 11 4 2 0 22
その他 0 0 2 6 2 1 11 0 0 2 9 6 1 18 0 0 2 8 4 2 16 0 1 3 1 0 0 5
職業性格区分 基礎研究 0 1 6 22 16 4 49 0 1 6 14 12 8 41 0 2 6 19 16 4 47 0 7 14 13 4 0 38
応用研究 0 3 8 21 13 3 48 1 1 5 28 17 5 57 0 2 6 26 23 9 66 0 8 9 7 2 0 26
開発研究 0 5 4 17 14 2 42 0 0 4 21 10 5 40 0 1 3 13 10 3 30 0 4 18 8 2 0 32
その他 0 1 0 4 2 1 8 0 0 2 2 2 2 8 0 1 2 6 3 0 12 0 1 3 1 0 0 5
職位 学長等クラス（理事長、社長等 0 0 1 0 0 0 1 0 0 0 0 1 0 1 0 0 0 1 1 0 2 0 0 2 0 0 0 2
所長・部室長クラス（教授等） 0 3 11 38 29 4 85 1 2 9 40 24 10 86 0 3 13 32 26 9 83 0 12 21 20 7 0 60
主任・研究員クラス（助教授等 0 3 2 8 6 3 22 0 0 2 4 3 2 11 0 3 1 13 6 1 24 0 3 12 2 1 0 18
 全有効回答者（属性無回答を含む） 0 6 14 46 35 7 108 1 2 11 45 29 13 101 0 6 14 46 34 10 110 0 15 34 22 8 0 79
注：職位の区分は以下の通りである。「学長クラス」は学長、理事長、社長等。「所長・部室長クラス」は研究所長、大学の学部長、部・
室・グループ長、大学の教授等。「主任・研究員クラス」は主任研究員、大学の助教授、研究チーム内のサブリーダー的存在、研究
））
問28. 本分野における我が国の現在の技術の水準は、以下の国等（欧州、アジアは最も進んでいる国）と比較してどうですか。③アジアと比較して、日本は？
ライフサイエンス分野 情報通信分野 環境分野 ナノテクノロジー・材料分野
属性 6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6
性別 男性 0 1 0 23 31 41 96 0 2 9 28 38 24 101 0 0 5 14 30 56 105 0 1 2 12 44 50 109
女性 0 0 1 2 1 3 7 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 7 9 0 0 0 0 0 1 1
年齢 39歳未満 0 0 0 0 1 1 2 0 0 0 0 3 0 3 0 0 0 2 0 0 2 0 0 0 0 0 1 1
40～49歳 0 0 0 4 7 11 22 0 2 2 11 14 9 38 0 0 0 4 10 18 32 0 0 0 3 14 20 37
50～59歳 0 1 1 15 18 30 65 0 0 4 16 18 9 47 0 0 4 7 16 35 62 0 1 2 7 24 25 59
60歳以上 0 0 0 6 6 2 14 0 0 3 1 3 6 13 0 0 1 2 4 9 16 0 0 0 2 5 5 12
所属機関 大学 0 1 0 15 21 41 78 0 1 5 14 31 16 67 0 0 3 6 19 39 67 0 1 2 6 30 32 71
公的研究機関 0 0 1 4 7 2 14 0 0 0 1 2 2 5 0 0 0 4 6 14 24 0 0 0 1 4 6 11
民間企業 0 0 0 4 3 1 8 0 1 4 9 5 6 25 0 0 2 2 5 7 16 0 0 0 4 10 12 26
その他 0 0 0 2 1 0 3 0 0 0 3 0 0 3 0 0 0 2 1 3 6 0 0 0 1 0 1 2
業務内容 主に研究 0 0 0 6 4 16 26 0 0 2 9 20 11 42 0 0 0 5 11 28 44 0 0 1 7 17 21 46
主にマネージメント 0 0 1 7 8 1 17 0 0 3 7 6 5 21 0 0 1 2 6 7 16 0 0 0 3 3 6 12
研究とマネージメントが半々 0 0 0 5 14 17 36 0 1 3 7 7 6 24 0 0 3 3 8 19 33 0 1 1 0 19 16 37
その他 0 1 0 7 5 10 23 0 1 1 4 5 2 13 0 0 1 5 6 9 21 0 0 0 2 5 8 15
職業性格区分 基礎研究 0 0 1 8 18 28 55 0 0 5 5 14 9 33 0 0 3 5 13 32 53 0 0 1 7 28 31 67
応用研究 0 0 1 12 16 18 47 0 0 6 15 22 12 55 0 0 1 10 19 22 52 0 1 1 4 22 25 53
開発研究 0 0 0 5 4 7 16 0 1 4 7 6 6 24 0 0 1 4 7 18 30 0 0 0 4 16 14 34
その他 0 1 0 5 2 3 11 0 1 1 3 4 0 9 0 0 0 2 5 2 9 0 0 0 1 0 3 4
職位 学長等クラス（理事長、社長等 0 0 0 1 2 0 3 0 0 0 0 2 1 3 0 0 1 1 0 1 3 0 0 0 0 0 1 1
所長・部室長クラス（教授等） 0 1 1 20 24 40 86 0 1 9 23 25 23 81 0 0 4 13 26 53 96 0 1 2 9 35 41 88
主任・研究員クラス（助教授等 0 0 0 3 5 4 12 0 1 0 4 11 0 16 0 0 0 1 5 9 15 0 0 0 3 9 8 20
 全有効回答者（属性無回答を含む） 0 1 1 25 32 44 103 0 2 9 28 38 24 101 0 0 5 15 31 63 114 0 1 2 12 44 51 110
注：職位の区分は以下の通りである。「学長クラス」は学長、理事長、社長等。「所長・部室長クラス」は研究所長、大学の学部長、部・
室・グループ長、大学の教授等。「主任・研究員クラス」は主任研究員、大学の助教授、研究チーム内のサブリーダー的存在、研究
））
問28. 本分野における我が国の現在の技術の水準は、以下の国等（欧州、アジアは最も進んでいる国）と比較してどうですか。③アジアと比較して、日本は？
エネルギー分野 ものづくり技術分野 社会基盤分野 フロンティア分野
属性 6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6
性別 男性 0 0 3 16 28 60 107 0 1 0 11 43 45 100 0 0 1 14 43 51 109 0 0 5 20 33 20 78
女性 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 1 0 1 0 0 0 0 1 0 1 0 0 0 0 1 0 1
年齢 39歳未満 0 0 0 1 2 2 5 0 0 0 0 1 0 1 0 0 0 0 1 2 3 0 0 1 1 0 0 2
40～49歳 0 0 1 4 10 18 33 0 1 0 3 16 15 35 0 0 0 6 20 12 38 0 0 1 6 12 3 22
50～59歳 0 0 2 7 14 31 54 0 0 0 5 20 25 50 0 0 1 5 19 27 52 0 0 0 12 18 14 44
60歳以上 0 0 0 3 2 9 14 0 0 0 3 6 5 14 0 0 0 3 4 10 17 0 0 3 1 4 3 11
所属機関 大学 0 0 0 10 13 40 63 0 1 0 6 26 32 65 0 0 0 9 27 34 70 0 0 3 7 19 10 39
公的研究機関 0 0 1 2 4 4 11 0 0 0 2 5 4 11 0 0 0 1 6 6 13 0 0 2 4 9 6 21
民間企業 0 0 1 3 9 17 30 0 0 0 3 12 9 24 0 0 1 3 9 9 22 0 0 0 7 4 3 14
その他 0 0 1 1 2 0 4 0 0 0 0 1 0 1 0 0 0 1 1 2 4 0 0 0 2 2 0 4
業務内容 主に研究 0 0 1 5 6 22 34 0 0 0 5 14 20 39 0 0 0 8 18 17 43 0 0 1 7 20 12 40
主にマネージメント 0 0 0 5 7 13 25 0 0 0 3 6 5 14 0 0 1 2 7 6 16 0 0 0 6 5 2 13
研究とマネージメントが半々 0 0 1 4 13 20 38 0 1 0 1 12 16 30 0 0 0 2 11 22 35 0 0 3 7 7 5 22
その他 0 0 1 2 2 6 11 0 0 0 2 12 4 18 0 0 0 2 8 6 16 0 0 1 0 3 1 5
職業性格区分 基礎研究 0 0 0 8 10 31 49 0 0 0 6 15 20 41 0 0 0 6 16 25 47 0 0 2 5 19 12 38
応用研究 0 0 3 7 13 25 48 0 1 0 5 30 21 57 0 0 0 7 25 34 66 0 0 2 7 13 4 26
開発研究 0 0 1 6 11 24 42 0 0 0 4 15 21 40 0 0 0 3 14 13 30 0 0 3 10 14 5 32
その他 0 0 0 1 1 6 8 0 0 0 1 5 2 8 0 0 1 2 6 3 12 0 0 0 1 3 1 5
職位 学長等クラス（理事長、社長等 0 0 0 1 0 0 1 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 1 1 2 0 0 0 1 1 0 2
所長・部室長クラス（教授等） 0 0 2 11 21 51 85 0 1 0 8 40 37 86 0 0 1 10 29 43 83 0 0 3 15 25 17 60
主任・研究員クラス（助教授等 0 0 1 4 7 10 22 0 0 0 2 3 6 11 0 0 0 4 13 7 24 0 0 2 4 9 3 18
 全有効回答者（属性無回答を含む） 0 0 3 16 28 61 108 0 1 0 11 44 45 101 0 0 1 14 44 51 110 0 0 5 20 34 20 79
注：職位の区分は以下の通りである。「学長クラス」は学長、理事長、社長等。「所長・部室長クラス」は研究所長、大学の学部長、部・
室・グループ長、大学の教授等。「主任・研究員クラス」は主任研究員、大学の助教授、研究チーム内のサブリーダー的存在、研究
））
問29. 本分野における我が国の5年後の技術の水準は、以下の国等（欧州、アジアは最も進んでいる国）と比較してどうですか。①米国と比較して、日本は？
ライフサイエンス分野 情報通信分野 環境分野 ナノテクノロジー・材料分野
属性 6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6
性別 男性 4 11 27 41 12 1 96 2 18 41 27 12 1 101 0 8 25 45 18 8 104 1 3 21 51 30 3 109
女性 0 2 1 3 1 0 7 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 5 2 1 9 0 0 0 0 0 1 1
年齢 39歳未満 0 0 1 0 1 0 2 0 0 0 3 0 0 3 0 0 1 1 0 0 2 0 0 0 1 0 0 1
40～49歳 1 1 8 8 3 1 22 2 4 19 9 3 1 38 0 1 6 17 6 2 32 0 1 3 14 16 3 37
50～59歳 2 8 17 29 9 0 65 0 10 19 11 7 0 47 0 3 19 24 10 5 61 1 1 15 30 11 1 59
60歳以上 1 4 2 7 0 0 14 0 4 3 4 2 0 13 0 4 0 7 4 1 16 0 1 3 5 3 0 12
所属機関 大学 4 8 20 33 12 1 78 2 11 26 18 9 1 67 0 4 15 27 16 4 66 0 2 14 34 20 1 71
公的研究機関 0 4 3 7 0 0 14 0 0 2 2 1 0 5 0 1 6 12 1 4 24 1 0 1 6 2 1 11
民間企業 0 1 4 2 1 0 8 0 7 10 6 2 0 25 0 1 3 8 3 1 16 0 1 6 9 8 2 26
その他 0 0 1 2 0 0 3 0 0 3 0 0 0 3 0 2 1 3 0 0 6 0 0 0 2 0 0 2
業務内容 主に研究 2 2 9 9 3 1 26 1 8 17 9 6 1 42 0 2 9 21 8 3 43 1 2 9 20 12 2 46
主にマネージメント 0 2 7 7 1 0 17 0 4 10 7 0 0 21 0 1 4 5 5 1 16 0 0 1 7 4 0 12
研究とマネージメントが半々 1 7 7 14 7 0 36 0 5 8 6 5 0 24 0 1 7 20 2 3 33 0 1 8 17 9 2 37
その他 1 2 5 13 2 0 23 1 1 6 4 1 0 13 0 4 6 4 5 2 21 0 0 3 7 5 0 15
職業性格区分 基礎研究 3 5 16 24 6 1 55 1 7 12 8 5 0 33 0 3 13 23 10 3 52 1 1 12 35 16 2 67
応用研究 3 8 10 20 6 0 47 2 8 24 16 4 1 55 0 3 14 23 8 3 51 1 2 11 21 17 1 53
開発研究 0 2 5 8 1 0 16 1 6 8 5 4 0 24 0 1 6 16 4 3 30 1 1 7 12 10 3 34
その他 0 3 2 4 2 0 11 0 1 5 2 1 0 9 0 3 1 3 1 1 9 0 0 0 3 1 0 4
職位 学長等クラス（理事長、社長等 0 1 0 2 0 0 3 0 0 2 1 0 0 3 0 0 1 2 0 0 3 0 0 0 1 0 0 1
所長・部室長クラス（教授等） 4 11 25 33 12 1 86 2 18 31 17 12 1 81 0 8 22 40 16 9 95 0 2 17 43 23 3 88
主任・研究員クラス（助教授等 0 1 3 7 1 0 12 0 0 8 8 0 0 16 0 0 3 8 4 0 15 1 1 4 7 6 1 20
 全有効回答者（属性無回答を含む） 4 13 28 44 13 1 103 2 18 41 27 12 1 101 0 8 26 50 20 9 113 1 3 21 51 30 4 110
注：職位の区分は以下の通りである。「学長クラス」は学長、理事長、社長等。「所長・部室長クラス」は研究所長、大学の学部長、部・
室・グループ長、大学の教授等。「主任・研究員クラス」は主任研究員、大学の助教授、研究チーム内のサブリーダー的存在、研究
））
問29. 本分野における我が国の5年後の技術の水準は、以下の国等（欧州、アジアは最も進んでいる国）と比較してどうですか。①米国と比較して、日本は？
エネルギー分野 ものづくり技術分野 社会基盤分野 フロンティア分野
属性 6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6
性別 男性 1 6 22 43 25 9 106 1 4 15 47 20 13 100 1 6 21 47 27 7 109 6 22 22 23 4 1 78
女性 0 0 0 1 0 0 1 0 0 0 1 0 0 1 0 0 0 1 0 0 1 0 0 1 0 0 0 1
年齢 39歳未満 0 0 2 1 2 0 5 0 0 0 0 1 0 1 0 1 0 0 1 1 3 1 0 0 1 0 0 2
40～49歳 0 3 8 8 11 3 33 1 1 3 16 6 8 35 1 1 10 19 4 3 38 2 7 6 7 0 0 22
50～59歳 1 3 8 28 9 4 53 0 2 9 24 11 4 50 0 3 8 21 17 3 52 2 11 15 13 3 0 44
60歳以上 0 0 4 6 2 2 14 0 1 3 7 2 1 14 0 1 3 8 5 0 17 1 4 2 2 1 1 11
所属機関 大学 1 0 12 25 18 7 63 1 3 8 31 15 7 65 0 2 14 29 19 6 70 2 13 12 10 2 0 39
公的研究機関 0 1 4 5 1 0 11 0 1 2 6 0 2 11 1 1 2 5 4 0 13 3 5 4 8 1 0 21
民間企業 0 4 6 12 5 2 29 0 0 5 10 5 4 24 0 3 3 13 2 1 22 0 1 7 5 1 0 14
その他 0 1 0 2 1 0 4 0 0 0 1 0 0 1 0 0 2 1 1 0 4 1 3 0 0 0 0 4
業務内容 主に研究 0 1 9 9 13 2 34 0 1 5 22 6 5 39 1 2 10 15 12 3 43 3 10 12 12 3 0 40
主にマネージメント 0 3 3 12 6 1 25 0 0 4 4 3 3 14 0 1 2 11 2 0 16 0 2 5 5 0 1 13
研究とマネージメントが半々 1 2 8 15 6 5 37 1 2 3 13 7 4 30 0 2 4 15 11 3 35 3 8 4 6 1 0 22
その他 0 0 2 8 0 1 11 0 1 3 9 4 1 18 0 1 5 7 2 1 16 0 2 3 0 0 0 5
職業性格区分 基礎研究 1 1 10 19 12 6 49 0 2 6 20 7 6 41 0 2 9 18 14 4 47 2 10 11 13 2 0 38
応用研究 1 2 9 23 8 5 48 1 1 8 31 11 5 57 1 2 8 31 19 5 66 3 9 9 5 0 0 26
開発研究 1 5 9 17 8 1 41 0 1 5 18 11 5 40 0 3 3 14 7 3 30 2 10 11 6 2 1 32
その他 0 1 1 2 3 1 8 0 0 3 3 0 2 8 0 1 4 6 1 0 12 0 2 1 2 0 0 5
職位 学長等クラス（理事長、社長等 0 0 0 1 0 0 1 0 0 0 0 0 1 1 0 1 0 1 0 0 2 0 0 2 0 0 0 2
所長・部室長クラス（教授等） 1 4 17 37 17 8 84 1 4 14 41 18 8 86 1 4 12 37 24 5 83 4 17 17 18 3 1 60
主任・研究員クラス（助教授等 0 2 5 6 8 1 22 0 0 1 5 2 3 11 0 1 9 9 3 2 24 2 5 5 5 1 0 18
 全有効回答者（属性無回答を含む） 1 6 22 44 25 9 107 1 4 15 48 20 13 101 1 6 21 48 27 7 110 6 22 23 23 4 1 79
注：職位の区分は以下の通りである。「学長クラス」は学長、理事長、社長等。「所長・部室長クラス」は研究所長、大学の学部長、部・
室・グループ長、大学の教授等。「主任・研究員クラス」は主任研究員、大学の助教授、研究チーム内のサブリーダー的存在、研究
））
問29. 本分野における我が国の5年後の技術の水準は、以下の国等（欧州、アジアは最も進んでいる国）と比較してどうですか。②欧州と比較して、日本は？
ライフサイエンス分野 情報通信分野 環境分野 ナノテクノロジー・材料分野
属性 6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6
性別 男性 2 8 20 47 18 1 96 1 14 21 44 15 6 101 0 8 26 45 18 7 104 0 3 14 52 37 3 109
女性 0 1 1 2 3 0 7 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 4 3 1 9 0 0 0 0 0 1 1
年齢 39歳未満 0 0 1 0 1 0 2 0 0 0 3 0 0 3 0 0 2 0 0 0 2 0 0 0 0 1 0 1
40～49歳 0 2 2 11 7 0 22 1 3 9 18 3 4 38 0 1 6 15 9 1 32 0 1 2 16 15 3 37
50～59歳 1 6 13 32 12 1 65 0 7 9 22 7 2 47 0 3 16 29 8 5 61 0 1 10 32 15 1 59
60歳以上 1 1 5 6 1 0 14 0 4 3 1 5 0 13 0 4 3 4 4 1 16 0 1 2 3 6 0 12
所属機関 大学 2 6 12 37 20 1 78 1 9 13 28 11 5 67 0 4 15 29 15 3 66 0 2 11 32 25 1 71
公的研究機関 0 3 4 7 0 0 14 0 0 1 1 2 1 5 0 0 6 10 5 3 24 0 0 0 7 3 1 11
民間企業 0 0 4 3 1 0 8 0 5 6 12 2 0 25 0 2 4 7 1 2 16 0 1 3 12 8 2 26
その他 0 0 1 2 0 0 3 0 0 1 2 0 0 3 0 2 1 3 0 0 6 0 0 0 1 1 0 2
業務内容 主に研究 2 1 6 10 7 0 26 0 6 8 18 7 3 42 0 1 9 20 11 2 43 0 2 7 20 15 2 46
主にマネージメント 0 1 6 9 0 1 17 0 1 7 10 3 0 21 0 2 3 6 3 2 16 0 0 1 6 5 0 12
研究とマネージメントが半々 0 4 6 16 10 0 36 0 6 4 9 3 2 24 0 1 7 19 4 2 33 0 1 5 18 11 2 37
その他 0 3 3 13 4 0 23 1 1 2 6 2 1 13 0 4 8 4 3 2 21 0 0 1 8 6 0 15
職業性格区分 基礎研究 2 2 13 27 10 1 55 1 4 5 15 5 3 33 0 2 12 21 14 3 52 0 1 8 35 21 2 67
応用研究 1 7 6 24 8 1 47 1 7 11 26 8 2 55 0 3 17 22 7 2 51 0 2 8 23 19 1 53
開発研究 0 0 5 6 5 0 16 1 4 4 10 3 2 24 0 1 8 14 4 3 30 0 1 5 14 11 3 34
その他 0 2 4 3 2 0 11 0 1 3 3 1 1 9 0 3 1 4 0 1 9 0 0 0 2 2 0 4
職位 学長等クラス（理事長、社長等 0 0 1 2 0 0 3 0 0 2 1 0 0 3 0 0 1 2 0 0 3 0 0 0 1 0 0 1
所長・部室長クラス（教授等） 2 8 19 38 18 1 86 1 13 11 35 15 6 81 0 8 22 41 16 8 95 0 2 12 42 29 3 88
主任・研究員クラス（助教授等 0 1 1 7 3 0 12 0 1 8 7 0 0 16 0 0 4 6 5 0 15 0 1 2 9 7 1 20
 全有効回答者（属性無回答を含む） 2 9 21 49 21 1 103 1 14 21 44 15 6 101 0 8 27 49 21 8 113 0 3 14 52 37 4 110
注：職位の区分は以下の通りである。「学長クラス」は学長、理事長、社長等。「所長・部室長クラス」は研究所長、大学の学部長、部・
室・グループ長、大学の教授等。「主任・研究員クラス」は主任研究員、大学の助教授、研究チーム内のサブリーダー的存在、研究
））
問29. 本分野における我が国の5年後の技術の水準は、以下の国等（欧州、アジアは最も進んでいる国）と比較してどうですか。②欧州と比較して、日本は？
エネルギー分野 ものづくり技術分野 社会基盤分野 フロンティア分野
属性 6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6
性別 男性 2 5 26 42 24 7 106 1 3 19 49 16 12 100 0 5 19 54 23 8 109 3 11 29 27 8 0 78
女性 0 0 0 1 0 0 1 0 0 0 0 1 0 1 0 0 0 1 0 0 1 0 0 0 1 0 0 1
年齢 39歳未満 0 0 2 1 2 0 5 0 0 0 0 1 0 1 0 0 0 2 1 0 3 0 1 0 1 0 0 2
40～49歳 1 3 8 7 10 4 33 1 1 3 20 3 7 35 0 2 9 20 4 3 38 2 2 6 12 0 0 22
50～59歳 1 2 11 29 8 2 53 0 1 11 23 11 4 50 0 2 6 27 14 3 52 0 6 20 13 5 0 44
60歳以上 0 0 4 6 3 1 14 0 1 4 6 2 1 14 0 1 4 6 4 2 17 1 2 3 2 3 0 11
所属機関 大学 1 1 13 27 17 4 63 1 2 10 34 12 6 65 0 2 13 31 16 8 70 2 7 16 10 4 0 39
公的研究機関 0 1 6 3 1 0 11 0 0 4 5 0 2 11 0 2 2 6 3 0 13 0 3 6 10 2 0 21
民間企業 1 2 6 12 5 3 29 0 1 5 10 4 4 24 0 1 3 16 2 0 22 0 0 6 7 1 0 14
その他 0 1 1 1 1 0 4 0 0 0 0 1 0 1 0 0 1 2 1 0 4 1 1 1 1 0 0 4
業務内容 主に研究 0 2 8 13 11 0 34 0 1 5 22 7 4 39 0 2 8 18 11 4 43 2 5 14 14 5 0 40
主にマネージメント 1 1 5 11 4 3 25 0 0 4 5 2 3 14 0 0 2 12 2 0 16 0 1 4 6 2 0 13
研究とマネージメントが半々 1 2 10 12 9 3 37 1 2 5 14 4 4 30 0 2 6 16 8 3 35 1 5 8 7 1 0 22
その他 0 0 3 7 0 1 11 0 0 5 8 4 1 18 0 1 3 9 2 1 16 0 0 4 1 0 0 5
職業性格区分 基礎研究 1 1 10 21 13 3 49 0 2 7 20 6 6 41 0 3 7 21 12 4 47 2 3 15 14 4 0 38
応用研究 1 3 11 20 11 2 48 1 1 11 30 11 3 57 0 2 8 33 16 7 66 2 6 9 8 1 0 26
開発研究 2 4 11 13 10 1 41 0 0 9 19 7 5 40 0 1 5 15 7 2 30 0 4 13 11 4 0 32
その他 0 1 1 3 1 2 8 0 0 3 2 1 2 8 0 0 4 7 1 0 12 0 0 3 2 0 0 5
職位 学長等クラス（理事長、社長等 0 0 0 1 0 0 1 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0 2 0 0 2 0 0 1 1 0 0 2
所長・部室長クラス（教授等） 2 2 21 37 17 5 84 1 3 17 45 13 7 86 0 4 15 37 20 7 83 2 8 24 19 7 0 60
主任・研究員クラス（助教授等 0 3 5 5 7 2 22 0 0 2 3 3 3 11 0 1 4 15 3 1 24 1 3 5 8 1 0 18
 全有効回答者（属性無回答を含む） 2 5 26 43 24 7 107 1 3 19 49 17 12 101 0 5 19 55 23 8 110 3 11 29 28 8 0 79
注：職位の区分は以下の通りである。「学長クラス」は学長、理事長、社長等。「所長・部室長クラス」は研究所長、大学の学部長、部・
室・グループ長、大学の教授等。「主任・研究員クラス」は主任研究員、大学の助教授、研究チーム内のサブリーダー的存在、研究
））
問29. 本分野における我が国の5年後の技術の水準は、以下の国等（欧州、アジアは最も進んでいる国）と比較してどうですか。③アジアと比較して、日本は？
ライフサイエンス分野 情報通信分野 環境分野 ナノテクノロジー・材料分野
属性 6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6
性別 男性 0 5 15 32 30 14 96 2 10 27 33 16 13 101 0 3 11 23 38 29 104 1 2 7 41 47 11 109
女性 0 1 0 3 1 2 7 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 3 4 9 0 0 0 0 0 1 1
年齢 39歳未満 0 0 1 0 0 1 2 0 0 1 1 1 0 3 0 0 0 2 0 0 2 0 0 0 0 1 0 1
40～49歳 0 1 3 7 4 7 22 1 3 11 13 5 5 38 0 1 3 8 9 11 32 0 0 1 15 16 5 37
50～59歳 0 4 9 22 23 7 65 1 3 12 18 7 6 47 0 0 8 11 26 16 61 1 2 5 21 25 5 59
60歳以上 0 1 2 6 4 1 14 0 4 3 1 3 2 13 0 2 1 3 5 5 16 0 0 1 5 4 2 12
所属機関 大学 0 2 8 29 24 15 78 1 7 15 20 15 9 67 0 3 7 8 27 21 66 0 2 6 25 30 8 71
公的研究機関 0 4 3 2 4 1 14 0 0 1 2 0 2 5 0 0 1 8 7 8 24 0 0 0 6 4 1 11
民間企業 0 0 3 3 2 0 8 1 2 10 9 1 2 25 0 0 2 5 6 3 16 1 0 1 10 11 3 26
その他 0 0 1 1 1 0 3 0 1 1 1 0 0 3 0 0 1 3 1 1 6 0 0 0 0 2 0 2
業務内容 主に研究 0 1 3 8 7 7 26 0 4 10 13 8 7 42 0 1 4 7 15 16 43 0 1 5 12 19 9 46
主にマネージメント 0 2 6 7 2 0 17 0 2 6 10 1 2 21 0 0 1 7 5 3 16 1 0 0 3 7 1 12
研究とマネージメントが半々 0 2 2 9 17 6 36 1 3 6 7 3 4 24 0 1 4 5 16 7 33 0 1 2 17 15 2 37
その他 0 1 4 11 4 3 23 1 1 5 2 4 0 13 0 1 3 5 5 7 21 0 0 0 9 6 0 15
職業性格区分 基礎研究 0 1 8 20 18 8 55 2 3 4 11 9 4 33 0 1 4 8 22 17 52 0 1 4 26 27 9 67
応用研究 0 4 8 15 14 6 47 1 7 15 18 8 6 55 0 1 5 16 17 12 51 0 2 4 20 21 6 53
開発研究 0 1 2 5 5 3 16 1 2 8 9 1 3 24 0 0 6 2 15 7 30 1 0 2 14 13 4 34
その他 0 2 2 4 1 2 11 0 1 5 2 1 0 9 0 1 1 4 0 3 9 0 0 0 1 3 0 4
職位 学長等クラス（理事長、社長等 0 0 1 1 1 0 3 0 0 2 1 0 0 3 0 0 1 0 1 1 3 0 0 0 1 0 0 1
所長・部室長クラス（教授等） 0 5 12 29 27 13 86 2 8 19 25 14 13 81 0 3 9 22 35 26 95 1 1 6 28 42 10 88
主任・研究員クラス（助教授等 0 1 2 4 2 3 12 0 2 6 6 2 0 16 0 0 2 2 5 6 15 0 1 1 12 4 2 20
 全有効回答者（属性無回答を含む） 0 6 15 35 31 16 103 2 10 27 33 16 13 101 0 3 12 24 41 33 113 1 2 7 41 47 12 110
注：職位の区分は以下の通りである。「学長クラス」は学長、理事長、社長等。「所長・部室長クラス」は研究所長、大学の学部長、部・
室・グループ長、大学の教授等。「主任・研究員クラス」は主任研究員、大学の助教授、研究チーム内のサブリーダー的存在、研究
））
問29. 本分野における我が国の5年後の技術の水準は、以下の国等（欧州、アジアは最も進んでいる国）と比較してどうですか。③アジアと比較して、日本は？
エネルギー分野 ものづくり技術分野 社会基盤分野 フロンティア分野
属性 6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6
性別 男性 1 2 8 33 45 17 106 1 3 9 46 25 16 100 0 0 8 30 45 25 108 0 6 15 24 19 14 78
女性 0 0 0 1 0 0 1 0 0 0 1 0 0 1 0 0 0 0 1 0 1 0 0 0 1 0 0 1
年齢 39歳未満 0 0 0 4 1 0 5 0 0 0 1 0 0 1 0 0 0 0 2 1 3 0 1 1 0 0 0 2
40～49歳 0 1 5 9 15 3 33 1 0 2 19 5 8 35 0 0 3 13 14 8 38 0 1 5 8 6 2 22
50～59歳 1 0 2 17 23 10 53 0 2 4 21 15 8 50 0 0 2 13 25 11 51 0 3 7 15 10 9 44
60歳以上 0 0 1 4 6 3 14 0 1 2 6 5 0 14 0 0 3 4 5 5 17 0 1 2 2 3 3 11
所属機関 大学 1 0 2 19 31 10 63 1 3 6 30 15 10 65 0 0 5 19 26 19 69 0 5 5 15 9 5 39
公的研究機関 0 1 2 5 1 2 11 0 0 2 5 1 3 11 0 0 1 1 10 1 13 0 1 6 6 3 5 21
民間企業 0 1 3 8 12 5 29 0 0 1 11 9 3 24 0 0 1 9 8 4 22 0 0 3 3 5 3 14
その他 0 0 1 2 1 0 4 0 0 0 1 0 0 1 0 0 1 1 1 1 4 0 0 1 1 2 0 4
業務内容 主に研究 0 0 2 10 19 3 34 0 0 2 18 11 8 39 0 0 4 8 21 10 43 0 3 6 10 13 8 40
主にマネージメント 0 1 3 9 8 4 25 0 0 2 5 4 3 14 0 0 2 4 7 3 16 0 0 3 4 3 3 13
研究とマネージメントが半々 1 1 2 10 16 7 37 1 3 2 12 8 4 30 0 0 1 11 15 8 35 0 3 5 8 3 3 22
その他 0 0 1 5 2 3 11 0 0 3 12 2 1 18 0 0 1 7 3 4 15 0 0 1 3 1 0 5
職業性格区分 基礎研究 1 0 3 12 23 10 49 0 2 4 19 7 9 41 0 0 5 8 21 13 47 0 3 6 12 10 7 38
応用研究 1 1 3 17 19 7 48 1 2 5 30 12 7 57 0 0 3 15 30 17 65 0 3 7 9 5 2 26
開発研究 1 0 4 13 18 5 41 0 2 2 15 13 8 40 0 0 3 9 9 9 30 0 2 10 8 7 5 32
その他 0 1 1 2 1 3 8 0 0 1 5 1 1 8 0 0 1 7 3 1 12 0 0 0 1 3 1 5
職位 学長等クラス（理事長、社長等 0 0 0 0 1 0 1 0 0 0 0 1 0 1 0 0 0 1 1 0 2 0 0 0 1 0 1 2
所長・部室長クラス（教授等） 1 2 5 28 32 16 84 1 3 9 38 24 11 86 0 0 6 23 32 21 82 0 4 11 18 17 10 60
主任・研究員クラス（助教授等 0 0 3 6 12 1 22 0 0 0 7 0 4 11 0 0 2 5 13 4 24 0 2 4 6 3 3 18
 全有効回答者（属性無回答を含む） 1 2 8 34 45 17 107 1 3 9 47 25 16 101 0 0 8 30 46 25 109 0 6 15 25 19 14 79
注：職位の区分は以下の通りである。「学長クラス」は学長、理事長、社長等。「所長・部室長クラス」は研究所長、大学の学部長、部・
室・グループ長、大学の教授等。「主任・研究員クラス」は主任研究員、大学の助教授、研究チーム内のサブリーダー的存在、研究
））
問30. 本分野における我が国の産業の現在の国際競争力は、以下の国等（欧州、アジアは最も進んでいる国）と比較してどうですか。①米国と比較して、日本は？
ライフサイエンス分野 情報通信分野 環境分野 ナノテクノロジー・材料分野
属性 6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6
性別 男性 5 35 33 15 5 1 94 3 29 43 15 7 1 98 1 15 39 29 13 5 102 0 6 25 49 23 5 108
女性 1 1 3 1 1 0 7 0 0 0 0 0 0 0 0 1 2 4 1 0 8 0 0 0 0 0 1 1
年齢 39歳未満 0 0 1 1 0 0 2 0 0 1 2 0 0 3 0 1 0 1 0 0 2 0 0 0 0 1 0 1
40～49歳 4 5 11 0 2 0 22 1 11 20 5 0 0 37 0 5 8 10 4 3 30 0 1 5 16 10 4 36
50～59歳 1 24 22 12 4 1 64 0 13 17 8 6 1 45 0 7 26 18 9 0 60 0 5 12 29 11 2 59
60歳以上 1 7 2 3 0 0 13 2 5 5 0 1 0 13 1 3 6 4 1 1 16 0 0 8 3 1 0 12
所属機関 大学 6 27 26 12 5 1 77 1 17 29 10 6 1 64 1 6 24 19 10 2 62 0 5 15 31 17 2 70
公的研究機関 0 4 6 2 1 0 13 0 1 1 2 1 0 5 0 6 6 10 1 2 25 0 1 1 7 1 1 11
民間企業 0 4 3 1 0 0 8 2 9 11 3 0 0 25 0 2 7 4 2 1 16 0 0 7 11 5 3 26
その他 0 1 1 1 0 0 3 0 2 1 0 0 0 3 0 2 3 0 1 0 6 0 0 2 0 0 0 2
業務内容 主に研究 3 9 10 4 0 0 26 0 10 19 6 4 1 40 0 3 17 10 8 2 40 0 4 8 20 10 3 45
主にマネージメント 0 8 5 2 1 1 17 1 6 13 0 1 0 21 0 3 4 8 2 0 17 0 0 3 6 2 1 12
研究とマネージメントが半々 2 13 11 4 5 0 35 2 7 5 8 2 0 24 0 7 12 9 4 0 32 0 2 7 19 7 2 37
その他 1 6 9 6 0 0 22 0 6 5 1 0 0 12 1 3 8 6 0 3 21 0 0 7 4 4 0 15
職業性格区分 基礎研究 5 18 24 5 2 1 55 1 7 16 5 2 0 31 1 6 16 13 9 2 47 0 4 14 33 13 3 67
応用研究 4 17 11 9 4 1 46 3 19 21 8 3 0 54 0 9 19 20 4 1 53 0 6 12 24 9 1 52
開発研究 1 7 2 5 1 0 16 0 8 11 2 2 1 24 0 3 11 9 4 2 29 0 1 8 14 8 3 34
その他 0 5 2 3 0 0 10 0 4 2 1 1 0 8 0 2 4 2 0 1 9 0 0 2 1 1 0 4
職位 学長等クラス（理事長、社長等 0 1 1 1 0 0 3 1 1 1 0 0 0 3 0 1 2 0 0 0 3 0 0 1 0 0 0 1
所長・部室長クラス（教授等） 5 32 29 11 6 1 84 2 23 34 11 7 1 78 1 12 32 32 13 3 93 0 5 22 37 19 4 87
主任・研究員クラス（助教授等 1 3 5 3 0 0 12 0 5 7 4 0 0 16 0 3 7 1 1 2 14 0 1 1 12 4 2 20
 全有効回答者（属性無回答を含む） 6 36 36 16 6 1 101 3 29 43 15 7 1 98 1 16 41 33 14 5 110 0 6 25 49 23 6 109
注：職位の区分は以下の通りである。「学長クラス」は学長、理事長、社長等。「所長・部室長クラス」は研究所長、大学の学部長、部・
室・グループ長、大学の教授等。「主任・研究員クラス」は主任研究員、大学の助教授、研究チーム内のサブリーダー的存在、研究
））
問30. 本分野における我が国の産業の現在の国際競争力は、以下の国等（欧州、アジアは最も進んでいる国）と比較してどうですか。①米国と比較して、日本は？
エネルギー分野 ものづくり技術分野 社会基盤分野 フロンティア分野
属性 6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6
性別 男性 1 14 25 41 23 4 108 2 4 23 35 26 9 99 3 20 32 36 15 3 109 11 28 26 10 6 0 81
女性 0 0 1 0 0 0 1 0 0 1 0 0 0 1 0 0 0 1 0 0 1 0 0 1 0 0 0 1
年齢 39歳未満 0 1 0 3 1 0 5 0 0 1 0 0 0 1 1 1 0 0 0 1 3 0 1 1 0 0 0 2
40～49歳 0 4 11 13 6 0 34 1 1 9 10 11 3 35 1 8 9 18 2 0 38 1 10 8 2 1 0 22
50～59歳 1 8 13 17 11 3 53 0 3 13 17 12 4 49 1 7 21 13 8 2 52 6 13 16 7 3 0 45
60歳以上 0 1 1 7 5 1 15 1 0 1 8 2 2 14 0 4 2 6 5 0 17 4 4 2 1 2 0 13
所属機関 大学 0 8 15 24 15 2 64 2 2 14 19 22 5 64 0 12 16 29 11 2 70 5 11 16 7 2 0 41
公的研究機関 0 1 3 6 0 1 11 0 1 3 4 2 1 11 2 3 3 3 2 0 13 2 9 8 2 1 0 22
民間企業 1 5 6 9 8 1 30 0 1 6 12 2 3 24 1 5 11 3 1 1 22 2 7 2 1 2 0 14
その他 0 0 2 2 0 0 4 0 0 1 0 0 0 1 0 0 1 2 1 0 4 2 1 1 0 0 0 4
業務内容 主に研究 0 4 10 10 9 1 34 0 1 7 14 13 4 39 1 9 8 15 9 1 43 4 14 15 6 2 0 41
主にマネージメント 1 3 3 12 6 0 25 0 1 6 5 0 2 14 1 3 8 4 0 0 16 3 5 3 2 1 0 14
研究とマネージメントが半々 0 5 9 14 8 3 39 2 1 6 10 7 3 29 1 7 10 10 5 2 35 3 8 6 2 3 0 22
その他 0 2 4 5 0 0 11 0 1 5 6 6 0 18 0 1 6 8 1 0 16 1 2 3 0 0 0 6
職業性格区分 基礎研究 0 6 14 15 12 2 49 1 1 7 14 14 3 40 0 8 10 21 7 1 47 3 9 18 6 3 0 39
応用研究 1 8 11 19 8 2 49 1 1 12 19 18 5 56 2 9 20 24 9 2 66 5 9 6 5 1 0 26
開発研究 1 7 15 13 7 0 43 0 1 6 15 14 3 39 0 6 12 9 2 1 30 4 14 9 2 3 0 32
その他 0 0 0 5 4 0 9 0 1 4 2 0 1 8 1 2 4 4 1 0 12 1 4 1 0 1 0 7
職位 学長等クラス（理事長、社長等 0 0 1 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 1 0 0 1 1 0 0 2 0 1 1 0 0 0 2
所長・部室長クラス（教授等） 1 12 20 29 19 4 85 2 4 19 31 22 7 85 1 14 27 26 13 2 83 9 20 20 9 5 0 63
主任・研究員クラス（助教授等 0 2 5 12 4 0 23 0 0 3 3 4 1 11 2 6 4 9 2 1 24 2 8 6 1 1 0 18
 全有効回答者（属性無回答を含む） 1 14 26 41 23 4 109 2 4 24 35 26 9 100 3 20 32 37 15 3 110 11 28 27 10 6 0 82
注：職位の区分は以下の通りである。「学長クラス」は学長、理事長、社長等。「所長・部室長クラス」は研究所長、大学の学部長、部・
室・グループ長、大学の教授等。「主任・研究員クラス」は主任研究員、大学の助教授、研究チーム内のサブリーダー的存在、研究
））
問30. 本分野における我が国の産業の現在の国際競争力は、以下の国等（欧州、アジアは最も進んでいる国）と比較してどうですか。②欧州と比較して、日本は？
ライフサイエンス分野 情報通信分野 環境分野 ナノテクノロジー・材料分野
属性 6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6
性別 男性 2 21 34 29 7 1 94 1 15 26 43 10 3 98 1 14 35 35 12 5 102 0 5 18 49 30 6 108
女性 1 1 4 1 0 0 7 0 0 0 0 0 0 0 0 1 2 3 2 0 8 0 0 0 0 0 1 1
年齢 39歳未満 0 0 2 0 0 0 2 0 0 1 2 0 0 3 0 1 1 0 0 0 2 0 0 0 0 1 0 1
40～49歳 1 4 9 6 2 0 22 0 7 10 19 1 0 37 0 5 5 12 6 2 30 0 1 4 17 9 5 36
50～59歳 1 14 22 21 5 1 64 0 4 12 18 8 3 45 1 7 22 22 8 0 60 0 4 8 28 17 2 59
60歳以上 1 4 5 3 0 0 13 1 4 3 4 1 0 13 0 2 8 4 0 2 16 0 0 6 3 3 0 12
所属機関 大学 3 17 28 23 5 1 77 1 8 16 28 8 3 64 1 8 20 21 10 2 62 0 5 10 30 23 2 70
公的研究機関 0 3 4 5 1 0 13 0 1 0 2 2 0 5 0 3 9 9 2 2 25 0 0 1 6 3 1 11
民間企業 0 2 4 1 1 0 8 0 6 8 11 0 0 25 0 2 5 6 2 1 16 0 0 5 13 4 4 26
その他 0 0 2 1 0 0 3 0 0 1 2 0 0 3 0 2 3 1 0 0 6 0 0 2 0 0 0 2
業務内容 主に研究 2 7 9 7 1 0 26 0 5 7 19 7 2 40 0 3 17 10 7 3 40 0 4 6 16 15 4 45
主にマネージメント 0 4 8 3 1 1 17 0 3 8 8 2 0 21 0 3 3 9 2 0 17 0 0 3 4 4 1 12
研究とマネージメントが半々 1 7 11 12 4 0 35 1 6 4 11 1 1 24 1 6 8 13 4 0 32 0 1 4 24 6 2 37
その他 0 4 9 8 1 0 22 0 1 6 5 0 0 12 0 3 9 6 1 2 21 0 0 5 5 5 0 15
職業性格区分 基礎研究 3 12 24 12 3 1 55 1 4 3 18 4 1 31 0 4 12 21 8 2 47 0 3 8 32 20 4 67
応用研究 2 11 10 19 3 1 46 1 12 14 22 4 1 54 0 9 18 19 5 2 53 0 5 10 21 13 3 52
開発研究 1 5 3 5 2 0 16 0 4 10 5 3 2 24 1 3 9 10 4 2 29 0 1 7 16 6 4 34
その他 0 3 4 3 0 0 10 0 1 3 3 1 0 8 0 2 3 3 0 1 9 0 0 2 1 1 0 4
職位 学長等クラス（理事長、社長等 0 1 1 1 0 0 3 0 1 1 1 0 0 3 0 0 3 0 0 0 3 0 0 0 1 0 0 1
所長・部室長クラス（教授等） 3 20 30 23 7 1 84 1 11 19 35 9 3 78 1 12 27 37 12 4 93 0 4 16 39 23 5 87
主任・研究員クラス（助教授等 0 1 6 5 0 0 12 0 3 5 7 1 0 16 0 3 7 1 2 1 14 0 1 1 9 7 2 20
 全有効回答者（属性無回答を含む） 3 22 38 30 7 1 101 1 15 26 43 10 3 98 1 15 37 38 14 5 110 0 5 18 49 30 7 109
注：職位の区分は以下の通りである。「学長クラス」は学長、理事長、社長等。「所長・部室長クラス」は研究所長、大学の学部長、部・
室・グループ長、大学の教授等。「主任・研究員クラス」は主任研究員、大学の助教授、研究チーム内のサブリーダー的存在、研究
））
問30. 本分野における我が国の産業の現在の国際競争力は、以下の国等（欧州、アジアは最も進んでいる国）と比較してどうですか。②欧州と比較して、日本は？
エネルギー分野 ものづくり技術分野 社会基盤分野 フロンティア分野
属性 6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6
性別 男性 1 10 29 38 27 3 108 1 1 21 43 25 8 99 2 19 33 40 13 2 109 8 21 32 15 5 0 81
女性 0 0 0 1 0 0 1 0 0 0 1 0 0 1 0 0 0 1 0 0 1 0 0 1 0 0 0 1
年齢 39歳未満 0 1 0 2 2 0 5 0 0 0 1 0 0 1 0 1 0 2 0 0 3 0 0 2 0 0 0 2
40～49歳 1 4 10 13 6 0 34 1 0 7 17 7 3 35 1 8 10 18 1 0 38 0 7 10 4 1 0 22
50～59歳 0 5 16 18 11 3 53 0 1 11 20 13 4 49 1 7 19 16 7 2 52 5 10 17 10 3 0 45
60歳以上 0 0 2 5 8 0 15 0 0 3 6 4 1 14 0 3 4 5 5 0 17 3 4 4 1 1 0 13
所属機関 大学 1 5 17 24 17 0 64 1 1 11 26 19 6 64 0 10 20 29 9 2 70 3 8 19 9 2 0 41
公的研究機関 0 1 4 3 2 1 11 0 0 3 5 3 0 11 1 3 3 5 1 0 13 2 7 8 4 1 0 22
民間企業 0 4 6 10 8 2 30 0 0 7 12 3 2 24 1 6 9 4 2 0 22 2 5 4 1 2 0 14
その他 0 0 2 2 0 0 4 0 0 0 1 0 0 1 0 0 1 2 1 0 4 1 1 2 0 0 0 4
業務内容 主に研究 1 3 11 10 8 1 34 0 1 4 19 10 5 39 0 7 10 17 8 1 43 2 12 17 8 2 0 41
主にマネージメント 0 1 5 11 8 0 25 0 0 5 6 1 2 14 1 4 6 4 1 0 16 2 4 4 4 0 0 14
研究とマネージメントが半々 0 5 8 14 10 2 39 1 0 9 9 9 1 29 1 6 11 13 3 1 35 3 6 7 3 3 0 22
その他 0 1 5 4 1 0 11 0 0 3 10 5 0 18 0 2 6 7 1 0 16 1 0 5 0 0 0 6
職業性格区分 基礎研究 1 2 13 19 14 0 49 0 1 8 15 12 4 40 0 4 15 22 5 1 47 1 8 17 10 3 0 39
応用研究 0 8 13 13 12 3 49 1 0 11 26 14 4 56 1 11 19 25 8 2 66 4 7 9 5 1 0 26
開発研究 0 6 12 14 10 1 43 0 0 3 18 16 2 39 0 6 10 12 2 0 30 4 10 12 4 2 0 32
その他 0 0 1 5 3 0 9 0 0 4 3 0 1 8 1 2 4 4 1 0 12 0 3 2 1 1 0 7
職位 学長等クラス（理事長、社長等 0 0 1 0 0 0 1 0 0 0 0 1 0 1 0 0 1 1 0 0 2 0 0 2 0 0 0 2
所長・部室長クラス（教授等） 1 7 24 29 21 3 85 1 1 19 36 20 8 85 1 16 25 27 12 2 83 7 16 23 13 4 0 63
主任・研究員クラス（助教授等 0 3 4 10 6 0 23 0 0 1 6 4 0 11 1 3 7 12 1 0 24 1 6 8 2 1 0 18
 全有効回答者（属性無回答を含む） 1 10 29 39 27 3 109 1 1 21 44 25 8 100 2 19 33 41 13 2 110 8 21 33 15 5 0 82
注：職位の区分は以下の通りである。「学長クラス」は学長、理事長、社長等。「所長・部室長クラス」は研究所長、大学の学部長、部・
室・グループ長、大学の教授等。「主任・研究員クラス」は主任研究員、大学の助教授、研究チーム内のサブリーダー的存在、研究
））
問30. 本分野における我が国の産業の現在の国際競争力は、以下の国等（欧州、アジアは最も進んでいる国）と比較してどうですか。③アジアと比較して、日本は？
ライフサイエンス分野 情報通信分野 環境分野 ナノテクノロジー・材料分野
属性 6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6
性別 男性 0 1 15 30 34 14 94 1 11 21 31 27 7 98 2 1 7 24 46 22 102 0 3 8 24 49 24 108
女性 0 1 1 4 1 0 7 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 2 4 8 0 0 0 0 0 1 1
年齢 39歳未満 0 0 1 0 1 0 2 0 0 1 0 2 0 3 0 0 1 0 1 0 2 0 0 0 0 1 0 1
40～49歳 0 1 4 8 5 4 22 1 3 5 15 11 2 37 1 0 2 8 9 10 30 0 0 5 9 13 9 36
50～59歳 0 0 9 22 24 9 64 0 4 13 11 13 4 45 1 0 2 15 30 12 60 0 1 3 11 29 15 59
60歳以上 0 1 2 4 5 1 13 0 4 2 5 1 1 13 0 1 3 2 7 3 16 0 2 0 4 5 1 12
所属機関 大学 0 1 12 25 28 11 77 1 5 12 17 24 5 64 1 1 6 14 27 13 62 0 2 4 14 33 17 70
公的研究機関 0 0 3 4 4 2 13 0 0 0 5 0 0 5 0 0 1 5 11 8 25 0 0 1 3 5 2 11
民間企業 0 1 1 3 2 1 8 0 5 7 8 3 2 25 1 0 0 4 8 3 16 0 1 3 5 11 6 26
その他 0 0 0 2 1 0 3 0 1 1 1 0 0 3 0 0 1 2 1 2 6 0 0 0 2 0 0 2
業務内容 主に研究 0 0 8 5 8 5 26 0 2 8 9 15 6 40 1 0 3 9 15 12 40 0 2 5 12 14 12 45
主にマネージメント 0 0 3 8 4 2 17 0 3 5 10 2 1 21 0 0 0 3 12 2 17 0 0 0 4 3 5 12
研究とマネージメントが半々 0 2 2 11 15 5 35 0 4 4 9 7 0 24 1 0 4 7 12 8 32 0 1 3 5 23 5 37
その他 0 0 2 10 8 2 22 1 2 3 3 3 0 12 0 1 1 6 9 4 21 0 0 0 3 9 3 15
職業性格区分 基礎研究 0 2 7 18 19 9 55 1 3 4 8 10 5 31 0 1 3 8 22 13 47 0 1 4 16 29 17 67
応用研究 0 2 8 12 18 6 46 1 8 11 16 15 3 54 1 0 4 13 25 10 53 0 1 4 13 22 12 52
開発研究 0 2 2 6 4 2 16 1 5 5 7 4 2 24 1 0 1 6 13 8 29 0 1 2 9 17 5 34
その他 0 0 1 7 2 0 10 0 1 1 3 3 0 8 0 0 1 3 3 2 9 0 0 0 2 2 0 4
職位 学長等クラス（理事長、社長等 0 1 1 0 1 0 3 0 2 0 1 0 0 3 1 0 0 1 0 1 3 0 0 0 1 0 0 1
所長・部室長クラス（教授等） 0 1 10 30 29 14 84 1 9 19 22 20 7 78 1 1 6 19 44 22 93 0 3 5 20 38 21 87
主任・研究員クラス（助教授等 0 0 5 3 4 0 12 0 0 1 8 7 0 16 0 0 2 5 4 3 14 0 0 3 3 10 4 20
 全有効回答者（属性無回答を含む） 0 2 16 34 35 14 101 1 11 21 31 27 7 98 2 1 8 25 48 26 110 0 3 8 24 49 25 109
注：職位の区分は以下の通りである。「学長クラス」は学長、理事長、社長等。「所長・部室長クラス」は研究所長、大学の学部長、部・
室・グループ長、大学の教授等。「主任・研究員クラス」は主任研究員、大学の助教授、研究チーム内のサブリーダー的存在、研究
））
問30. 本分野における我が国の産業の現在の国際競争力は、以下の国等（欧州、アジアは最も進んでいる国）と比較してどうですか。③アジアと比較して、日本は？
エネルギー分野 ものづくり技術分野 社会基盤分野 フロンティア分野
属性 6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6
性別 男性 0 1 8 32 37 30 108 1 1 7 40 34 16 99 0 7 6 30 46 20 109 1 6 12 32 18 12 81
女性 0 0 0 0 1 0 1 0 0 1 0 0 0 1 0 0 0 0 1 0 1 0 0 0 1 0 0 1
年齢 39歳未満 0 0 0 2 1 2 5 0 0 0 1 0 0 1 0 1 0 0 1 1 3 0 0 1 1 0 0 2
40～49歳 0 0 3 10 16 5 34 1 0 4 11 12 7 35 0 1 4 13 14 6 38 0 0 3 11 4 4 22
50～59歳 0 1 5 15 16 16 53 0 1 3 20 17 8 49 0 3 2 14 24 9 52 1 2 7 15 13 7 45
60歳以上 0 0 0 4 5 6 15 0 0 0 8 5 1 14 0 2 0 3 8 4 17 0 4 1 6 1 1 13
所属機関 大学 0 0 3 20 23 18 64 1 0 2 29 20 12 64 0 4 5 17 32 12 70 0 5 4 16 10 6 41
公的研究機関 0 0 2 3 3 3 11 0 0 2 3 4 2 11 0 1 1 3 6 2 13 1 0 4 8 5 4 22
民間企業 0 1 3 6 12 8 30 0 1 3 8 10 2 24 0 2 0 9 7 4 22 0 1 3 7 2 1 14
その他 0 0 0 3 0 1 4 0 0 1 0 0 0 1 0 0 0 1 2 1 4 0 0 1 2 1 0 4
業務内容 主に研究 0 0 2 9 11 12 34 0 0 3 15 13 8 39 0 3 1 8 22 9 43 0 2 4 18 10 7 41
主にマネージメント 0 0 1 6 11 7 25 0 1 1 6 4 2 14 0 2 0 8 5 1 16 0 0 3 5 3 3 14
研究とマネージメントが半々 0 1 4 10 13 11 39 1 0 3 11 11 3 29 0 1 4 10 10 10 35 1 3 5 7 4 2 22
その他 0 0 1 7 3 0 11 0 0 1 8 6 3 18 0 1 1 4 10 0 16 0 1 0 3 2 0 6
職業性格区分 基礎研究 0 0 2 16 14 17 49 0 0 1 16 17 6 40 0 3 2 8 23 11 47 0 2 3 14 10 10 39
応用研究 0 0 4 18 16 11 49 1 0 2 24 19 10 56 0 4 5 19 27 11 66 1 2 3 10 8 2 26
開発研究 0 1 4 12 15 11 43 0 0 4 11 15 9 39 0 2 1 11 9 7 30 0 2 6 15 5 4 32
その他 0 0 1 1 4 3 9 0 1 2 4 1 0 8 0 1 1 5 5 0 12 0 2 1 2 2 0 7
職位 学長等クラス（理事長、社長等 0 0 0 1 0 0 1 0 0 0 0 1 0 1 0 0 0 1 1 0 2 0 0 0 2 0 0 2
所長・部室長クラス（教授等） 0 1 5 22 32 25 85 1 1 3 34 32 14 85 0 5 4 24 36 14 83 1 6 8 21 17 10 63
主任・研究員クラス（助教授等 0 0 3 9 6 5 23 0 0 2 6 1 2 11 0 2 1 5 10 6 24 0 0 4 10 2 2 18
 全有効回答者（属性無回答を含む） 0 1 8 32 38 30 109 1 1 8 40 34 16 100 0 7 6 30 47 20 110 1 6 12 33 18 12 82
注：職位の区分は以下の通りである。「学長クラス」は学長、理事長、社長等。「所長・部室長クラス」は研究所長、大学の学部長、部・
室・グループ長、大学の教授等。「主任・研究員クラス」は主任研究員、大学の助教授、研究チーム内のサブリーダー的存在、研究
））
問31. 本分野における我が国の産業の5年後の国際競争力は、以下の国等（欧州、アジアは最も進んでいる国）と比較してどうですか。①米国と比較して、日本は？
ライフサイエンス分野 情報通信分野 環境分野 ナノテクノロジー・材料分野
属性 6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6
性別 男性 8 27 34 19 5 1 94 2 25 48 17 6 1 99 0 14 40 34 9 6 103 0 5 30 53 15 4 107
女性 1 1 2 3 0 0 7 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1 5 1 0 8 0 0 0 0 0 1 1
年齢 39歳未満 0 1 0 1 0 0 2 0 0 1 2 0 0 3 0 1 0 1 0 0 2 0 0 0 0 1 0 1
40～49歳 5 3 11 2 1 0 22 1 10 20 6 1 0 38 1 2 10 11 3 3 30 0 1 7 18 6 4 36
50～59歳 2 21 22 15 3 1 64 0 10 21 9 4 1 45 0 7 23 24 6 1 61 0 4 17 28 8 1 58
60歳以上 2 3 3 4 1 0 13 1 5 6 0 1 0 13 0 4 7 3 1 1 16 0 0 6 6 0 0 12
所属機関 大学 8 20 26 17 5 1 77 1 16 30 12 5 1 65 1 7 26 17 9 3 63 0 4 19 34 11 2 70
公的研究機関 0 4 6 3 0 0 13 0 0 2 3 0 0 5 0 3 7 13 0 2 25 0 1 3 5 1 1 11
民間企業 1 2 4 1 0 0 8 1 7 14 2 1 0 25 0 2 5 8 0 1 16 0 0 7 13 3 2 25
その他 0 2 0 1 0 0 3 0 2 1 0 0 0 3 0 2 2 1 1 0 6 0 0 1 1 0 0 2
業務内容 主に研究 4 6 11 5 0 0 26 0 9 20 7 3 1 40 0 4 15 15 5 2 41 0 3 11 21 7 3 45
主にマネージメント 0 8 5 3 0 1 17 1 4 13 3 0 0 21 0 1 5 10 0 1 17 0 0 2 8 2 0 12
研究とマネージメントが半々 3 9 13 6 4 0 35 0 7 8 6 3 0 24 1 5 14 7 5 0 32 0 2 10 19 3 2 36
その他 2 5 7 8 0 0 22 1 5 6 1 0 0 13 0 4 7 7 0 3 21 0 0 7 5 3 0 15
職業性格区分 基礎研究 8 13 23 8 2 1 55 1 8 15 5 3 0 32 0 6 19 13 7 3 48 0 4 16 34 10 3 67
応用研究 5 14 13 11 2 1 46 2 17 23 10 2 0 54 1 5 22 23 2 1 54 0 5 19 19 6 2 51
開発研究 2 4 4 5 1 0 16 1 4 15 2 1 1 24 0 3 9 13 2 2 29 0 1 9 14 6 3 33
その他 0 4 2 4 0 0 10 0 4 4 0 1 0 9 0 2 3 3 0 1 9 0 0 2 1 1 0 4
職位 学長等クラス（理事長、社長等 1 0 0 1 1 0 3 1 0 2 0 0 0 3 0 1 0 2 0 0 3 0 0 1 0 0 0 1
所長・部室長クラス（教授等） 7 24 31 17 4 1 84 1 23 34 14 6 1 79 0 12 33 36 9 4 94 0 4 22 45 12 3 86
主任・研究員クラス（助教授等 1 3 5 3 0 0 12 0 2 11 3 0 0 16 1 1 8 1 1 2 14 0 1 6 8 3 2 20
 全有効回答者（属性無回答を含む） 9 28 36 22 5 1 101 2 25 48 17 6 1 99 1 14 41 39 10 6 111 0 5 30 53 15 5 108
注：職位の区分は以下の通りである。「学長クラス」は学長、理事長、社長等。「所長・部室長クラス」は研究所長、大学の学部長、部・
室・グループ長、大学の教授等。「主任・研究員クラス」は主任研究員、大学の助教授、研究チーム内のサブリーダー的存在、研究
））
問31. 本分野における我が国の産業の5年後の国際競争力は、以下の国等（欧州、アジアは最も進んでいる国）と比較してどうですか。①米国と比較して、日本は？
エネルギー分野 ものづくり技術分野 社会基盤分野 フロンティア分野
属性 6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6
性別 男性 1 13 32 35 23 4 108 1 7 30 29 24 8 99 1 18 35 37 16 2 109 13 20 33 12 2 1 81
女性 0 0 0 1 0 0 1 0 0 1 0 0 0 1 0 0 0 1 0 0 1 0 0 1 0 0 0 1
年齢 39歳未満 0 1 1 2 1 0 5 0 0 0 1 0 0 1 0 1 1 0 0 1 3 1 0 1 0 0 0 2
40～49歳 1 4 11 11 6 1 34 1 1 14 5 11 3 35 1 6 13 16 2 0 38 3 7 8 4 0 0 22
50～59歳 0 7 17 15 13 1 53 0 5 14 15 12 3 49 0 8 17 15 11 1 52 6 10 21 6 2 0 45
60歳以上 0 1 2 7 3 2 15 0 1 3 7 1 2 14 0 3 4 7 3 0 17 3 3 4 2 0 1 13
所属機関 大学 1 6 18 22 15 2 64 1 5 19 14 21 4 64 1 9 20 28 11 1 70 5 10 19 6 1 0 41
公的研究機関 0 1 5 4 1 0 11 0 1 3 6 0 1 11 0 3 4 3 3 0 13 4 6 8 4 0 0 22
民間企業 0 6 6 9 7 2 30 0 1 8 9 3 3 24 0 6 9 5 1 1 22 2 3 6 2 1 0 14
その他 0 0 3 1 0 0 4 0 0 1 0 0 0 1 0 0 1 2 1 0 4 2 1 1 0 0 0 4
業務内容 主に研究 1 3 14 6 10 0 34 0 1 14 10 10 4 39 0 6 13 14 9 1 43 4 11 19 6 1 0 41
主にマネージメント 0 4 5 9 5 2 25 0 1 7 3 1 2 14 0 4 5 7 0 0 16 2 3 6 2 0 1 14
研究とマネージメントが半々 0 5 8 16 8 2 39 1 3 5 12 6 2 29 1 5 11 10 7 1 35 7 3 7 4 1 0 22
その他 0 1 5 5 0 0 11 0 2 5 4 7 0 18 0 3 6 7 0 0 16 0 3 3 0 0 0 6
職業性格区分 基礎研究 1 6 15 14 10 3 49 0 3 11 9 15 2 40 0 7 12 20 7 1 47 3 9 18 8 1 0 39
応用研究 0 9 12 17 11 0 49 1 2 16 17 16 4 56 0 7 20 26 12 1 66 5 7 10 4 0 0 26
開発研究 0 8 14 14 7 0 43 0 1 9 15 12 2 39 1 6 10 10 2 1 30 5 10 13 3 0 1 32
その他 0 0 2 3 3 1 9 0 1 5 1 0 1 8 0 3 5 4 0 0 12 1 2 3 0 1 0 7
職位 学長等クラス（理事長、社長等 0 0 0 1 0 0 1 0 0 0 0 0 1 1 0 1 0 1 0 0 2 0 0 2 0 0 0 2
所長・部室長クラス（教授等） 1 10 24 28 18 4 85 1 7 25 26 20 6 85 1 11 28 28 14 1 83 8 15 27 10 2 1 63
主任・研究員クラス（助教授等 0 3 8 7 5 0 23 0 0 3 3 4 1 11 0 6 6 9 2 1 24 5 5 6 2 0 0 18
 全有効回答者（属性無回答を含む） 1 13 32 36 23 4 109 1 7 31 29 24 8 100 1 18 35 38 16 2 110 13 20 34 12 2 1 82
注：職位の区分は以下の通りである。「学長クラス」は学長、理事長、社長等。「所長・部室長クラス」は研究所長、大学の学部長、部・
室・グループ長、大学の教授等。「主任・研究員クラス」は主任研究員、大学の助教授、研究チーム内のサブリーダー的存在、研究
））
問31. 本分野における我が国の産業の5年後の国際競争力は、以下の国等（欧州、アジアは最も進んでいる国）と比較してどうですか。②欧州と比較して、日本は？
ライフサイエンス分野 情報通信分野 環境分野 ナノテクノロジー・材料分野
属性 6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6
性別 男性 5 22 27 32 7 1 94 2 14 32 36 13 2 99 1 11 42 36 9 4 103 0 5 28 55 16 4 108
女性 1 1 3 2 0 0 7 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1 4 2 0 8 0 0 0 0 0 1 1
年齢 39歳未満 0 1 1 0 0 0 2 0 0 1 2 0 0 3 0 1 1 0 0 0 2 0 0 0 0 1 0 1
40～49歳 2 4 9 6 1 0 22 1 5 14 14 4 0 38 1 1 11 12 3 2 30 0 1 9 17 5 4 36
50～59歳 2 17 17 22 5 1 64 0 5 13 17 8 2 45 1 7 20 26 7 0 61 0 4 13 31 10 1 59
60歳以上 2 1 3 6 1 0 13 1 4 4 3 1 0 13 0 2 10 2 1 1 16 0 0 6 6 0 0 12
所属機関 大学 5 18 21 26 6 1 77 1 10 19 23 10 2 65 2 5 28 18 9 1 63 0 4 17 35 12 2 70
公的研究機関 0 3 5 5 0 0 13 0 0 2 1 2 0 5 0 2 8 12 1 2 25 0 0 3 6 1 1 11
民間企業 1 1 3 2 1 0 8 1 4 8 11 1 0 25 0 2 4 8 1 1 16 0 1 7 13 3 2 26
その他 0 1 1 1 0 0 3 0 0 2 1 0 0 3 0 2 2 2 0 0 6 0 0 1 1 0 0 2
業務内容 主に研究 3 6 9 6 2 0 26 0 6 10 15 8 1 40 0 4 16 14 5 2 41 0 4 10 20 8 3 45
主にマネージメント 0 5 6 5 0 1 17 1 1 8 9 2 0 21 0 2 4 9 2 0 17 0 0 2 7 3 0 12
研究とマネージメントが半々 2 8 8 14 3 0 35 0 6 7 8 2 1 24 2 2 12 13 3 0 32 0 1 11 22 1 2 37
その他 1 4 7 9 1 0 22 1 1 6 4 1 0 13 0 3 11 4 1 2 21 0 0 5 6 4 0 15
職業性格区分 基礎研究 6 11 17 17 3 1 55 1 4 5 14 7 1 32 0 5 17 17 8 1 48 0 3 14 34 13 3 67
応用研究 3 12 13 16 1 1 46 2 10 17 20 4 1 54 1 6 25 19 2 1 54 0 4 17 21 8 2 52
開発研究 2 4 2 5 3 0 16 1 4 10 6 2 1 24 1 0 11 13 2 2 29 0 2 9 16 4 3 34
その他 0 3 2 5 0 0 10 0 2 4 1 2 0 9 0 2 2 4 0 1 9 0 0 2 1 1 0 4
職位 学長等クラス（理事長、社長等 1 0 0 1 1 0 3 1 0 1 1 0 0 3 0 0 1 2 0 0 3 0 0 1 0 0 0 1
所長・部室長クラス（教授等） 5 20 25 27 6 1 84 1 11 23 29 13 2 79 1 10 34 37 9 3 94 0 4 22 46 12 3 87
主任・研究員クラス（助教授等 0 2 5 5 0 0 12 0 3 7 6 0 0 16 1 1 8 1 2 1 14 0 1 4 9 4 2 20
 全有効回答者（属性無回答を含む） 6 23 30 34 7 1 101 2 14 32 36 13 2 99 2 11 43 40 11 4 111 0 5 28 55 16 5 109
注：職位の区分は以下の通りである。「学長クラス」は学長、理事長、社長等。「所長・部室長クラス」は研究所長、大学の学部長、部・
室・グループ長、大学の教授等。「主任・研究員クラス」は主任研究員、大学の助教授、研究チーム内のサブリーダー的存在、研究
））
問31. 本分野における我が国の産業の5年後の国際競争力は、以下の国等（欧州、アジアは最も進んでいる国）と比較してどうですか。②欧州と比較して、日本は？
エネルギー分野 ものづくり技術分野 社会基盤分野 フロンティア分野
属性 6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6
性別 男性 1 9 38 32 26 2 108 1 4 29 37 24 4 99 1 14 39 41 13 1 109 7 20 35 16 3 0 81
女性 0 0 1 0 0 0 1 0 0 0 1 0 0 1 0 0 0 1 0 0 1 0 0 1 0 0 0 1
年齢 39歳未満 0 1 2 0 2 0 5 0 0 1 0 0 0 1 0 0 1 1 1 0 3 0 1 1 0 0 0 2
40～49歳 1 1 16 9 6 1 34 1 0 10 14 8 2 35 1 5 15 15 2 0 38 1 5 11 5 0 0 22
50～59歳 0 7 16 16 14 0 53 0 2 15 18 13 1 49 0 8 15 21 7 1 52 4 10 21 8 2 0 45
60歳以上 0 0 3 7 4 1 15 0 2 3 5 3 1 14 0 1 8 5 3 0 17 2 4 3 3 1 0 13
所属機関 大学 1 6 19 23 15 0 64 1 4 19 18 20 2 64 1 6 27 28 7 1 70 3 9 20 8 1 0 41
公的研究機関 0 0 7 2 2 0 11 0 0 3 6 2 0 11 0 3 3 4 3 0 13 2 7 8 5 0 0 22
民間企業 0 3 10 6 9 2 30 0 0 7 13 2 2 24 0 5 8 7 2 0 22 1 3 6 3 1 0 14
その他 0 0 3 1 0 0 4 0 0 0 1 0 0 1 0 0 1 2 1 0 4 1 1 2 0 0 0 4
業務内容 主に研究 1 3 11 12 7 0 34 0 1 10 15 11 2 39 0 4 14 16 8 1 43 2 11 18 9 1 0 41
主にマネージメント 0 1 8 7 7 2 25 0 0 5 6 1 2 14 0 4 3 8 1 0 16 1 3 6 3 1 0 14
研究とマネージメントが半々 0 4 13 11 11 0 39 1 2 8 11 7 0 29 1 4 12 14 4 0 35 4 5 8 4 1 0 22
その他 0 1 7 2 1 0 11 0 1 6 6 5 0 18 0 2 10 4 0 0 16 0 1 5 0 0 0 6
職業性格区分 基礎研究 1 4 17 15 11 1 49 0 2 12 11 14 1 40 0 3 19 17 7 1 47 1 8 17 12 1 0 39
応用研究 0 7 16 12 14 0 49 1 2 17 22 12 2 56 0 7 23 26 9 1 66 4 7 11 4 0 0 26
開発研究 0 5 18 9 11 0 43 0 0 8 19 11 1 39 1 2 11 14 2 0 30 2 11 13 5 1 0 32
その他 0 0 2 4 2 1 9 0 0 4 3 0 1 8 0 3 5 4 0 0 12 0 1 5 0 1 0 7
職位 学長等クラス（理事長、社長等 0 0 0 1 0 0 1 0 0 0 0 1 0 1 0 1 0 1 0 0 2 0 0 1 1 0 0 2
所長・部室長クラス（教授等） 1 7 31 24 20 2 85 1 4 25 33 18 4 85 1 10 30 30 11 1 83 5 14 29 12 3 0 63
主任・研究員クラス（助教授等 0 2 8 7 6 0 23 0 0 3 3 5 0 11 0 3 8 11 2 0 24 2 6 7 3 0 0 18
 全有効回答者（属性無回答を含む） 1 9 39 32 26 2 109 1 4 29 38 24 4 100 1 14 39 42 13 1 110 7 20 36 16 3 0 82
注：職位の区分は以下の通りである。「学長クラス」は学長、理事長、社長等。「所長・部室長クラス」は研究所長、大学の学部長、部・
室・グループ長、大学の教授等。「主任・研究員クラス」は主任研究員、大学の助教授、研究チーム内のサブリーダー的存在、研究
））
問31. 本分野における我が国の産業の5年後の国際競争力は、以下の国等（欧州、アジアは最も進んでいる国）と比較してどうですか。③アジアと比較して、日本は？
ライフサイエンス分野 情報通信分野 環境分野 ナノテクノロジー・材料分野
属性 6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6
性別 男性 1 8 25 31 23 6 94 5 16 33 27 14 4 99 1 7 15 33 34 13 103 0 8 20 49 25 6 108
女性 0 3 0 3 1 0 7 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 1 4 2 8 0 0 0 0 0 1 1
年齢 39歳未満 0 1 0 0 1 0 2 0 0 1 0 2 0 3 0 1 0 0 1 0 2 0 0 0 0 1 0 1
40～49歳 0 4 9 5 3 1 22 1 6 14 11 5 1 38 1 3 3 10 7 6 30 0 3 7 14 8 4 36
50～59歳 0 6 14 24 16 4 64 3 5 15 13 7 2 45 1 1 10 21 21 7 61 0 4 9 31 13 2 59
60歳以上 1 0 2 5 4 1 13 1 5 3 3 0 1 13 0 2 2 3 8 1 16 0 1 4 3 3 1 12
所属機関 大学 0 7 19 27 19 5 77 3 11 17 20 10 4 65 1 6 12 16 22 6 63 0 5 12 32 18 3 70
公的研究機関 0 3 2 5 2 1 13 0 0 2 1 2 0 5 0 1 2 7 9 6 25 0 0 2 5 3 1 11
民間企業 1 1 2 2 2 0 8 2 5 10 6 2 0 25 1 0 0 7 6 2 16 0 3 6 10 4 3 26
その他 0 0 2 0 1 0 3 0 0 3 0 0 0 3 0 0 1 3 1 1 6 0 0 0 2 0 0 2
業務内容 主に研究 0 3 9 4 7 3 26 0 7 11 11 7 4 40 0 4 6 13 12 6 41 0 5 10 16 10 4 45
主にマネージメント 0 4 4 8 1 0 17 1 2 11 5 2 0 21 0 0 0 7 8 2 17 0 1 1 5 4 1 12
研究とマネージメントが半々 1 3 6 12 11 2 35 2 5 5 8 4 0 24 2 2 6 7 12 3 32 0 2 9 18 6 2 37
その他 0 1 6 10 4 1 22 2 2 5 3 1 0 13 0 1 3 7 6 4 21 0 0 0 10 5 0 15
職業性格区分 基礎研究 1 4 15 17 13 5 55 3 6 7 7 6 3 32 0 4 7 15 15 7 48 0 3 12 32 15 5 67
応用研究 1 8 9 18 10 0 46 4 9 17 17 6 1 54 1 4 7 17 22 3 54 0 4 5 26 14 3 52
開発研究 1 2 5 3 4 1 16 3 4 8 6 3 0 24 1 0 4 9 11 4 29 0 3 8 12 8 3 34
その他 0 1 4 3 2 0 10 1 2 4 1 1 0 9 0 0 1 4 2 2 9 0 0 1 3 0 0 4
職位 学長等クラス（理事長、社長等 1 0 0 1 1 0 3 1 0 1 1 0 0 3 1 0 0 0 1 1 3 0 0 1 0 0 0 1
所長・部室長クラス（教授等） 0 8 21 29 20 6 84 4 14 23 23 11 4 79 0 5 14 30 34 11 94 0 6 16 39 21 5 87
主任・研究員クラス（助教授等 0 3 3 4 2 0 12 0 2 8 3 3 0 16 1 2 1 4 3 3 14 0 2 3 9 4 2 20
 全有効回答者（属性無回答を含む） 1 11 25 34 24 6 101 5 16 33 27 14 4 99 2 7 15 34 38 15 111 0 8 20 49 25 7 109
注：職位の区分は以下の通りである。「学長クラス」は学長、理事長、社長等。「所長・部室長クラス」は研究所長、大学の学部長、部・
室・グループ長、大学の教授等。「主任・研究員クラス」は主任研究員、大学の助教授、研究チーム内のサブリーダー的存在、研究
））
問31. 本分野における我が国の産業の5年後の国際競争力は、以下の国等（欧州、アジアは最も進んでいる国）と比較してどうですか。③アジアと比較して、日本は？
エネルギー分野 ものづくり技術分野 社会基盤分野 フロンティア分野
属性 6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）
6点尺度回答者数（人） 合計
（人）1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6
性別 男性 0 7 22 41 32 6 108 1 15 23 37 21 2 99 1 3 20 40 36 9 109 3 10 23 26 12 7 81
女性 0 0 0 0 1 0 1 0 0 1 0 0 0 1 0 0 0 0 1 0 1 0 0 0 1 0 0 1
年齢 39歳未満 0 0 2 2 1 0 5 0 0 1 0 0 0 1 0 0 1 0 1 1 3 0 1 0 1 0 0 2
40～49歳 0 4 7 12 10 1 34 1 2 10 11 11 0 35 0 2 11 12 10 3 38 0 2 5 10 3 2 22
50～59歳 0 2 11 20 17 3 53 0 7 11 21 8 2 49 0 0 7 22 20 3 52 3 3 14 14 8 3 45
60歳以上 0 0 2 6 5 2 15 0 5 2 5 2 0 14 1 1 1 6 6 2 17 0 4 4 2 1 2 13
所属機関 大学 0 2 12 28 18 4 64 1 10 12 25 14 2 64 1 3 11 25 25 5 70 1 6 12 14 5 3 41
公的研究機関 0 1 3 4 2 1 11 0 3 2 3 3 0 11 0 0 3 5 5 0 13 1 2 7 7 4 1 22
民間企業 0 3 6 7 13 1 30 0 2 9 9 4 0 24 0 0 5 9 6 2 22 1 1 3 5 2 2 14
その他 0 1 1 2 0 0 4 0 0 1 0 0 0 1 0 0 1 1 1 1 4 0 1 1 1 1 0 4
業務内容 主に研究 0 1 8 12 11 2 34 0 6 7 15 9 2 39 0 1 6 13 20 3 43 1 3 11 14 9 3 41
主にマネージメント 0 3 3 9 8 2 25 0 1 6 5 2 0 14 0 0 5 5 5 1 16 0 1 3 6 1 3 14
研究とマネージメントが半々 0 3 7 14 13 2 39 1 6 6 11 5 0 29 0 2 6 16 7 4 35 2 6 7 5 1 1 22
その他 0 0 4 6 1 0 11 0 2 5 6 5 0 18 1 0 3 6 5 1 16 0 0 2 3 1 0 6
職業性格区分 基礎研究 0 2 7 25 12 3 49 0 8 6 17 9 0 40 1 2 5 16 19 4 47 1 3 11 13 7 4 39
応用研究 0 2 12 20 12 3 49 1 7 10 24 12 2 56 0 1 10 28 22 5 66 1 3 8 10 3 1 26
開発研究 0 3 9 14 14 3 43 0 5 6 17 11 0 39 1 1 6 9 9 4 30 1 5 10 9 3 4 32
その他 0 2 1 1 4 1 9 0 1 6 1 0 0 8 0 0 6 3 3 0 12 0 2 1 3 1 0 7
職位 学長等クラス（理事長、社長等 0 0 0 0 1 0 1 0 0 0 1 0 0 1 0 0 1 1 0 0 2 0 0 0 1 0 1 2
所長・部室長クラス（教授等） 0 6 17 31 25 6 85 1 13 18 33 18 2 85 1 1 14 31 30 6 83 3 7 20 19 9 5 63
主任・研究員クラス（助教授等 0 1 5 10 7 0 23 0 1 4 3 3 0 11 0 2 4 8 7 3 24 0 3 3 8 3 1 18
 全有効回答者（属性無回答を含む） 0 7 22 41 33 6 109 1 15 24 37 21 2 100 1 3 20 40 37 9 110 3 10 23 27 12 7 82
注：職位の区分は以下の通りである。「学長クラス」は学長、理事長、社長等。「所長・部室長クラス」は研究所長、大学の学部長、部・
室・グループ長、大学の教授等。「主任・研究員クラス」は主任研究員、大学の助教授、研究チーム内のサブリーダー的存在、研究
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Ａ01生命プログラム再現科学技術 102 29 24 22 27 6
100 28.4 23.5 21.6 26.5 5.6
Ａ02臨床研究・臨床への橋渡し研究 104 38 36 18 12 4
100 36.5 34.6 17.3 11.5 3.7
Ａ03標的治療等の革新的がん医療技 102 13 15 38 36 6
100 12.7 14.7 37.3 35.3 5.6
Ａ04新興・再興感染症克服科学技術 101 12 16 33 40 7
100 11.9 15.8 32.7 39.6 6.5
Ａ05国際競争力を向上させる安全な 102 7 12 27 56 6
100 6.9 11.8 26.5 54.9 5.6
Ａ06生物機能活用による物質生産・ 102 9 20 28 45 6
100 8.8 19.6 27.5 44.1 5.6
Ａ07世界最高水準のライフサイエン 102 17 24 35 26 6
100 16.7 23.5 34.3 25.5 5.6
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問34①生命プログラム再現科学技術 73 - 4 10 26 23 10 2
100 - 5.5 13.7 35.6 31.5 13.7 2.7
問34②臨床研究・臨床への橋渡し研 88 2 16 22 32 14 2 4
100 2.3 18.2 25 36.4 15.9 2.3 4.3
問34③標的治療等の革新的がん医療 64 - 7 15 24 14 4 2
100 - 10.9 23.4 37.5 21.9 6.3 3
問34④新興・再興感染症克服科学技 57 1 8 14 19 14 1 4
100 1.8 14 24.6 33.3 24.6 1.8 6.6
問34⑤国際競争力を向上させる安全 44 1 14 11 15 3 - 2
100 2.3 31.8 25 34.1 6.8 - 4.3
問34⑥生物機能活用による物質生産 51 - 10 16 16 8 1 6
100 - 19.6 31.4 31.4 15.7 2 10.5
問34⑦世界最高水準のライフサイエ 75 2 14 23 22 12 2 1
100 2.7 18.7 30.7 29.3 16 2.7 1.3
ライフサイエンス分野
問35①生命プログラム再現科学技術　１位 問35①生命プログラム再現科学技術 ２位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
68 33 4 6 7 15 1 1 1 7 68 13 4 14 14 14 2 6 1 7
100 48.5 5.9 8.8 10.3 22.1 1.5 1.5 1.5 9.3 100 19.1 5.9 20.6 20.6 20.6 2.9 8.8 1.5 9.3
問35①生命プログラム再現科学技術　３位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
67 9 5 13 7 15 11 5 2 8
100 13.4 7.5 19.4 10.4 22.4 16.4 7.5 3 10.7
ライフサイエンス分野
問35②臨床研究・臨床への橋渡し研究　１位 問35②臨床研究・臨床への橋渡し研究 ２位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
80 29 12 8 5 8 - 17 1 12 80 18 10 11 7 17 5 11 1 12
100 36.3 15 10 6.3 10 - 21.3 1.3 13 100 22.5 12.5 13.8 8.8 21.3 6.3 13.8 1.3 13
問35②臨床研究・臨床への橋渡し研究　３位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
79 11 16 14 12 10 5 11 - 13
100 13.9 20.3 17.7 15.2 12.7 6.3 13.9 - 14.1
ライフサイエンス分野
問35③標的治療等の革新的がん医療技術　１位 問35③標的治療等の革新的がん医療技術 ２位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
56 19 9 12 5 7 - 4 - 10 56 10 10 6 9 11 4 6 - 10
100 33.9 16.1 21.4 8.9 12.5 - 7.1 - 15.2 100 17.9 17.9 10.7 16.1 19.6 7.1 10.7 - 15.2
問35③標的治療等の革新的がん医療技術　３位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
57 9 13 6 5 13 2 8 1 9
100 15.8 22.8 10.5 8.8 22.8 3.5 14 1.8 13.6
ライフサイエンス分野
問35④新興・再興感染症克服科学技術　１位 問35④新興・再興感染症克服科学技術 ２位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
53 20 1 5 5 8 11 3 - 8 53 14 6 9 8 8 6 1 1 8
100 37.7 1.9 9.4 9.4 15.1 20.8 5.7 - 13.1 100 26.4 11.3 17 15.1 15.1 11.3 1.9 1.9 13.1
問35④新興・再興感染症克服科学技術　３位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
53 9 6 6 8 12 10 1 1 8
100 17 11.3 11.3 15.1 22.6 18.9 1.9 1.9 13.1
ライフサイエンス分野
問35⑤国際競争力を向上させる安全な食料の生産供給科学技術１位 問35⑤国際競争力を向上させる安全な食料の生産供給科学技術２位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
41 12 5 4 6 4 5 5 - 5 41 4 8 8 5 7 6 3 - 5
100 29.3 12.2 9.8 14.6 9.8 12.2 12.2 - 10.9 100 9.8 19.5 19.5 12.2 17.1 14.6 7.3 - 10.9
問35⑤国際競争力を向上させる安全な食料の生産供給科学技術３位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
41 16 5 3 6 5 - 4 2 5
100 39 12.2 7.3 14.6 12.2 - 9.8 4.9 10.9
ライフサイエンス分野
問35⑥生物機能活用による物質生産・環境改善科学技術 １位 問35⑥生物機能活用による物質生産・環境改善科学技術 ２位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
48 14 6 9 5 9 1 3 1 9 48 11 4 7 8 8 6 4 - 9
100 29.2 12.5 18.8 10.4 18.8 2.1 6.3 2.1 15.8 100 22.9 8.3 14.6 16.7 16.7 12.5 8.3 - 15.8
問35⑥生物機能活用による物質生産・環境改善科学技術 ３位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
47 4 7 9 8 8 5 6 - 10
100 8.5 14.9 19.1 17 17 10.6 12.8 - 17.5
ライフサイエンス分野
問35⑦世界最高水準のライフサイエンス基盤整備 １位 問35⑦世界最高水準のライフサイエンス基盤整備 ２位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
68 25 4 7 16 8 7 1 - 8 69 14 3 12 16 19 3 2 - 7
100 36.8 5.9 10.3 23.5 11.8 10.3 1.5 - 10.5 100 20.3 4.3 17.4 23.2 27.5 4.3 2.9 - 9.2
問35⑦世界最高水準のライフサイエンス基盤整備 ３位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
67 11 9 7 7 19 9 5 - 9
100 16.4 13.4 10.4 10.4 28.4 13.4 7.5 - 11.8
究技
術
な
ン
ライフサイエンス分野
　調
査
数
１
　
低
い
２ ３ ４ ５ ６
　
高
い
無
　
回
　
答
問36①生命プログラム再現科学技術 72 - 6 20 21 22 3 3
100 - 8.3 27.8 29.2 30.6 4.2 4
問36②臨床研究・臨床への橋渡し研 85 2 32 30 17 3 1 7
100 2.4 37.6 35.3 20 3.5 1.2 7.6
問36③標的治療等の革新的がん医療 61 1 12 23 21 3 1 5
100 1.6 19.7 37.7 34.4 4.9 1.6 7.6
問36④新興・再興感染症克服科学技 57 1 11 21 16 8 - 4
100 1.8 19.3 36.8 28.1 14 - 6.6
問36⑤国際競争力を向上させる安全 43 1 14 15 9 4 - 3
100 2.3 32.6 34.9 20.9 9.3 - 6.5
問36⑥生物機能活用による物質生産 51 - 11 18 12 10 - 6
100 - 21.6 35.3 23.5 19.6 - 10.5
問36⑦世界最高水準のライフサイエ 74 1 23 21 23 5 1 2
100 1.4 31.1 28.4 31.1 6.8 1.4 2.6
準電
高
に
の
次
タ
ツ
現
情報通信分野
　調
査
数
専
門
度
大
専
門
度
中
専
門
度
小
な
し
無
　
回
　
答
Ｂ01科学技術を牽引する世界最高水 102 9 15 44 34 1
100 8.8 14.7 43.1 33.3 1
Ｂ02次世代を担う高度IT人材の育成 102 21 35 39 7 1
100 20.6 34.3 38.2 6.9 1
Ｂ03次世代半導体超微細化・低消費 102 13 10 36 43 1
100 12.7 9.8 35.3 42.2 1
Ｂ04ディスプレイ・ストレージ・超 101 10 14 39 38 2
100 9.9 13.9 38.6 37.6 1.9
Ｂ05世界に先駆けた家庭や街で生活 101 17 20 34 30 2
100 16.8 19.8 33.7 29.7 1.9
Ｂ06世界標準を目指すソフトウェア 101 11 27 41 22 2
100 10.9 26.7 40.6 21.8 1.9
Ｂ07誰もが便利・快適に利用できる 102 19 23 44 16 1
100 18.6 22.5 43.1 15.7 1
Ｂ08人の能力を補い生活支援ユビキ 103 25 35 32 11 -
100 24.3 34 31.1 10.7 -
Ｂ09世界と感動を共有するコンテン 101 18 25 28 30 2
100 17.8 24.8 27.7 29.7 1.9
Ｂ10世界一安全・安心なIT社会を実 102 11 32 43 16 1
100 10.8 31.4 42.2 15.7 1
水費
超
活
ア
る
キ
ン
実
情報通信分野
　調
査
数
１
　
あ
ま
り
活
発
で
は
な
い ２ ３ ４ ５ ６
　
か
な
り
活
発
で
あ
る
無
　
回
　
答
問34①科学技術を牽引する世界最高 68 3 6 15 22 19 3 -
100 4.4 8.8 22.1 32.4 27.9 4.4 -
問34②次世代を担う高度IT人材の育成 92 - 30 26 25 11 - 3
100 - 32.6 28.3 27.2 12 - 3.2
問34③次世代半導体超微細化・低消 59 1 2 10 24 19 3 -
100 1.7 3.4 16.9 40.7 32.2 5.1 -
問34④ディスプレイ・ストレージ・ 63 1 - 11 20 21 10 -
100 1.6 - 17.5 31.7 33.3 15.9 -
問34⑤世界に先駆けた家庭や街で生 70 - 1 5 14 38 12 1
100 - 1.4 7.1 20 54.3 17.1 1.4
問34⑥世界標準を目指すソフトウェ 78 3 22 25 23 4 1 1
100 3.8 28.2 32.1 29.5 5.1 1.3 1.3
問34⑦誰もが便利・快適に利用でき 83 1 3 13 33 28 5 3
100 1.2 3.6 15.7 39.8 33.7 6 3.5
問34⑧人の能力を補い生活支援ユビ 91 - 3 9 37 36 6 1
100 - 3.3 9.9 40.7 39.6 6.6 1.1
問34⑨世界と感動を共有するコンテ 70 1 7 23 25 12 2 1
100 1.4 10 32.9 35.7 17.1 2.9 1.4
問34⑩世界一安全・安心なIT社会を 85 - 14 21 31 17 2 1
100 - 16.5 24.7 36.5 20 2.4 1.2
情報通信分野
問35①科学技術を牽引する世界最高水準の次世代スパコン １位 問35①科学技術を牽引する世界最高水準の次世代スパコン ２位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
66 16 12 4 12 19 3 - - 2 62 16 11 6 9 12 6 2 - 6
100 24.2 18.2 6.1 18.2 28.8 4.5 - - 2.9 100 25.8 17.7 9.7 14.5 19.4 9.7 3.2 - 8.8
問35①科学技術を牽引する世界最高水準の次世代スパコン ３位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
57 4 18 9 5 10 9 2 - 11
100 7 31.6 15.8 8.8 17.5 15.8 3.5 - 16.2
情報通信分野
問35②次世代を担う高度IT人材の育成　１位 問35②次世代を担う高度IT人材の育成 ２位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
90 69 6 3 3 4 3 2 - 5 85 8 33 12 9 12 9 2 - 10
100 76.7 6.7 3.3 3.3 4.4 3.3 2.2 - 5.3 100 9.4 38.8 14.1 10.6 14.1 10.6 2.4 - 10.5
問35②次世代を担う高度IT人材の育成　３位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
77 6 8 13 10 12 21 7 - 18
100 7.8 10.4 16.9 13 15.6 27.3 9.1 - 18.9
情報通信分野
問35③次世代半導体超微細化・低消費電力化及び設計製造技術１位 問35③次世代半導体超微細化・低消費電力化及び設計製造技術２位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
59 15 10 2 12 18 1 1 - - 58 2 14 2 17 20 1 2 - 1
100 25.4 16.9 3.4 20.3 30.5 1.7 1.7 - - 100 3.4 24.1 3.4 29.3 34.5 1.7 3.4 - 1.7
問35③次世代半導体超微細化・低消費電力化及び設計製造技術３位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
52 16 8 6 9 6 7 - - 7
100 30.8 15.4 11.5 17.3 11.5 13.5 - - 11.9
情報通信分野
問35④ディスプレイ・ストレージ・超高速デバイスの中核技術１位 問35④ディスプレイ・ストレージ・超高速デバイスの中核技術２位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
60 12 15 3 9 19 1 1 - 3 58 5 8 8 16 15 6 - - 5
100 20 25 5 15 31.7 1.7 1.7 - 4.8 100 8.6 13.8 13.8 27.6 25.9 10.3 - - 7.9
問35④ディスプレイ・ストレージ・超高速デバイスの中核技術３位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
54 15 13 5 7 3 9 2 - 9
100 27.8 24.1 9.3 13 5.6 16.7 3.7 - 14.3
情報通信分野
問35⑤世界に先駆けた家庭や街で生活に役立つﾛﾎﾞｯﾄ中核技術１位 問35⑤世界に先駆けた家庭や街で生活に役立つﾛﾎﾞｯﾄ中核技術２位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
67 15 10 15 6 17 1 3 - 4 61 8 15 11 11 10 2 3 1 10
100 22.4 14.9 22.4 9 25.4 1.5 4.5 - 5.6 100 13.1 24.6 18 18 16.4 3.3 4.9 1.6 14.1
問35⑤世界に先駆けた家庭や街で生活に役立つﾛﾎﾞｯﾄ中核技術３位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
56 11 11 6 8 9 3 8 - 15
100 19.6 19.6 10.7 14.3 16.1 5.4 14.3 - 21.1
情報通信分野
問35⑥世界標準を目指すソフトウェアの開発支援技術 １位 問35⑥世界標準を目指すソフトウェアの開発支援技術 ２位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
74 45 8 1 6 6 8 - - 5 71 13 13 9 10 14 10 1 1 8
100 60.8 10.8 1.4 8.1 8.1 10.8 - - 6.3 100 18.3 18.3 12.7 14.1 19.7 14.1 1.4 1.4 10.1
問35⑥世界標準を目指すソフトウェアの開発支援技術 ３位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
63 8 7 5 8 16 15 4 - 16
100 12.7 11.1 7.9 12.7 25.4 23.8 6.3 - 20.3
情報通信分野
問35⑦誰もが便利・快適に利用できる次世代ネットワーク技術１位 問35⑦誰もが便利・快適に利用できる次世代ネットワーク技術２位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
80 19 14 3 18 11 11 3 1 6 76 14 12 14 6 17 4 9 - 10
100 23.8 17.5 3.8 22.5 13.8 13.8 3.8 1.3 7 100 18.4 15.8 18.4 7.9 22.4 5.3 11.8 - 11.6
問35⑦誰もが便利・快適に利用できる次世代ネットワーク技術３位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
69 19 13 1 8 9 10 7 2 17
100 27.5 18.8 1.4 11.6 13 14.5 10.1 2.9 19.8
情報通信分野
問35⑧人の能力を補い生活支援ﾕﾋﾞｷﾀｽﾈｯﾄﾜｰｸ利用技術１位 問35⑧人の能力を補い生活支援ﾕﾋﾞｷﾀｽﾈｯﾄﾜｰｸ利用技術２位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
89 23 13 19 13 12 5 4 - 3 86 13 22 21 9 8 6 6 1 6
100 25.8 14.6 21.3 14.6 13.5 5.6 4.5 - 3.3 100 15.1 25.6 24.4 10.5 9.3 7 7 1.2 6.5
問35⑧人の能力を補い生活支援ﾕﾋﾞｷﾀｽﾈｯﾄﾜｰｸ利用技術３位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
78 20 8 9 11 12 10 8 - 14
100 25.6 10.3 11.5 14.1 15.4 12.8 10.3 - 15.2
情報通信分野
問35⑨世界と感動を共有するコンテンツ創造及び情報活用技術１位 問35⑨世界と感動を共有するコンテンツ創造及び情報活用技術２位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
69 32 3 7 8 10 5 3 1 2 64 13 11 13 4 9 10 4 - 7
100 46.4 4.3 10.1 11.6 14.5 7.2 4.3 1.4 2.8 100 20.3 17.2 20.3 6.3 14.1 15.6 6.3 - 9.9
問35⑨世界と感動を共有するコンテンツ創造及び情報活用技術３位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
61 11 8 6 9 9 10 6 2 10
100 18 13.1 9.8 14.8 14.8 16.4 9.8 3.3 14.1
情報通信分野
問35⑩世界一安全・安心なIT社会を実現するセキュリティ技術１位 問35⑩世界一安全・安心なIT社会を実現するセキュリティ技術２位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
80 37 7 7 12 8 3 3 3 6 75 10 16 15 8 10 9 5 2 11
100 46.3 8.8 8.8 15 10 3.8 3.8 3.8 7 100 13.3 21.3 20 10.7 13.3 12 6.7 2.7 12.8
問35⑩世界一安全・安心なIT社会を実現するセキュリティ技術３位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
70 12 18 8 7 11 5 5 4 16
100 17.1 25.7 11.4 10 15.7 7.1 7.1 5.7 18.6
水費
超
活
ア
る
キ
ン
実
情報通信分野
　調
査
数
１
　
低
い
２ ３ ４ ５ ６
　
高
い
無
　
回
　
答
問36①科学技術を牽引する世界最高 66 - 4 10 18 29 5 2
100 - 6.1 15.2 27.3 43.9 7.6 2.9
問36②次世代を担う高度IT人材の育成 89 2 36 32 16 3 - 6
100 2.2 40.4 36 18 3.4 - 6.3
問36③次世代半導体超微細化・低消 59 - 3 12 18 23 3 -
100 - 5.1 20.3 30.5 39 5.1 -
問36④ディスプレイ・ストレージ・ 61 - - 8 21 23 9 2
100 - - 13.1 34.4 37.7 14.8 3.2
問36⑤世界に先駆けた家庭や街で生 67 - 2 4 14 37 10 4
100 - 3 6 20.9 55.2 14.9 5.6
問36⑥世界標準を目指すソフトウェ 75 5 31 26 11 2 - 4
100 6.7 41.3 34.7 14.7 2.7 - 5.1
問36⑦誰もが便利・快適に利用でき 81 - 6 22 33 19 1 5
100 - 7.4 27.2 40.7 23.5 1.2 5.8
問36⑧人の能力を補い生活支援ユビ 89 - 3 26 39 21 - 3
100 - 3.4 29.2 43.8 23.6 - 3.3
問36⑨世界と感動を共有するコンテ 68 2 16 19 21 10 - 3
100 2.9 23.5 27.9 30.9 14.7 - 4.2
問36⑩世界一安全・安心なIT社会を 80 - 13 25 34 8 - 6
100 - 16.3 31.3 42.5 10 - 7
報動
暖
ク
に
会
を
確
ム
究
環境分野
　調
査
数
専
門
度
大
専
門
度
中
専
門
度
小
な
し
無
　
回
　
答
Ｃ01人工衛星から地球温暖化関係情 116 6 17 37 56 1
100 5.2 14.7 31.9 48.3 0.9
Ｃ02ポスト京都議定書に向け気候変 115 6 14 42 53 2
100 5.2 12.2 36.5 46.1 1.7
Ｃ03地球温暖化リスクを予測し脱温 115 11 23 44 37 2
100 9.6 20 38.3 32.2 1.7
Ｃ04世界を先導する化学物質のリス 116 10 20 35 51 1
100 8.6 17.2 30.2 44 0.9
Ｃ05廃棄物資源の有用物質利用と有害 115 9 22 34 50 2
100 7.8 19.1 29.6 43.5 1.7
Ｃ06効率的にエネルギーを得る地域 115 14 24 35 42 2
100 12.2 20.9 30.4 36.5 1.7
Ｃ07水循環を保ち自然と共生する社 115 20 31 42 22 2
100 17.4 27 36.5 19.1 1.7
Ｃ08多種多様な生態系を保全・再生 115 19 25 28 43 2
100 16.5 21.7 24.3 37.4 1.7
Ｃ09化学物質リスク管理を社会に的 115 3 14 34 64 2
100 2.6 12.2 29.6 55.7 1.7
Ｃ10３Ｒに適した生産・消費システ 116 16 18 24 58 1
100 13.8 15.5 20.7 50 0.9
Ｃ11人文社会科学と融合する環境研 114 14 21 41 38 3
100 12.3 18.4 36 33.3 2.6
情変
温
ス
有
域
社
生
的
テ
研
環境分野
　調
査
数
１
　
あ
ま
り
活
発
で
は
な
い ２ ３ ４ ５ ６
　
か
な
り
活
発
で
あ
る
無
　
回
　
答
問34①人工衛星から地球温暖化関係 59 1 6 12 24 13 3 1
100 1.7 10.2 20.3 40.7 22 5.1 1.7
問34②ポスト京都議定書に向け気候 62 1 3 5 19 27 7 -
100 1.6 4.8 8.1 30.6 43.5 11.3 -
問34③地球温暖化リスクを予測し脱 75 3 12 24 24 12 - 3
100 4 16 32 32 16 - 3.8
問34④世界を先導する化学物質のリ 62 2 12 17 22 8 1 3
100 3.2 19.4 27.4 35.5 12.9 1.6 4.6
問34⑤廃棄物資源の有用物質利用と 61 3 10 22 20 6 - 4
100 4.9 16.4 36.1 32.8 9.8 - 6.2
問34⑥効率的にエネルギーを得る地 71 1 13 15 27 13 2 2
100 1.4 18.3 21.1 38 18.3 2.8 2.7
問34⑦水循環を保ち自然と共生する 86 6 14 23 26 17 - 7
100 7 16.3 26.7 30.2 19.8 - 7.5
問34⑧多種多様な生態系を保全・再 71 5 10 22 23 10 1 1
100 7 14.1 31 32.4 14.1 1.4 1.4
問34⑨化学物質リスク管理を社会に 50 6 16 16 10 1 1 1
100 12 32 32 20 2 2 2
問34⑩３Ｒに適した生産・消費シス 57 2 9 14 18 11 3 1
100 3.5 15.8 24.6 31.6 19.3 5.3 1.7
問34⑪人文社会科学と融合する環境 71 13 27 18 10 2 1 5
100 18.3 38 25.4 14.1 2.8 1.4 6.6
環境分野
問35①人工衛星から地球温暖化関係情報を観測する科学技術 １位 問35①人工衛星から地球温暖化関係情報を観測する科学技術 ２位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
57 13 5 4 12 9 12 2 - 3 55 9 5 10 10 14 7 - - 5
100 22.8 8.8 7 21.1 15.8 21.1 3.5 - 5 100 16.4 9.1 18.2 18.2 25.5 12.7 - - 8.3
問35①人工衛星から地球温暖化関係情報を観測する科学技術 ３位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
52 12 3 12 11 8 5 1 - 8
100 23.1 5.8 23.1 21.2 15.4 9.6 1.9 - 13.3
環境分野
問35②ポスト京都議定書に向け気候変動を予測する科学技術 １位 問35②ポスト京都議定書に向け気候変動を予測する科学技術 ２位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
58 14 1 6 16 6 14 1 - 4 56 14 5 13 8 11 4 - 1 6
100 24.1 1.7 10.3 27.6 10.3 24.1 1.7 - 6.5 100 25 8.9 23.2 14.3 19.6 7.1 - 1.8 9.7
問35②ポスト京都議定書に向け気候変動を予測する科学技術 ３位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
53 8 4 10 8 12 11 - - 9
100 15.1 7.5 18.9 15.1 22.6 20.8 - - 14.5
環境分野
問35③地球温暖化リスクを予測し脱温暖化社会可能科学技術 １位 問35③地球温暖化リスクを予測し脱温暖化社会可能科学技術 ２位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
72 23 7 14 10 6 8 2 2 6 71 15 11 15 11 8 10 - 1 7
100 31.9 9.7 19.4 13.9 8.3 11.1 2.8 2.8 7.7 100 21.1 15.5 21.1 15.5 11.3 14.1 - 1.4 9
問35③地球温暖化リスクを予測し脱温暖化社会可能科学技術 ３位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
68 13 9 15 4 16 7 1 3 10
100 19.1 13.2 22.1 5.9 23.5 10.3 1.5 4.4 12.8
環境分野
問35④世界を先導する化学物質のリスク評価管理技術 １位 問35④世界を先導する化学物質のリスク評価管理技術 ２位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
59 20 6 5 6 5 14 1 2 6 56 9 13 10 10 6 7 - 1 9
100 33.9 10.2 8.5 10.2 8.5 23.7 1.7 3.4 9.2 100 16.1 23.2 17.9 17.9 10.7 12.5 - 1.8 13.8
問35④世界を先導する化学物質のリスク評価管理技術 ３位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
56 11 7 11 8 4 10 - 5 9
100 19.6 12.5 19.6 14.3 7.1 17.9 - 8.9 13.8
環境分野
問35⑤廃棄物資源の有用物質利用と有害物質管理技術 １位 問35⑤廃棄物資源の有用物質利用と有害物質管理技術 ２位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
60 15 9 7 3 7 14 2 3 5 58 7 12 10 10 11 5 2 1 7
100 25 15 11.7 5 11.7 23.3 3.3 5 7.7 100 12.1 20.7 17.2 17.2 19 8.6 3.4 1.7 10.8
問35⑤廃棄物資源の有用物質利用と有害物質管理技術 ３位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
56 9 9 9 13 4 10 1 1 9
100 16.1 16.1 16.1 23.2 7.1 17.9 1.8 1.8 13.8
環境分野
問35⑥効率的にエネルギーを得る地域に即したﾊﾞｲｵﾏｽ利用技術１位 問35⑥効率的にエネルギーを得る地域に即したﾊﾞｲｵﾏｽ利用技術２位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
71 9 15 8 10 19 2 6 2 2 69 6 19 12 17 9 1 4 1 4
100 12.7 21.1 11.3 14.1 26.8 2.8 8.5 2.8 2.7 100 8.7 27.5 17.4 24.6 13 1.4 5.8 1.4 5.5
問35⑥効率的にエネルギーを得る地域に即したﾊﾞｲｵﾏｽ利用技術３位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
68 17 12 9 7 9 7 5 2 5
100 25 17.6 13.2 10.3 13.2 10.3 7.4 2.9 6.8
環境分野
問35⑦水循環を保ち自然と共生する社会の実現ｼﾅﾘｵの科学技術１位 問35⑦水循環を保ち自然と共生する社会の実現ｼﾅﾘｵの科学技術２位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
84 31 10 11 7 14 4 4 3 9 83 7 11 26 19 10 5 2 3 10
100 36.9 11.9 13.1 8.3 16.7 4.8 4.8 3.6 9.7 100 8.4 13.3 31.3 22.9 12 6 2.4 3.6 10.8
問35⑦水循環を保ち自然と共生する社会の実現ｼﾅﾘｵの科学技術３位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
79 20 3 18 12 12 11 2 1 14
100 25.3 3.8 22.8 15.2 15.2 13.9 2.5 1.3 15.1
環境分野
問35⑧多種多様な生態系を保全・再生を実現する科学技術 １位 問35⑧多種多様な生態系を保全・再生を実現する科学技術 ２位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
70 26 5 9 8 15 6 - 1 2 67 12 4 13 21 10 6 1 - 5
100 37.1 7.1 12.9 11.4 21.4 8.6 - 1.4 2.8 100 17.9 6 19.4 31.3 14.9 9 1.5 - 6.9
問35⑧多種多様な生態系を保全・再生を実現する科学技術 ３位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
63 17 4 11 9 15 6 1 - 9
100 27 6.3 17.5 14.3 23.8 9.5 1.6 - 12.5
環境分野
問35⑨化学物質リスク管理を社会に的確に普及する科学技術 １位 問35⑨化学物質リスク管理を社会に的確に普及する科学技術 ２位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
48 30 3 8 1 2 2 - 2 3 45 5 7 15 9 6 3 - - 6
100 62.5 6.3 16.7 2.1 4.2 4.2 - 4.2 5.9 100 11.1 15.6 33.3 20 13.3 6.7 - - 11.8
問35⑨化学物質リスク管理を社会に的確に普及する科学技術 ３位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
44 1 8 6 7 10 9 1 2 7
100 2.3 18.2 13.6 15.9 22.7 20.5 2.3 4.5 13.7
環境分野
問35⑩３Ｒに適した生産・消費システムを設計する科学技術 １位 問35⑩３Ｒに適した生産・消費システムを設計する科学技術 ２位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
53 13 17 7 4 7 3 1 1 5 53 5 11 14 11 10 1 1 - 5
100 24.5 32.1 13.2 7.5 13.2 5.7 1.9 1.9 8.6 100 9.4 20.8 26.4 20.8 18.9 1.9 1.9 - 8.6
問35⑩３Ｒに適した生産・消費システムを設計する科学技術 ３位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
51 11 7 15 6 3 3 5 1 7
100 21.6 13.7 29.4 11.8 5.9 5.9 9.8 2 12.1
環境分野
問35⑪人文社会科学と融合する環境研究のための人材育成 １位 問35⑪人文社会科学と融合する環境研究のための人材育成 ２位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
68 38 7 17 5 - 1 - - 8 65 13 5 26 12 6 3 - - 11
100 55.9 10.3 25 7.4 - 1.5 - - 10.5 100 20 7.7 40 18.5 9.2 4.6 - - 14.5
問35⑪人文社会科学と融合する環境研究のための人材育成 ３位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
60 5 6 9 12 11 17 - - 16
100 8.3 10 15 20 18.3 28.3 - - 21.1
情変
温
ス
有
域
社
生
的
テ
研
環境分野
　調
査
数
１
　
低
い
２ ３ ４ ５ ６
　
高
い
無
　
回
　
答
問36①人工衛星から地球温暖化関係 59 1 10 11 22 13 2 1
100 1.7 16.9 18.6 37.3 22 3.4 1.7
問36②ポスト京都議定書に向け気候 61 1 4 10 17 22 7 1
100 1.6 6.6 16.4 27.9 36.1 11.5 1.6
問36③地球温暖化リスクを予測し脱 73 2 14 25 19 13 - 5
100 2.7 19.2 34.2 26 17.8 - 6.4
問36④世界を先導する化学物質のリ 58 3 8 22 18 6 1 7
100 5.2 13.8 37.9 31 10.3 1.7 10.8
問36⑤廃棄物資源の有用物質利用と 59 4 5 25 17 8 - 6
100 6.8 8.5 42.4 28.8 13.6 - 9.2
問36⑥効率的にエネルギーを得る地 71 2 10 24 20 12 3 2
100 2.8 14.1 33.8 28.2 16.9 4.2 2.7
問36⑦水循環を保ち自然と共生する 86 4 9 26 33 14 - 7
100 4.7 10.5 30.2 38.4 16.3 - 7.5
問36⑧多種多様な生態系を保全・再 71 3 8 32 19 9 - 1
100 4.2 11.3 45.1 26.8 12.7 - 1.4
問36⑨化学物質リスク管理を社会に 48 4 14 16 11 2 1 3
100 8.3 29.2 33.3 22.9 4.2 2.1 5.9
問36⑩３Ｒに適した生産・消費シス 56 2 6 14 21 10 3 2
100 3.6 10.7 25 37.5 17.9 5.4 3.4
問36⑪人文社会科学と融合する環境 69 9 29 25 5 - 1 7
100 13 42 36.2 7.2 - 1.4 9.2
ス不
テ
る
る
先
た
革
共
ナノテクノロジー・材料分野
　調
査
数
専
門
度
大
専
門
度
中
専
門
度
小
な
し
無
　
回
　
答
Ｄ01クリーンエネルギーの飛躍的コ 109 17 29 41 22 3
100 15.6 26.6 37.6 20.2 2.7
Ｄ02資源問題解決となる希少資源・ 109 10 30 38 31 3
100 9.2 27.5 34.9 28.4 2.7
Ｄ03生活の安全・安心の革新的ナノ 109 47 33 19 10 3
100 43.1 30.3 17.4 9.2 2.7
Ｄ04イノベーション創出の中核とな 109 41 39 22 7 3
100 37.6 35.8 20.2 6.4 2.7
Ｄ05デバイスの性能の限界を突破す 110 12 28 39 31 2
100 10.9 25.5 35.5 28.2 1.8
Ｄ06超早期診断と低侵襲治療の実現 111 10 12 31 58 1
100 9 10.8 27.9 52.3 0.9
Ｄ07ナノテクノロジーの社会受容の 109 6 28 40 35 3
100 5.5 25.7 36.7 32.1 2.7
Ｄ08ナノテクノロジー実用化の先導 109 14 38 41 16 3
100 12.8 34.9 37.6 14.7 2.7
Ｄ09ナノ領域最先端計測・加工技術 109 28 26 36 19 3
100 25.7 23.9 33 17.4 2.7
Ｄ10Ｘ線自由電子レーザーの開発・ 109 5 4 29 71 3
100 4.6 3.7 26.6 65.1 2.7
コノ
な
す
現
の
導
術
ナノテクノロジー・材料分野
　調
査
数
１
　
あ
ま
り
活
発
で
は
な
い ２ ３ ４ ５ ６
　
か
な
り
活
発
で
あ
る
無
　
回
　
答
問34①クリーンエネルギーの飛躍的 87 - 2 10 29 39 7 -
100 - 2.3 11.5 33.3 44.8 8 -
問34②資源問題解決となる希少資源 76 1 14 24 29 7 1 2
100 1.3 18.4 31.6 38.2 9.2 1.3 2.6
問34③生活の安全・安心の革新的ナ 95 - 8 20 34 27 6 4
100 - 8.4 21.1 35.8 28.4 6.3 4
問34④イノベーション創出の中核と 98 - 8 22 39 23 6 4
100 - 8.2 22.4 39.8 23.5 6.1 3.9
問34⑤デバイスの性能の限界を突破 76 - 2 13 18 35 8 3
100 - 2.6 17.1 23.7 46.1 10.5 3.8
問34⑥超早期診断と低侵襲治療の実 52 2 1 6 21 20 2 1
100 3.8 1.9 11.5 40.4 38.5 3.8 1.9
問34⑦ナノテクノロジーの社会受容 71 - 23 25 17 6 - 3
100 - 32.4 35.2 23.9 8.5 - 4.1
問34⑧ナノテクノロジー実用化の先 90 1 14 23 32 16 4 3
100 1.1 15.6 25.6 35.6 17.8 4.4 3.2
問34⑨ナノ領域最先端計測・加工技 88 1 5 9 31 39 3 2
100 1.1 5.7 10.2 35.2 44.3 3.4 2.2
問34⑩Ｘ線自由電子レーザーの開発 38 - 5 8 16 7 2 -
100 - 13.2 21.1 42.1 18.4 5.3 -
ナノテクノロジー・材料分野
問35①ｸﾘｰﾝｴﾈﾙｷﾞｰの飛躍的コスト削減の革新的材料技術 １位 問35①ｸﾘｰﾝｴﾈﾙｷﾞｰの飛躍的コスト削減の革新的材料技術 ２位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
83 31 18 12 7 9 1 4 1 4 80 11 18 16 13 12 4 6 - 7
100 37.3 21.7 14.5 8.4 10.8 1.2 4.8 1.2 4.6 100 13.8 22.5 20 16.3 15 5 7.5 - 8
問35①ｸﾘｰﾝｴﾈﾙｷﾞｰの飛躍的コスト削減の革新的材料技術 ３位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
79 10 9 10 8 17 11 9 5 8
100 12.7 11.4 12.7 10.1 21.5 13.9 11.4 6.3 9.2
ナノテクノロジー・材料分野
問35②資源問題解決の希少資源・不足資源代替材料革新技術 １位 問35②資源問題解決の希少資源・不足資源代替材料革新技術 ２位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
73 34 9 9 7 8 4 1 1 5 72 11 12 15 8 14 7 2 3 6
100 46.6 12.3 12.3 9.6 11 5.5 1.4 1.4 6.4 100 15.3 16.7 20.8 11.1 19.4 9.7 2.8 4.2 7.7
問35②資源問題解決の希少資源・不足資源代替材料革新技術 ３位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
72 7 12 6 11 15 12 7 2 6
100 9.7 16.7 8.3 15.3 20.8 16.7 9.7 2.8 7.7
ナノテクノロジー・材料分野
問35③生活の安全・安心の革新的ナノテクノロジー・材料技術１位 問35③生活の安全・安心の革新的ナノテクノロジー・材料技術２位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
93 42 12 13 9 11 1 2 3 6 90 8 19 18 18 18 6 3 - 9
100 45.2 12.9 14 9.7 11.8 1.1 2.2 3.2 6.1 100 8.9 21.1 20 20 20 6.7 3.3 - 9.1
問35③生活の安全・安心の革新的ナノテクノロジー・材料技術３位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
89 20 17 12 13 12 6 8 1 10
100 22.5 19.1 13.5 14.6 13.5 6.7 9 1.1 10.1
ナノテクノロジー・材料分野
問35④イノベーション創出の中核となる革新的材料技術 １位 問35④イノベーション創出の中核となる革新的材料技術 ２位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
93 44 9 13 11 14 - 2 - 9 90 9 12 17 25 21 5 1 - 12
100 47.3 9.7 14 11.8 15.1 - 2.2 - 8.8 100 10 13.3 18.9 27.8 23.3 5.6 1.1 - 11.8
問35④イノベーション創出の中核となる革新的材料技術 ３位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
89 17 13 8 13 25 7 6 - 13
100 19.1 14.6 9 14.6 28.1 7.9 6.7 - 12.7
ナノテクノロジー・材料分野
問35⑤デバイスの性能の限界を突破する先端的ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ １位 問35⑤デバイスの性能の限界を突破する先端的ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ ２位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
70 22 16 8 10 11 2 1 - 9 67 9 15 12 14 12 5 - - 12
100 31.4 22.9 11.4 14.3 15.7 2.9 1.4 - 11.4 100 13.4 22.4 17.9 20.9 17.9 7.5 - - 15.2
問35⑤デバイスの性能の限界を突破する先端的ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ ３位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
66 15 10 8 15 11 5 2 - 13
100 22.7 15.2 12.1 22.7 16.7 7.6 3 - 16.5
ナノテクノロジー・材料分野
問35⑥超早期診断と低侵襲治療の実現先端的ﾅﾉﾊﾞｲｵ・医療技術１位 問35⑥超早期診断と低侵襲治療の実現先端的ﾅﾉﾊﾞｲｵ・医療技術２位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
49 22 1 13 3 5 - 4 1 4 49 5 11 10 4 14 3 2 - 4
100 44.9 2 26.5 6.1 10.2 - 8.2 2 7.5 100 10.2 22.4 20.4 8.2 28.6 6.1 4.1 - 7.5
問35⑥超早期診断と低侵襲治療の実現先端的ﾅﾉﾊﾞｲｵ・医療技術３位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
47 8 6 5 9 4 4 11 - 6
100 17 12.8 10.6 19.1 8.5 8.5 23.4 - 11.3
ナノテクノロジー・材料分野
問35⑦ナノテクノロジーの社会受容のための研究開発 １位 問35⑦ナノテクノロジーの社会受容のための研究開発 ２位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
68 23 14 8 6 5 4 5 3 6 66 11 16 7 8 8 7 7 2 8
100 33.8 20.6 11.8 8.8 7.4 5.9 7.4 4.4 8.1 100 16.7 24.2 10.6 12.1 12.1 10.6 10.6 3 10.8
問35⑦ナノテクノロジーの社会受容のための研究開発 ３位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
65 14 7 11 7 5 11 7 3 9
100 21.5 10.8 16.9 10.8 7.7 16.9 10.8 4.6 12.2
ナノテクノロジー・材料分野
問35⑧ナノテクノロジー実用化の先導革新研究開発 １位 問35⑧ナノテクノロジー実用化の先導革新研究開発 ２位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
84 34 16 7 13 10 1 3 - 9 82 9 18 14 17 16 6 2 - 11
100 40.5 19 8.3 15.5 11.9 1.2 3.6 - 9.7 100 11 22 17.1 20.7 19.5 7.3 2.4 - 11.8
問35⑧ナノテクノロジー実用化の先導革新研究開発 ３位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
81 16 15 15 10 12 8 4 1 12
100 19.8 18.5 18.5 12.3 14.8 9.9 4.9 1.2 12.9
ナノテクノロジー・材料分野
問35⑨ナノ領域最先端計測・加工技術　１位 問35⑨ナノ領域最先端計測・加工技術 ２位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
83 35 9 15 8 16 - - - 7 83 11 15 13 17 19 8 - - 7
100 42.2 10.8 18.1 9.6 19.3 - - - 7.8 100 13.3 18.1 15.7 20.5 22.9 9.6 - - 7.8
問35⑨ナノ領域最先端計測・加工技術　３位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
81 16 16 15 11 13 7 3 - 9
100 19.8 19.8 18.5 13.6 16 8.6 3.7 - 10
ナノテクノロジー・材料分野
問35⑩Ｘ線自由電子レーザーの開発・共用　１位 問35⑩Ｘ線自由電子レーザーの開発・共用 ２位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
34 11 - 6 10 4 3 - - 4 33 6 6 3 5 9 4 - - 5
100 32.4 - 17.6 29.4 11.8 8.8 - - 10.5 100 18.2 18.2 9.1 15.2 27.3 12.1 - - 13.2
問35⑩Ｘ線自由電子レーザーの開発・共用　３位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
33 5 3 9 2 6 6 2 - 5
100 15.2 9.1 27.3 6.1 18.2 18.2 6.1 - 13.2
コノ
な
す
現
の
導
術
ナノテクノロジー・材料分野
　調
査
数
１
　
低
い
２ ３ ４ ５ ６
　
高
い
無
　
回
　
答
問36①クリーンエネルギーの飛躍的 82 - 3 12 18 42 7 5
100 - 3.7 14.6 22 51.2 8.5 5.7
問36②資源問題解決となる希少資源 72 1 7 16 31 16 1 6
100 1.4 9.7 22.2 43.1 22.2 1.4 7.7
問36③生活の安全・安心の革新的ナ 94 1 7 17 40 24 5 5
100 1.1 7.4 18.1 42.6 25.5 5.3 5.1
問36④イノベーション創出の中核と 95 - 5 20 41 23 6 7
100 - 5.3 21.1 43.2 24.2 6.3 6.9
問36⑤デバイスの性能の限界を突破 71 - - 9 24 31 7 8
100 - - 12.7 33.8 43.7 9.9 10.1
問36⑥超早期診断と低侵襲治療の実 50 - 4 13 24 6 3 3
100 - 8 26 48 12 6 5.7
問36⑦ナノテクノロジーの社会受容 69 1 17 31 16 3 1 5
100 1.4 24.6 44.9 23.2 4.3 1.4 6.8
問36⑧ナノテクノロジー実用化の先 85 - 12 30 31 10 2 8
100 - 14.1 35.3 36.5 11.8 2.4 8.6
問36⑨ナノ領域最先端計測・加工技 83 1 4 14 26 35 3 7
100 1.2 4.8 16.9 31.3 42.2 3.6 7.8
問36⑩Ｘ線自由電子レーザーの開発 36 1 2 11 13 8 1 2
100 2.8 5.6 30.6 36.1 22.2 2.8 5.3
を宅
能
新
車
料
革
高
る
軽
実
る
ー
エネルギー分野
　調
査
数
専
門
度
大
専
門
度
中
専
門
度
小
な
し
無
　
回
　
答
Ｅ01ｴﾈﾙｷﾞｰの面的利用で省エネの街 111 6 21 37 47 -
100 5.4 18.9 33.3 42.3 -
Ｅ02省エネ生活を実現する先進的住 111 8 18 34 51 -
100 7.2 16.2 30.6 45.9 -
Ｅ03省エネ社会を実現する先端高性 110 8 20 36 46 1
100 7.3 18.2 32.7 41.8 0.9
Ｅ04究極の省エネ工場を実現する革 110 9 25 30 46 1
100 8.2 22.7 27.3 41.8 0.9
Ｅ05石油を必要としない新世代自動 110 12 28 37 33 1
100 10.9 25.5 33.6 30 0.9
Ｅ06石油に代わる自動車用新液体燃 111 14 11 29 57 -
100 12.6 9.9 26.1 51.4 -
Ｅ07先端燃料電池システムと安全な 111 22 31 29 29 -
100 19.8 27.9 26.1 26.1 -
Ｅ08太陽光発電を世界普及・革新的 110 8 25 41 36 1
100 7.3 22.7 37.3 32.7 0.9
Ｅ09電源や利用形態の制約を克服す 111 10 22 33 46 -
100 9 19.8 29.7 41.4 -
Ｅ10クリーン・高効率で世界をリー 110 10 12 38 50 1
100 9.1 10.9 34.5 45.5 0.9
Ｅ11安全性・経済性に優れた次世代 111 8 15 28 60 -
100 7.2 13.5 25.2 54.1 -
Ｅ12高レベル放射性廃棄物等の処分 111 7 14 31 59 -
100 6.3 12.6 27.9 53.2 -
Ｅ13長期的ｴﾈﾙｷﾞｰ安定供給を確保す 111 10 13 28 60 -
100 9 11.7 25.2 54.1 -
Ｅ14国際協力で拓く核融合エネルギ 111 7 10 30 64 -
100 6.3 9 27 57.7 -
街住
性
革
燃
な
す
ー
代
分
す
ギ
エネルギー分野
　調
査
数
１
　
あ
ま
り
活
発
で
は
な
い ２ ３ ４ ５ ６
　
か
な
り
活
発
で
あ
る
無
　
回
　
答
問34①ｴﾈﾙｷﾞｰの面的利用で省エネの 58 1 17 9 19 12 - 6
100 1.7 29.3 15.5 32.8 20.7 - 9.4
問34②省エネ生活を実現する先進的 56 1 9 4 23 19 - 4
100 1.8 16.1 7.1 41.1 33.9 - 6.7
問34③省エネ社会を実現する先端高 61 1 5 3 29 20 3 3
100 1.6 8.2 4.9 47.5 32.8 4.9 4.7
問34④究極の省エネ工場を実現する 63 2 2 14 26 18 1 1
100 3.2 3.2 22.2 41.3 28.6 1.6 1.6
問34⑤石油を必要としない新世代自動 75 - 3 5 21 31 15 2
100 - 4 6.7 28 41.3 20 2.6
問34⑥石油に代わる自動車用新液体 52 - 2 11 18 20 1 2
100 - 3.8 21.2 34.6 38.5 1.9 3.7
問34⑦先端燃料電池システムと安全 81 - 6 8 23 32 12 1
100 - 7.4 9.9 28.4 39.5 14.8 1.2
問34⑧太陽光発電を世界普及・革新的 70 - 3 9 18 31 9 4
100 - 4.3 12.9 25.7 44.3 12.9 5.4
問34⑨電源や利用形態の制約を克服 62 - 10 12 22 16 2 3
100 - 16.1 19.4 35.5 25.8 3.2 4.6
問34⑩クリーン・高効率で世界をリ 55 2 5 17 20 10 1 5
100 3.6 9.1 30.9 36.4 18.2 1.8 8.3
問34⑪安全性・経済性に優れた次世 51 2 8 16 17 7 1 -
100 3.9 15.7 31.4 33.3 13.7 2 -
問34⑫高レベル放射性廃棄物等の処 51 - 8 13 19 10 1 1
100 - 15.7 25.5 37.3 19.6 2 1.9
問34⑬長期的ｴﾈﾙｷﾞｰ安定供給を確保 49 1 7 13 16 10 2 2
100 2 14.3 26.5 32.7 20.4 4.1 3.9
問34⑭国際協力で拓く核融合エネル 45 - 5 9 16 13 2 2
100 - 11.1 20 35.6 28.9 4.4 4.3
エネルギー分野
問35①ｴﾈﾙｷﾞｰの面的利用で省エネの街を実現する都市ｼｽﾃﾑ技術１位 問35①ｴﾈﾙｷﾞｰの面的利用で省エネの街を実現する都市ｼｽﾃﾑ技術２位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
55 13 9 10 3 4 - 13 3 9 53 2 14 8 8 12 - 7 2 11
100 23.6 16.4 18.2 5.5 7.3 - 23.6 5.5 14.1 100 3.8 26.4 15.1 15.1 22.6 - 13.2 3.8 17.2
問35①ｴﾈﾙｷﾞｰの面的利用で省エネの街を実現する都市ｼｽﾃﾑ技術３位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
52 9 6 13 10 6 2 6 - 12
100 17.3 11.5 25 19.2 11.5 3.8 11.5 - 18.8
エネルギー分野
問35②省エネ生活を実現する先進的住宅・建築物関連技術 １位 問35②省エネ生活を実現する先進的住宅・建築物関連技術 ２位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
53 9 12 8 3 5 - 14 2 7 50 5 10 15 5 4 3 6 2 10
100 17 22.6 15.1 5.7 9.4 - 26.4 3.8 11.7 100 10 20 30 10 8 6 12 4 16.7
問35②省エネ生活を実現する先進的住宅・建築物関連技術 ３位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
48 8 10 6 9 9 - 6 - 12
100 16.7 20.8 12.5 18.8 18.8 - 12.5 - 20
エネルギー分野
問35③省エネ社会を実現する先端高性能汎用デバイス技術 １位 問35③省エネ社会を実現する先端高性能汎用デバイス技術 ２位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
56 14 14 6 9 11 - 2 - 8 55 8 15 8 10 9 3 2 - 9
100 25 25 10.7 16.1 19.6 - 3.6 - 12.5 100 14.5 27.3 14.5 18.2 16.4 5.5 3.6 - 14.1
問35③省エネ社会を実現する先端高性能汎用デバイス技術 ３位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
52 11 9 9 8 9 2 4 - 12
100 21.2 17.3 17.3 15.4 17.3 3.8 7.7 - 18.8
エネルギー分野
問35④究極の省エネ工場を実現する革新的素材製造ﾌﾟﾛｾｽ技術１位 問35④究極の省エネ工場を実現する革新的素材製造ﾌﾟﾛｾｽ技術２位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
57 14 7 8 11 13 1 2 1 7 56 8 21 2 8 11 2 3 1 8
100 24.6 12.3 14 19.3 22.8 1.8 3.5 1.8 10.9 100 14.3 37.5 3.6 14.3 19.6 3.6 5.4 1.8 12.5
問35④究極の省エネ工場を実現する革新的素材製造ﾌﾟﾛｾｽ技術３位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
55 12 10 12 8 7 - 6 - 9
100 21.8 18.2 21.8 14.5 12.7 - 10.9 - 14.1
エネルギー分野
問35⑤石油を必要としない新世代自動車の革新的中核技術 １位 問35⑤石油を必要としない新世代自動車の革新的中核技術 ２位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
70 15 15 2 11 15 2 7 3 7 69 6 17 17 11 8 5 3 2 8
100 21.4 21.4 2.9 15.7 21.4 2.9 10 4.3 9.1 100 8.7 24.6 24.6 15.9 11.6 7.2 4.3 2.9 10.4
問35⑤石油を必要としない新世代自動車の革新的中核技術 ３位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
66 9 15 6 9 10 5 11 1 11
100 13.6 22.7 9.1 13.6 15.2 7.6 16.7 1.5 14.3
エネルギー分野
問35⑥石油に代わる自動車用新液体燃料の最先端製造技術１位 問35⑥石油に代わる自動車用新液体燃料の最先端製造技術２位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
50 9 17 - 6 11 3 3 1 4 49 6 10 7 7 10 4 5 - 5
100 18 34 - 12 22 6 6 2 7.4 100 12.2 20.4 14.3 14.3 20.4 8.2 10.2 - 9.3
問35⑥石油に代わる自動車用新液体燃料の最先端製造技術３位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
43 5 6 8 5 6 5 8 - 11
100 11.6 14 18.6 11.6 14 11.6 18.6 - 20.4
エネルギー分野
問35⑦先端燃料電池ｼｽﾃﾑと安全な革新的水素貯蔵・輸送技術 １位 問35⑦先端燃料電池ｼｽﾃﾑと安全な革新的水素貯蔵・輸送技術 ２位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
78 19 9 9 10 21 3 4 3 4 74 10 14 11 9 16 6 7 1 8
100 24.4 11.5 11.5 12.8 26.9 3.8 5.1 3.8 4.9 100 13.5 18.9 14.9 12.2 21.6 8.1 9.5 1.4 9.8
問35⑦先端燃料電池ｼｽﾃﾑと安全な革新的水素貯蔵・輸送技術 ３位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
72 13 22 9 10 9 3 4 2 10
100 18.1 30.6 12.5 13.9 12.5 4.2 5.6 2.8 12.2
エネルギー分野
問35⑧太陽光発電を世界普及・革新的高効率化・低ｺｽﾄ化技術１位 問35⑧太陽光発電を世界普及・革新的高効率化・低ｺｽﾄ化技術２位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
64 9 9 6 12 14 10 2 2 10 62 10 14 11 7 12 3 5 - 12
100 14.1 14.1 9.4 18.8 21.9 15.6 3.1 3.1 13.5 100 16.1 22.6 17.7 11.3 19.4 4.8 8.1 - 16.2
問35⑧太陽光発電を世界普及・革新的高効率化・低ｺｽﾄ化技術３位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
58 9 13 16 5 5 6 2 2 16
100 15.5 22.4 27.6 8.6 8.6 10.3 3.4 3.4 21.6
エネルギー分野
問35⑨電源や利用形態の制約を克服する高性能電力貯蔵技術 １位 問35⑨電源や利用形態の制約を克服する高性能電力貯蔵技術 ２位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
57 12 9 8 12 12 - 3 1 8 56 8 10 9 9 9 4 6 1 9
100 21.1 15.8 14 21.1 21.1 - 5.3 1.8 12.3 100 14.3 17.9 16.1 16.1 16.1 7.1 10.7 1.8 13.8
問35⑨電源や利用形態の制約を克服する高性能電力貯蔵技術 ３位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
53 10 9 5 6 12 1 9 1 12
100 18.9 17 9.4 11.3 22.6 1.9 17 1.9 18.5
エネルギー分野
問35⑩クリーン・高効率で世界をリードする石炭ガス化技術 １位 問35⑩クリーン・高効率で世界をリードする石炭ガス化技術 ２位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
51 9 11 4 11 12 1 3 - 9 48 4 9 14 8 9 2 1 1 12
100 17.6 21.6 7.8 21.6 23.5 2 5.9 - 15 100 8.3 18.8 29.2 16.7 18.8 4.2 2.1 2.1 20
問35⑩クリーン・高効率で世界をリードする石炭ガス化技術 ３位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
44 12 6 6 5 6 5 3 1 16
100 27.3 13.6 13.6 11.4 13.6 11.4 6.8 2.3 26.7
エネルギー分野
問35⑪安全性・経済性に優れた次世代軽水炉の実用化技術 １位 問35⑪安全性・経済性に優れた次世代軽水炉の実用化技術 ２位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
47 15 10 4 2 7 6 3 - 4 44 4 8 6 10 9 2 3 2 7
100 31.9 21.3 8.5 4.3 14.9 12.8 6.4 - 7.8 100 9.1 18.2 13.6 22.7 20.5 4.5 6.8 4.5 13.7
問35⑪安全性・経済性に優れた次世代軽水炉の実用化技術 ３位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
41 12 3 4 4 5 8 4 1 10
100 29.3 7.3 9.8 9.8 12.2 19.5 9.8 2.4 19.6
エネルギー分野
問35⑫高レベル放射性廃棄物等処分実現不可欠な地層処分技術１位 問35⑫高レベル放射性廃棄物等処分実現不可欠な地層処分技術２位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
47 14 10 2 8 2 1 9 1 5 42 4 6 6 10 9 3 1 3 10
100 29.8 21.3 4.3 17 4.3 2.1 19.1 2.1 9.6 100 9.5 14.3 14.3 23.8 21.4 7.1 2.4 7.1 19.2
問35⑫高レベル放射性廃棄物等処分実現不可欠な地層処分技術３位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
39 11 3 4 3 3 10 5 - 13
100 28.2 7.7 10.3 7.7 7.7 25.6 12.8 - 25
エネルギー分野
問35⑬長期的ｴﾈﾙｷﾞｰ安定供給を確保する高速増殖炉ｻｲｸﾙ技術 １位 問35⑬長期的ｴﾈﾙｷﾞｰ安定供給を確保する高速増殖炉ｻｲｸﾙ技術 ２位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
44 12 7 1 9 7 7 1 - 7 42 4 9 5 11 7 5 1 - 9
100 27.3 15.9 2.3 20.5 15.9 15.9 2.3 - 13.7 100 9.5 21.4 11.9 26.2 16.7 11.9 2.4 - 17.6
問35⑬長期的ｴﾈﾙｷﾞｰ安定供給を確保する高速増殖炉ｻｲｸﾙ技術 ３位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
40 16 4 2 1 9 7 1 - 11
100 40 10 5 2.5 22.5 17.5 2.5 - 21.6
エネルギー分野
問35⑭国際協力で拓く核融合エネルギー：ＩＴＥＲ計画 １位 問35⑭国際協力で拓く核融合エネルギー：ＩＴＥＲ計画 ２位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
39 10 3 1 1 6 18 - - 8 37 5 4 7 10 6 5 - - 10
100 25.6 7.7 2.6 2.6 15.4 46.2 - - 17 100 13.5 10.8 18.9 27 16.2 13.5 - - 21.3
問35⑭国際協力で拓く核融合エネルギー：ＩＴＥＲ計画 ３位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
36 16 2 6 4 4 2 1 1 11
100 44.4 5.6 16.7 11.1 11.1 5.6 2.8 2.8 23.4
街住
性
革
燃
な
す
ー
代
分
す
ギ
エネルギー分野
　調
査
数
１
　
低
い
２ ３ ４ ５ ６
　
高
い
無
　
回
　
答
問36①ｴﾈﾙｷﾞｰの面的利用で省エネの 57 2 11 8 19 17 - 7
100 3.5 19.3 14 33.3 29.8 - 10.9
問36②省エネ生活を実現する先進的 54 3 5 5 22 15 4 6
100 5.6 9.3 9.3 40.7 27.8 7.4 10
問36③省エネ社会を実現する先端高 59 - 1 6 22 24 6 5
100 - 1.7 10.2 37.3 40.7 10.2 7.8
問36④究極の省エネ工場を実現する 59 1 - 7 20 25 6 5
100 1.7 - 11.9 33.9 42.4 10.2 7.8
問36⑤石油を必要としない新世代自動 74 1 2 4 18 33 16 3
100 1.4 2.7 5.4 24.3 44.6 21.6 3.9
問36⑥石油に代わる自動車用新液体 51 - 6 10 24 9 2 3
100 - 11.8 19.6 47.1 17.6 3.9 5.6
問36⑦先端燃料電池システムと安全 78 1 1 10 37 22 7 4
100 1.3 1.3 12.8 47.4 28.2 9 4.9
問36⑧太陽光発電を世界普及・革新的 68 - 1 4 16 29 18 6
100 - 1.5 5.9 23.5 42.6 26.5 8.1
問36⑨電源や利用形態の制約を克服 61 - 4 9 24 20 4 4
100 - 6.6 14.8 39.3 32.8 6.6 6.2
問36⑩クリーン・高効率で世界をリ 55 1 4 7 25 16 2 5
100 1.8 7.3 12.7 45.5 29.1 3.6 8.3
問36⑪安全性・経済性に優れた次世 49 1 3 10 11 18 6 2
100 2 6.1 20.4 22.4 36.7 12.2 3.9
問36⑫高レベル放射性廃棄物等の処 49 - 4 14 18 10 3 3
100 - 8.2 28.6 36.7 20.4 6.1 5.8
問36⑬長期的ｴﾈﾙｷﾞｰ安定供給を確保 47 - - 7 13 19 8 4
100 - - 14.9 27.7 40.4 17 7.8
問36⑭国際協力で拓く核融合エネル 42 - 1 5 11 19 6 5
100 - 2.4 11.9 26.2 45.2 14.3 10.6
ーものづくり技術分野
　調
査
数
専
門
度
大
専
門
度
中
専
門
度
小
な
し
無
　
回
　
答
Ｆ01　ものづくり「可視化」技術大 100 44 30 16 10 1
100 44 30 16 10 1
Ｆ02　ものづくりのプロセスイノベ 101 27 31 29 14 -
100 26.7 30.7 28.7 13.9 -
ノものづくり技術分野
　調
査
数
１
　
あ
ま
り
活
発
で
は
な
い ２ ３ ４ ５ ６
　
か
な
り
活
発
で
あ
る
無
　
回
　
答
問34①Ｆ01科学に立脚したものづく 88 1 11 24 30 20 2 2
100 1.1 12.5 27.3 34.1 22.7 2.3 2.2
問34②Ｆ02ものづくりのプロセスイ 86 2 11 25 30 17 1 1
100 2.3 12.8 29.1 34.9 19.8 1.2 1.1
ものづくり技術分野
問35①Ｆ01科学に立脚したものづくり「可視化」技術 １位 問35①Ｆ01科学に立脚したものづくり「可視化」技術 ２位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
89 50 6 7 9 14 1 2 - 1 89 17 21 10 17 17 6 1 - 1
100 56.2 6.7 7.9 10.1 15.7 1.1 2.2 - 1.1 100 19.1 23.6 11.2 19.1 19.1 6.7 1.1 - 1.1
問35①Ｆ01科学に立脚したものづくり「可視化」技術 ３位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
89 14 17 11 15 22 8 2 - 1
100 15.7 19.1 12.4 16.9 24.7 9 2.2 - 1.1
ものづくり技術分野
問35②Ｆ02ものづくりのプロセスイノベーション １位 問35②Ｆ02ものづくりのプロセスイノベーション ２位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
87 48 8 7 7 14 1 2 - - 87 12 20 17 18 12 5 1 2 -
100 55.2 9.2 8 8 16.1 1.1 2.3 - - 100 13.8 23 19.5 20.7 13.8 5.7 1.1 2.3 -
問35②Ｆ02ものづくりのプロセスイノベーション ３位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
87 15 13 10 13 22 8 6 - -
100 17.2 14.9 11.5 14.9 25.3 9.2 6.9 - -
脚く
ものづくり技術分野
　調
査
数
１
　
低
い
２ ３ ４ ５ ６
　
高
い
無
　
回
　
答
問36日本の研究水準①Ｆ01科学に立 87 1 7 21 35 19 4 3
100 1.1 8 24.1 40.2 21.8 4.6 3.3
問36．日本の研究水準②Ｆ02ものづ 86 1 6 14 42 19 4 1
100 1.2 7 16.3 48.8 22.1 4.7 1.1
資社会基盤分野
　調
査
数
専
門
度
大
専
門
度
中
専
門
度
小
な
し
無
　
回
　
答
Ｇ01減災を目指した国土の監視・管理 112 40 31 25 16 -
100 35.7 27.7 22.3 14.3 -
Ｇ02現場活動を支援し人命救助や被害 112 7 30 42 33 -
100 6.3 26.8 37.5 29.5 -
Ｇ03少子高齢化社会に対応した社会 112 16 24 36 36 -
100 14.3 21.4 32.1 32.1 -
Ｇ04新たな社会に適応する交通・輸送 112 20 25 28 39 -
100 17.9 22.3 25 34.8 -
管被
会
輸
社会基盤分野
　調
査
数
１
　
あ
ま
り
活
発
で
は
な
い ２ ３ ４ ５ ６
　
か
な
り
活
発
で
あ
る
無
　
回
　
答
問34①減災を目指した国土の監視・ 94 1 9 11 35 32 6 2
100 1.1 9.6 11.7 37.2 34 6.4 2.1
問34②現場活動を支援し人命救助や 78 2 11 22 32 9 2 1
100 2.6 14.1 28.2 41 11.5 2.6 1.3
問34③少子高齢化社会に対応した社 73 2 13 26 25 7 - 3
100 2.7 17.8 35.6 34.2 9.6 - 3.9
問34④新たな社会に適応する交通・ 71 - 8 20 25 16 2 2
100 - 11.3 28.2 35.2 22.5 2.8 2.7
社会基盤分野
問35①減災を目指した国土の監視・管理技術　１位 問35①減災を目指した国土の監視・管理技術 ２位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
93 41 12 11 11 14 1 3 - 3 93 14 14 15 21 19 4 4 2 3
100 44.1 12.9 11.8 11.8 15.1 1.1 3.2 - 3.1 100 15.1 15.1 16.1 22.6 20.4 4.3 4.3 2.2 3.1
問35①減災を目指した国土の監視・管理技術　３位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
90 12 12 16 10 15 12 9 4 6
100 13.3 13.3 17.8 11.1 16.7 13.3 10 4.4 6.3
社会基盤分野
問35②現場活動を支援し人命救助や被害拡大を阻止する新技術１位 問35②現場活動を支援し人命救助や被害拡大を阻止する新技術２位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
77 43 13 7 6 2 2 3 1 2 77 6 15 17 8 19 5 5 2 2
100 55.8 16.9 9.1 7.8 2.6 2.6 3.9 1.3 2.5 100 7.8 19.5 22.1 10.4 24.7 6.5 6.5 2.6 2.5
問35②現場活動を支援し人命救助や被害拡大を阻止する新技術３位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
74 10 11 11 18 10 6 7 1 5
100 13.5 14.9 14.9 24.3 13.5 8.1 9.5 1.4 6.3
社会基盤分野
問35③少子高齢化社会に対応した社会資本・都市の再生技術 １位 問35③少子高齢化社会に対応した社会資本・都市の再生技術 ２位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
71 29 12 7 10 5 1 6 1 5 71 16 12 16 8 11 2 6 - 5
100 40.8 16.9 9.9 14.1 7 1.4 8.5 1.4 6.6 100 22.5 16.9 22.5 11.3 15.5 2.8 8.5 - 6.6
問35③少子高齢化社会に対応した社会資本・都市の再生技術 ３位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
69 8 15 10 10 11 5 7 3 7
100 11.6 21.7 14.5 14.5 15.9 7.2 10.1 4.3 9.2
社会基盤分野
問35④新たな社会に適応する交通・輸送システム新技術 １位 問35④新たな社会に適応する交通・輸送システム新技術 ２位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
71 22 11 5 12 12 2 6 1 2 71 11 12 8 17 14 4 5 - 2
100 31 15.5 7 16.9 16.9 2.8 8.5 1.4 2.7 100 15.5 16.9 11.3 23.9 19.7 5.6 7 - 2.7
問35④新たな社会に適応する交通・輸送システム新技術 ３位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
69 11 15 12 5 10 6 9 1 4
100 15.9 21.7 17.4 7.2 14.5 8.7 13 1.4 5.5
管被
会
輸
社会基盤分野
　調
査
数
１
　
低
い
２ ３ ４ ５ ６
　
高
い
無
　
回
　
答
問36①減災を目指した国土の監視・ 95 - 2 11 35 31 16 1
100 - 2.1 11.6 36.8 32.6 16.8 1
問36②現場活動を支援し人命救助や 78 - 6 25 30 16 1 1
100 - 7.7 32.1 38.5 20.5 1.3 1.3
問36③少子高齢化社会に対応した社 74 - 14 27 25 8 - 2
100 - 18.9 36.5 33.8 10.8 - 2.6
問36④新たな社会に適応する交通・ 72 - 10 19 20 22 1 1
100 - 13.9 26.4 27.8 30.6 1.4 1.4
ちフロンティア分野
　調
査
数
専
門
度
大
専
門
度
中
専
門
度
小
な
し
無
　
回
　
答
Ｈ01信頼性の高い宇宙輸送システム 84 12 26 16 30 2
100 14.3 31 19 35.7 2.3
Ｈ02衛星の高信頼性・高機能化技術 82 16 19 25 22 4
100 19.5 23.2 30.5 26.8 4.7
Ｈ03海洋地球観測探査システム（う 84 9 23 22 30 2
100 10.7 27.4 26.2 35.7 2.3
Ｈ04外洋上プラットフォーム技術 82 8 8 22 44 4
100 9.8 9.8 26.8 53.7 4.7
ム術
フロンティア分野
　調
査
数
１
　
あ
ま
り
活
発
で
は
な
い ２ ３ ４ ５ ６
　
か
な
り
活
発
で
あ
る
無
　
回
　
答
問34①信頼性の高い宇宙輸送システ 52 2 11 12 17 8 2 2
100 3.8 21.2 23.1 32.7 15.4 3.8 3.7
問34②衛星の高信頼性・高機能化技 56 2 9 11 23 10 1 4
100 3.6 16.1 19.6 41.1 17.9 1.8 6.7
問34③海洋地球観測探査システム（ 51 - 10 9 22 6 4 3
100 - 19.6 17.6 43.1 11.8 7.8 5.6
問34④外洋上プラットフォーム技術 37 3 7 16 9 1 1 1
100 8.1 18.9 43.2 24.3 2.7 2.7 2.6
フロンティア分野
問35①信頼性の高い宇宙輸送システム　１位 問35①信頼性の高い宇宙輸送システム ２位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
50 15 7 2 3 16 5 2 - 4 51 8 8 5 13 12 2 3 - 3
100 30 14 4 6 32 10 4 - 7.4 100 15.7 15.7 9.8 25.5 23.5 3.9 5.9 - 5.6
問35①信頼性の高い宇宙輸送システム　３位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
51 11 10 2 9 8 5 4 2 3
100 21.6 19.6 3.9 17.6 15.7 9.8 7.8 3.9 5.6
フロンティア分野
問35②衛星の高信頼性・高機能化技術　１位 問35②衛星の高信頼性・高機能化技術 ２位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
54 15 4 5 5 19 2 4 - 6 54 11 5 9 12 11 4 2 - 6
100 27.8 7.4 9.3 9.3 35.2 3.7 7.4 - 10 100 20.4 9.3 16.7 22.2 20.4 7.4 3.7 - 10
問35②衛星の高信頼性・高機能化技術　３位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
53 11 12 8 7 7 3 5 - 7
100 20.8 22.6 15.1 13.2 13.2 5.7 9.4 - 11.7
フロンティア分野
問35③海洋地球観測探査システム１位 問35③海洋地球観測探査システム２位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
47 18 4 4 3 13 2 3 - 7 47 4 4 11 14 10 3 1 - 7
100 38.3 8.5 8.5 6.4 27.7 4.3 6.4 - 13 100 8.5 8.5 23.4 29.8 21.3 6.4 2.1 - 13
問35③海洋地球観測探査システム３位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
45 14 6 6 4 5 8 1 1 9
100 31.1 13.3 13.3 8.9 11.1 17.8 2.2 2.2 16.7
フロンティア分野
問35④外洋上プラットフォーム技術　１位 問35④外洋上プラットフォーム技術 ２位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
35 8 3 2 3 13 2 4 - 3 35 7 8 2 11 5 1 1 - 3
100 22.9 8.6 5.7 8.6 37.1 5.7 11.4 - 7.9 100 20 22.9 5.7 31.4 14.3 2.9 2.9 - 7.9
問35④外洋上プラットフォーム技術　３位
　調
査
数
人
材
育
成
と
確
保
産
学
官
の
連
携
強
化
分
野
間
の
連
携
強
化
研
究
開
発
基
盤
の
整
備
研
究
開
発
資
金
の
拡
充
国
際
展
開
の
推
進
関
連
す
る
規
制
の
緩
和
・
廃
止
関
連
す
る
規
制
の
強
化
・
新
設
無
　
回
　
答
34 6 7 9 2 3 5 2 - 4
100 17.6 20.6 26.5 5.9 8.8 14.7 5.9 - 10.5
ム術
フロンティア分野
　調
査
数
１
　
低
い
２ ３ ４ ５ ６
　
高
い
無
　
回
　
答
問36①信頼性の高い宇宙輸送システ 53 5 15 12 14 7 - 1
100 9.4 28.3 22.6 26.4 13.2 - 1.9
問36②衛星の高信頼性・高機能化技 56 2 14 15 20 5 - 4
100 3.6 25 26.8 35.7 8.9 - 6.7
問36③海洋地球観測探査システム（ 50 - 5 15 19 9 2 4
100 - 10 30 38 18 4 7.4
問36④外洋上プラットフォーム技術 35 2 5 14 8 3 3 3
100 5.7 14.3 40 22.9 8.6 8.6 7.9
